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序 文

人類は昨日の知識の上に今日を,今 日の工夫の上にまた明日を築いてきた。古代は乏 しい生産力の

中で僅かなゆとりをもとに素朴な文化の花を咲かせた。一握 りの特権階級が,文 化と文明の最大の享

受者であった』ソロモンの宮殿 をはじめとし形あるものは時の風雪の前にその多 くを滅 した。知識と

思想が人々の心の中に受けつがれて行 った。強大な生産力 をもつ現代は果たして大衆といわれる人類

社会一人一人にその文明 ・文化を享受 させているであろうか。また遠い将来まで現代は何を残すであ

ろうか。現在生産されているもののことごとくはやがて消滅してしまうであろう。現代が現代 として

残す もの,そ れはシステムに関する思想 と知識だけではなかろうか。

本白書は夙に情報化社会到来を告げたのであるが,い まや全世界は急速にその方向に進みっっある

ことは異論はない。それが人間一人一人に関わる問題であるだけに,シ ステム化如何によっては人類

に重大な影響を与えよう。本年度の白書がローカル ・オプティマルではなく,最 高次元に立って トー

タル ・オプティマルを指向すべく,グ ローバルな視野に立つことを各層に要請するのはこ の点 に あ

る。

当協会は単に経営情報システムの開発ではなく,よ り高い次元に立って人類社会に必要な情報 シス

テム開発を目指すために,1973年5月 に組織を大幅に変更 して日本情報開発協会へと発展 させた。 こ

ののちともに各界のご高接 を賜われば幸いである。

本書の作成にあた り,ご 尽力を頂いた委員各位,な らびに貴重な資料を提供され,か つ助言を頂い

た関係各位のご協力に対 し,心 から感謝の意を表する。

1973年11月1日

財団法人 日本情報開発協会

理事長 稲 葉 秀 三
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1総 括

1972年5月15日,沖 縄(℃
.本土復帰,73年1月27日,ベ トナム和平の実現,日 米両国首脳の訪中,訪

・など・・972年から73年た朔 て蛾 後2・数年 わた・てわが卵 泌 関剛 力鞄 えて・・姻 雑な諸
i・.1、/ t`L.一 ・

問 題 の い くっ か が解 決,あ るい は そ の兆 し をみせ た。

国 際 政治 に お いて は平 和 へ の多 大 な努力,国 際 経 済 に お いて は各 国通 商 の拡 大へ の模 索 が続 け られ

る と同 時 に,工 業 化,都 市 化 に よ る世 界 的環 境 汚染,資 源 の 浪費 に対 す る厳 しい反 省 と対 策 が 頚上 に

の ぼ った年 で もあ った 。

従 来 は いず れ か とい う と,一 個人,一 企 業,一 産 業,あ るい は一 国 家 の 目標 設 定 とそ の実 現 へ苦 心

が払 わ れ て きた 。 た とえ それ ぞ れ の水 準 にお い て最 適 で あ る と して も,さ らに上 位水 準 に お け る目標

の最 適 化 と結 び つ いて い るか に反 省 が加 え られ,個 人 も企 業 も産 業 も国家 も,空 間 的 に は全 世界 に,

時 間的 に は後 世 に拡 が りを もって,人 類 に どの よ うな 関 わ りを もって い るか グ ロー バ ル な立 場 で判 断

し,目 標 を立 て,実 行 す る こ とが要 求 され て い るの で あ る。

1972年 か ら73年 にか けて.ア メ リカに お け る大 手 コン ピ ュー タ ・メ ー カ ーの 合併 が 一 段 落 し,ヨ ー

ロ ッパ の 主要 諸 国 の情 報 産 業育 成 策 の 実 施 と各 国 内 の協 力 体 制 が 相次 いで 打 ち出 され,第4世 代機 を

指 向 す る各 種 の工 夫 が発 表 され る と同 時 に,衛 星 通信 を媒介 とす る全 世 界 的 国 際情 報 処 理提 供 サ ー ビ

ス網 が計 画 され,一 部 実 現 し,ま た,現 存 あ るい は将 来 開 発 され る情 報 機 器 お よ び シス テ ムが ,人 類

社会 の各 成 員 に どの よ うな影 響 を与 え るかな どが,グ ロー バ ル な視 野 に立 って論 じ られ た。

1973年 度 の コ ン ピ ュー タ 白書 は,こ の よ うな歴 史 的 事実 と意 識 変 革 の推 移 をふ ま えて,わ が 国 お よ

び世 界 主 要 各 国 の情 報 産 業 とコ ン ピ ュー タ利用 の実 態,そ れ に関 す る各 国政 府 の 諸施 策,大 手 コン ピ

ュー タ ・メー カー の新 機 種 お よ び戦 略,開 発 され た新 シス テ ム を伝 えて い る。

本 年度 は と くに.通 信 回線 自 由化 後 の 利用 形 態 お よび動 向 と施 策,全 国 銀 行 デ ー タ通 信 シス テ ムを

は じ め とす る各 種 オ ン ライ ン ・シ ス テ ム,社 会 情 報 シス テ ム と グ ロー バル ・シス テ ムの 事 例 と して生

活 映 像情 報 シス テ ム,国 際 情 報 処 理 シス テ ム としてGE情 報 サ ー ビスMARK¶,総 合 貿易 情報 シ

ステ ムの構 想 お よび実 施 の情 況 を精述 して あ る。

また,日 本 情 報 開 発協 会 は毎 年 実 施 して い る コ ン ピ ュー タ利用 状 況 調 査 に加 えて オ ン ライ ン実態 調

査 を行 い,オ ン ラ イ ン化 の展 望 を探 る と と もに,行 政 情 報 シス テ ム研 究 所 「行政 情 報 案 内 セ ン ター に

関 す る調 査 究 研 報 告書 」,日 本 情 報 処 理 開 発 セ ン ター 「ソ フ トウ ェ アの評 価 に関 す る調 査 報 告 書」,日
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本経営情報開発協会 ・日本情報センター 協 会 「情報処理サービス業需要構造調査上 農協電算機研究

センター 「農協のコンピュータ利用に関する調査報告」等よ り抜卒して巻末に掲載し,大 方の便に供

してある。

2わ が 国 にお け る コン ピュー タの実 動 状況

1972年 度 に お け るわ が 国の コ ン ピ ュー タ需 要 は,上 半 期9月 末 現 在 にお い て,汎 用 コ ン ピ ュー タ ・

シス テ ム は14,806セ ッ ト,売 価 換 算 で1兆2618億 円 で あ り,前 年 同期 に比 べ て,実 動 セ ッ ト数 で31.8

%,金 額 で23.2%増 で あ り,下 半 期末 に は,セ ッ ト数 に して 実 に17,255セ ッ ド,金 額 に して1兆3732

億 円,前 者 の対 前 年 比 は34.7%増,後 者 の それ は,20.9%増 に の ぼ った。(日 本 電 子 計算 機 ㈱=JEC

C調 べ)。 通 産 省 の 動態 統 計 に よれ ば,1971年 度 にお い て,第3世 代 機 か ら 第3.5世 代 機 へ と世 代 の

交替 期 を迎 え,年 間15%の 伸 び に留 ま った 生産 額 が,デ ィジタル 型 電 子計 算 機 本 体 お よ び附 属 装 置 を

ふ くめて,1972年 度 に は総 額3822億 円 と22.8%の 伸 び で,再 び成 長 力 を回 復 す る きざ し を見 せ た。 ・

1972年9月 末 に お け る電 子 計算 組織 を国 産 機,外 国機 別 に見 る と型 別 に は大型,中 型 の セ ッ ト数 比

率 は国産 機 が 前者 は43.9%か ら48.8%(金 額 比 は39、8%か ら41.0%),後 者 は,71.1%か ら74.7%(金

額比 は69.2%か ら72.1%)と 増 加 した が,外 国 機 は超 小 型 に力 を注 ぎ,セ ッ ト数 比 率 に して 国産 機 は

87.0%か ら'54.3%金 額 に しそ88.7%か ら57.1%へ と急 激 に低 下 した。 全 体 と して みれ ば,セ ッ ト数 に

して わ が国 の 国 産 機比 率 は72.9%か ら64.9%,金 額 に して54.4%か ら54.3%と い う状 態 で あ った。 型

別 にみ る とセ ッ ト数 の みな らず,金 額 的 に も大 型 コ ン ピ ュー タの ウ ェ イ トが 高 ま り,わ が 国 の総 設 置

金 額 の56.6%に 達 し,シ ス テ ム規 模 は,1970年9月 末 の7億9400万 円か ら8億8000万 円 と ます ます 大

型 化 され ると同 時 に超 小 型 の の び が著 る し く70年9月 の1,664セ ッ トか ら72年9月 に は5,501セ ッ

ト,伸 び は3.3b倍,金 額 に して3.22倍,す なわ ち,コ ン ピ ュー タ利 用 の分極 化 が徐 々 に進 行 して い る

こ とを示 して い る。 ・'・'○ ＼

・1972年9月 末 現 在 に お け る産業 別 の実 動 金 額 をみ れ ば,800億 円 以 上 の 産 業 は71年 の3業 種,金 融

(1971億 円),電 気機 械(1720億 円),卸 ・小 売 ・商事(1161億 円)に 加 えて 政 府 関 係機 関(909億 円)が

ラ ン ク され,400億 円 以上800億 円 未満 に は,7業 種,輸 送 用 機 械(791億 円),サ ー ビス(765億 円)

鉄 鋼(627億 円),化 学 ・石 油(546億 円),運 輸 ・通 信 ・報 道(441億 円)政 府(434億 円)が 続 き,71

年 に8業 種 総 額6843億 円で あ った もの が,71年 に12業 種9364億 円,年 間成 長 は 全 国平 均 の23.2%を は

るか に越 えて36.7%に の ぼ った。

さ らに1972年9月 末 の 地 域 別汎 用 電 子 計 算組 織実 動 状 況 をみ れ ば,東 京 都 は5824億 円(前 年4747億
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円),大 阪府1788億 円(前 年1428億 円),神 奈 川 県848億 円(前 年724億 円),愛 知 県676億 円(前 年564億

円),が 続 き,東 京 都 は22.7%の 成長 を とげ,全 国 の46.1%を 占 めて い る。 この上 位4都 府 県 に 続 い

て広 島県283億 円(前 年211億 円),兵 庫 県273億 円(前 年198億 円),福 岡県246億 円(186億 円),北 海 道

202億 円(175億 円)が ラン ク され て い る。

3情 報処理 サー ビス業 の現況

・1973年1月1日 現 在,わ が 国 の情 報 処 理 サ ー ビス 業 は,独 立 計 算 受託 企 業 にメ ー カ ー系列,公 共 系

列 をふ くん で,企 業数541,セ ンタ ー数710で,1971年 と比 べ る と過 去2年 間 に,企 業 数 は147,セ ン

ター-twは167増 加 して い る(JECC調 査)。

通 商産 業 省 の行 った情 報 処 理 実 態調 査 に よれ ば,従 業 員50人 以 下 の企 業 は,71年 に全 体 の63,7%で

あ ったが,73年1月 に は59,4%と 徐 々 に で は あ るが企 業 規模 が大 き くな り,年 間 事業 収 入 も1企 業 当

り年 平 均 は70年 度 の1億8000万 円,71年 度 の2億700万 円 か ら,72年 度 に は2億4300万 円へ と急 成 長

ぶ りを うか が う こ とが で きる。

サ ー ビス業 務 の 内容 は依 然 と して 事 務計 算 が 主力 で46.7%,科 学 計 算5.3%,そ の 他 の計 算2.6%で

計 算 業 務 は54.7%を 占 めて い る。

ア メ リカに お いて は,す で に コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム に占 め るソ フ トウ ェアの 比率 は70%に お よぶ

と予 想 され,ア メ リカ政 府 関係 に よ るソ フ トウ ェア投 資 額 は年 間20億 ドル か ら50億 ドル に達 す る と推

定 され,ソ フ トウ ェ ア企 業 は わ が国 の ソ フ トウ ェア企 業 に比 べ る と売 上 高規 模 にお い て お よそ4倍,

1人 当 りに して2～3倍 の 差 が あ る とい わ れて い る。

ソ フ トウ ェ アの開 発 が ハ ー ドウ ェ ア と同程 度 あ るい は それ 以上 に重 要 で あ る とい わ れ るか ら,わ が

国 で は まだ 規模,売 上 高 と もに低 く,未 成 熟 の段 階 に あ る。

これ に加 えて,ア メ リカ合衆 国 で はす で に,GEを は じめCDC,CSC,UCC,SBCな ど200社 に よ る各

種 形 態の タ イ ム シ ェア リン グ ・サ ー ビス が実 行 され,1971年 にそ の市 場 規模 は6億2100万 ドル で1975

年 に は21億5000万 ドル に達 す る と予 想 され て い るが,わ が国 で は よ うや く緒 に つ い た ばか りで あ る。



4外 国 にお け る コン ピ ュー タ産 業 の動 向

1972年 度 は,2年 連 続 して低 迷 を続 けた ア メ リカの コ ン ピ ュー タ産 業 が,再 び浮 揚力 を 回復 し前途

に光 明 を見 つ け た年 で あ った 。

国 防 費,宇 宙 開 発予 算 の削 減 に と もな うア メ リカ国 内の 経 済不 況 と,ユ ー ザ ーの 買 換 え傾 向 とが 重

な って,ア メ リカ の国 内 に お け る 出荷額 は1970年 に は前年 に比 べ て11億 ドル 減 の44億 ドル で あ り,国

外 霰},支 え られて ・ ン ピ 。一 タ麟 の 総 売上 高 は ・・2億7… 万 ドル で あ ・た ・ ・97・年 は対 前職10

%増 で 、24億 ドル で あ 。た が,72年 は・7%さ ら}・増 加 して ・44億65・ ・万 ド・レで あ る・ ミニ コ ン 輪 む

専 用 アプ リケ ー シ 。ン ・・ ン ピ ー タ は・972鞭}・ お いて5億6… 万 ドル で汎 用 ・ ン ピ ー タ の20分

の1の 市場 で あ るが,将 来 の 成長 は大 き く1973年 ～77年 まで に3倍 の17億 ドル の市 場 にな る と予 想 さ

れ,77年 にお い て汎 用 コ ン ピ ュー タの10分 の1弱 にな る と推 定 され て い る。

1972年 か ら73年 にか けて ア メ リカ政 府 は情 報 産 業 育 成 に本 格 的 に乗 り出 した 。 同年7月 ブル ック ス

上 騰 員 は民 間 ・ ン ピ 。一一タ技 術 開 発 促進 法 案(H.R・ ・32・・)を 提 出・可 決 ・1972年 ニ ク ソン 大 統

領 の訪 。 磯 に両 国 の接 近 は醗 とな り,米 ・両 国 の ・ ン ピ ー タ技 術 に関 す る相互 交流+画 が 殻

され,5月 に は7・駆 引 きつ づ い て ・ ン ピ ー タ ・シe'一 が 離 され・ さ らに ニ ク ・ ン大 統 領 の 訪 中

と と もに ア刈 力の 電子 産 業 の 中 国 との接 近 な ど をふ くめ洪 産 瀦 国 へ横 綱 に徴 し・ ま た・世

界 各 国 に向 って商 務 省 は ゴ ー ・グ ロー バ ル政 策 を押 し進 めて い る。

1972年 か ら73年 にか けて,IBMは 新型 半 導 体 メ モ リー(MOSFT)を 採 用 した158,168を370シ リ

ーズ に加 え,さ らに,分 散 プ ロセ ッサ ーの 考 え方 を125に 与 え た。1970年 か ら71年 に か けてIBMの

装 置 、。互 換 性 の あ るプ ラ グ ・・ ンパ テ ・ブ ・レ鑓 が 醗 され ・72年 に ・まCDC・ ユ ニ バ ・ク な ど大 手

メー カー もIBM装 置 取 替 器 を発表 した。 これ に対 してIBMは 高 性 能 周辺 装 置3340と3803/3420テ

ー プ.サ ブ シス テ ム を発表 し周 辺 機器 コ ン トロー ラー の総 合 を行 い,さ らに ア ドオ ン ・メ モ リー に対

す る保 守 サー ビス を拒 否 しプ ラ グ ・・ ンパ テ ・ブ・嘆 置 の独 調 辺機 器 ・一 か 噸 激 を与 えた・ 後

者 は編 鵬 の言 い分 が とお 。て,IBMは 敗 退 したが ・IBM・WTC購 外 市場 に あ る360/30

の ア ドオ ン強 化 シス テ ムの 保 守 を拒 否 す る とい う方 針 を うち出 してい る。

この よ うにIBM36・,お よ び37・ シ リーズ}・対 す るプ ラ グ ・・ ンパ テ ・ブ ル周 辺 装 置 の 醗 は ます

ます 進 み,IBM社 とそ の他 ・一.カー との攻 防}ま激 化 して ゆ くで あろ う・ ・968年}・CDCに よ ・て 提

訴 され たIBM}・ 対 す る反 トラス ト端 訟 は,反 トラス トの線 で 分 書・J難 を勤 声 と・ ア 刈 力 の 国

際収 支 や 静 力 の上 で 分 割}・反 滴 る声 と二 分 した ま ま推 移 した が・ 提訴11件 の うち7件 はCDCと

の示 談 に み られ るよ うに示 談 な い し却 下 とな・った 。

o
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1971年 まで に にSperryRandに よ るRCAの コ ン ヒ。ユー タ部 門 の吸 収 ,Honeywellに よ るGEの

コ ン ピ ュー タ部 門 の吸 収 な ど大 手の 吸 収 合併 があ うたが ,"1972年1月 末 日にCDC・ はNCRと 大 幅
　

な撒 提 携 を し5月}・ は合 弁 会 社Cgmp・t9・PC・iph・ ・41・1・9題 字 掴 辺 機 器 の期 開 発 ,製 造

にの り出 した こ とが特 筆 され る。

"Lア メ リカ に お いて コ'ンte'
a.':タr.メ ー カ ーの 吸 収,.合 併1提 携 が一 段 落 .した1972年,.・ ヨー ロ ッパ 諸

国 の コン ピ ュー タ産 業 の再 編 問題 は混 迷 の うち に推 移 した。1973年6月CII,(フ ラ ンス) ,Siemens,

(西 ドィ ッ),Philips(オ ラ.ンダ)の3社 は相 互 に各 国 の国 産 メー カー と して の 独 自性 を維 持 し協 調原 則

を確 認 す る協 定 に調 印 した 。 この グル ー プか・ECか あ るい はNixdgrlか いず れ にせ よ,ヨ ー ロ ッ

パ の メー カ.一に対 す る イギ リス のICLの 去 就 が 注 目 され る とこ ろで あ る。 いず れ にせ よ,ヨ ー ロ ッ

パ で は,各 国 政 府 が 自国 コ ン ビe
.ユー タ産業 の育 成 強 化 に着 手 し,拡 大ECの 成立 に よ るイ ギ リス をふ

くめ てIBMを 中 心 とす る アメ リカ系企 業 に対 抗 す る気 運 が 高 ま ってきた 。

西 ヨー ロ ッパ の コ ン ピ ュー タ市 場 は1972年 に 年 間20%強 の 成長 を示 した が,イ ギ リス で は年 間4億

5000万 ドル5%の 増 加 に とど'まり,フ ラ ンス は6億3700万 ドル,西 ドイ ツ は9億5000万 ドル,イ タ リ

ー は3億4200万 ドル(15%増) ,オ ラン ダ は1億3400万 ドル な どで あ った 。.1973年 は さ らに13%か ら

17%程 度 の成 長 が見 込 まれ て い る。
＼

5わ が 国 の コ ン ピュー タ政 策

o

国産コンピュータ産業および情報処理 ・サービス産業の基盤の強化 と,来 たるべき情報化社会の認

識を高めるために,通 商産業省は各種の情報産業振興施策および啓蒙活動を展開した。

a.1972年 度か ら,電 子計算機等開発促進費補助金制度が創設 され72年から74年に至 る3年 間に総

額341億 円 の補助金が交付される。この補助金は,国産メーカー ・グループを対象に電子計算機新機種

開発促進費補助金(73年 度には109億4300万 円)で あ り,第2は 周辺装置等開発促進費補助金で,72年

度は7億 円,73年 度はIO億9000万 円が計上 された(第3部 第1章 参照)。

b.1971年 に設けられた 「特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法(機 電法)」 に よって

1978年 までを開発期間とする 「パターン情報処理システムの研究開発」が総額350億 円をもって始ま

った。71年度は2億 円,72年 度は10億7400万 円,73年 度は16億2700万 円が計 上 され た。また 「機電

法」によって生産体制の整備のために,73年 度は特定機械工業,特 定電子工業あわせて85億 円の日本

開発銀行融資が計上 された。

c.通 商産業省の 「情報処理実態調査」によれば,シ ステムズ ・エンジニア,上 級プログラマなど

上級情報処理技術者の不足が著 るしく,す でに 「上級情報処理技術者育成指針」の作 成,「情報処理
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研 修 セ ン タ 司 ,の 運 営,i.'[情 報 処 理 技 術 者 試 験 」,の 実 施 を しで い る 。 さ ら に1973年4月 よ り 「情 報 処

理 研 究 経 費 の 税 額 控 除 制 度 ゴ'を 実 施 しゾ こ の 制 度 の 活 用 に よ∴り情 報 処 理 技 術 者 育 成 の た め の 企 業 内 教

育 が 促 進 さ れ る乙'と が 期 待 さ れ て い る 。tti∴ ＼1:、 ∵ ∵ tt・:、 一't・こづ い ・.∴,

∴1.h,〔 、＼ 〉 、.'』 今㌧ 三 ∴ こ 、・ ・ 「 ∵'

6わ が 国 の行 政 機 関 に お け る コ ン ピ ュ一一タ利 用 状 況

　　 　 ロへ 　 　　ざロ へ 　 ド 　 り

わが国の行政機関のコンビ・一タ利用は年々急速縮 ま り・・972鞭 租 在紺7・4セ ・トで・行

政 機 関 の利 用 として は米 国 に次 い で第2位 で あ る。 国 の行 政 機 関 は防衛 庁44セ ーヅ ト・,郵政 省38セ ヅ ト,

通 商 産業 省27セ ッ ト,運 輸 省21セ ッ ト,建 設 省14セ ッ トな ど総 計205セ ッ ト,地 方 公共 団体237セ ッ ト,

政 府 関係 機 関270セ ッ トで あ る。 政 府 の 情報 関係 予 算 は1971年 度248億 円,72年 度390億 円,73年 度707

億 円 とな って い る。適 用 業 務 は コン ピ ュー タ稼 動 台数 で 比 較 す る ど集 計 計算 業 務34%;定 型 的管 理 業

務39%,分 析 予 測業 務12%,試 験 研 究 業 務15%で あ り,今 後 の方 向 と して は,'質 的 な シス テ ム化 が 進

む と期 待 され て い る。'''"

コ ン ピ ュー タ要 員 は72年4月 現 在 総 計4 ,239人,1rセ ッ ト当 り21人,職 能別 内訳 は キ ー パ ン チ ャ

30.2%,オ ペ レー タ19.9%,プ ログ ラマ19.1%,庶 務16%,SE9.5%,管 理 者5.3%で,庶 務 要員 が

異 常 に多 くSEが 少 な い。

都 道府 県 別 に市 区町 村 の コ ン ピ ュー タ導 入 割 合 をみ る と大 阪府(93.3%%),群 馬県(91.4%),神

'奈川 県(89
.2%),栃 木 県(87.8%),愛 知 県(83%),富 山県'(82.9%),東 京 都(82.8%),石 川 県

(80.5%)が80%以 上 導 入 済 み で あ るが,秋 田 県(5.8%),鳥 取 県(5.1%),'島 根 県(3.4%)は 極

あ て低 い水 準 に あ る。"

7通 信回線開放の達成

1971年5月,第65回 通常国会で,デ 「タ通信に関する制度のEkNiiを図った 「公衆電気通信法の一部

を改正す る法律」が成立 し,1971年9月1日 から特定通信回線使用契約が実施され,ま た,1972年11

月12日か ら公衆通信回線使用契約が実施された。この使用契約は広域時分制が採用された地域から実

施 され、全国的な全面実施は1973年8月 末である。.このように逐次,コ ンピュータと通信回線を直結

した遠隔情報処理システムが制度的にも活用 される環境が整備されてきたのである。1972年2月 .郵政

省が設置した 「公衆通信回線利用調査会」のアンケー ト調査によれば,827回 答企業数のうち54%が
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公衆通信回線の利用を希望し,オ ンライン ・システム既設置企業156社 のうちそのおよそ3分 の2が

利用を希望している。また利用希望の445社 のうち50%が1973年 から1975年までに利用開始の意思表

示をしている。このような企業側の利用動向に対 して,日 本電信電話公社は,1972年8月 第5次5カ

年計画を発表 し,そ れによると公衆通信回線使用契約の需要数は1972年度末200端 末回線,77年 度末

3万 端末回線を予定 し,特 定通信回線使用契約では72年度末2万 端末回線,77年 度末6万 端末回線を

予定 している。

8コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調査

日本 情 報 開 発 協 会 は,例 年 の よ うに1972年9月 末 現 在 で コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調査 お よ び オ ン ライ

ン化調 査 を実 施 した が,主 要 項 目は次 の とお りで あ る。

a.コ ン ピ ュー タお び よ周 辺 機 器 の保 有 状 況

ミニ ・コ ン ピ ュー タ を含 む1社 当 り平均 コン ピ ュー タ保有 台 数 は3.6セ ッ ト,周 辺 機 器 の保 有 台 数

は平 均30.2台 で,72年 版 調 査 の夫 々1.9セ ッ ト,12.1台 に比 し増 加 してい る。

b.EDPS運 用 経 費

1972年9月 末 現在 の月 間EDPS運 用 経 費 は,全 産 業1事 業体 あ た り,総額1900万 円 前 後 す なわ ち業

種 別 月商 比 の集 計 対 象企 業 の平 均 で は1847万 円,従 業 員 比 の集 計 対 象企 業 の 平 均 で は1919万 円 で あ っ

て,人 件 費 は全 体 の29.2%,CPUは23.2%,周 辺 装 置11.6%,周 辺 記憶 装 置11.9%,端 末 装 置7.4%,

機 械 設備 で54.1%を し め,CPU対 周辺 端 末 装 置 の割 合 は お よ そ50:50,す なわ ち業 種別 で は43:57,

シ ス テ ム別 で は53:47で あ る。1社 当 り月 間経 費 対 月 商比 で は,全 国平 均 は1971年 度 に は0.00293で

あ ったが,72年 度 はO.00262で あ り,1社 当 り1従 業 員 当 り月 間 経 費 で は71年 度 の3200円 か ら72年 度

は6300円 と急 上 昇 して い る。

c.コ ン ピ ュー タ要 員 の 待遇

72年9月 に お け るコ ン ピ ュー タ要 員 の平 均 給与 月 額 は,パ ンチ ャー49,100円(対 前 年 比8,700円 増,

オ ペ レー タ62,900円(同10,900円 増),プ ログ ラ マ69,400円(同7,000円 増),SE89,500円(同9,400

円増)で,前 年 比 増 加 額 は お お むね70年 ～71年 増 加額 を上 廻 る。

d.適 用 業 務

各 種適 用 業 務 を,計 算 ・集 計 業 務 と解 析 ・予 測 ・計 画 業 務 に2大 別 して,各 々 の コ ン ピ ュー タ化程

度 を見 る と,全 企 業 の う ち73.4%が 前者 の コ ン ピ ュー タ化 を終 えてお り,後 者 の コ ン ピ ュー タ化 率 は

26.7%で あ る。

e.フ 。ログ ラ ムの 開発 状 況
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管理 業 務 処理,事 務 処 理 プ ログ ラ ム にっ い て は 自社 開 発 割合 が高 い(95～96%)。 予 測,最 適 化,

ス ケ ジ ュー リング,数 値 制御 プ ログ ラ ム にっ い て も 自社 開 発割 合 は70～80%で あ るが,OS,言 語 プ

ロセ ッサ につ い ての 自社 開発 割 合 は20%強 にす ぎな い。

f情 報 処 理 サ ー ビス機 関 の 利 用 状 況

全企 業 の67.7%が 「パ ンチ ング委 託 」 の た め,46.2%が 「要 員教 育 」 の た め,20.9%が 「計 算 の委

託 」 の た め,サ ー ビス機 関 を利用 して い る。 パ ンチ労 働 力 の 不足 は一 般 ユ ー ザ ー の み な らず サ ー ビス

機 関 に ま で及 ん で きて い る。

9オ ン ラ イ ン 化 調 査

日本 情 報 開発 協 会 は,1972年9月 末 現在 で新 た に オ ン ライ ン化 調 査 を実 施 し,今 後 も継 続 して毎 年

調 査 を行 な う。

aオ ン ライ ン化 事 業 体 の コ ン ピ ュー タお よび周 辺 機 器 保 有 状 況

オ ン ラ イ ン化事 業 体 にお い て,ミ ニ ・コ ン ピ ュー タ を含 む コン ピ ュー タ保 有 台 数 は1社 平 均4.7セ

ッ ト,周 辺 機 器 は1社 平 均44.3台 とな って い る(オ ン ライ ン化事 業 体 を含 む全 ユ ーザ ー の そ れ は3.6

セ ッ ト,30.2台)。

bセ ン ターCPUと 端 末 機 の所 在,接 続 関 係

自社 端 末 機 の接 続 先 は,81.7%が 自社CPU,9.7%が 他 社CPU,3.8%が 日本 電信 電 話 公 社 のCPU

に接 続 し,以 下 接 続 先 が 複数 の場 合 もあ り,今 後,多 様 な接 続 型 態 が増 加 す る もの と考 え られ る。

c端 末 機 の 使 用現 況 と予 定

現 在,1社 当 り使 用 端 末機 の平 均 台 数 は66.4台 で あ るが,5年 後 に は1社 当 り平均151.0台 に増 加

す る もの と予想 されて い る。

d通 信 回 線 の 利用 現 況 と予 定

現 在 の1社 当 り特 定 通 信 回 線 利用 数 は平 均32.4回 線,5年 後 の 予想 は1社 当 り平均64.0回 線 とな っ

て い る。'

デ ー タ処 理 の た めの公 衆 通 信 回 線 の 利用 予 定 は,5年 後 に1社 当 り平 均69.6回 線 とな って い て,特

定通 信 回 線 の利 用 予 定 を上 廻 る。

e運 用 経 費

オ ン ライ ン化 事 業体 に お け る月 間経 費対 月 商 比 の平 均 は0.0059で,オ ン ライ ン化 事 業 体 を含 む全 ユ

ーザ ーの0 .0026に 比 べ高 率 で あ り,同 じ く従 業 員1人 当 り月 間 経費 の平 均 は7,400円 で 全 ユ ー ザ ーの

6,300円 を上 廻 る。



18第1部 総 論

f要 員 数

オ ン ライ ン化事 業体 に お け る1社 当 り平 均 コ ンueユ ーータ要 員 数 は70.2人 で,全 ユ ー ザ ー に お け る

42.0人 に比 べ 著 し く多 い。



第2部 コ ン ピュー タ産 業 の動 向
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第1章 わ が 国 の コ ン ピ ュ ー タ産 業

「璽 　
電子計算機が米国において最初に作 られたのが1946年,従 って,電 子計算機の歴史はまだ30年 にも

なっていないが,そ れに もかかわ らず,電 子計算機は増々社会経済の諸分野に浸透 してきてお り,現

在では電子計算機の適用 も 「産業」から 「社会」 「生活」へと移 りつつあり,電 子計算機を中核 とし

た情報 システムの導入を通じて複雑高度化した社会の諸問題を解決 しようという認識 も増々強まって

きている。

またわが国において電子計算機は次の諸分野で活躍 している。

① 「みどりの窓口」にみるような,情 報の迅速な検索

② 「霞ケ関 ビル」建設の際の地震応答解析など,複 雑な科学技術計算

③ 「都市交通の面制御」 「公害の監視 と防除」装置など,複 雑なシス

テム機器の総合的管理

④ 「バ ッジ(防 空)シ ステム」のように,国 の安全を担 うシステムの

中枢機能

⑤ 「オンライン ・バンキング ・システム」のような遠隔地での情報の

授受を可能にす る機能

⑥ 「CAI(電 子計算機教育)」 「フライ トシミュレータ」など能率的

な教育訓練をす る機能 ・

国民生活の利便

新技術の開発

生活社会環境の改善

国 防

流通革命

教 育

以上のように電子計算機は種々の分野で活躍 してお り,今 後はソフトウェア,通 信網等 と一体とな

って国の頭脳,神 経系統を形成 し,道 路,鉄 道,港 湾等の骨格部門とともに国土の基盤を形成するこ

とになると考えられる。

このような電子計算機が,社 会経済の中枢神経だという認識は世界各国にお いて も一般化してお

り,各 国 とも国産電算機産業等の育成策を講じている。西独においてはデータ処理は独自に開発する

方針をとってお り,1971年 か ら第二次情報処理振興計画により,電 算機の技術開発が強力に推進され

卿
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て い る。 ま た フ ラン スに お い て も,1964年 国産 機 メ ー カ ーBullがGEに 買 収 され,ま た1966年 フ ラ

ン ス原 子 力 委 員会 が 原子 力 開発 用 の 大 型 電子 計算 機 を輸 入 し よ う と した時,ア メ リカ政 府 が 禁 止 した

事 例 もあ って,国 産 電 子 計 算機 の振 興 を 目的 と した プ ラ ン カル キ ュー ル を発 足 させ る と と もに,国 産

電 子 計 算 機 の生 産 をCIIに 一元 化 し,そ の 保 護 育成 を図 って い る。 さ らに イギ リス に お いて も1968

年ICT,EEの 電 子計 算 機 部 門 の合 併 が 行 なわ れ,同 国 唯一 の国 産 メー カ ー と して,ICLが 設 立

され,政 府 はICL機 の優 先 購 入,政 府 開 発 資 金 の 補 助 を行 な う等ICLの 積 極 的 な育成 を講 じて い

るむ

さらに,電 子計算機産業は今後の経済社会における主要産業としての望ましい性格を有している。

まず 電 子 計 算 機産 業 は,技 術集 約 型,省 資 源 型産 業 で あ る こ とで あ り,例 えば 製品1kgあ た りの 価

格 を比較 す る と,ス ポ ー ツ カ ー-2,700円,ス テ レオ4,800円,カ ラー テ レ ビ4,540円 に対 して 中 型 電

子計 算 機30,400円,ミ ニ コ ン208,300円 とな って い る。 さ らに電 子 計 算機 は技 術 尖 端 産業 と して の 特

色 も有 して い る。 即 ち,電 子 計 算 機 を構 成 す る材 料,部 品,機 器,お よび そ れ らの開 発 製造 技 術 は電

子 工 業 の 中核 をな して お り,最 尖 端 の 技 術 が使 用 されて い る。

電 子 計 算 機 の 開発,製 造 の た め の技 術 は電子 工 業 の あ らゆ る製 品 に波 及 して お り,す ぐれ た 電子 計

算 機 開発 は情 報 化 の進 展 に資 す るの み な ら ず,す ぐれ た電 子工 業製 品 を生 み,そ の効 果 は甚 大 で あ

る。 い い か えれ ば,電 子 計 算 機 の 開発 に よ る技 術革 新 で電 子 工 業 全般 が リー ドされ て い る と も い え

る。

次に電子計算機産業は今後の成長を見込得 る成長産業であることである。

わが国の電子計算機産業は,近 年30%を はるかに越える増加率で成長してお り,GNP成 長率 と比

'較してみても近年急速に伸びていることがわかる。また,通信回線開放に伴 うオンライン市場の発達,

社会経済の発展に伴う情報量の増大によるレベルア ップの要請,電 算機の技術革新に伴 うコス トパフ

ォーマンスの向上による実質的コス トダウンなどからさらに需要が拡大することが予想 され,今 後と

もわが国最大の成長産業の一翼 としてわが国経済の成長に大 きく寄与するものと思われる。

(参考)電 子計算機利用高度化計画による電子計算機設置の目標

電子計算機設置金額

44年 度 末

50年 度 末

6,172億 円

35,000億 円

年平均伸び率 33.6%

このように電子計算機産業は70年代の知識集約産業の中核を占める産業であ り,今 後ともその発展

が期待 されている。
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2電 子計算機産業の特質 と対応策

世界の電子計算機市場は典型的なガリバー型寡占市場であり,IBMが この市場の60%以 上を占

め,ま た,米 国メーカーのみで90%以 上を占有 している。従ってIBMを 中心とする米国メーカーが

市場の主導権を握 っており,こ のことがまさにわが国電算機産業の性格に大きな影響を与えている。

このIBMの 寡占体制のもとにおいて日本の電子計算機産業は次のような特質を持 っている。

まず,技 術進歩の速度が高いことである。電子計算機に関する技術進歩の速度は,そ の歴史はじま

って以来鈍化することなく,基 盤にすべ き歴史と技術者 と莫大な研究開発資金をもたないわが国の電

子計算機産業が世界的技術水準に達するにはかな りの努力が必要である。

っ ぎに,レ ンタル制がとられていることである。電子計算機の普及は爆発的に行なわれたが,そ の

費用は極めて高価であったため,ま たIBMが 当初からレンタル制を採用していたのでこれに対抗す

るため,わ が国の電子計算機産業はレンタル制の採用を余儀なくされた。この制度は,前 の時代の市

場か らの収入が次の時代のための投資にっながって行 く性格 をもっているが,前 の時代 をもたないわ

が国電子計算機産業は,大 量の資金を必要 とすることになった。

第3に,ブ ラン ド・イメージの影響が大 きいことである。電子計算機の導入に際しては,稼 動の実

績によって機種選定が行なわれることが少なくない。電子計算機の能力の評価方法が確立されていな

いこともこの傾向に拍車をかけているが,IBMと 同一の性能の電子計算機が市場性をもつためには.

その価格は3～4割 低い必要があるといわれている(カンタム・サイエンス調べ)。歴史をもたず,市

場 も小 さいわが国電子計算機産業は常に実績面ではアメリカの巨大企業に対して遅れをとり,不 利な

競争条件を強いられている。

しかし,電 子計算機は1に も述べた如 く,今 後の社会の発展の一つの鍵ともなってお り,こ のため.

政府 も上記の問題点の解決のため,さ まざまな施策を講じている。

まず,技 術開発力の培養である。技術進歩の速い電子計算機産業では技術開発力が不可欠なため,

研究開発費に対する補助金,大 型プロジェクト制度による研究開発の振興,生 産設備の合理化のため

の融資などによって全体的な電子計算機技術の向上を図っている。各企業は,こ れらの施策と外国か

らの技術導入によって,そ の製造技術を進歩 させた。

つぎに,レ ンタル体制の確立である。電子計算機産業特有の問題であるレンタル資金の不足 を解決

するため,日 本電子計算機(株)が1961年 に設立 された。これは国産電子計算機の一元的 レンタル機関'

として,日 本開発銀行からの融資を受け,レ ンタル資金の一元的確保と運用を行ない,国 産メーカー

の資金負担を軽減した。
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第3に,国 内市 場 の保 護 と確 保 で あ る。歴 史 と実 績 の不 足 か ら く る国 産 メー カ ーの 不 利 な競 争 条 件

の 改 善 には,国 産 メ ー カー に市 場 にお け る経 験 を積 ませ る こ とが 最 も早道 で あ る。 この た め,資 本,

輸 入 両 面 に わ た る非 自由 化措 置 に よ って,波 うち際 に防 波堤 を築 き,国 内 に発 生 す る需 要 の 多 くを国

内の電 子計 算 機 産 業 に振 り向 けよ うとす る政 策 が と られ て きた。 また,電 子 計 算機 の特 別 償 却 制度,

同 固 定 資産 税 の軽 減 措 置 な どの 税 制 に よ って その 導入 を促 進 して い る。

この よ うな背 景 の もとで,国 産 電 子計 算 機 産 業 も着 実 に技 術 格差 を縮 めて 成 長 し,国 内 市場 に お け

る市場 占有 率 も年 を追 って上 昇 し,1972年3月 に は実 動金 額 で 見 て54.8%に 達 して い る。

3わ が国電子計算機産業の歴史

わ が 国 の電 子 計 算機 産 業 も最初 の商 用 機 が 出荷 され た1957年 か ら今 年 で16年,そ の生 産高 も1972年

に は3,822億 円 に達 して お り,わ が国 の 重 要 な拠 点 産 業 と して の地 位 を着 々 とか た めっ っ あ る。

この よ うな電 子計 算 機 産 業 の歴 史 を振 りか え って み ると,現 在 まで4っ の 時期 にわ け る こ とが で き

る。 まず 最 初 は1956年 か ら1958年 まで で,こ の時 期 は最 初 の 国産 電 子 計算 機FUJICが 出現 し(1956

年 一 ア メ リカ よ り10年 の 遅 れ),さ らにパ ラ メ トロン電 子 計 算機 の商 用 化 が行 なわ れ た 時 期(1957年

一 ア メ リカよ り9年 の遅 れ)で 日本電 子 計 算 機 産 業 の揺 盛 期 とい え る
。次 は1959年 か ら1962年 まで

の時 期 で,こ の時 期 に は トラ ン ジ ス ター を用 い たETL技 術 を基 本 と した電 子 計 算機 の 開発 商 用化

が 行 な わ れ 各社 の商 品 と しての 電 子 計算 機 の 隊 列 が と との って きた 時期 で あ り,わ が国 電 子 計 算機 産

業 の黎 明 期 とい え る。 な お,日 本 に お いて い わ ゆ る第1世 代 の 電 子計 算 機 にお い て は真 空 管 方式 の電

子 計 算 機 の商 用 化 は行 な わ れて い な い。 次 は1962年 か ら1967年 まで の時 期 で あ り,1960年 暮IBMの

特 許 公 開 を機 に,日 本IBMに よ りIBM機 の 国 内生 産 が 行 な わ れ るこ と とな り,こ こ に 日本 の電 子

計 算 機 産 業 は,新 た な 試練 の時 期 を迎 え るこ とと な った。 日本 の 技術 は電 子 計 算機 の トラ ン ジス タ化

を最初 か ら行 な ったeと く,個 々 の技 術 につ い て はす ぐれ た もの を有 して いた が,総 合 技 術 で はIB

Mは もとよ り,他 の ア メ リカの小 人 た ち よ り もか な りの遅 れ を示 して いた 。

この た め,1961年 か ら1964年 にか け外 国 メー カ ー か らの 技 術 や,ノ ウハ ウの導 入 が 行 な わ れ,そ の

技 術 を基盤 に した 新機 種 の生 産 が行 な われ た 。 この 時期 は さ らに 日本 の企 業 へ の電 子 計 算機 導 入 が,

本 格 的 に行 なわ れ は じめ た時 期 で もあ り,わ が 国 電子 計 算 機 産 業 は広 範 な発展 を とげた 。 そ の後1968

年 か ら現在 まで が 次 の 時期 で あ り,1964年IBMシ ス テ ム360の 発 表 以 後,わ が国 メー カー は技 術 提

携 先 の 新技 術 の 国 産 化 に加 え,そ の発 展,自 主技 術 に よ る研 究 によ りその 対抗 機種 を整 備 し1966年 ～

1968年 に お お むね 戦列 が ととの え られた 。

この 自主 技 術 によ る戦 列 の と との え られた1968年 か らが 日本 電子 計 算 機 産 業 の第2期 と もい え る も
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の で,こ れ 以後1970年 ～1971年 に か け,自 主 技 術 に よ る価 格 パ フ ォー マ ンス の高 い機 種 をそ くそ くと

登 場 させ て い る。 この 時期 に は大 型 プ ロジ ェ ク トと して超 高 性 能電 子 計算 機 の開 発 が 行 な わ れ,そ の

技 術 的波 及 効 果 もわ す れ られ な い。

な お,現 在 は第2期 か ら第3期 へ の 転 換 の時 期 で あ る。1970年IBMの シ ステ ム370の 発表 に よ り,

わが 国 メ ー カー もこれ と本 格 的 に対 抗 し うる機 種 を め ざ して新 しい 電算 機 フ ァ ミ リー の開 発 にの り出

して お り,ひ と足先 に は じま った ア メ リカ の新 時 代 にお い つ くべ く努 力 をっ づ け て い る最 中 で あ る。

4生 産,輸 出,輸 入 の動向

A生 産 状 況

わ が国 の電 子 計 算 機産 業 は1957年 の 商 用機 の生 産 開 始 か ら今 年 で16年,1972年 現 在 の 生 産 高(本 体

+付 属 装 置)は3,822億 に 達 して い る。 わ が国 の 計 算 機 の生 産 状 況 を歴 史 的 にみ てみ る と,1960年 に

トラ ン ジ ス タ型 電子 計 算 機 が本 格 的 な生 産 体 制 に入 って か ら1965年 まで は 日本 に お け る電子 計 算 機 に

よ る デー タ処 理 の普 及 の 開始 期 で あ る こ とか ら,そ の 伸 び率 も大 幅 な もの とな って い る。1964年 か ら

1965年 にか けて は不 況 とIBM360の 発 表 を契 機 とす る購 入 の 繰 りのべ 等 もあ り,伸 び率 が若 干 低 下

して い る。

しか し この 頃 は わが 国 電子 計 算 機 メー カ ー もIBM360へ の 対抗 機 種 へ の 開発 を 行 な って お り,

1966年 以 降景 気 の回 復 と共 に国 産 メー カ ー のIBM対 抗 機 が 市 場 に登 場 した こ と もあ り,そ の伸 び は

大 幅 に増 加 して お り,こ れ 以降,日 本 の電 子 計 算 機 の生 産 高 は1969年 度 の景 気 の沈 滞 に よ るお ち込 み

もあ った が,1966年 か ら1970年 の 間 に順 調 に成 長 して きて い る。

しか し1970～1971年 初 めに か けてIBM370シ リー ズが 発 表 され,折 か らの不 況 と もか さな って,

その 伸 び は大 幅 に鈍 化 し,1971年 は本 体 の伸 び は19.8%に とど ま つて い る。 しか し,下 期 以 降景 気 の

回復 につ れ て そ の需 要 も伸 び を見 せ は じめ,1972年 の伸 び率(本 体)は27.7%に な って い る。

次 に その 生 産 を付 属 装 置 に っ いて み る と,1970年 度 ま で は付 属装 置 の全 体 的 な伸 び はだ い た いCP
べ

Uの 伸 び を上 まわ って い たが,最 近 で はそ の伸 び は鈍 化 し,1972,73年 と もCPUの 伸 び を下 ま わ っ

て い る。 なお,こ れ を さ らに分 け る と入 出力 装 置,デ ー タ端 末 装 置 は,産 業 の オ ンラ イ ン化,シ ス テ

ム化 を通 じて,そ の伸 び は順 当 で あ るが,外 部 記 憶 装 置 の伸 びが この と ころ停滞 して い るの が めだ っ

て い る。
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2-1-2表 電 子 計 算 組 織 の 輸 出 実 績 年 別 推 移

(大蔵省通関統計より集計) (単位:百 万円)

1デ ・ジ・ル本体1朋 辺獺1小 計
アナ ・叶 合 計 伸 び 率

36年 0 7 7 0 7 一%

37年 0 16 16 77 93 1,228.6

38年 14 16 30 1 31 △66.7

39年 522 3 525 142 667 2,051.6

40年 1,181 12 1,193 42 1,235 85.2

41年 2,501 110 2,611 184 2,795 126.4

42年 4,098 284 4,382 467 4,849 73.4

43年 2,635 1,535 4,170 376 4,546 △6.2

44年 2,680 3,729 6;409 460 6,869 51.1

45年 3,974 1,114 5,088 698 5,786 △15.8

46年 5,587 2,382 7,969 1,040 9,009 55.7

47年 8,216 2,644 10,860 491 11β51 26.0

2-1-3表 電 子 計 算 組 織 輸 入 実 績 年 別 推 移

(大蔵省通関統計より集計) (単位:百 万円)

1本 体 周辺鑓 小 計 已 副 計D申 び 率

34年 1,453 一%

35年 3,188 119.4

36年 6,126 2,621 8,747 8,746 174.3

37年 8,017 5,786 13,803 835 14,638 67.4

38年 14,807 5,600 20,407 1,157 21,564 47.3

39年 15,679 8,773 24,452 2,751 27,203 26.2

4〔1年 8,493 10,457 18,950 3,517 22,467 △17.4

41年 6,182 10,641 16,823 7,674 24,497 9.0

42年 7,792 24,693 32,485 9,847 42,332 72.8

43年 8,613 28,923 37,536 9,097 46,633 10.2

44年 14,774 34,030 48,804 12,358 61,162 31.2

45年 22,718 51,551 74,269 21,525 95,794 56.6

46年 21,659 48,873 70,532 22,904 一93
,436 △2.5

`

47年 23,437 38,221、 61,658 27,432 89,090 △4.7
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汎 用電 子 計 算 機 は,現 在 富 士 通㈱,㈱ 日立 製 作 所,三 菱 電 機 ㈱ 日本 電 気㈱ お よ び沖電 気 工 業 ㈱,

東 京芝 浦 電 気 ㈱,の 民 族 系6社 と,外 資100%の 日本 アイ ・ピー ・エ ム㈱ な らび に スペ リー ラ ン ドと

沖 電 気 の 合弁 会 社 で あ る沖 ユ ニパ ック㈱ に よ って製 造 され て い る。

制 御 用 電子 計 算 機 は,上 記 の メー カー の ほ か に,㈱ 北 辰 電 気製 作 所,日 本電 子 ㈱ 日本 無線 ㈱,島

津 製 作 所,㈱ 安 川 電 機 製 作所,な どが 製 造 して い る。

近 年 著 る しい発 展 を見 せ て い る もの に,ミ ニ コ ン ピ ュー タが あ る。社 内用 にの み使 用 す るた めの も

の を含 め る と,ミ ニ コ ン ピ ュー タ分 野 へ の 進 出 を意 図 して い る企 業 は計 測,電 機 機 械,精 密 機 械 の

各 分 野 に及 び,さ な が らブー ムの感 さえ あ る。 外販 して い るメー カー は,汎 用,制 御用 の メ ー カー の

ほか,安 立 電 気 ㈱,ア イ電 子 測 器 ㈱,中 央 電 子 ㈱,松 下 通信 工 業 ㈱,日 本 ミニ コ ン ピ ュー タ㈱,高 千

穂 交 易㈱,横 河 ビ ュー レ ッ ト ・パ ッカー ド㈱,な どで あ るが,さ らに新 規参 入 が続 いて い る。

B輸 入 輸 出 状 況

わ が 国の 電 子 計算 機 本 体 の輸 入 は1963年 まで の伸 び は大 きい が,IBMの 国 産化 の開 始 や,わ が国

メー カ ーの 技 術導 入 に よ る国産 新 機 種 の 出 荷 開始 や,さ らに不 況 の影 響 もあ って,1965年 に は大 幅 な

減 少 とな って い る。 この傾 向 は1966年,67年,68年 と続 い たが1969年 に は また 大 幅 な伸 び をみ せ て い

る。 これ は電 子 計 算機 需 要 の 大 型 化 や オ ン ラ イ ン化 を反 映 した もの で,国 産 機 種 に該 当機 種 の な い超

大 型 機 や オ ン ラ イ ン用 の電 子 計 算機 の需 要 増 大 が あ った た め とされ て い る。 しか し,こ の後,不 況 や

IBM370型 の 出現及 び そ の国 内生 産 の 開始 もあ って,そ の伸 び は1970,71,72年 と伸 び悩 ん で い る。

な お,周 辺装 置 の輸 入 は1970年 まで好 調 に の びて い るが,1971年 に は不 況 の た め伸 び悩 み,ま た1972

年 に はIBMの 外 部 記 憶装 置3330の 国 内生 産 の 開始 に伴 って 減少 して い る。

輸 出 は極 め て少 な く,1972年 は生 産 の2.85%に 当 る109億 円 で あ った 。 しか もその ほ とん どは 日本

ア イ ・ピー ・エ ム と沖 ユ ニ パ ック の生 産 す る もの と推 定 され て い る。 国 産 機 の輸 出 は,過 去 に お いて

米 国 計 算機 の 市 場外 とみ られ る東 ヨー ロ ッパ 向 け等 に散 発 的輸 出 が あ っただ けで あ る。

5流 通 体 制

電 子 計算 機 の販 売 形 式 には,直 売,レ ン タル,リ ー ス,信 託,割 賦 販 売 の5種 類 が あ る。 この う ち,

販売量の最 も多い形式はレンタル方式であ り,直 売がこれに続いている。

レン タル方 式 は,電 子 計 算 機 を賃貸 す る と と もに,こ れ に伴 な う保 守,修 理 な ど,各 種 のサ ー ビ ス

を行 な って,こ れ に対 す る料 金 を毎月 徴 収 す る もの で あ る。IBMが,そ の大 きな資 金力 を背 景 に始
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め た もの で,そ の 後主 な電 子 計 算 機 ・メ ー カ ーが これ に続 き,こ の方 式 が電 子 計 算機 販 売 形 態の 主 流

を占 め るに至 った 。

A日 本 電子 計算機(株)(JECC)の レンタル制度

JECCは,国 産 電 子 計 算 機 産業 の門 出 に あた って,資 金不 足 を補 い,レ ンタ ル制 度 を確 立 す るた

め,1961年 に国 産 メ ー カ ー7社 が共 同 出資 して設 立 された 。 そ の後,電 子 計算 機 の製 造 を中止 した松

下 電 器 産 業 ㈱ が脱 退 し,現 在 は富 士 通㈱,㈱ 日立製 作 所,三 菱 電機 ㈱,日 本 電 気㈱ お よ び沖電 気 工業

㈱,東 京 芝 浦 電 気㈱ の6社 が 参 加 して い る。

国産 電 子 計算 機 の レン タル 業 務 を一 元 的 に行 な う こ とに よ り,レ ンタ ル資 金 の調 達 を一 元 化 して 効

率 を高 め,メ ー カー の資 金 負 担 を軽 減 し,そ の分 を研 究 開 発,生 産 合理 化,需 要 開拓 な ど電子 計 算 機

産 業 の体 質 強 化 に まわす こ とを 目的 と して い る。 レ ンタ ル資 金 は 日本 開 発 銀 行 か らの政 府 の援 助 に よ

る低 利 融 資,都 市 銀行,地 方 銀 行,信 託 銀 行,生 命保 険 会 社 な どか らの借 入 金 で ま か な って い る ほか,

年 々増 資 を して 自己 資金 を確 保 して い る。 そ の推 移 は2-1-4表 の とお りで あ る。

機 械 購 入 額 は,旺 盛 な電 子 計 算 機 需要 を反 映 して急 増 し,1969年 度 に は825億 円,1970年 度 には922

億 円 に も達 した 。 この た めJECCの 買 取 資金 が不 足 す る とい う事 態 が 起 り,1970年 度215億 円 の 日

本 開発 銀 行 融 資 が行 な わ れ た に もか か わ らず,メ ー カ ー に対 す る機械 購 入 代 金 の未 払 いが 累 積 した。

そ こで,1970年7月 か ら,標 準 構 成 で の レン タル 価格 が150万 円 以 下 の機 種 を取扱 機 種 か ら外す,い

わ ゆ る 「す そ切 り」 を実 施 した。 この た め,各 メー カ ー は 自社 レ ン タル,リ ー ス,信 託 な どの方 式 を

2-1-4表 日本電子計算機(株)資 金の推移(億 円)

年 度1・96・1・ …1・9631・ …1・965・ …1・9671・9681・9691・97・1・97・1・972

コ ン ピ ュー タ

購 入 額

日本開発銀行
融 資

資 本 金

11

2

11

32

8

21

59

15

32

117

25

47

208

55

71

269

70

106

368

70

142

825

155

284

9228741892

215

425

150

597

強 化 しっつ あ る。 けれ ど も,1970年 度 の 後半 か ら1972年 に か け て は,需 要 の 伸 び が足 踏 み した こ とな

どが 重 な って,1971年 度 の 機 械 購入 金 額 は874億 円 と前 年 度 比5.2%の 減 少 にな り,未 払 問題 は一 挙

に解 決 され た 。 そ して1972年 度 の 機 械 購入 額 も892億 円,前 年 度 比2.1%増 に と どま って い る。 しか

しなが ら,今 後 も続 くで あ ろ う急 激 な 需要 の拡 大 に対 し,国 産 電 子 計算 機 の レ ン タル資 金 をい か に確

保 して い くか は,わ が 国 電子 計算 機 産 業 の発 展 の鍵 で あ るので,JECCに は一 層 の資 金 調 達 が強 く

要 請 されて い る。

'
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Bリ ー ス,信 託 お よび割賦 販売

リー ス方 式 は,リ ー ス 会社 が メ ー カー あ るい はす で に使 用 中 の ユ ーザ ー か ら購 入 し,そ れ を 自己 の

資 産 として,レ ン タル の 場合 よ り も低 廉 な料 金 で賃 貸 す る もの で あ る。 わ が 国 で は従 来 ほ とん ど行 な

われ て い な か ったが,JECCの す そ切 りが あ って 以 後,そ の対 策 の 一 環 と して,各 メー カー と も自

社 レン タル以 外 に種 々 の販 売 方 式 を検 討 しは じめ,そ の1っ と して リー ス会 社 の 利 用 が行 な わ れ るよ

うに な った。

ア メ リカ で は,電 子 計算 機 の リー ス は か な り普 及 し,コ ン ピ ュー タ専 門 の リー ス会 社 も生 ま れ て い

る。 飛躍 的 に伸 展 した の は,1960年 に入 って か らで,リ ー ス対 象 とな って い るの は,主 と して第3世

代 の 電子 計 算 機 で あ り,1970年 に は電 子計 算 機 ・リー ス 会社 は100社 を数 え る に至 った。 電 子 計 算 機

リー ス と呼 ば れて い る もの の業 務 内 容 には,一 契 約 で 元 利 を回収 す る フル ・ペ ゴ,zウ 上 ・ り三 ス と,

一 契 約 で元 利 を 回収 しな い=Z主 ・ペ イ ァ立 上 」」L－ ス とが あ り,前 者 は フ ァ イ ナ ンス ・ リー ス の

一 種 で
,契 約 期 間 が 長 く(5年 ～10年),機 種 の陳 腐 化 の危 険 は あ るが,リ ー ス料 が 相 当低 くな る。 後

者 は,ユ ーザ ーの 立 場 か ら見 て レ ン タル に近 い もの で,数 年 の短 期 間契 約 に拘 束 され るが,そ の後 の

解 約 は 自由 で,リ ー ス料 は レン タル料 よ りも10%程 度低 廉 に な って い る。通 常 の 電 子 計算 機 リー スで

は,保 守,修 理 な どの サ ー ビスは協 定 に よ り別 契 約 で メ ー カ ーが 実 施 して い るが,電 子 計 算 機 専 門 の

リー ス会 社 の 申 には,ご く少 な い が 自社 にサ ー ビス部 門 を もっ てい る もの あ るい は電 子 計 算 機 メー カ

ー で な い専 門 保 守 会社 に サ ー ビス を委 託 して い る もの が あ る。

わ が国 で は,本 格 的 な フ ァ イナ ンス ・リー ス は,電 子 計 算 機 の 市場 寿 命 が 短 い た め,育 ち に くい状

態 に あ り,契 約 期 間 の短 い"(3～6年)レ ン タル型 の ものが 多 い 。 り一 ス会 社 も,電 子 計 算 機 の販 売

サ ー ビス を実 施 で きな い た め,リ ー ス契 約 の中 途 解約 に あ た って は そ の後 の ユ ー ザ ー を見 つ け る まで,

メー カー が リー ス料 を保 証 し,さ らに契 約 終 了 時 に は電 子 計 算 機 を下取 りす る とい う契 約 を メー カー

との 間 で結 んで い る もの が多 く,こ の 点 も レン タル との 区別 をな くして い る。

情 報処 理 需 要 の 増大 と と もに,電 子 計 算 機 を フ ァイ ナ ンス ・リー ス の対 象 とす る こ とへ の関 心 が 高

ま って は い るが,こ れ に は陳 腐 化 ま で の期 間 の 長 い こ とが必 須 の 条 件 で あ り,世 代 交替 後 の動 向が 注

目 され る。 ま た中 古 機 の処 分 市場 と して も リー ス は着 目 されて い る。 この こと は,中 古機 市 場 が 保 証

され れ ば,フ ァイ ナ ンス ・リー ス も育 ちや す い と考 え られ,国 産 機 に よ る中 古 市 場 の秩 序 あ る確 立 が

急 が れ て い る。

1970年 にJECCは 資金 不 足 にな った が そ れ以 来,信 託 方 式 も行 な わ れ るよ うにな り,こ れ は,従

来 か ら行 なわ れ て い る車 輌,船 舶 な どの動 産 信 託 と軌 を一 にす る もの で あ る。 委 託 者 はメ ー カ ーで あ

り,受 託 者 は信 託 銀 行,受 益 者 は当 初 メー カ ー で あ って,受 益 証 券 を売却 す る こ と に よ って メ ー カ ー

は資 金 を得 る こ とが で きる。 信託 銀行 は ユ ー ザ ー に対 して電 子 計 算 機 を賃貸 し,賃 貸 料 を受 取 る。
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車 輌 や船 舶 な ど通 常 の 動産 信 託 で は,分 割 払 式 にユ ー ザ ー に売 却 す る こ とを 目的 と して 賃貸 す るが,

電 子 計 算 機 信託 の場 合 は,賃 貸 だ け を 目的 とす るの で管 理 信託 方 式 と も呼 ぶべ き もの で あ る。 現 在,

富 士 通 ㈱ と㈱ 日立 製 作 所 が この方 式 を利 用 して い るが,い ず れ の場 合 も,賃 貸 料,保 守 サ ー ビスな ど

の 条 件 は レ ン タル の場 合 と同 じで あ り,信 託 期 間 が終 了 す る と,メ ー カ ーは受 益 証 券 を買 い戻 し,電

子 計 算 機 を下取 す るこ とにな って い る。

割 賦 販 売 は直 売 で は購 入 資金 調 達 困 難 な ユ ー ザ ー に対 す る フ ァイ ナ ンス と して 適 用 され る もの で,

メ ー カー 自身 が リス ク を負 って実 施 す る もの の ほ か,メ ー カ ー と銀 行 の タイ ア ップに よ る割 賦 ロー ン

方 式 お よびJECCが 窓 口に な って行 な う 日本 興 業 銀 行,日 本 長 期 信 用 銀行 融 資 によ る ものが あ る。

後 者 は,登 録 され た割 賦 対 象機 種 の割 賦販 売 契 約 が 結 ば れ る と,メ ー カー がJECCに 申請,JEC

Cは 日本 興 業銀 行 ま た は 日本 長 期 信 用 銀行 に推 せ ん を行 な い,ユ ーザ ー の振 り出す1年 か ら6年 まで

の い ず れ か の期 間 に わた る割 賦 手 形 を担保 に,メ ー カー に対 して両 行 か ら手 形 額 の融 資 が行 なわ れ る

もの で,1966年 か ら実 施 され,割 賦 販 売 の 円滑 化 が はか られ て い る。

通 商 産 業 省 で は,JECCす そ切 り対 策 の一 環 と して,1970年 秋 か ら買取 価 格6,75σ 万 円 まで の シ ・

ス テ ム を割 賦 で販 売 す る場合 は,機 械 保険 制 度 の対 象 とす る こ とに して,小 型 機 の割 賦 販 売 制 度 を促

進 して い る。 な お,現 在 で は対象 買 取 価格8,000万 円 まで の シス テ ム とな って い る。

C輸 入電子計算機の流通販売

2-1-5表 主な輸入電子計算機 と取扱業者

製 造 業 者1輸 入 業 者1販 売 業 者

IBM 日 本 ア イ ・ ピ ー ・エ ム 日 本 ア イ ・ピ ー ・エ ム

SperryRand 三 井 物 産 日本 ユ ニパ ッ ク

NCR 日本 エ ヌ ・ シ ー ・ア ー ル 日 本 工 ヌ ・シ ー ・ア ー ル

Burroughs 高 千 穂 バ ロ ース 高 千穂 バ ロース

CDC 伊 藤 忠 商 事 日本 シー デ ー シ ー

DEC 蝶 理 蝶 理

DECジ ャパ ン

ハ ネ ウ ェル ・ブル 三 菱 商 事 三菱事務機械

ニ ク ス ドル フ 兼 松.江 南 兼 松 ニ クス ドル フ

オ リベ ッテ ィ 日本 オ リベ ッテ ィ 日本 オ リベ ッテ ィ

フ ィ リ ッ プ ス シ ー ・ エ ス ・ シ ー シ ー ・エ ス ・シ ー

フ リー デ ン ド ッ ド ウ ェ ル . ドッ ドウ ェル
,∀r

ロガ パ ック ス 丸 紅 エ レク トロニ クス 丸紅 エ レク ト・ニ クス
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6外 資の進出と技術導入

A外 資 の 進 出 状 況

わ が 国 電 子 計算 機 産 業 にお け る外 資 の進 出 で,最 古 かつ 最 大 の もの は 日本 アイ ・ピー ・エ ム㈱ で あ

る。 同社 は戦 前 にせ ん孔 カ ー ド式統 計 機 械 の販 売会 社 と して 存 在 した 日本 ワ トソ ン統 計 機 ㈱ が,1949

年 に衣 替 え した もの で,1960年 のIBM特 許 公 開 を機 に 国 内生 産 を開 始 し,現 在,シ ス テ ム/370モ

デ ル155,同 モ デル135お よび シス テ ム/3モ デ ル10の 本 体 装 置 な らび に3330磁 気 デ ィス ク装 置 をは

じめ とす る数 機種 の周 辺 装 置 を製 造 して い る。

沖 電 気 工 業㈱ とスペ リー ラ ン ドの合 弁 会 社 で あ る沖 ユ ニパ ック㈱ は1963年 に 設 立 され,現 在UNI

VAC9000シ リー ズ を国 産 化 してOUKの ブ ラ ン ドで製 造 し,沖 電気 工 業 ㈱ と 日本 ユ ニパ ック㈱(ス

ペ リー ラ ン ド40%,三 井 物 産 ㈱40%,沖 電 気工 業 ㈱5%,そ の 他15%)の 両 社 を通 して 販 売 し て い

る。 その 他,電 子 計 算 機 関 係 の外 資 進 出状 況 は,2-1-6表 に ま とめ た とお りで あ る。

B技 術 導 入

わが国の汎用電子計算機技術には トランジスタを使用した電子計算機を最初に製作していたことに

もみ られる如 く,個 々の電子技術にはすぐれたものがあるが,総 体 としての技術は遅れていた。この

ため1960年 度のIBMの 特許公開を期とする日本IBMの 国内生産に対応し,わ が国電子計算機メー

カーは電子計算機の技術の導入を1961年から64年にかけて積極的に行なってきた。このこともあ り`日

本電子計算機の技術水準 も高ま り,そ れ以後日本の電子計算機は国産技術による発展が可能となり,

現在では電子計算機の基礎技術についての技術導入は少なくなっている。

7技 術 の 動 向

電子計算機は,そ の誕生以来,常 に極めてテンポの速い技術進歩を続けて電子工業における最先端

の技術を採 り入れて きた。このためわが国の電子計算機産業は絶えざる技術開発の努力を強いられて

いる。

1971年 には,電子計算機は第3世 代に替わる新しい世代の時代を迎 えたといわれている。各電子計算
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2-1-6表 電 子 計 算 機 関 係 の 外 資 進 出 状 況

種類

株

式

取

得

支

店

設

置

外 資 日 本 法 人 外 資 設'立日本側出資者
比率 年 月 業 務 内 容

IBMWTC 日 本 ア イ ・ピ ー ・エ ム 100,50・10
電子計算機の製造,輸

出入,販 売,保 守

NCR 日 本 工 ヌ ・シ ー ・ア ー ル
日証金,東 洋信託
銀行,個 人

72.2
,51 ・1

金銭登録機および会計
機の製造販売,電 子計
算機の輸出入,販 売,
保守

SperryRandCo. 日本 ユ ニ パ ック 王難 菱鑛 気34・ ・1'58・3響 子調 機の販売・保

MincoCorp.Ltd. 住 友 ス リーエ ム
日本電気
住友電工

50,61・9

磁 言テ ー プ,磁 気 デ ィ
ス クパ ック の製 造,輸

出 入,販 売

Hewllet_PackardCo. 横 河 ビ ュー レ ッ ト 横 河電 気
パ ッ カー ド

49,63・8

計 測 器,高 級 電卓,ミ ニ
コ ン ピュ ー タの製 造,

輸 出 入,販 売,保 守

MemorexCorp.

ControlDataCorp.

日本 メ モ レ ッ クス

日本 シー デ ィー シ ー 伊 藤 忠 商 事 40'71・4

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ
ス クパ ックの 輸入,版

元,周 辺 装 置 の 保守

電子計算機の販売,保
守

HISI

(山 武 ハ ネ ウエ ル)

日本 電 気 ハ ネ ウ ェノレ

イ ン フ ォー メ ー シ ョ 日本 電 気

ン シ ステ ムズ

50'72・10
キ ー ツ ーテ ープ装 置 の

製 造,販 売,保 守

TheSingerCompany日 立 シ ン ガ ー 日立製作所 50,73・7
POS端 末等の販売,

保守

IBMWorldTrade
AsiaCorp.

'60 ・3 アジア地区子会社の統

括,連 絡

ControlDataFar
EastInc.

,66 ・11 電子計算機 に関す る調
査,連 絡

DigitalEquipment.
Corp.Internatioma1

'68
・7

ミニ コ ン ピ ュー タ の販

売,保 守 ・

Recognition
EquipmentJapanInc.

'68・80CRめ 販 売
,保 守

Me皿orexPacificCorp. 一,69・9
磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ
・ス クパ ・ッ クの 輸 出,調

査,連 絡

Honeywell

ElectronicsInc.
'69・9技 術援 助 に 関す る連 絡

ElectronicMemories

&MagneticCorp.

,71
・4 磁 気デ ィスクパ ック等

に関す る調査,連 絡

CalcompPacificCorp. 作図装置の販売,保 守

TexasInstrument

AsiaLtd.
ミニ コ ン ピ ュー タの 販

売,保 守
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機 メー カ ー は,こ の新 しい世 代 に 対 して,本 格 的 な 競 争力 を有 す る電 子 計算 機 をつ くるた め,一 層 の

技 術 開 発 を重 ね て い る。

電 子 計算 機 技 術 は,さ ま ざ ま に進 歩 して い るが,基 本 的 に は,よ り高 速 に,よ り大 型 に,よ り高 い

信 頼 性 を もち,よ り使 い易 く とい う4つ の 方 向 を め ざ して 発展 して きた。

A高 速 化

電 子 計算 機 は,そ もそ も,速 い 機 械 で あ る こ とに意 味 が あ ったわ けで,高 速 化 の要 求 は 常 に強 い も

の が あ った 。電 子 計 算機 の処 理 速 度 の 向上 につ いて は,演 算 素 子 の 速度 の 向上 は限 界 が あ り,現 在 で

は,次 の方 向 で処 理 速度 の 向上 が 図 られ て い る。

まず,マ ル チ ・フ。ロセ ッサ方 式 で,こ れ は並 列 処 理 を行 な うこ と に よ り実 効 的 な速 度 を上 げ るや り

方 で,こ の方 法 に よ り大 型 機 の 場 合 は2台 以 上 の 演 算 装置 を用 いて 処理 速 度 の 向 上 を図 る こ とが 一般

的 とな って きて い る。 ま た,こ の 手 法 を さ らに進 めて,超 大 型 機 で は ア レイ プ ロセ ッサ をは じめ とす

る特 殊 プ ロセ ッサ を設備 し,特 殊 処 理 は特 殊 フ。ロセ ッサ に よ り処 理 す る こ とに よ り,飛 躍 的 に処 理 能

力 を上 げ る こ とが 行 な わ れ て い る。

次 に,中 央 処 理 装 置 の処 理 速 度 が 記 憶装 置へ の ア クセ ス 時 間 に よ って押 え られ るの を防 ぐこ とが 全

体 の処 理速 度 の 向上 の た め に は必 要 で あ り,こ のた め

○ 磁 性薄 膜 な ど に よ る主 記 憶 装 置 そ の もの の高 速 化

○ 半 導 体 記憶 に よ るス ク ラ ッチパ ッ ド ・メ モ リを用 い,中 央 処 理 装 置 と主 記 憶 装 置 との 間の デ ー タ

転 送 を減 らす こ と によ る高 速 化

○ 先 回 り制御 等,記 憶 制 御 方 式 に よ る高 速 化

な どが図 られ て きた。 最 近,半 導 体 記 憶 が磁 心記 憶 と同 程 度 の価 格 で 実 現 で きる見 通 しが立 ち,主 記

憶装 置 は磁 心記 憶 で 構 成 す るに して も,Cashe又 はバ ッフ ァ ・メ モ リ と呼 ば れ る半 導 体記 憶 装 置 を中

央処 理 装 置 と主 記 憶 装 置 の 間 に お い た メモ リ ・ハ イ ア ラー キ ・シ ス テ ム にす るこ とに よ って,実 質 的

に,主 記憶 装置 を高 速 化 す る方 法 が 一般 化 しつ つ あ る。

B大 型 化

電 子 計算 機 の処 理 対象 が広 範 にな り,処 理 の 内容 も複雑 に な る と,プ ログ ラ ムの規 模 は 大 き く な

り,デ ー タの量 も増 大す る。 そ こで,こ れ を収 納 す る記憶 装 置 も,年 々大 型 化 の 傾 向 が強 ま っ て お

り,主 記憶 装 置 の容量 で み る と.最 近 で は メ ガバ イ トの大 き さが普 通 に な って お り,IBM370/195

で は最 大4メ ガ バ イ ト,国 産 機 で も最大8メ ガバ イ ト,電 電 公 社 のDIPS(DendenkoshaInforma-

tionProcessingSystem)で は最 大16メ ガバ イ トに もな って い る。

な お,最 近 にお い て,バ ー チ ャル ・メ モ リ方 式 の採 用 が一 般 化 して い る。 これ は,ユ ーザ ー に見 か
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け上 連続 した 巨大 な ア ドレス 空 間 を提 供 す る方 法 で あ り,外 部 メ モ リ上 に あ るユ ーザ ー プ ログ ラム を

実 行 時 に適 宜 主 記憶 上 に ロー ドす る こ とに よ り,ユ ーザ ー は完 全 に主 記憶 容 量 を プ ログ ラ ミング上 意

識 す る負 担 か ら解放 され る。 こ の方 式 の一 般 化 によ り,今 後 は,主 記 憶 容 量 は常 に処 理 能 力 に影 響 を

及 ぼ すだ け とな る と予想 され る。

次 に外 部 記憶 装置 で あ るが,計 算機 の使 用 が,第2世 代 か ら第3世 代 にか けて単 な る計 算 機 械 か ら

デ ー タ処 理 を行 な う こ とに主 体 が 変 るにっ れて,デ ー タ を格納 す る低 価 格 の 大容 量 外 部記 憶 装 置 が要

求 され,磁 気 テ ー プ を は じめ とす る磁 気 記 憶 技 術が 進 歩 した。

第3.5世 代 に至 り,電 算 機 の 使用 がバ ッチ処 理 主 体 か らオ ン ラ イ ン処 理主 体 に変 るにつ れて,外 部

記 憶 装 置 の 高密 度 化 と大 容 量 ラ ンダ ム ア クセ ス フ ァイ ル に対 す る要 求 が 高 ま って い る。 これ に対 し,

磁 気 記 憶 方 式 に つ い て は最 近 で は トラ ック当 り6,000BPI程 度 が す べ て の装 置(磁 気 テー プ,磁 気

デ ィス ク,磁 気 ドラ ム)に つ い て実 用 化 され て い る。 これ ら磁 気 媒 体 を動 作 させ て記 憶 す る方式 にっ

いて は,記 憶 密 度 的 に は まだ 向上 の余 地 は あ るが,ア ク セ ス タ イ ムの点 か らは,磁 気 ドラ ム装置 な ど

はす で に限界 に近 づ いて い る。

これ らの点 を考 慮 す る と今 後 の外 部 記憶 装 置 は今 ま で とは ま った く異 な る方 式 とな るこ とが予 想 さ

れ る。

C高 信 頼 性

か ら く りが複 雑 に な り,部 品 の数 が 増 え て くる と,個 々の部 品 の故 障 の確 率 は相 当低 くて も,全 体

と して は か な り高 い 確 率 にな って しま う。 しか も,複 雑 に なれ ば な るほ ど,故 障 や誤 動 作 を人 間 が 発

見 す る こ とは,不 可 能 に な って く る。 そ こで,故 障 が起 りに くい,ま た起 こ って もす ぐ直せ る コ ン ピ

ュー タが要 求 され る。

論 理 演算 装 置 の信頼 度 は,集 積 回 路 の進 歩 に よ って飛 躍 的 に 向上 し,最 近 で は,1ゲ ー ト当た り20

フ ィ ッ ト以下(1フ ィ ッ トは10億 時 間 に1回 故 障 の起 る確 率)に な ってU{る 。機 電 法 によ る電 子 計算

機 高 度 化計 画 で は,1974年 ま で に,1ゲ ー ト当 た り10フ ィ ッ ト以下 にす る こ とを 目標 に掲 げ てい る。

IBMの シス テ ム/370発 表 以 来,RASに 関 す る議 論 が盛 ん で あ る。 これ は,信 頼 性(Reliability),

可 用 性(Availability)お よび 保全 性(Serviceability)を 総称 した もの で,故 障 しに く く,少 々 の故

障 は 自 ら検 出 して これ を手 当 し,故 障 した な らば容 易 に修 理 で きる よ うな,そ して 全 体 と して高 い稼

動 率 を実 現 す る電子 計 算 機 を作 ろ うとい う議 論 で あ る。 この た め に は,素 子 の み な らず,ア ー キ テ ク

チ ャ(か ら く り)に も さま ざ まな 工夫 が行 な わ れ る必 要 が あ り,こ の方 面 の研 究 も盛 ん に行 なわ れ て

い る。
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D高 操 作 性

電 子 計算 機 が 社 会 の 広範 な層 に よ って使 用 され るた め に は,そ の操 作 や プ ログ ラ ムの作 成 が 容 易 で

な くて は な らない 。 プ ログ ラム作 成 の た め に は汎 用 性 の高 い新 しい フ。ロ グ ラム言 語PL/1が 注 目 さ

れ,国 産 各 社 もこれ を揃 え っっ あ る。 また,オ ン ライ ン シス テ ムの普 及 に と もな って,マ ン マ シ ン ・

イ ン タ フ ェー ス と して タ イ プ ライ タや デ ィス プ レイ装 置 の ほか 各 種 の ア プ リケ ー シ ョン に適 した専 用

の 端末 装 置 が 開 発 され て い るほか,日 本 語 特 有 の漢 字 を扱 う入 出 力 装置 も開 発 が進 んで い る。

Eそ の他最近の傾向

a)モ ジ ュー ル 化

シス テ ムは全 体 と して バ ラ ンス の とれ た もの で ない と コス トパ フ ォー マ ンス の点 か ら問題 が 残 る。

す なわ ち,大 型 シ ス テ ムで は一 般 に多 くの機 能 を備 え る必 要 が あ るが,ユ ーザ ー に と って は,い つ も

そ れ らす べ て が必 要 で あ る とは限 らな い。 この た め第2世 代 か ら周 辺 装置 等 につ い て は積 極 的 に モ ジ

ュー ル 化 が はか られ,第3世 代 の フ ァ ミリー シ リー ズ に お いて は一 般 に互 換 性 が保 た れ る よ うに な っ

た 。

ま た,主 記 憶装 置 な ど につ いて も早 くか らモ ジ ュー ル 化 が は か られて い る。 ま た保 守上 か ら もパ ッ

ケ ー ジ の モ ジ ュー ル化 に よ り,互 換 性 の 点 で大 きな進 歩 を とげ た。

第3.5世 代 に お いて は モ ジ ュール 化 を さ らに進 めRASと して,シ ス テ ムの実 稼 動 時 間 を大 き くす

る こ とに貢 献 して い る。 これ は ま た演 算装 置 に もと り入 れ られ,マ ル チ プ ロセ ッサ構 成 を可能 と した。

b)オ ン ライ ン機 能 の 強 化

電算 機 の性 能 の 向上 に と もない,オ ン ラ イ ンで広 い地 域 に また が って処 理 を行 な う必 要 が 多 くな っ

て きた 。第2世 代 で 実験 的 に始 ま った オ ン ラ イ ン ・シス テ ム は,第3世 代 に入 り, .リアル タイ ム ・シ

ス テ ム と して その実 績 を伸 ば した が,そ の機 能 や マ ンマ シ ン・イ ンタ ー フ ェー ス の点 で問 題 が残 った。

.ま た,タ イ ム シ ェア リン グ シス テ ム(TSS)の 試 行 もあ ったが,従 来 の バ ッチ処 理主 体 の電 算 機

で は限 界 が あ る こ とが 分 った。

第3.5世 代 で は,第3世 代 の 経験 に基 づ き,設 計 当初 よ りオ ン ラ イ ン性 能 を考慮 し,オ ン ライ ン ・

シ ステ ム と して 使 用 した場 合 に処理 能 力 の低 下 を もた ら さな い よ うな 考慮 が され て い る。

電算 機 の利 用 が 今後 単 な る計算 処 理 か らデ ー タ ・ベ ー ス を含 めた広 域 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム と し

て,電 算 機 網 を含 め た高 度 利用 が見 込 まれ る将 来 に お いて は非 常 に重 要 な機能 で あ る。
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第2章 わが国の情報産業

－
A情 報処理サービス業の業界規模

わ が国 にお け る情 報 処 理 サ ー ビス業 の 企 業数 は,JECC(日 本 電 子 計 算 機株 式会 社)の 調査 に よ

れ ば2-2-1表 にみ られ る とお り,1968年 の183社 か ら1973年 に は541社 とな り,5年 間で358社 と約

3倍 も増 加 し て い る。 なか で も公 共 機 関,メ ー カ ー系 列 を除 い た独 立計 算 受 託 企 業 の増 加 は著 し く

140社 か ら468社 に な り,328社 す なわ ち334%の 伸 び率 を示 して お りその構 成 比 も76.5%か ら86.5%

と増 大 しい て る。 この よ うに情 報 処 理 サ ー ビス業 界 は急 激 に膨張 して きて い る極 めて 新 しい産 業 分 野

で あ る。 この こ とは,通 商 産 業 省 が 行 な って い る 「情報 処 理 実 態調 査 」 で も明 らか で あ り(2-2-2表

参 照)1960年 代 に は い って わが 国 の コ ン ピ ュー タ利 用 が 急速 に増 加 す るに と もな い 情報 処 理 サ ー 『ス

業 の企 業 数 も急 増 して きたが,現 在 の情 報 処 理 サ ー ビス業 の約9割 は1965年 度 以 降 に設 立 され,設 立

後 の 日は まだ 浅 い こ とを示 して い る。 ま た設 立 の 動機 も 「共 同計 算 セ ン ター と して 設 立 」 が最 も多 く

24.0%を 占 め,次 い で 「会 計 事 務所 等 の サー ビス 拡大 」 の18.7%と な って お り,こ の こ とは特 に1966

年 度 ～70年 度 に顕 著 に現 わ れて い る。

これ らの こ とか ら近 年 の 情報 処 理 サ ー ビス業 の増 大 は,わ が 国 に お け る情 報 化 の 進展,知 識集 約 型

産 業 の中 核 として の情 報 産 業 に対 す る高 度 成長 性 へ の 期 待 か ら新 規 参 入 の企 業 が 相 次 い で い る こ とを

よ く表 わ して い る。

B情 報処理サービス業の企業規模

わが 国 の 情報 処 理 サ ー ビス業 の 企 業 規模 は設 立 時 期 が新 しい こ と もあ って 小 規模 の ものが 多 い 。 こ

の こ とは,通 商 産 業 省 の 調査 に よ る と2-2-3,2-2-4表 に み られ る とお りで あ る。 まず 従 業 員 規模 別

に みて み る と,1972年 度 で従 業 員50人 未 満 の 企 業 が168社(全 体 の59.3%)と 大 半 を占 め て お り,従

業 員500人 以 上 の企 業 は わず か に5社(全 体 の1.8%)で あ る。 ま た1971年 度 と比 較 して み る と企 業

規模 別構 成 比 で大 き く変 化 してい るの が従 業 員10人 ～29人 未 満 の企 業 で49社 か ら84社 へ と増 加 してい
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る。このことは,従 業員9人 未満の企業が成長 して きたことや新規参入の企業規模などに影響 されて

い ると考えられる。

つ ぎに年間事業収入を規模別にみでみると,1972年 度で年間事業収入が1億 円未満の企業が153社

(全体の54.1%)で 大半を占めており,10億 円以上の年間事業収入の企i業はわずか19社(全 体の6.7

%)で ある。1971年 度 と比較すると5千 万円以上の企業は各規模別共にそれぞれ増加の傾向を示 して

いる。

このように,非 常に小規模であるわが国の情報処理サービス業の企業規模 も徐々にではあるが,拡

大の方向に向っているといってよいであろう。しかし,他 の産業分野から比較すれば依然 として中小

企業の域を脱 していない。 このことは,わ が国の情報処理サービス業がわずか10年余の歴史しか有 し

ていないきわめて新しい産業であるということに起因しているとともに,情 報処理サービス業が頭脳

労働を主体 としたサービスの質によって競合しているため,直 接企業規模に依存するものではなくて

システムズ ・エンジニアやプログラマなどの情報処理技術者の技術力に大 きく依存しているためと考

えられる。また,そ の結果 としてのこの業界への新規参入企業の続出がこのことをよく表 わ して い

る。すなわち,こ の業界への新規参入 には優秀な情報処理技術者の確保が最大要件でスケール ・メリ

ットの大 きい他産業におけるように巨大設備,多 量な労働力,巨 額な資金が参入のための必須条件に

はならず小資本,少 人数で創業できることである。 しかし,企 業規模が小さい場合には,技 術力,経

済力の面で もまとまったプロジェク トを受託できないとか,市 中金融機関の信用が不足して十分な資

金調達ができないなどとい うような制約があると考えられる。とくに情報処理サービス業においては

資金調達の制約が大 きくその業界体質か らみて企業経営には相当の資産を必要とすることから資金調

達可能な企業規模にまで拡大することが必要となるであろう。

C情 報処理 サー ビス業の顧客

情 報 処 理 サ ー ビス業 の顧 客 は,通 商 産 業 省 の 調査 に よ れ ば2-2-5表 に み られ る とお り,1972年 度 で

大 企 業 が57.6%と 大 半 を 占 めて お り,つ い で 官公 庁 が20.1%,中 堅 企 業 が15.9%と な って お り,中 小

企 業 の利 用 は6.4%と きわ めて低 い。 中 小 企業 で の コ ン ピ ュー タの設 置 状 況 と利 用水 準 な どか ら考 え

て み る と,中 小企 業 の情 報 化 は そ れ ほ ど進 ん で は い な い。 その 進展,振 興 の た め に もこれ ら専 業者 で

あ る情 報 処 理 サ ー ビス業 を コ ン ピ ュー タ導 入 の た め の実 験 台 に利 用 した り高 度 な 情報 処 理 の 委 託 な ど

の活 用 が 望 まれ る。 ま た,全 業 種 か らみ る と製 造業 は よ く利 用 して い るが業 種 別 に み て み る と全 般 的

に 個別 製 造 業 の利 用 は低 い 。

な お,こ れ を1971年 度 と比 較 して み る と大企 業1971年 度 の56.1%か ら1972年 度 の57.6%,官 公庁 で

19.5%→20.1%と 若 干 上 昇 し,逆 に中 堅 企 業,中 小 企 業 は それ ぞ れ16.8%→15.9%,7.6%→6.4%と

低 下 して きて い る。
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ま た,業 種 別 にみ る と,製 造 業 の ウエ イ トが1971年 度 の26.0%→1972年 度 の25.5%と 低 下 して い る

反 面,そ の他 の業 種 は74.0%→74.5%と,わ ず か に上 昇 した。 これ は その 他 の業 種 の 中 の 大 企 業 お よ

び官 公庁 の ウエ イ トが 増 加 して い るた め に よ る もの で あ る。

D情 報処理サービス業 の業務内容

情 報処 理 サ ー ビス業 の年 間 売 上高 は通 商 産 業 省 の 調査 に よれ ば2-2-6表,2-2--7表 にみ られ る とお

り1972年 度 で は調 査対 象 企 業 数298社 でお よそ725億 円 で あ り,こ れ を1971年 度 と比 較 す れ ば,同 年

度 は企業 数188社 で お よ そ390億 円 で あ るか ら伸 び率 は86.0%の 大 幅 な 伸 び とな って い る。 これ は調

査 対 象企 業 数 が前 年度 に比 べ,大 き く増 え た こ とに起 因 し て い る。 また,1企 業 当 りの平 均 売 上 高

は1971年 度 の2億700万 円 か ら1972年 度 の2億4000万 円 と17.4%増 加 した 。

次 に情 報 処 理 サ ー ビス業 の 年 間 売上 高 の 内訳 をみ てみ る と,事 務 計 算,科 学 計算 な どの受 託 計 算 が

1971年 度 の63.2%→1972年 度 の54.7%と いず れ も売 上 高 の 大 半 を占 めて は い るが その ウエ イ トは大 き

く低 下 して い る。 な か で も1971年 度 は56.8%を 占 め て いた事 務計 算 が1972年 度 に は46.7%と10.1%も

低下 して お り,反 面,科 学 計 算,ソ フ トウ ェ ア開 発 ・プ ログ ラ ム作 成 等 の殆 ん どの 分 野 は,ウ エ イ ト

が若 干ず つ上 昇 して い る。 これ は従来 の単 な る事務 計算 サー ビス か ら情 報処 理 サ ー ビス業 本 来 の 業 務

へ移 行 しつ つ あ る とい うこ とを示 す もの で あ り,業 務 内容 が 徐 々 に高 度 化 して来 て い る とい え る。

E情 報処理サー ビス業の動向

1971年9月 か ら公 衆 電 気 通 信法 の改 正 に よ る通 信 回線 の 本 格 的 の開放 に と もな い,こ れが わ が 国 の

情報 処 理 サ ー ビス 業 の今 後 の 業務 に大 きな影響 を与 えよ うと して い るが,現 在 わ が 国 に お け る オ ン ラ

イ ン化 の動 向 にっ い て み る と,JECC(日 本 電子 計 算 機株 式 会 社)が 行 な った1971年 の 調 査 に よ れ

ば情 報 処 理 サ ー ビス業109社 の うち 「オ ン ライ ン計 画 」 を有 して い る企 業 は52社 ・47.7%と 約 半数 を

占 め,そ の オ ン ライ ン方 式 で は68件 の うち顧客 との接 続 が40件 と最 も多 く,支 社 との 間 で行 な う もの

が11件,関 係 企業 とが15件,そ の他2件 とな って い る。 また,最 近 の動 向調 査 と して は,(財)日 本 情

報 開 発 協 会 の 「コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調査 」(1972年9月30日 現 在)に よれ ば,回 答 の あ った コ ン ピ

ュー タ を保 有 し て い る 情報 処 理 サ ー ビス企 業29社 の う ち,既 に 自社 内 で4社 が オ ン ラ イ ン化 して お

り,今 後3～5年 以 内 に は,自 社 内 で6社,他 社 とは18社 が オ ン ライ ン化 の 計画 を も って い る こ とが

示 され.「 オ ンラ イ ン化 」 の推 進 に対 して大 きな意 欲 を有 して い る事 が うか が え る。 その 他,今 後 の

情 報 処 理 サ ー ビス業 の 新 しい業 務 と して シス テ ム(コ ン ピ ュー タ もふ くむ)一 括 請 負 いで あ る フ ァシ

リテ ィ ・マネ ジメ ン ト ・サ ー ビス とか 非常 に専 門 化 した アプ リケ ー シ ョン に よ る 情 報 処 理 サ ー ビス

(た と えば構 造 計 算 な ど)な どが 予想 され る。 この よ うな動 向 か ら今 後 の 情 報処 理 サ ー ビ ス 業 の 成

長,発 展 は大 きな期 待 が もたれ て い る。 な お,今 後 その動 向 を示 す もの と して は(財)日 本 情報 処 理 開
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発 セ ン ター(情 報 化 壬睡 作 成 委 員 会 第3分 科 会 に よ る)'で1975年 にお け る情報 処 理 サ ー ビス業 の 売 上

高 を2,810億 円 と予 測 してい るが,こ れ は コ ン ピ ュー タ設 置 金 額35,000億 円 と想 定 し,そ の8.0%が

情 報 処理 サ ー ビス の 売上 高 と して い る。 この規 模 は1969年 の260億 円 に対 し10.8倍 とな って い る。

この よ うに今 後 の 情 報処 理 サ ー ビス業 は その 発展 に と もな って 情 報 産 業 にお け る中 核 産業 と して の

大 きな 地 位 を 占 め る こ とが予 想 され る。

2-2-1表 経営主体別の情報処理 サー ビス業ソ フ トウェア業の企業数およびセンター数

経 営 主 体

独 立 計 算 受 託 企 業

メーカーお よび関係販売会社

公 共 機 関

合 計

事 業 体(企 業数)

・968・ …1・973・ … 増 減

140

(76.5)

31
(16.9)

12

(6.6)

183

(100.0)

468

(86.5)

50
(9.2)

23

(4.3)

541
(100.0)

328

19

11

358

セ ンタ ー(セ ンタ ー数)

・96・…1・9肌 ・垣 減

150

(63.3)

75

(31.6)

12

(5.1)

237
(100.0)

543

(76.5)

144

(20.3)

23

(3.2)

710
(100.0)

393

69

11

473

(注)カ ッコ内は構成比

企業便覧」よ り

日本電子計算機㈱ 「全国計算セ ンターおよびソフ トウエア開発

2-2-2表 設立動機 別の情報処理サー ビス業 の設立年次 (単位:企 業)

年

度

計

1958

1959

1960

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972/3

合 計

283(100)

1(0.3)

2(0.7)

2(O.7)

3(1.1)

7(2.5)

8(2.8)

12(4.2)

12(4.2)

27(9.5)

38(13.4)

38(13.4)

47(16.7)

54(19.7)

29(10.2)

3(1.1)

ユーザー計

算部 門の独
立

37(13.1)

1

4

2

1

2

2

5

4

9

6

1

共同計算セ ン
タ ー と し て

設 立

68(24.0)

1

1

2

3

5

15

7

11

16

7

0

会計事務所等
の サ ー ビ ス

拡 大

53(18.7)

1

1

1

2

3

6

5

10

7

9'

6

2

一般受注 の

ための設立

6(2.1)

2

2

1

1

0

そ の 他

119(42.1)

1

1

2

6

1

5

8

14

16

14

23

19

9

0

(注)1972年 度の通商産業省 「情報処理実 態調査」 による。
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2-2-3表 従業員規模別の情報処理サー ビス業 ・ソフ トウェア業

年 1971年 度 1972年 度

従業員
規模 社 ∋ 構 成 比 社 数1構 成 比

計 193 100.0283 100.0

1～9人 30 15,538 13.4

10～29人 49 25,484 29.7

30～49人 42 21,846 16.2

50～99人 35 18,160 21.2

100～499人 34 17,650 17.7

500人 以 上 3 1.65 1.8

(注)2-2-2表 の注 参 照

2-2-4表 年 間事業収入別の情報処理サー ビス業 ・ソフ トウェア業

事業収
入別

計

1～9百 万 円

10～49〃

50～99〃

100～499〃

500～999〃

1,000～1,ggg〃

2,000百 万 円 以 上

1971年 度

社 数 構 成 比

193

19

58

35

58

13

6

4

100.0

9.9

30.1

18.1

30.1

6.7

3.1

2.0

1972年 度

社 数 已 成 比

2831

26

69

58

89

22

11

8

100.0

9.2

24.4

20.5

31.4

7.8

3.9

2.8

(注)2-2-2表 の 注参 照

2-2-5表 情 報 処 理 サ ー ビス 業 ・ソ フ トウ ェア 業の 利 用 者 の 内 訳(単 位:%)

↓
規 模

業 種

大 企 業 中堅企 業 中小 企業 官 公 庁 計

192
度}19羅

19呈
度192度

192
度119聖度192度19羅

192
度119羅

製 造 業

そ の 他 業 種

合 計

20.5

35.6

56.1

20.9

36.7

57.6

3.8

13.0

16.8

3.5

12.4

15.9

1.7

5.9

7.6

1.1

5.3

6.4

一

19.5

19.5

『

20.1

20.1

26.0

74.0

100.0

25.5

745

100.0

注:1.1971年 度192社,1972年 度298社 につ い て,過 去1年 間(1970年4月1日 ～1971年

3月31日)の 売上 高 につ い て,下 記 の基 準 に よ り,規 模 別 の利 用 者 の 内訳 を計 算 した

もの で あ る。

2.そ の 他 は2-2-2表 の 注参 照 。
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区 分 名 大 企 業 已 堅 企 業1中 小 企 業

製造業の場合

その他の業種の場

合

資本金10億 円以上かっ従

業員1,000人 以上

資本金2億 円以上かっ従

業員200人 以上

大企業で も中小企業で も

ない場合

大企業で も中小企業で も

ない場合

資本金5,000万 円未満ま

たは従業員300人 未満

資本金1,000万 円未満ま

たは従業員50人 未満

2-2-6表 情報処理サー ビス業 ・ソフ トウェア業の業務分野 別の年間売上高

＼_ 、

業務分野

項 目

年

合 計

事 務 計 算

科 学 計 算

そ の 他 計 算
ソ フ ト ウ ェ ア 開 発
プ ロ グ ラ ム 作 成
カ ー ド・パ ン チ ン グ

マ シ ン ・タ イ ム 販 売

要 員 派 遣 サ ー ビ ス

コ ン サ ル テ ィ ン グ

講 習 会 等 教 育 訓 練

情 報 提 供

そ の 他

年 間 売 上 高

・97・年度ω1・972鞭 …B/A

百 万 円

38,959

22,133

1,860

604

5,211

3,575

2,804

1,163

379

140

95

995

百 万 円

72,481

33,843

3,820

1,938

10,342

6,968

5,885

5,018

927

159

57

3,524

%
186.0

152.9

205.3

320.8

198.4

194.9

209.8

431.4

244.5

113.5

60.0

354.1

構 成 比

・97・⇒ ・972鞭

%
100

56.8

4.8

1.6

13.4

9.2

7.2

3.0

0.9

0.4

0.2

2.5

%』

100

46.7

5.3

2.7

14.3

9.7

8.2

6.9

1.2

0.2

4.8

(注)1.1971年 度188社,1972年 度298社 につ いて 集 計

2.期 間 は1970年4月1日 ～1971年3月31日(1971年 度)

1971年4月1日 ～1972年3月1日(1972年 度)

3.そ の 他 は2-2-2表 の 注 参 照

2-2-7表 企 業平 均 の 情 報 処理 サ ー ビス業 ・ソ フ トウ ェア業 の業 務 分 野 別年 間売 上 高麺
合 計

事 務 計 算

科 学 計 算

そ の 他 計 算
ソ フ ト ウ ェ ア 開 発
プ ロ グ ラ ム 作 成
カ ー ド・パ ン チ ン グ

マ シ ン ・タ イ ム 販 売

要 員 派 遣 サ ー ビ ス

コ ン サ ル テ ィ ン グ'

講 習 会 等 教 育 訓 練

情 報 提 供

そ の 他

1971年 度(A)

万 円
20,724

11,773

990

321

2,772

1,902

1,492

619

201

74

51

529

1972年 度(B)

万 円
24,342

11,357

1,282

651

3,471

2,339

1,974

1,683

331

53

19

1,182

B/A

%
117.4

96.5

129.5

202.8

125.2

123.0

132.3

271.9

154.7

71.6

37.3

223.4

(注)2-2-6表 の 注参 照
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情報提供サー ビス業

A情 報提供サービス業の発展の遅れ

現 在 社 会 に氾濫 して い る数多 くの情 報 が生 きた もの と して 有 効 な利 用 を行 な うた め に は,こ れ らの

情 報 が組 織 的 か つ,系 統 的 に整 理 蓄 積 され て お り,必 要 とす る と きに は いつ で も,か つ 速 や かに取

出せ る こ とが 要求 され る。 この よ うな要 求 に こた え る もの と して,コ ン ピ ュー タ を利 用 して情 報 を収

集,蓄 積,加 工 して,こ れ を広 く提 供 す る機関 が必 要 で あ るが,こ の よ うな機 能 を有 す る情報 提 供 サ

ー ビス業 が 最近 わが 国 にお い て も発 展 の 段 階 を迎 え よ う と して い る
。

情 報 処 理 分野 に お け る先 進 国 と もい え るア メ リカに お いて も,情 報 提 供 サ ー ビス業 は,情 報 産業 の

なか で も最 も新 しい分 野 に属 す るた め,ビ ジ ネ ス と して確 立 して い る機 関 と して は それ ほ ど多 くは な

い。 しか しな が ら,オ フ ライ ン に よ る消 費者 信 用 情報,マ ー ケ テ ィン グ情 報 ,医 療 情 報 な どのサ ー ビ

スが 行 な わ れ て い るば か りで な く,オ ン ライ ン に よ る株 式 相 場情 報 ,企 業 財 務情 報,観 光 予 約 な どの

提 供 業 務 が実 施 されて い る。

この よ うな情 報 提 供 サ ー ビス業 は,情 報 産 業 の 中 で も提 供 すべ きサ ー ビ スの質 につ い て最 も創意 と

工 夫 が 要 求 され る産 業 で あ り,そ の 成 立型 態 は次 の2型 態 に大 別 され る。 第1の 型 態 は,組 織 内 の利

用 の ため蓄 積 され たデ ー タ が商 品 価 値 を持 ち組 織 内 の利 用 に と どま らず,外 部 に提 供 され るよ うに な

るケ ー ス で あ り,た と えば,財 務 情 報,株 価 情 報 あ るい は企業 情 報 な どに み られ る。 第2の 型 態 は,

もっぱ ら外 部 組 織 の活 動 の ため に必要 な デ ー タ を提 供 す るサ ー ビス を 目的 と し た ケ ー ス で,た とえ

ば,信 用 情 報,海 外情 報,科 学 技 術 情 報,所 在 情報,予 約 な どに み られ る。

わ が 国 に お いて は,現 在 まで の と ころ政 府 また は公 共 機 関 に よ って 設 立 され た組 織 が主 で民 間企 業

で は 漸 く緒 につ い た段 階 で あ るが,発 展 が 遅 々 と して い る理 由 と して は,企 業 経 営 上 の基 礎 的 な要 件

の ほ か社 会 的環 境 の整 備 が不 十 分 な た め で あ る。

と くに,情 報 を提供 す る ため の 有力 な手 段 で あ る通 信 回線 の利 用 上 に 問題 が あ る と と もに,提 供 す

べ きぼ う大 なデ ー タを整 備 し,サ ー ビスす るの に対 して ユ ー ザ側 の対 価支 払 意 識 が 低 い こ とに問題 点

が あ る。

今 後,わ が 国 に お い て も,コ ン ピ ュー タの急 速 な普 及 高度 化 に と もな い情 報 提 供 サ ー ビス に対 して

各種 の ニ ーズ が 発生 して くる こ とが予 想 され て お り,社 会環 境 条 件 の整 備 が進 め ば民 間資 本 を中心 と

した情 報 提 供 サ ー ビス業 が 本 格 的 に 出現 して くる もの と考 え られ る。
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Bわ が国の情報提供 サー ビス業の概要

わ が 国 にお け る情 報 提 供 サ ー ビス機 関 は1970年 以降 相 次 いで 設立 され て い るが,主 と して政 府 また

は公 共 機関 に よ る ものが 多 く,民 間 ベ ー スの もの は漸 くそ の緒 につ い た段 階 で あ る。 代 表 的 な機 関 と

して は,つ ぎの とお りで あ る。

海 外 情報 サ ー ビス と して は,日 本 貿 易振 興 会 が1969年 か ら貿 易 業 者 な どの不 特 定多 数 の利 用 者 に必

要 な情 報 をサ ー ビス して い る。 ま た世 界経 済情 報 サ ー ビ スは,1969年5月 財 団法 人 と して設 立 され,

一般 経 済 情報 ,一 般 貿易 情 報,国 民 生 活,企 業 経 営,環 境 情報,旅 行 情 報 な どにつ い て提 供 サ ー ビ ス

を行 な う準 備 を進 めて お り,現 在 は印 刷物 で レポ ー トと して これ らの情 報 をサ ー ビス して い る。

科 学 技 術 情報 に関 して は,日 本 科 学 技 術情 報 セ ン ター が 学 術雑 誌,論 文 な どの技 術 文 献 資 料 の 収

集,提 供 検 索 サ ー ビス を行 な って お り,近 く,近 距 離 で の オ ン ライ ン サ ー ビス を行 な う予 定 で あ り,

また,将 来 は全 国規 模 で オ ン ライ ンの ネ ッ トワー ク を編 成 す る計画 を も って い る。 ま た 日本 科 学 技術

振 興 財 団 で は,日 本 国 内 の主 要 科 学 技術 研 究 機 関(国 立 ・公 立 ・国 立大 学 付 置 ・公 社 公 団 公 益 法人 等

約470機 関)に お い て現 在 進 行 中 の試 験 研 究 課 題約13.000件 につ い て,研 究 の 内容 か ら,そ の研 究 め

実 施 機 関 ・課 題 名 等 を電 子 計 算 機 を用 いて,検 索 ・提 供 す るサ ー ビス を実 施 して い る。 現 在 シス テ ム

改 善,フ ァイル 増 強 を実 施 中 で あ る。

財 務 情報,株 価 情報 な どの 企 業 情 報 に関 して は,政 府 機 関 で あ る 日本 開発 銀 行 が銀 行 内部 で 利 用 し

て い た企業 の財 務 デ ー タを特 定 需 要 者 に対 して 提 供 し て い る し,ま た,日 本 興 業銀 行 とス タ ンダ ー

ド ・ア ン ド ・プ ア ズ社 とが提 携 して 日本,ア メ リカの主 要 企 業 の 財 務 デ ー タ と株 価情 報 を磁 気 テ ー プ

に よ り契 約者 に対 して提 供 サ ー ビス を して い る。 野 村総 合研 究 所 に お い て は国 内 主要 企 業 の財 務 デ ー

タや株 価 情報 を契 約 者 に 対 して提 供 して い る。

商 品 市 況 と株 価 情 報 を同 時 に提 供 して い る機 関 と して,日 本 経 済 新 聞 社が 発 足 させ た市 況情 報 セ ン

ター が あ る。

不 動産 情 報 に関 して は,日 本不 動 産 取 引 情 報 セ ン ターが あ り,東 京 都 お よび そ の周 辺 の 不動 産情 報

を コ ン ピ ュー タに蓄 積 して お き,顧 客 の希 望 す る物 件 を迅 速 に提 供 す る もの で1968年7月 以 降 サ ー ビ

ス を行 な って い る。

労 働 市場 情 報 に関 して は,日 本 労 働 市場 セ ンタ ー が あ り,全 国 の職 業 安 定 所 に端 末 機 を設 置 し.

1967年 か ら職 業 紹 介,失 業 保 険 業 務 をオ ンラ イ ン に よ り行 な って い る。

この ほか,情 報 提 供 サ ー ビス業 を実 施 ま た は計 画 中 の 機 関 と して 各 部道 府 県 に ター ミナ ル の設 置 を

も った中 小企 業 振 興 事 業 団 や,内 外 の 特許 関係 の情 報 を コ ン ピ ュー タ に蓄 積 して お き,産 業界 の要 求

に応 じて 情 報 を提 供 す るた め の 日本 特 許 情 報 セ ン タ ー な どが あ る。 ま た,民 間機 関 として は,個 人 の

信用情報を特定の会員に提供する(株)日本信用情報センターなどがある。
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3ソ フ トウ ェア産 業 の現 状

A概 況

ソ フ トウ ェ ア業 は,ソ フ トウ ェ アの 開発 を専 門 に行 な う企 業 で あ り,物 的 資 源 や情 報処 理 技 術者 な

どの人 的資 源 の効 率 的利 用 を図 り,情 報処 理 の 高度 化 を推進 して い く う え で 必要 不 可 欠 の産 業 で あ

る。 この意 味 で 情 報化 社 会 の キ ー ・イ ンダス トリーの ひ とつ を なす もの で あ る。

ま た,ソ フ トウ ェア産 業 は,知 的 活動 の集 約 度が 高 い,い わ ゆ る知 識 集 約 的産 業 の 典型 で あ り,70

年 代 の わが 国 産 業構 造 の中 核 をな す重 要 産 業 の ひ とつ で あ る。

と くに,近 年 は,脱 工 業 化 の ス ロー ガ ンの もとに新 しい産 業 動 向 が 活 発 に な って きて お り,社 会 福

祉 の 向 上 な どに コ ン ピ ュー タ を高 度 に利 用 した 社会 開 発 シス テ ムが 出 現 して きて い る。 こ こで は電 子

計 算 機 も,単 純 な計 算 処 理 機 能 だ け で はな く,人 間 の神 経 や 頭 脳 に も匹 敵 す る機 能 を担 い,当 然 な が

ら利 用 技 術 と もい うべ きソ フ トウ ェア の技 術水 準 はハ ー ドウ ェア の技 術 水 準 と同 じ位 な い しそれ以 上

に重 要 とな って きて い る。

わ が 国 にソ フ トウェ ア業 が 出現 した の は、 お お むね1966年 頃 か らで あ り,ス タ ー ト時点 にお いて,

ア メ リカ と比較 す る と約10年 位 の遅 れが あ る といわ れ て い る。

現 在 わ が 国 の ソ フ トウ ェ ア企 業 は,業 界 団体 で あ るソ フ トウ ェ ア産 業振 興 協 会 に加 盟 して い る40社

の ほか,情 報 処 理 サ ー ビス 業 者 の 団体 で あ る情報 セ ン ター協 会 に加 盟 して い る企 業 が兼 業 の形 で ソ フ

トウ ェ ア業 を 営 ん で い る もの や 、 ア ウ トサ イダ ーが 相 当数 あ り,そ の 実 態 は 明確 で な い。 一 説 に は,

純 ソ フ トウ ェア企 業 は 以上 の状 態 か ら約100社 位 で はな い か と推 測 され て い る。

また,そ の市 場 規 模 は200億 円強 と目 され てい る。

ソ フ トウ ェ ア企 業 の 実 態 が この よ うに把 握 しに くい の は,ソ フ トウ ェア業 は コ ン ピ ュー タ を もた な

くて も,他 会 社 の マ シ ン を賃 借 す れ ば よ く,他 産 業 にみ るよ うに 巨額 の 初期 投 資 を必要 と しな い こ と

な どが 絶 えず 新規 参 入 を招 い て い る こと によ る と考 え られ る。

こ れが,ハ ー ドウ ェア技 術 と同 じ位 の重 要 性 を もちか つ わが 国 をは じめ 欧米 先 進 国 に お いて も将 来

を有 望 視 され て い るソ フ トウ ェ ア産 業 の産 業 と して の基 盤 を弱 めて い る大 きな要 因 とな って い る。

Bソ フ トウ ェア業 の現況

わ が 国 ソ フ トウ ェア企 業 の成 立 過程 をみ る と,① メ ー カー系,② ユ ーザ ー系,③ 独 立系 の3つ に大
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別 す る こ とが で き る。 メ ー カ ー系 は,メ ー カ ーの 子会 社 的性 格 の もの で あ り,ユ ーザ ー系 は大 ユ ー ザ

ーの 情 報処 理 部 門か ら分離 ・独 立 して で きた もの で あ り,独 立 系 は当初 か らソ フ トウ ェア企 業 と して

発 足 して きた もので あ る。

しか し企 業 の成 立 時 期 は 比較 的 新 し く,全 般 に企 業 規模 は小 さい 。 ソ フ トウェ ア企業 の実 情 を みて

み る と,従 業 員規 模10人 ～200人,年 間事 業 収 入1,000万 ～5億 円,と い った とこ ろが平 均 で,売 上 高

比較 だ け で み る と,情 報 処理 実態 調 査 に よ れ ば,1社 平 均 売上 高 は2億 円強 が 平 均 的 売上 規 模 とな

って い る。 これ を アメ リカの ソフ トウ ェア企業 と比 較 す る と約1/4程 度 の 売上 規 模 とな る。 ま た,売

上構 成 を分 析 す る と,ソ フ トウ ェ アの売 上 が大 部 分 を 占 めて い る とこ ろ は少 な く,受 託 計 算,要 員 派

遣,マ シ ン ・タ イ ム販 売,コ ンサ ル テ ィン グ等 を併 せ 行 な って お りソ フ トウ ェ ア開発 だ けで は経 営 が

難 しい こ と を物 語 って い る。

更 に,情 報 処 理 実 態 調 査 に よれ ば,ソ フ トウ ェ ア開 発 の主 体 につ い て,コ ン ピ ュー タ の ベ ー シ ック

な ソ フ トウ ェ アにつ い て は,そ の 大 半 を コ ンピ ュー タ ・メ ー カ ーが 担 い,ま た応 用 ソ フ トウェ ア にっ

い て は一 般 コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ーが 大 部 分 を 開発 して い る現 状 に あ り,ソ フ トウ ェ ア企 業 の 開 発 割

合 は低 いの が実 情 で あ る。

しか し,今 後 ソ フ トウ ェ アの価 格 分 離 の進 展 あ る い は,一 般 コン ピ ュー タ ・ユ ーザ ー の要 員 確 保 の

問 題 等 に よ り専 業 ソ フ トウ ェ ア企 業 の開 発 割合 が高 ま って くる こ とは予 想 され るが,独 立 系 ソ フ トウ

ェ ア企業 は ど こに その 存立 基 盤 を求 め て ゆ くか 難 しい 問題 とい えよ う。

これ に対 しア メ リカの ソ フ トウ ェア企 業 は,依 然,政 府,コ ン ピ ュー タ ・メー カ ーか らの 受 注が 大

部 分 を 占め て い る とはい え最 近 は,独 自の ソ フ トウ ェ ア商 品 の開 発 に大 きな力 を入 れて い る ほか,ソ

フ トウ ェ ア ・サ ー ビス(シ ス テ ムデ ザ イ ン,コ ンサ ル テ ィ ング と プ ログ ラ ミング,契 約 プ ログ ラ ミン

グ)な ど を積 極 的 に行 ない その市 場 規 模 は1977年 に は8億9,100万 ドル(年 間 成長 率11%)に 達 す る

と予 測 され て い る。

わが 国 で ソ フ トウ ェア産 業 が未 成 熟 で あ る原 因 と して は,お お よ そ次 の よ うな点 によ る もの と考 え

られ る 。

① 情報 とい う無 形 の 実体 に対 価 を支払 う慣 習 が確 立 して い ない た め,こ う した もの を生 産,販 売 す

る とい う産業 が 育 ちに くい こ と。

② ソ フ トウ ェア業 は優 秀 な人 材 の 確保 こ そが 企 業 発 展 の最 大 の ポ イ ン トで あ るが,情 報 処 理 技 術 者

と くに シス テ ム ・エ ン ジニ ア,セ ール ス ・エ ン ジ ニ アが不 足 して い る こ と。

③ 業 務 内 容 の ほ とん どが 請負 い に よ るソ フ トウ ェア の作 成 で あ り,販 売力 が ない た め 先行 投 資 を要

す る ソ フ トウ ェア ・パ ッケー ジの開 発 が で きず,ソ フ トウ ェ ア開発 の 主導 的役 割 を果 す こ とが 出来

な い こ と。

④ ソ フ トウ ェアの 価 値評 価 基 準 が確 立 して い な い た め混 乱 が お きて い るば か りか 新 規 参入 に よ る価
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格 競 争が 烈 し く十 分 な 収益 を上 げ に くい こ と。

⑤ ソ フ トウ ェ アの法 的保 護 が 確立 して いな い た め,流 通 が 阻 害 され て お り,投 下 資本 の充 分 な 回 収

や 開発 者 へ の 利 益還 元 が保 証 され て い ない こ と。

⑥ ア メ リカの宇 宙 開発 や 国 防 とい っ た ビ ッグ プ ロジ ェ ク トに匹 敵 す るプ ロジ ェク トが な く,政 府 に

よ る先 導 的 な大 規 模 開発 投 資 が な され て い な い こ と。

⑦ ハ ー ド ・ソ フ ト両 面 にわ た る十 分 な 標準 化 が 行 な わ れ て い な いた め,ソ フ トウ ェアの 生 産,販 売

な どが効 率 的 に行 な われ な い こ と。

⑧ い まだ,技 術 者 集 団 的 色彩 が 強 く,経 営 者 の 経 営管 理 人 事 管理 の 点 で必 ず し も問題 な し と しな

い こ と。

な どが あ げ られ よ う。

Cソ フ ト ウ ェ ア ・ ギ ャ ッ プ

1974年 度 か ら電 子計 算 機 の資 本 自由化 に引 き続 き,ソ フ トウ ェア も1976年3月 ごろ か ら自 由化 され

る こ とが 決定 され て い る。

しか しわが 国 の 情報 化 に はか な りの進 展 が み られ る もの の,と りわ けア メ リカ との 間 に は大 きな ソ

フ トウ ェア ・ギ ャップ が あ る。

例 え ば,ソ フ トウ ェア企 業規 模 を比 較 して み る と,従 業員1人 当 り売 上 高 で も2～3倍 の差 が あ

る 。 ま た,コ ン ピ ュー タ シス テ ムに お け るソ フ'トウ ェ ァの 比率 で は,ソ フ トウ ェア比 率 は アメ リカ で

は現 在70%に お よぶ もの と予想 され て お り,わ が国 が,ア メ リカ並 み に達 す るの は早 くて1970年 代 の

後 半 以 降 で あ る とい われ て い る。

この ほか ソ フ トウ ェ ア ・ギ ャ ップ を示 す もの と して 次 の ものが 考 え られ て い る。

① 政 府 投 資 の差

ア メ リカの政 府 関 係 の ソ フ トウ ェ ア投 資 額 は年 間20億 ドル～50億 ドル と推 定 され,そ の うち50%

2-2-8表 政府の役割が大 きい米国ソフ トウェア投資

発 注 者

政府(軍 を含む)85%

民間ユーザー15%

受 注 者

民 間ソフ トウェア企業25%

コ ン ピュ ー タ メー カー25%

非営利企業大学50%
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が 宇宙 開発,軍 関 係 の ソ フ トウ ェ ア開発 支 出 とな って い る。 この よ うな先端 技 術 分 野 で の ソ フ トウ

ェア開発 は,全 体 の 水準 向上 に大 き く寄 与 して い る。例 えば アポ ロ計 画 で の ソ フ トウ ェ ア開発 経 験

か ら,民 間 で 開発 され た ソ フ トウ ェ アに,自 動 問診 シス テ ム,交 通 管 制 シス テ ム,高 速 地上 輸 送 シ

ス テ ム,都 市 警 備 シ ミュ レー シ ョン システ ム,土 地 利 用 シス テ ム等 多 数 の ソ フ トウ ェ アが 開発 され

て い る。

② 適 用業 務 の 差

わ が 国 とア メ リカの情 報 処 理 の 内容 を み る と アメ リカで は そ の お およ そ50%が 予 測,判 断業 務 な

どの 高度 情 報 処 理 に使 わ れて い るの に対 し,わ が 国 で は その 割合 は まだ20%程 度 で あ る。

2-2-9表 コ ン ピ ュー タ適 用 業 務 の 日米 比 較

適用業務

国 別

事後処理的単純業務
(統計表の作成な ど)

事前処理な ど高 度業務
(計画予測な ど)

日 本 80% 20%

ア メ リ カ 50%弱 50%強

③ 情 報処 理 技 術 者 の 不足

ソ フ トウ ェア開 発 は い か に優 秀 な情 報 処 理 技 術者 を集 め るか にか か って い る。特 に現 状 で は シス

テ ム ・エ ン ジニ ア,セ ー ル ス ・エ ン ジニ ア等 の 優 秀 な 情報 処 理技 術者 が 相 当不 足 して い る こ とと,こ

れ らの 養成 の た めの 適 当 な機 関が 少 な い こ とが あ げ られて い る。

この よ うな ソ フ トウ ェ ア ・ギ ャ ップは 日本 とア メ リカの ソ フ トウ ェア技 術水 準 を大 き く引 き離 して

い る。 例 えば2-2-1図 に み るとお りソ フ トウ ェ ア設 計 技 術 で は,ア メ リカで は,組 み合 わせ に よ っ

て 多 種 多様 な要 求 を満 足 させ る ソ フ トウ ェア設計 技術 で あ る第3段 階 に到 達 して い るの に対 し,わ が

国 で はや っ とデ ー タベ ー ス の確 立 へ の歩 み を始 め て お り,第2段 階へ 入 った ば か りで あ る。

情 報処 理 の普 及 と高 度化 を 図 って ゆ く こ とが 望 ま れ て い る。 ソ フ トウ ェ ア業 は今 後 の わ が 国の 戦 略

的 産 業 と期 待 されて お り,こ うした ソ フ トウ ェ ア技 術格 差 を早 急 に解 消 す べ く努 力 し,わ が 国に お け

るソ フ トウ ェア産 業 の 健全 な る成長 が望 まれ て い る。
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2-2-1図 ソフ トウェア設計技術の発展過程(生 産管理 関係 によ る例示)
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一各処理の関連性 ,プ ログ

ラムの作成ファイルの保守

などを容易にしそれに要す

る労力を軽減する。

特定ニーズに対応 して

個々のプログラムを組

立てひとつの生産管理

ソフ トウェアを作成す

ることもできる。

あ らゆ る業 種 の 生 産計 画,

管 理 に適 合 す る よ うに ソフ

トウ ェア 設 計 思 想(ア ー ク

ラ クチ ャー)が 統 一確 立 さ

れ て お り,そ れ に基 づ いて

プ ログ ラム が 作 成 され る。

そ の ため 個 別 ニ ー ズ に従 っ

て必 要 なプ ロ グ ラム を と り

出 す こ とに よ って 容易 に 目

旬 の ソ フ トウ ェア を作 成 す

る こ とが で き る。
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Dタ イ ム シ ェ ア リ ン グ,フ ァ シ リ テ ィ ー マ ネ ー ジ メ ン トの 進 展

ソ フ トウ ェア企業 の経 営 多 角化 な い し新 しい成 長 のパ タ ー ン と して受 託 計 算 な い しTSSサ ー ビ

ス,マ シ ンタ イ ム販 売 とい った 多角 化 が 目立 って きて い る。

ア メ リカにお け るタ イ ム シ ェ ア リン グ 。サ ー ビス の起 源 は,1961年 に さか の ば る。 この年MIT

(マ サ チ ュー セ ッツ 工科 大 学)は,初 め て実 験 シス テ ム を開発(ベ ース はIBM709),63年 に は最 大30

台 の リモー ト ・ター ミナ ルか ら同 時 ア ク セス で きるよ うに な った 。 初 の商 用 タ イ ム シ ェア リング ・ア

プ リケ ー シ ョンは同 じ く1963年 実 施 され た 。翌1964年 の 暮,IBMは 数 値解 法 用 と して設 計 した会 話

型 シス テ ム を もって この市 場 に進 出 した 。 この年 は米 国 科学 財 団(NSF)の 資 金 援 助 を得 て,GE

もダ ー トマス大 学 と共 同 で タ イ ム シ ェ ア リ ング ・シス テ ムを 開発 した 。 翌65年,GEは フ ェニ ック ス

とニ ュー ヨー ク で商 用 活 動 を 開始,66年 に はISD(情 報 サ ー ビス 部 門)を 創 設,最 大 のTSS会 社

と して の道 を歩 み 出 した 。 そ の後1966年 以降,続 々 と新 規企 業 が この 分 野 に入 って きた 。1971年 に は

ア メ リカ の タ イ ム シェ ア リング ・サー ビス会 社 は,GE,CDC,CSC,UCC,SB.Cな ど200社

にの ぼ って い る。 この 中 に は大半 の ソ フ トウ ェ ア企 業 を は じめ 多数 の ソ フ トウ ェア企 業 が 入 っ て い

る。 これ に対 しわが 国 の タ イ ムシ ェ ア リング ・サ ー ビス はつ い最 近 緒 につ い た ばか りで,ソ フ トウ ェ

ア企 業等 が 本 格 的 に実 施 す るの は まだ 先 の こ との よ うで あ る。 ま た フ ァ シ リテ ィー マ ネー ジメ ン トに

つ い て は,ア メ リカで は コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム一 括 請 負 サ ー ビス,す な わ ちフ ァシ リテ ィー マ ネ ー

ジメ ン トが 急速 に成 長 して きて い る。

例 えば1971年 に は市 場 規 模6億2,100万 ドル とな って お り,こ れが1975年 に は21億5,000万 ドル に達

す る もの と予想 されて い る。一 方 わ が 国 で は,フ ァシ リテ ィー マ ネー ジ メ ン トは ま だ マ ンパ ワー リー

ス(要 員 派 遣 サー ビス)に 留 ま って お り,ま だ まだ 売上 に お いて も比較 にな らな い 。 フ ァシ リテ ィー

マネ ー ジ メ ン トの本 来 意 味 す る とこ ろ は高 水 準 の シス テ ム開発 力,ソ フ トウ ェ ア技 術 と管 理 能 力 を コ

ン ピ ュー タ ・ユー ザ ー に提 供 す る もの で,わ が 国 ソ フ トウ ェア企 業 に とっ て新 しい 有 力 な市 場 とな る

こ とが 予 想 され る。

Eソ フ ト ウ 、エ ア パ ッ ケ ー ジ 開 発

ソ フ トウ ェアの 販 売 に は ユ ーザ ー の 注文 に応 じて 作 る カス トマ ー ・プ ログ ラ ム とソ フ トウ ェア企 業

'自身 が 開 発す るプ ログ ラ ムパ
ッケー ジ とが あ り,そ れ ぞ れ長 短 が あ るが,将 来 の方 向 として プ ログ ラ

ムパ ッ ケー ジ が多 くな る とい わ れて い る。 わ が 国 で は ま だ その大 半が カス トマ ー プ ログ ラ ムで あ り,

パ ッケ ー ジは数 本 しか ない が,ア メ リカで は既 に汎 用 パ ッケ"ジ と して流 通 して い る もの は2,178本

(1-CP社 調 査)あ る。

ソ フ トウ ェアパ ッケ ー ジの方 が効 率 的 に ソ フ トウ ェア 開発 が進 む こ と,ソ フ トウ ェア企 業 に と って
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も利 益 が大 きい こ とか ら,か な り魅 力 的 な分 野 で あ る。 ただ パ ッケ ー ジに は,そ の作 成 に相 当 の費 用

を要 す る こ と と,開 発 に は相 当の リス クを伴 うた め,小 さな ソ フ トウ ェア企 業 で は開 発 負 担 が 大 き

い 。 さ らに は ソ フ トウ ェアの 価 値,そ の法 的保 護 の 問題 につ い て 進 展 を み る こ とが パ ッケ ー ジ発 展 の

不可 欠 の前 提 とい えよ う。

Fソ フ トウ ェア産 業 と税 制,金 融措置

ソ フ トウ ェ アの 検 収 納入 後 のデ バ ッ クにつ い て は,一 定 期 間 は 開 発 に あた った ソ フ トウ ェア企 業 が

行 な う とい う慣 行 が 成立 して お り,こ れ に着 目 して1972年 度 か らプ ログ ラ ム保証 準 備金 の制 度 が 設 け

られ た が,こ の よ うに税 制面 か らソ フ トウ ェア企業 の最 大 の 資 産 は 人材 で あ り,他 にみ るべ き資 産 を

もた な い た め,担 保 とな る ものが な く金 融 が 困難 で あ る とい う問 題 が あ る。 この点 を考 慮 して,現

在,日 本 長 期 信 用 銀 行,日 本 開発 銀行,日 本 興業 銀 行 に よ る情 報処 理 振 興 金融 措 置 や 情報 処 理 振 興 事

業 協 会 に よ る債 務 保 証 が行 な わ れ て い るが,更 に48年 度 か らは 情報 処 理 技 術 者 の育 成 の た め企 業 が 情

報 処 理 技 術 者 に対 し,一 定 の 教 育 を実 施 した場 合 そ の費 用 の 一 部 を税 額 控 除 す る制度 を新 設 した 。将

来 これ らの 措 置 を拡 大 す る とと もに,ソ フ トウ ェア ・プ ログ ラ ム 自体 につ き,価 値,法 的保 護 の 道 が

確 立 し さえす れ ば,そ れ を担 保 に供す る方 策 が考 え られ て しか るべ きで あ る。

以 上 に述 べ た よ うな 問題 点 が 解 決 され る こ とに よ って,は じめ て わが 国 の 独立 系 ソ フ トウ ェ ア企 業

の存 立 の基 盤 が 養 成 され,発 展 し多様 化す る情報 産 業 の 一 翼 と して,自 らマー ケ テ ィング を行 ない,

独 自の 分 野 で,特 色 の あ るパ ッケ ー ジ ・プ ログ ラ ムの 開発 ・販 売 を行 な って い く ことが 可 能 とな る も

の と思 わ れ る。

2-2-10表 日 米 主 要 企 業 比 較

i

会 社 名 従 業 員 売 上 高

ア
メ

リ
カ

・・m・・…S・ …ceC・ ・p・・a・…1・ … 名1・ 億89・万 ・ル(392・ ・億 円)

・・皿・・…g&… 恒 ・・el・ …1・95・ 万 ・ル(322・2億 円)

P1・・面・gR・ ・e紅・hC㏄ …a…nl4…1649・ 万 ドル(233・ ・億 円)

A・ ・一 …D…P・ ・cess…1・ ・lZ…lZ67・ 万 ・ル(96・ ・億 円)

1㎡・・m・・…h・ ・1・ ・…1・ ・… 万 ・ル(68・ ・億 円)

日
・

本

A社1… 名1・ ・2即

・ 社1…1・,6

・ 社 ,126・ ▲ ・

・ 社1・ ・31…
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2-2-11表 アメ リカにおけるソフ トウ ェア会社の代表的汎用パ ッケ`ジ
{}ご

社i 名
i

プ ロ;グラ ム名
'

用 途 買い取 り
値 段

リ ー ス

売 り上 げ
及 び リー
ス本数

AppliedData … プ ロ グ ラ ム ・ ドク $4,200 600

Autonow 13,600
Research・ … メ ン テ ィ シ ョ ン

(3年 リー ス)

Brondon
1 リ ソ ー ス ・マ ネ ー

EDP装 置,人 材
,

Applied, の管理計画スケ ジ $19,500 3

SystemInc. ジ メ ン ト・シ ス テ ム
ユ ー リ ン グ

Computerl パ ッケ ー ジ ・ソ フ $9,500 $285
… Testpak 75

MethodsCorp. ウ ェ アの テ ス ト ～11,050 ～515/月 額

Co皿puter 財務情報報告 システム 一般元帳会計 $12,500 $600/月 額 14

Resources Corp.
Audit-thru レ ポ ー ト ・ ジ ェ ネ

レ ー タ ー
$9,000 $300/月 額 30

1

Computer…
1

Testeube プログラム検 査 $1,500 2
ServicesCorp.

i
!

コ ン ピ ュ ー タ ー ・ $17,000

Compressllnc、
`

Scert シ ス テ ムの シ ミュ ～180
,000 53

レ ー シ ョ ン 年額

lC
onsolidated シ ミ ュ レ ー シ ョ ン $12.400/

1: Sinscript $15,000 40
Analysis 用 プ ロ グ ラ ム (2年 リー ス)

CentersInc.

DataSystem 9uickQuery
デー タ検 索および

$27,000 $900/月 額 20

Research&
分析

Engineering
小企業向 けデー タ

Services
QuickData

記録管理
$590以 上/月 額 2

大企業むけおよび
Filemaster $1,250以 上 3

科学用語記録管理 /月額

RPGの ドク メ ン
機器構成

DataUsageCorp. Documatic テ ー シ ョ ン ・プ ロ 52

グ ラ ム
によ る

GeneralLedger $7,500
DeltaData 一 般元 帳会計

System $15,000
3

Systems

`



52 第2部 コン ピュー タ産業の動向

DeltaData

Systems

DNAsystems

Inc.

Accounts

Payable
会計用 プログラム

$7,500

$15,000
1

Accounts

Receivable
〃 上 に同 じ 1

.

Payroll 〃 上 に同 じ 2

RowMaterial

Inventory/mfg

CostControl
在庫/費用管理 上 に同 じ 2

ContractCost

Control

コ ス ト ・コ ン トロ

ー ル

$15,000

$30,000
1

WholesaleGoods

Inventory

Control

在庫管理 上に同 じ 1

Fort/0
フ ォ ー トラ ン

フ ロ ー チ ャ ー テ ィ

ン グ

$480 33

XDUP 1130デ ィス ク操 作 $155 42

4
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第3章 諸外国の情報産業および関連産業

1ア メ リカ合 衆 国 の コン ピュー タ産 業

A1972年 度 ア メ リ カ の コ ン ビ 三 ・一 夕 産 業 は 好 況

アメ リカ合 衆 国 にお け る コ ン ピ ュー タ関 連企 業 が,1972年 に あ げた 売上 総額 はIDC(lnternational

DataCo.)の 調 べ で は前 年 度 比17%増 の 約145億 ドル に達 した。 同社 調 査 の結 果 は2-3-1表 に示 す

とお りで あ る。

コン ピ ュー タ産 業全 般 にわ た る こ う した 売上 増 加 傾 向 は,新 機 種 発 表,景 気 の浮 揚,テ レフ。ロセ ッ

シ ン グな ど コン ピ ュー タ利 用 の 高度 化 な どが要 因 に な って い るが,特 にユ ーザ ー の テ レフ。ロセ ッシ ン

グ ・ア プ リケ ー シ ョンに む けて の予 算 支 出 意 欲 は少 な く と も1970年 代 後 半 まで 続 く もの とIDCで は

み て い る。 この結 果1977年 まで には72年 度 の倍 の規 模 に コ ン ピ ュー タ産 業 を押 し あ げ る(総 売上 高

286億 ドル)も の とみ られ て い る。

ユ ー ザ ー,メ ー カ ーな ど をあ た った結 果 は実 際 に楽観 的空 気 が 支 配 して い る とIDCで は述 べ て い

る。 そ して1972年 度 の業 界 動 向 調査 の要 点 と してIDCは 以 下 の事 項 をあ げて い る。

○ コ ン ピ ュー タの 出 荷実 績 は89億 ドル と前 年 比24%増 の伸 び とな った 。 同時 に リプ レー スの サ イ クル

も ピー ク とな った。1972年 に は レ ン タル中 止 レベ ル は60%に な り,む こ う数 年 間 は40%レ ベル を さま

よ うとみ られ て い る。 そ して純 出 荷 ペ ー ス は成 長 の途 をた どるだ ろ う。

O専 用 アブ。リケ ー シ ョン ・コン ビ.ユー タ(ミ ニ コ ン も含 む)の 出荷 が 前 年 比55%増 の5億6,000万 ド

ル に拡 大 した 。 出荷 マ シ ンの ほ とん どは いわ ゆ る ミニ コ ン ピ ュー タで あ るが,こ の分 野 の 急速 な成 長

は む こ う2,3年 間 はつ づ く とみ られ て い る。 専 用 コン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの拾 頭 の 原 因 には ユ ーザ ー

のEDP予 算 の ゆ るみ,投 資税 ク レジ ッ トな ど全 般 的 な要 因 もあ げ られ よ うが,IBMが シス テ ム/7

の 出荷 を本格 的 に始 め,結 果 的 に市 場規 模 を拡 大 した こ と,お よ び ミニ コ ンが タ ー ミナル,マ シ ン ・

ツ ール,小 型 ビジ ネ ス ・シス テ ムな ど多 様 な シ ス テ ム に姿 をか えて 需 要 を拡大 して い る こ とな どが あ

げ られ よ う。
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専 用 コ ン ピ ュー タの 平 均 価格 は約3万 ドル で,当 分 は この水 準 を維 持 しよ う。専 用 ア プ リケ ー シ ョ

ン ・シ ステ ムの規 模 な い し機種 別 出 荷 状 況 お よ び市 場 占拠 実 績 は2-3-2表,2-3-3表 の とお りで あ る。

○ テ レプ ロセ ッシ ン グ ・ア プ リケ ー シ ョン関 連,例 えば リモ ー ト ・サ ー ビスお よ び あ らゆ る種 類 の タ

ー ミナル な どは特 に明 るい材 料 が そ ろ って お り,IDCで は1977年 末 まで に は ア メ リカ で お よ そ100

万 台 の ター ミナ ルが稼 動 す る と期 待 して い る。

タイ プ ラ イ ター リモ ー ト ・バ ッチ,ダ ム,ス コー ト,汎 用,特 殊 とい った あ らゆ る種 類 の ター ミ

ナル は,年 間20%ぐ らい の率 で 出 荷 が伸 び るだ ろ う。 リモ;ト ・サ ー ビス は1974年 まで に約20%ぐ ら

い の割 合 で伸 び るだ ろ う。 重 要 な こ とは この2つ の分 野 と もIBMの 支 配 が絶 対 的 で な い とい うこ と

で あ る。

01972年 度 の ユ ー ザ ー総 支 出 は,米 国 内 で200億 ドル 以上 とな り,だ い た い12%ぐ らい の拡 大 をみ せ

る と され て い る。 昨年 ユ ーザ ー が 外部 のサ ー ビス会 社 に支 払 った予 算 は全支 出 の55%ぐ らい で,1974

年 ま で に は その 割 合 い がふ えて56.5%ぐ らい に は な る とみて い る。

2-3-1表 米国コ ンピュータ産 業総売上(ワ ール ド・ワイ ド)実 績,予 測

(単位 百万 ドル)

汎 用
コ ン ピ ュー タ

専・用 ア プ リ

ケ ー シ ョン ・

コ ン ピ ュ ー タ

独立周辺機器 附 属 品
バ ッチ,オ ン

ライ ンサ ー ビ
ス

請 負 い お よ び
パ ッケ ー ジ ・

ソ フ トウ ェア

総 計

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1,210

1,760

2,250

2,700

3,735

4,895

6,910

7,145

7,645

8,355

35

60

75

90

110

175

240

355

375

360

135

145

170

175

185

225

315

405

525

665

530

595

630

660

725

805

895

995

1,020

1,075

220

265

295

355

425

530

715

940

1,265

1,495

5

20

50

100

175

270

355

440

450

2,130

2,830

3,440

4,030

5,280

6,805

9,345

10,195

11,270

12,400

1972 9,740 560 780 1,180 1,795 410 14,465

1973

1974

1975

1976

1977

11,200

12,760

14,490

16,370

18,400

750

970

1,210

1,450

1,700

965

1,145

1,330

1,530

1,750

1,300

1,420

1,550

1,680

1,830

2,140

2,525

2,980

3,500

4,100

485

560

650

750

860

16,840

19,380

22,210

25,280

28,640

援7監認1… 「 …1…1…i…1…1・ ・98

注:過 去 専 用 ア プ リケ ー シ ョン ・コ ン ピュ ー タは す べ て 買取 りで あ った が,IBMが シス テ ム/7の 出荷 を レ ン タル

・ベ ー スで1972年 か ら始 めて い る。 しか し現 時 点 で は売 上 として カ ウ ン トして あ る。

:周 辺 機 器 は レ ン タルの もの もあ るが,ほ とん どはOEM価 格 で提 供 。 出荷 は従 って 売上 で カ ウ ン ト。
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デ ィス ク ・パ ックは売 上 として カ ウ ン トして あ るが,3340に つ い て は今 後 の問 題 で あ る。

(出 典EDPIndustryReport1973・3・30)

2-3-2表1972年 度 の ワー ル ド ・ワイ ドな専 用 ア プ リケ ー シ ョ ン ・コ ン ピ ュー タ 出荷 実 績

価 格 別
(単位千 ドル)

25以 下

25～50

50～100

100以 上

総 計

機 種

Nova

PDP8-E

PDP8/1,

ll/20

1BM
シス テ ム7

SEL

GE/PAC

設 置台数

9,400

7,940

1,200

260

18,800

全体に占める
割合%

50

42.2

6.4

1.4

100.0

平 均 価 格
(単位千 ドル)

14

35

75

225

(平均)30

出 荷 額
(単位百万 ドル)

133

278

90

59

560

全体に占める
割合%

23.8

49.6

16.1

10.5

100.0

(出 典EDPIndustryReport73-3-30)

2-3-3表 専 用 ア プ リケ ー シ ョ ン ・コ ン ピュー タ ・メ ー カ ー市 場 占拠 状況

メ ー カ ー 名

DEC

IBM

HIS

Hewlett・Packard

DG

Varian

GeneralAutomation

SystemsEng,Labs

GE/PAC

interdata

ComputerAutomation

Microdata

そ の 他

計

設 置 台 数

5,500

1,275

700

1,335

2,070

965

800

105

115

535

700

1,400

3,250

18,800

シ ェ ア%

29.5

6.8

3.7

7.1

11.0

5.1

4.3

0.6

0.6

2.9

3.7

7.4

17.3

100.0

設 置 金 額
(単位100万 ドル)

174

70

60

45

30

17

16

16

15

13

8

7

89

560

シ ェ ア%

31.1

12.5

10.7

8.0

5.4

3.0

2.9

2.9

2.7

2.3

1.4

1.3

15.8

100.0

(出典 同 上)

コン ピ ュー タ ・サ ー ビス産業 につ いて は恒 例 のADAPSO(米 国 デ ー タ処 理業 者協 会)の 第6回

調 査(1972年 版)に よ る と,前 年 の 産業 の業 績 は,1970年 度 の そ れ よ り も全 般 的 に改 善 され上 む きの

傾 向 に あ る。
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コン ピ ュー タ ・サ ー ビス業 界 全 体 の動 向 と して は バ ッチ処 理 サー ビス か らの 売上 げ は依 然 と して 最

大 で あ るが,業 界 全 体 の 他 サ ー ビス に比 べ る とそ の割 合 は年 毎 に減 少 傾 向 をみせ て お り,1966年 の時

点 で は76%で あ った もの が,1971年 に は45%と な って い る。 これ とは対 照 的 に オ ン ライ ン ・サ ー ビス

か らの 売上 は,1966年 に は4%に す ぎな か った もの が,1971年 度 で は19%に 成 長 して い る。

1972年 の 時 点 で,ADAPSOの 調査 レポ ー トは こ う した トレン ドを考 え合 わせ て,1975年 度 まで

に バ ッチ処 理 サ ー ビス の全 体 に占 め る売 上 総 額 の割 合 は減 少 し,か わ って オ ン ライ ン ・サ ー ビスの売

上 げが 著 る しい 伸 び を示 して い る。(2-3-4表 参 照)

な おADAPSO調 査 で はオ ンラ イ ン ・サ ー ビス の他OCRな どキ ー ・エ ン トリー ・サ ー ビス ,フ

ァ シ リテ ィ ・マ ネ ー ジ メ ン ト等 の サ ー ビス群 が著 る しい成 長 を示 す と して い る。

2-3-4表 部門別にみた コンピュー タ ・サー ビス業界の成長パターン

196619671968196919701971197219731974

〔業 界 全 体 〕

売上 げ(単 位10億 ドル).54.741.04

企 業 数7008401,300

平 均 売 上 げ(単 位100万 ドル)・77・88・80

1.551.902.352.733.314.68

1,3001,4001,5001,7001,9002,200

1.191.361.571.611.742.13

〔分 野 別〕

バ ッチ ・プロセ ッシング

売 上 げ

全体に占め る比率

.41.48

7665

.60

58

.74

48

.93

49

1.06

45

1.24

45

1.43

43

1.79

38

オ ン ライ ン ・プ ロセ ッシ ン グ

売 上 げ

全 体 に 占 め る比 率

リ モ ー トバ ッ チ

イ ン タ ラ ク テ ィ ブ

.02.05

47

.09

.24

.33

'17

.13

.31

.44

19

.18

.41

.59

22

.25

.55

.80

24

.47

.97

1.44

31

.12

11

.21

14

ソフ トウェア

売 上 げ

全 体に占め る比率

.10.18

1924

.27

26

.45

29

.44

23

.45

19

.40

15

.48

15

.65

14

その他(キ ーパ ンチ,OCR,
COM要 員教育施 設管理な ど)

売 上 げ

全体に占め る比 率

.01.03

14

.05

5

.15

10

.20

11

.40

17

.50

18

.60

18

.80

17

出典ADAPSO第6回 調査
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B売 上,利 益急 増,72年 度 アメ リカの メー カーの動 向

1972年 度 の アメ リカ の コ ン ピ ュー タ総 合 メー カ ー7社(Burroughs,IBM,CDC,Honeywell,NCR 、

Xerox,SperryRand)の 業 績 は きわ め て 明 る い もの とな り,売 上,利 益 の伸 び率 は いず れ も前 年度 を

上 ま わ る結 果 とな った。

例 え ば1971年 度 に お いて,売 上 お よ び利 益 の伸 び率 で マイ ナス を示 したSperryRandは,1972年

度 は記 録 的業 績 をあ げ た(売 上 高22億2,900万 ドル,利 益9,000万 ドル)。 同 社 の 売上 規模 拡 大 ペ ー ス

は前 年 比22.2%と7社 中 で最 も高成 ・長 を示 した 。(2-3-6表 参 照)

な おIDCが 調 査 した1972年 度 の 出荷,設 置 実 績 に よ る各 社 シ ェ アは次 の とお りで あ る。

2-3-5表 米国主要メーカー出荷設置実績(ワ ルー ド・ワイ ド)

1972年 出荷 1972年 末 設 置 1971～72

(百 万 ドル)シ ェア% (百 万 ドル)シ ェア% の変

IBM 5,84565.2 28,47563.5 十6

プ ラ グ ・コ ンパ テ ィブル 4104.6 1,1802.6 十33

HIS 7458.4 4,47010.0 十14

UNIVAC/RCA 4855.5 3,4157.6 十7

Burroughs 4254.8 2,0154.5 十15

CDC 2552.9 1,8704.2 十15

NCR 2152.4 L,0902.4 十22

DEC 1952.2 6901.5 十46

そ の他(ミ ニ コ ンを 含 む) 3003.4 1,6253.7 十25

総 計 8,875100.0 44,830100.0 十10

(出典EDPtndustryReport73-3-30)

1972年 の ア メ リカの コ ン ピ ュー タ産 業 は,折 返 し点 の8月 ごろ に はす で に繁 栄 の兆 が 明 らか にな っ

た。 この 時点 で の主 要 メ イ ン ・フ レー ム ・メ ー カー の 財 務報 告 は全 体 に 向上 の 見 通 しを与 え たの で あ

る。

IBMの 第2四 半 期 利 益22%増 は実 に 同社 始 ま って 以来 の高 い もの で あ った し,ま た 同時 期Hone・

ywell社 の 利 益 増加 率 は63.6%に もお よん だ。

コ ン ピ ュー タ業 界 の リー ダ ーIBMは,1972年 末 まで に370シ リー ズの 最下 位 機125を 含 む フル ・ラ

イ ン を示 し,さ らに1973年 に入 って370/115を 発 表,逐 次 的 に で は あ るが370シ リー ズ の全 体 像 を明 ら

か に して きた。370/125、115は と もに デ ィス トリビ ュー テ ッ ド ・プ ロセ ッサ の 設 計概 念 を具 現 した も

・の で,そ の先 駆 的 姿 勢 は第 四世 代 の設 計 に挑 ん だ もの と して 注 目 され て い るが
,同 時 に両 機 種 はIB
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2-3-1図 ア メ リカの 大 手7社 の1972年 度 売 上 規 模 比較(単 位100万 ドル)
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2-3-6表 米 国大手8社 最近の経営実績(単 位100万 ドル)

社

IBM

Burroughs

Honeywell

NCR
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Xerox

SperryRand

ControlData

名 売 上 前 年 比(%) 利 益 前 年 比(%)

9,532.6 十15 1,279.3 十19

1,052.8 十12 87.5 十18
.

2,125.4 十9 76.6 十17
」

1,557.7 十6 10.5 十714

187.5 十27.7 15.3 十44.3

2,420.0 十23 249.5 十17

nd 2,229.0 十22.2 90
、

十48.1
v

ata 664.0 十16 60.5 十69

出 典BusinessWeek1973.3.10

ElectronicNews1973.4.30
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2-3-2図 ア メ リカの 大 手 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー7社 の 利益 規 模 比 較(単 位100万 ドル)
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2-3-3図1971年 度 お よ び1972年 度 ア メ リカの 総 合 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー7社 の売 上,利 益 伸 び 率 比 較
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1972年 ～73年 初期 に発表された アメ リカの主要メーカーの主要ニ ュー ・モデル

新 機 種 名 発 表 期 日 メ ー カ ー 名 コ メ ン ト

HIS2000 1972年1月 HoneywelI HIS200シ リー ズ を補完 す る 中型 の シス テ ム

シ リー ズ 2GOシ リー ズ と互 換 性 あ り。

B-3700 1972年3月 Burroughs 700シ リー ズに 追 加 され る新 中 型 シ ステ ムで1972

B-2700 年末 ごろ出荷の予定 。

700シ リー ズ に13 1972年5月 Burroughs 13種 の ニ ュー ・モ デル はB4700シ リー ズが5種,

種 の ニ ュ ー ・モ B3700シ リー ズ が2種,B2700シ リー ズが6種 。

デル

B1700 1972年6月 Burroughs メイ ン ・メ モ'リーにMOS/LSIを 使 用 した 初 の

汎 用 小型 コ ン ピュ ー タ。

370/158 1972年7月 IBM バ ー チ ュ ア ル ・メ モ リ ・ コ ン ピ ュ ー タ で,従 来

370/168 のIBMの 機種 よりも8倍 の高密度な主 メモ リ

一を備 えた半導体技術 を使用
。

DECdatasystems 1972年10月 DEC PDP-818,PDP-11,PDP-15を ベ ー ス に し た 事

300,500,700,800 務 用 デ ー タ ・プ ロ セ ッ シ ン グ ・フ ァ ミ リ ー 。

L8000 1972年10月 Burroughs
!

バ ー チ ュ アル ・メモ リを備 え た超 小 型 コン ピュ

一 夕 ・シ リー ズ で
,バ ー チ ュ ア ル ・メ モ リ の 基

本 は,カ セ ッ ト・サ ブ シ ス テ ム とCPU内 の ダ

イ ナ ミ ッ ク ・オ ー バ ー レ イ 。

370/125 1972年10月 IBM デ ィス トリビ ュー テ ッ ド ・プ ロセ ッサ とい うア

一 キ テ クチ ュア で,出 荷 開 始 は1973年4月 。

PDP15/76 1972年11月 DEC PDP-15の デ ュ ア ル ・プ ロ セ ッ サ 。
.

Century101 1972年11月 NCR IBMシ ス テ ム3の 対 抗 機 種。

HIS2020 1972年11月 Honeyewell

Xerox530 1973年1月 Xerox Sigma3の 後 継 機 種 と しての 小 型 機 。

Multics 1973年1月 Heneyweli 370/168,158に 対 抗 す る機種 でH6080に 近 い大

ニ ュ ー ・バ ー ジ ョ

ン
き さ の6180プ ロ セ ッ サ にMulticsソ フ トウ ェ ア

を つ け た もの 。

Century251 1973年1月 NCR Century200と300の 中 間 に あ た る機 種 で,IBM

370/135に 対 抗 す る オ ンラ イ ン む きの マ ル チ プ

ログ ラ ミン グ。

U1110"1×1" 1973年1月 UNIVAC IBM370/158の 対 抗 機種 で,1108の 後 継機 種 と

み られ る1110の 下位 機 種 。出 荷 は1973年4月 の

予 定 。

HIS2030 1973年2月 Honeywell サ ー ド ・パ ー チ ェス ・オ ン リー の 中型 機 で,20

40A,2050Aと シ リー ズ を形 成 。

370/158MP 1973年2月 IBM 370/158,168の マ ル チ プ ロ セ ッ シ ン グ ・バ ー ジ

370/168MP ヨ ンo
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新 機 種 名 発 表 期 日 メ ー カ ー 名 コ メ ン ト

370/115 1973年3月 IBM

「

370シ リー ズ の最 下 位 モ デ ルで,3340デ ィス ク

・サ ブ シス テ ムと同 時 発表 。

B700フ ァ ミ リー 1973年3月 Burroughs B1700小 型 コ ン ピュ ー タ とLシ リー ズの ビ ジネ

・ ・… ンの 中間 に 位 す う・・・… ミ リー・

U9480 1973年3月 UNIVAC 同社では じめて採用 した半導 体メモ リ・コンビ

ユ 一 夕で,デ ィス ク機 能 を 追 加。

注:IBMの パーチュアル ・システムに対抗す るためにIBM以 外 の メーカーが発表 した新機種,新 ソフ トウェア

はと りまとめてみると次の ような ことにな る。

1972年10月BurroughsのL8000。

UNIVAC9700の シ リーズにバーチ ュアル ・メモ リ ・システム。

11月Honeywell6000シ リー ズ政府 むけにバーチ ュアル ・バージ ョン ・セール ス開始。

1973年1月Honeywell6180にMulticsソ フ トウェアをつ けた初のパーチ ュアル ・システムを発表。

2月XeroxがUTSパ ーチュアル ・メモ リ ・オペ レーテ ィング ・システ ムのバー ジ ョン ・アップと

してCP・Vを 発表。

Mの 周 到 な価 格,市 場 戦 略 の産 物 で もあ った。

さてIDCの 調 べ で は,1975年 末 まで に約10,000台 の370シ リー ズ が360シ リー ズ を リプ レー スす る

もの と予 測 して い るが,IBM社 自身 の 発表 で も370シ リーズ の 初期 出荷 は360シ リー ズの それ を上 ま

わ る もの で あ る こ とが 明 らか に されて い る。

370シ リー ズ で は1972年8月 にIBMが158,168を 追 加 したが,こ の ニ ュー ・モデ ル は主 記 憶装 置 に1

新 型 半 導 体 メ モ リ(MOSFET)を 採 用 し,バ ー チ ュアル ・ス トレー ジ(仮 想 記 憶)を 備 え た もの で

あ て た。 両 モデ ル は 後 に さ らにバ ー ジ ョン ・ア ップ が行 なわ れ るが,IBMが370シ リー ズで 全 面 的

に採 用 す るに いた った パ ー チ ュアル ・ス トレ ッジ方 式 は技 術 的 に は決 して 目新 ら しい もの で は ない に

iもか か わ らず 他 メ ー カー の 追 従傾 向 を生 み,実 質 的 に は業 界 を席 捲 す るに いた っ、た。

後 にIBMの 項 で 述 べ るが,1972年 とい う年 は実 に業 界 の 巨人IBMを 基 軸 と して コ ン ピ ュー タ界

全 体 が 回 転 した と言 って も過 言 で は な い。 こめ年IBMは 首 脳交 代,組 織改 変 を行 な い,技 術面 で も1

価 格,市 場 政 策 面 で もい っそ うの積 極 姿勢 を打 ち出 して い る。1

ま たIBMに つ いて は業 界 の 今 後 を左 右 す る アン チ トラ ス ト係 争 が1972年 後 半 か ら73年 初 めに か け1

て解 決 の兆 しをみ せ,IBM追 求 の旗 手 で あ らたCDCが 示 談 に よ り訴 訟 活動 を中 止 す るに いた った。

業 界 でIBM以 外 の主 要 コン ピ ュー タ ・メ ー カー に 目を む け る とUNIVAC,NCR,HIS,CDCな ど

,前年 度 の再 編 成 劇 の 主 役 は,第3.5世 代 時代 で の生 存 を賭 けて 合併,提 携 の 成果 をあ げ よ う と地 道 な

1努力 を した 。 特 にUNIVACはRCAの カ ス トマー ・ベ ー スの 引 きつ ぎを順 調 に行 な った もの とみ ら、
Is　

{れ・HISもGEマ シンとの互離 がな・'に⇔ かわらず・世界暢 での蹄 をや しており・GEl
　

iコン ピ ュー タ部 門 の吸 収 がHISの 業 績 向 上 に作 用 して い る と述 べ て い る。
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な お1972年 か ら1973年 初 めに か けて は,ア メ リカの コ ン ピ ュー タ産 業界 で新 機 種 の 発 表 が多 く,特

にIBMの370シ リー ズ追 加 機種 は単 な る ラ イ ンの 拡大 の み で な く機能 強 化 とな って登 場 した。 実 際

バー チ ュァ ル ・メモ リ ・シ ステ ムは370シ リー ズ の機 能 強 化 で あ った し,370/125,115は デ ィス トリ

ビ ュー テ ッ ド ・プ ロセ ッサ とい う新 しい ア ー キ テ クチ ュアの方 向 と最新 型 デ ィス ク装 置 付 加 に よ る価

格/性 能 の向 上 を と もな って 業界 を リー ドす る もの とな った。

IBM以 外 の他 の コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ー はいず れ もこのIBM370シ リー ズ の追 加 発 表 を強 く意

識 した ニ ュー ・モ デ ル の発 表 を行 な ってい る。 またIBMシ ス テ ム3な ど,IBM社 が 好 調 と して い

る製 品 分 野 に対 してBurroughs社 な どは強 力 な競 争 者 た らん と して い る。(2-3-7表 参照)

CIBM独 禁法係争の進展

1972年10月16日,ア メ リカ連 邦 政 府 司法 省反 トラ ス ト部 は ニ ュー ヨー ク連 邦 裁 に覚 え書 を送 り,I

BMを ア メ リカ と海 外 の 両方 で い くつ か の 競争 関係 に分 割 す べ きだ と提 案 した。 この 爆 弾 提案 は業 界

関係 者 の 間 に た ち ま ち論 争 の渦 を巻 き起 こ した もの だが,こ の論 議 を整 理 す る と司 法 省提 案 賛 成 派 と

分 割 はむず か しい か,も し くは現 実 的 で な い とい う意 見 に分 か れ た。 後者 の意 見 の 中 に は,分 割 を して

も小 型 のIBMが い く'つかで きて む しろ始 末 が わ るい な ど とい う もの まで あ った が,や は り最 も関 係

者 の 関 心 を と らえた の は コ ン ピ ュー タ産 業 の前 例 の な い難 しい性 格 か ら くるIBMの 独 占実 証 の むず

か し さで あ ろ う。

IBMは 確 か に1社 で70%ち か い業 界 シ ェ ア を占有 して はい る。 しか し業 界 は む しろ競 争 が 激 し

く,周 辺 装 置 だ けで も600社 以上 が活 動 して お り,こ れ らの 会 社 は い わ ゆ る ア ド ・オ ンな ど ミ ック ス

・シス テ ム化 によ ってIBMの 実 質 設 置 ベ ー ス を侵 食 して い る
。

1971年IBMは そ の利 益 の過 半 を海 外 市場 で あ げ たが,最 近 の多 国 籍 企業 化現 象 は,独 禁 法 を時 代

に そ ぐわ ぬ もの にす る ひ とつ の要 因 と もな って い る。

グ レイハ ウ ン ドのIBM告 訴 を却 下 し た フ ェニ ック ス連 邦裁 の ク レー グ判事 は,「IBMは 先 見 の

明 を もって 今 日の大 をな した。 シ ャー マン法 の もとで も企業 の大 きさだ けが 攻 撃 の理 由 とな らな い。」

と述 べ た が,た しか に こ こ数 年 のIBMは ア ン チ ト,ラス トを強 く意 識 した企 業 理 念 で行 動 して い るよ

・うで あ る。

しか しIBMは この よ うな一 見 有 利 な状 況 下 に もか か わ らず,1973年1月 に入 ってCDCと の示 談

成 立 を発表 し,、業界 の注 目 を集 め た。

告 訴 取下 げの 条件 と レてCDCがIBMと と りき め た合 意 の 内容 は,子 会 社SBCの 売 却,CDC

の 裁 判 費用 の支払,技 術 開 発 プ ロ ジ ェク トの 委 嘱 を含 め た破 格 な もので あ った。

さて両 社 の トップ会 談 の結 果 生 ま れ た示 談 条 件 は,、次(Dよ うな もので あ る。

亨IBMは 子 会社SBC .(Service.BurequCo:) 、を1・.600fiド ル の キ ャ ッ.シュでCDqこi売 却 をす る。
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・IBMは む こ う6年 間 ア メ リカ国 内 で デ ー タ処 理 サ ー ビス を行 な わ ない 。 ま た売却 後 は ユ ーザ ー と

して,む こ う5年 間 はSBCを 利 用 す る。(年 間 サ ー ビス支 出 は500万 ドル とみ られ て い る。)

・SBCの 設 置 マ シ ンの レ ンタ ル料 をむ こ う6ケ 月 間 は無 料 とす る。

・SBCの 現 従 業 員 に対 して退 職 金 な ど年 間260万 ドル を売却 後 も10年 間 に わ た り支 払 う。

・CDCと の 間 に4つ の 分 野 に わた り研究 開発 契約 を結 び,IBMは 内容 に応 じてR&D費 用 を支 払

う。(年 間600万 ドル ぐ らい と見 積 られ て い る)開 発 され た技 術 は両 社 が権 利 を持 ち,CDCに よ りラ

イ セ ン ス ・ベ ー ス で販 売 す る。`

・IBM,CDCは ク ロ ス ライ セ ン ス協 定 を78年6月 末 ま で延 長 す る。

・IBMはCDCに 対 して 裁 判 費用1,500万 ドル を支 払 う。

IBMがCDCに 有 利 な示 談 を行 な った とい う見 解 は業界 全 体 に強 い が,IBMが 解 決 を急 い だ裏

に は,係 争 が 長 び く こ とに よ る機 器 デ ー タの流 出 を恐 れ て い た と もみ ら れ て い る。 この 点 につ いて

Telex社 はCDCとIBMに よ る共 同謀 議 だ と主 張 して い るが,い ず れにせ よ今 後 の 司法 省 とTelex

の追 及 作 業 が むず か し くな る もの とみ られ て い る。 実 際 に これ ま で の ところ司 法 省 はCDCの 協 力 に

大 き く依 存 して きただ けに失 望 をか くして はい な い。

2西 ヨー ロ ッパ の コン ピ ュー タ産 業 再 編 の動 向

ヨー ロ ッパ の コン ピ ュー タ産 業 の 再 編 問題 は混 迷 状態 に あ るが,CII,Siemens,Philipsの3社 は,

73年6月 ま で に は協 調 原 則 を確 認 す る協 定 に調 印 す る予 定 で あ る。 この調 印 と同時 に,あ るい はそ の

後 間 もな く,3社 は共 同出 資 の世 界 的 マー ケ ッテ ィン グ子 会 社 の 設立 を発 表,さ らには計 画 策 定 委 員

会 を結 成 して,同 一 の商 標 を もった一 連 の新 型 マ シ ンの製 造 分 担 を明 らか にす る も の と予 想 され る

(新型 マ シ ン第1号 は1975年 頃 に発 表 され る もよ う)。

現 段 階 で これ ら3社 は,3社 が完 全 統 合 とい う形 を と らず に,各 々 が独 自の 活動 を保 持 しな が ら密

接 に結 びつ いて い る。従 ってCIIとSiemensは,プ ロセ ス ・コ ン トロー ル用 とか軍 事 用 の コン ピ ュ

ー タに つ いて は従 来通 り個 別 に生産 し,独 自の 国産 コ ン ピ ュー タ ・メ ーカ ー を維 持 して お きた い とい

う各政 府 の要 望 に も応 え る こ とにな ろ う。

実 際CII社 長,ミ ッ シ ェル ・バ レ(MichelBarr6)氏 は,「 我 々 は第4番 目 のパ ー トナ ー に も・ さ

らに第5番 目のパ ー トナ ー に も参 画 の道 を開 いて い る」 と述 べ て い るほ どで ヨー ロ ッパ連 合 の ワ クは

か な りフ レキ シブル なか た ちです す ん で い る。

第4部 第4章 の4-4-3表 に見 る如 く,イ ギ リス を除 け ば ヨー ロ ッパ はIBMに 全 面 的 に 「支 配 」

されて い る。特 に フ ラン ス市 場 に お い℃IBM勢 力 が 最 も著 る しい が,そ れだ けに フ ラ ンス は ヨ一 口
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ッパ 連 合 に は先 頭 を きって 取 り組 ん で きた。 一 一'・ 一 ・

3社 グル ー プ の代 表 者 の ひ と り,ピ エ ー ル ・オ ー ドワ ン(PierreAudoin)氏 は次 のよ うに述 べ る。

「IBMの 特 殊 な支 配 下 に あ る この 市 場 で は,我 々3社 が 力 を結 集 しな けれ ばt、何 れ我 々 は姿 を消 す

こ とにな ろ う。IBMを 除 け ば,ど の コン ピ ュー タ ・メー カー にせ よ,協 調 体 制 な くして長 期 間 頑 張

れ る と ころ は見 当 らな い。 競 争 のル ー ル は こ こで は ゆが め られ て い る… … 」

同 氏 は3社 連 合 の実 現 に最 も意 欲 的 だ った フ ラ ン ス人 だ が,「1975年 か ら1976年 の 間 にはICLも

グル ー プ に参 加 せ ざ るを得 な くな る」 と見 て い る。 また 「10年以 内 に アメ リカ の メ ー カー が 参画 す れ

ば,真 のIBM対 抗勢 力 が で きあが る」 と して い る。

Siemens,CII,Philipsの3社 連 合,EC,そ してNixdorfと 各 々若 干 の相 異 は あ る と して も,イ ギ

リスのICLは 何 れ か ら も歓 迎 され て い るし,ま た ヨー ロ ッパ 連 合 の 形成 に は無 くて は な らぬ存 在 で

あ る こ とは間 違 いの な い とこ ろで あ る。 今 年3月 に開 か れ た イギ リス下 院科 学 技 術 小i委員会 の席上 で

の ク ロス(GeoffneyCross)常 務 お よ び ハ ドソ ン ・(TomHudson)会 長 の 見 解 をま とめ る とお よそ

次 の よ うな こ と にな る。

まず ハ ドソ ン会長 は,「ECはICLとTelefunkenComputer社 との結 びつ き を歓迎 す る」 とい

うこ とにつ いて,「 現 時 点 で は何 と もい えな い」 と言 葉 を に ご した。 同 会長 に よ る と,Nixdorfと の

合 併 は あ りえな い とい う ことで はな く,そ れ がICL自 身,Nixdorf自 身 そ して さ ら に イ ギ リ ス 業

界,ヨ ー ロ ッパ 業 界 の た め にな るか ど うか 詳 細 に検討 す る必 要 が あ る とい う。

結 局ICLは,い わ ゆ る ヨー ロ ッパ2グ ル ー プ化 につ いて は,現 時 点 で は冷 た い態 度 をみ せ て い る。

ク ロス常 務 の 方 は も う一 歩 つ っ込 んで,イ ギ リ ス の 議 員(ク リス トフ ァー ・チ ャタ ウ ェイ産業 省大

臣)が,ICLと ヨー ロ ッ7xe'企業 あ るい は ア メ リカ企 業 との提携 を吹 聴 して い るが,ICLに と って

は これ は迷惑 な こ とで あ る とま で述 べ て い る。 同氏 に よ る と,こ の た めICLは1社 で はや って い け

な い よ うな 印 象 をユ ーザ ー に与 え,営 業 上不 利益 に な って い る とい う。ICLは,か な り以 前 か ら う

わ さ されて い る こ とだが,目 下 新 型 機 を開 発 中 で あ る。'そ して 政 府 も こ れ に6,000万 ドル ちか くの

R&D援 助 を しよ う として い る。ICL幹 部 は,こ の 新 型 シ リー ズ を ヨー ロ ッパ大 陸進 出の 決 め手 に

し よ う として い るが,ヨ ー ロ ッパ連 合 に対 す る強 気 な態 度 は この新 シ リーズ に裏 うち された もの な の

か,あ るい は単 な るカ ム フ ラ・一 ジ ュなの か 。3社 連 合 が 初 めて発 表 ・された 時,ICLの アLサ ー ・ハ

ン フ リー(ArthurHumphrey)前 常 務 は急 遽 ミュンヘ ンに飛 ん だ し,そ の足 でNixdorfと も話 し合

い を持 って い る。 これ はICLが か な り ヨー ロ ッパ連 合 を気 に して い る証 左 で もあ る。

1972年 度,西 ヨーvッ パの主 要 コ ン ピ ュー タ市 場 の動 向

西 ヨー ロ ッパ の コ ン ピ ュー タ市 場 に と って,1972年 は年 間成 長 率20%強 に な った、もの とみ られ て い
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る。1973年 につ いて は15%増 の成 長 が 見込 ま れ て い る(Elとctronics誌 調 査 に よ る)'。特 に ミニ コ ン ピ

ュー タは,こ れ まで と同 様 に30%ぐ らい の高 い伸 び率 が 考 え られ よ う。

1972年 度 の各 国 の 市場 動 向 お よ び1973年 度 の見 通 し につ いて は以 下 の ご と くで あ る。

Aイ ギ リ ス

'1972年 の実 績 は
,決 して好 調 とは言 えな い もので あ った 。1971年 度 の受 注 活 動 の ス ラ ン プが,そ の

ま ま1972年 の 出荷 活 動 の 停滞 に反 映 した か た ちで,年 間 売上 規 模 は4億5,000万 ドル と5%の 漸 増 に

止 ま った。 しか しなが らICLの マー ケ ッテ ィン グ ・マ ネ ー ジ ャー で あ るAlanWakefield氏 は,民

間 需 要 は前 年度 よ り25%は 増 加 して い る とみ て い る。

ミニ コ ンの販 売 は,1971年 の リセ ッシ ョン の影 響 を あ ま り受 けず,10%て い どの増 加 が期 待 で きよ

う。

ICL(InternationalComputersLtd.)の1972年 度 売 上 高 は4億597万 ドル で,前 年 実 績 比12.1%増

で あ っ たが,純 利益 は265万 ドル で,前 年 実 績 比78.7%と な った。 これ は保 有 装 置 の大 幅 割 増償 却 の

実 施 な ど一 連 の会 計 処 理 の結 果 に よ る もの で あ る。ICLの 経 営 は ジ ョン ・ウ ォー ル卿 か らイギ リス

IBM社 出 身 の ハ ドソ ン(Hudson)新 会 長 に移 った 。 この新 体 制 の も とで,ICLは5,000人 にお よ

ぶ 人 員 の 削 減,工 場 の売 却 な ど積 極 的 な 合理 化 を推 進 した 。 ま た イギ リス のE』EC加 盟 に呼 応 しパ リ

に 海 外 事 業 本部 を新 設 し積極 的 な販 売 活 動 を展 開 した 。

Bフ ラ ン ス

Electronics誌 の調 査 で は フ ラ ンス の コ ン ピ ュー タ市 場 は,1973年 度7億1,800万 ドル と推 定 され て

お.り,1972年 の6億3,700万 ドル に比 べ て11%増 の 予定 で あ る。

CII(CompagnieInternationalepourl'Informatique)の1972年 の売上 高 は,1億6,000万 ドル で,

1973年 は2億 ドル の大 台 のせ が 意 図 されて い る。CIIと 西 ドイ ツ の ジ ーメ ン ス社 の 協 力 につ いて は

大 方 の好 意 と は別 に,若 干 の 疑 問 が提 起 され て い る。 とい うの は両 社 の 協 業 化 にっ い て は,技 術 面 で

の 調 整 に大 きな時 間 を さか な けれ ば な らぬ だ ろ うし,プ ロジ ェ ク トで仮 に損失 が 出 た場 合,こ れ を ど

の よ うに負 担 す るか とな れ ば,両 国政 府 の強 力 な資金 援 助 が あ るだ けに,か え って複 雑 な問 題 を抱 え

こ む こ とに な ろ う。 なおCIIの1973年 度 マ ー ケ ッテ ィング 目標 は,HoneyWell・Bull社 お よ びIBM

社 の フ ラン ス に お け るマ ー ケ ッ ト ・シ ェア を侵 食 す る と ころ に あ る と して い る。

C西 ドイ ツ

DieboldGermanyの 調 査 に よ る と,西 ドイ ツの コン ピ ュー タ は1972年 は じめ で10,000台(金 額 に

'して37億3
,000万 ドル)と み られ,:.デ〒 タ収 集 機 器 な ど を含 め る と46億6,000万 ドル に達 す るみ こみ で
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あ る。 なおIDCの 調 査 で は同 国 に お け る コ ン ピ ュー タ設 置 を8,743台(1971年12月 末)と して い る。

西 ドイツ の コ ン ビ ご一 夕市場 は,'こ れ まで 景 気 に関係 な く上 昇一 途 を た ど って きた とい って 良 い 。

成 長 率 は そ の年 によ って異 るが,Siemensの マ ーケ ッ ト調 査 担 当 のJohannesMacher氏 に よれ ば,.

短 期 的 に み れば,1974年 頃 まで は年 率12%が たの の び で,市 場 規模 は1972年 の9億5,000万'ド ル か ら,

74年 ごろ は10億8,000万 ドル にな る とみ られて い るσ西 ドイ ツ で は ミニ コン ピ ュー タ と大 型 機 の両 サ

イ ドの 機種 が よ く売 れ て お り,DEC(DigitalEquipmentCo.)の 西 ドイ ツ総 支 配 人 で あ るHelmutJ・

Perobner氏 に ょれ ば,1972年 の 西 ドイ ツ に お け る ミニ コ ン ピ ュー タ の 販 売 高 は5,000万 ドル ぐらい

で,こ の 中 に は大 型 機 に 附属 す る シス テ ムズ ・セ ール ス もカ ウン トされ て い る。1973年 に は 同国 の ミ

ニ コ ン ピ ュー タ成 長 率 は20～25%と み られて い る。

大 型 機 サ イ ドで は・Sper・yR・ndGmbH暢 開 発 の マ ネー ジ ・一で あ るWilf・i・dB・ ・nに よれ

ば,各 国 間 の金 融 の トラ ンザ ク シ ョン をス ピー ド ・ア ップ化 す るた め に国 際金 融 情 勢 ネ ッ トワー ク に

む け た大 型 機 の導 入 が 計 画 されて お り,こ の 他 に ヨー ロ ッパ 大 陸 の ホ テル 協会情 報 ネ ッ トワー クな ど

大 規 模 な導 入 の引 合 いが 相 次 い で い る として い る。

ま た西 ドイツ で は開 業 医 を結 ぶ コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス を広範 囲 に実 施 す る計 画 が進 行 中 で,大 型

機 を備 えた 地 区 セ ン タ ーが,政 府 の ヘ ル ス ・プ ラン に沿 った各 種 の事 務 処 理 を行 な う こ とにな って い

る。 この プ ロ ジ ェ ク トに はUNIVAC,IBM,Siemensが 名 の りをあ げ て い る。

D:イ タ リ ア

同 国 の コン ピ ュー タ市 場 は総 体 的 に成長 が期 待 され,1972年 で3億4,200万 ドル で 前年 の15%増,

さ らに1973年 に は,こ れ が18%が た伸 び て4億500万 ドル ぐ らい に な る もの とみ られ て い る。

(Electronics誌 調 べ).

新 規 受 注 分 は,全 体 の70～80%が 小型 機 で,カ ス トマ ーは 中小 お よ び中堅 企 業 に集 中 す る もよ うで

あ る。

イ タ リアの大 型 機 の最 大 規模 の ユ ーザ ー は政 府 機 関 で あ る。 政府 機 関 を含 めた 同 国 の大 規模 プ ロ ジ

ェク トの 主 な もの と して は,財 務 省,郵 政 省 な どの ネ ー シ ョン ワイ ド ・デー タ処 理 シ ス テ ム,鉄 鋼,

国有 鉄 道 の シ ステ ムな どが あ る。

な お01ivetti社 の1972年 度 業 績 は総 収 入5,488億 リラ,純 利益 は39億7,000万 リラ とな った。

Eオ ラン ダ

Philips社 の見 通 しで は,1973年 度 の 同国 の市 場 は1億5,700万 ドル ぐ らい で,1972年 の1億3,400

万 ドル に比 べ て約17%の 増 加 とな る もよ うで あ る。

PhilipsLampの1972年 度 総 売 上 は約61億 ドル とな った。Philipsは1972年 度 に 西 ヨー ロ ッパ ・コ
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ン ピ ュー タ再 編 成 の主 役 の ひ とつ と して登 場 して きた が,同 社 の コン ピ ュー タ事 業 は ひ と口 に い って

よ くない 。1969年 に 同社 は,こ の分 野 に本 格 的 に参 入 した ものの,累 積赤 字 は,1971年 末 で1億5,000

万 ドル に お よん で い る とい う(BusinessWeek誌 調 べ)。1972年13,000名 の デ ー タ ・シス テ ムズで 事

業 部 は売 上 利 益 の1%を くい つ ※ して い る。

な お1972年 お よ び73年 度 の コ ン ピ ュー タ と関 連装 置 の西 ヨー ロ ッパ 各 国 に お け る売 上 実 績.予 測 は

次 の とお りで あ る。

2-3-8表(単 位100万 ドル)

項目

国別

年 度
コ ン

ピュ ー タ

関 連 機 器

CPU
マ ス ・

メ モ リ

リモ ー ト ・

タ ー ミナ ル

小 型
オフ ィス用

イ ギ リ ス
1972

1973

450.3

517.0

242.0

267.5

74.0

89.0

24.0

31.0

39.0

42.5

フ ラ ン ス
1972

1973

636.8

717.8

284.2

308.5

159.4

183.3

34.2

39.0

32.0

42.0

西 ド イ ツ
1972

1973

947.3

1,076.4

440.0

497.5

210.5
233.5

29.5

35.0

105.0

120.0

イ タ リ ア
1972

1973

341.7

404.7

189.5

232.0

75.0

85.0

9.5

12.0

21.0

23.0

オ ラ ン ダ
1972

1973

134.2

157.0

62.0

74.0

38.8
42.0

7.2

9.0

9.5

12.5

ス ペ イ ン
1972

1973

110.0

125.9

43.7

50.2

28.4

33.1

11.2

12.6

7.5

8.8

ス ウ ェー デ ン
1972

1973

103.5

120.8

45.5

53.5

23.0

26.5

13.7
16.0

7.0

8.0

ス イ ス
1972

1973

109.8

127.5

45.1

53.0

30.0

35.0

7.5

9.5

10.5

11.5

出 典Electronics1972.12.18
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第1章 わが 国 の コ ン ピュー タ政 策 お よび

情報産 業政 策

1コ ン ピ ュ ー タ ・ハ ー ドウ ェ ア 産 業 振 興 策

A機 電法と高度化計画

コンピュータとエレクトロニクス技術の応用分野の拡が りや,機 械の高度の自動化,シ ステム化の1

進展などによって,機 械工業 と電子工業の振興策を一体化する必要が唱えられ,こ こに従来の 「電子

工業振興臨時措置法」(電 振法)と 「機械工業振興臨時措置法」(機 振法)と を一元化 した 「特定電

子工業及び特定機械工業振興臨時措置法」(機 電法)が1971年 に設けられ,電 子工業及び機械工業の・

振興策のバ ックボーンとなっている。

機電法では,と くに振興を図る必要のある電子工業および機械工業を指定 し,指 定された事業にっ

いて,生 産技術の向上または生産の合理化を促進するうえでの基本となるべき事項 に関する計画(高

度化計画)を 策定することになってお り,策 定された高度化計画に定める所要の資金について,そ の

確保,融 資のあっせんに努める等,そ の実現のための施策を講ずることが要求 されている。コンピュ

ータにかかる高度化計画は,1971年11月 に告示されたが,イ 号計画(試 験研究に関する計画)と 八号

計画(合 理化に関する計画)と の2っ からなっている。八号計画は,本 計画全体のマスターーーープランと

しての性格を有 しておりその前文において,電 子計算機産業の意義,現 在おかれている環境,そ の変

化,解 決すべき問題などについて論 じ,そ の進むべぎ方向を示している。イ号計画では,新 世代電子

計算機 ファミリー ・シリーズの開発,試 作,さ まざまな周辺,端 末および付帯装置の試 作,論 理 回

路,周 辺端末装置およびソウ トウェアに関する基礎的技術開発,お よびコンピュータ技術応用システ

ムの開発にっいてその目標を掲げ,わ が国コンピュータ産業の研究開発のガイドラインを示 している。

このように高度化計画は,今 後のわが国の電子計算機振興策の根幹をなす ものであり,72年 度より

設けられた電子計算機等開発促進補助金制度はこのイ号計画に沿って運用 されてお り,ま た八号計画

に合致する生産の合理化のための設備資金に対しても開銀の融資制度が存在 している。

B大 型 プ ロジ ェク トに よるパ ター ン情報 処理 システ ムの開発
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大 型 プ ロ ジ ェク ト開 発 制度 は1966年 度 か ら工 業 技 術 院 で 実施 されて お り,技 術 開発 が強 く要請 され

て い るが 民 間 の力 で は研究 費 の膨 大 さや 研 究 開発 期 間 の長 さ等 か ら失 敗 した場 合 の 危険 が 大 きい等 自

主 的 に は行 な い え ない 分野 につ い て政 府 が 国 家 的 プ ロジ ェク トと して,資 金 を投入 して開 発 を行 な う'

制 度 で あ り,達 成 され るべ き 目標 と達 成 され るべ き時点 を設 定 し,個 々 の研 究 開 発 を有 機 的 に組 織 化

して 目標 を達 成 す る とい う方 式 を と って い る。

電 子 計 算 機 関係 フ。ロジ ェ ク トにつ いて は,1966年 度 か らお よ そ100億 円(全 額 国 家負 担)を 投 じて

行 な わ れて きた 「超 高 性 能 電子 計算 機 の 開 発 」 が71年 度 に完 了 し,71年 度 か らは1978年 度 まで を開発

期 間 とす る。「パ ター ン情 報 処 理 シス テ ムの研 究 開 発 」 が 行 な われ て い る。

この フ。ロジ ェ ク トは,今 後,社 会 の情 報 化 の 進展 に つ れ て,1980年 代 に は,従 来 の コン ピ ュー タが

不 得手 とす る文字,図 形,物 体,音 声 な どの 情 報,す な わ ちパ ター ン情 報 の直 接 的 な入 力,認 識 処

理 を行 な うシス テ ムが 必 要 にな る との認 識 に基 づ い て,今 か らそ の研 究 に着 手 しよ う とす る もの で あ

り,開 発 シ ステ ムの基 本 的 目標 と して,

① 文 字,図 形,音 声 等 のパ タ ー ン情 報 が 直接 入 力 で き,さ らに こ の情 報 を認識 し,記 憶 し,演 算

処 理 し,か つ 出力'し うる もの で あ る こ と』

② 自然 言 語 の諸 性 質 を有効 に利 用 して,基 本 的 な文 字 処 理 が で きる こ と。

③ 演 算 処 理方 式 の 面 で,並 列 処 理,連 想学 習 等 の新 職 能 を存 す る こ と。 一'

④ パ ター ン情報 処 理 の コス トパ フ ォー マ ンス が実 用 的 で あ る こ と。

⑤ パ ター ン情 報 処 理 に適 した ソ フ トウ ェ ア を開発 す る こ と,が あ げ ら、してい る。

以上 の 目標 を達 成 す るた め全 体 を3段 階 に わ け71年 度 ～74年 度 に基 礎 研 究 お よ び素 子,材 料 の 開発

研 究,73年 度 ～76年 度 に文 字,図 形,物 体,音 声 の各 認 識 部 に つ い て のパ イ ロ ッ ト ・モデ ル の試 作 と

その評 価,74年 度 ～78年 度 に全体 の シス テ ムの製 作 お よ び試 験 を行 な うこ と にな って い る。8年 間 の

研 究 開発 費 は総 額350億 円 の 計 画 で あ り,71年 度2億 円,72年 度10億7,000万 円 に続 いて,本73年 度

に16億2,700万 円 が計 上 されて い る。1

C新 機種等の開発促進

1971年 度 には,ア メ リカ企 業 の 発表 した新 機種 が ど っ と出荷 さ.れ,コ ン ピ ュー タ産 業 は,従 来 の第
で

3世 代機にかわる新しい世代機の時代を迎えっっある。この新しい世代において競争力のある機種の

開発と,商 品化の遅れている多様な周辺端末装置の開発を促進するため,'72年 度から,電 子計算機等

開発促進費補助金制度が創設され,72年 度か ら74年度 までの3年 間に総額341億 円の補助金を交付す

る計画になっている。73年 度は初年度である72年度の52億1,000万 円に引続 き119億4 ,300万 円の予

算が計上されている。
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補 助 金 は2種 類 に わ か れ て い る。 その第1は,電 子 計 算 機 新 機種 開発 促 進 費補 助 金 で あ って,73年

度 には109億4,300万 円が 計 上 され て い る。 新 世 代 の外 国 機 に本 格 的 に対 抗 す る こ との で き る新 しい

国 産 コ ン ピ ュー タの フ ァ ミリー ・シ リー ズ の開 発 試作 に対 して,そ の費 用 の30%を 補 助 す る もの で あ

り,71年 秋 に再 編 成 な った 国産 メ ー カ ー ・3グ ル ー プ を交 付 対 象 と して い る。 な お,3グ ル ープ は鉱

工 業 技 術研 究組 合 法 に基 づ く鉱 工 業 技 術 研究 組 合 を結 成 して お り,こ れ に対 して補 助金 を交 付 す る形

を と って い る。

第2は,周 辺 装 置 等 開 発 促 進 費補 助 金 で あ り,73年 度 に は10億9,000万 円 が計 上 され て い る。 コ ン

ピ ューータ ・シス テ ムの金 額 の60～70%を 占 め る重 要 性 を もちな が ら,商 品 化 が遅 れ て 製 品 の種 類 が少

な く,価 格 の高 い周 辺 装 置,端 末装 置 お よ び付 帯装 置 にっ い て,そ の開 発 お よ び企 業 化 に要 す る費用

の50%を 補 助 す る もの で あ り,そ の対 象 機 種 も多様 で,コ ン ピ ュー タ ・メー カ ーだ けで な く,独 立 の

周辺 装 置 メ ー カー まで を幅広 く交 付 対 象 に して い る。

な お,73年 度 の交 付 につ いて は,次 の条 件 で審 査 を行 な い,別 表 の如 き交 付 対 象 を と りま とめ た。

「新機 種 開発 促 進 費 補助 金 」 につ い て は,交 付 フ ァ ミリー ・シ リー ズの コス ト ・パ フ ォー マ ン ス(価

格 性能 比)がIBM370シ リー ズ に代 表 され る新 世代 機 に対抗 可能 で あ る こ と等 につ いて,ま た 「周

辺 装 置 等 開発 促 進 費 補 助金 」 につ い て は,周 辺 装 置等 の多 様 性 に か んが み メイ ン フ レー ムメ ー カ ー と

な らん で 独立 周 辺 装 置 メ ー カ ー に よ る開発 を積 極 的 に促 進 す る こ と等 を配 慮 した。

3-1-1表 新 機 種 開
.発 促 進 費 補 助 金 交 付 先

補 助 事 業 者

超高性能 コンピュータ

開発技術研究組合

組 合 員

富 士 通㈱

㈱富士 通 研 究 所

㈱ 日 立 製 作 所

日 立 工 機㈱

新 コンピュータシ リーズ

技 術 研 究 組 合

組 合 員

日 本 電 気㈱

九 州 日本 電 気㈱

東 京 芝 浦 電気 ㈱

日本 ビジネスオ ー トメーシ ョン㈱

日本 データマシン㈱

開 発 試 作 の 内 容

超高性能電 子計算機

システムの試験研究

新世代電子計算機の ファ ミリーシ リーズ

の開発研究
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1
超高性能電子計算機

技術研究組合

組 合 員

三 菱 電 機㈱

㈱三菱総合研究所

沖 電 気 工 業㈱

超高性能電子計算機

システムの開発試作

3-1-2表 周 辺 装 置 等 開 発 促 進 費 補 助 金 交 付 先

補 助 事 業 者 開 発 試 作 の 内 容

㈱猪越金銭登録機 中小規模店舗用販売管理端末装置

岩 崎 通 信 機㈱ クレジッ トカー ド端末装置

高速電子 ハー ドコピー装置

普及型大型作図装置

沖 電 気 工 業㈱ シ リ ア ル ド ッ トプ リ ン タ

ノ ン イ ン パ ク トプ リ ン タ ー'・

パ ネ ル デ ィ ス プ レ イ .

・・オ計算機㈱1灘 プ…

黙 通信撲 ㈱ 已 … ルプ…
ト

㈱光 電 製 作 所 キ ー ・デ ィス ク ・デ ー タ作 成 装 置

三 洋 電 機㈱

東京三洋電機㈱

ポータブル端末装置

シ チ ズ ン 時 計㈱ ミニ コ ン ピュ ー タ用 ライ ンプ リン タ

島 田 理 化㈱ マーク読取複合端末装置

㈱写 研 写植用漢字表示装置

シ ャ ー プ㈱ 公衆回線用変復調装置

住友電気工業㈱ 生産管理用端末装置

東京芝浦電気㈱ カ ラ ー グ ラ フ ィ ック デ ィス プ レイ

普 及 型OCR

MICR文 字 用OCR

東 酬 信 機㈱1・ 一・ブル樋 管理端末装置

東 ・㈱1無 点鍵 入力装置 、

日 本 電 気㈱ イ ンテ リジェン ト端末装置

高速漢字印刷装置'

端末用OCR

日本 電 子 産 業㈱ 漢字 ラインプ リンタ

日本 ミニ コ ン ピ ュrタ ㈱ 1汎用端末制御鑓
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㈱日 立 製 作 所 高 性 能OCR

カ ラー ハ ー ドコ ピ ー装 置

マ イ ク ロ フ ィッ シ ュ フ ァイ ル

日 立 電 子㈱

㈱日立 製 作 所

富 士 通㈱ 医療専用端末装置

蓄積型 グラフィックデ ィス プレイ

,高速写真植字装置

松不電器産業㈱ 普 及 型 グ ラ フ ィ ック デ ィス プ レイ

松下電 器産業㈱

松下通信工業㈱

カ セ ッ トレ コー ダ(リ ール ドライ フ型)

ミニ コ ン ピ ュー タ用 磁 気 デ ィス ク装 置

三 井 造 船㈱
卜 ・ ・ ン ピ ・一 ・用 ・ ・イ・レ鑓

三 菱 電 機㈱ 漢字デ ィスプ レイ

高性能デ ィスプ レイ

端末用漢字表示装 置

武 藤 工 業㈱ 1嗣 速べ・・型作図装置

ユーザ ック電子工業㈱
1広 唖 … ル ド・・プ …

渡 辺 測 器㈱ 高速 ドラム型作図装置

Dコ ン ピュー タ産業 に対す る開銀 融資

① 日本電子計算機(株)(JECC)に 対する開発融資

電子計算機の販売はIBMが レンタル販売を行なっている以上,そ れによらざるを得ない状態であ

るが,レ ンタル制度はユーザーにとっては技術革新による陳腐化が防げる,導 入資金が少なくてすむ

等のメリットがあるが,メ ーカーにとっては経費はすでに発生しているのに対し,収 入は長期に渡っ

て初めて実現されていくこととな り,多 額の販売資金 と要することとなる。このような販売資金の負

担を緩和し,外 国メーカーとの販売面での格差の是正 を図るため1961年 国産メーカーの一元的レンタ

ル機関として設立 された日本電子計算機㈱に対 し,開 銀融資が行なわれており,73年 度は115億 円が

予定されている。

② 電子計算機産業の構造改善

1971年7月 の自由化方式の決定を契機としてコンピュータ産業の体制整備が強 く打ちだされ,政 府

の指導 もあって1971年10月 富士通,日 立製作所,1971年11月 に日本電気 と東京芝浦電気,同 月三菱電

機と沖電気工業の提携が発表 され,こ こに3系 列集約化が実現 し,今 後の自由化に対処するための国

産コンピュータ産業の体制整備が行なわれた。このような情況に対処 し,政 府としてし体制整備を円

滑に推進していくことが必要であるとの見地から1972年本制度が設けられ,体 制整備に寄与す ると考
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え られ る設 備 投 資 に っ き開 銀 融資 を行 な って い る。1973年 度 は15億 円 が予 定 され て い る。

③ ソ フ トウ ・ ア開発 設 備 ,.、'

電 子 計算 機 は コ ン ピ ュー タ装 置,機 械(ハ ー ドウ ェア)だ けで は役 に立 たず,プ ロ グ ラ ム利 用 技 術

(ソ フ トウ ェア)が 備 わ って,は じめ て そ の機 能 を発揮 す る。 しか もOECDの 技 術 格差 報 告 書 に よ

れ ば1970年 代 の後 半 に は コ ン ピ ュー タ コス トに 占 め られ るソ フ トウ ェ アの比 率 は70%を 占 め る よ うに

な る とい わ れ て お り,今 後情 報 化 の 進展 に と って ソ フ トウ ェアの 重 要 性 は一 層 高 ま る と予 想 され て い

る。 この よ うな情 況 にお い て ア メ リカ メー カ ー に対 す る ソ フ トウ ェア な どの競 争 力 の 向上 を計 るた め,

1970年 度 か ら本 制 度 が 設 け られて い る。本 制度 は コ ン ピ ュー タ メ ー カ ー ソ フ トウ ェ ア業 者 に対 し,

そ れ らの ソ フ トウ ェア の開 発 及 び情 報 処 理 技術 者 の教 育,研 修 の た め に要 す る建 物,土 地 電 子 計 算

機 関連 設 備 につ き融 資 を行 な う こ と とな って お り,1973年 度 は25億 円 が計 画 され て い る。

④ 機 電法 に基 づ く開銀 融 資

本 制 度 は機 電 法 に基 づ く高 度 化 計画 に定 め る製 品 の性 能 ま た は品 質 の 向上,生 産 費 の合 理 化 の 目標

を達 成 す るた め に必要 な設 備 投 資 な い し適 正 な 生 産 の規 模,事 業 の共 同化,品 種 の専 門 化 その 他高 度

化 計 画 に沿 った合 理 化 に関す る事 業 の遂 行 の た めの 設備 投 資 に対 し融 資 を行 な う制 度 で あ り,73年 度

に は特 定 機 械 工業,特 定 電 子工 業 あ わせ て85億 円 を計 画 され て い る。

E税 制上の優遇措置

国産 コンte・a・一ータ をJECCを 通 して レン タル す る場 合,ユ ー ザ ー か らの レン タルバ ックが あ る と,

コ ン ピ ュー タ メ ー カ「 はJECCよ りこ れ を その 時 の残 存簿 価 で 買戻 す こ とにな って い る。 この 時 に

当然 買戻 損 失 が 発 生す るこ と とな るが,メ ー カー がJECCの 販 売 時 点 に お いて そ の代 金 を全 額益 金

に 計 上 す る場 合 に は この買 戻 損 失 の部 分 の 金 額 を前払 い して い る勘 定 に な る。 そ の よ うな 事 情 か ら

1968年 度 に租 税 特 別 措 置法 で,電 子計 算 機 買 戻 損 失 準備 金 制 度 が 創設 され、 販 売価 格 の10%を 積 み 立

て るこ とが 認 め られ た。 そ の後1970年 度 に お いて 積 み 立 て率 が15%と な り,さ らに1971年 度 に は この

措 置が2年 間 延長 され る と と もに,JECC以 外 の リー ス 会社 等 に対 す る販 売 額 につ い て も積 み 立 て

が認 め られ るよ うに な った 。次 い で1972年 度 に は.積 み立 て 率 が5%ふ えて20%と な り,本 年 度 にお

い て は さ らに2年 間 本 制度 が 延 長 され る ことが 決 定 され た。'-t・

ま た,情 報 処 理 の普 及 とユ ー ザ ー の買 取 りを促 進 す る こ とに よ って.メ ー カー の レン タル 資金 負 担

を軽 減 す る こ とを 目的 と して,1970年 度 よ り電 子 計算 機 の特 別 償 却 制 度,71年 度 よ り電 子 計 算機 に対

す'る固 定資 産 税 の軽 減 措置(以 上 いず れ も対 象 は情報 処 理 の高 度 化 に資 す る電 子計 算 機 として主 記 憶

装 置 の 記憶 容 量12万 ビ ッ ト以上 の もの)が 設 け られ て い る。な お,特 別償 却 割 合 は1/4(72年 度 よ り,

創 設 時 は1/5)固 定 資産 税 の 軽減 割 合 は1/3で あ る。

、'、
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情報処理振興事業協会

情報処理振興事業協会は,「 プログラムの開発および利用の促進並びに情報処理サービス業等を営

む者に対する助成に関する業務を行な う」ことによって情報処理の振興を図ることを目的 と して,

「情報処理振興事業協会等に関する法律」(昭 和45年 法律第90号)の 規定により,1970年10月 に政府

特別認可法人 として設立 された。

協会の実施 している主な事業は,

① プログラムの開発,買 上げおよび普及業務

② 情報処理サービス業およびソフ トウェア業などに対する債務保証業務

③ 情報処理に関する調査 とその成果の普及

である。

Aプ ログ ラムの開発 お よび普 及

協 会 は,わ が 国 の情報 処 理 の振 興 を図 る ため 開 発 を と ぐに促 進 す る必 要 が あ り,か っ,プ ログ ラ ム

め 開 発 の成 果 が 企 業 な どの事 業 活動 に広 く用 い られ る と認 め られ るプ ログ ラ ム,い わ ゆ る先 進 的 で 汎

用 性 の あ るプ ログ ラ ムの 開発 ・普 及 を業 務 の 対 象 と して い る。 この うち,開 発 コ ス トが多 大 で あ る と

か,ま た,開 発 期 間 が 長 期 に わ た るた め民 間 企 業 な どで は開 発 の促 進 が 期 待 され えな い プ ログ ラ ムに

っ い て は,協 会 が資 金 を負担 し,民 間研 究 機 関 な どに委 託 して 開発 を促 進 してい る。 ま た,す で に民

間 の 自主 的 努力 に よ って 開発 が進 め られて い る プ ログ ラ ムで あ って,こ れ を特 定 の 企業 の みが 保 有 す

る こ とな く広 く利 用 させ る こ とが 望 ま しい もの につ い て は,そ の普 及 を図 るた め協 会 が買 上 げ る こ と

と して い る。

委 託 開 発 ま た は買 上 げ によ って 協 会 が取 得 した フ。ログ ラム は,利 用 を希 望 す る者 に貸 付 な ど を行 な

って普 及 を図 る。

1973年3月 ま で の時 点 で,す で に開 発事 業 が 完 了 し,プ ロ グ ラ ムの貸 付 が可 能 な もの は下 記 の とお

りで あ る。 な お,貸 付 料 は長 期 使 用,月 単 位 使 用,都 度 使 用 の ぞ れ そ れ につ いて 定 め られ て い るが,

月 単 位 の 場 合 の 貸付 料 を カ ッコ内 に明 示 した(円)。

① 各 種 デ ー タ変 換 プ ロ グ ラム(40,000)へ
② 汎用人事プログラムパ ッケージ(30,000)
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③ 漢 字 か な 混 り文 変換 プ ロ グ ラ ム(150,000)

④ 業 務 研 修 の た め の シ ミュレー シ ョン ・プ ロ グ ラ ム(製 造 業一 般 用)(60,000)

⑤ 業 務 研 修 の た め の シ ミュレー シ ョン ・プ ロ グ ラ ム(商 事 会 社 用)(60,000)

⑥ プ ログ ラ ム ・テ ス トデ ー タ ・ジ ェネ レー タ(30,000)

⑦ ドキ ュメ ン ト管 理 フ。ログ ラ ム(45・000)

⑧ 統 計解 析 プ ログ ラ ム(32・000)

⑨ 汎 用 フ ァイル ・マ ネ ジメ ン ト(検 討 中)

⑩ テ クニ カ ル ・プ リン ト ・パ ッケ ー ジ(80,000)

⑪COBOLフ 同一 チ ャ一 夕(検 討 中)

⑫COBOLコ ンバ ー タ(80・000)

⑬ 予 算 編 成 シ ミ ュレー シ ョン ・プ ログ ラ ム(100,000)

⑬ 生 産 管 理 シス テ ム(390'000)

⑮ ミニ コ ン用 プ ログ ラム ・ジ ェネ レー タ(110,000)

⑯ デ ー タ ・マニ ピ ュレー タ(80,000)

現在 開発 事 業 が 行 な わ れて い る フoログ ラ ム に は次 の もの が あ る。

① 消 費 財流 通 シ ス テ ム ・プ ログ ラ ム

② 情 報 シス テ ム ・フoログ ラム

③ 住 民 生 活 情報 シス テ ム ・プ ログ ラ ム

④ ミニ コン ピ ュー タ用簡 易COBOL言 語

⑤ 配 送 計 画 プ ロ グ ラム

⑥ 数 理 計 画 プ ロ グ ラム ・

⑦ オ ン ラ イ ン シス テ ム ・デ バ ック用 汎 用 シ ミュレ ー タ

⑧ グ ラ フ ィ ック デ ィス プ レー用 図 形 処 理 プ ログ ラ ム

⑨ 業 務 研 修 の た め の シ ミュレー シ ョン ・プ ログ ラ ム(マ ー チ ャン ダ イ ジ ング用)、

な お,1973年 度 につ い て は次 の 各 テ ー マ にっ い て発 注 を行 な う予定 で あ る。

①

②

③

④

⑤

FORTRANリ ー ス ・プ ログ ラム ・オ プテ ィマ イ ザ

COBOLリ ース ・フ。ログ ラ ム ・ア ナ ラ イザ

シス テ ム開 発 技 法 パ ッケ ー ジ(基 本 分 析 ・基本 設 計)(小 型 機二 一ザ ー向 け〉

コ ン ピ ュー タ利用 効 率 測 定 プ ログ ラ ム

FORTRANフ ロー チ ャー タ
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⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫
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COBOLフ ロー チ ャ一 夕(機 種 変換)

機 械 製 図 用言 語

高 速FORTRANコ ンパ イ,ラ

ダ イ ナ ミ ック ・プ ロセ ス ・シ ミュレー シ ョン

チ ェー ン ・ス トアの 出店 計 画 シス テ ム(基 本 分析 ・基 本 設 計)

電子 計 算 機 室 の 運営 管 理 プ ロ グ ラ ム(基 本 分析 ・基 本 設 計)

論 理IOCS(基 本 分 析 ・基 本設 計)

B情 報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置は,情 報処理サービス業者,ソ フ トウェア業者の業務高度化資金および一般

企業のプログラム開発資金の円滑な供給を行ない,も って情報処理サービス業者等の発展とプログラ

ム開発の促進を図ることを目的として1970年度から発足した制度である。本制度は資金運用部資金の

金融債引受けを見返 りとして,日 本興業銀行,日 本長期信用銀行,日 本不動産銀行の3行 が通商産業

省の推せんによって融資する。

融資の対象とする資金は次のとおりである。

,(1)情 報処理サービス業およびソフ トウェア業

① 電子計算機本体の導入および附属機器の導入に必要な経費

② プログラムの開発に必要な資金

③ プログラムの購入に必要な資金

④ 情報処理技術者の教育,研 修に必要な資金

⑥ オンライン情報処理サービスの開始に必要な資金など

i(2)一 般コンピュータ ・ユーザー

① 先進的なプログラムの開発に必要な調査,分 析費用

② 自社で使用するプログラムの開発に必要な資金など

なお,融 資条件は,金 利年7.45%,融 資限度は所要資金の80%以 下,融 資期間は原則 として3年 以

`内とな
っている。

本制度が発足 した1970年度においては,融 資枠は40億円であったが,1971年 度には95億円,1972年

度 は145億 円と飛躍的に拡大されている。
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コンヒ。ユータ利用の普及と高度化の傾向が強まるにつれて,ソ フトウェア開発 を担 当す るシステ

ム ・エンジニア,フ。ログラマなどの情報処理技術者の需要は急速に増大することが予想されている
。

現に通商産業省の 「情報処理実態調査」によれば3-1-b表 に示すようにすでに相当数の情報処理技

術者が不足しており,と くにシステム・エンジニア,上 級プログラマなどの上級情報処理技術者の不

足が著 しく,そ の養成は,最 も緊急な課題のひとっとなっている。このため,通 商産業省では 「上級

情報処理技術者育成指針」の作成,「 情報処理研修センター」の運 営,「情報処理技術者試験」の実

施,「情報処理研修経費の税額控除制度」の創設などの施策をとっている。

3-1-3表 情 報処理技術者の不足状況

職 種 名

シス テ ム ・エ ン ジニ ア

上 級 プ ログ ラ マ

初 中級 プ ログ ラマ

オ ペ レー ター

キー パ ンチ ャー

そ の 他

合 計

情報処理技術者数(人)

45年 ・月 「46年 ・月 47年3月

9,112

8,619

12,710

11,495

28,145

13,933

84,014

11,140

12,198

14,069

13,530

30,731

17,019

98,687

15,494

16,069

18,310

17,066

53,724

22,554

143,217

'充 足 率(%)

45年

16

65

79

92

81

46年 47年

40

57

76

83

89

42

59

80

84

94

注1)そ の他 は情報処理部 門の管理職 一 般職員で ある。

注2)充 足率 とは,各 年の4月 ～6月 の3ヵ 月 に補充 したい としている要員数に対 して充足で きる割合 をい

う。

A情 報処理技術者育成指針などの作成

情報 処 理関 係 の 教育 は歴 史 が 浅 く,教 育 内容 が確 立 して い ない 。 と くに,上 級 情 報処 理 技 術 者 の教

育 にっ い て は この 傾 向 が強 く,ま た,養 成 機 関 も少 な い た め非 常 に実 施 し難 い し効 果 もあ げ難 い
。 こ

の こ とは上 表 にお い て シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア,上 級 プ ログ ラ マの充 足 率 が 非 常 に低 い こ とか ら も推 測

で き る。 ..,、,・,,..,一.
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このため,企 業内での教育,そ の他の教育の場で体系的な教育が行なえるよう,次 のような情報処

理技術者育成指針が通商産業省の委託または援助によ り作 られている。

① 「上級情報処理技術者育成指針」

1969年 日本情報処理開発センター

② 「中級情報処理技術者育成指針」

(開発申)日 本情報処理開発センター

③ 「初級情報処理技術者育成指針」

1970年 目本情報処理開発センター

④ 「情報処理技術者初級テキスト」

1972年 日本情報処理開発センター

⑤ .「一般管理者向け企業内コンピュータ教育標準カリキュラム」

1971年 日本経営情報開発協会(現,日 本情報開発協会)

⑥ 「一般管理者向け企業内コンピュータ育成テキス ト」

1972年 日本経営情報開発協会(現,日 本情報開発協会)

B情 報処理研修センターの運営

情 報処 理研 修 セ ン ター は,わ が 国 の情 報 処 理 分 野 に お け る中 核 指導 者 とな る上 級 情 報技 術 者(シ ス

テ ム ・エ ン ジ ニ アお よび シ ニ ア ・プ ログ ラ マ),情 報 処 理 部門 の管 理 者,お よび 情 報 処 理 関連 教 育者

等 を直 接 養 成 す る こ と を目的 と して1970年3月 に設 立 され,同 年10月 か ら開講 され て い る。 研 修 コー

ス は シ ス テ ム ・エ ン ジニ ア ・コー ス,シ ニ ア ・プ ログ ラ マ ・コー ス,管 理者 コー ス,イ ン ス トラ ク タ

・コ ース,シ ス テ ム技 法 コー スの5種 類 の コー ス を設 けて 実 施 してい る
。 これ らの研 修 の 特 色 と して

は,① 学 識 実 務経 験 豊 か な最 高 水 準 あ るい は第 一 線 の 講 師,② 常 に時代 の要 請 に対 応 し得 る カ リキ

ュラ ムの編 成,③ マス教 育 を さ け,少 人 数 の グル ー プ教 育 方 式 の採 用,④ 徹 底 した 演 習方 式,事 例 研

究 方 式 の採 用 な どで あ る。 この よ うに完 備 した 設備 と環 境 の もとで教 育 して い るが,こ の種 の 教 育 ・

養 成 に は多大 の経 費 を要 す るた め,そ の運 営 につ い て は,日 本 自転車 振 興 会 の機 械 振 興資 金 に よ り積

極 的 な助 成 が行 な わ れて お り受 講 者 負担 を軽 減 して い る。

C情 報処理技術者試験の実施

情 報処 理技 術 者 の中 で もプ ログ ラ マの養 成 は,コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー によ る教育,企 業 内 教 育,

各 種 学 校 に よ る教 育 な ど各 方 面 で行 な わ れて い るが,そ の教 育 内 容 は さま ざま であ り,レ ベル も異 な

って い るた め研 修 後 の 実力 に もか な り差 が生 じて い る。

この 情 報処 理 技 術 者 試験 は,既 存 の プ ログ ラ マに対 して 目標 を示 し,そ の技 術 の 向上 を図 る こ と,'
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フ。ログ ラマ を養 成 す る場 合 の 教 育 水 準の 目安 を示 し,そ の 質 の 向上 を図 る こ と,社 会 的 に通用 す る客

観 的評 価 の 尺 度 を提 供 し,技 術 者 の社 会 的 地 位 の確 立 を図 る こ とな どを 目標 と して1969年 か ら実 施 さ

れ て い る。 当初 は第1種(シ ニ ア ・プ ログ ラ マ),第2種(ジ ュニ ア ・フoログ ラ マ)の 区分 で 実 施 さ

れ た が,シ ステ ム ・エ ン ジ ニ アの 不 足が 強 く訴 え られ て い るこ とに 鑑 み,1971年 よ り 「特 種 情報 処 理

技 術 者 試験 」が 実 施 され るよ うに な った。

1972年 度 まで の応 募 者数,合 格 者 な どは次 表 に示 す とお りで あ る。

3-1-4表

区 分 年 度 応募者数 受験者数 合格者数 合 格 率

人 人 人 %
1971 3,086 2,161 244 11.3

特 種 1972 2,497 1,577 236 15.0

計 5,583 3,738 480 12.8

1969 12,924 10,527 811 7.7

1970 10,279 7,179 977 13.6

一 種 1971 7,740 5,634 568 10.1

1972 6,643 4,469 406 9.1

計 37,586 27,809 2,762 9.9

1969 29,098 22,057 1,832 8.3

1970 24,200 16,249 1,649 10.1

二 種 1971 18,499 13,499 1,279 9.5

1972 13,821 9,748 2,280 23.4

計 85,618 61,553 7,040 11.4

合 計 128,787 93,100 10,282 11.0

D情 報処理研修経費の税額控除制度の創設

情報処理技術者の質的向上,量 的拡大を図るためには,学 校教育の充実等の地道な努力を重ねてい

かなければならないが,当 面の情報処理技術者不足に対応して,緊 急にその養成 を図るために,通 商

産業省において 「情報処理研修経費の税額控除制度」を1973年4月 よ り実施 している。

この制度は,適 切な教育計画を有し,そ の計画に基づいて実施する高度な教育研修にっいて.企 業

が情報処理技術者の育成のために投下 した資金的負担を軽減 し;か つピその育成努力の度合に応 じて

投下経費の一部を税額控除しようとするものである。

この制度の活用により,情 報処理技術者育成のための企業内教育が促進 されることが期待される。
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=
Aシ ンク ・タンクの必要 性

60年 代 にお い て わ が国 は高度 経 済 成 長 を続 け,輸 出 競 争力 を飛 躍 的 に増 大 させ た が,こ の 反面,公

害,都 市 の過 密 化,自 然 の 破壊 な どの問 題 を もた ら し,こ の よ うな新 しい課 題 の解 決 に対 して は,新

しい ア プ ローチ が 必要 とな って きて い る。 す な わ ち,個 々 の企 業 の効 率 化 だ けで な く,社 会 全 体 と し

て 最適 化 を図 る こ とが要 求 され,そ の た め に は研 究 に お け る異 質 学 問領 域 を綜 合 し,目 的指 向 的 な シ

ス テ ム ・ア プ ロー チが 必 要 とな って くる。

既 存 の研 究 機 関 は,縦 割 り的 な組 織 が 多 く,い ず れ か とい えば 問題 指 向 型 で な く,ま た大 学 自体 も

研 究 開 発 に専 心 で き る体 制 を も って いな い 。

この よ うな 新 しい課 題 の解 決 を め ざす 組織 ・機 関 が シン ク ・タ ンクで あ って,こ の シ ン ク ・タ ン1

は経 済 ・社 会 の 具体 的 ニ ー ズ に即 応 し,複 雑 な具 体 的 な 課題 を既 成 の概 念 に と らわ れず,総 合 的 な立

場 か らシス テ ム的 な ア プ ロー チ に よ り問題 を解 決 しよ う と して い る。 した が って政 府 の 政 策立 案 者 に

と って も民 間企 業 の トップ ・マ ネー ジ メ ン トに とって も新 た な課題 に対 抗 して,新 た な視 点 や手 法 で

取 り組 み,問 題 点 を発 掘 し,解 決 の 方 策 を提 案 す る よ うな新 しい研 究 機 関 へ の期 待 は,き わ め て大 き

くな りっ っ あ る。 ま た政府 や企 業 だ けで な く,大 学 等 の 教育 機 関 や 医療 機 関 をは じめ,70年 代 の多 難

な課 題 に直 面 す る多 くの組 織 体 にお いて も,同 様 に,シ ンク ・タ ンク の必 要性 は大 き くな って い る。

Bわ が国 におけ る シン ク ・タ ンクの現状

わが 国 の シ ン ク ・タ ン クの状 況 を考 え る場 合,ま ず そ の定 義 によ って,種 々 の見 方 が で き よ う。 産

業 構 造 審 議 会 シ ンク ・タ ン ク小 委 員 会(昭 和45年12月12日,中 間答 申)で は,次 の3っ を シ ンク ・タ

ン ク の特 色 と して い る。

イ 専 門 分 野 に つ いて の 深 い学 識 を有 す る人 材 を プ ロ ジ ェク トに応 じて 結集 し う る体 制 に あ る こと

ロ 多 数 の 人材 を有 機 的 に結 びつ けて イ ン ター デ ィシプ リナ リー な研 究 の展 開 が行 な え る こ と

ハ 基 礎 的 な原 理探 究 ば か りで な く,課 題 の具 体 的 解 決 の た めの研 究 開 発 を行 な うい わ ゆ る問題 指

向(プ ロ ジ ェク トオ リエ ンテ ッ ド)で あ る と同時 に,将 来 の プ ロ ジ ェク トを常 に予 想 して,そ の

解 決 を 目指 す 未来 指 向(フ ユー チ ュァ オ リエ ンテ ッ ド)の 研 究 開発 体 制 で あ る こ と

端 的 に い えば,複 雑 な課 題 を,既 成 の 概 念 に と らわ れ ず,シ ス テ ム的 な ア プ ロー チ に よ り解 明 し,
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解 決 策 を指 示 す る と ころ に その使 命 が あ る とい え る。

この よ うな定 義 に したが って,考 えて み る と,シ ン ク ・タ ン ク をめ ざす わ が 国 の研 究 機 関 は,1972

年9月 現 在70機 関 が設 立 され て い る。 これ らの シン ク ・タ ン クは,政 策 指 向,未 来指 向,シ ス テ ム指

向 な どそ れ ぞ れ特 長 を備 えて お り,そ の発 生 の理 由 をみ る と,次 の5型 式 に分類 す る こ とが で きる。

④ 型 当初 か ら本 格 的 に委託 調 査 を め ざす もの(13機 関)

◎ 型 電子 計 算 機 の ソ フ トウ ェア会 社 と して設 立 され,順 次 イ ンタ ーデ ィシプ リナ ーな 委託 調 査 の

業 務 に も進 出 しつ つ あ る もの(19機 関)

◎ 型 従来 か ら企 業 ない し企 業 グ ル ープ の研 究 機 関 として の機 能 を果 して きた が,最 近 に な って 独

立 の 研究 機 関 と して シ ンク ・タ ン ク をめ ざす よ うにな った もの(20機 関)

◎ 型 産 業 グル ー プ に基 盤 を もち,設 立 当初 は デ ー タ計 算 サ ー ビス等 も行 な い つっ,グ ル ー プの シ

ンク ・タ ン ク をめ ざす よ うに な っ た もの(7機 関)

3-1-1図 シ ンク ・タ ン ク発 生 源 別 ・設 立 年 別 推 移
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⑥ 型 大 学 教 授等 の研 究 者 グル ー プが 財 団 法人 等 の組 織 に よ り社 会 開発 研 究 を め ざ して い る もの,

(11機 関)

こ の分 類 に もとつ い て 発生 源 別 年 次 毎 の 機関 数 の 推移 図 を グ ラ フ化 した もの か らわ か る よ う に,

1969年 以 降急 速 に増 加 して お り,と くに◎ 型 や⇔ 型,す な わ ち産 業 な い し企 業 の グル ー プか らの要 請

に応 え るた め,必 然 的 に シ ンク ・タ ン ク をめ ざす 機 関 は急 速 に増 加 しつ つ あ る。

これ らの シ ンク ・タ ン クの72年 度 にお け る年 間 売 上高 は 約250億 円 と推計 され る。 ただ し,こ の 売

上 高 の中 には,計 算 サ ー ビス お よ び電 子 計 算機 の ソ フ トウ ェア開 発売 上 高150億 円 を含 ん で い るた め,

これ を除 く,シ ンク ・タ ン ク部 門 の売 上 高 は約100億 円 で あ る。 この数 字 が ほぼ 現 在 わが 国 の シ ンク ・

タ ン ク ・マー ケ ッ トの 規模 と して推 定 され る。 わが 国 の シ ン ク ・タ ンク は1969年 そ の萌 芽 期 を迎 え,

そ の マ ーケ ッ トは年 平 均30数%(70年 ～71年 通 産 省 サ ンプル 調 査36社 平 均 伸 び率35.9%,71年 ～72年

通 産 省 サ ン プル 調査41社 平 均伸 び率30.3%)の 伸 び率 を示 して きた。 しか しな が らそ の経 営状 況 は必

ず し もま だ安 定 して お らず,経 営基 盤 は総 じて脆 弱 とい え る。

これ に対 して アメ リカ にお け る シン ク ・タ ンク は現 在 お よ そ400あ ま りの機 関 が あ り,売 上高 は20億

ドル(約5,500億 円)と い われ て い るが,わ が 国 の規 模 は,こ れ と比 較 す る とま だ数 十 分 の一 と,彼

我 の格 差 は大 き くまだ 揺 らん期 に あ る とい えよ う。

Cシ ン ク ・ タ ン ク の 振 興

(1)こ れ まで の経 緯

1970年7月,政 府 は産 業構 造 審 議 会 シ ンク ・タ ン ク小 委 員 会 に,「 わが 国 に お け るシ ン ク ・タ ン ク

の あ り方 」 につ いて 諮 問 を行 な い,同 年12月,そ の 中 間答 申 を得 た。 その 中 で,政 府 の と るべ き施 策

と して,① 民 間 シン ク ・タ ンク の育 成 強 化,② 公 共 的 シン ク ・タ ンク設 立 の 必 要 性 を述 べ,そ の具 体

的施 策 につ い て の提 言 を行 な って い る。

この た め,政 府 は;1971年 ・72年 の 両 年 度 に わ た り,民 間 シ ンク ・タ ン クの 育成 お よ び,公 共 的

シ ン ク ・タ ン ク設 立 推 進 の た め の調 査 費 と して総 合 研 究 開発 調 査 費(71,72年 度 そ れ ぞれ1億5千 万

円)を 計 上 し,予 算 実 施 に あた って は,各 省庁 に必 要 とす る予 算 額 の移 し替 え をす るこ とと した。 そ

の具 体 的配 分 は次 の とお りで あ る。

1971年1972年(百 万 円)

通 商 産 業 省 民 間 シ ン ク ・タ ン クの 育 成 の た めの 委託 事 業5050

経 済企 画 庁 総 合 研 究 開発 機 構 設 立 準 備 調査5050

科 学 技 術 庁 日本 型 科 学技 術 シ ステ ムの設 計5050

以上 の よ うに2ケ 年 にわ た る施 策 に よ って得 られた結 論 と して は,次 の とお りで あ る。

① 民 間 シ ン ク ・タ ン ク は機 動 的 な活 動 が 可能 で あ り,在 野 の 人 材 を発 掘 し,活 用 す るこ とによ っ
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て 効 率 的機 能 を果 す もので あ る とい う観 点 か ら これ を積極 的 に育 成 活用 す る必 要 が あ る。 ま た シ

ン ク ・タン ク は,産 業 構 造 の知 識集 約 化 へ の 指 向 とい う観 点 か ら,そ の発 展 が 望 まれ て い る知 識

集 約 型 産 業 の中 核 とな るべ き産 業 と して 捉 え られ て お り,こ の た め,現 在 ぜ い弱 と目 されて い る

存 立基 盤 を早 急 に確 立 す るた め,こ こ当分 その 助成 を図 る必 要 が あ る。

② 一 方,現 代 社 会 の 当面 す る諸 問題 に関 す る大 型 調査 研 究 の 実 施 先 駆 的 ・汎 用 的手 法 等 の 調査

研 究 に 関 して は,第 一 に,長 期 的 ・基 礎 的 研 究 の積 重 ねが 必 要 で あ り,資 金 的 な負 担 が 大 きい こ

と,第 二 に,政 府施 策 の 意 志 決定 に結 びつ くプ ロ ジ ェク トは,公 共 的性 格 を もった組 織 で 調査 研

究 され る こ とが 望 ま しい こ と等 の理 由 に よ り,公 共 的 シ ン ク ・タン クの 設 立 が必 要 で あ る。

この 検討 結 果 をふ ま えて,政 府 は73年 度 に,新 た な施 策 の展 開 を図 ってい る。

す な わ ち,従 来 の 一括 計 上 予 算(総 合 研 究 開発 調 査 費)を 組 み替 え,関 係3省 庁 独 自の予 算 と して

発 展継 続 させ る とと もに,新 た に,公 共 的 シ ンク ・タ ン ク として 「総 合 研 究 開 発機 構 」 を設 立 す るこ

と とし た。

この よ うな施 策 を通 じ,民 間 シ ンク ・タ ン ク,公 共 的 シ ン ク ・タ ンクぞ れ そ れ の特 色 を総 合 的 に活

用 して 問題 解 決 に当 る研 究 開 発 体制 の整 備 が 進 め られ て きて い る。 次 に48年 度 に お け る,こ れ らの施

策 の具 体 的 内容 を述 べ る。

(2)民 間 シン ク ・タ ンク の育 成

通 商 産業 省 で は,経 済 社 会 の変 化 に伴 うニ ー ズ に即 応 した プ ロジ ェク トを積 極 的 に シ ンク ・タ ン ク

.に発注,活 用 す る シス テ ム を確 立 す る た め,46年 度 よ り,プ ロジ ェク ト委 託 に よ る調査 事 業 を行 な っ

て い るが,48年 度 にお い て も引 き続 い て実 施 す る こ と と して い る。

委 託 金 額

フ。ロ ジ ェク ト数

71年

(総合研究開発調査費)

,50

5テ ー マ

72年

50

5テ ー マ

73年

(総 合 調査 研 究 費)

50

5テ ー マ

(百万円)

政 府 プ ロ ジ ェ ク トの 委託 は,民 間 シ ンク ・タ ン クに と って需 要 確 保 とい う意 味 の み な らず テー マが

尖 端 的 で あ り,創 造 的 ア プ ローチ が 出来 得 る機会 が多 い た め,そ の技 術 水準 の 向上,オ ン ・ザ ・ジ ョ

ブ ・ トレー ニ ン グ に よ る人 材 の 養 成 等 が 図 られ る とい う効 果 を もつ もの と考 え られ る。 この た め,通

商産 業 省 で は,73年 度 の 委託 テ ー マ を,1970年 代 にお け る通商 産 業 政 策 の新 た な展 開 に対 応 した政 策

課 題 か ら,多 領 域 ・境 界 領域 に ま た が る 研 究 開 発 テ ー マ と して,次 の5テ ー マ を取 りあ げ,民 間 シ ン

ク ・タ ンク に対 す る公 募 に よ る委 託 発 注 を実 施 して い る。

① 産 業 情 報 化 の効 果 に関 す る計 量 的 把握

② 工 業 製 品 の安 全 性 評価 方 法 の開 発
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③ 地元福祉型モデル発電立地システムの開発

④ 流通近代化施策の競争秩序におよぼす影響について

⑤ 企業の ミニマム ・リクワイヤメントについて

また経済企画庁 ・科学技術庁においても,73年 度は各々 「総合的研究開発促進費」 「総合開発研究

調査費」を計上 し,各 々民間シンク ・タンクの活用を図っている。

(3)総 合研究開発機構

すでに述べたとお り,わ が国民間シンク ・タンクは,近 年著しい発展をとげてきたとはいえ,い ま

だ経営基盤 も脆弱で,そ の規模 も小さく,米 国等 と比較すると能力的にもいまだ充分とはいえない状

況にある。このため政府は,こ れを積極的に育成す る一方,シ ンク ・タンクに関する総合的な機能を

もつ機関 として,民 間シンク ・タンクの活用および助成を図 りっっ,自 らも緊急かっ大規模な課題や

基礎的理論について調査研究を行なう機関を設立す ることとし,特 別認可法人 「総合研究開発機構」

を発足 させる運びとなった。

「機構」の構想は最終的に基金300億 円,500人 員名 を擁iする総合的シンク・タンクとして整備され

る計画であり,出 資金は政府,民 間の折半出資 となる見込みである。このため政府は,73年 度予算編

成に当って,初 年度分 として30億 円の出資 をす ることを決定し経済企画庁に予算を計上した。次いで

48年第71回 国会において,そ の設立法案(総 合研究開発機構法)が 提出,審 議され,設 立の可決が得

られた。

同法によれば,「 機構」の業務は次のとお りである。

① 総合的な研究開発の実施および助成

② 総合的な研究開発に関する情報の収集,整 理および提供

③ 総合的な研究開発に関する研究者に対す る研修および総合的な研究開発の企画調整に当る者の

養成

④ 総合的な研究開発に関する研究者に対する研究施設その他施設の提供

⑤ 総合的な研究開発に関する研究機関との提携および交流

このように,政 府 ・民間の協力の下に公共的シンク ・タンクの機能を有す る 「総合研究開発機構」

を設立し,発 展しつっある民間シンク ・タンクと協力しつつ70年代にわが国が直面している諸問題を

解決するための,新 しい研究開発体制の整備が図られている。
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5i基 盤 整 備

A電 子計算機利用高度化計画

情 報 処理 の普 及高 度 化 の ガ イ ドライ ンを示 し,も って情 報 化 推 進 施策 の斉 合 的 実施 を図 る と と も

に,情 報 産 業 お よび情 報 処 理 関 係 者 の参 考 に供 す るた め,情 報 処理 振 興 事 業 協会 等 に関 す る法律 第3

条 に基 づ き 「電子 計 算 機 利 用 高度 化計 画 」 が 定 め られ て い る。

この高 度 化計 画 の 内容 は,次 の2点 で あ る。

① 情 報 処 理 の振 興 を図 るた め,利 用 を と くに促 進 す る必 要 が あ る電 子 計 算機 の設 置 目標

② 情 報処 理 の振 興 を図 るた め,開 発 を と くに促 進 す る必 要 が あ る フ。ロ グ ラ ム(広 く利 用 され る種類

の もの に 限 る)の 開 発 目標

この 計画 の策 定 に当 って は,1970年10月 に(社)日 本電 子 工 業 振 興 協 会 お よ び(財)日 本 情 報 処理

開発 セ ン ター に 「情 報 化 指標 作 成 委 員 会 」 を設 置 し,約6か 月 間 にわ た って,計 画 の作 成 に必 要 な基

礎 的 作 業 を実 施 した 。 同委 員 会 は,電 子 計 算 機 の 設 置 目標 お よ び プ ログ ラムの 開 発 目標 の ほか,情 報

処 理 サ ー ビス業 の 売上 高 予 測 等,広 い範 囲の 情 報 化指 標 につ いて検 討 を行 な った 。 これ らの 作 業 を受

けて,政 府 は,情 報 処 理 振 興 審 議 会 等 の了 承 を得 て,高 度 化 計 画 を定 め,1972年1月,告 示 した。 な

お,こ の計 画 は,情 報 化 の 進展 に即 応 して,見 直 しが 行 な わ れ る予 定 で あ り,現 在,そ の作 業 が進 行

中 で あ る。

.a)電 子 計 算 機 の 設 置 目標

(1)「 情 報処 理 の振 興 を図 るた め,利 用 を と くに促 進 す る必 要 が あ る電 子 計算 機 」 と は,汎 用 機 で あ

り,か つ,コ ス トパ フ ォー マ ン ス のす ぐれ た もの に限 る こ と と した。'

(2)設 置 目標 は,当 面,ア メ リカ とのい わ ゆ るコ ン ピ ュー タ ・ギ ャ ップの解 消 を図 る こ とが 急 務 と考

え,情 報 化 指 標 と もい うべ き電 子 計 算機 設 置 額 の対GNP比 率 に つ い て,1975年 度 に,ア メ リFカ・の

1970年 の水 準(対GNP比 率2.5%)に まで高 め る こ と と した。

その結 果 は,次 の とお りで あ り,こ れ を型 別 にみ れ ば,超 大 型 機,大 型 機 お よ び超 小 型 機 の急速 な

伸 びが 予想 され て い る。

1975年 度 末 の 設置 金 額3兆5,000億 円

(型別 内 訳)大 型.2兆4,300億 円

中 型7,600億 円.v
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小 型2,000億 円

超 小 型1,100億 円

(注1)設 置 金 額 とは,設 置 され て い る電 子計 算機 の買 取価 格(レ ン タル は,買 取 価格 ペ ー ス に換

算)の 総 和 で あ り,償 却 計 算 は行 な って い な い。

(注2)1972年5月,(社)日 本電 子 工 業 振 興協 会 が行 な った電 子 計 算機 の需 要 予 測 に よ れ ば,1976

年 度 末 の 設置 金 額 は,4兆6,500億 円 とされ て い る。

b)プ ログ ラ ムの開 発 目標

ア メ リカ との ソ フ トウ ェア ・ギ ャ ップ を解 消 す るた めお よ び今 後 の 情報 処 理 の普 及高 度 化 とわ が 国

経 済社 会 発 展 の た め,大 き く寄 与 す る と考 え られ るプ ログ ラムで あ り,か つ,開 発 の緊 要 性 が 高 く,

また,1975年 度 まで に,技 術 的 に,試 作,実 用 化,性 能 向上 ま た は汎 用化 が可 能 で あ る と予 測 され る

プ ロ グ ラム を開 発 目標 と して 示 した もの で あ る。

c)情 報処 理 サ ー ビス菜 箸 の 売 上 高 の 目標

わ が 国 の情 報 化 が 円滑 に進 展 す るた め に は,情 報 化 社会 の キー イ ンダ ス トリー で あ る情 報処 理 サ ー

ビ ス企 業 等 が ア メ リカ並 み の 水 準 に ま で成 長 して い る こ とが必 要 で あ る。 この よ うな考 え 方 か ら,

1975年 度 に は,ア メ リカの1970年 度 の水 準 に達 す るよ う目標 値 を示 した もので あ る。

情 報 処 理 サ ー ビス業 の 売上 高3,000億 円

(う ち,情 報 提 供 サー ビス業)(150～200億 円)

ソ フ トウ ェ ア業 の売 上 高2,500億 円

合 計5,500億 円

Bプ ログラム調査 簿

ソ フ トウ ェ アの流 通 を図 るた め に は,ま ず,誰 が,ど の よ うな フ。ログ ラ ム を もって い るか が 明 らか

に され な け れば な らな い。 この よ うな プ ログ ラ ムの所 在 情報 を提 供 し,流 通 の きっか け を作 るのが,

プ ログ ラ ム調 査 簿 の 目 的で あ る。

プ ログ ラ ム調 査簿 は,昭 和45年 度 か ら,情 報処 理 振 興 事業 協 会 等 に関 す る法 律 第5条 の規 定 に基 づ

き,ソ フ トウ ェ ア流 通 促 進 施策 の第 一 歩 として設 け られ た もので あ り,現 在 まで,そ の昭 和47年 度 版

まで が政 府 刊 行 出版 物 と して 市販 され て い る。

この プ ロ グ ラ ム調 査 簿 は,一 般 ユ ーザ ーや コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー や ソ フ トウ ェア企 業 な どが所 有

す るプ ログ ラ ムの うち,一 般 に流通 させ るこ とを希 望 す るプ ログ ラ ムにつ いて,プ ログ ラ ム名,保 有

者 名,使 用 可 能 な電 子 計 算 機 の種 類,使 用 して い るプ ログ ラム言 語,業 務 の内 容,処 理 時 間,提 供 条

件 等 を一 定 の 様式 に よ り記載 した もので,こ れ を一 般 ユ ーザ ーの 閲覧 に供 す る こ とに よ って,流 通 の

き っか け を与 え る こ と と して い る。...
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この プ ログ ラ ム調 査簿 は,毎 年 見直 し を行 な って更 新 して い くこ と と して い る。 昭和45年 度 版 お よ

び昭 和47年 度 版 の 収録 状 況 は,次 の とお りで あ る。

わ が 国 の情 報 化 の進 展 を反 映 して,プ ロ グ ラ ムの収 録 本 数 は,年 々着 実 に増 大 して お り,と くに,

アプ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラ ムの 中 で事 務 計算,ラ イ ブ ラ リー ・プ ロ グ ラ ムの な か で数 値 解析,シ ス

テ ム ・フ。ログ ラ ムの な かで オ ン ライ ン制 御 プ ログ ラ ムの 増 加 が 目立 って い る。

こ れ を 業 種 別 に み る と,シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム,ラ イ ブ ラ リー ・プ ロ グ ラ ム に お け る コ ン ピ ュ ー

タ ・メ ー カ ー の 圧 倒 的 優 位,ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム に お け る 計 算 セ ン タ ー や ソ フ ト ウ ェ ア ・

ハ ウス の優 位 が うか が われ る。 ま た,社 別 にみ る と,コ ン ピ ュー タ ・メー カー や大 手 計 算 セ ン ター の

優位 が 目立 って お り,上 位10社 で調 査 簿 の か な りの 部 分 を占 め て い る。 これ は,プ ロラ グ ム調 査 簿 の

利 用 が まだ 十 分 に は行 なわ れ て い な い こ と を示 して い る と もい え よ う。

3-1-5表 昭和47年 度プログラム調査簿収録本数

分 類

アプ リケーシ ョンプログラム

1.事 務 計 算
01生 産管理,工 程管理

02在 庫管理,資 材管理,部 品管理
03原 価管理,購 買管理,積 算 見積
04販 売管理
05財 務管理,会 計管理
06輸 送管理
07給 与計算,人 事管理
08銀 行,証 券 業務
09保 険業務
10税 務業務,不 動産業務

11医 療業務
12教 育
13官 庁,公 益業務
14総 合業務,そ の他

計

2.経 営科 学

(1}OR技 法
01数 理 計画

02シ ミュ レ ー シ ョン

03PERT-CPM等

04予 測

計

3.科 学技術計算

口)土 木工学,設 計,解 析
01建 築
02土 木
03造 船
04そ の 他

数 値 制 御
統 計,確 率

01統 計解析
02集 計

図 形 処 理
電 気,化 学

物理原子力,光 学
宇宙,航 空,海 洋開発

1件 数

} 211

154

67
20

102

60

21

71

27

39

20

104

896

50

53
66

54

223

36

117

6

140

86

149

31
'34

57

124

37

分

(8)そ の他

類 1件 数

93

計

ll.ラ イ ブ ラ リー プ ログ ラ ム
1.数 値解 析

ll認 直鞠}直 ミ多㍑ 行列言+算}
03代 数方程式連立方程式
04数 値微分,微 分方程式
05数 値積分

§i弊:析/
09そ の他

2.統 計

3.そ の 他

計

皿.シ ス テ ムプ ログ ラ ム
1.制 御 プ ログ ラム

01ス ーパ ー バ イ ザ

02デ ー タ管 理

03オ ン ライ ン制御

04そ の 他.

計

2.言 語 処 理 プ ログ ラム

IV.'ユ ー テ?リ テ ー プ ログ ラ ム

01分 類,併 合

02編 集 プ リン ト

03変 換

デ ー タ変換 ・ ‥

プ ログ ラ ム変換 〆

媒 体 変換
04デ バ ッギ ング プ ログ ラ ム

05フ ァイ ル 管 理, .フ ァイル メ ンテ ナ ン
ス コ ピー

06シ ステ ム機 能管 理,運 用 管理

910

145

125

56

92

44
141

35

62
56

10

766

30

27

25

20

102

173

35
27

65

32

68

63

87

21

総
計

計
398

3,468
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Cソ フ トウ ェアの法的保護

ソ フ トウ ェア の流 通 を図 るた め に は,流 通 の過 程 で ソ フ トウ ェアが第 三 者 に盗 用 され た りす る こ と

の な い よ うな ん らか の 法 律上 の保 護 を与 え る こ とが必 要不 可 決 で あ る。 これ が ソ フ トウ ェ アの法 的保

護 の問 題 で あ るが,ソ フ トウ ェア は,普 通 の有 体 物 で あ るttモ ノ"と は異 な る性 質 を有 す るた め,い

ろ い ろ難 しい問 題 を生 じて い る。

この ため,通 産 省 で は,重 工 業 局 に 「ソ フ トウ ェ ア法 的保 護 調査 委 員 会 」(委 員 長,北 野重 雄 情 報

処 理 振 興事 業 協 会 理 事 長)を 設 け,1971年6月 か ら,23回 に わ た り,ソ フ トウ ェアが 既 存 の 無体 財産

権 に関 す る法 律 で保 護 され るのか ど うか,保 護 され ない とす れ ば,こ れ らの 法 律 を ど う改 正 す べ き

か,あ る い は ソ フ トウ ェ アの 法 的保 護 の た め に新 しい法 律 を作 るべ きで あ るか ど うか,な ど を総 合 的

に検 討 した 結果,1972年5月 一 応 の結 論 と して,「 ソ フ トウ ェアの法 的保 護 に つ い て」 と題 す る中間

報 告 書 を発表 した。

この報 告 書 は,ま ず,「 ソ フ トウ ェ ア法 的 保護 の意 義 と必要 性 」 「保 護 す べ きソ フ トウ ェ ア とそ の

保 護 の 態 様 」 な どにっ い て述 べ,① 主 と して流 通 の促 進 とい う観 点 か ら法 的 保護 を 図 るべ きで あ る こ

と。 ② 法 的 保護 の対 象 は,プ ログ ラ ム作 成 の も と とな る アイ デ アで は な く,プ ログ ラ ム 自体 とす べ き

で あ る こ と,③ 法 的 保護 の態 様 は,自 ら作 った もの を他人 が無 断 で複 製 使 用 す る こ とは 禁 止 で き る

が,他 人 が 独 自に開 発 した もの を実 施 す るの は,さ しっ か えな い とすべ きで あ る,と して い る。

次 に,「 法 的保 護 の現 状 」 と して,現 行法 制 に よ る ソ フ トウ ェアの法 的保 護 につ いて,わ が 国,外

国,国 際 関 係 の3っ に分 けて述 べ て い る。結 論 と して は,特 許 法 にっ い て は,プ ログ ラ ムが 特 許 にな

1り うる と して も
,新 規 性,進 歩 性 な どの 特 許 の要 件 を満 た す もの は ご く僅 か で あ り,大 部 分 が 保 護 さ

れ な い こ と,ま た,他 の 分野 に比 し,検 索 ・審 査 が困 難 で あ る こと,著 作 権 法 に つ い て は,プ ロ グ ラ

ムが著 作 物 で あ る と して も,著 作 権 に よ る保護 は,プ ロ グ ラ ムの複 製(コ ピー)に 及 ぶ の み で プ ログ

ラム の実 施(使 用)に は及 ば な い こ と,な ん らの公 開 示 制度 の存 しな い わが 国 で は,重 複 投 資 は避 け

られず,流 通 の 促進 に は役 立 た な い こ と,契 約 法 にっ いて は,第 三 者 の手 に よ る侵 害 に は対 抗 で きな

い こ と,不 法 行為 法 につ いて は,ソ フ トウ ェ アの 侵害 訴 訟 は立 証が 非 常 に困 難 で あ る こ とな どの 難 点

:
、が あ り,ソ フ トウ ェア の法 的 保護 の た め に は現行 法 制 で は不十 分で あ る と して い る。 な お,外 国 の 現

1状 の項 で は,各 国 の現 状 に加 えて,最 近 の動 き と してWIPO(世 界 知 的所 有 権 機 構)の 活 動 や,新

,規 立 法 の ひ とつ の提 案 と して,ア メ リカIBM社 の ギ ャル ビ試 案 を紹 介 して い る。

1最 後 に
,報 告 書 は,「 新 規 立 法 の検 討 の方 向 」 と して それ まで の議 論 を集 約 し,そ の 前提 の うえに

立 って将 来 の望 ま しい案 と して,新 規 立 法 の試 案 を ま とめて い る。 しか しな がか ら,諸 外 国 の動 向が
:

必ずしもはっきりしていない現時点において,わ が国のみが早急に新規立法を行なうことは必ず しも

得策ではないとして,当 面は,そ れまでのいわば経過的試験的な措置 としてなん らかの任意的制度を
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設 け,そ の実 施 状 況 や諸 外 国 の 動 向 に十 分 配慮 しな が ら,さ らに 試 案 の 内容 につ い て検 討 を加 えて い

くべ きで あ る と して い る。 ま た,こ の試 案 はい わ ば ひ とつ の ¶更た た き台"で あ り,こ れ を広 く関 係 各

界 にPRす る こ と によ って,こ の 問題 に対 す る関心 を呼 びお こ し,そ の フ ィー ド ・バ ック に よ って さ

らに検討 を進 めて い くこ とが 望 ま しい とされ て い る。

D情 報処理サービス企業等台帳制度

コ ン ピ ュー タの 急 速 な普 及 と,そ こで蓄 積 され処 理 され る情 報量 の飛 躍 的 増 大 に伴 い,日 経 マグ ロ

ウ ヒル事 件 に み られ る よ うな企 業 秘密 の ろ うえい や プ ラ イバ シー の 侵害 が重 大 な 問題 とな って きた 。

と くに,顧 客 のデ ー タ を大量 に取 扱 う情 報 処 理 サ ー ビス業 な どにつ い て は,コ ン ピ ュー タ を利用 した

企 業秘 密 の侵 害 や 犯 罪 な どが発 生 す る可 能 性 が大 きい もの と考 え られ る。

アメ リカ に おい て も,コ ン ピ ュータ ・プ ロ グ ラム に手 を加 え る こ とに よ って行 な わ れ た犯 罪 や,誤

情 報 によ って銀 行 取 引 を停止 させ られ た消 費 者 な どの事 件 が 起 きて お り,こ れ ら弊 害 の防 止 が重 要 な

問 題 とな って きて い る。

した が って,わ が 国 情 報化 の健 全 な発 展 と情 報処 理 サ ー ビ ス企業 等 の健 全 な発展 を図 るた め に は,

これ らの弊 害 を防 止 し,ユ ーザ ーが 安心 して 発 注 で き る体 制 を作 る必要 が あ る。

この た め に は,情 報処 理 に携 わ る人 間 と くに 情報 処 理 サー ビス企 業 等 の情 報処 理技 術 者 の機 密 保 持

の た めの倫 理 の確 立 と,そ の た めの制 度 的,技 術 的 な方 策 の 確立 が急 務 で あ る。

業 務上 知 り得 た秘 密 の遵 守 義 務 に関 して は,医 師,弁 護 士 な ど法 律 上 明文 の規 定 を有 す る ものや 永

年 の 伝統 に よ って 職 業倫 理 として 培 われ て きた もの な どが あ る。情 報 処 理 技 術 者 につ いて は.当 面,

自 らの 手 で職 業 倫 理 と して確 立 して い くこ とが 良策 で あ り,そ れ と と もに機 密 保 持 の た めの 制度 的 ・

技 術 的方 策 につ いて 調 査 ・研 究 す る こ とが 必 要 で あ る。

この た め,情 報 処 理 サ ー ビス業 の業 界 団 体 で あ る(社)日 本 情報 セ ンタ ー協 会 に 「倫 理 綱 領 確立 調

査 委 員 会 」 が設 け られ,1972年3月 に は,「 機 密 保護 に関 す る倫 理 と対 策 」 とい う報 告が 出 され,そ

の なか で,情 報 処 理 サ ー ビス企 業 等 が遵 守 すべ き 「機密 保護 管 理 基 準 」 が提 案 され て い る。

しか しな が ら,こ の よ うな 国民 生 活 に密 接 にか か わ りの あ る問 題 を,業 界 団 体 の 自主 的 な規 制 に の

み委 ね る こ とは,い たず らに国民 に不 安感 を与 え,ひ い て は いわ れ の な い反 情 報 化 感 情 を もた らす恐

れが あ る。 した が って,ユ ー ザ ー の不 安 を解 消 す るた め,情 報 処 理 サ ー ビス企 業 等 の 経営 の実 態 と く

に機 密 保 護 に 関 す る実 態 を早 急 に 明 らか に す る必 要 が あ る。

このた め,通 産 省 で は,1972年 度 か ら,「 情 報 処 理 サ ー ビス企 業 等 台 帳制 度 」 を設 け,情 報 処 理 サ

ー ビス企 業 な どの機 密 保 持・に 関す る実 態 調 査 を行 な い,こ の 結 果 をユ ー ザ ー の閲 覧 に供す る こ と と し

た。 これ に よ って,ユ ーザ ー の発 注 の 際 の選 択 の便 に供 す る とと もに,情 報 処 理 サ ー ビス企 業 等 が相

互 に機 密 保持 体 制 の強 化 に努 め る こ と とな り,業 界 全 体 の レベ ル ・ア ップが 期 待 し う る もの と考 え ら
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れる 。

第1回 の 情 報 処理 サ ー ビス企 業 等 台 帳 は,全 国 で約500の 情 報 処理 サ ー ビス 企業 な どの事 業所 を調

査 対 象 と して,全 国8の 通 産局 の管 区 別 に作 成 され,去 る1973年4月,通 産 省,各 通 産 局,全 国 の主

要 商 工 会 議 所 な ど約200か 所 に備 え られ,一 般 ユ ーザ ー の 閲覧 に供 されて い る。

この 台 帳 は,A票(企 業 単 位)とB票(事 業 所 単 位)か らな って お り,そ の記 載 項 目 は,次 の とお

りで あ る。

従業 員(内 訳:SE,P,CP,KP,そ の 他)(5)

(6)

この 台 帳 は,記 載 事 項 に重 大 な 誤 りが あ る と認 め られ る場合 お よ び台 帳利 用 者 か らク レー ム

が あ った場 合 に は,通 産 局 が調 査 し,記 載事 項 の修 正 申告 を行 な わせ る こ とに な って い る。 また,こ

の 台帳 の正 確 を期 す るた め,毎 年10月 に申告 を行 ない,秘 密 保 持 の 内容,会 社 の概 況 な ど につ いて,

よ り最 新 の 情 報 を収 集 し,台 帳 の更 新 を行 な う こ とにな って い る。

① 企 業 の概 況

(1)企 業 名

(2)所 在 地

(3)設 立 年 月

(4)資 本 金

(5)役 員 お よ び主 要株 主

(6)加 盟業 界団 体

(7)組 織,関 連 会 社,主 取 引 銀 行

(8)

(9)要 員 に 関す る特 記事 項

な お,

⑩ 売上内容,売 上高

(11)情報処理分野に関する特記事項

02)機 械設備状況

② 秘密保護に関する事業所内体制

(1)機 密保護に関する事業所内規則と従業員教育

(2)顧 客 との契約

(3)部 外者の出入管理

(4)電 算機の運用管理

顧客原始データ(顧 客の資料 も含む)の 管理

ドキュメント(製 作中のものを含む)の 管理
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6電 子計算機および情報処理における標準化

Aは じめに

工業標準化は,生 産,流 通および消費の各面における合理化を図り,も って能率の増進 と経済性を

高めることを目的として,1949年 以来わが国産業経済発展の基盤 として,今 日まで大 きな役割を果 し

てきているが,近 年はさらに経済目標が,経 済 と国民生活の調和ある発展へ指向するに伴ない,工 業

標準化の重点も公害防止,消 費者保護,生 活環境の整備並びに住宅産業および情報処理産業などの振

興の観点から,そ の役割はますます増大 している。また,さ らに社会経済の発展は,工 業化から情報

化へ と歩みを進め,電 子計算機利用の情報処理 も産業開発から社会開発,社 会福祉へ と重点を移行 し

ていく時代になっている。

B標 準化の意i義

情 報 処理 に お け る標 準 化 の動 きは,電 子 計 算 機 の 初 期 の段 階 で は,技 術 的 変遷 途 上 にあ る こ と と,

この産 業 の もっ 本 質 的 な多 様 性 のた めに,一 部 の 例 外 を除 きあ ま り活 発 で は な か った 。 しか しなが

ら,今 日の よ うに他 の 産業 に類 例 の な い と も云 え る勢 い で進 展 し,多 様 化 が進 ん で い く と,メ ー カ

ー,ユ ー ザ ー と もに不 都合 な点 が 増 大 して い くこ とが 明 白 に な り,さ ら に電子 計 算 機 の 利用 技 術 か ら

派 生 した情 報 処 理 の普 及 と高 度 化 に伴 な って,各 種 の標 準 化 の緊 急 性 が高 ま って きた。 す な わ ち,一

つ の 情報 処 理 シ ス テ ム を考 えて み て も,シ ス テ ム を構 成 す る多 数 の 機 器 に つ い ての 選択 を容 易 にす る

た め に は,機 器 相 互 間 の接 合 条 件 の 標準 化 が 必 要 とな り,ま た技 術 者 の教 育 や流 動 性 を確 保 す るため

に はハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェ ア両 面 の標 準 化 が必 要 とな る。 さ らに情 報 の交 換 の た め に は各 種 の デ

ー タ コー ド,デ ー タ様 式 の標 準 化 が 必要 とな り,多 数 の情 報 シ ス テ ム を結 ぶ情 報 ネ ッ トワー ク の形成

に は,通 信 回 線 の 利用 を含 む広 汎 な事 項 にわ た る標 準 化 の 達 成 が な くて は な らない 。

この よ うな 情報 処 理 シ ス テ ムの発 展 の た め に は,標 準 化 は もっ と も基 礎 的 に して不 可 欠 な要 件 で あ

り,そ の促 進 の た め に きわ めて緊 要 で あ る とい え る。

一般 に標 準 化 によ って もた らされ る効 果 は
,一 製品 系列 内 は も どよ り別 の製 品系 列 との 間 の互 換 性

の確 保 か ら,生 産 面 の合 理 化 また は能 率 化 ひい て は メ ー カ ーの 健 全 な 競争 を助長 し,技 術 の 進歩 を促

が す こ とに あ る。 ま た,ユ ーザ ー へ の使 用 選 択上 の便 宜 の 提 供 や,品 質 の保 証 な ど使 用 上 の メ リッ ト、

が得 られ る と ころ に あ る。

情 報 処 理 に 関 す る標 準 化 につ い て も同様 な こ と が い え るが,具 体 的 に は,(1)シ ス テ ムの 修正,変
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更,保 守 を容 易 に し,(2)シ ス テ ムの 運 営 や 管理 とその 評 価 を容 易 に し,技 術 の 向 上 や将 来 の 発展 成 長

の 基 礎 とな り,(3)異 な るシ ス テ ム間 の 情報 交 換 を容 易 に す るな どの点 が考 え られ る。

C標 準化の特徴

情報処理の標準化は,一 般工業品の標準化の効果 と基本的には何等相異ない ものであるが,そ れ自

体のもっ特質としてつ ぎのようなものが考えられる。

(1)電 子計算機本体をはじめ,紙 テープ,カ ー ド,磁 気テープ などの 各種入出力装置,高 速印字装

置,各 種補助記憶装置,通 信系統を介しての端末入出力装置,パ ターン処理装置などきわめて複雑で

精密な機械で構成 されるシステムである。

② 適用業務に対するプログラ ミングなどソフトウェアに関しては,そ れがシステムの 目的 によっ

て利用者自らが創造開発しなければならず,現 在は使い方の開発が情報処理機械の進歩発展に比して

著るしく遅れているともいわれ,こ のように機械と使い方の相関性が非常に密接なものである。

(3)需要分野の拡大に伴ない,関 連企業間の競争がはげしく,ま た技術進歩の もっとも著しい分野

で,シ ステムを構成する機器がそれぞれ1社 または数社にわたり分業独立 して生産と研究開発が進め

られている。

(の将来は,通 信回線 との結合により広域的な複雑な現象を処理するような一大総合体系 としては

たらくようになり,各 種の情報がデータとして相互に交換 されるようになるであろう。

以上のような特徴,特 質をもつ情報処理の標準化は従来の工業製品の規格化 とは若干異なった性格

を もっており,し たがって,規 格相互間の関連を保ちながら有機的に進めていかなければならない。

D標 準化の現状

わ が 国 に お いて は前 述 の よ うな背 景 の もとに,ISO(国 際標 準 化 機 構)の 動 向 を勘 案 し,ま た国

内事 情 か ら必 要 な分野 につ いて は 自主 的 に情 報 処 理 関係 の標 準 化 が進 め られ て い る。

(1)国 際 標 準 化活 動

標 準化 につ いて の 国 際機 関 の一 つ と して,1947年 に組 織 化 され,現 在 わ が 国 も含 めて70か 国(55の

Memberbodiesと15のCorrespondentmembers)が 加 入 して い るISO(国 際 標準 化 機 構Intern合

tionalOrganizationforStandardization)が あ る。 わ が 国 に おい て も海 外 諸 国 との標 準 化 に関 す る技

術 的 交 流 の重 要 性 か ら,閣 議 決 定 に基 づ い て 日本 工 業標 準 調 査 会 が1952年 に加 入 し,1969年 には理 事

国 に選 出 され,現 在理 事 国(14か 国)の 一 員 と して 活 躍 してい る。 国 際標 準 化 活 動 へ の参 加 は,わ が

国 の 主 張 を海 外 に反 映 し,ま た国 際 的 な 規格 制 定 の 動 向 を 的確 に把握 す るな ど技 術情 報 の収 集 を行 な

う こ とに よ って,国 際 的視 野 の も とにJISの 制 定 を進 め,JISの 国際 性 の 向 上 に資 す るた め に き

わ めて 重 要 で あ る。 開 放経 済体 制 の 進展 に伴 な って国 際 標準 化 事 業 の必 要 性 は ます ます高 ま って きて
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い るお りか ら,加 入 各 国 は標 準化 事 業 の もっ 重 要 性 をよ く認 識 し,そ の参 加 活 動 は きわ め て積 極 的 で

あ る。ISOは,現 在 の145専 門 委 員会(Technical・Committee:TC)を 有 し,こ の 下 に専 門 的事 項 を

調 査審 議 す るた め必 要 に応 じて分 科 会(Sub-Committee:SC)や 作業 委 員 会(WorkingGroup:WG)

が 設 け られて い る。各 会 員 団 体 は,既 設 の専 門 委 員会 に 自由 に参 加 で き,上 記 の 委 員 会 に参 加 す る場

合 の 資格 は,① 積極 的 に参 加 して投 票 権 を行 使 で き るPメ ンバ ー(ParticipationMember)② 資 料 の

提 供 を受 け,会 議 に出席 で きるが 投 票 権 の な い0メ ンバ ー(ObserveMember)③ 会 議 に出席 せ ず,

かつ 資 料 の提 供 も受 けな いNメ ンバ ー(NonMember)に 分 れ る。 新 た に国 際 規 格(lnternational

Standard:IS)が 作成 され る段 階 は,専 門 委 員 会 また は分 科 会 の それ ぞ れ の会 議 を主 催 し,業 務 を調

整 す る幹 事 国(Secretariat)の 提 案(DraftProposal)か らは じ ま り,こ の提 案 が 所定 の ル ール を経

て 会 員 団体 に よ る承 認 を得 た もの はDIS(DraftInternationalStandard)と な り・ さ らに最 終 的 な

審 議 に よ って 承 認 され た の ちIS(lnternationa}Standard)と な る。 な お・DISが 最終 的 に会 員 団 体

の 大 多数 の賛 成 が 得 られ な い場 合 に は,ISと せ ず 技術 報 告(TechnicalReport)と す る こ とが で き

る こ とにな って い る。

ISOの 中 で電 子 計 算機 と情 報 処 理 を担 当 して い るの はTC97で,わ が 国 はTC97お よび各SCに

Pメ ン バー として積 極 的 に参 加 して い る。TC97の 組 織 図 は3-1-2図 の とお りで あ る。

本 組 織 は,1972年6月TC97第7回 総 会(ベ ニ ス開 催)に お い て改 組 され た もの で,改 組 の主 な理

由 は,TC97が 設立 されて か ら約10年 を経 過 して技 術 の進 歩 に よ る情 勢 の 変化 が認 識 され,新 技 術 に

即 応 して 国際 標 準 化 を推 進 で きるよ うに,TC97お よ びSCの 名称,作 業 範 囲 を総 合 的 に検討 し,各

国 の意 見 調 整 の上 で決 定 され た もの で あ る。 主 な 内容 は,従 来 の 入 出力 装 置 を扱 って きたSC4は 解

散 し,そ の代 りに従来 扱 って い た もの をSC10～13に 独 立 させ,ま た従 来 のWGの 中か ら昇 格 した も

の がSC9と14で,SC15は 新 た に設置 され た もの で あ る。

な お,TC97の 本 会 議 が 開催 され た経 過 と,国 際 会 議 へ のわ が 国 の 出席 状 況 は,つ ぎの とお りで あ

る 。

TC97本 会議開催 状況

第1回

第2回

第3回

第4回

第5回

第6回

第7回

1961年5月

1962年10月

1964年5月

1965年10月

1968年

1970年

1972年

Geneva

Paris

NewYork

東 京

Amsterdam

WestBerlin

Venice
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国 際 会 議 の 開 催 回 数

1967年1968年1969年'1970年1971年1972年

会 議 の 数

出 席 者 数

11

20

14

37

10

38

13

36

17

32

14

36

(2)国 内標準化活動

(a)JIS(日 本工業規格)制 定の機構と手続き

JISの 審議は,1949年 制定公布された工業標準化法に基づいて,日 本工業標準調査会において行

なわれ,同 調査会の議決を経て主務大臣によって制定 され る。制定された規格は技術の進歩,品 質性

能の向上などに常に即応させるべ く,制 定後少な くとも3年 を経過するごとに見直 しを行ない,必 要

に応じて改正,確 認または廃止の措置がとられるようになっている。日本工業標準調査会には,こ れ

らの業務を行なうため,総 合的全般的な事項を審議する標準会議,各 部門の調査審議のための部会,

それぞれの専門分野の規格を調査審議するための専門委員会が設立 されており,電 子計算機と情報処

理に関する規格を調査審議する情報処理部会には,現 在20の 専門委員会が所属し審議が進められてい

る。その組織体系は3-1-3図 のとお りである。

なお,工 業標準調査会に付議されるJIS原 案の作成段階には,主 務大臣によって調査作成 される

場合,国 が関係学会または協会などの団体に原案の調査作成を委託する場合,ま たは利害関係者が原

案を具 してJIS制 定 を主務大臣に申し出る場合などがある。現状では主に国が関係団体に原案作成

を委託する場合が多 く,情 報処理関係の原案作成は,主 に(社)情報処理学会,(社)日 本電子工業振興

協会ならびに(財)日本情報処理開発センターによって行なわれている。

(b)JIS制 定状況と進捗状況

JISは,基 本的にはISOの 国際規格案または国際規格になったものを基に,わ が国の国内事情

を考慮するとともに,一 方国内の社会的または経済的な要請によって,独 自の立場から自主的な制定

が行なわれている。

JISに おける情報処理関係の規格は,1967年 にFORTRANとALGOLの プログラミング言

語が制定されたのが始めであ り,そ の後1967年 以降に情報交換用符号,同 符号の紙チーフ。上および磁

気テープ上での表現,磁 気テープのラベルとフ ァイル構成,情 報処理用語などか ら,日 付の表示,時

刻の表示などのデータコー ドにわたる基本的なJISが 逐次制定されてきている。昭和48年度は標準

化長期5か 年計画を見直し策定する時期で もあって,こ れらはあらためて十分な検討が加えられるこ

とになっている。

(c)標 準化の問題点

情報処理システムの発展のために,標 準化を積極的に進めるには,ハ ー ドウェアの面から単に部品
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や単 一 機 器 の規 格 化 だ けで な く,機 器 ま た は それ らの 組 合 わ せ全 体 か らみ た標 準 化 を考 えな けれ ば な

らず,そ の対 象 は広範 囲 に お よぶ もの で あ る。 また ソ フ トウ ェア の面 か らは,ハ ー ドウ ェア技術 の進

歩 と相 ま って,利 用 技術 の 進 歩 向上 が図 られ るべ き もの で あ り,し たが って これ らは一 定 の ドキ ュメ

ン トと して記 録 表 現 され た上 で な けれ ば標 準 化 は行 な えな い 。 さ らに これ らの組 合 わ せ で構 成 され る

シス テ ムは,利 用 目的 や そ の レベ ル に よ って 多 様 性 が あ り,そ の統 一 に はか な りの 努 力 と研 究 を要 す

る と ころ で,標 準 化 の推 進 に あた って は,つ ぎの よ うな問題 点 が挙 げ られ る。

(1)早期 に標 準 化 を図 る こ とに よ り,技 術 の進 歩 を阻 害 す る こ とは避 けな けれ ば な らない が,ま た標

準 化 の 時期 を失 す る と多 種 多 様 な既 成 事 実 が で き あが り,標 準 化 を困 難 な もの にす るの で,技 術 進 歩

にっ い て の 的確 な将 来展 望 の上 に計 画 的 に進 め な けれ ばな らな い。

(2)国際 的 な標 準 化 との か い離 を生 じな い よ う国 内の 標 準 化 を進 めな けれ ば な らない が,一 方 国 際 的

な 標 準 化 の確 立 を ま って,国 内の標 準 化 を行 な うとい った受 動 の姿勢 にあ って は,わ が 国益 に反 す る

場 合 が 生 ず るお そ れ もあ るた め,積 極 的 に国 際 機 構 との 調整 を図 りなが ら進 め な けれ ば な らな い。

㈲ 標 準 化 に は,そ の 適用 範 囲 の 広 さに比 例 して その 利 害 関 係 の範 囲 も広 が る こ とが あ るた め,電 子

計 算 機 メー カ ー,ソ フ トウ ェア企 業 お よ び多 数 の ユー ザ ー な ど広 範 な関 係者 の協 力 を求 めて意 見 の調

整 を行 なわ な けれ ば な らな い。

E今 後の標準化の進め方 と基本方針

情報処理関係の標準化は,そ の対象が用語,符 号,各 種入出力機器,プ ログラム用言語,デ ータ伝送

関係,デ ータコー ドなどの広範囲にわた り,またメーカー,ユーザーそれぞれのグループ内での利害関

係 もあり,これ らの標準化を統一的にしか も方向を誤 らずに進めていくことは至難なことといえよう。

しか しながら電子計算機の効率的な活用 と情報処理の進展のためには,標 準化は不可欠なものであ

るとの認識に基づき,つ ぎの基本的態度で対処 しなければならない。

①国際的標準化の動向に意をはらい,ISO規 格の制定審議に貢献するとともに,ISOと の連け

いと協調を図る。

②国内においては,わ が国固有の問題(漢 字,か な文字,デ ータコードなど)を 標準化するには,

従来の慣習にとらわれず自主的な体系的標準化を進める。

③技術進歩の妨げにならないように留意 し,適 切な時期をみて標準化を行なうこと。

④民主的な手続 きにより,広 汎な利害関係者の合意に基いて標準化を図る。

情報処理の普及進展に応じてその基盤を整備す るうえから,今 後標準化の技術的課題が増大して く

る情勢から,新 製品の動向,技 術開発の成果など技術的動向に常に意をはらい,必 要に応じて標準化

に関す る国および民間における調査 ・研究などを講 じて・体系的かつ計画的に進められなければなら

ない。
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3-1-2図tOS'・TC97「(国 際 標 準 化機 構 ・第97技 術 委 員 会)組 織 図'

ISOTC97
電子計算機と
情報処理

アメリカ

'

一フ フン ス
フランス スイス アノリカ アメリカ スエーデン

、

SC1

用 語

SC2
文字セット
とコー ド化

SC3

キャラクタと
マーク認識

SC5

プログラム
用俳 言

SC6

データ通信

SC7

コンピュー タシステム

用 ドキュメンテーション

SC8

数値制御

イギ リス ドイツ アメリカ ア メリカ ドイツ アメリカ 1イ ギリス

SC9

数値制御用
プログラミング曾語

SCIO

磁気デ ィスク
パック

SC11

コンピュー タ用

磁 気テープ

SC12

計測用
磁気テープ

SC13

VOイ ン クフェイス

SCI4

デ ー タ コー ド

SC15

ラベルと
ファイル構成

注1、 図中添 記の国名は,名 グループの と りまとめ を行 な う幹事 国 を示 す。

2.SCは 分科会 を示す。

3.SC4は 欠番 であ る。

4.1972年6月 の改正 に よる組織図 を示す。

3-1-3図 情報処理に関す る標準化の手続 き(工 業標準化事業の機構図)

(1952年 加 入)

ISO

国際標準化機構

(1953年 加入)

IEC

国際電気標準会議

Tと97
、

工業技術院
標 準 部

日本工業

標準調査会

標 準
会 議

情報処理
部

調 整
委員会

情 商 磁 電 職 け コ 論 デ 図 デ ブ 紙 紙 磁MOラ 情 品

驚 諸 ・・
用 コ ス 性 コ 盤

設ll配 留 ・伝,織 詰:潔
専 尊 卑 喜 喜 専,専 専 専 専 事 事 専 専 専 専 専 専 専 専
門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門
委 委 萎 萎 委 委 委 委 委 萎 萎 委 委 委 委 萎 萎 委 委 委
員 貝 貝 員 員 員 貝 貝 員 員 貝 貝 員 員 貝 貝 貝 員 貝 員
会 会 会 ・会 会 会 会 全 会 会 会 全 会 会 会 会 会 会 会 会
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7大 学 な どにおけ る研究,教 育状況 と政策

A大 学 な どにお ける電子 計算機 の利用

1973年3月 末現在における電子計算機(購 入価額1,000万 以上の計数型にかぎる)の 設置状況は次

の とお りである。

婿{il蕾

短 期 大 学4台

高 等 専 門 学校15台

(備 考)上 記 の ほか1973年 中 に少 な く と も,国 立 大 学14台,国 立 高 等専 門学 校]4台 が導 入 され る

予定 で あ る。

上 記 計 算 機 は,研 究 ・教育 用 と して 学 内共 同利 用 ま た は学部,学 科 専 用 と して使 用 さ れ て お り,

1970年 度 中 の利 用 者(実 数)は35,692人 で,利 用 者 数,時 間 と も理 工 系 が過 半 数 を占 め,次 いで,商

経 系,医 農 系 の順 とな って い る。 また,上 記 計 算 機 以 外 に7っ の国 立 大 学(北 海 道,東 北,東 京,名

古 屋,京 都,大 阪,九 州)に は,国 内 の教 官,研 究 者 が 利 用 で き る全 国 共 同利 用 の大 型 計算 機 セ ン タ
　

一 が置 か れ ,大 量 の ジ ョブを処 理 す るか た わ ら,ソ フ トウ ェア の開 発 研 究 を行 な って い る。

3-1-6表 大型計算機セ ンター稼 動状 況(1971年 度)

大 学 ・ ・ テ ぽ 目纏 運飾 間 謙 ∋ 処理件数}備 考

北海道

東 北

東 京

『名古屋

京 都

大 阪

i
i九 州

FACOM230-60

NEAC2200-700

〃

〃2200-500

HITAC5020E-5020

NN5020

FACOM230-60

FACOM230_60「'

〃

〃

NEAC2200-200-500

〃2200-500

FACOM230-60

160KW

512KC

512〃

512〃

98KW

i49〃

160〃

192〃

ig2"

32〃

589KC

393〃

160KW

時

3,570

2,410

2,293

3,468

4,427

2,728

1,787

3,000

3,411

2,682

5,033

4,913

5,571

時

12.11

9.17

8.72

12.46

14.70

9.20

12.19

10.02

11.19

9.01

15.41

16.05

16.03

件

88,358

70,255

124,018

39,911

216,365

62,226

79,441

1973年HITAC8800に レベ

ル ア ップ

1971年10月 運 転 開 始

1973年FACOM230-75

に レベ ル ア ップ

、＼
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B情 報処理 に関す る基礎的研究

大学,そ の付属研究所および高等専門学校や,文 部省,文 化庁に付属する研究機関,な らびに文部

大臣の指定した研究機関には,わ が国の学術の振興に寄与するため,研 究者が自発的に計画した基礎

研究に対 し,科 学研究費補助金(科 研費)が 交付されている。科研費の総額は,1972年 には100億 円

で あ り,こ れ に よ って補 助 され て い る研 究 が,こ れ らの諸 機 関 で行 な わ れて い る研 究 活 動 の 中心 とな

っ て い る。

1972年度に科研費より電子計算機関係の研究に支出せられたものは,学 術的または社会的要請のき

わめて強い領域の研究を画期的に発展させ ることを目的として選定された特定研究領域の一つである

「情報 処 理 に関 す る基礎 的研 究 」 に対 して1億5000万 円,そ の他1億405万 円,の 計2億5405万 円 で

あ る。

㈲ 情報処理に関する基礎的研究

*計 算 システ ムの遠隔タイプ ライターに よる会話言語 系の研究

*音 声情報 の自動処理に関す る基礎 的研究

*学 術情報処理 に関す る基礎的研 究

*超 高速 パルス単色光画像処理 とその生体 にお ける情報伝達,変 換,

機構 への応用

*科 学情報 のデータパター ンとイ ンタレス トパター ン処理の基礎研

究

*多 値論理体 系による情報処理組織 の構成 に関す る研 究

*コ ンピュータグラフ ィックスのための システ ムおよび言語 に関す

る研 究

*対 話型情 報処理 に関す る研究

*コ ヒー レン ト光学系 によるアナ ログデータ処理装置

*空 間周波数 フィルタ リングを用いた画像情報処理に関す る研究

*日 本語文の分析 および合成の研 究

*純 光学的手法を用 いた入 出力装置の基礎 的研究

*情 報処理の基礎研 究

*電 子計算機の論理設計 自動化

*研 究教育機関にお ける電子計算機利用 の実態調査 と需要予測

*超 高精度 ブラウン管を用 いる粒子飛跡解析 システムの研究

人間行動の電算機 シ ミュ レーシ ョンの実 験心理学的研究

EquationCompilerの 基礎的研 究

小型一大型電算機接続によ る神経情報処理

学習制御方式の体系化に関する研究

磁気 ・光 メモ リを用いた情報処理方式の研究

フ ライング ・プ リンタの力学的研究

自動診 断の容易な情報処 理回路の構成

計算機相互間 および各種 装置 との結合方式に関する研究

一万能試験装置の基礎研究一

東 北 大 工 教 授

東北 大 通研教授

東 大 工 教 授

東 大 理 教 授

東 大 理 教 授

京 大 工 教 授

京 大 工 教 授

京 大 工 教 授

阪 大 工 教 授

阪 大 基 工 教 授

九 大 工 教 授

大 阪市 大工教 授

明 大 工 教 授

早 大 理 工 教 授

統計数理研2研 部長

理化研情科研主任研
究員
北 大 文 教 授

北 大 理 教 授

東 北 大 医 教 授

東 北 大 工 教 授

東北大 通 研教授

東 大 工 教 授

東 大 工 教 授

東 大 工 教 授

大 泉 充 郎

城 戸 健 一

森 口 繁 一

高 橋 秀 俊

藤 原 鎮 男

三 根

清 野

久

武

萩 原 宏

藤 田 茂

田 中 幸 吉

栗 原 俊 彦

北 浜 安 夫

後 藤 以 紀

門 倉 敏 夫

林 知己夫

後 藤 英 一

戸 田

田 中

申 浜

木 村

岩 崎

神 保

猪 瀬

元 岡

正 直

正

俊

泰

博

行

雄

博

達



化学 の理論による反応設計の システ ム化

濃淡のあ る画像情報処理に関す る研究

新CAD方 式 の研究

論理的関係処理方式の研 究
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対話型計算方式の小型計算 機へ の応用に関す る研究

図書館業務の機械化に関 する基礎的研究一学術文献資料の受入整理

業務の機械化について一

オ ンライン情報処理の基礎 的研究

乱数 内臓 システ ムと同システムによ る計算機の通信理論的研究

線 図形の情報圧縮,伝 送方式に関す る研究

計算機複合体の構成 に関す る研究

機器分析情報の前処理並び にイ ンタ フェイスに関す る研究

視覚神経を模擬 した図形 認識 システムの開発

モジュラー処理装置によ る高信頼処理 システ ムの構成 に関す る研究

意味論的情報認識機構に関する基礎研究

情報処理 に関す る基礎情報理論的研究

図形 および音声を入出力 とす る言語情報処理の研究

人工知能の研究

発見能力 を有するシステムの研究

東 大 工 教 授

東 大 生 研 教 授

東大宇宙航研 教授

東 工 大 工 教 授

名 大 工 教 授

名 大 農 教 授

京 大 工 教 授

京 大 工 教 授

京 大 工 教 授

京大大型計算機セン
ター助教授

阪 大 工 助 教 授

阪 大 工 教 授

阪 大 工 教 授

阪 大 工 助 教 授

九 大 理 教 授

九 大 工 教 授

慶 大情 科研 教授

明 大 工 教 授

米 田 幸 夫

尾 上 守 夫

穂 坂 衛

榎 本 肇

福 村 晃 夫

保 田 幹 男

坂 井 利 之

矢 島 修 三

長 尾 真

星 野 聡

南 茂 夫

藤 井 克 彦

喜田村 善 一

手 塚 慶 一

北 川 敏 男

田 町 常 夫

印 東 太 郎

後 藤 以 ∋

θ 情報処理に関する応用的研究

*磁 気 バブル ドメイン新技術の開発研究

*写 真濃度 の特性 とパター ン抽出な らびに利用法の研究

超小形電算 機による大形工作機械 のオンライ ン最適制御

多重計算方式 によるオンライ ン ・システムの研 究

磁気光学効果 を用いた記憶 素子材料 の基礎的研究

神経機能を有す る超 高速符 号伝送用線路の研究

パター ン情報の学習 検索 システムに関す る研究

電子計算機 の数学的模型運用 のための ソフ トウ ェアの開発研究

図形 の数式化処理 とその自動作図 ソフ トウェアへの応用

高速度母線 による計算機 ネ ッ トワー クの研究

音響計測にお ける多元情報処理に関する研究

デ ィジタル変復調方式 の研究

図面情報の管理システムに関す る研究

金属組織学における情報処理手法の適用

多元情報の伝送,交 換に関す る研究

図面読取 ・立体図形創成のための自動 システムに関する研究

情報の高速度記録に関す る研 究

その他100万 円以下の研究38件

早 大 理 工 教 授

京 大 工 助 教 授

都 立 大 工 教 授

東大 生産 研教 授

東北大科測研教授

東 北 大 エ 教 授

阪大 基礎工 教 授

東 工 大理 助教 授

北 大 工 教 授

東 北 大 工 教 授

東北大電通研教授

東 大 工 教 授

阪 大基 礎工 教授

東 大 工 教 授

東 大 工 教 授

東 大 生産研 教 授

成 蹟 大 工 教 授

大 照

森

富 成

渡 辺

小 島

佐 藤

水 沢

木 村

沖 野

大 泉

城 戸

猪 瀬

田 中

三 島

尾 佐

紫 田

窪 田

兀

忠 次

裏

勝

浩

利三部

誠

泉

教 郎

充 部

健

博

幸 士

良 績

竹 絢

碧

啓次郎

*印 は2大 学以上の研究者が協 同 して行な う研究
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C学 科の設置な ど

a)大 学院専攻課程の設置

情報科学の教育研究の健全かつ急速な進展を図るため,文 部省は,数 個の学部学科にまたがる専攻

課程の設置を推進することをきめ,1972年 度より東京大学,お よび東京工業大学に情報工学に関ずる

専攻課程 を発足させたが,1973年 度には引 き続 き北海道大学,東 北大学および名古屋大学に情報工学

に関する専攻課程を設置することとした。

b)学 科講座などの設置

1970年度より増設された情報処理関係学科は1973年1月 現在12学科(入 学定員520名)に 上 り,1969

年以前に設置 され,そ の入学定員の6割 以上 を情報処理関係に就職または進学させている27学科(入

学定員1185名)と 合わせて合計39学 科に達するが,1973年 度は次の学科の新設および改組を行なうこ

ととした。

群馬大学工学部,情 報工学科,入 学定員40名

電気通信大学 電気通信工学部 〃50名

横浜国立大学 経営学部 管理科学科 入学定員50名

・名古屋大学 工学部 情報工学科 〃50名

徳島大学 工学部 情報工学科 〃55名

大分大学 工学部 組織工学科 〃40名

また,博 士講座5講 座,修 士講座4講 座および3学 科目を増設することとした。

なお,上 記のほか,短 期大学の学科としてはすでに,山 形大学工業短期大学部情報工学科および,

図書館短期大学文献情報学科が設置 されているが,1973年 度より静岡大学工業短期大学部に情報工学

科(入 学定員40名)を 設置することとした。

c)教 育用計算機センターの設置

文部省におかれた情報処理教育に関する会議(山 内二郎主査)は,情 報処理技術者に対する需要の

急増にそなえて,大 学 ・高等専門学校における学生一般に対す る情報処理教育を推進するため,各 大

学等に全学共同利用の情報処理教育センターを開設することを勧告したが,そ の第1号 センターとし

て東京大学教育用計算機センターが1972年 度に設置 されたのに引 き続 き,1973年 度には室蘭工業大学

に情報処理教育センターを設置するための予算が計上された。

d)電 子計算機の増設
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上記センターの電子計算機を含め1973年 度に国立大学,国 立高等専門学校に30台の電子計算機のデ

ータ ・ステーションなどを含む予算措置が行なわれた。また私立大学研究設備整備費補助金 として約

5億 円が情報処理関係のために配分される見込みである。

なお,情 報処理教育に関する会議の勧告の主旨に貝1∫り1972年度に初めて導入 された中型の教育用電

子計算機は引 き続 き4学 科(1971年 度に発足 した学科)に 導入されることとなった。

e)教 員の資質向上

情報処理教育体制の充実を図るため,1973年 度 も引 き続 き在外研究 ・内地研究制度を活用するほか

情報処理担当教員研修会を開催する。 この研修会には,高 等専門学校教員を対象とするもの と高等学

校教員を対象 とするものとがある。

f)高 等学校における情報処理振興のための施策

高等学校については,上 記のほか,各 部道府県に情報処理教育センターの設置をす す め て お り.

1973年1月 現在,19府 県(市)に 設置を見ているが,73年 度においては,4か 所分の予算措置を講じ

ている。

なお,高 等学校職業課程に設置された情報処理科および情報技術科の設置 状 況 は,1973年1月 現

在,合 計81学科に達している。

8行 政 に お け る コ ン ビ;一 一ータ利 用 と政 策

A国 の 行 政 機 関 に お け る コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 現 状

わが 国 の行 政 機 関 に お け るコ ン ピ ュー タ利 用 は,社 会 的 な情 報 化 の進 展 を背 景 に して,年 々拡 大 し

て お り,1972年 度 末 現在,総 計708セ ッ トに達 して い る。

そ の 内訳 は,国 の行 政 機 関205セ ッ ト,地 方 公 共 団 体233セ ッ ト,政 府 関 係 機 関270セ ッ トで あ り,

利 用 は,米 国 につ い で世 界第2位 の水 準 に あ る。

国 の行 政 機 関 にお け るコ ン ピ ュー タ利用 を省 庁 別 にみ る と,3-1-7表 に示 す とお り,防 衛 庁44セ ッ

ト,郵 政省38セ ッ ト,運 輸 省27セ ッ ト,通 商 産 業 省21セ ッ ト,建 設 省14セ ッ トの順 とな って お り,こ

の5省 庁 で 全体 の70%を 占 めて い る。
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3-1-7表 省 庁 別 設置 セ ッ ト数(1972年 度)

省 庁 名}… 数 已 成比%1省 庁 名 ト ・数 已 成比%

総 理 府 3 1.5 厚 生 省 9 4.4

警 察 庁 5 2.4 農 林 省 7 3.4

北 海 道 開 発 庁 1 0.5 通 商 産 業 省 27 13.2

防 衛 庁 44 21.5 運 輸 省 21 10.2

経 済 企 画 庁 1 0.5 郵 政 省 38 18.5

科 学 技 術 庁 8 3.9 労 働 省 8 3.9

法 務 省 1 0.5 建 設 省 14 6.8

外 務 省 3 1.5 自 治 省 1 0.5

大 蔵 省 6 2.9

文 部 省 8 3.9
計 205 100.0

一行政管理庁 「行政機関における電子計算 機利用実態調査報告書」一

また,年 度 別 の 推 移 は,3-1-8表 の とお りで あ り,国 の 行 政 機 関 に お いて 最 初 に コン ピ ュー タ が 設

置 され た の は,1958年 で あ るが,年 金,税,旅 券 な どの一 般 行 政 事務 に,適 用 が な され るよ うに な っ

た1963年 以降 に おい て 利用 が本 格 化 して い る。 しか も,1965年 頃 か らは,利 用 機 種 の更 新 あ るい は返

却 な どが,年 々行 な わ れて お り,質 的量 的 な 進展 をみ せ て い る。

3-1-8表 年度別新規,更 新等別導入状況

ぷ 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 合 計

導入セ ッ ト数 1 1 4 7 2 16 16 18 19 36 25 37 34 35 45 296

うち更新分 2 6 10 4 9 10 15 18 74

返却,廃 棄数 1 2 1 9 4 17

差引純増加数 1 1 4 7 2 16 16 16 13 25 21 26 23 11 23 205

一同上報告書一

これ を1972年 度 につ いて み る と,45セ ッ トの コ ン ピ ュー タ が導 入 され た が この う ち新 規 増 設 は,27

セ ッ ト,機 種 更 新 分18セ ッ ト,返 却,廃 棄4セ ッ ト,で あ り純増 は,23セ ッ トとな って い る。省 庁 別

の 新 規 増 は,郵 政 省9セ ッ ト,通 商 産 業 省4セ ッ ト,科 学 技 術庁3セ ッ ト,運 輸 省2セ ッ ト,建 設 省

2セ ッ ト,と な って い る。

機 種 更 新 は18セ ッ トで,防 衛庁6セ ッ ト,郵 政 省5セ ッ ト,建 設 省2セ ッ ト,そ の他5セ ッ トとな

って お り,年 間 の機 種 更 新 利用 総 数 の約9%と な って い る。 また,返 却 お よ び廃棄 等 が4セ ッ ト行 な

わ れて い る。

機 関 別 の設 置 状 況 は,中 央機 関60セ ッ ト(29.3%)付 属 機 関65セ ッ ト(31.7%),地 方 支 分 部 局80

セ ッ ト(39.0%)で あ り,傾 向 と して は,郵 政 省 の地 方 貯 金 局,地 方 簡易 保 険 局,建 設 省 の地 方 建 設
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局 な ど地 方 支部 局 の 利 用 が 増 えて い る。

規 模 別 に は,大 型 機70セ ッ ト(34.2%)中 型機113セ ッ ト(55%)小 型 機22セ ッ ト(10.7%)で あ

'り
,中 型 機 が過 半 数 を占 め て い る。 しか し,最 近5か 年 間 の規模 構 成 の推 移 をみ る と,次 第 に大 型 化

す る傾 向 に あ る。

機種 は,95%が 国産 機 で占 め られ て お り,NEAC68セ ッ ト(33.2%),TOSBAC46セ ッ ト(22・4%)・

FACOM44セ ッ ト(2L5%),HITAC24セ ッ ト(11.7%),OUK16セ ッ ト(7.7%),MELCOM2セ

ッ ト(1.0%),そ の 他5セ ッ ト(2.5%)と な って い る。

適 用 業 務 は,① 集 計 計 算業 務,② 定 型 的 管 理業 務,③ 分 析 予 測業 務,④ 試 験研 究業 務 の4つ に大別

で き るが,3-1-9表 の とお り,コ ン ピ ュー タ稼 動 台 数 で 比較 して み る と,定 型 的管 理 業 務39%・ 集計

計算 業 務34%,試 験 研 究 業務15%,分 析 予 測 業務12%の 比 率 とな って お り,集 計 計算 業 務 や定 型 的 管

3-1-9表 適用業 務の類 型別状況

1業 務 名1馴 台釧 構成比%
集 統 計 90 19

十

十

言口

ラ
ロ 給 与 46 10

算 技 術 計 算 26 5

業
務 そ の 他 1 一

小 ∋}・63 134
人 事 17 4

定 経 理 10 2

型 物 品 管 理 36 8

的
管

輸 送 通 信 16 3

理 登 録 管 理 11 2

業
務

情 報 サ ー ビ ス 24 5

税 務 保 険 51 11

資 料 検 索 19 4

小 計 ・84139

分 情 報 解 析 25 5

析 経 済 分 析 9 2

予

測,
シ ス テ ム 分 析 7 1

業 需 要 予 測 17 4

務 そ の 他 1 一

小∋159 1・2
試 葉
酸 科 学 技 術 62 13

研
究 務 そ の 他 8

馳2

小 計11・ ・1・5

合 計}4761…

(注)稼 働台数は延べ数 である。 一同上報告書一
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理 業務 が主 体 とな って い るが,今 後 は行 政 の質 的 な面 の シ ステ ム化 が 次第 に増 加 して い く もの と期待

され て い る。

各 省 庁 別 の 主 要 な 適用 業 務 は,各 種統 計(統 計局).犯 罪手 口照 会,運 転 者 管 理(警 察 庁),技 術 計

算(北 海 道 開 発 庁),補 給 管 理,技 術 計 算(防 衛 庁),経 済 分 析 計算(経 済 企画 庁),研 究 技 術 計 算(科

学 技 術 庁),出 入 国記 録 管 理(法 務省),外 交 情 報 検索,旅 券 発 給(外 務 省),国 有 財 産 管理,資 金 管

理,関 税,国 税(大 蔵 省),文 部 統 計,情 報検 索(文 部 省),統 計,年 金(厚 生 省),統 計 食 糧 管理(農

林 省),統 計,情 報 検 索,技 術計 算(通 商 産業 省),統 計,自 動 車 登 録,航 空 管 制,技 術 計 算(運 輸

省),保 険,貯 金,統 計(郵 政 省),統 計,失 業 ・労 災 保 険,職 業 紹 介(労 働 省),技 術 計 算(建 設 省),

統 計(自 治 省),な ど で あ る。

コン ピ ュー タ要 員 は,1972年4月 現 在,前 年 よ り448人 増 えて,総 計4,239人 とな り,1セ ッ ト当 り

21人 の要 員 が 配 置 され て い る。

これ を職 能 別 にみ る と,キ ーパ ンチ ャー1,285人(30.2%),オ ペ レー タ836(19.9%),プ ログ ラマ

816人(19.1%),庶 務674人(16%),SE402人(9.5%),管 理者227人(5.3%),と な って お り,庶

務 要 員 が 多 く,SEが 少 ない の が 目立 って い る。

国 の 行 政 機 関 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 は,以 上 の よ うな現 状 で あ るが,利 用 が この よ うに高 ま っ

て くる にっ れ て,反 面,多 額 の経 費 を必 要 とす る とこ ろか ら,コ ン ピ ュー タの 効率 的使 用 の要 請 が一'

段 と高 ま って きて い る。

また,一 方,情 報 化 時 代 に行 政 が 即 応 す るため,省 庁 間 にお け る情 報 交 換 の促 進 あ るい は国 民 に直

結 す る情報 シス テ ムの 開 発 な ど行 政 情報 シス テ ムの高 度 化 が 急 務 とな って い る。 したが って,コ ン ビ。

ユ 一 夕利用 の最 近 の 特 徴 と して,次 の3つ の点 が あ げ られ る。

第1に 各 省 庁 の コ ン ピ ュー タ部 門 の組 織 は従 来,電 子 計 算 課 や統 計 調 査 課(部)の 名称 が多 か った

が,最 近,情 報 管 理 課(部)や 情 報 処 理 課等 に名称 が 変更 され,単 に集 計 計算 部 門 として の機 能 か ら

脱 皮 す る傾 向 に あ り,情 報 処 理 部 門 の整 備 がす す め られ て い る。

第2に,省 庁 内 にお け る コン ピュ ー タの共 同利用 化 が図 られ つ つ あ り,す で に大蔵 省,通 商 産 業

省,農 林 省 な どで は省 内 の共 同利 用 セ ンタ ーが設 け られて い る。

第3に,コ ン ピュー タ利 用 方 式 は,シ ス テ ム数 で み る とバ ッチ方 式 が191シ ス テ ムで圧 倒 的 に 多 い

が,次 第 に オ ン ラ イ ン ・リアル タ イ ム(現 在36シ ス テ ム)やTSS(現 在1シ ス テ ム)な どの コ ン ピ

ュー タ ・シス テ ムの 高度 化 がす す め られ て い る。

しか しなが ら,さ らに,コ ン ピ ュー タ利 用 の効 率 化,高 度 化 を 図 る に は,シ ステ ム開 発 体 制 の整

備,シ ス テ ム開 発 の各 省庁 間の 調整,デ ー タ等 の名 称 の標 準 化,要 員 の 養成 と確 保,コ ン ピュー タの

共 同相 互 利 用,通 信 回線 網 の整 備,デ ー タの 秘密 保 護 な ど にっ い て,政 府 の積 極 的 な施 策 が 必 要 と さ

れ て い る。
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B地 方公共 団体 の コ ン ピュー タ利用 の現状

地 方 公 共 団 体 に お け る コ ン ピ ュー タの 最初 の導 入 は,都 道 府 県 で は1963年,神 奈 川県,東 京 都,市

区町 村 で は,1960年,大 阪 市 で あ るが,そ の 後,導 入 がす す み,1972年4月 現 在,総 計,233セ ッ ト

に達 して い る。

そ の 内訳 は,46都 道 府 県 の うち26団 体43セ ッ ト,3,260市 区町 村 の うち,268団 体(う ち共 同利 用 団

体107)190セ ッ トで あ る。 また,各 種 業 務 を民 間 計 算 セ ン タ'一方IC委託 して い る団体 あ るい は共 同委託

を行 な って い る団 体 は,都 道 府 県32団 体,市 区町 村1,298団 体 で あ り,し た が って 何 ん らか の形 で コ

ン ピュ ー タを利 用 して い る団体 は,都 道 府 県 はす べ て の 団体 が利 用 し,市 区町 村 は,3,260団 体 の う

ち48%に あ た る1,564団 体 が 利 用 して い る。

この利 用 の推 移 を1968年 か ら1972年 の5年 間 に わ た って み る と,3-1-10表 の とお り,1968年114セ

ッ ト(100)で あ った もの が1972年233セ ッ ト(162)で 年 々 増大 して お り,現 在導 入 を準 備 中 の と ころ

も多 く,さ らに導 入 が 伸 び る傾 向 に あ る。

3-1-10表 地方公共団体の コ ンピュー タ導入台数推移

言 一竺」 1968 1969 1970 1971 1972

都 道 府 県 19 23 28 33 43

市 区 町 村 95 126 164 178 190

計 ・・4(…)1 ・49(・28)1 ・92(・68)1 …(・85)1 233(204)

注:① 警察および教育用は除 く ② 各年度4月1日 現在

都 道 府県 に導 入 されて い る コン ピュー タ を規模 別 に み る と,大 型11セ ッ ト(25.6%),中 型25セ ッ

ト(58.1%),小 型!7セ ッ ト(16.3%)と な って お り,中 型 機 が半 数 を 占め て い る。

また,市 区町 村 の それ は,大 型2セ ッ ト,中 型43セ ッ ト,小 型145セ ッ トで小 型 機 が 圧 倒 的 に多 く

な って い る。

市 区町 村 の 人 口規 模 別 の導 入 は,3-1-11表 の と お り,特 別 区13団 体(56.5%)、 指 定 都 市9団 体

(100%),人 口30万 以 上 の 市12団 体(33.3%),人 口20万 ～30万 の市11団 体(27.5%)な ど とな って お

り,人 口規模 の大 きい団 体 か ら導 入 が す す ん で い る。

都 道 府 県 別 に,市 区町 村 の導 入 割合 をみ る と,80%以 上 の 利 用 が あ る県 は,大 阪 府(93.3%),群

馬 県(91.4%),神 奈 川 県(89.2%),栃 木 県(87.8),愛 知 県(83%),富 山県(82.9%),東 京 都

(82.8%),石 川 県(80.5),の8県 で あ り,30%以 下 の 県 は,青 森 県(19.4%),秋 田 県(5.8%),

岩 手 県(21.0%),鳥 取 県(5.1%),島 根 県(3.4%),徳 島県(22.0%)な ど12県 で あ る。

都 道 府県 の適 用 業 務 は,自 動 車 税 等 の賦 課徴 収40団 体(89%),人 事給 与38団 体(82.6%),財 務 会

計32団 体(69.6%),林 務(森 林 計画)19団 体(41.3%),統 計23団 体(50.0%),の 順 とな って お り,
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3-1-11表 規模別 コンピュータ利用状況

区 分 市 町村数(A)
導 入 団 体

国 体 数(B)1・/・ 十 ・ ・ 数

特 別 区 23 13
%

56.5 13

市

指 定 都 市

人 口30万 以上

人 口20万 ～30万 未満

人 口10万 ～20万 未満

人 口5万 ～10万 未満

人 口3万 ～5万 未満

人 口3万 未満

9

36

40

77

182

239

39

9

12

11

18

38

28

2

33.3

27.5

23.4

20.9

11.7

5.1

21

13

11

19

38

29

12
町 村 ・63・281・ ・128

一 部 事 務 組 合 等 一 (107)
16

一
元

合 計1-1・75・1-1・9・

一 自治省 「地方 公共団体 にお ける電子計算機の利用状況」一

大 量計 算 業 務 の コ ン ピ ュー タ化 が 多 い が,予 測 分 析,計 画 管 理,進 行 管 理 な ど高 度 な 利用 が指 向 され

つ つ あ り,シ ス テ ムの トー タ ル化 もす す め られて い る。

市 区町 村 の適 用 業 務 を適 用 して い る団体 数 で み る と,3-1-12表 の とお り,税 務1,474団 体(94.6%),

給 与 計 算431団 体(27.6%),水 道 住宅 等 の使 用 料480団 体(30.7%),国 保年 金342団 体(21.9%),

住 民情 報165団 体(10.6%),な ど とな って お り,最 近 で は 住民 情 報 管 理 に強 い関 心 が もた れ て い る。

3-1-12表 市区町村における適 用業務の状況

団体数

電 セ
算 ッ

機 ト
数

適 用 業 務 別 団 体 数

統 計 税 務 財務管理給与計算住民情報 使用料 国保 ・
年 金

その他

特 別 区1231・31 7 221 ・1・ ・1・1 ・1・ ・1・

市

町

村

指 定 市 ・1・ ・1・ ・|131・ ・1・ ・1 ・1・31・ ・1 9

その他の市531 ・・216414991・61235 681・ ・61・6・1・ ・

町 村796128 ・ レ351 ・14gl25187139134

小 計1・ ・336 ・6・1841・ ・247149 295 95}・ ・61…1・ ・3

共酬 用mal・ ・51・61・71・ ・51 ・1・ ・61631731・ ・4123

計
ト ・5641・9・1・ ・81・ ・4741・ ・143・1・65「48・13421・27

全団体 に占め る
比率(%)

6.9 94.3 3.9 27.6 10.6 30.7 21。9 8.1

一 自治省 「地方公共団体 にお ける電子計算機の利用状況」一
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C情 報処理関係経費の状況

わ が国 の 情 報化 を進 展 させ るた めの 政 府 の 役割 と して は,情 報 産 業 の育 成 な らび に政 府 の情 報 シ ス

テ ムの高 度 化 を図 る こ とに よ って,わ が 国 の情 報 化 を誘 導 す る こと とされ て い るが,こ れ らに必 要 な

情報 関係 予 算(財 政 投 融資 を除 く)は 年 々増 大 して お り,総 額1971年 度248億 円,1972年 度390億 円,

1973年 度707億 円 で,こ の3年 間 平 均 的伸 び率 は169%と な って い る。

1973年 度 予 算 の 内訳 は,情 報 処 理 産 業 お よび情 報 処 理 教 育等 の振 興 経 費264億 円,シ ス テ ム開 発 関

係 費32億 円,政 府 の コ ン ピ ュー タ運 営 関 係経 費411億 円 とな って い る。 、

省 庁別 に は,通 商産 業 省217億 円,運 輸 省126億 円,文 部 省75億 円,労 働 省59億 円,の 順 とな って い る。

情 報 処 理 産 業 お よ び情報 処 理 教 育 等 の 振 興経 費 は,情 報処 理 産 業 に対 す る助 成 措 置,ソ フ トウ ェア

の開 発,シ ンク タ ン クの育 成 な どで 通 商 産業 省 の経 費10億 円 が主 な もの で あ る。 また,情 報 処 理 教 育

のUI究 費,大 学 付 属機 関 の コン ピュー タ運 営 経 費 で 文 部 省 の経 費58億 円 が主 な もの で あ る。

シ ス テ ム開発 関 係経 費 は,1億 円 以上 の 開発 テ ー マ と して,パ ター ン情 報 処 理 シ ステ ム,映 像 情 報

シ ス テ ム,自 動 車 総 合 管制 技 術 開 発,医 療 機 器 シス テ ム(以 上 通 産 省),医 療 情 報 シス テ ム(厚 生 省)

が あ り,そ の他1,000万 円 以上 の もの は,23シ ス テ ム に及 ん で い る。

各 省 庁 の コン ピュー タ運 営 関 係 経 費 は,総 額411億 円で あ るが,そ の 内訳 をみ る と,庁 費111億 円27

%,コ ン ピ ュー タ等 借料141億 円(34.4%),委 託 費8億 円(2.0%),そ の 他151億 円(36.6%)と な

って い る。

省 庁 別 に は,運 輸 省171億 円,郵 政 省53億 円,労 働 省41億 円,防 衛 庁29億 円,通 商 産 業 省18億 円,

の 順 とな って い る。 ま た,コ ン ピ ュー タ運 営 経 費 の推 移 を1968年 か ら1972年 の5年 間 につ い て み る

と,3-1-13表 の とお り,全 省庁 の合 計 で み る と1968年 度 の74億 円 が1972年 度194億 円 とな り,そ の 間

に2.59倍 の伸 び とな って い る。

3-1-13表 コンピュー タ運用経費の推移(単 位百万 円)

轟≧＼ 愛 機翻 倒 消耗品欝 計 伸び率

1968

1969

1970

1971

1972

4,997

6,468

7,945

11,394

13,907

2,472

1,629

2,002

3,609

5,501

7,469

8,097

9,947

15,003

19,408

100

108

133

201

259

(注)① 機器調達費は,レ ンタル料買取費及び通信 回線使用料を含

む。

② 消耗 品費等は消耗品費,営 繕費,委 託費,そ の他維持 的経

費であ る。

③1972年 度は予算額である。

一行政管理庁 「行政機関における電子計算機」利用実態調査報告書一
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D情 報処理高度化の諸方策

近年,行 政 の近 代 化 を図 る上 で情 報 シス テ ム の重要 性 が認 識 され,行 政情 報 シ ステ ムの 高 度 化 が強

く要 請 され て い る。

しか しな が ら,コ ン ピュー タ利用 を中核 とす る行 政情 報 シ ス テ ム化 を促 進 す るに あ た って は,種 々

の 問題 が あ り,こ れ を成 り行 くま ま に放 置 す れ ば 理想 的 な 情 報 シス テ ム の実 現 は困 難 で あ る。

そ こで,政 府 に お け る コ ン ビ。ユー タ利用 の拡 大 と高 度 化 を図 る た め,政 府 は1968年8月30日 「政 府

にお け る電 子 計 算 機 利 用 の 今 後 の方 策 につ い て」 の 閣 議決 定 を行 ない,次 の4項 目 を コン ピュー タ利

用 の 基 本方 策 と して 明確 に し,積 極 的 に取 り組 んで きて い る。

1.電 子計算機の利用に関し,新 規適用,業 務の拡大,利 用技術の開発,各 種標準化等について調

査研究を充実すること。

2.電 子計算機の利用上のあい路 となっている諸問題を解決するための措置を積極的に講ずるとと

もに,各 省庁に対す る助言指導の体制を整備すること。

3.各 省庁における電子計算機要員の養成を推進するとともに,基 幹要員の研修を統一的に行なう

こと。

4.大 型電子計算機器の開発に伴ない,各 省庁による共同利用の推進および行政施策の遂行に必要

な情報の総合的利用 を図るための調査研究体制 を整備すること。

これらの基本方策を具体的に推進するための体制 としては,関 係7省 庁情報処理政策担当課長会議

(行政管理庁,経 済企画庁,科 学技術庁,大 蔵省,文 部省,通 商産業省,郵 政省)な らびに各省庁情

報処理担当課長会議が設けられてお り,コ ンピュータ利用の高度化に関する施策の調整を図るととも

に 「情報処理に関する基本方針」の検討,「 行政情報処理調査研究」の調整等を行なっている。

また,コ ンビ。ユータ利用技術の向上を図るため,各 省庁の職員で構成するコンピュータ利用技術研

究会(工 業技術院),各 省庁ADP研 究会(行 政管理庁)が 設けられている。

さらに,近 年,情 報処理は一段 と多様化の傾向にあり,こ れに対処する施策を強力に推 進 す るた

め,行 政管理庁では,行 政情報処理基本問題にっいて民間有識者の意見を聴取し,施 策に反映するこ

ととしており,1971年 か ら行政情報処理基本問題懇話会 を開催 してきている。

以上のような推進体制によって閣議決定の諸方策を重点的にかつ総合的に推進するため,行 政管理

庁では,毎 年度 「情報処理に関する基本方針」を定めて活動を行なっている。

1973年度の基本方針は,下 掲のとおりであり,(1)共通情報処理システムの開発推進,(2)電 子計算機

の有効利用の推進 ㈲情報処理に関する周辺問題の解決促進,(4)利 用推進体制の充実の4つ を柱とし

ている。
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昭和48年度情報処理に関する基本方針

48.3.28行 政 管 理 庁

電子計算機利用の拡大に伴い,行 政情報処理は一段 と複雑多様化の傾向にあり,各 省庁間の有機的

連携を通 じて,政 府全体 としての情報処理の効率性を高めることが要請 されている。

したがって,昭 和48年 度においては,各 省庁に関連する諸般の問題について総合的な見地からの研

究開発を活発化するとともに,次 の事項について具体的に推進するものとする。

1.共 通情報処理システムの開発推進

各省庁共通情報処理システムの開発にあたっては,昨 年に引き続 き行政情報通信ネットワーク等

にっいて重点的に調査研究を行なうとともに,漢 字情報処理システムについても検討することとす

る。

なお,緊 急性の高い調査研究事項については,必 要に応じ,各 省庁の要望により取 り上げるもの

とす る。

2.電 子計算機有効利用の推進

各省庁における電子計算機利用ならびに情報処理システムの効率化を推進するため,各 省庁が共

同で利用できる情報処理システム(行 政情報処理センター(仮 称),の 調査研究をはじめとして電

子計算機の効率評価方法の検討およびデータコードの標準化を促進する。

また,情 報処理基幹要員の不足に対処するため,統 一研修の充実を図るとともに,各 省庁間の入

事交流についても検討する。

3.情 報処理に関する周辺問題の解決促進

行政情報処理における当面の課題であるデータの秘密保持および地方公共団体との関連上の諸問

題ならびに法制制度の整備等の周辺問題の検討を行ない,そ の解決を促進する。

・4.利 用推進体制の充実

電子計算機利用の効率化を図る体制を充実するため,行 政情報処理上の諸方策の企画推進にあた

る専門官を設置するとともに,各 省庁に対する支援活動 を促進するものとする。

と くに本年度の特徴は,第1に は各省庁の情報処理 を支援する体制づ くりをめざ して い る点であ

り,こ のため各省庁が共同で利用できる情報処理システム(行 政情報処理センター(仮 称),に つ い

て調査研究を新たに始める。また行政情報処理上の諸方策の企画推進にあたる専門官を設置すること

としている。

第2に は,コ ンピュータ利用や情報処理システムの効率性を一層高めるため,各 省庁が共用す る汎

用行政情報通信ネ ットワークの調査研究やコンピュータの効率評価方法の検討を行なうことにしてい

る。
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第3に は,行 政 情 報 処 理 に お け る当 面 の 課題 で あ る デ・一ータの秘 密 保 護 お よ び地 方 公 共 団体 との 関 連

上 の諸 問題 にっ いて 検討 を行 ない,そ の解 決 を促 進 す る こ とに して い る。

な お,こ の よ うに毎年 度 の方 針 を定 め て,推 進 が 行 な わ れ て い るが,情 報 化 時 代 の進 展 に行 政 の情

報 処 理 が即 応 して い くた め に は,長 期 的 な展 望 に基 づ く総 合 的 な施 策 が必 要 と されて お り,行 政 情報

処 理 に関 す る各 プ ロ ジ ェク トにつ い て,長 期 計 画 が策 定 され推 進 されて い る。

次 に,情 報 処 理 諸方 策 の推 進 状 況 をみ る と次 の とお りで あ る。

(1)各 省 庁 に共 通,関 連 な らび に類 似 す る情 報 シス テ ムを政 府 と して一 体 的 に開 発 す る た め 「行 政

情 報処 理 調 査 研 究 費 」 が1970年 度 か ら行 政 管 理 庁 に一 括 計 上 され て い るが,1972年 度(予 算額8,500

万 円)の 調 査 研 究 テ ー マ は,次 の とお りで あ る。

① 統 計 デ ー タバ ン ク ・シ ス テ ム に関 す る調 査 研究

② 行 政 情報 通 信 ネ ッ トワー ク ・シ ステ ムに関 す る調 査研 究

③ 標 準 コー ドに関 す る調査 研 究

④ 検索 加工 シ ス テ ムに関 す る調 査 研 究

⑤ 国 会 会議 録 情 報 シス テ ムに関 す る調査 研 究

⑥ 環 境 公 害 情報 シ ス テ ム に関 す る調 査 研 究

⑦ 公 共 事 業 情報 シ ス テ ム に関 す る調 査 研 究

⑧ 筑 波 研 究学 園都 市 にお け る総 合 研 究 情 報 シス テ ム に関 す る調 査 研 究

② コ ン ピ ュー タ基 幹 要 員 の 養成 を統 一 的 に行 な うた め,各 省庁 の中 堅 職 員 を対 象 に行 政 管理 セ ミナ

ーー一(ADPマ ネ ジメ ン トコー ス,3か 月)が1969年 か ら行 政管 理 庁 にお い て 開催 され て い るが,こ れ

ま で に4回 開 催 され,140名 の職 員 が 受 講 して い る。

(3)各 種 標 準 化 の推 進 につ い て は,デ ー タ コ ー ドと して,地 方 公共 団体 コー ド(JIS,C260,45.4.

1)市 区 町 村 コー ド(JIS,C6261,45.4.1)性 別 コ ー ド(JIS,C6264,46.1.1)産 業 コ ー ド(JI

S,C6265,46.4.1)日 付 コー ド(JIS,C6262,45.4.1)時 刻 コ ー ド(JIS,C6263,45.4.1)等 が

標 準 化 され て い る。 現在,検 討 中 の もの と して は,住 所(町 字)コ ー ド,企 業 コー ド,個 人 コー ド,

学 歴 コー ド,職 業 コ ー ド,金 融 機 関 コ ー ド等 が あ る。

(4)コ ン ピ ュー タ利 用 の 当面 の技 術 的問 題 を解 決 す るた め,工 業 技 術 院 に お いて 各 省庁 利 用 技術 研 究

会 が 開 催 され て お り,1972年 度 の技 術 研 究 項 目の うち主 要 な もの は,次 の とお りで あ る。

① 統 計 デ ー タ ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ム

② フ。ロ グ ラ ム作成 の進 度 管 理

③OSの 評 価 実験

④ 評 価 プ ロ グ ラ ムの改 良

⑤ARPAネ ッ トワ ー ク
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⑥ オ ン ラ イ ン シス テ ム にお け る ミニ コ ン ピ ュー タの利 用

⑦ 通 信 制 御 に関 す る研 究

⑧ 磁 気 テ ー プ等 の管 理

9公 衆通信回線の開放 と今後の動向

Aは じめに

1971年5月,第65回 通 常 国 会 で,デ ー タ通 信 に関 す る制 度 の確 立 を図 った 「公 衆 電気 通 信 法 の一 部

を改 正 す る法 律 」 が 成立 し,い よい よ通 信 回 線 利 用 の 自由化 が 大 幅 に行 な われ る よ うに な った 。

この 利用 制 度 として の特 定 通 信 回線 使 用 契 約 は,1971年9月1日 か ら,す で に実 施 されて お り,ま

た 「公 衆網 の開 放 」 問題 と して 多 くの論 争 を呼 ん だ公 衆 通 信 回 線 の 利 用 も,1972年11月12日 か ら公 衆

通 信 回 線 使用 契 約 として実 施 され て い る。 なお,こ の 使用 契 約 は,広 域 時分 制 が 採用 され た地域 か ら

逐 次 実 施 され,全 国 的 な全 面 実 施 は1973年8月 末 とな るが,こ こに コン ピ ュー タ と通信 回線 を直 結 し

た デ ー タ通 信 シス テ ム を中心 とす る,よ り新 しい情 報 化 社会 へ の幕 開 け を迎 え たの で あ る。

この 制度 の実 施 を基礎 と して,わ が 国 の情 報 化 は一 段 と進 展 し,ま た,技 術 の 進 歩 も加 わ って更 に

情 報 化 の 深 度 が増 す もの と期 待 され るが,こ こで は この公 衆 通 信 回 線 の 利用 を中 心 と して,そ の 提供

条 件 お よ び今後 の動 向 等 に つ いて 概 観 す る。

B公 衆通信回線使用契約の提供条件

公衆通信回線使用契約は,利 用者が設置す るコンピュータとデータ通信端末機器等を接続するため

に,電 電公社の加入電話または加入電信の交換設備と回線を使用する契約で,サ ービス の 品 目 とし

て,電 話型公衆通信回線と電信型公衆通信回線に分けられている。

このように,公 衆通信回線使用契約は,現 在の加入電話または加入電信の設備等を使用することか

ら,特 定通信回線使用契約とは異なった回線の品質 ・使用態様 を持 っている。

a公 衆通信回線を使用する場合の主な特徴

(i)通 信 範 囲 の広 さ 、

公 衆 通信 回線 の 使用 は,公 衆 網 に接 続 され るす べ て の コ ン ピ ュー タや 端 末機 器 と通 信 で き る可 能 性

を持 って い る。 一 台 の端 末 機 器 を各 種 の シ ス テ ム ・サ ー ビス に共用 で き,端 末 機 器 の有 効 利用 が はか

れ る。 た と えば,あ る と きは,自 社 の在 庫 管 理 シ ステ ムに使 い,ま た あ ると きは,タ イ ム シ ェア リン
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グ ・サ ー ビス業 者 の計 算 サ ー ビス を受 け るな ど,一 台 の端 末 機 で多 様 な使 い 分 けが で き る。

(ii)従 量制料金

使用料金は,回 線を使用した時間に比例して課金 される従量制料金であ り,端 末機の使用態様や同

一の相手との通話時間が少ない場合には,定 額制料金である特定通信回線を使用するより経済的に有

利である。また使用態様によっては,特 定通信回線 と公衆通信回線を組合わせて使用す る こ とによ

り,シ ステムの経済性が一層図れる。

〈iii)伝送速度の限界

公衆通信回線は,本 来,電 話や加入電信用に設計 されているため,使 用できる帯域幅が固定されて

お り,利 用できる伝送速度に限界がある。電話型公衆通信回線は,交 流符号伝送用で,お おむね1200

ピット/秒以下,電信型公衆通信回線は,直流符号伝送で50ビ ット/秒以下程度の伝送速度 となっている。

(iv)伝 送品質 ・接続時間の問題

交換機を経由して,そ の都度任意の空ルー トを経由するので,交 換機等から発生する雑音や瞬間的

な回線の切断等により,特 定通信回線にくらべて伝送品質が劣 り,ま たダイヤル終了後,接 続が完了

するまで最大15秒 程度の接続時間(特 定通信回線の場合は,3秒 程度)を 要する。このため,接 続時

間など,諸 条件を厳格に要求するシステムにはやや難がある。

b申 込 み が不 承 諾 とな る場 合

(i)申 込 みの あ った電 話 型 公 衆通 信 回 線 を収 容 す る電話 局 が,ま だ 広域 時分 制 を実 施 して い な い場

合 。

広 域 時 分 制 の 採用 は,全 国 にわ た る膨大 な工 事 を要 す る こ とか ら,逐 次地 域 を追 って 実施 す る こ と

とな って い る。 そ の第 一 弾 は,1972年11月12日 に実施 され,関 東 で は前 橋 ・甲府 な ど,東 海 で は,津

・四 日市 な ど,近 畿 で は,大 津 ・彦 根 な ど全国 で576に 分 か れ て い る単 位 料 金 区域 の うち,75の 区域

で サ ー ビスが 開 始 され た。1973年3月 に は東京 が,同 年5月 に は大 阪 ・神 戸 ・横 浜 ・北 九 州 が,同 年

6月 に は名 古 屋 ・京 都 ・札 幌 ・福 岡が それ ぞ れ実 施 の予 定 で,全 国 的 な 開放 は同年8月 末 とな る。

電 信型 公 衆 通 信 回線 の場 合 は,す で に広域 時分 制 を採用 して お り,1972年11月12日 か ら全 国一 斉 に

利用 で き るよ うにな って い る。

〈亘)一 般の加入電話または加入電信の疎通に支障を与 えるような場合

公衆通信回線使用契約は,既 存の加入電話または加入電信のネ ット・ワークを利用するが,こ の交
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換 設 備 等 は,加 入電 話 また は加 入 電 信 の トラ ピ ックに見 合 って 作 られ て い る。 した が って,こ の 公衆

通 信 回線 に接 続 され るコ ン ピ ュー タ のデ ー タ処 理 量 に よ って は,加 入 電 話 ま たは 加入 電 信 の ため に設

計 設 備 され て い る交 換 設 備 等 が過 負 荷 とな り,話 し中 とな って 使 えな くな る。 この よ うな こ とか ら,

トラ ピ ックの 態様 が 同時 に多数 の呼 を発 生 す るな どの場 合 に は,使 用 時 間帯 等 で 条 件 を付 す 場 合 が あ

り,こ の条 件 を認 め ない 場 合 は承 諾 され な い 。

(iii)技 術基準に適合しないとき

申込みのあった公衆通信回線に接続するコンピュータ等については,特 定通信回線使用契約の場合

と同様に,次 の三原則を基本 として,電 話型,電 信型の回線別に技術基準が定められている。この基

準に適合しない場合は承諾されない。

① 公衆電気通信設備を利用する第三者に迷惑 を及ぼす ことを防止す る。

② 公衆電気通信設備の損傷および人体に対する危害を防止する。

③ 利用者 と電電公社と責任分界点を明確にして,相 互の保守および運用が円滑に行なわれるよう

にする。

〈iv)そ の他,申 込みのあった公衆通信回線を設置するために必要な公衆電気通信設備の新設 ・改造

または修理が技術上著るしく困難なとき,公 衆通信回線 を設置 し,保 守することが困難なとき等,電

電公社の業務遂行上支障がある場合,料 金の支払いを現に怠 りまたは怠 るおそれがある場合,加 入電

話または加入電信の申込みの横滑が非常に多い申込み局所である場合などでは承諾 されない。

・c公 衆通信回線以外の回線との接続

コンピュータと多種多様な端末機器等を回線で接続 してシステムを構成する場合に,コ ンピュータ

に公衆通信回線だけでなく,特 定通信回線や私設有線設備が接続されることも考えられるが,そ の場

合は次のとお りである。

(i)特 定通信回線または私設有線設備が接続 されているコンピュータ等に,公 衆通信回線を接続す

る申込みがあった場合。

データ通信の実施態様はますます複雑多岐にわたることが予想され;そ のような態様がどんな場合

に公衆電気通信業務に支障を及ぼすか,パ ターン化 してあらかじめ定め難い面があり,郵 政大臣の認

可を受けた上で承認されることとなっている。

〈ii)公 衆通信回線相互の接続

これは,電 話型公衆通信回線 と電信型公衆通信回線 との相互接続であり,電 電公社の業務遂行上の
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支 障(た とえ ば,公 衆 通 信 回線 を利用 す る加 入 電 話 や 加入 電 信 の加 入 者 の通 話 や 通 信 に支 障 を お よぼ

した り,あ るい は設 備 の 保守 が 困 難 な場 合 な ど)が な けれ ば,コ ン ピ ュー タ等 を介 して接 続 す る こ と

が 認 め られ て い る。

(iii)ソ フ トウェアの変更等により,特 定通信回線または私設有線設備 との接続の場合。

ソフ トウェアの変更等により,特 定通信回線と公衆通信回線をコンピュータ等を介して接続す るこ

とは,電 電公社の業務遂行上の支障がなければ認められる。また,公 衆通信回線 と私設有線設備のコ

ンピュータを介 しての接続は,公 共の利益のため必要そあると認められる場合に限 り,公 社の業務遂

行に支障がないこと,そ の私設有線設備を接続した場合にそのコンピュータ等が公衆通信回線技術基

準に適合することを条件 として認められる。

d公 衆 通 信 回 線 を利 用 す るそ の他 のサ ー ビス。

広域 時分 制 に移 行 した 加人 電 話 の 加入 者 は,加 入 電 話 回線 に転 換 器 を介 して 切 り替 え,通 話 以 外 の

フ ァク シ ミ リ,デ ー タ伝 送 等 の通 信 に利 用 す る機 器 の 使用 が可 能 とな った。

また,音 響 結 合 装 置(カ プ ラ)の 使用 も可 能 とな った。 この カ プ ラに つい て は,電 電 公 社 の型 式審

査 に合 格 した もの に限 られ るが,こ れ に よ り,医 師 が 往診 先 か ら患 者 の心 電 図 を伝 送 した り,セ ー ル

ス マ ン が 出先 か らコ ン ピ ュー タ を利用 す るこ と も可能 とな る。

C公 衆通信回線の今後の利用動向

公 衆 通 信 回 線 使用 契 約 が 制度 と して 実 施 されて 以 来,ま だ 日 も浅 いが 、 前述 の よ うに,公 衆 網 の 開

放 に よ って 通 信 回線 を地 域 的 に も大 衆 的 に も広 く利 用 で き,ま た多 角 的 に便 利 に利 用 で き るよ うにな

った こ とは,将 来 の予 想 され る可 能 性 を実現 す る基 盤 が 確立 した とい う点 で大 変 意 義深 い こ とで あ る。,

す で に,コ ン ピ ュー タ ・メー カー を は じめ 情報 処 理 産 業 ・通信 機 器 産業 な どの 関連 産 業 で は,こ の

日の 到 来 を待 って未 来 を先 取 りす る計 画 ・構 想 を立 て,ま た新 しい情 報機 器 の開 発 を行 な って お り,

そ の将 来 は明 るい と云 え よ う。

1972年2月,郵 政 省 で は,公 衆 通 信 回 線 の利 用 開 始 に備 え,デ ー タ通信 回線 の 利用 に関 係 の 深 い諸

団 体 や 学 識経 験 者 の参 画 を得 て,「 公 衆 通信 回線 利 用 調査 会 」 を設 置 し,公 衆 通信 回線 の予 想 され る

利 用 形 態 に つ い て広 く各界 か ら意 見 を集 約 す ると と もに,コ ン ピ ュー タ設 置 企 業 を対 象 として 需要 の

動 向 等 に 関す る ア ンケ ー ト調 査 を実 施 し,そ の結 果 を同年8月 に発 表 した。 これ に よ れ ば,回 答 の あ

っ た827社 の うち54%に わた る445社 が公 衆 通 信 回線 の利 用 希 望 を持 って い る。 この 内訳 を見 る と,オ

ン ラ イ ン ・シス テ ム の既 設 置企 業156社 に つ いて は,そ の約3分 の2に の ぼ る企業 が利 用 希 望 を有 し

て お り,未 設 置企 業671社 に つ い て は,約 半 数 が 利 用 希 望 を持 って い る。
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この こ とは,オ ン ライ ン ・シス テ ム設 置 企 業 の う ち大 多 数 が,既 設 の 特 定 通信 回線 と公 衆 通 信 回線

と を併 用 す る希 望 を持 って い る こ と,未 設 置 企 業 にお い て は,公 衆 通 信 回 線 の 利用 開始 を契 機 と して

オ ン ライ ン化 を図 ろ う とす る希 望 が広 く存 在 して い る こ とを示 して い る。

全 般 的 な利 用 開 始 時期 と して は,利 用 希望 の あ る445社 の うち,約50%に 当 る225社 が1973年 か ら1975

年 まで の 間 に利 用 開 始 の意 思 表 示 を して お り,残 りの半 数 は,先 発 シス テ ムの 実 績 を見 て 逐 次 利用 計

画 の検 討 を進 め て行 く もの と予 想 され て い る。

この よ うな企 業 の 利 用動 向 に対 して,1972年8月 に電 電 公 社 が 発表 した第5次5カ 年 計 画 で の公 衆

通 信 回線 使用 契 約 の 需 要数 を見 る と,1972年 度 末200端 末 回 線(予 定)に 対 して1977年 度 末 で は約3

万 端 末 回 線 を予 定 して い る。 一 方,特 定 通 信 回 線 使 用契 約 で は,1972年 度 末 約2万 端 末 回線(予 定)

に 対 し,1977年 度 末 で は約6万 端 末 回線 を予 定 して い る。 ま た,フ ァ クシ ミリ ・手書 電 送 ・心 電 図 伝

送等 につ いて1977年 度 末 で,そ れぞ れ5万7千,9千,1万5千 端 末 回線 を予 定 して い る。

公 衆 通 信回 線 の予 想 され る利 用 形 態 と して は,ソ ー シ ャル ・ユ ース,ビ ジ ネ ス ・ユ ー ス,ホ ー ム ・

ユ ー ス な ど広範 囲 にわ た って考 え られ るが,た とえ ば,行 政 機関 にお い て は,大 衆 的 な 利用 が見 込 ま

れ る統 計 デー タ ・バ ン ク,生 鮮 食 料 品 な どの情 報 案 内,住 民情 報 や人 事 管理 ・財 務 管 理 等 の 情 報 検

索,民 意 反 映 の 業務 等 を中 心 に オ ン ラ イ ン ・シス テ ムへ の 需要 増 加 が 予 想 され る。

製 造 業 で は,生 産 ・販 売 ・在 庫 管 理 業 務 を中心 に導 入 の 計 画が 図 られ る で あ ろ うし,商 業 関係 で

は,流 通 部 門 の近 代 化 に即 応す る形 で の オン ライ ン化 が 進行 す る と考 え られ、 ま た,百 貨 店 ・ス ーパ

ー マ ーケ ッ ト等 で は銀 行 等 と提 携 して ,コ ン ピ ュー タの 端末 機 能 と レジス タ機能 を有 す る端末 機 を設

置 し,買 物 代 金 を銀 行 の 口座 か ら自動 的 に決 済 す るキ ャ ッシ ュレス ・シス テ ムな ど も早 い 時期 に 出現

す るで あ ろ う。

運 輸 ・旅 行 業 の 分野 で は,座 席 予 約 シ ステ ムや,物 流 業 界 で の各 業 者 を一 貫 した統 一 フ ォー マ ッ ト

に よ る荷 役 ・保 管 ・輸 送 業 務 な どの合 理 化 の た め の シス テ ム な どへ の適 用 が考 え られ る。

情 報処 理 業 にお い て は,公 衆 通信 回線 の 利 用 開始 に よ って 一層 広範 囲 な顧 客 層 の開 拓 が 行 なわ れ る

こ と とな ろ う。 、

医療 分 野 で は,.自 動 診 断 ・自動監 視 ・遠 隔 診 断 な どの シ ス テ ムへ の 適用 な ど,公 害 分 野 で は,自 動

遠 隔 検 針 シ ス テ ム を駆 使 す るシ ステ ムの 出現 な ど,そ の 利用 形 態 は百 花捺 乱 の感 が あ る。

そ して,こ れ ら公 衆 通信 回線 の 利 用 に あ た って は,特 定 通 信 回線 との併 用,異 企 業 間 シス テ ムの コ

ン ピ ュー タ の共 同使用 な ど,さ ま ざ まな形 で行 なわ れ て 行 く もの と予 想 され る。

D今 後の課題

以上,概 略的に公衆通信回線の利用上の諸条件等について述べて きたが,い わゆる回線開放によっ

て,デ ータ通信発展のためのすべての条件が整備されたわけではない。
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情 報技 術者 の不 足,ソ フ トウ ェ アの法 的保 護,情 報 の機 密 保 護,プ ライ バ シ ーの 保 護 の 問題 な ど,

従来 か ら解 決 を急 が れ て い る問 題 や,シ ステ ムの 発展 を はば ん で い る諸制 度 や 習 慣 の 改善 な ど,未 解

決 の 問題 が多 い。

シ ス テ ムの 大衆 化 を図 る ため に は,高 性能 で,か っ 安 価 な端 末 機 の 開発 が 必要 で あ り,ま た,日 本

人 は情 報 に対 す る価 値 感 が うす い とい わ れ て お り,こ の 面 で の啓 蒙活 動 も必 要 で あ る。

新 し く制定 され た デ ー タ通信 制 度 自身 に して も,社 会 の進 展 と と もに,常 に時 代 に即 応 して,新 し

い需 要 や 新 しい技 術 に対応 した形 で 変 化 して行 かな けれ ば な らな い もの と考 え る
。

この よ うに,情 報 化 社会 の発 展 の た め に は,是 非 と も解 決 を要 す る問 題 が 山積 して い るが
,こ の た

め に も是 非 と も行 政 ・企業 ・国 民 の一 致 協 力 体 制 が必 要 で あ り,種 々 の 創意 工 夫 を こ ら し,具 体 的 実

績 を着実 に積 み上 げ な が ら,未 来 の輝 か しい社 会 に結 びつ けて行 く努力 が大 切 で あ る。

10日 本電信電話公社の第5次5カ 年計画

におけ るデータ通信 ・画像通信 の概要

Aは じめに

1971年5月,第65回 通常国会で,広 域時分制の採用,電 話設備の改定 ・電報制度の近代化およびデ

ータ通信制度の法定化を骨子とした公衆電気通信法の一部が改正され,さ らに1972年5月 には,第68

回通常国会で 「電信電話設備の拡充のための暫定措置に関する法律」(拡 充法)等 の期限が,1983年

3月31日 まで10年 間延長され,こ こに電電公社が今後における経済社会の変化に対 して長期計画を遂

行す る,い わば制度,財 政両面での基盤が確立 された。

特に,広 域時分制の採用とデータ通信制度の法定化は,電 気通信事業の将来を方向づける画期的な

ものであり,1972年11月 からスター トした広域時分制の実施にともなって,新 たにデータ通信 ・画像

通信のために電話網を利用する途が開かれようとしている。

電電公社では,1970年8月 電信電話拡充7カ 年計画を策定したが,そ の後における需要変動,沖 縄

の本土復帰などの要素を織 り込み,1972年8月 に,1973年 度から1977年度を計画期間とする第5次5

カ年計画を発表した。

第5次5カ 年計画は,わ が国における経済社会の高密度化 ・情報化の進展など社会条件の急激な変

化に対応 し,さ らに公害防止,生 活環境の整備,流 通機構の合理化,教 育 ・医療の充実等の見地から
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急速に高 まってきた電気通信サービスに対する広範な要請にこたえ,将 来におけるわが国経済の成長

発展と国民福祉の充実;よ り豊かな国民生活の実現に積極的に寄与するため,多 年の宿願であった加

入電話の積滞解消を最大の目標 とするとともに,デ ータ通信 ・画像通信の拡充 ・開発と総合電気通信

網の形成を推進す ることを基本に策定されたものである。5カ 年間の建設投資額7兆 円,う ちデータ

通信関係投資額は500億 円を予定 している。

本文では,電 電公社のこの第5次5カ 年計画で予定されるデータ通信 ・画像通信関係の需要予測を

中心として紹介する。

Bデ ー タ通 信 の拡 充 ・開発

情 報 化 の に な い手 と もい うべ きデ ー タ通 信 につ い て は,7カ 年 計画 同様,国 益 と国民 の要 望 に沿 っ・

て,デ ー タ通 信 技 術 の 開発 と標 準 化 に先 導 的 役 割 を果 た しなが ら・積 極 的 に その拡 充 を図 る こ と と し

て い る。 公 社 が行 な うデ ー タ通 信 サ ー ビス の拡 充 ・開 発 にっ いて は,公 共 的性 格 の強 い シス テ ム ・全

国 的 な ネ ッ トワー ク を構 成 す る シス テ ム ・開 発先 導 的 シス テ ム に重 点 をお き,と くに国民 福 祉 の充 実

・経 済 社 会 の 発展 に寄 与 す るナ シ ョナル ・プ ロジ ェ ク トを積 極 的 に推 進 す る と と もに,販 売 ・在 庫 管

理,科 学 技 術 計算 等 の シ ス テ ムにつ いて も拡 充 ・開 発 を図 り,1977年 度末 に は,全 国 の主 要 都 市 にお

い て サ ー ビ ス を提 供 す る よ う計 画 して い る。 また,デ ー タ通 信 回線 サ ー ビ スに つ い て は,い わ ゆ る

「回線 開放 」 に伴 い,民 間企 業 等 が行 な うデ ー タ通 信 に必 要 な 通 信 の 回線 につ い て,高 速 デ ー タ伝 送

を含 め サ ー ビス品 目の 多様 化 を推 進 し,特 定 通 信 回線 サ ー ビスお よび公 衆 通 信 回線 サ ー ビスの需 要 に ・

応 じ られ る よ う計 画 した 。

aデ ー タ通 信 回線 の需 要 予 測 等

1971年5月,公 衆 電 気 通 信 法 の一 部 が 改 正 され,デ ー タ通 信 制度 が新 設 され,民 間企 業 等 が行 な う

デ ー タ通 信 のた め に公社 が通 信 回 線 を提 供 す る 「通信 回線 利 用 制度 」と,公 社 が設 置 す るデ ー タ通 信

設 備 を利 用 す る 「デ ー タ通 信 設 備 利 用制 度 」 が 法制 化 さて,か ね て か ら要 望 の あ った デ ー タ通信 の た

めの公 衆 通 信網 の 利 用 が,広 域 時 分 制 の実 施 を もって可 能 とな った 。 この た め,デ ー タ通信 回線 と し

て は,公 社 自 らが 行 な う直 営 デ ー タ通 信 の た め の通 信 回線 の ほ か,自 営 デ ー タ通 信 の た め の通 信 回 線

を計 画 す る こ と と した。

自営 デ ー タ通 信 は,1960年 近 畿 鉄 道 が 座席 予 約 シ ス テ ム を開 発 したの をは じめ と して,1964年 に は

国鉄 の 「み ど りの窓 口」,日 本 航 空 の 座席 予 約 シ ステ ム,日 本 証 券 の 株 式取 引 シ ス テ ム,東 海 銀行 の

為替 交 換 シ ステ ム等 が 出現 し,コ ン ピ ュー タの 利 用技 術 の進 歩 と相 ま って,そ の 後5年 間 で 自営 デ ー

タ通信 は約120シ ス テ ム と急 増 し,そ の後 も順 調 な伸 び を示 して お り,金 融 業 ・製造 販 売 業 を は じめ

と して,民 間 企 業 か ら官公 庁 まで 各層 に拡 が って い る。利 用 の多 い シス テ ム適 用 業務 は,生 産 販 売 ・
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在 庫 管 理 ・株 式 取 引 ・運送 管 理 ・受 託 計算 等 で あ り,そ れ らは多 くの端 末 を もつ もの で あ るだ けに,

電 話 回 線 へ の接 続 の道 が開 かれ た こ とに よ り,オ ン ライ ン化 が 促 進 され,端 末機 器 が さ らに普 及 す る

と思 わ れ る。

自営 デ ー タ通信 の た めの 回 線 は,自 営 デ ー タ シス テ ム数 お よ び その 規模,コ ン ピ ュー タお よ びデ ー

タ通 信 の 利用 動 向等 を推 定 し,回 線 開 放 に伴 う影 響 を考慮 し,電 話 網利 用 へ の移 行 を含 め て 予 測 し

た 。

一 方 ,'コ ン ピ ュー タ相 互間 の磁 気 テ ー プ伝 送 や 技 術計 算 の グ ラ フ ィ ックデ ィス プ レイの 利用 か ら,

48キ ロ ビ ッ ト/秒 広 帯域 網 利 用 の 要望 が生 じて い る。

この広 帯 域 網 利 用 の 回線 につ い て は,利 用 申 込 状 祝箸 よ り,大 部 分 が コン ピ ュー タ相互 間 の磁 気 テ

ー プ伝送 で あ る こ とか ら,普 及 の 初期 に お いて は同 一企 業 内の コ ン ピ ュー タ設 置 区 間 を主 な 需要 対 象

と して予 測 し,1973年 度 東 京 大 阪 間 で サ ー ビス 開 始 す るの をか わ き りに,1977年 度末 まで に政 令 指定

3-1-14表 デー タ通 信 回線 計 画 工 程

(単位 ・万 回線)＼
自営デー タ

通信のため

の回線

特 定 通信 回 線

公衆網利用の回線

広 帯 域 網 利 用 の 回 線

1972末

2.0

0

1973～1977

増 設 数

3.8

2.9

0.1

1977末

5.8

2.9

0.1

注 自営 デ ー タ通 信 は 、 自営 デ ー タ セ ン タ接 続 回線,テ レ ック ス網 利 用 回 線 を 除 く。

都 市 お よ び総 括 局 所 在都 市 まで,サ ー ビス提 供 地 域 を拡 大 す るよ う計 画 す る。(3-1-14表 参 照)

bデ ー タ通信 サ ー ビス の需 要 予 測

(i)販 売 ・在 庫管 理 サ ー ビス

販 売 ・在 庫管 理 サ ー ビス は,1970年9月 東 京 にお い て サ ー ビス を開 始 して以 来,大 阪 ・名 古 屋 を加

え,現 在3都 市 にお い て サ ー ビス を行 な ってい るが,景 気 の 停滞,市 場 の未 成 熟 等 に よ りそ の実 績 は

7カ 年 計 画 で想 定 した需 要 を大 幅 に下 回 って い る現 状 で あ る。

販 売 ・在 庫 管 理 サ ー ビスの 需要 母 体 は,製 造 業 ・販 売 業 等 の 中小 企業 が 主 体 で あ るた め,こ れ らの

企 業 に お け るデ ー タ通 信 利 用 の体 制 が整 備 され るに従 い,逐 次 需 要 が発 生 す る と見 込 まれ る。

これ に よ り,1977年 度 末 まで に県 庁 所 在 地 級 都 市 まで サ ー ビス を拡 大 す る こ と を前提 と して,こ れ

らの 都 市 に お け る企 業数 お よび事 業 所 数 を基 礎 に,こ れ まで の需 要 の推 移 ・市 場 調 査 によ る利 用 動 向
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等 か ら需 要 を3-1-15表 の とお り予 測 した。

また,そ の サ ー ビス ・エ リアに っ い て は,1977年 度 末 まで に県 庁 所 在 地 級 都市 まで サ ー ビス を拡 大

す る こと と し,セ ン タ設 置 に つ い て は,サ ー ビス開 始 後 お お む ね3～4年 で,収 容 率 が80%と な る と

見 込 ま れ る場 合,通 信 局 所 在 地等 に セ ン タ を新設 す る こ と と して い る。

3-1-15表 販 売 ・在庫 管理 サ ー ビス 需 要 予 測(単 位:端 末)

ぷ
需 要 数

1973

2,850

1974

4,400

1975

6,400

1976

9,000

1977

12,500

,(ii)科 学 技 術 計 算 サ ー ビス

科 学技 術 計 算 サ ー ビス は,1971年3月 東 京 にお い て サ ー ビス を開 始 して以 来,大 阪 ・名 古 屋 を加 え

て 現 在3都 市 で サ ー ビス を提 供 して い るが,販 売在 庫 管 理 サー ビス が伸 び悩 ん で い るの に対 し,科 学

技 術計 算 サ ー ビ スは,企 業 規 模 は小 さい が高 度 な構 造 計 算 等 を行 な う設 計 事 務 所,あ るい は コン ピ ュ

ー タを もっ 製 造 業
,建 設 業 にお い て,科 学 技 術計 算 サ ー ビスの シス テ ム 内容 や 利用 の経 済 性 か ら利 用

が 促 が され,7カ 年 計 画 の想 定 を上 回 る順 調 な伸 び を示 して い る。

科 学 技 術 計算 サ ー ビスの 需 要 予測 に あた って は,販 売 在 庫管 理 サ ー ビ スに準 じて サ ー ビス提 供 地 域

を拡 大 す る こ と と し,東 京,大 阪 に お け る需要 の推 移,市 場 調査 に よ る利 用 動 向,サ ー ビス提 供 都 市

に お け る事 業 所数 等 を基 礎 に3-1-16表 の とお り予 測 した。

その サ ー ビス ・エ リア につ い て は,1977年 度 末 まで に県 庁 所 在 地 級 都 市 ま で サ ー ビス を拡 大 す る こ

と とし,新 し く設 置 す るセ ンタ につ い て は,DEMOS-Eサ ー ビス を提 供 す る た め,DIPS導 入

を計画 す る。

3-1-16表 科 学技術計算サー ビス需 要予測(単 位:端 末)

癬
需 要 数

1973

850

1974

1,350

1975

2,000

1976

2,800

1977

3,800

(iii)電 話 計 算 サ ー ビス

電 話 計 算 サ ー ビス につ い て は,1970年9月 東 京 にお い て サ ー ビス を開 始 して 以来,大 阪 を加 え て現

在2都 市 で サ ー ビス を提供 して い るが,利 用 は伸 び 悩 み,7カ 年 計画 の想 定 を大 幅 に下 回 って い る現

状 で あ る三
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今 後,プ ッシ ュホ ンの 導 入 計画 お よ び利 用 状 況等 を考 慮 しな が ら,1977年 度 末 まで に お お むね 県庁

所 在 地級 都 市 まで サ ー ビス提 供 地域 を拡 大 す る よ う計 画 した 。 な お,電 話 計算 サ ー ビスの セ ン タに つ

い て は,ソ フ トウ ェア の改 造 等 によ りセ ンタの 処 理能 力 を高 め,東 京 ・大 阪 の セ ン タで処 理 し得 る見

通 しで あ るので,第5次5カ 年 計画 期 中 にセ ン タの増 置 は計画 しない こ と と した。

(iv)各 種 シス テ ム

各種 シス テ ム につ い て は,1968年8月 群 馬 銀 行 に お いて サ ー ビス を開 始 して以 来,現 在 サ ー ビス 中

の シス テ ム は15に 達 して い るが,各 種 シス テ ム は,販 売 ・在 庫管 理 サ ー ビス ・科 学 技 術計 算 サー ビス

と異 な り,ユ ーザ の利 用 目的 ・業務 内容 等 に よ り,シ ステ ム形 態 は多 様 で あ り,需 要 母 体 も多 業種 に

わ た って い て,地 方銀 行 協 会 を は じめ とす る金 融 機 関 が中 心 とな って い る。

情 報 化 の進 展 によ り,今 後 ます ます企 業 内 の ネ ッ トワー クが整 備 され るにつ れ,企 業相 互 間 の情 報

交 流 も盛 ん とな り,ま た 医療 ・教 育 ・行 政 ・公 害 ・交 通 ・流 通 な ど国 民福 祉 ・社 会 開発 に寄与 す る,

い わ ゆ るナ シ ョナル ・プ ロジ ェ ク ト関連 の需 要 が 増加 す る と考 え られ る。

この た め,各 種 シス テ ム につ い て は,過 去 の 実 績 ・企 業 の 負担 能力 ・コン ピ ュー タの導 入 状 況 と利

用 動 向等 を も とに需要 を検 討 し,公 共 的 性 格 の 強 い シ ステ ム ・全 国 的 ネ ッ トワー ク を構 成 す るシ ス テ

ム ・開 発先 導 的 シス テ ム に重 点 をお き,と くに国 民福 祉 の充 実 に貢献 す るナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェク ト

の 推 進 に積 極 的 に協力 し,ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェ ク ト関 連 の大 規 模 シス テ ム に はDIPSを 導 入 す る

な ど して,サ ー ビス の 拡大 を はか る よ う計 画 して い る。

なお,計 画 期 間 中 に予 定 して い る シス テ ム増 設 数 は60シ ス テ ム で あ る。

3-1-17表 ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェク ト関連 シ ステ ム の 概 要

;

シ ス テ ム 名 シ ス テ ム の 概 要

行 政 情 報 ネ ッ トワ ー ク 行政サー ビスの迅速化,総 合 的行政情報 システムの形成等の促進 に役だて るため :

・シ ス テ ム に,文 書,デ ータ ・電話送達にあたって各省庁が共同で利用す る ことがで きる汎

用行政 情報通信網 を形成す る ものである。

救急医療情報 システム 大都市における救急指令 センタと管 内救急病院,血 液銀行,そ の他 の救急医療機

関をオ ンラインで結 び,救 急上必要 な情報(空 ベ ッ ト・当番 医等)が センタや関

係 機 関 で リア ル タイ ムに検 索 で き る シス テ ムで あ る。

遠隔診断 システ ム 病院 ・診 断所等 のアナログ ・デー タ伝送装置,そ の他の宅 内装置 か ら,生 体情報

・問診 結果 ・検査デ ータ等 をセ ンタに送 り,解 析結果,指 示等 を受 けるので,医

療水準の地域 的不均衡 を是正す るために役だつシステムであ る。

上
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診療報酬請求 システム

公害情報 システム

広域交通管制 システム

1医 療 機関に設 置・た宅 内装置か ・診療内容をセ ン・に送 ・,月 間分をま ・めて診

療報酬請求明細書(い わゆ るレセプ ト)を 作成 す るシステムであ り,現 在 レセプ

ト作成 に相当の労力を費 してい る医師を診療業務 に専心 させ ることが で きる。

大気汚染 ・水質 汚濁等環境破壊 に関するデータの収集,分 析,検 索お よび予防保

全対策 をオ ンライン処理す ることによって公害防止の迅速 化を図るとともに将来

は地方行政における公害デー タの一元的管理 を狙い とした システムであ る。

深刻化 しつつある種 々の交通 問題 を解決す る一手段 として,交 通信号 機の面制御

、 を リアルタイムで行な うもの であ り,将 来は各種の交通情報 に基づ き自動車 の誘

導を含 めた総合 的 システムとな りうる。

地方公共 団体 システ ム 県 や市町村事務所に端末 を設 置し,地 域業務(地 域開発計画等)住 民業務(税 務・

各種証明書の発行等)お よび内部業務(財 務会計等)の オンライ ン処理 を行な う

システムで ある。

C画 像通信の拡充 ・開発

電 気通 信 はい まや これ ま での 音声 を媒 体 と した 「話 す ・聞 く」通 信 か ら,符 号 や映 像 を媒 体 とす る

「見 る ・書 く ・読 む」 通 信 へ と大 き く飛 躍 し,「 人 と人 」 の 通信 か ら,「 人 と機 械 ,機 械 と機 械 」 の

通 信 へ と大 き く変 ぼ う しよ うと して い る。

画 像 通 信 は,大 容 量 伝 送 技術 の発 達 や 端 末機 器 の 開 発 な どに よ り,い よ い よ本 格 的 な発 展 段 階 を迎

え る こ ととな るが,第5次5カ 年 計 画 にお い て は,映 像 伝送 ・模 写 伝 送 の拡 充 ・開 発 を 図 る と と も

に,新 た にテ レ ビ電 話,心 電 図 伝 送,手 書 電 送 等 の サ ー ビス を提 供 す るよ う計 画 して い る
。

画 像通 信 の需 要 予 測等

(1)テ レ ビ電話

テ レ ビ電 話 は,対 面 通 話 の ほ か,書 画 伝 送 ・現 物 照 会 ・表 示 案 内等 多 様 な サ ー ビスが 考 え ら れ る

が㍉ 一般 電 話 回線 の約1,200倍 もの 広 帯域 を必 要 とす る と ころか ら,方 式,網 構 成 等 に っ いて なお検

討 す べ き諸 問題 をか か えて い る うえ に,効 用,利 用 形 態,経 済 性 等 に つ い て研 究 す べ き課 題 も多 く残

され て い る。

この た め,商 用 試 験 の 時期 を1975年 度 と想 定 し,電 子 交 換 機 の導 入 状 況 を勘 案 しっ つ ,第5次5カ

年計 画 期 中 の サ ー ビス提 供 地 域 を東 京 ・名 古屋 ・大 阪 の3都 市 と し,そ の他 の地 域 へ の サ ー ビスの 拡

大 は,需 要 の 動 向 を見 定 めな が ら,第6次5カ 年 計 画 期 以 降行 な うこ とと した 。
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3-1-18表 テレビ電話需要予測(単 位加入)

ぷ
全 国 需要

東 ・名 ・阪 需 要

1973 1974 1975

3,000

300

1976

6,000

1,100

1977

13,000

2,600

(注)① 方式は未決定 であるが,さ しむき4MHz方 式 を前提 と した。

② 導入数 は累計である。

(2)映 像 伝送

映 像 伝 送 は,学 校 教 育 の能 率 化,道 路交 通監 視,各 種 情 報 提 供,企 業 等 に お け る事 務 処 理 な どの 要

請 に こた え,1970年3月,福 井銀 行 ・外 務 省 に お いて サ ー ビス を開 始 したが,1972年 度 末 に は20シ ス

テ ム を越 え るまで に利 用 が増 加 して きた。

第5次5カ 年 計 画 に お いて は,現 行 の20km以 内 とい う距離 制 限 を緩和 し,73年 度 以降 さ らに長 距 離

化 を図 る と と もに カ ラー 化 を計 画 し,テ レ ビ会 議等 の需 要 に も応 ず る こ と と した。(3-1-19表 参 照)

(3)高 速模 写伝 送

高 速 模 写 伝 送 は,行 政 機 関 お よ び企 業 内 の合 理 化 ・能 率 化 の要 望 に こた え,1970年5月,長 野 市 役

所 ・町 田市 役 所 に お い て試 行 的 に サ ー-t"ス開 始 した もの で あ るが,1972年 度 末 にお いて は約1,300端

末 ・約700回 線 に達 す る見 込 みで あ る。 この サー ビス は,12KHz帯 域 ・35km以 下 の条 件 の 専用 形 態 で

提 供 され て い るが,長 距離 化 ・広 帯域 化 の要 望 も強 い。

この た め,高 速 模 写 伝送 につ いて は長 距 離 化 ・広 帯域 化 を図 る と と もに,コ ン ピ ュー タ相 互 同等 の

デ ー タ伝 送 ・高速 フ ァク シ ミ リの需 要 に こた え るた め,新 た に形 成 され る広 帯域 網 を利 用 し,こ れ ら

の要 望 に応 ず るよ う計 画 した 。 な お,広 帯域 網 利 用 に よ る高 速 フ ァク シ ミリは,73年 度 東 京 ・大 阪 で

サ ー ビス を開 始 し,77年 度 末 まで に政 令 指 定 都市 お よ び総 括 局 所 在都 市 まで 拡 大す るこ と と し て い

る。(3-1-19表 参 照)

(4)電 話 網 利 用 の 画 像 通信

広 域 時 分 制実 施 以 降,画 像通 信 につ い て も電 話 網 の 利用 が 可能 とな るが,各 種 書 類,伝 票,図 面 等

を手 軽 に伝 送 し,事 務 処 理 の能 率 化 ・省 力化 を図 る フ ァク シ ミ リ ・手 書 伝 送 の ほか,医 療 診 断 と治療

の面 で画 期 的 な 福音 が期 待 され る心 電 図 伝送 等 種 々の 需要 が考 え られ るが,そ れ ら需 要 に応ぜ られ る

よ う回 線増 設 計 画 を立 て て い る。(3-1-19表 参照)
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3-1-19表 画 像 通 信 計 画 工 程

年 度

項 目
単 位 1972末

1973～1977

増 設 数
1977末

テ レ ビ 電 話 端 宍 一 3,000 3,000

映 像 伝 送

シス テ ム 25 225 250

端 末 270 2,230 2,500

高 速模写

伝 送

高速模写伝送
(12.48KHz等)

回 線 800 3,200 4,000

広 帯 域網 利用
フ ァク シ ミ リ

(48Kb/s)

端末回線 一 10,000 10,000

電話網利用

画像通信

フ ァ ク シ ミ リ 端末回線 一 57,000 57,000

手 書 電 送 端末回線 一 9,000 9,000

心電図伝送等 端末回線 一 15,000 15,000
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第2章 諸 外 国 の コ ン ピ ュー タ政 策

今 や コ ン ピ ュー タ は,先 進 工 業 国 に お い て も発 展 途 上 国 に おい て も,あ るい は社 会 体 制 を異 にす る

社 会 主 義諸 国 に おい て も,そ の利 用 の有 効 性 が 認 識 され,利 用 数 も急 速 に増 加 して きて い る。 コ ン し。

ユ ー タ政策 は 「コン ピュー タ産 業 の た め の政 策 」 と 「コ ン ピュ ー タ利用 の促進 と高 度 化 の た め の政

策 」 に分 け られ るが,国 に よ って 重 点 の置 き方 に違 い が あ るよ うに見 受 け られ る。 こ うした 重 点 の置

き方 の 違 い は,コ ン ピュー タが 技 術尖 端 産 業 の代 表 的 商品 と して.国 の技 術水 準 を強 力 に引 き上 げ,

付 加 価 値 の高 い将 来 性豊 か な成 長 分 野 で あ り,か つ その有 効 的 利用 は国 民 の経 済 ・社 会 生 活 を活 発 に

し,豊 か に す る もの と期 待 され る反 面,そ の研 究 開 発 あ るい は製造 に莫 大 な資 金 を必 要 と し,激 しい

国 際 競 争 を背 景 とす る こ とな どに よ り,そ れ ぞれ の 国 の工 業 力,経 済 力 によ って方 向 が 決定 づ け られ

る た め で あ ろ う。

1972年 は,RCAの コ ン ピュー タ事 業 撤 退(1971年9月)を 契 機 とす るコ ン ピ ュー タ産 業 の国 際 的

再 編 成 が本 格 的 に展 開 され た年 で あ っ た。 ア メ リカに おい て は,CDCとNCRが 提 携(1972年5月)

'し,両 社 に よ る新 合 弁 会 社 の周 辺 装 置 製造 会 社ComputerPeripheralsInc.の 設立,西 ドイ ツ にお け

る,AEGテ レ フンケ ン とニ ック ス ドル フの折 半 出資 によ るテ レ フン ケ ン ・コン ピュー ターAGの 設

立(1972年1月),CII(フ ラ ンス),ジ ー メ ンス(西 ドイ ツ),フ ィ リップ。ス(オ ラ ン ダ)に よ る

EuroComputerの 設立 構 想 の 進 展 な どア メ リカ,ヨ ー ロ ッパ に お い て活 発 な動 きが み られ た 。

ヨー ロ ッパ にお いて は,各 国政 府 が 自国 コ ン ピ ュー タ産 業 の育 成 強 化 に具 体 的 に着 手 して きて い る

'こと と併 せ て,拡 大ECの 成 立(1973年1月)に よ りイギ リス を含 め てIBMを 中 心 とす る米資 系 企

業 に連 合 して対 抗 す る気 運 が強 ま って きて い る。

一 方 ,ア メ リカ は連 邦 政府 の膨 大 なEDP予 算 が コ ン ピ ュー タ産業 発 達 に多 大 の貢 献 を し て きた

が,従 来 か ら直 接 産 業 そ の もの を振 興 す る政 策 は と られ て きて い な い 。 しか し,日 本 と ヨー ロ ッパ 諸

国 にお け る産業 援 助 が 大 きな刺 激 とな り,政 府 が コン ピュー タ産 業育 成 をバ ック ・ア ップす る必 要 性

を認 識 して きて い る。 また ニ ク ソ ン大 統 領 訪 ソ を契 機 に米 ソ経 済 交流 の交 渉 が活 発 に行 わ れ,米 ソ貿

易 協 定 の成 立 を み た(1972年10月)。 コ ン ピ ュー タ分 野 にお い て も共 産 圏諸 国 に対 す る直 接 輸 出 を承

認 す る態度 に転 換 し始 め て お り,米 ソ間 で の コン ピュ ー タ技 術 に関 す る相 互交 流 計 画 を発 表 した。 ま

た 中 国 の 国連 加 盟,ニ ク ソ ン大 統 領 の訪 中 を契 機 に長 い 間閉 ざ され て いた 米 中 の経 済 ・文 化 交渉 の突

破 口が 開 か れ,両 国 間 の コン ピュ ー タ専 門 家 の交 流 やIBM,バ ロー ス な どの アメ リカ ・コ ン ビ ュー
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タ ・メ ー カ ーの 中 国 との 技 術交 流交 渉 な ど具 体 的 かつ 積 極 的 な 中 国接 近 が み られ る。

1ア メ リカ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

Aコ ン ピュー タ産業 に対 す る政 策

ア メ リカ合 衆 国 は,IBM,HIS,ス ペ リー ・ラン ド(ユ ニ パ ック),バ ロー ス,NCR,CDC

とい った大 コン ピュー タ ・メ ー カー を擁 し,ま た海 外 市場 全 体 を上 回 る巨大 な国 内 市場 を も っ て い

る。 連 邦政 府 として は,こ れ ま で と くに コン ピュ ー タ産業 に対 す る直 接 的 な振 興 策 は打 出 してい な か

ったが,巨 額 の 予 算 を計 上 す る国 防,宇 宙 開 発 費 は コン ピュ ー タ技 術 開発 を大 い に促進 す る もの とな

り,ま た連 邦 政府 のEDP予 算 は そ れ 自体 が 巨 大 な市 場 を形 成 して き,こ うした こ とが技 術 レベ ル,

利 用 レベ ル にお い て国 際 競 争 力 の培 養 に寄 与 した こ とは 明 らかで あろ う。

しか し,最 近 は,ア ポ ロ計 画 を終 え,国 防 費 の 削減 策 に伴 な う政 府 需 要 と研 究 開発 活 動 の 鎮 静 化 が

憂慮 され て きて お り,日 本 や ヨー ロ ッパ 諸 国 の政 府 の産 業援 助策 の進 展 な どに よ り,コ ン ヒ。ユー タ ・

テ ク ノ ロ ジー の面 で海 外 の 追撃 が は げ し くな り,技 術 尖 端 商 品 と して ア メ リカ の輸 出の 代 表商 品 の地

位 に安 住 して ゆ く こと に対 す る不 安 が しだ い に政 府 にお い て 認識 され つ つ あ る。 ア メ リカ政 府 で は,

コン ピュー タ産 業 に対 す る直 接 援 助 策 に転換 す る動 きが 出 は じめて お り,1972年7月 の民 間 コン ビ。ユ

ー タ技 術 開発 促 進 法 案(H .R.13200)の 議 会 政府 活 動 小 委 員会 で の可 決,商 務 省 に よ るグ ローバ ル

・マ ーケ ッテ ィン グ政 策 ,共 産 圏諸 国 へ の 積極 的接 近 な どが み られ る。

民 間 コン ピ ュー タ技 術 開発 促 進 法 案

コン ピュー タが第 二 次 世 界大 戦 中 の弾 道 計算 の必 要 か ら開 発 が進 め られ た(ENIAC,1946年 完 成)

もの で あ る こ とが 物語 るよ うに,ア メ リカ政 府 の膨 大 な国 防 予算 は,コ ン ピ ュー タ の技 術 的 レベ ル ・

ア ップに強 い 刺 激 を与 え,ま た連 邦 政 府 の コ ン ピ ュー タ調 達 は 巨大 な コ ン ピ ュー タ市 場 を形成,こ れ

らは民 間 コ ン ピ ュー タ技 術 の 促進 と産 業 の 国 際競 争 力 培 養 の原 動 力 とな って きた こ とは明 らか で あ ろ

う。 とこ ろが,こ こ数 年 来,日 本,イ ギ リス,フ ラン ス,西 ドイ ツ な どの 諸 国 で は,政 府 が 自国 コン

ピ ュー タ産 業 振 興 政 策 に着手 して き,し だ い に 自力 をつ けは じめ,前 途 は必 ず し も楽 観 で きな い情 況

とな って きて い る。

1972年7月,連 邦 政府 の使 用 す る コ ン ピ ュー タの 一括 調達 な どの 立法 化 を行 な った ブル ック ス上 院

議 員 は,民 間 コ ン ピ ュー タ技 術 開 発促 進 法 案(H.R.13200)を 提 出,同 法 案 は議会 政 府 活 動 小委 員

会 で可 決 され た 。 この法 案 は,『 政 府 が コン ビ ュー 、タ.・テ ク ノ ロ ジー を推 進 しな い限 り,米 国 で は次
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の世 代 の 新型 コン ピ ュー タ を誕 生 させ る見込 み は な い』 とい うブ ル ック ス議 員の 主 張 を全面 的 に継 承

した もの で,政 府 が コ ン ピ ュー タ ・テ ク ノ ロ ジー に関 して 意 思 決定 の改 良 をは か り,研 究 開発 を強 化

す る とい う内容 で あ る。 同法 案 に よ る と,政 府 は研 究 開発 計 画 を推 進す るた め,商 務 省 標準 局 長 の管

轄 下 に年 間1億 ドル の予 算 計 上 が で き るこ とに な って い る。 さ ら に全 米 科 学 院(NationalAcademy

ofScience)の コ ン ピ ュー タ科 学,産 業委 員会 に対 して,こ の1億 ドルの 中 か ら350万 ドル 以 内 を支 出

す る こ と とな って い る。

1億 ドル とい う予 算 計上 が多 少 削 減 され た と して も同法 案 の 成 立 はお そ ら く間 違 い ない もの とみ ら

れ る。 同 時 に,ア メ リカ の業 界,学 界 内で は コ ン ピ ュー タ産業 委 員 会 の 設置,政 府援 助 や法 的 手続 き

な どの特 別 調 査,コ ン ピ ュー タ全 関連 分 野 で の専 門 知 識交 換 の た めの セ ン トラル ・ク リア リン グ ・ハ

ウ スの設 置,コ ン ピ ュー タ技 術 応 用 の た めの 新規 立 法 な ど を提 唱 して お り,議 会 と政 府が これ に 対 し

て い か な る反 応 を と るか が注 目 され る。

グ ローバ ル ・マ ーケ ッテ ィン グ政策

商 務 省 は コ ン ピ ュー タ輸 出 が 国 際貿 易 収 支 バ ラン スに貢 献 す る ウエ イ トが大 き い こ と を認 識 し,

1970年 に は世 界25か 国 にお け る コン ピ ュー タ需要 予 測 調 査 を行 な った 。 同省 で は1973年 まで に ア メ リ

カの 全産 品 の総輸 出 を500億 ドル の大 台 にの せ る こ とをね らい と して お り,コ ン ピ ュー タ(ハ ー ドウ

ェアお よ び ソ フ トウ ェア)は 有 力 品 目 と して,こ の プ ログ ラ ムの対 象 に入 れ られて い る。 この プ ログ

ラ ム にの っ と り,商 務 省 は ア メ リカ企 業 だ けが 参 加 す る 「ア メ リカ ・コ ン ピ ュー タ ・シ ョー」 を主 要

各 国 で開 催 して お り,1972年 に は イ タ リア(2月),フ ラ ンス(3月),日 本(6月)に お いて 開 催 さ

れ た 。1973年 には シ ン ガ ポー ル(4月),香 港(6月)が 予 定 され て い る。

さ らに注 目す べ き こ とは,1971年 以 降 の ア メ リカ政府 の対 中 ソ接近 で,共 産 圏 に対 す る輸 出制 限 が

緩 和 され っっ あ る こ とで あ る。1971年 秋 ソ連 の レニ ン グ ラー ドで 開 催 さ れた 「シス テ モ ・テ クニ ヵ

71」 に はIBMを 始 め ア メ リカの コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー が大 量 に 出品 し,こ こ に 出 品 したIBM

360/50が ソ連 化学 省 に 買取 られ るこ と とな った。1972年 に入 る と,ニ ク ソ ン大 統 領 の 訪 ソ を機 に両 国

の接 近 は一 段 と活 発 とな り,5月 に モス ク ワで開 か れ た コ ン ピ ュー タ展 が 大盛 況 で あ った と伝 え られ

る。 ソ連 技 術 者 の訪 米,ア メ リカ政 府 の バ ック ・ア ップ を受 けた通 信 機 器 貿 易 ミッシ ョンの モ ス ク ワ

で の ソ連 貿 易 代表 部 との 話 し合 い な どが 推進 され,ア メ リカ と ソ連 との間 で の コン ピ ュー タ技 術 に関

す る相 互 交 流 計 画 が発 表 され る に至 って い る。 この よ うに ソ連 に対 す る輸 出制 限 は,ア メ リカ政府 自

らの 手 で緩 和 の方 向 に 向 ってい る。一 方,1972年2月 ニ クソ ン大 統 領 の訪 中 を契 機 に 中国 との交 流 も

活 発 化 して きつ つ あ り,同 年 夏 に は ア メ リカ の コ ン ピ ュー タ専 門家6名 が 訪 中 したの に続 き,1973年

3月 に は ア メ リカ の電 子 産 業 が 中 国 に接 触 した ニ ュー スが 伝 え られ て い る。IBM,バ ロー ス,RC

A,テ キ サ ス ・イ ンス ツ ル メ ンツ の4社 が2月 下 旬 か ら3月 にか け て 相次 いで 責任 者 を派遣,中 国 側
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の 窓 口 で あ る中 国 技 術進 出 口公 司 と技 術交 流 につ い て話 し合 いが もた れ た とい う もの で,こ う した ア

メ リカの エ レク トロニ クス大 手 会 社 の接 近 は,前 年2月 の ニ ク ソ ン大 統 領訪 中 を背 景 と して い るが,

中 国 もアメ リカの 電 子 技 術 に強 い関 心 をは ら って い るた め とみ られ る。

B反 トラス ト法

ア メ リカの コン ピ ュー タ産 業 に大 きな影 響 を与 えて い る施 策 の 一 つ は,IBMに 対 す る司 法 省 の反

トラス ト法(独 占禁 止 法)の 運 用 で あ る。 現 在 司 法 省 はIBMを 提 訴 中で,こ れ ま で1956年 の 同意 審

決 に よ る特 許 公 開 お よ び買 取 希 望 者 に対 す る直 売 の 実 施,SBC(ServiceBureauCorporation)の

分 離,価 格分 離 実 施(1971年1月1日 以降)と 戦 略 転 換 を強 い られて きたIBMだ が,1972年10月,

司法 省 が ニ ュー ヨー クの 裁 判所 の指 示 に もとづ き,IBM独 占 の救 済 法 と してIBM分 割 の考 え を盛

り込 んだ 覚書 を提 出 したの を き っか け に,ア メ リカ国 内 でIBM分 割 を め ぐって論 争 が再 燃 して きた。

コン ピ ュー タ産 業 は市 場 の70%近 くをIBMが 占 め,HIS,ユ ニパ ック,バv－ ス,NCR,C

DCの 大 手 会 社 で市 場 の ほ とん ど を占有 す る ガ リバ ー型 寡 占の 産 業 で あ り,1970年 のGEの 撤 退,

1971年 のRCAの 撤 退 な どを契 機 にIBM分 割 の可 否 を め ぐる論 争 が展 開 され て きた。 司 法 省 の今 回

の 見 解 は こ うした 論 争 に油 をそ そ ぐ もの とな った 。 司 法 省 以外 に もIBMに 対 す る提 訴 は コ ン ピ ュー

タ ・メ ー カ ー(周 辺装 置 メ ー カ ニ を含 む),情 報 処 理 サー ビス 会社 か らな され て お り,そ の中 の 最大 の

訴 訟 の 一 つ で あ るCDCの 訴 訟 につ い て は1973年1月15日,IBMとCDCの 間 で 和解 が成 立 した 。

そ の和 解 の 内容 は,①CDCはSBCを 現金1,600万 ドル でIBMか ら譲 り受 け る。 ②IBMは 訴 訟

費 用 の 弁 済 と して1,500万 ドル をCDCに 支 払 う,③IBMは 今 後 と もSBCか らコ ン ピ ュー テ ィン

グ ・サ ー ビ スを受 け る,④IBMはSBCに 設 置 して い るIBMマ シ ン をそ の ま ま残 す が,6ヵ 月 間

は レン タル 料 を徴 収 しな い,⑤IBMとCDCは 磁 気 デ ー タ ・ス トレー ジ,コ ン ピ ュー タ ・ター ミナ

ル,ト ランザ ク シ ョン ・オ リエ ンテ ッ ド ・プ ロ グ ラ ミン グ,デ ー タ ・サ ー ビ ス ・ネ ッ トワー ク等 の高

度 な技 術 を中 心 とす る研究 開発 契 約 を締 結 す る,⑥IBMとCDCは1978年6月30日 ま で国 際 的 な特

許 の ク ロス ・ラ イセ ンス契 約 を締 結 す る,と い う もの で あ る。 今 回 の 和解 は他 の 企 業 のIBM訴 訟 問

題 に大 きな影 響 を及 ぼ す もの とみ られ る。IBMの 反 トラス ト法 問 題 は い よ い よ司 法省 の訴 訟(ニ ュ

ー ヨー ク地方 裁 判 所 。 主席 判事 エデ ル ス テ ィー ン)に ゆ だ ね られ る こ とに な りその 成 り行 きが 注 目 さ

れ る。

C連 邦政府の調達政策

1964年,合 衆 国財 産 管 理 法 の 一 部改 正 法(PublicLaw89-306通 称 ブ ル ック ス法)が 実 施 され て

以 来,連 邦 政府 の コン ビ 三一 タ ・リソ ー ス を管理,運 営 す るた め の効 果 的 な組 織 上 の フ レー ム ・ワー

クが 出 来上 った 。
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この法 律 に よ って,連 邦 政 府 の コ ン ピ ュー タ購 入 につ いて 特別 会 計 が 設 け られ,レ ンタ ル よ りも買

取 りの方 が有 利 な場 合 は積 極 的 に 買取 りに移 行 す る と と もに,装 置 購 入 の た め会 計 年 度 の制 限 な しに

回転 基 金(revolvingfund)制 度 を新 設 す る とい う方 向 を示 した もの で あ り,三 つ の 中央 管 理機 関,

す な わ ち予 算 局(OfficeofManagementandBudget),一 般 調達 庁(GeneralServiceAdministra-

tion),商 務 省 標 準 局(NationalBureauofStandards)は 諸 官庁 が コ ン ピ ュー タ を効 率 よ く経 済 的 に

調 達 ・運 営 す る 目的 を もって 次 の よ うな全 政 府 的 な 機能 を遂行 す る責 任 が割 当 て られ てい る。

〇一 般 調 達 庁(GSA)は 各 省庁 を代 表 して コ ン ピ ュー タ を一 括 調 達 し,各 省庁 の要 求 に 応 じてデ ー

タ処 理 サ ー ビス を行 な い,各 省庁 の施 設 の配 分 を管理 す る。

○ 商 務 省 標 準 局(NBS)は 各 省庁 に対 して技 術 的助 力 を行 な い,コ ン ピ ュー タ科 学 にお け る研 究 開

発 を先 導 お よ び監 視 し,標 準 化 を確 立 す るた め努 力 す る。

○ 予 算 局(OMB)は ブル ックス法 の実 施 にお け る政 府 全 般 に わた る歳 出管 理 や 政 策 管 理 を行 な って

い る。

1970年 か ら連 邦政 府 は独 立 周辺 装 置 メ ー カー か らの調 達 を増 加 して きて い る。 これ は1968年,ア メ

リカ議 会 の 「政 府 の経 済 に関 す る分 科 会 」(TheCongressionalSubcommitteeonEconomyin

Government)が 政 府 に提 出 した コ ン ピ ュー タ使 用 に関 す る報 告 書 に応 え た措 置 で あ る。 同分 科会 は,

① 中小 メ ー カー の調 達 を行 な い,特 定 の大 メー カー の製 品 に片 寄 った シス テ ム を設 計 しな い こ と,②

政 府 所 有 のEDP装 置 の 在 庫 管理 を的 確 に行 な い,不 要 の購 入 を防 ぐ こ と,を 勧 告 した もので あ る。

一 般 調 達 庁(GSA)は ,標 準 局(NBS)の 「政 府 は コ ン ピ ュー タ ・メー カー に 周辺 装 置 との イ

ン タ ー フ ェー スの設 計 書 を公 開 させ るべ きで あ る」 とい う勧 告 に もとづ き,大 手 メー カー と連 邦政 府

調 達 計 画 契 約(FederalSupPlyScheduleContracts)を 協 議 中 で あ り,現 在 ス ペ リー ・ラン ド(ユ ニ

パ ック)とCDCが 合 意 に達 して い るが,IBMや その 他 の大 手 メー カ ー は契 約 条 件 に反 対 の 意見 を

表 明 して お り最 終調 整 に は時 間 が か か りそ うで あ る。

さ らに会 計 検 査 院 は,1971年 春,「 マル テ ィ ・イ ヤー ・リー シ ン グ と全 政 府 的 購入 に よ るADP装

置 費 用 の 大 幅 節 減」 と題 す る報告 書 を議 会,GSA,予 算 局 に提 出 し,①1年 の レ ン タル契 約 を結 ぶ

よ り も2年 以上 の複 数年 長 期 賃 貸 契 約(multiyearleasecontract)を 結 ぶ 方 が 賃 貸料 支 出が 節約 され

る,② マル テ ィ ・イ ヤー ・リー ス を行 な え るよ うGSAの 権 限 を強 化す る法 改 正 を 行 な う必要 が あ

る.,③ 買 取 りに つ いて は全政 府 的視 野 か ら調達 が行 な え るよ うに,ADP資 金 を増 額 す る必 要 が あ る

と勧 告 した。1972年7月 に は前 述 の民 間 コ ン ピ ュー タ技 術 開発 促 進法 案 の申 で連 邦 政 府 が15カ 年 を越

え な い範 囲 で マ ル テ ィ ・イ ヤ ー ・リー ス を用 意 す る こ と を規 定 して い た原 案 が小 委 員 会 で 修 正 され,

3年 間 を暫定 ベ ー ス とす るマ ル テ ィiイ ヤ ー ・リー ス が採 択 され た 。 同法 案 が成 立 す る見 通 しが強 い

こ とか ら,現 行 の法 律 によ る単 年 契 約 か ら脱 皮 す る政 策転 換 が 採用 され る こ とは 時 間 の問 題 とみ られ

る。
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2イ ギ リス の コ ン ピュー タ政策

イギ リス は 日本 と と もに,有 力 な 自国 の コン ピ ュー タ産業 を有 す る数 少 な い国 で あ るが,1970年 保

守党 の新 政 権 誕生 以来,① 投資 促 進 法 の廃 止 と投 資 控 除 制度 へ の切 換 え,② 新 設 の通 商 産業 省へ の 技

術 省 お よ び貿易 庁 の 吸収,③ 産 業 再 編 成 公社 の廃 止 な ど を行 な い コ ン ピ ュー タ振 興 策 は一 時,消 極 的

な方 向 に向 か った。

しか し,同 国 のEC加 盟 の実 現 に伴 な い,高 度 の技 術分 野 で 欧州 規模 の コ ン ピ ュー タ事 業 を創 造 す

るとい うECの 産 業 政 策 の うえで,高 い技 術 力 お よび他 の ヨー ロ ッパ企 業 を上 回 る マー ケ ッ ト ・シ ェ

ア を有 す る同国 唯 一 の コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ーで あ るICLが その 中心 的役 割 を にな うべ きだ との認

識 か ら,積 極 的 な援 助 が続 け られ る こ と とな った 。1971年11月 に は,英 国議 会 の 科 学技 術特 別 委 員会

は 「1970年 代 にお け る英 国 コ ン ピ ュー タ産 業 の見 込 み」(TheProspectsfortheUnitedKingdom

ComputerIndustryinthe1970's)と 題 す る青 書 を発 表,コ ン ピ ュー タ産 業 援 助 を強 化 す るよ う勧 告

した。

1972年7月,政 府 は この 勧告 に応 えて,ICLに 対 しと りあ えず1973年9月 ま で の1年 間 の研 究 開

発 援 助 資金 と して1,420万 ポ ン ドを決定,そ れ以 降 の援 助 につ いて はICLと 話 し合 い を 続 け て い

る。 それ と同時 に,中 央 コン ピ ュー タ庁(CentralComputerAgency)を 行 政 事 務 省 の 中 に設 置,

政 府 の コン ピ ュー タ調 達,管 理 に当 た る こ とが 決定 され た。

A投 資促進法の廃止

投 資 促 進 法 は1966年 に労 働党 内閣 に よ り,産 業 設 備 投 資 を刺激 す るた め に制 定 され た法律 で あ る。

こ の法 律 は,一 般 設備 投 資 が行 な わ れた場 合,そ の 設 備 の取 得原 価 の一 定 率 の補 助 金 を交付 す る こと

を定 めて お り,コ ン ピ ュー タ もそ の対 象 とな って い る。 コ ン ピ ュー タの 設 置 に対 して は,賃 貸 の 場 合

は 貸 主 に,買 取 の場 合 は買主 に そ の取 得原 価 の20%の 投 資補 助 金 が 交 付 され る。 この 法 律 は,同 国 で

経 営 を行 な う外 資 企 業 に対 して も適 用 されて い る こ とは 注 目 され る。 しか し,政 府 の 使用 す るコ ン ピ

ュー タ の発 注 につ いて は,単 独 入 札 によ ってICLマ シン優 先 購 入 政 策 が と られ,ICLの 設 立 され

た1968年4月 か ら1971年3月 まで の3年 間 の 中央 政 府 の全 コ ン ピ ュー タ発 注 の76%がICLに 対 して

行 な わ れて きた 。

しか し,1970年 保 守 党 内 閣 は この 法 律 を廃 止 し,投 資 控 除 制度 を復 活 した 。 この投 資 控 除制 度 の も

とで は,コ ン ピ ュー タ を設 置 した場 合,そ の取 得原 価 の一 定 率 を法 人 所得 税 か ら控 除 で き るが,こ の

恩 恵 を受 け るの は十分 な売 上 を あげ,利 益 を計上 で き る企 業 に限 られ る こ とに な る。 保 守党 政 府 は こ
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の 制 度 へ の復 帰 に際 して,法 人 所 得税 を従 来 の45%か ら42.5%に 引下 げた 。

B科 学技術特別委の勧告

英 国議 会 の 科 学 技術 特 別 委 員 会 は,1971年11月,過 去2年 にわ た る調 査 を ま とめ て青 書 を作 成,匡 ト

内 コ ン ピ ュー タ産 業 確 立 の た め に次 の措 置 を勧 告 した 。

① 政 府 の購 入 政 策:政 府 は調 達 に 際 して,'国 内 業 者 にか な りの優 先 方 針 を続 け るべ きで あ るが,現

行 の シ ン グル ・テ ン ダー ・コン トラ ク トの習 慣 をや め,公 開 市場 に お け る公 式 入 札 を行 な い,特 定 業

者 と契 約 す る こ とを改 め る こ とに よ り官 公庁 の ニ ーズ に最 も適 した もの を導 入 す る こ と。 な お,調 達

に 際 し,業 者 の英 国経 済 に与 える貢 献 度,国 際収 支 へ の貢 献 度,国 内 にお け る研 究 開 発 の度 合,英 国

内 に お け る その 企業 自身 の 事情 を コ ン トロー ル で きる程度,英 国人 の株 式 保有 度,契 約 の英 国経 済 に

及 ぼ す長 期 的影 響 等 を考慮 す る こ と。

② コ ン ピ ュー タ調達 庁:コ ン ピ ュー タ の効 率 的 調達 を行 な うため,強 力 か っ 技術 力 の高 い独立 機 関

として コ ン ピ ュー タ調達 庁(ComputerPurchasingBoard)を 設立 す る こ と。 同庁 は コ ン ピ ュ　 タ

装 置 と各種 サ ー ビス を調 達 し,中 央政 府 に お け るそ れ らの 利用 を開 発 ・調 整 す る。

③ 研 究 開 発援 助:政 府 は コン ピ ュー タの ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェアお よ び関 連 エ レ ク トロニ クス

の研 究 開 発 計画 を大 幅 に支 援 す る こ と。 そ の研 究 開 発 は市 場 指 向型 を採用 すべ きで あ り,そ の資 金援 ・

助 は従 来 の 約10倍(年 間 約5,000万 ポ ン ド)が 必要 と見 積 って い る。

④ コ ン ピ ュー タ研 究 開 発庁:研 究 開発 政 策 を遂 行 管理 す るコ ン ピ ュー タ 研 究 開 発 庁(Computer

Research&DevelopmentBoard)を 設 立 す る こ と。 同庁 は市 場指 向型 の 研 究 開発 の援 助 ・指 示,研

究 開発 援 助 規模 の推 せ ん を行 な う もの とす る。

C研 究開発援助

労 働 党 内 閣 はNRDC(研 究 開発 公 社=NationalResearch&DevelopmentCorp・)を 設 立 し・こ

れ を通 じて汎 用 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ー のICLに 資 金 を貸付 けて きた が,同 政 府 は1968年 産 業拡 大:

法 を制 定 して,ICTと イ ン グ リ ッシ ュ ・エ レク ト リ ック ・コ ン ピ ュー タズ を合 併 させ,新 会 社IC

Lに 自 ら資本 参 加 した と き,向 う4年 間 に117億 円 の研 究 開発 援 助 を行 な うこ と を決 め た。

しか し,労 働 党 か ら政権 を奪 回 した保 守 党 政 府 は,企 業 の 自己努 力 を刺激 す る 自由 主 義 的 経済 政 策'

を基 本 に して い るの で,今 後ICLに 対 して援 助 が 継 続 され るか ど うか 危 ぶ まれ て い た。1971年 夏,

造 船 界 の名 門 企 業 アパ ー ク ライ ド ・シ ップ ビル ダ ー ズ ・リ ミテ ッ ドが倒 産 した が政 府 は これ を救 済 し

なか った こ とや,ロ ール ス ・ロィ スの 倒 産 な ど をめ ぐって高 度 技 術 産業 に対 す る政府 施 策 に疑惑 が持

たれ た。 しか し1971年7月 に 下院 に提 出 され た コー フ ィー ル ド航 空宇 宙 大 臣 の声 明 に よ り,ICLが

拡 大ECに お い て リーデ ィン グ ・エ ン タ プ ライ ズ とな る と認識 し,同 社 を引 き続 き援 助す る1と を表
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明 した。 政 府 は,前 項 の科 学 技 術特 別 委 員 会 の勧 告 を参 考 に して,1972年7月 と りあ えずICLに 対

して 向 う1年 間(1973年9月 まで)に1,420万 ポ ン ドの資 金 援 助 を決 定,そ の 後 の長 期 的援 助 に つ い

てICLと 目下 協 議 をっ づ けて い る。

3フ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ー タ政 策

フ ラ ンスの コ ン ピ ュー タ政 策 は,1964年 同 国 の誇 りと して きた マ シン ・ブル 社 がGEに 買 収 され フ

ラ ンス の 国産 コ ン ピ ュー タ ・メー カー が壊 滅 寸 前 に追 い込 まれ た こ と と,次 いで起 った ア メ リカ政 府

のCDC6600の 対 フ ラ ンス輸 出 を原爆 開発 用 と判 断 して の差 止 め措 置(結 局 は輸 入 され た)を 契 機 と

して本 格 化 した 。

A第 一 次 プ ラ ン ・ カ ル キ ュ ー ル

フ ラ ンス政 府 は1966年 に首 相 直 属 の機 関 と して 情 報 代表 部(leD616gue61'lnformatique)を 設 け,

情 報 処 理行 政 と国 産 コン ピ ュー タ企業 育 成 に当 らせ る こ と とな った 。

情 報 代表 部 は国 産 企業 育 成 の第 一弾 と して 国 産 メ ー カ ー を合併 させ 同国 唯 一 の 国策 コ ン ピ ュー タ会

社CIIを 設 立,同 時 に1966年 か ら1970年 まで を計画 期 間 とす る第 一 次 フ。ラ ン ・カ ル キ ュー・'ルを策定

した。 この計 画 で は,コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ・一－tソ フ トウ ェア会 社 に4億 フ ラ ンの資 金 が 貸 付 け られ

る と と もに政 府 機 関 が優 先 買 上 げ政 策 を通 じて マー ケ ッ ト ・シ ェ アの確 保 を はか る もの で あ る。 具 体

・的 に はCIIはPシ リー ズ(Po,Pi,P2,P3)と 呼 ば れ る国産 コ ン ピ ュー タの開 発 に 着手 し,こ の シ

リー ズ の完 成 に よ ってCIIの 市 場 占有 率 を当面12～15%程 度 まで 引 上 げ る こ とを 目標 とす る もの で

あ る。

B第 二 次 プ ラ ン ・ カ ル キ ュ ー ル

第 一 次 プ ラ ン ・カ ル キ ュー ル の 最終 目標 年 で あ る1970年5月 に,ア メ リカのGEと ハ ネ ウ ェル社 の

コ ン ピ ュー タ部 門 が合 併 し,合 弁 会社HIS(HoneywellInformationSystems,Inc.)の 設立 が発 表

され,フ ラン スの ブルGEがHISの 傘 下 に入 りハ ネ ウ ェル ・ブル 社 とな った。 この 際政 府 は ブルG

Eの 買 戻 しを検 討 した が その 買 収 費 が 巨額 にな る こ とな どか ら断 念 せ ざ るを得 な くな った ことか ら,

フラ ンス政 府 は第二 次 フ。ラ ン ・カル キ ュー ル を策 定 し,CIIを 積 極 的 に援 助 す る こ とに な った。

第 二 次 プ ラン ・カル キ ュー ルで は,向 う5年 間 に コ ン ピ ュー タ ・ハ ー ドウ ェア お よ び ソ フ トウ ェア

に約12億 フラ ンが 投 入 され るほ か に電 子部 品工 業 育 成 に 約9億 フ ラ ンが 充 当 され る こ と とな った。 こ

の う ちCIIに 対 して は7億 フ ランが 直 接,間 接 に貸 し出 され る。 な お,こ の7億 フ ラ ンの 中 に はわ が
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国 の 日 本 電 子 計 算 機(株)JECCに な ら って 設 立 さ れ た レ ン タ ル 専 門 会 社CILOMI(CIEInternationale

pourlaLocationdeMaterialsd'Informatique)}こ 対 す る 資 金 も含 ま れ て い る と み ら れ る 。

4西 ドイ ツの コ ン ピュー タ政 策

西 ドイ ツ に は国 産 コン ピ ュー タ ・メ ー カ ー と して ジー メ ンス,AEGテ レ フン ケ ンお よ び小 型 コン

ピ ュー タ の新 興 メー カ ー の ニ ックス ドル フが あ るが,国 内 市場 の お よ そ80%を 米 資 系 企業 に 占有 され

て い る。 同国 政 府 は1967年 第 一次 デ ー タ処 理 高度 化 計 画 をス タ ー トさせ 国産 コ ン ピ ュー タ産 業育 成 に

着 手,1971年 に は さ らに第 二 次計 画 へ と切 換 え,積 極 策 を打 出 す と と もに,産 業 体 制強 化 の ため業 界

の再 編 成 をす す め,1971年1月 政 府 の あ っせ ん でAEGテ レフ ンケ ン とニ ックス ドル フが 提 携す るこ

と とな り,折 半 出資 会 社 テ レ フン ケ ン ・コ ン ピ ュ一 夕ズAGが 発 足 した 。一 方,RCAと 技 術提 携 を

結 んで いた ジー メ ン ス は,RCAの 汎 用 コ ン ピ ュー タ事 業 撤 退 に よ って技 術 源 を失 な い,自 社 開 発 活

動 を強 化 す る と と もに フ ラ ンス のCIIと 提 携 す る こ と とな っ た。

A第 一次 データ処理高度化計画

第一 次 デ ー タ処 理高 度 化 計 画 は1967年 か ら1971年 まで の5カ 年 計 画 で,総 額7億5,000万 マル クを

投 入 す る こ とに な って い たが,最 終年 度 に 当 る1971年 に第 二 次 計 画 に切 換 え る こ とを決定 した。 した

が って1967～70年 の4年 間 に支 出 され た資 金 は6億 マル クで あ った。

ぐ

第 一 次 計 画 で は,特 殊 法 人 の 数理 デ ー タ処 理有 限 会 社(GMDV)を 発足 させ る と と もに,官 公 庁

が ユ ーザ ー とな り,大 規 模 な情 報処 理 シ ス テ ムを開 発 す る こ とを通 じて 自国 メ ー カー を間 接 的 に刺 激

しよ う と した 。 この計 画 の もとで,① 連 邦政 府 情 報 局 の た めの デ ー タ ・バ ン ク,② 法律 関 係 デ ー タ ・

バ ン 久 ③連 邦 予 算 局 の た め の デ ー タ処 理 シス テ ム,④ 連 邦 特 許 局 の た め のデ ー タ集 積 シス テ ム,⑤

連 邦 統 計 局 の た めの デ ー タ ・バ ン ク,⑥ 犯罪 デ ー タ ・バ ン ク,⑦ 医学 診 断 のた め の デ ー タ処 理 シ ス テ

ム の開 発 が行 な われ て きた 。一 方,こ れ らの 開発 の基 礎 と し て,① シ ス テ ム分析,② プ ログ ラ ミン

グ,③IC,④ デ ィジタ ル高 速 メ モ リ,⑤ 大 容 量 メ モ リ,⑥ 入 出 力機 器 な どの技 術 開 発 が進 め られ て

きた。

B第 二次 デー タ処 理高度化 計画

西 ドイツ政府は経済財務省,労 働 ・社会秩序省,内 務省,教 育科学省間で協議 したうえ,1971年9

月か ら向う5カ 年にわたる第二次データ処理高度化計画を発足させた。この計画は,7億5,000万 マ

ルクを計上 した第一次計画に比べると42億7,000万 マルクを支出するという大がか りな ものである。
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この助 成 目的 は① 経済,科 学 の 諸分 野 に コ ン ピ ュー タ を応 用 す る こ とに よ り,両 分 野 の 合理 化 と生 産

性 向上 を達 成 す る,② コン ピ ュー タに よ る公 共 機 関 の デ ー タ処 理 サ ー ビス と行 政 の 合 理 化 お よ び生 産

性 向上 を期 す る,③ 最 重 要 基 幹 技術 と しての デ ー タ処 理 を マ ス ター す る,④ 著 る し く拡大 す るデ ー タ

処 理 市 場 に お け る競 争 関係 の バ ラ ンス 化 をは か る,こ とに お か れて い る。

計 画 の支 出 内訳 は デ ー タ処 理 教 育27億7,000万 マ ル ク,デ ー タ処 理 利 用 の 促進5億5,800万 マル ク,

市 場 接 近 にお け る産 業 開発7億500万 マル ク,特 別 計 画 費(GMDV,ド イ ツ計 算 セ ン ター財 団,カ

ー ル ス ルー エ原 子 力 研 究所 へ の支 出)2億4 ,000万 マル クで あ る。第 二 次 計画 の特 徴 は,デ ー タ処 理

教 育 に全 体 の65%の 予 算 を計 上 して い る こ とで,そ の 中 心 とな る も の は計算 能 力 拡 大 計画 に あ り,

1973年 にお け る学 生 数 が665,000人 で 専 門大 学 領 域 計 算 セ ン ター約50が 必 要 とい う想 定 に もとつ いて

い る。

産 業 に対 す る援 助 面 で は,自 由競 争 の もと にバ ラン ス化 の とれ た競 争 状 況 をっ くりだ す た め,レ ン

タル資 金 融 資,ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェ アの 利用 者 の互 換 性 の上 昇 の た め援 助 が行 な われ る。 この

計画 期 間 にお け る同国 の 国 内 メ ー カ ーの 生 産 量 は55億 ～100億 マル ク と予 測 され,そ の う ち レ ン タル

融 資資 金 需 要 は2億5,000万 ～4億5,000万 マル クが予 定 されて い る。 この資 金 需 要 に応 え る ため,国

内 メー カー は信用 機 関の 参 加 を得 て レン タル 資 金融 資 会 社 を設 立 す る こ と とな って い る。

メー カ ー に対 す る開発 援 助 の う ち,未 来 指 向型 の 開発 援 助 は次 の分 担 に よ り開発 が行 なわ れ る もの

で あ る。(所 要 資 金 の50%援 助)

○ ジー メン ス社NSF1お よ びNSF2に 対 す る助 成 。 同 社 の4004シ リー ズ(RCAス ペ ク トラ

・シ リー ズ)と 同様,ヨ ー ロ ッパ 市場 を重 点 と して最 適 の能 力 をそ な え た フ ァ ミ リー ・マ シ ン を開

発 す る。

○ テ レ フンケ ン社 一 制 御 用 と汎 用 を イ ンテ グ レー トした4つ の モ デ ルか らな る コン ビ.ユ一 夕 ・ライ

ン(EPL1)を1975年 完 成 を 目標 と し,そ れ 以後 の市 場 成 長 を狙 う。

○ ニ ック ス ドル フ社 一 中 小型 フ ァ ミリー ・マ シン を開 発 す る。多 国 間協 力 の枠 内 で,主 に コマ ー シ

ャル領 域 を中心 と して 世 界 的 に利 用 され て い る分 野 を狙 う。 同社 の シ ス テ ム900の 継 続 開発 が主 眼

で,テ レフ ンケ ンTR86,CDC-1700の ノ ウハ ウ が用 い られ る。

な お,同 国政 府 と して は ナ シ ョナル ・ベ ー スの 超大 型 コン ピ ュー タ開発 は経 済 的 に み て意 味 が な い

と して行 なわ な い と して い る。 た だ し,こ こで い う超 大 型 機 とは,使 用 し得 るあ らゆ る手段 を動 員 し

て 初 め て達 成 され るオペ レー シ ョン と速 度 を もつ もの で,例 えば気 象 問 題 や軍 事 問題 な どの 限 られ た

分 野 で しか 需要 が期 待 され な い もの で あ る。
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5コ メ コ ン諸 国 の コ ン ピュー タ共 同開 発 計 画

1971年1月,コ メ コン加 盟8カ 国(ソ 連,ポ ー ラ ン ド,ハ ン ガ リー 東 ドイ ツ,ル ー マニ ア,ブ ル

ガ リア,チ ェコス ロバ キ ア,モ ン ゴ リア)は 加盟 諸 国 の コ ン ピ ュー タ需 要 に応 え,完 全 に互 換 性 を も

っ 一連 の コ ン ピ ュー タ を 自力 生 産 す るた め 「RJADコ ン ピ ュー タ共 同開 発 計画 」 を承 認 した。 同計

画 には ソ連 のEDPス ペ シ ャ リス ト,東 欧 の ス タ ッフ8万 名 が 投 入 された と伝 え られ,西 側 か らその

動 向が 大 い に注 目 された 。1971年 末 に同 計画 の第1号 機EC-1020が 完 成 され た。EC-1020は ソ連

とブ ル ガ リアの共 同開 発 の 成 果 とい われ,IBM360/20～360/30相 当 の性 能 で あ る とい う。1972年4

月 に は上 位 機種 のEC-1030が 発表 され た。RJAD計 画 は 当初 計 画 を一 部 変 更 して きて い る もの と

み られ,そ の 全 貌 は 明 らか で ない が,ロ ン ドンの東 欧 研究 者達 の推 定 で はそ の共 同 開発 分 担 は,EC

-1010(開 発 モデ ル 名)ハ ン ガ リー ,EC-1020ソ 連,ブ ル ガ リア,EC-1030ソ 連,ポ ー ラ ン ド,

EC-1031チ ェ コス ロバ キ ア,EC-1040東 ドイ ツ,EC-1050ソ 連,EC-1060ソ 連 の よ うに推 定

され て い る。

ソ連 で は,第24回 共 産党 大 会 で コン ピ ュー タ化 の重 要 性 が強 調 され,1971～75年 にわ た る第9次5

カ年 計 画 中 に,第3世 代 コ ン ピ ュー タ を12,000～15,000台 生 産 す る予 定 で,1975年 の コ ン ピ ューータ生

産 台数 を1970年 の1,200台 の2.6倍,即 ち年 間3,000台 を 目標 とて い る。

前 述 したRJAD計 画 は,こ の5カ 年 計画 の 目標 を質 量 と もに充 足 す る もの と期 待 され て い るが,

そ の進 捗 状 況 は はか ば か し くない 。

一 方 ソ連 は,こ のRJAD計 画 の ほか に,先 進 プ ロ ジ ェク トとしてASVTシ リー ズ,BESM-

8ニ ュー ・バ ー ジ ョンな どをす す め て い るが,い ず れ も開発 段 階 で 量 産 には い た って い ない 。従 って

ソ連 と して は従 来 機 のMinsk-32を 大 量 に投 入 す る もの とみ られ る。 さ らに西 側 との コ ン ピ ュー タ技

術 の ギ ャ ッフ。を縮 め,遅 れ て い る先 進 シス テ ム を補充 す る ため西 側 の技 術 へ の接 近,ア メ リカ,イ ギ

リス製 コ ン ピ ュー タ の輸 入 にの り出 して い る。1972年5月 の ニ クソ ン大 統 領 の訪 ソ を機 に こ うし た活

動 は活 発 化 して きて お り,米 ソ貿 易 協 定 の 締結,米 ソ間 の コ ン ピ ュー タ技 術 に関 す る相 互 交流 計 画 な

どが 実 現 して い る。 ア メ リカ もコ コム規 定 を 自 ら緩 和 す る政 策 を と りつ つ あ り,今 後 最 先 端 の コ ン ピ

ュー タ ・シ リーズ 以外 の コ ン ピ ュー タ(IBM360級)の 対 共産 圏輸 出 は増 加 す る もの と思 われ る。
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6ア メ リカの コ ン ピュー タ ・メ ー カ ーの

海 外事 業 政 策

ア メ リカの コン ピ ュー タ ・メ ー カ ー あ るい は関 連 機 器 メー カー は,次 の 諸 点 か らこ こ1,2年 に海

外 事 業 活 動 を強 化 して い る。

1.1970～71年 に お け る米 国経 済不 況 と国 防 費 削減 に よ る売上 減 少 を カバ ー す るた め海 外 活動 に力

を入 れ た。

2.米 国 内の ハ ー ドウ ェア市 場 の成 長 率 は8～10%台 に落 ちつ っ あ るの に対 して,海 外 市 場 で は依

然20%台 の成 長 が期 待 で きる。 そ の うえ海 外 の収 益率 は 国 内 よ り高 い。

3.東 西 外 交 の雪 ど けか ら,ソ 連,東 欧 圏,中 国 な どの処 女 市 場 へ の輸 出 の可 能 性 が 開 け て きた。

4.日 本 の 自 由化 政策 と高 い コ ン ピ ュー タ需 要 に着 目 して い る。

5.コ ン ピ ュー タ産 業 自身 が成 熟 して き,と くに主 要 メー カー は多 国 籍企 業化 して い るの で,ワ ー

ル ドワ イ ドな事 業 哲 学 が形 成 され っ っ あ る。

以下 大 まか に米 国 メ ー カ ーの最 近 の海 外 事 業 政 策 の特 徴 を述 べ よ う.

1.主 要 メ ー カ ーは多 国 籍 企 業 化

IBMが 多 国 籍企 業 で あ る こ と は異 論 の ない と ころ で あ るが,そ の他 の主 要 コ ン ピ ュー タ ・メー カ

ー す な わ ち,ハ ネ ウ ェル,ス ペ リー ・ラ ン ド,バ ロー ス,CDC.NCRの 各社 も多 国 籍 企 業 化 の

度 合 を強 めて い る。 い まIBM社 を始 め,各 社 の海 外 事 業 比 重 をみ る と,次 の よ うに な って お り,海

外 事 業 の重 要 性 が 良 く理 解 され る。

3-2-1表 米 国主 要 メ ー カ ーの 海 外事 業 比 重(1971年)

社 名 売 上 高 純 利 益 従業員数

lBM 41.2% 52.7% 40%以 上

(推定)
ハ ネ ウ ェ ル 38.5 一 44.0

ス ペ リー ・ ラ ン ド 34.8 一 一

バ ロ ー ス 36.2 49.0 38.1

CDC 35.7 一 －

NCR 46.9 68.7* 一

|

*営業利益
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と くに利 益 の 比 重 は,IBM52.7%,バ ロー ス49.0%,NCR68.7%と,全 社 利 益 の 半 分 あ るい は

半 分 以 上 を占 め,海 外 市 場 の 高収 益 性 を示 して い る。従 業 員数 の比 重 も40%前 後 で あ る。CDCを 除

き,各 社 と も世 界 の多 数 の国 々 に 子会 社 を もち,100%出 資 を維 持 して い る場 合 が 多 い。

こ う した海 外事 業 の比 重 の 高 さは,主 要 メー カー に 限 られ ず,た とえば メモ レ ック スの よ うな中 堅

メ ー カ ー に して も,全 売 上 高 の う ち約40%(1972年)を 海 外 市場 に依 存 して い る。

2.IBMと 対抗 の た め柔 軟 な姿 勢 も

米 国 メ ー カー が海 外 に資 本 進 出 す る場 合 は100%出 資 を原 則 とす るが,最 近 はIBMと の対 抗 上 必

ず し も100%に 固 執 しな い柔 軟 な考 え方 が 出 て きて い る。

そ の代 表 的 な 例 はCDCの 考 え方 で あ る。CDCは 現 在,外 国 企 業 あ るい は外 国 政府 との間 に3つ

の合 弁 会 社 を も って い る。す なわ ちMultinationalDataSA(研 究 開発 会 社 。英 国ICL,フ ラ ンス

CIIと の合 弁 。i/3出資),Elbit社(ミ ニ コ ン生 産 会 社 。1971年,58%出 資),RomControlData,S

RL(周 辺 装 置生 産会 社 。 ル ー マ ニ ア政 府 との 合弁 会 社 。1973年,45%出 資)が それ で あ る。CDC

の こ う した海 外 合 弁会 社 は,コ ン ピ ュー タ産 業 に生 き残 り成 長 して い くに は,協 力 を通 じて,相 互 の

資 源 を プ ール し,開 発 の リス ク を分 散 す る こ とが必 要 とい う考 えか らで きた もの で あ る。 しか し,C

DCは こ うした協 力 は,研 究,開 発 あ るい は共 同生 産 まで で,マ ーケ ッテ ィン グ活 動 は別 で あ り,パ

ー トナ ー は主 体 性 と自社 の イ メー ジを維 持 しっ つ,独 自 に販 売 して い くべ きで あ る とい って い る。 同

社 と米 国NCR社 との周 辺 装 置生 産会 社CPI(ComputerPeripheralInc.折 半 出資)も,全 く同

じ考 えに よ って 運 営 されて い る。

同社 の協 力 方 式 は合 弁 会 社 だ けに限 られ な い 。1972年 には カ ナ ダ政府 との間 に,コ ン ピ ュー タの 共

同 開発 ・製 造 計画 協 定 を結 び,一 方,ソ 連 政府 に対 して はデ ー タ処 理 の共 同研 究 開 発計 画 を提 案 して

い る。 ま た,英 国,西 独 ニ ックス ドル フ との 間 に は,そ れ ぞ れ周 辺 装 置 の一 部 や 端末 装 置 を買 付 け合

う契 約 を結 び,さ らに どの 分 野 で協 力 す る余 地 が あ るか を煮 つ めつ つ あ る と伝 え られ る。CDCは メ

リ ッ トの あ る分野 で は,日 本 を含 む どこの 国 の どの企 業 と も提 携 す る用 意 が あ る とい って い る。

ハ ネ ウ ェル はGEの コ ン ピ ュー タ部 門 買 収 に伴 な い,フ ラ ンスの ブ ルGEを 引継 い だが,資 本比 率

は66%で あ り,研 究 開 発 活 動 で は ア メ リカ側 の デザ イ ン を押 しつ け る こ とはせ ず,そ の代 り米 国 内製

品 と互 換 性 を もつ設 計 にす るな ど,柔 軟 な 政策 を と って い る。

3.ワ ール ドワイ ドな視 野 で経 営

1で 述 べ た よ うに,米 国 主要 メ ー カ ー を始 め少 な く と も,フ ォーチ ュン誌 調 査 の500社 の上 位 に入

るよ うな 企 業 は,売 上 高,利 益,従 業 員数 の海 外 事 業 依 存度 が高 い と考 え られ る。 こ うな る と経営 態

度 が 米 国 内事 業 を超 越 して くる こ とは 当然 で あ り,そ の 視野 は ワール ドワイ ドな もの へ志 向す る。 ワ

ール ドワ イ ドは国 際(イ ン ター ナ シ ョナル)と い う語 感 を さ らに超 えた もの で ,グ ローバ ル とい う語

感 に ほ ぼ等 しい 。
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ワー ル ドワイ ド ・ビ ジ ネス とは,グ ロー バ ル な視 野 か ら,人 材,資 本,技 術資 源 な どの 割 当 て を行

な う企 業 で あ り,そ うい う点 でIBMは 最 も進 んだ 企 業 とい うべ きで あ ろ う。 ハ ネ ウ ェル の 子 会社 ハ

ネ ウ ェル ・ブル 社 は,現 在,完 全 に立直 って,同 社 コ ン ピ ュー タ部 門 の 中 で 最 も収 益 性 の 高 い 企業 に

な り,ハ ネ ウ ェル 社 全体 の収 益 に貢献 して い る。

ビ ジ ネス ・ウ ィー クに よれ ば,現 在 業績 が良 いバ ロー スは1963年 と64年 に 苦 しい時 期 を迎 え,売 上

げ は前 年 を下 回 った が,純 利 益 は それ ぞ れ850万 ドル,1,021万 ドル を確 保 した 。 この時 の 米 国 内業 績

は不 振 で,こ れ らの 年 間 の利 益 は全 部海 外 事 業 が あ げた もの で あ った 。

CDCに は現 在,35人 の トッフ。・エ グゼ ク テ ィブが い るが,こ の うち4人 は米 国 人 以 外 の 国籍 で あ

る とい う。 これ らの エ グ ゼ ク テ ィブは そ れ ぞ れ の分 担 責 任 を も って い るが,そ の責 任 は米 国 内 だ け の

責 任 で は な く,ワ ー ル ドワイ ドな 責任 を も って い る と同 社 は語 って い る。

この よ うな経 営 態度 は,こ こ1,2年 に お け るコ ン ピ ュー タ主 要 メー カー の各 国 株 式 市場 へ の上 場

に も表 面化 して い る。 日本 ア イ ・ピー ・エ ム社 は最 近,経 団連 へ の 入 会 を申請 し,認 め られ た。

4.共 産 圏市 場 へ の 接近

主 要 コン ピ ュー タ ・メ ー カ ー を始 め,周 辺 装 置 メ ー カー,ミ ニ コ ン ・メー カー と もに共 産 圏市 場 へ

の 売込 み を はか りつ つ あ る。 しか し,輸 出承 認 手 続 きの 面 か らみ る と,連 邦 政 府 の 体 制 は未 だ 硬 直 的

な 面 が残 って い る。 す なわ ち,メ ー カ ー と商 務 省 が輸 出 も増 や した い と思 って も,共 産 国 へ の輸 出 承

認 は各 省 間委 員 会(lnter-AgencyCommittee)に よ る全 会 一 致 の賛 成 が な けれ ば 得 られ な いの が 現 状

で あ り,コ ン ピ ュー タ を含 む エ レク トロニ クス 産 業界 で は,こ うした制 約 の 緩 和 を働 ら き か け て い

る。
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第1章 わが 国 の コン ピュー タ実 動状 況

11972年 に お け る コ ン ピ ュー タ の 実 動 状 況

－JECC調 査 よ り一

日本 電 子 計 算 機 株式 会 社(JECC)で は,半 年 ご とに わ が国 にお け る国 産 コン ピュ ー タ実 動 状 況

調査 を実 施 し,通 商産 業 省 が集 計 す る外 国機 の実 動 状 況 とあ わせ て 「わ が国 電 子計 算 組 織 実 動 状 況 調

査 」 を ま とめ,公 表 して い る。 この調 査 で は,計 数(デ ィジタ ル)型 汎用 コ ン ピ ュー タ を集 計 対 象 と

して お り,相 似(ア ナ ロ グ)型 コン ピュー タ,プ ロセ ス制御 用 コ ン ピ ュー タ,ミ ニ ・コ ン ピュー タは

集 計 か ら除 か れ て い る。

1972年9月 末 現 在,わ が 国 で実 動 して い る汎 用 コ ン ピュ ー タ ・シス テ ム は14,806セ ッ ト,売 価換 算

金 額 で1兆2,618億 円 で あ り,前 年 同期 に比 べ て,実 動 セ ッ ト数 で31.8%,金 額 で23.2%の 増 加率 を

示 した 。

国 産 機,外 国機 別 にみ る と,国 産 機 は9,607セ ッ ト(売 価換 算金 額6,855億 円)外 国 機 は5,199セ ッ

ト(売 価 換 算 金額5,763億 円)で,実 動 セ ッ ト数 で は 国 産機 が64.9%,外 国機 が35.1%と 国産 機 が優

位 に立 って い るが,金 額 ベ ー ス で は国 産機54.3%,外 国機45.7%と ほ ぼ シ ェア を二 分 して い る。

A型 別 に み た 実 動 状 況

4-1-1表 は1967年 以来 の型 別 にみ た 国産 機,外 国機 の実 動 状 況 とその 構成 比 の 推 移 を示 した もの

で あ る。 同義 に よ って 型別 の特 徴 を述 べ る と次 の とお りで あ る。

a)大 型 コン ピ ュー タ

1967年9月 末 現 在,わ が 国 に は205セ ッ ト,お よ そ888億 円 の大型 コン ピュー タ(シ ス テ ム規 模2億

5,000万 円 以上)が 実 動 して い た が,1972年9月 末 現 在 で は それ ぞ れ1,251セ ッ ト(6.1倍),7,139億

円(8、0倍)に 達 した。 大 型 コ ン ピ ュー タ は年 々 そ の シ ス テ ム規 模 が 拡大 す るに つ れ,わ が 国 の総 設

置 金 額 に占 め るウ ェー トが 高 ま って きて お り,1972年9月 末 で は56.6%に な って い る。 この 分 野 に お



第1章 わが国の コンピュー タ実動状況143

け る国 産 機,外 国機 の構 成比 をみ る と,6年 前 国産 機 が19.7%(金 額 ベ ー ス)に す ぎ な か っ た もの

が,年 々著 る しい上 昇 を示 し,1972年9月 末 で は41.4%を 占 め るま で に な った 。

しか し,大 型 を大 型B(2億5,000万 円～5億 円未 満),'大 型A(5億 円 以上)に 細 分 して み る と,

国 産機 の大 型Bは 年 々 着実 に上 昇 をみせ て お り,大 型Bの 分野 で国 産 機 が初 め て50%を 越 え,51 .0%

を占 め る こ と とな った 。一 方,大 型Aに お い て は外 国 機 の優 位 は依 然 と して続 い て お り,外 国機 が65

%弱 を占有 して い る。(4-1-2表 参 照)

この大 型Aに お け る,シ ス テ ム規模 の推 移 をみ る と,1970年9月 末 で は7億9 ,400万 円で あ った が,

1972年9月 末 にお い て は8億8,000万 円 に大 型 化 して お り,そ の規 模 増 大 が 著 る しい。

これ を国 産 機,外 国機 別 にみ る と,大 型Aに お い て は1972年9月 末 で国 産 機 が7億3
,800万 円 で あ

るの に比 べ,外 国機 は9億8,200万 円 で,外 国 機 の大 型 化 が 明 白 に表 わ れ て い る。 ま た大 型Aに お け

る シ ス テ ム規 模 の拡 大 推 移 をみて も,国 産 機 が過 去3年 間 ほ ぼ横 ば い状 態 を続 けて い るの に対 し,外

国 機 は拡大 して い る、 一 方,大 型Bに お い て は,国 産 機 ・外 国機 の シ ス テ ム規 模 は,ほ ぼ 同水 準 に あ

り,そ の拡 大 テ ン ポ も同 様 の傾 向 を辿 って い る。

b)中 型 コ ン ピ ュー タ

わ が 国 に お け る中型 コン ピュー タは,1967年9月 末 で1,245セ ッ ト(金 額 ベ ー スで1,689億 円)が 実

動 して いた が,1972年9月 末 で は4,015セ ッ ト(4,195億 円)と 着実 に増 加 して い る。 しか し,こ の分

野 の全 実 動 コ ン ピ ュー タ に占 め るシ ェ ア は,セ ッ ト数,設 置金 額 と もに徐 々 に低 下 傾 向 にあ る。 国産

機,外 国機 の構 成 比 をみ る と,1967年9月 に国 産 機 が50%を 越 えて か ら も年 々増 勢 を続 け て お り,

1972年9月 末 で は台 数 ベ ー ス で74.7%,金 額 ベ ー スで72.1%と 圧 倒 的 な シェ ア を占 め て い る。 これ を

中 型A(1億 円～2億5,000万 円 未 満),中 型B(4,000万 円～1億 円未 満)に 細 分 して み る と,国 産

機 は シス テ ム規 模 の大 きい 中型Aよ り小 さい 中型Bの 方 が そ の 占有 シ ェ アが高 く,中 型Bに お け る国

産 機 の それ は 台数 ベ ース で75.1%,金 額 ベ ー スで73.9%と な って い る。 この分 野 の シス テ ム規模 は国

産 機,外 国 機 に ほ とん ど差 が み られず,1972年9月 末 で外 国 機 の 中型Aの 拡 大 され た の が 目 につ く程

度 で あ る。

c)小 型 コ ン ピ ュー タ

1967年9月 末 で958セ ッ ト,239億 円 の小 型 コ ン ピ ュー タが 実 動 して い たが
,1972年9月 末 で は4,039

セ ッ ト(4.2倍),937億 円(3.9倍)と 着 実 な増 加 をみ せ て は い るが ,全 設 置 コ ン ピ ュー タに 占 め る割

合 は僅 か な が ら低 下 をつづ けて い る。 こ の分 野 で は,こ こ数 年 来 国産 機 と外 国 機 の構 成 比 は70対30と

比 較 的 安 定 した傾 向 を示 して い る。 また シス テ ム規模 に お い て は,国 産機,外 国 機 に は差 は み られ な

い 。



4-1-1表 電子計算組織実動状況および型別国産機,外 国機別構成比推移
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(注)4-1-1表 につ い て'

1・ 国産 機 は 日本 電 子 計 算 機 ㈱調 べ,外 国 機 は通 商 産 業 省 調 べ に よ る。

2・ 型 別分 類 基 準 は次 の とお り。(売 価換 算)

大 型A… …5億 円以 上

大 型B… …2nc5,000万 円 以上5億 円未 満

中 型A… …1億 円以 上2億5,000万 円未 満

中 型B… …4,000万 円以 上1億 円未 満

小 型 … …1,000万 円以 上4,000万 円未 満 一

超 小 型 … …1,000万 円未 満

3.コ ン ピ ュー タ の基 準 は

① デ ィジ タル型 で あ る こ と。

② プ ログ ラ ムの 蓄 積 方 式 で重 要 な命 令 を内 部 記憶 装 置 に記 憶 して い る か,ま た は 相 当 の性 能 を 有 す る こ と。

③ 内 部 記憶 容量 が2,000ビ ッ ト以 上 で あ る こ と(た だ し,サ イ ン,パ リテ ィ ・チ ェ ック の ため に 有 す る ビッ ト

は 含 まな い)。

④ 電 子 論 理 演算 に よ り行 わ れ る演算 機 構 を有 す る こ と。

の4つ の 条 件 を全 て満 足 す る コ ン ピュ ー タ。

4・ 現 地 資 本 が株 式 の マ ジ ョ リテ ィを保 有 す る企 業 が 国 内生 産 す る シス テ ム を国 産 機 とみ なす 。

5.シ ス テ ム増 設 に よ る型 別 移 動 を考 慮 して い る。 た とえ ば,以 前 に は小 型 に分 類 され て い た もの が メ モ リー増

設 や周 辺 装 置増 設 の結 果,中 型 へ移 行 す る場 合 が あ る。

6.ミ ニ ・コ ン ピ ュー タ,ア ナ ログ型 コ ン ピ ュー タ,プ ロセ ス制 御用 コン ピュ ー タ,オ フラ イ ン機 器,デ ー タ通

信 機 器 は集 計対 象外 と して い る。

d)超 ノト型 コ ン ピュー タ

1967年9月 に は,627セ ッ ト,41億 円の超 小型 コン ピ ュー タが実 動 して い た が,1972年9月 末 で は

5,501セ ッ ト(8.8倍),347億 円(8.5倍)と な り,こ の5年 間 の増 加 は著 る し い 。全 実 動 コ ン ピ ュー

タ に占 め る シ ェア も年 々少 しず つ 増 勢 を示 して き て い る。 この分 野 で は1968年 ま で は国 産 機 が100%

の シ ェ ア をに ぎ って きた が,1969年 か ら外 国 機 が 進 出 し,こ の2年 間 急速 な伸 び を示 して い る。1972

年9月 末 で は外 国 機 が 台数 ベー スで45.7%,金 額 ベ ー ス で42.9%と 国 産機 とシ ェ ア をほ ぼ二 分 す るま

で にな った。 シ ス テ ム規 模 で は国 産 機,外 国 機 に ま った く差 はな い 。

B型 別 にみた実動 システ ムの内部構 造

a)国 産機,外 国 機別 内部 構 造

4-1-3表 はわ が 国 で実 動 して い る コン ピ ュー タの 国 産機,外 国 機別 型 別 内 部構 造 を示 した もの で

あ る。 同 表 に よ れ ば,わ が国 の 実 動 コン ピ ュー タの シス テ ム数 で は これ ま で最 大 の グル ー フ。で あ った

中型 に代 り,超 小 型(37.2%)が トップ に な り,次 い で 小型(27.3%),中 型(27.1%),大 型(8.4

%)の 順 とな り,超 小型 の シ ス テ ム数 の著 る しい 伸 びが 特徴 的で あ る。一 方,金 額 ベ ー スで み る と,

トップ は大 型(56.6%)で 年 々 その ウ ェー トを高 め て きて お り,と りわ け外 国機 の大 型Aの 伸 長 が 目
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4-1-2表 大 型, 中型実動状況細分表および構成比

(単位金額:百 万円)

型 別

国

産

機

大型A

大型B

中型A

中型B

小 型

超小型

大型A

外 大型B

中型A
国

中型B

機 小 型

超小型

実 動 状 況

胃鶏引袈翻 駕鍵
105155

73,929114,486

229331

79,588114705

7921028
115,322155297

1,1501551

78,527106530

208

153,521

403
142130

1117
174358

1881

128265

、3㌶ 、。5,講
287

281,874

構 成 比(%)

袈鏡劃諜麗
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40

35

45
44

69

67

72

72

2
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7

6

0

2

7

41
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0

8

3

9

6

6

9

0

42

35

53
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0

3

3

0

0

9

1

9

59
64

271340353

98,633124,663136,367'

346388393

56,91764,76571,660

442547624

29,42037,47645,207

261378495

207,359319,861435,395

178

1

172

1

1C7

500

221239

1381

239220

5922

948144

671

368278

4161

061246

0982

006173

756

497

510

018

505

472

54

55

30

33

27

27

8

3

59

64

2

3

50

52

4

0

27

29

8

3

26

26

0

2

58

64

7

1

46

49

4

4

26

29

1

0

24

26

0

7

7

0

0

1

9

1

100

100

100

100

100

100

100

100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0100

0

0

0

0

0

0

0

0

1・セ・ ・当 ・システ・規模
1970年91971年91972年9

1月末現在月末現在月末現在

閲 円1
348

・461

681

221

7

賜 円1

3471

・5・1

百 万 円
738

353

156

69168

23122

・1・

8551g2・ 982

36413671386
・651・671・82

67169172
25125}26
・1・1・

7941846188・

35613571368

・5・1・551・63

68 69 69

23124123

・1・1・

に つ く。大 型 に次 い で 中 型(33.2%)小 型(7.4%)超 小 型(7.4%)の 順 とな って い る。 この 申 で 中

型,小 型 は そ の ウ ェー トを年 々低 下 させ て い るが,超 小型 は反 対 に年 々増 大 傾 向 を辿 って お り,全 体

的 にみ て わ が 国 に おい て も大 型 化 と超 小型 化 とい う両 極 化 の傾 向が 徐 々 に進 行 しつ つ あ る こと を示 し

て い る。

次 に国 産 機 と外 国機 の 内部 構 造 をみ る と,国 産機 の 中心 は中型 で あ るが,外 国 機 の そ れ は大 型 で あ

る。 しか し,国 産機 の 内部 構 造 もしだ い に大 型 の ウ ェー トが 高 ま って き,外 国機 に しだ い に相 似 しつ

つ あ る。

4-1-4表 は 日本 とア メ リカの 実 動状 況 を比 較 した もの で あ る。 同表 に よ って 日本 と ア メ リカの 内

部 構 造 を比 較 して み る と次 の こ とが み られ る。

.①2億5,000万 円 以 上 の 大型 シ ス テ ムの実 数 に おい て,ア メ リカの 構成 比 はセ ッ ト数 で15.9%を
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4-1-3表 実動システムの 国産機,外 国機別内部構造

(通商産 業省,日 本電子計算機㈱調べ)

国 産 機 ・
外 国 機 別

型 別

時 点

構

成

比

大型A

大型B

小 計

中型A

中型B

小'計

小 型

超小型

合 計

国 産 機

1968年

9月 末

(%)
0.6
6.6

3.9
21.6

4.5

28.2

14.4

34.1

19.6

21.4

34.0

55.5

36.6
13,6

24.9

2.7

100.0

100.0

1970年

9月 末

(%)
1.8

18.3

4.0

19.8

5.8

38.1

13.7

28.6

19.8

19.5

33.5

48.1

35.8

11.4

25.0

2.4

100.0
100.0

1971年

9月 末

(%)
2.0

20.4

4.3

20.4

6.3

40.8

13.4

27.6

20.3

18.9

33.7

46.5

33.1

10。3

26.9

2.4

100.0

100.0

1972年

9月 末

(%)
2.2

22.4

4.2
20.7

6.4
43.1

11.6'25
.5

19.6

18.7

131.2
44.2

31.3

9.8

・31.1

2.9

100.0

100.0

外 国 機

1968年

9月 末

(%)

6.2

29・4

13.2

28.5

19.4

57.9

23。9

25.0

26.0

11.8

49.9

36.8

30.7

5.3

100.0

100.0

1969年

9月 末

(%)
7.3

39.7

12.6
29.3

19.9

69.0

15.8
16.6

20.3

8.6

36.1
25.2

33.8

5.4

10.2

0.4

100.0

100.0

1970年

9月 末

(%)
6.2

44.4

9.6

27.0

15.8

71.4

10.8

14.0

15.3

8.1

26.1

22.1

25.0

4.9

33.1

1.6

100.0

100.0

1971年

9月 末

(%)
5.5

48.9

6.8

23.7

12.3

72.6

7.6

12.4

12.0

7.8

19.6

20.2

19.8

4.6

48.3

2.6

100.0

100.0

合 計

1968年

9月 末

(%)
2.2

18.1

6,5

25.1

8.7

43.2

17.1

29.5

21.4

16.5

38.5

46.0

34.9

9.5

17.9

1.3

100.0

100.0

1970年

9月 末

(%)
3.3

28.1

6.3

24.0

9.6
52.1

14.2

23.2

20.0

14.5

34.2
37.7

35.2

8.7

21.0

1.5

100.0
100.0

1971年

9月 末

(%)
3.4

31.2

5.9

23.4

9.3

54.6

12.6

21.5

18.7

14.0

31.3

35.5

30.5

7.9

28.9

2,0

100.0

100.0

1972年

9月 末

(%)

3、3

34.5

5.1

22.1

8.4

56.6

10.2

19.5

16.9

13.7

27.1

33.2

27.3

7.4

37.2

2.8

100.0
100.0

占 め一 本 の ほ ぼ2倍 で あ る・ しか し・5億 円 以上 の大 型Aに つ い て みれ ば ア・ リカ と昧 の格

差 は徐 々 に ち ぢ ま って い る。絶 対 数 で は アメ リカ は,日 本 の1,251セ ッ トの7.2倍 を使 用 して い る

が,日 本 の 大 型 シス テ ム は着 実 に増 加 して お り,そ の差 も縮 小 しつ つ あ る。(1971年9月 末 で は

アメ リカ は 日本 の ほ ぼ8.7倍 で あ った)。

② アメ リカ はセ ッ ト数 で み れ ば,中 型 シ ス テ ムの 占 め る比 重 が50 .4%と 意 外 と高 く,日 本 の27 .1

%を は るか に しの いで い る。

③ 日本 は逆 に小 型 撮 び超 小 型 シ ステ ムの ウ 。一 トが 高 く64 .5%を 占 め て い る.(ア 刈 力 は

1し.2%)

b)産 業別実動状況

4-1}5表 は過去5輔 における産業順 子計飾 職蜘 状況の推移を示したものである
.、972年
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4-1-4表 日本とアメ リカの実動状況比較

(上列 セッ ト数,下 列金額百万円)

＼ 国別
型別 ＼

日 本

(1972年9月30日

現 在)

ア メ リ カ

(1972年10月1日

現 在)

台数構成比(%) 金編 成比(%)1

・ 本 レ … ・ 本 レ ・・カ

ト

大 型A
495

435,399

2,656

2,380,355
3.3 4.7 34.5 31.0

大 型B
756

278,497

6,357

2,091,007
5.1 11.2 22.1 27.3

小 計
1,251

713,892

9,013
4,471,362

8.4 15.9 56.6 58.3

中 型A
1,510

246,018

12,330

1,725,103
10.2 21.7 19.5 22.5

中 型B
2,505

'173
,472

16,293

933,869
16.9 28.7 13.7 12.2

小,計
4,015

419,490

28,623

2,658,972
27.1 50.4 33.2 34.7

n、 型
4,039

93,721

19,118

533,699
27.3 33.7 7.4 7.0

超 小 型
5,501

34,721

一

一 37.2 一 2.8 一

合 計
14,806

1,261,824

56,754

7,664,033
100.0 100.0 100.0 100.0

(注)1.日 本 の 資料 出 所JECC実 動 状 況 調 査 。

2.ア メ リカの資 料 出所IDC調 査。 ミニ ・コ ン ピ ュー タ お よ び専 用 コ ン ピ ュー タ(dedicatedsystem)

は含 まれ な い。 金 額 は平 均 レ ン タル料 か ら算 定 。

9月 末 にお け る産 業 別 の実 動 金 額 で グル ー プ に分 類 す れ ば次 の通 りで あ る。

①800億 円以 上(4業 種)

'金 融
,電 気機 械,卸 ・小 売 ・商 事,政 府 関 係機 関

②400億 円 以上800億 円未 満(7業 種)

・輸 送 用 機 械,サ ー ビス,鉄 鋼,化 学 ・石 油,保 険*,運 輸 ・通 信 ・報 道*,政 府

③200億 円以 上400億 円未 満(6業 種)

機 械 大学,法 人 団 体 ・農 協,証 券,電 力 ・ガ ス,地 方 公 共 体

④100億 円 以上200億 円 未 満(6業 種)

食 品,そ の 他 製造 業,建 設 業,繊 維,非 鉄 金 属,精 密 機械



一 4-1-5表 産 業 別 電 子 計 算 組 織 実 動 の 状 況 の 推 移

}
年別

業種別

農 業
林 ・狩 猟 業

漁 ・水 産 ・養 殖 業

_鉱建
設

業
菜

食
織

目口口

J
雑

紙 ・パ ル プ

出 版 ・印 刷

化 学 ・石 油

硝 子 ・セ メ ン ト

鉄 鋼
非 鉄 金 属
機
電 気

械
機 械

輸 送 用 機 械
精 密 機 械
その他製造業
卸 ・小 売 ・商 事

金 融
保 険
証 券
不 動 産
運 輸 ・通信 ・報 道

電 力 ・ガ ス

サ ー ビ ス

病 院
大 学
高 校
その他の学校
地 方 公 共 体
政 府
政府関係機 関
法人団体 ・農協

宗 教 法 人
業 種 不 明

ム
ロ 数

1967年

9月 末

21

32

60

60

20

9

207

32

151

45

74

262

175

63

107

352

217

100

58

1

141

50

204

164

7

13

120

114

110

64

1

6

A
口 計 1 3,040

1968年

9月 末

21

49

86

47

28

18

270

44

176

74

112

363

321

81

118

599

300

109

60

2

191

55

303

4

208

13

20

155

152

145

110

2

5

4,171

1969年

9月 末

1

3

23

74

144

117

40

26

337

57

213

106

182

486

286

101

150

885

387

118

78

4

243

62

443

6

248

20

41

192

170

188

162

2

6

5,601

1970年

9月 末

1

6

31

122

208

173

58

46

436

83

299

164

265

718

356

128

193

1,411

620

130

88

15

307

79

614

9

285

41

77

242

202

240

275

1

10

7,933

1971年

9月 末

3

11

36

190

297

257

84

72

581

137

380

216

369

964

425

156

262

2,299

1,001

154

96

24

463

92

852

15

328

75

79

302

230

283

473

3

28

11,237

1972年

9月 末

5

2

16

42

253

434

351

150

105

717

163

420

275

421

1,118

469

177

375

3,349

1,516

160

130

35

643

100

1,056

25

359

126

79

392

243

373

688

3

36

14,806

金 額(単 位:百 万 円)

1967年

9月 末

1,090

2,210

3,128

4,334

900

241

14,742

1,829

14,289

2,161

5,602

29,327

17,818

2,455

5,011

15,357

25,493

13,228

8,304

6

8,883

75,768

15,816

9,110

78

361

6,977

15,305

13,837

4,716

22

3,282

253,695

1968年

9月 末

1,347

3,379

4,747

5,612

1,182

475

20,222

3,656

19,487

3,961

8,696

45,577

24,895

3,765

5,955

26,359

45,263

16,660

10,756

46

15,236

9,859

20,274

59

12,538

176

720

8,173

21,826

21,136

7,015

63

2,228

371,331

1969年

9月 末

15

50

1,781

4,492

7,316

7,454

1,547

883

26,658

4,021

26,329

5,923

13,739

63,680

35,218

4,986

7,117

37,486

68,298

19,066

13,309

68

18,676

11,115

32,027

97

18,745

232

1,255

9,486

25,672

30,506

10,990

120

2,550

510,924

1970年

9月 末

16

156

2,203

7,092

9,686

9,459

2,331

1,864

36,387

5,228

42,463

9,583

19,975

98,112

50,189

7,321

9,502

58,074

102,008

23,833

18,060

1,048

26,257

17,164

46,820

189

20,980

540

2,366

12,920

30,270

45,923

17,891

26

2,634

738,678

1971年

9月 末

45

314

3,388

10,864

12,872

13,143

3,182

2,372

47,885

7,019

58,898

11,834

26,620

143,399

68,613

9,320

11,030

90,813

147,048

35,569

20,297

1,177

35,749

19,278

65,149

640

24,074

1,205

2,698

18,781

37,458

63,419

24,044 、

359

5,962

1,024,518

1972年

9月 末

137

14

380

6,795

14,899

16,772

14,218

3,967

3,002

54,644

7,944

62,750

13,490

29,351

172,042

79,142

10,745

16,205

116,112

197,173

44,920

24,166

1,579

44,117

24,119

76,586

1,121

28,029

2,399

2,613

23,718

43,290

90,901

27,647

553

6,283

1,261,8241

H

榔

荒

田

θ
u

Y

μ

|
隣

戸
心
o
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⑤50億 円以 上100億 円 未 満(2業 種)

硝 子 ・セ メ ン ト,鉱 業

⑥10億 円 以 上50億 円未 満(6業 種) :
紙 ・パ ル プ,出 版 ・印 刷,そ の他 の 学 校,高 校,不 動 産,病 院!

⑦10億 円 未 満(4業 種)

宗 教 法人,漁 ・水 産 ・養 殖 業,農 業 ・林 ・狩 猟 業

(注)*印 は今 期 グ ルー プの上 位 移 動 が あ った業 種 。

需 要 の最 も強 い第1お よ び グ2ル ー プ の11業 種 だ け で全 実 動 金 額 の77.8%を 占 め て い る。 ま た1シ

ス テ ム当 り規 模 の 大 きな業 種 は,保 険(281百 万 円)政 府 関 係機 関(244百 万 円)電 力 ・ガ ス(241百

万 円),証 券(186百 万 円)な どで あ る。

c)t地 域 別 実 動 状 況

4-1-6表 は,1972年9月 末 に お け る地域 別電 子 計 算組 織 実 動 状 況 で あ る。 同 表 に よ り,実 動 金 額

の多 い地 域 をみ る と,東 京 都(全 国 の46.2%),大 阪府(同14. .2%),神 奈 川 県(同6.7%),愛 知 県

(同5.4%),な ど とな って お り,東 京 都 へ の 集 中傾 向が 著 る しい 。

21972年 における専用機実動状況

JECCで は,汎 用 コン ピ ュ一一タ の ほか に,特 定 業 務 の た め に設 計 され,か つ 完 全 に単 一 作 業 だ け

を処 理 す る専 用機 の設 置 状 況 を調 査 してい る。

4-1-7表 は1972年9月 末 に お け る産 業 別 国産 専 用 機 実動 状 況 で あ る。 同表 に よれ ば,1972年9月'

現 在 実動 して い る専 用 機 は74セ ッ ト,98億 円 とな って い る。 最 近 の ソ フ トウ ェア技 術 の発 展 と コン ピ

ュー タに対 す る通 信 機 能.制 御機 能 の結 合 によ り,汎 用 機 が ソ フ トウ ェア の適 用 次第 で専 用機 と しで

用 い られ るケ ー ス が増 加 して きて い る こ とな どか ら,単 一 作 業 の 処 理 を目的 と して設 計 され る専 用 機

の 新 規 納入 が しだ い に低 下 して い る。 また,外 国製 の 専用 機 は,わ が 国 で は ほ とん ど使 わ れ て い な

い0

4-1-8表 は用 途 別 にみ た 国産 専 用 機実 動 状 況 で あ る。 用 途 別 にみ て実 数 シス テ ムの 多 い の は火 力

発 電所 制 御,料 金 計 算,シ ミュ レー シ ョン等 の 研 究用,熱 ・冷 間 圧 延制 御 な どで あ る。
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4-1-6表 地 域 別 汎 用 電 子 計 算 組 織 実 動 状 況

昭和47年9月 末現在(単 位:台 数セ ッ ト,金 額百万円)

国 産 機 外 国 機 合 計

台 釧 金 額 台 数1金 額 台 数1金 額

北 海 道 267 13,647 74 6,549 341 20,196

青 森 43 1,205 34 491 77. 1,696

岩 手 67 2,121 18 560 85 2,681

宮 城 137 6,011 59 3,570 196 9,581

秋 田 39 975 15 320 54 1,295

山 形 42 1,583 7 334 49 1,917

福 島 57 2,234 14 1,372 71 3,606

東 京 3,098 293,655 1,812 288,789 4,910 582,444

神 奈 川 581 59,495 206 25,365 787 84,860

千 葉 176 7,603 70 7,782 246 15,385

埼 玉 209 8,799 68 3,543 277 12,342

茨 城 93
`

14,605 32 3,284 125 17,889

群 馬 78
1

4,065 32 1,180 110 5,245

栃 木 61 4,150 36 2,823 97 6,973
「

新 潟 8ら 3,549 86 3,657 171 7,206

長 野 123 5,487 43 2,195 166 7,682

山 梨 30 747 12 453 42 1,200

静 岡 214 12,612 89 5,101 3Q3 17,713

愛 知 625 36,817 370 30,802 995 67,619

岐 阜 80 3,507 43 2,283 123 5,790

三 重 46 3,014 26 2,019 72 5,033

富 山 51 2,166 26 4,993 77 7,159

石 川 80 2,997 15 988 95 3,985

大 阪 1,367 86,623 885 92,211 2,252 178,834
・

兵 庫 276 18,413 118 8,873 394 27,286

京 都 224 12,499 126 3,940 350 16,439

奈 良 16 744 41 8,534 57 9,278

`

滋 賀 37 1,488 31 1,932 68 3・410i

1
福 井 40 959 16 1,313 56 2,272

和 歌 山 47 4,606 23 1,058 70 5,664
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県 別
国 産 機 外 国 機

台 ∋ 金 額 台 数1金 額 「 合致1金 ㌔

広

岡

山

鳥

島

愛

高

香

徳

福

佐

長

熊

大

富

麗

沖

不

児

島

山

口

取

根

媛

知

川

島

岡

賀

崎

本

分

崎

島

縄

明

240

97

62

11

15

39

29

92

27

277

17

33

41

48

13

33

5

239

合 計 9,607

15,686

6,565

3,685

203

834

2,325

981

3,723

829

14,986

1,175

1,350

2,452

4,176

328

1,175

218

8,408

134

48

45

16

12

40

12

23

6

162

14

32

18

17

17

40

7

129

685,472 5,199

12,580

3,634

2,758

244

292

1,348

279

671

139

9,628

445

2,542

158

352

974

748

427

22,816

576,352

374

145

107

27

27

79

41

115

33

439

31

65

59

65

30

73

12

368

14,806

28,266

10,19Y

三:

1・・261

1::!9

も::;

24,614

1,619

3,892

2,610

4,528

1,301

1,923

645

31,225

1,261,824
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4-1-7表 産 業 別 国 産 専 用 機 実 動 状 況(昭 和47年9月 末現在)

産 業 別

化 学 ・石 油

鉄 鋼

機 械

電 気 機 械

保 険

運 輸 ・通 信 ・報 道

電 力 ・ガ ス

サ ー ビ ス

大 学

地 方 公 共 体

政 府

政 府 関 係 機 関

法 人 団 体 ・農 協

セ ッ ト 数

5

6

1

2

1

3

26

1

1

3

3

21

1

金 額
(百万円)

670

600

100

140

235

130

3,311

100

24

230

35

4,211

46

1セ ット当漕
円・1

・341

・0・1

100

70

235

43

127

100

24

77

12

201

46

合 計 741 ・・8321 133

咋一1-8表 用 途 別 国 産 専 用 機 実 動 状 況 (昭和47年9月 末現在)

用 途1… 数1金 、百碧山1セ ット当り・藷碧・・

放 送 番 組 自 動 切 換

料 金 計 算

操 車 場 自 動 制 御

シ ミレー シ ョン等 の研究用

水 門 自 動 制 御

座 席 予 約

大 気 汚 染 管 理 用

ビ ル 制 御 用

照 明 制 御

電気 ・水道 ・ガス遠隔処理

研 究 開 発 用

電 力 経 済 負 荷 配 分 用

自 動 給 電 装 置

火 力'発 電 所 制 御

電 力 需 給 調 整

群 制 御

熱 ・冷 間 圧 延 制 御

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発

ガ ス ク ロ 処 理

生 産 管 理

エ チ レ ン プ ラ ン ト制御

教 育 用

プ ラ ン ト 制 御

系 統 制 御

2

13

4

6

4

2

1

1

1

1

1

4

4

14

1

1

5

1

1

1

2

1

2

1

50

3,567

490

152

159

160

91

235

46

115

100

696

400

1,720

100

101

500

100

100

100

200

100

370

180

25

274

123

25

40

80

9]

235

46

115

100

174

100

123

100

101

100

100

100

100

100

100

185

180

{一 合 計 741 9,8321 133
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第2章 コ ン ピュー ター利 用状況 調 査

今 回 の調 査 にお い て は,ミ コ ン ピ ュー タ利 用 状況 調 査ミ と して 従 来 か らの基 本 的 調査 項 目 を踏襲 す

る と と もに,通 信 回線 開 放 の 実 現 に対 処 して,ミ オ ン ライ ン化 調 査ミ を新 規 に行 な った。 ミオ ン ライ

ン化 ミ 調 査 も今 後 継 続 して 実施 す るが,そ の 第1回 の 調査 結 果 は,次 の第3章 に 掲 げ る。

〔調 査 項 目〕

コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調査 に お け る調査 項 目 は次 の通 りで あ る。

① ハ ー ドウ エ ア関係

5年 後 の予 想 規模,グ レー ,ド・ア ップの 経過 と予 定,各 シス テ ム別保 有 セ ッ ト数,周 辺 機 器 台

数,使 用 時 間

② コン ピ ュー タ部 門 の月 間必 要経 費

③ コ ン ピ ュー タ要 員 お よび教 育 問題

勤 務 制度,要 員 数,平 均 残 業 時 間,平 均 年 令,平 均 給 与,職 務 手 当額,要 員教 育 上 の 問題 点,

労 働 組 合組 織 状 況

④i業 務 部 門 別 コ ン ピ ュー タ化 状 況 お よ び予 定

⑤ 平均 実 行 ジ ョブ数

⑥ 使 用 言 語

⑦ 常 用 ア プ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラムの 年 間使 用 頻 度

⑧ プ ログ ラ ム開発 状 況

⑨ コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス機 関 利 用 の 現 況 と予 定

〔調 査 時 点,対 象〕

本 調 査 は,1972年9月30日 現在 を調 査 時 点 と し,調 査 票 を同年11月1日 発 送,73年1月15日 に回 収.

を締 め切 った。

発 送 数 .回 収 数 回収 率

4;0421,14228.3%

なお 発送 対 象 は,1972年 版 「ユ ー ザ ー 調査 年 報 」(情 報 処理 学 会 編)に よ った。

〔集計 表〕

巻末378頁 以 下 に掲 げ る。
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1自 社 コ ンピ ュー タ ・シス テ ムの5年 後 に お け る予 想 規 模(巻 末4-2r1表)と ,グ レー ドア ップ

の実 績 お よび 予 定(4-2-2,4-2-3表)

5年 後 に 自社 の コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムは 規模 を拡 大 す る と予想 す る企 業 は,回 答事 業 体 の84 .3%

に達 す る(72年 版 調 査 に お い て は79.9%)。

拡 大 を予 想 す る各 社 の拡 大 率 につ い て,「 わ か らな い」 とい う回 答 を 除 き,「5倍 以 上 」 を 「6倍 」

と して単 純 平 均 を と る と,全 産 業 平 均 で5年 後 に,現 シス テ ム規模 の2 .7倍 に な る と予 想 して い る。

また,全 企業 の61.9%が,コ ン ピ ュー タ導 入 後 少 な く と も1回 以上 グ レー ド ・ア ップを行 な って い

る。 な お全 産業 につ いて み る と約 半 数 が1973年 ま た は74年 に具体 的 な グ レー ド ・ア ップ 計画 を もって

い る。

5年 後 の 予 想 規 模

73 年 版

72 年 版

回

答

合
計

1,124

100.0%

減

少

1

1

変

ら

な

い

73

6.5

1,141

100.0%

079

.06.9

2

倍

501

44.6

434

38.0

3

倍

285

25.4

314

27.5

4

倍

5

倍

6846

6.04.1

5

倍

以

上

48

4.3

803873

7.03.36.3

わ
か
ら
な
い

102

9.1

123

10.7

2コ ン ピ ュー タ ・セ ッ ト保 有 状 況(4-2-4 ,4-2-5表)

1社 当 り保 有 セ ッ ト数 は,全 産 業平 均3 .6セ ッ ト(72年 版 調 査 で は1.9セ ッ ト)で あ って ,こ の増

加 の主 因 は ミニ コン ビ。ユ一 夕(保 有82社 につ き平均5 .4セ ッ ト,72年 版 調 査 で は25社 に つ き平 均2 .4

セ ッ ト)に あ る もの と考 え られ る。

また 保有 セ ッ ト数 の 分 布 を見 る と,明 らか に複 数 セ ッ ト保 有企 業 が増 加 して い る
。

保 有 セ ッ ト 数 の 分 布 割 合

73年 版

72年 版

回

答

合

計

1,142

100.0%

1,175

100.0%

1

セ

ッ

ト

保

有

230

20.1

834

71.0

2

セ

ッ

ト

保

有

3

セ

ッ

ト

保

有

403

35.3

256

22.4

174

14.8

5i
4.3

4

セ

ッ

ト

保

有

5

セ

ッ

ト

保

有

6

セ

ッ

ト

保

有

63

5.5

47

4.1

46

4.0

7

セ
ッ

ト
以
上
保
有

97

8.6

33

2.8

28

2.4

15

11 .3

40

3.4
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3周 辺機 器 の台 数(4-2-6表)

1社 当 りの 周辺 機 器 台 数 は,各 機 種 にわ た りひ と し く増加 して,1社 当 り総 台 数 は72年 版 調 査 の

12.1台 に対 し,今 回 の 調 査 に よ れ ば30.2台 に達 して い る。

1社 当 り 周 辺 機 器 台 数 平 均

外 部 補 助 メ モ リ
一 般 入 出 力 機 器 そ の 他

合

M ド デ 集 そ カ 紙 ド ラ C 入 そ

イ
キ

T
ス 団 テ ユ

イ

ク 1
ン 出

( メ

ド パ デ |

ラ ツ の ン プ R の
ド

ラ z イ プ ト
リ 力

ド リ

イ ラ
ス R R

|
ン 計

イ / /
プ1 ム プ ク 他 P P ダ タ T 機 他

73年 版 8.1 .9 4.0 1.0 .0 2.4 5.1 .2 2.8 .5 3.4 .6 30.2

72年 版 2.3 .2 1.5 .1 .1 .4 1.0 .0 .7 L1 3.8 .4 12.1

4コ ンピ ュー タ使 用 時 間(4-2-7表)

ラン,デ バ ッグ,ダ ウ ン,メ イ ンテ ナ ン ス各 時 間 の合 計 を総 管理 時 間 と呼 ぶ と き,総 管 理 時 間の 総

平 均327.9時 間/月 に対 す る,ラ ン時 間 とデ バ ッグ時 間 の 合計H寺間(有 効 使用 時 間)は292.3時 間/

月 で(両 者の 数 値 は,集 計 対 象 母 数 が若 干 異 る ため 厳密 な意 味 で比 較 す るこ とは で きな い が),総 管

理 時 間 に対 す る有 効 使 用 時 間 の比 は お お むね90%ち か い。

各 種 時 間 の 平 均

回 答 数

平均時間/月

ラ デ ダ
2

有 っ(
フ2

総_ン_
ラ 十4

ン

・

バ

ツ

ウ

ン

;
ナ

効 ン 者共

使+回

管く漬
デ ン 回

グ ● ン デ 答 理 パ テ 答

タ . タ ス 用 バ あ ッ ナ あ

イ

タ

イ 多
る

時 ツ も
時ζ鶏

イ イ グ の ダ)の

ム ム ム ム 間)) 間 ウ)

1,114 1,088 995 1,074 1,115 1,128

240.3 54.2 5.7 14.9 292.3 327.9
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5コ ン ピ ュー タ部 門の 運 用 経 費(4-2-8～4-2-11表)

周辺 記 憶 装 置 あ るい は端 末 機 の増 加 傾 向 に対 し,そ の実 態 を把 握 す るた め,今 回 か ら機 械 設 備 関 係

費 を レ ン タル使 用,買 取 使 用 の各 々 にっ き,CPU費,周 辺 装 置 費(除 周 辺 記 憶 装 置),周 辺記 憶 装

置 費,端 末装 置 費 の4項 目 に細 分 して調 査 した。

運 用 経 費 中,機 械 設備 費 合 計 は 全経 費 に対 し全産 業 平 均55.2%で(72年 版 調 査 で は56.1%),こ れ

に人 件 費29.2%(72年 版 調 査 で は24.1%)を 加 え る と84.4%に 達 し,全 経 費 の 大 半 を占 め る。

月 間 経 費対 月 商 比 率 は全 産 業平 均1,000分 の2.62で(72年 版 調 査 で は1,000分 の2.93),情 報 処 理 サ

ー ビ ス ・ソフ トウ ェア業 にお い て は1 ,000分 の323.9(72年 版 調 査 で は1,000分 の365.0)で 前 年 同様 の

高 率 を示 して い る。

従 業 員1人 当 りの 月 間 コ ン ピ ュー タ経 費 は,全 産 業平 均6,300円 で72年 調 査 にお け る3,200円 に く

らべ 高 額 とな って い る。 この2数 値 は集計 対 象 回答 数 に相 当 の ひ らきが あ るた め(72年 版295社,今

回1,133社),直 接 比 較 す る こ とは適 当 で な いが,一 般 的 にい って企 業 の コン ピ ュー タ装備 率 の 上 昇 を

示 す 一 証 左 で あ ろ う。

コ ン ピ ュ ー タ 経 費 の 構 成 費

73年 版

72年 版

人 件 費

29,2

24.1

機械 設 備
関 係 費

55.2

56.1

消耗 品 費

7.3

7.9

外 注 費

4.4

8.4

そ の 他

5.0

3.5

総 計

100%

100%

1社 当 り月間経費対月商比平均(経 費,月 商 と も記入のあ った匝答についての集計)

73

72

年

年

版

版

回 答 数

845

233

1社 当 り平均月

間経費(千 円)

18,921.4

20,431.6

1社 当 り平均月

商(百 万 円)

10,723.2

6,970.3

平均月間経費/
月商(1/1000)

2.62

2.93

1社 当 り1従 業員当 り月間経費(経 費,従 業員 と も記入 のあった1亘答についての集計)

回 答 数
1社 当 り平均 月

間経 費(千 円)

1社 当 り平均従

業員数(人)
月間経費/1人

(千円)

73年 版

72年 版

1,133

295

19,185.4
.

22,565.7

3,033.0

7,034.6

6.3

3.2
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6コ ン ピ ュー タ要 員 と待遇(4-2-12～4-2-17表)

要 員数 は,1事 業 体 当 り総 平 均 約42人 で あ り,保 有 機 種 別 に見 る と き超 大 型機 以下 を保 有 す る事 業

体 で は平 均203.0人 で,超 小 型 機 以下 を保 有 す る事 業 体 の7.3人 に比 し著 しい 対 照 を示 す 。管 理 職1

人 当 りの人 員 構 成 は,庶 務 その 他1.8人,パ ン チ ャー3.6人,オ ペ レー タ2.3人,プ ロ グ ラ マ3.7

人,SE1.8'人 で,以 上 の数 値 は最 近3年 間 で大差 が な い。

平均年令と平均月額給与(除 賞与,超 過勤務手 当)

73

72

年

年

版

版

パ ン チ ャ ー

年令

21.4

20'8

給 与
(千円)

49.1

40.4

対前
年比
(千円)

十8.7

十4.3

オ ペ レ ー タ

年令

23.8

23.3

給 与
(千円)

62.9

52.0

対前
年比
(千円)

十10.9

十7.2

プ ロ グ ラ マ

年令

25.4

25.5

給 与
(千円)

69.4

62.4

対前
年比
(千円)

十7.0

十7.7

S E

年令

30.4

29.5

対前給 与
年比(千円)
(千円)

89.5

80.1

十9.4

十6.2

職 務 手 当 の 平 均(千 円)

73年 版

72年 版

回 収 数

1,142

1,175

職務手当記入数

328

323

パ ンチ ャー

3.2

4.3

オ ペ レー タ

5.9

6.2

プ ロ グラ マ

6.0

6.5

S E

5.9

10.1

月 残 業 時 間 の 平 均

73

72

年

年

版

版

庶務その他

男

15.3

15.9

女

5.3

6.7

パ ンチ ャー

男

7.7

13.1

女

3.1

6.8

オ ペ レー タ

男

17.4

24.2

女

9.0

7.2

プ ログ ラ マ

男

26.8

26.3

女

11.6

9.0

S E

男

25.9

24.9

女

18.6

6.1

管 理 職

男

12.0

10.4

女

.6

9.3

7適 用 業 務(4-2-18表)

適 用 業 務 の 各 分野 につ いて,1972年 まで に そ れ らの 業 務 を コン ピ ュー タ化 し た企業 の総 数 を100と

す る と き,計 算 ・集 計 業 務 を コ ン ピ ュー タ化 した社 数 は73.4%で,解 析 ・予 測 ・計画 業 務 を コ ン ピ ュ

ー タ化 した社 数 は26 .6%と な って い る。

これ に対 し,今 後3年 間 に計 画 中 の業 務 に っ いて は,計 算 ・集 計 業 務 を コン ピ ュー タ化 しよ う とす

る回答 は全 計 画 回 答社 の50.8%,解 析 ・予 測 ・計画 業 務 の コ ン ピ ュー タ化計 画 社 数 は49.2%で,適 用

業 務 の高 度 化 を示 唆 して い る。
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適 用 業 務 項 目 の 傾 向

現在までに コンピュータ化 した業務項 目 今 後3年 間に計画中の業務項 目

計算 集∋ 醐 ・予測・計画1合 計 計算 ・紺 噺 ・予測・⇒ 合 計

73年 版

72年 版

73.4

57.6

26.6

42.4

100%

100%

50.8

48.0

49.2

52.5

100%

100%

8ス ル ー プ ッ ト ・タイ ム と平 均 ジ ョブ数(4-2-19表)

全産 業 平 均 で は,1社1日 の 平 均 ジ ョブ数 は47.6(72年 版 調 査40.1)で,ス ル ー フ。ッ ト ・タイ ム

は1分 以 内,3分 以 内,5分 以 内,10分 以 内,30分 以 内の5段 階 に ほ ぼ集 中 して い る。

1日 平 均 ジ ョブ数 の多 い業 務 と して は,電 気機 械 器 具 製 造 業(157 .6),電 力 ・ガ ス事 業(172.6),

石 油製 品 製 造業(110.6)な どを あ げ る こ とが で きる。

ス ル ー プ ッ ト ・タイ ム 別 ・1日1社 当 り ジ ョブ数 平 均

1・分畔 分朋
73年 版

%

72年 版

%

5.9

12.4

5.5

14.7

7.6

16.0

6.8

17.0

・分以内1・・分以内・・分以内1;時間1』 時離 日剰;哩 合 計

7.4

15.5

6.2

15.5

8.9

18.7

7.3

18.2

10.4

21.8

3.8

8.0

7.8

19.5

3.2

8.0

2.1

4.4

1.9

4.7

.5

1.1

.3

.7

.5

1.1

.4

1.0

47.6

100.0

40.1

100.0

9使 用言 語(4-2-20表)

わが 国 コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー の43.8%はCOBOLを 使 用 し,33 .6%が ア セ ン ブ リ言語 を使 用 し

て い る。

主 力 機 種別 に見 る と,機 種 が大 型 化 す るにつ れFORTRANの 使 用比 率 が 増 え る傾 向が あ る
。

コ ン ピ ュー タ導 入経 過 年 数 別 に言語 の使 用 状 況 を見 る と,COBOL使 用 率 が微 減 し,そ の か わ り

に アセ ンブ リ言 語 が微 増 す る傾 向 が あ る。
コ

プ ロ グラ ムの 種 類別 に使 用 言 語 の特 長 を見 る と,事 務 処 理 プ ロ グ ラiムで ばCOBOLと アセ ンブ リ

言 語 が,固 有 業 務 プ ログ ラ ムで はア セ ン ブ リ言 語 が,科 学 技 術 計算 でi&FORTRANと アセ ンブ リ
ロ

言語噸 用され・鏑 のプ・グラム罐 合期 する場合にはPL/・ 鞭 用聴 力s'増加する・

使 用 言 語 の 比 率

73年 版

72年 版

シ ン ボ リッ ク言 語

懲 ブ已 不レ

コ ン パ イ ラ 言 語 機械語およ

33.6

37.9

3.5

3.7

ALG・ ・1・・RTRANI・ ・ …1・ ・/・|・ の他 び特=

.2

.4

8.8

7.3

43.8

40.5

…5・ ・「

1・65・Ol

2.3

3.1

合 計

100%

100%
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10プ ロ グ ラムの 開発 状 況(4-2-21表)

管 理 業 務処 理,事 務 処理 プ ログ ラ ムに つ い て は,多 くの企 業 が 自社 で開 発 して い る(そ れぞ れ95.0

%,96.4%)。 予 測,最 適 化,ス ケ ジ ュー リン グ,数 値 制 御 な どにつ いて は,メ ー カ ー と共 同 で 開 発

す る割 合 が増 加 す る(10～20%)。

OSに つ いて は企 業 の50%が メ ー カ ー に開 発 を委託 し,言 語 プ ロセ ッサ にっ い て は60%が メ ー カー

に委 託 す る。

サ ー ビス機 関 と共 同 開発 す るか,ま た は サ ー ビス 機関 に委託 す る率 は未 だ少 な い。

プ ロ グ ラ ム の 自 社 開 発 割 合(%)

73年 版

72年 版

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・ プ ロ グ ラ ム

管理業務
処 理

95.0

94.3

事務処理

96.4

96.6

予測問題

81.9

84.9

譜 蕊1酬 御
80.676.280.4

75.982.071.7

その他

ユ ー ア イ

リテ ィ ・

プ ロ グ ラ

ム

82.9

91.5

66.1

67.5

OS

20.7

22.9

言'?五
にコ 口口

プ ロセ ッ

サ

23.5

31.0

その他

72.7

58.3

11情 報 処 理 サ ー ビス機 関の 利 用 状 況(4-2-22,23表)

利 用項 目 の現 況

全 産 業平 均 で 「パ ンチ ング委 託 」(67.7%),「 要 員教 育 ・講習 会 へ の 出 席 」(462%).「 保 守 サ ー

ビスの 委託 」(31.5%),「 計 算 の 委託 」(20.9%)が サ ー ビス機 関利 用 の 主 な項 目で あ る。

利 用項 目の予 定

上 記 現 況 に く らべ,3位 以下 の項 目は 「要 員の 派遣 」,「 プ ログ ラ ミン グ委 託 」,「 保 守 サ ー ビスの

i委託 」 の 順 とな る。

サー ビス機 関の利用現況 ・項 目分布(多 重回答)

回 本 計 パ マ 要 要 プ 保 調 コ そ

問 算 ン

シ

ン

員
教

亨
員

ロ

グ

ラ

守

サ

査

代
行

ン

ピ

ユ

収 記 の チ
タ

イ

講

翼本
の ミ

ン

|

ビ
÷
|

1

タ

室

の

入 委 ン ム

利
;
出

派 グ

委

ス

委

タ

収

運
用
代

数 数 託 グ 用 席 遣 託 託 集 行 他
、

73年 版 1,.4217121 149 4821 1151 32912213322419 37 13

100.0 20.9 67.7 16.2 46,217,118,731.52.7 5.2 1.8

72年 版 1,175 681 137 422 110 371190 1041 328
1203516

100.0 20.1 62.0 16.2 54.5 13.2 15.3 33.5 2.95.12.3
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第3章 オ ン ライ ン化調 査

今 回 よ り新 設 した オ ン ラ イ ン化 調査 にお いて は,

(1)セ ンタ ーCPUが 自社 内 に所在 す るの か,あ るい は他 の事 業 体 に所在 す るCPUに 自己 の端 末

機 を接 続 す るの か,CPUと 端末 機 の所 在,接 続 関係 を調 査 して興 味 あ る結 果 を得 た 。

(2)諸 種 の端 末 機 使 用 の現 況 と将 来 の使 用 予 定 を調査 して,端 末 機 の利 用傾 向 を明 らか に した。

(3)各 種通 信 回線 使 用 の現 況 と将 来 の 使用 予 定 を調 査 して,オ ン ライ ン化 動 向 の基 礎 資 料 を得 た。'

(4)デ ー タ伝送 方 式,回 線 制御 方 式 等 を調 査 して,オ ンラ イ ン化 の技 術 的 側面 を観 察 した 。

(5)オ ン ライ?化 事 業 体 の セ ン ター 設 備,コ ン ピ ュー タ部 門 経 費 等 を,一 般 コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ

ー の それ と比 較 して,オ ン ライ ン化 に伴 な う設 備 ・費用 の変 化 を調 査 した。,

〔調 査項 目〕

オ ン ライ ン化調 査 にお け る調査 項 目 は次 の通 りで あ る。

① セ ン タ ー ・ハ ー ドウ ェ ア関 係。

保有 コン ピ ュー タ ・セ ッ ト数,周 辺 機 器 台数,セ ン ターCPUの 所 在 。

② 各 種 端 末 機 利用 の現 況 と予 定 。

③ 使 用 特 定 通 信 回線 数 の 現 況 と予 定 。

④ 使用 特 定 通 信 回線 距 離 の 現 況 と予 定 。

⑤ 特 定通 信 回 線使 用 時 間 。

⑥ 公衆 通 信 回 線 利 用予 定 。

⑦ オ ン ライ ン方 式 。

CPU構 成,フ ァイル構 成,デ ー タ伝 送 方 式,通 信 制 御 方 式 。

⑧ トラ ンザ ク シ ョン量 の現 状 と将 来 の増 加 予 想 。

⑨ オ ン ラ イン化 事 業 体 に お け る経 費,要 員。

〔調 査時 点,対 象 〕

本 調査 は,1972年9月30日 現 在 を調 査 時点 とし,コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ ーの う ち既 オ ン ライ ン化 事

業 体 を含 む1,426社 を調 査 対象 と し,359社 の 回答 を得 た(回 収 率25.2%)。

〔集 計表 〕

巻 末393頁 以下 に掲 げ る(4-3-1～4-3-21表)。
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1オ ン ライ ン化 事業 体 の コ ン ピ ュー タ ・セ ッ ト保 有 状況(巻 末4-3-1表)

1社 当 り保 有 セ ッ ト数 につ い て,オ ン ラ イ ン化 事 業 体 と全 ユ ーザ ー(含 オ ン ラ イ ン化事 業 体,以 下

本 章 中 同 じ)と を比 較 す る と次 の通 りで あ る。

1社 当 り保有セ ット数平均

醸 超大型大一 ・一 型・/J…21・・小型i… 》その他酬

オ ン ラ イ ン 化 事 業 体

全 ユ ー ザ ー

3561.72.91.81.91.82.11.06.92.54.7

1,1421.42.11.51.61.31.72.05.43.63.6

2オ ン ラ イ ン化 事 業体 の周 辺 機 器 保 有 状 況(4-3-2表)

1社 当 り保有 周 辺 機 器 につ い て,オ ン ライ ン化 事業 体 と全 ユ ーザ ー とを比較 す ると次 の 通 り で あ

る。

1社 当 り保有周辺機器台数平均

オ ン ラ イ ン 化 事 業 体

全 ユ ー ザ ー

外部補助 メモ リー

回

答

社

数

355

1,121

M

T

ド

ラ

イ

ブ

12.6

8,1

ド

ラ

ム

1.6

.9

デ ク

イ

ス

ク

パ

ツ

集
団

デ

ィ

ス

ク

そ

の

他

7.52.2.0

4.01.0.0

一般入出力機

カ

1

ド

R

/
P

琶

了

ζ

`

3.64.7

2.45.1

ドリ

キ|
ユダ

メ

ン

ト

.2

.2

ラ

イ

ン

プ

リ

ン

タ

4.5

2.8

C

R

T

1.3

.5

その他

人

出

力

機

そ

の

他

4.0.6

3.4.8

合

計

44.3

30.2

3セ ン ターCPUと 端末 機 の 所 在 ・接続 関係(4-3-3,4表)

わ が 国 の オ ン ラ イ ン化方 式 を,機 器 の所 在 ・接 続関 係 に よ って分 類 す れ ば,次 の3方 式 に 分 か れ

る。

(1)自 社 所在 のCPUと 自社 所 在 の 端末 機 を 回線 で接 続 して オ ンラ イ ン処 理 を行 な う場合

(2)他 社(親 会 社,子 会社,共 同セ ンタ ー,民 間計 算 セ ンタ ー を含 む)所 在 のCPUと 自社 所在 の

端 末 機 を回線 で 接 続 して オ ン ラ イ ン処 理 を行 な う場 合

(3)電 電 公社 所 有 のCPUと 自社 所 在 の端 末 機 を回線 で 接 続 して オ ン ライ ン処 理 を行 な う場 合

センターCPUの 複合利用状況

=の 接続先 ∈ …1他 社cpul公社・・u酷 き讐社1;齢 社酷 き谷社麟 あ讐鵠 合 計

社

%

数 277

81.7

33

9.7

13

3.8

4

1.2

12

3.5

0

.0

0

.0

339

100.0
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4端 末 機 の 利 用現 況 と5年 後 の 利 用予 定(4-3-5,6表)

全 産 業 の全CPUに 対 す る端 末 機利 用 状 況 の 現在 と5年 後 の 利 用 予定 を比 較 す る と,総 台 数 にお い

て1社 当 り66.4台 か ら151.0台 と2倍 半 に増 加 す る。

これ を各 機 種 に つ いて 見 る と,CRTデ ィス プ レイ の著 増(現 在 対総 台数 比5.3%か ら5年 後 に

23.8%)お よ び リモ ー ト ・バ ッチSMARTタ ー ミナ ル の増 加(現 在 総 台数 比0.2%か ら5年 後 に2.9

%)が 特 長 的 で あ って,会 話 型 モ ー ドの普 及 と端末 機 の イ ン テ リジ ェン ト化 傾 向 を予 想 せ しめ る。

1社 当 り端末機平均保有台数

r

K C テ 紙 キデ 出 プ 予 リタ そ

7 テ

|

|

/イ

力
専 口

約
モ

1|

合

B R デ プ
テ 用 用 『ミ の

こ
R

/

|ス

プ

プ

膓

ツ

端 バ ナ

ツ 計

P T ン P ・ ク タ タ 末 チ ル 他

現 在 25.6 3.5 12.1 9.4 .03.1 .0 7.3.2 4,766.4

5年 後 の 予 定 45.3 36.0 23.9 15.1 .34.6 .0 13.24.4 7.8151.0

5特 定 通信 回線 使 用 の現 況 と5年 後 の 使 用 予 定(4-3-7,8表)

全 産 業 平 均 で,1社 当 り現 在32.4回 線,5年 後 に は1社 当 り64.0回 線 の利 用 が 予 想 され て い る。 金

融 業 と情 報処 理 サ ー ビス業 に お け る回 線数 が圧 倒 的 に多 い 。

1社 当 り使用特定通信 回線数(含 私設 回線)

50bps 200bps 1,200bps 2・…b・ ・1そ の 他|合 計

現 在

5年 後の予定

10.7

7.6

13.6

17.3

7.1

31.7

.5

5.7

.2

1.5

32.4

64.0

6デ ータ通信用公衆通信回線のξ年後の利用予定(4-3-9表)

調査時点である47年9月 現在では,公 衆通信回線は未だ開放されていないが,5年 後の利用予定数

を見ると,全 産業平均で69.6回線であ り,同 じく5年 後の特定通信回線利用予定数64.0回 線を上廻 っ

ている。

5年 後の利用 予定1社 当 り公衆通信 回線数平均

縮 回線1電 話国司 合 計

24・ ・1 45・ ・「 69.6
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7理 在 の 特 定通 信 回線 平 均1日 実 使 用 時 間(4-3-10表)'

回線 使 用 時 間

全 産 業平 均 で,回 線 の1日 当 り実 使用 時間 は200bps回 線 で3.8時 間,1,200bpsで2.9時 間,2,400bps

で0.6時 間 で あ り,回 線料 金 との関 係 か ら利 用 効 率上,若 干 の 問題 を含 む と考 え られ る。

1社 当り1日 実使 用時 間平均

50bps 200bps 1,200bps 2,400bps そ の 他

1.1 3.8 2.9 6

,i

.3

ii:
::8伝送

,制 御 方 式 な ど(4-3-11～14表)

伝 送 モー ドで は半 二 重方 式 が77.0%で 最 も多 く,通 信 制 御 方式 で ぱ ポー リン グ方 式 が多 い。

テ レ ックス の伝 送 コー ドで はJISコ ー ドが多 く採 用 され て い るが,交 流 回線 の 伝送 コー ドで はI

SO,BCDコ ー ドが 共 に約3割 で,EBCDICコ ー ドが2割 程 で これ に次 ぎ,圧 倒 的割 合 を占 め

る コ ー ド方 式 は な い 。

な お,CPU構 成 は 未 だ3分 の2がsimplex方 式 で あ り,マ ス タ ー ・フ ァ イ ル の ア ク セ ス 方 式 と

し て はindexedsequencial方 式 が43.6%で 最 も多 い 。

9ト ラ ンザ ク シ ョ ン量 の 現 在 と将 来C4-3-15,16表)

全 産 業平 均 で トラ ンザ ク シ ョンの 平 均 字数 は527.2字 で あ り,平 』自1日 の トランザ ク シ ョン量 は4

万4,000,ピ ー ク時 の1日 トラ ンザ ク シ ョン量 は7万5,000で あ る。

5年 後 の 平均 トラ ンザ ク シ ョンの増 大 予想 にっ い て は,不 明 回 答 を除 き 「5倍 以上 」 を6倍 と して

単 純 平 均 を と る と,全 産 業 平 均 で は3.6倍 に な る と予想 されて い る。

5年 後の平均 トランザクシ ョン量の増大予想の分布割合

減 少

.0

不 変

4.3

2倍

25.0

3倍

23.3

4倍

7.8

5倍 ・倍以上!・ か ・ない

,.,1 21.6 9.5

合 計

100
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10オ ンライ ン化 事 業体 に お け る コ ン ピ ュー タ部 門 経 費(4-3-17～19表)

オ ンラ イン 化事 業 体 と,左 を含 む全 コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー の経 費 各 比率 の比 較 を下 に 掲 げ る
。 全

コン ピ ュー タ ・ユ ーザ ー の数 値 に は,オ ン ライ ン化 事 業 体 の分 も含 まれ ,か っ オ ン ラ イ ン化事 業 体 の

経 費 額 が 大 で あ るか ら,下 の比 較 は,オ ン ライ ン ・シ ス テ ム経 費率 と純 バ ッチ ・シス テ ム経 費 比 率 を

示 す もの で は な い。

コ ンピュー タ部門各経 費比率

オンライン
化事業体
上 を含む全
ユーザー

集 計 数

215

667

人 件 費

26.1

29.2

機械設備
関 係 費

58.1

55.2

消耗品費

6.4

7.3

外 注 費

3.8

4.4

そ の 他

6.6

5.0

合 計

100

100

1社 当 り月間経費対月商比平 均

オンライン化事業体

上 を含 む全ユーザー

右の両項目回答数

223

845

1社 当 り月額経

費平均(千 円)

29,755.1

18,469.5

1社 当 り月商平
均(百 万 円)

4,810.3

7,047.8

月間経費/月 商
(1/1,000)

5.97

2.62

1社 当 り1従 業員当 り月間経費平 均

オンライ ン化事業体

上 を含む全 ユーザー

右の両項 目回答数

356

1,133

1社 当 り月額経

費(千 円)

42,595.2

19,185書4

1社 当 り従業員

数(人)

5,734.7

3,033.0

月 間経費/1人
(千円)

7.4

6.3

11要 員 数(4-3-20表)

全 ユ ー ザ ー平 均1社 当 りコ ン ピ ュー タ要 員 数41 .9人 に比 し,オ ン ライ ン化 事 業体 に お け る そ れ は

70.2人 に達 す る。 管理 職 と他 の 職種 要 員 の 比 率 は 両者 で変 化 は な い。

;

12ス ル ー プ ッ ト ・タ イ ム 別 ・13± 当 り ジ ョ ブ数(4-3-21表)

全 ユ ーザ ー平 均1社 当11日 ジ ョブ数 平 均 は47.6で,

る 。!
..

オ ン ライ ン化 事 業 体 の そ れ は79.7と な ってい
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第4章 諸外 国の コ ンピ ュー タ設 置状 況

1世 界 の コ ン ピ ューータ設 置 状 況

4-4-1表 世 界の コ ン ピ ュー タ設 置 状 況

1971 1972
い973

日 本 14.8062 17.2551)

北 米

カ ナ ダ 3.8009) 4,8007)

ア メ リ カ 107,0754)

(含 ミニコン)

111,8675)

(含 ミニコン)

57.7305)

(汎 用 機)
'

メ キ シ コ 4208)

南 米
A－

フ フ ジ ル 75011)

西 ヨ ー ロ ッパ

フ ィ ン ラ ン ド 2559)

「

ス ウ ェ ー デ ン

ノ ル ウ ェ ー

8009)

、2709)
2,2413)

`

デ'ン マ ー ク .3909) .

.

オ ラ ン ダ

ベ ル ギ ー

1.6809)

1.0509) }… ゴ…

イ ギ リ ス 7.6009) 7.4413)

フ ラ ン ス 6.7009) 7.6053)

西 ド イ ツ 8,7439)
『

8,2553)

ス ・イ ス 1,8179) 1.8923)

イ タ リ ー 4.2009) 3.6153)

ギ リ シ ャ 609)

ス ペ イ ン 7209) 1.2183)

オ ー ス ト リア

ア フ リ カ

エ ジ'プ ト 358)

モ ロ ッ コ 308)
$

1・97・

ス ー ダ ン

ナ イ ジ ェ リア

ア ル ジ ェ リア

南 ア フ リ.カ

ケ ニ ア

タ ン ザ ニ ア

ザ ン ビ ア

エ チ オ ピ ア

ウ ガ ン ダ

中 近 東

レ バ ノ ン

イ ス ラ エ ル

ヨ ル'ダ ン。

イ ラ ク

イ ラ ン

ク ウ ェ ー ト

シ リ ア

サ ウ ジ ア ラ ビア

イ ン ド

イ ン ド

南 本 平 洋

才 ー ス トラ リア

ニ ュージーラ ン ド

パ プ ァ ・

タ ヒ チ

東 南 ア ジ ア

ビ ル マ

タ イ

カ ン ボ ジ ア
ペ
岡 ベ ト ナ ム

マ レ ー シ ア

18)

108)

358)

600e)

208)

68)

18'ξs'

βs)

1

40i・;

250iO)

310)

610)

2010)

151ω

4tO)

ヒ

310)

1306S

1,3406)

13010)

16)

46)

16)

316)

56)

11s)

258)

{
シ'ン ガ ポ_ル

香 港

台 湾

韓 国

フ ィ リ ピ ン

イ ン ド ネ シ ア

ソ 連 東 欧

ソ ヴ ィエ ト連 邦

ポ ー ラ ン ド

東 ド イ ツ

チェコス ロバキア

ハ ン ガ リ ー

ル ー マ ニ ア

ブ ル ガ リ ア.

ユ ー ゴス ラ ビア

1971

386)

646)

326)

196)

1066)

270)

5.5009)

4209)

5009)

2009)

1209)

509)

309)

3009)
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出 典:1)73年3月 現 在,JECC;2)72年9月 現 在,JECC;3)EDPEuropaReport・73年6月

14日;4)EDPIndustryReport,73年3月30日;5)Diebold,73年1月;6)ModernData,72

年6月;7)カ ナ ダ 情 報処 理 学 会,72ComputerCensus;8)ComputerWorld・72年3月;9)

IDC,71年12月;10)PICO,71年12月;11)IAGCommunications,72年5月

4-4-2表 アメ リカにお ける]ン ピュータ設置台数の推移

汎 用 コ ン ピ ュー タ
専用 コ ン ピ ュー タ

(含 ミニ コ ン ピ ュー タ)
合 計

1966年 27,100 4,000 31,100

1967 35,800 6,000 41,800

1968 41,000 9,500 50,500

1969 45,700 16,100 61,800

1970 48,450 25,560 74,010

1971 54,470 34,615 89,085

1972 57,730 49,345 107,075

(出 典EDPIndustryRとport1973-3-30)

4-4-3表 ア メ リカ 国 内設 置 汎 用 コ ン ピュ ー タの メー カー 別 シ ェア

型別

レ ン タル 月 額

(ド ル)

超

小

小

中

中

大

大

超

小

型

型

型

型

型

型

大

型

(B)

(A)

(B)

(A)

(B)

(A)

型

<1,250

<2,500

〈5,000

<10,000

<20,000

<40,000

<80・000

>80,000

総 台数 シェア

金額換算 シェア

メー カー シ ェア(%)

IBM

88.6

56.5

42.9

72.9

62.6

74.1

69.8

66.2

70.2

HIS t

1.9

16.7

11.9

12.0

7.4

3.5

13.3

9.3

8.9

Univac
1・ …

45.9

4.5

16.2

6.5

5.9

15.3

13.0

0.2

10.6

8.5

0.4

19.8

5.1

5.6

2.0

0.4

3.9

4.7

CDclNCR

1.3

0.6

3.7

6.7

16.3

0.9

3.6

54.1

2.4

10.6

16.4

0.6

0.6

7.5

2.5

その他

2.2

1.2

2.9

4.8

0.7

1.6

1.6

(出 典:EDPIndustryReport1973-3-30)

(注1)ミ ニ コ ン ピュ ー タを含 ま な い。

(注2)型 別 は 日本 に お け る分 類 に対 応 す る もの で は ない 。
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4-4-4表 ヨー ロ ッパ諸 国 に お け る メ ー カー 別 汎 用 コ ンピ ュー タ設 置 状 況(1972年 末 現 在)

1・ギ・・1・ラン十 ドイツ1イタ・-1惣 隣 司
ス イス

1・の他1合 計

IBM

360/370

System/3

1130

1400

そ の 他

小

中

大

型

型

型

8911,7052,730

609580613

776151

'380735678

223206417

116296471

346288

855

333

27

910

33

98

44

618

213

21

158

53

56

14

517

210

17

211.

71

120

59

353

146

11

193

59

104

47

355

90

5

92

50

80

40

8,024

2,794

270

3,328

1,102

1,351

388

IBM計
1・ ・33・1・ ・6451…481・ ・…1…33[・ …5[

913 ・・21・7,257

HONEYWELL

G100/200series

G400/600series

H200小 型

中 型/大 型

H2000/6000series

そ の 他

82

24

292

165

18

45

257

134

102

44

12

1,995

203

48

237

49

11

363

200

45

70

12

13

510

122

41

75

14

130

74

35

12

1

10

70

45

13

50

5

5

110

50

25

5

2

2

40

1,023

365

843

292

71

3,263

HONEYWELL計
1626i2・544192・185・1・s21・ ・21

…1 ・2415・877

UNIVAC

1100serles

9000serles

そ の 他

.20

135

93

28

102

60

30

450

293

15

190

140

5

150

90

18

93

124

12

120

169

13

80

70

141

1,320

1,039

UNIVAC計
1・4sl・9・1…134512451…1

…1 ・63|2,…

BURROUGHS

B25/2700

B35/3700

B45/4700

B55/5700

B65/6700

そ の他

25

65

2

17

16

105

15

63

10

1

2

60

3

9

4

1

13

1

2

5

15

3

1

3

12

6

24

4

3

3

30

4

3 5

55

180

19

26

25

225

BURROUGHS計
1…1・5・1

・・1 ・1 3gl ・・1 ・1 ・1 530

CDC

30GOsenes

6000serles

1

7

18

22

27

9

8

7

18

12

18

14

11

7

14

7

115

85

CDC計 t ・1 4・1 361 ・51 ・・1 ・・1 ・81 ・・1 200

NCR

500ε40220160359585300651,500

Centuryseries176751751050276680659

315701320225151027182

NCR計7863・8355147・7・ ・273761722・34・

`
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1・ギ ・・

XDS

DEC

SINGER/FRIDEN

ア メ リカ系 メー カー合 計

ICL

1900serles

System/4

そ の 他

ICL計

SIEMENS

CII

PHILIPS

SAAB

THLEFUNKEN

ZUSE

REGNECENTRALEN

COMPUTER
TECHNOLOGY

ヨー ロ ッパ系 メ ー カー 合 計

総 計

19

17

15

1・,274

2,250

220

602

1…72

95

1…67

レ ・・4・

・ラ ン ス1西 ドイ ツ1・ タ ・一

8

3

1・,889

175

100

275

52

365

21

6

13

16 5

べ 不ル

ク ス

2

1

12

1・,・981・,…i・,・ ・4

64

1

10

t 75

617

10

21

100

240

3

1・ ・31…66

5

1 5

38

5

7

1 55

22

28

[ 50

61

10

62

1・83

1
ス カ ン ジ

ナ ビ ア

1

10

1・ ・SS2

130

56

1・86

38

5

95

35

1…1.そ の他 巨 計

2

1

10

1・ ・856

11

3

1 14

17

5

13591 36

1・,・73

5

15

1 20

25

1

39

36

70

28,855

2,657

221

819

1・ ・697

850

394

117

100

105

250

40

100

・・1・,653

1・ …41・ ・…1・ …5fi…9・1・ ・24・1・ ・…1・,・ ・8「34,・ ・8

(出典:EDPEuropaReport1973-6-14)

(注1)ユ ー ゴー ス ラ ビアお よび東 欧諸 国 は 含 ま な い。

(注2)ス カ ン ジナ ビ アに は フ ィン ラ'ン ドを含 む。

(注3)そ の他 に は オ ー ス トリア,ス ペ イ ン,ギ リシャ,ポ ル トガル お よ び ア イル ラ ン ドを含 む 。

(注4)専 用 コン ピュー タお よ び ミニ コ ン ピ ュー タは 含 まな い 。

(注5)国 別 台 数 の 総 和 は必 ず し も合 計欄 の数 字 と合致 しな いが これ は 作 成者IDCの 推 定 を含 む もの と

考 え られ る。|
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4-4-5表 ヨー ロ ッパ諸 国 にお け る実 動 コ ン ピュー タの メ ー カ ー別 シ ェア(1972年 末 現 在)

メ ー カ ー

IBM

Honeywell

Univac

Burroughs

CDC

NCR

XDS

DEC

Singer

ア メ リカ系 メー カー合 計

ICL

Siemens

CII

Pbilips

Saab-Scenia

Tetefunken

Zuse

Regnecentralen

ComputerTechnology

ヨー ロ ッパ 系 メー カ ー合 計

総 計

設 置 台 数

17,257

5,877

2,500

530

205

2,341

39

36

70

28,855

3,697

850

394

117

100

105

250

40

100

5,653

34,508

%

50.0

17.0

7.3

1.5

.7

6.8

.1

.1

.2

83.7

10.7

2.5

1.1

.3

.3

.3

.7

.1

.3

16.3

100.0

設 置 金 額
(百万 ドル)

7,879

1,431

848

337

451

235

36

29

9

11,255

1,353

548

74

86

35

92

105

12

35

2,340

13,595

%

58.0

10.5

6.2

2.5

3.3

1.7

.3

.2

.1

82.9

9.9

4,0

.5

.6

.3

.7

.7

.1

.3

17.1

100.0

(出 典:EDPEuropaReportlg73_6_14)

(注)ヨ ー ロッパ諸国の範 囲は前表参照

前掲諸表にみるように,日 本を除き諸外国の設置台数は正確な統計数値ではな く,民 間調査会社に

よる推定値であるので,必 ずしも正確な比較は困難であるが,1972年 度で地区ブロック別に汎用 コン

ピュータ設置台数を比較すれば,お およそ次のような見当になる。



日 本

ア メ リ カ

ア メ リカ を除 く北 米 大 陸

南 米 大 陸

西 ヨ ー ロ ッパ

ア フ リ カ,中 近 東,

ソ ヴ ィエ ト連 邦,東 欧 諸 国

イ ン ド,南 太平 洋,東 南 ア ジア
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14,806(9月)

二5::991}一 ・3・…

(ブ ラ ジ ル750)～1,000

～34,500

～3
,500

～8,000

2ス イ ス

1971年 末 で ス イ スの 汎用 コ ン ピ ュー タ設 置 台数 は1817台 とな った。4-4-6表,4-4-7表 は,コ

ン ピ ュー タの増 加 状 況 お よ び 今後 の増 加 予 測 を示 した もの で あ る。 しか し将 来 の予 測 に つ いて は,ス

イ ス の経 済事 情,労 働 力移 入 法 案 の行 方 な どに よ って か な りの差 異 が 出 て くる こ と も考 え られ る。 こ

こで は これ らの要 素 を加 味 して3つ の予 測 値 を出 して あ る。

ス イ ス市 場 に参 入 して い る企 業 で は,IBMが50%以 上 の シ ェア(台 数 比)を 持 って 他 を断然 引 き

離 して い る。 スペ リー ラ ン ド ・ユ ニパ ック とハ ネ ウ ェル が 各 々16%で 続 い て い るが,設 置 コ ン ピ ュー

タ のバ イ ト数 で み る とユ ニ パ ックが ハ ネ ウ ェル を上 回 る。 しか し最 近 はハ ネ ウ ェルが 伸 びて お り,バ

イ ト数 で み て もハ ネ ウ ェル が第2位 に躍 進 して い る と予 想 され る。

ユ ニパ ック に とって は,ス イ ス大 手 銀 行 か らの注 文 を あ て に し て いた 大型 機 く1600万 ドル相 当)

が,CDCへ 行 って しま った こ とが 何 よ り も痛 手 にな った 。

4-4-8表 は どん な業 界 が コ ン ピ ュー タ を利用 して い るか示 して い るが,銀 行,保 険 業 界 が コ ン ビ'
1

ユー タ を多 く利 用 して い る。 ス イ ス の金 融 界 で は 目下 急 ピ ッチで高 度 プ ロジ ェク トが推 進 さ れ て お

り,リ アル タ イ ム ・シス テ ム も数 多 く利 用 され て い る。 この 分野 で は完 全 な オ ン ライ ン ・シス テ ムの

導 入 を大幅 に採 用 しよ う と して い るが,通 信 上 の問 題 が ネ ック に な って い る。 チ ュー リ ッ ヒとか ジ ュ

ネ ー ブ な どの大 都 市 で は,デ ー タ通 信 も良好 で あ るが,ア ル プ ス地 域 の 事 情 が悪 くス イ スPTT(郵.

政 省)で は それ らの 地域 で の改 善 策 を検討 して い る。 もっ と も今 後2～3年 で は さ した る改 善 は行 な

わ れ ない だ ろ う とい う見 方 が強 い。

4-4-6表 ス イ スの コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 推 移

コンピュー タ設 置台数

成 長 率(%)

196319641965196619671968196919701971

172278398544730・9581,3301,5601,817

6143363431381716
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4-4-7表 スイ ス の コ ンピ ュー タ 設 置台 数 増 加 予 測

予 測 台 数 川

予 測 台 数 ②

② の 成 ・長率

予 測 台 数(3)

1972 1973 1974 1975

2,0032,225

2,3072,662

1813

2,1082,445

2,4112,558

3,0113,320

108

2,8393,290

4-4-8表 スイ ス の 業界 別 コ ン ピ ュー タ導 入 比 較

全 企 業 数 (%) コ ン ピュ ー タ数 (%)

耐

紙,

卸,

化

食

銀

政

そ

久 製

木 材,繊

小 売

行,保

府,教

の

品

継

り

学

品

険

育

他

計

5,570

3,930

2,420

1,230

930

690

1,910

(33.4)

(23.6)

(14.5)

(7.4)

(5.6)

(4.1)

(11.4)

16,680 (100.0)

440

112

264

88

112

424

185

192

(24.2)

(6.2)

(14.5)

(4.8)

(6.2)

(23.3)

(10.2)

(10,6)

1,817 (100.0)

3イ タ リ ー

現 在 イ タ リー に は約4,200台 の コン ピ ュー タが設 置 され て い る。

4-4-9表 は イ タ リー に お け るコ ン ピ ュー タ設 置台数 推 移 と前年 比 を示 した もの で あ る。

4-4-9表 か ら過 去3～4年 の成 長 率 の 激 しい変動 が わ か る。 しか し設 置 台 数 の伸 び は 順 調 で あ

る。欧 州 全 般 で は15～20%の 成 長 率 が 標 準 とな って い る。1973年 の コン ピ ュー タ設 置 台 数 は500～550

台 と見 込 まれ て お り総 計4,700台 に達 す る可 能 性 が あ る。 ま た,1♀77年 まで に総 設 置 台数 は8,900台 に

の ぼ りそ うで あ る。

1972年 末 に設 置 され た メ イ ン フ レー ムの3分 の1は,テ レコ ミュニケ ー シ ョン ・フ ァ シ リテ ィの形

で 利用 されて お り,こ の傾 向 は急 速 に増 えつ つ あ る。
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イ タ リー の コ ン ピュ ー タ設 置 伸 び 率

年

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

設置台数

1,170

1,400

1,750

2,120

2,300

3,200

3,450

4,200

伸 び 率

19%

25%

21%

8%

39%

7%

21%

出 典=EDPEuropaReport73-3-10

4カ ナ ダ

カ ナ ダ 情 報 処 理 学 会(CanadianInformationProceSsingSociety)が 発 刊 し た 最 新 の コ ン ピ
ュ_タ

設 蹴 獅 査``・972C・m・ ・…Cen・u・"・ ・よ る と カ ナ ダ に お け る マLケ
。 ト ・シ 。 ア,繊 別 縄,

4-4-1図 カ ナ ダ にお け る マ 』 ケ ッ ト ・シ ェアの 推 移

IBM

DEC

ハ ロー ス

ハ ネ ウエ ル

ユ ニ バ ッ ク

デ ー タ ・

ゼ ネ ラル

フィリップス

HP

CR

:CDC

XDS

ユ リン ズ

金額による シエァ推移

1971

1BM63 .3
ハ 不 ウ エ ル10

.0

ユ ニ ノミッ ク6
.3

CDC3 .9
バ ロ ー ス3

.8

DEC
「3.6NC

R1.5

■ ■1971XDS1.5
コ リ ン ズ0

.7口 1972HP

デ ー タ ・ゼ ネ ラル

フ ィ リ ッ プ ス

1972

62.9

8.7

6.4

3.8

5.5

3.6

1.4

1.3

0.5

0.4

0.4

0.4

出 典 ・1972C・mp・ …C・n・u・ ・byCanadi・nlnt・ ・m・t・・nP・ ・cessi・gS・ ・i・・y(JECCCDR)よ り



174第4部 コン ピュー タ利用の現況

産 業 別 設 置 は次 の とお りで あ る。 な お設 置 台 数 に つい て は,さ きのIDC統 一 調 査 と若 干 の 食 い違 い

が あ る。

4-4-10表 カナダのメーカー別,地 域別コー ピュ一夕設置 、

IBM

DEC

ハ ネ ウ ェル

バ ロー ス

ユ ニバ ッ ク

CDC

NCR

XDS

コ リ ンズ

HP

デ ー タ ・ゼ ネ ラル

フ ィリ ップ ス

そ の 他

トー タル

1971年5月

1970年5月

1969年5月

1968年5月

1967年5月

1966年6月

1965年6月

1964年3月'

ア

ル

ノ寸

1

タ

74

89

34

29

32

12

6

6

10

13

26

331

283

213

149

119

86

69

52

ブ

リ コ

テ ロ

イン

ッ ビ

シ ア

ユ

■

110

64

40

35

35

3

5

1

20

28

17

358

290

224

142

107

93

70

52

三

《
ノ寸

62

34

15

30

11

5

8

1

1

5

7

179

145

111

85

69

57

34

30

ユプ

1ラ
・ ン

ズ

ウ

イ

ツ

ク

28

4

6

13

2

1

3

4

61

51

40

26

16

13

12

8

ユ フ

1ア
・ ウ

ン

r
フ
ン

ド

21

6

3

3

1

3

1

2

2

42

31

19

14

9

6

6

5

ノ

バ

ス

コ

チ

ア

23

25

8

18

2

2

15

2

10

2

13

120

92

70

43

31

25

17

14

オ

ン

タ

リ

オ

755

438

221

244

175

34

30

13

10

52

75

123

109

2,279

1,814

1,361

1,045

811

644

443

330

プ ド

リ ・

ン ア

ス イ

・ラ

エ ン

ド ド

ワ

|

1

0

1

2

1

5

4

2

1

ケ サ 北
ベ ス 西
ッ カ 部

ク チ
ワ
ン

332

109

82

175

72

17

32

241

28-

2-

12-

5-一

14

26

20

54

939

764

603

485

410

332

280

204

91

73

57

47

41

23

17

15

出 典:1972ComputerCensus,byCanadianInfor皿ationProcessingSociety・(JECCCDR)よ り

1,431

797

412

561

335

74

101

32

10

112

158

143

240

4,406

3,548

2,700

2,『037

1,613

1,279.

948

710

502
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カナダの産業 および月間 レンタル料金別 コンピュータ設 置実績

$・,… き

第一次産業/鉱 工業

建 設

製 造 業

運 輸

電 力 ・ガ ス ・水 道

通 信

、流 通 業

、金 融

・その他サ ー ビ ス 業

計算 センター ・サー
ビス

政 府 機

石 油 化

そ の

ト 一 夕

1971年5月

1970年5月

1969年5月

1968年5月

1967年5月

1966年6月

'1965年6月

1964年3月

関

学

他

ル

29

31

346

44

35

37

160

83

436

34

175

20

42

1,472

1,070

535

$1,000

～

$1,999

18

7

175

42

22

33

42

21

149

54

97

12

25

697

478

315

579

369

161

83

78

$2,000

～

$4,999

35

19

329

33

36

33

88

40

127

78

94

20

31

963

795

710

561

504

467

370

300

$5,000

～

$9,999

26

151

25

37

10

49

48

61

57

52

16

9

541

518

484

355

318

338

285

116

$10,000

～

$19,999

14

2

74

4

18

14

28

61

34

47

38

18

4

356

365

355

319

249

214

134

168

$20,000

～

$49,999

9

39

11

24

2

6

45

33

32

50

8

3

262

234

219

167

136

92

76

45

$50,000

以上

1

14

6

11

5

12

17

21

22

5

1

115

88

82

56

37

7

3

トー タル

132

59

1,128

165

183

129

378

310

357

323

528

99

115

4,406

3,548

2,700

2,037

1,613

1,279

948

710

502

出 典:1972ComputerCensus,byCanadianInformatioIIProcessingSociety・(JECCCDR)よ り

5ス ウ ェー デ ン

ス ウ ェ7デ ン 政 府 の 電 算 機 産 業 振 興 委 員 会(SwedishCommitteeonIndustrialDataProcessing

Development)の レ ポ ー ト(Dataochnaringspolitik)に よ る と,同 国 の コ ン ピ ュー タ 総 設 置 台 数 は

設 置 予 定 を 含 め て 約800台,実 動 台 数 で は650台 で あ る 。(IDC調 査 で は 設 置 台 数1971年12月 で800

'台)
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同 調査 レポ ー トによ る設 置 コ ン ピ ュー タ の サ イズ 別分 類 お よ び,産 業 別 利 用 状 況 は 次 の 通 りで あ

る 。

サイズ区分 台数

(百 万 ク ロー ネ)

>20

10-20

2-10

〈2

(注)

15

30

180

425

1台 当り平均単価%

(百万 クローネ)

1ク ロ ー ネ=・59円

30

15

4

0.6

20-25,

20-25

35-40

15-20

出 所=DATAOCHNARINGSPOLIT工K,SwedishCommittee

onIndustrialDataProcessingDevelopment,February

23,1973,P.91.(JECCCDR)よ り

4-4-12表 主 要産 業 別 コ ン ピ ュー タ 利 用状 況

産 業

金

ノマ

化

繊

食

建

そ

小

卸

銀

保

地

中

属 加

ル プ ・製

学 工

品 加

の 他 製 造

売

売

方 自 治

央 官

工

紙

業

維

工

設

葉

菜

業

行

険

体

庁

サ ー ビ ス ・ ビ ュ ー ロ ー

そ の 他

合 計

自社 に コ ン ピュ ー タ

を設 置 して い る もの

41(22%)

8(24)

14(32)

3(6)

24(42)

8(12)

11(16)

8(29)

18(32)

11(55)

11(46)

11(27)

3(14)

25(65)

7(16)

203(26%)

他 社 の コ ン ピ ュー タ

を利 用 して い る もの

84(46%)

19(52)

20(46)

15(29)

20(35)

46(67)

34(49)

12(39)

23(41)

7(35)

4(16)

23(53)

10(48)

12(31)

20(46)

349(44%)

コ ン ピュー タを ま だ

利 用 して い な い もの

58(32%)

8(24)

10(22)

32(65)

12(23)

15(21)

25(35)

9(32)

16(27)

2(10)

9(38)

8(20)

8(38)

3(4)

17(38)

232(30%)

総回答数

183(100%)

35(100)

44(100)

50(100)

56(100)

69(100)

70(100)

29(100)

57(100)

20(100)

24(100)

42(100)

21(100)

40(100)

44(100)

784(100%)

出 所:DATAOCHNARINGSPOLITIK,SwedishCommitteeonIndustrialDataDevelopment,

February23,1973,P.92.(JECCCDR)よ り
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5フ フ ジ ル

IAG(IFIPAdminstrationGroup)発 行 のIAGCommunication .によ る と,ブ ラ ジル にお け る コ

ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの 増加 率 は,昨 年 か ら年 間30%と い う高 率 に近 づ いて い る。

現 在 ブ ラジル で コ ン ピ ュー タの 販 売 あ るい は レン タル を行 な ってい る メー カー は11社 あ る。 勢 力 の

、大 きい もの か ら並 べ る と,

①IBM

②BurrOughs

③Univac(直 売 の み)

④HoneywellBull

⑤NCR

⑥ESC(Siemens)

⑦AEG・Telefunken

⑧CII

⑨Hewlett'Packard

⑩DEC"

⑪Philips

ブ ラ ジル にお け るコ ン ピ ュー タの設 置 台 数 お よ び メLカ ー別 の納 入 状 況 は次 の とお り。

・総 設置 台 数 は,1972年5月 現 在 で750台 。

・産 業別 設 置 状 況 お よ び メ ー カー ・シ ェア は次 の とお りで あ る。

4-4-13表

産 業

鉱 工 業

政府および公共サー ビス

金 融

商 業

台数(%)

35

25

23

17
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4-4-14表

メ ー カ ー 名

シ ェ ア (%)

台 数 金 額

IBM …1 74

BurrOughs 1 …1 14

Univac 1 ・・1 8

HoneywellBull 1 ・・1 2

NCR 1 …1 1.5

その他(ESCを 含む) 1 ・・1 0.5

(出 典:IAGCommunications1972No・6)

6イ ス ラエ ル

イ ス ラ エル 中央 統 計 局 の 調 査 によ れ ば,過 去3年 間 にお け る産 業 別 コ ン ピ ュー タ設 置 状 況 を調 査 し

た が,そ の 内訳 は次表 の とお りで,1972年 末 設 置 台数293台 の うち,産 業 設置 分 は203台,そ の他 は官

公 庁,公 共,国 防 とな って い る。

4-4-15表

1971.11.31
1972.11.31

1970.11.31

合 計 うち ミニ コ ン
推定

合 計 257 130 293

農 業 一 一 一 1

工 業 32 54 43 60

電 力 7 7 4 7

建 設 ・公 共 製 作 所 3 5 2 5

商 業 11 10 5 14

不 動 産 1 1 一 1

輸 送 ・保 管 ・通 信 10 11 7 14

金 融 36 48 41 63

保 険 3 3 一 3

サ ー ビ ス ・ビ ュ ー ロ ー 25 31 8 35

政 府 管 理 サ ー ビ ス 15 12 3 13
1

警察 ・国家機関 ・国家保険
一 4 一 5

国 防 18 28 一 28

地方公共体管理 サ ビース 5 6 一 6

教 育 サ ー ビ ス 18 25 15 27

科 学 サ ー ビ ス 6 6 一 6

健 康,福 祉,社 会,公 共 サ ー ビス 4 6 2 5

(ILTAMNewsletterNo.20)
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7ソ ビエ ト連邦社会主義共和国

ソ ビエ ト連邦 社 会 主 義共 和 国 の西 側 へ の 接近 は,エ レク トロニ ク ス,コ ン ピ ュー タの 分 野 に 関 して'

最 近 著 るしい ものが あ る。 す で に述 べ たIBM,ユ ニパ ック,ハ ネ ウ ェル な どの他,バ ロー ス が72年

大型 機B-L・4700の 成 約 を と りきめた 。 またICL,CIIも ソ連 か らの大 口受 注 を発 表 して い る。

ソ連 の コ ン ピ ュー タ輸入 政 策 は71年 か ら72年 に か けて ヨー ロ ッパ 企 業 よ りもむ し ろ アメ リカ系 企 業
,

に力 点 を移 したか の よ うに見 られ る。 これ に つ いて 実 際 に西 側 で 特 権 的取 引 条 件 を確 保 した唯 一 の 企

業 で あ るICLが その優 位 性 に不 安 を もた ら して い る ほ どで あ る。

ソ連 とアメ リカ との接 近 は,特 に72年 の ニ ク ソ ン訪 ソ を機 に活 発 とな って い る。正 確 に い え ぱニ ク

ソ ン大 統領 の モス ク ワ訪 問 前 後 に,ア メ リカの エ レ ク トロニ クス,コ ン ピ ュー タ関 係企 業 の動 きが活

発 に な ったの で あ る。 従 来 考 え られ な か った よ うな人 的交 流,協 定 の締 結 な ど,.主 な とこ ろの い くつ

か をふ りか え って み る と,ま ず72年2月 に は周 辺記 憶 装 置 に豊 か な経 験 を持 ち,安 価 で性 能 の よい1'

BMコ ンパ テ ィブ ル マ シ ン を発表 準 備 中 の メモ レ ック ス社 を,ソ 連 視 察 団 が非 公 式 に訪 問 した こ とが

伝 え られ た。 ソ連 は2月 の 初 め か ら,中 央 委 員 会行 政 議 長 の ゲオ ル グ ・パ ブ ロフ氏 お よび モ ス ク ワ市

中 央 コ ン ピ ュー タ局L・ イ リァ ン局 長 とい う ト ップ ・レベル を含 む ミッシ ョン を派 遣 して,ア メ リカ

の コ ン ピ ュー タ施 設 を視 察 させ た が,同 視察 団 は ア メ リカの代 表 的 タイ ム シ ェア リン グ ・セ ン タ ーや

大 コ ン ピ ュー タ ・メー カー の み な らず,周 辺装 置 専 門 メ ー カー な どユ ニ ー クな技 術 内 容 を持 つ専 門 企

業 もきめ細 か く見 て まわ った。

3月 に入 って コ ン ピ ュー タ,エ レク トロニ ク ス ・メー カー は5月 の ニ ク ソ ン訪 ソの結 果 緩 和 され る

輸 出管 理 を見 越 して 動 き始 め,い くつ か の セ ー ル ス ・ミ ッシ ョン をモ ス ク ワ に送 った 。

8ユ ー ゴ ス ラ ビ ア

ユ ー ゴス ラ ビア市 場 は規模 で い えば小 さい方 で あ る。 同国 の 設置 コン ピ ュー タ(汎 用)の 台 数 はF

ESの 調査 で,1971年8月 現 在300台 で あ るが1972年10月 で発 注 分 を含 め て484台 と されて い る。

なお 同国 は1972年10月 で518台 の オ フ ィス ・コ ン ピ ュー タ お よ び電子 計 算 機 を設 置 して い る。
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4-4-16表 ユ ー ゴス ラ ビアの 汎 用 コ ンピ ュー タ設 置 台数

(1972年10月 現 在)・

地 域

メー カー

セ ル ビア

(Serbia)

ク ロ ア チ ア

(Croatia)

・ ス ロ ベ ニ ア

(Slovenia)
そ の 他 合 計i

IBM 85 84 114 26 309

Honeywell 23 19 7 7 56

umvac 22 12 1 4 39

NCR 7 3 1 3 14

その他 32 17 9 8 66

一

合 計 169 135 132 48 484

(出 典EDPEuropaReport73-2-28)

4-4-17表 ユ ー ゴ ス ラ ビア の オ フ ィス ・コ ン ピ ュー タの 設置 台数

(1972年10月 現 在)

メ ー カ ー 設置場所数 設 置 台 数

Philips
令

38 59

NCR 16 31

Litton 24 80

Logabax 41 95

Kienzle 43 70

Burroughs 55 79

RUF 26 35

SingerFriden 39 59

Nixdor1 ・7 10

合 計 一 518

(出 典EDPEuropaReport73-2-28)
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4+2図1972年 会計年度末のアメ リカ政府1.お ける省庁別..Lカ ー別 ・ンピ.一 鍛 置台数

メ ー カ ー

省 庁

BUR CDC DEQ HON IBM NCR RCA UNI XDS その他 合 計:

原子力委員会 2 74 589 61 105 一 一 8 46 263 1,148

農務省 1 9 2 一 34 1 一 2 一 17 66

商務省 一 7 26 8 25 一 2 12 6 56 142

調達庁 ● 2 ■ 18 6 一 一 3 一 一 29」

保 健・教育 ・厚生省 一 3 6 1 40 一 14 1 ■ 2 671

内務省 5 11 10 2 16 一 一 2 一 5 51i

航空宇宙局 一 88 99 79 84 一 1 167 170 246 934;

運輸省 一 6 13 36 109 一 5 54 6 7 236i

財務省 5 1 ■ 55 42 一 1 1 一 1 ・1061

復員軍人局 一 1 29 4 40 一 一 一 一 3 77i

そ の 他 3 8 7 22 22 2 10 . 5 5 18 142' …

国防省 255 272 195 264 866 236 166 1,011 81 387 3.7331

(陸軍) (21) (53) (22) (78) (290) (120) (48) (245) (13) (78) (968)「

(海軍) (14) (107) (101) (67) (265) (5) (40) (356) (31) (151) (1,137)

(空 軍). (218) (93) (61) (79) (238) (111) (57) (382) (33) (147) (1,419)

(その他) (2) (19) (11) (4q) (73) (一) (21) (28) (4) (11) (209)

合 計 271 482 976 550 1,429 .239 199 1,266 314 1,005 6,731

(出 典:EDPWeekly1973・4-2)

4-4-3図 ア メ リ カ の 実 働 コ ン.ビ ュ ー タの メ ー カ ー 別 シ ェ ア の 推 移

▼

F

i

ー
イ

.

'

会 計 年 度

メ ー カ ー

1960 1965 1970 1972

実働台数 % 実働台数 % 実働台数 % 実動台数 %

BUR 55 10.4 161 6.7 204 3.9 271 4.0

CDC 1 0.2 249 10.3 404 7.7 482 7・2 ,

DEQ 一 ' 14 0.6 500 9.5 976 14.5

HON 1 0.2 106 4.4 298 5.6 550 8.2

IBM 291 54.8 LO20 42.3 1,397 26.4 1,429 21.2,

NCR 7 1.3 195 8.1 321 6.1 239 3.6

RCA 5 0.9 136 5.4 184 3.5 199 3.0

UNI 50 9.4 352 14.7 1,014 19.2 1,266 18.8

XDS 一 一 14 0.6 229 4.3 314 4.7

その他 121 22.8 165 6.9 726 13.8 1,005 14.8

合 計 531 100 2,412 100 5,277 100 6,731 100

(出 典:EDPWeekly1973-4-2)
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4-4-4図 アメ リカ政府の省庁 別EDP経 費
(百万 ドル)

会計年度省 庁 1967 1968 1969 1970 1971 1972

原子力委員会 99 120 135 130 160 116

農 務 省 21 18 24 26 34 49

商 務 省 23 33 38 39 47 59

国 防 省 880 992 1,093 1,281 1,417 1,416

調 達 庁 16 14 11 14 17 20

保 健 ・教 育 ・厚 生省 57 68 80 94 109 89

内 務 省 8 11 14 17 22 19

航空宇宙局 140 151 140 172 149 147

運 輸 省 12 14 14 17 23 24'

財 務 省 113 140 170 205 233 288

復員軍人局 18 20 30 40 32 37

そ の 他 58 72 81 90 139 163

合 計 1,445 1,653 1,830 2,125 2,382 2,427

、・唱一一 (出 典:EDPWeekly1973-4-9)

4-4-5図 ア メ リカ 政 府の 項 目別EDP経 費

会計年度
資 本 経 費 運 営 経 費

機 器購 入費 付 帯設 備 費 機 器 レ ン タ ル 費 人 件費 外 注 費 運営 諸掛 そ の 他 合 計

1967 114 17 270 722 194 ホ 128 1,445

1968 144 16 312 838 203 * 140 1,653.

1969 120 25 345 947 235 84 74 1,830

1970 165 33 369 1,099 280 85 94 2,125

1971 252 17 451 1,177 271

÷

82 132 2,382

1972 188 26 406 1,267 335 83 122 2,247

・1968年 までは運営諸掛はその他費用に含 まれている (出 典:EDPWeekly1973-4-9)
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第5章 コ ン ピュー タ技 術 の現状 と動 向

コ ン ピ ュー タの技 術 に は高級 な構 成 要 素 や新 しい機 能 素子 の開 発 とい った分 野 の 他 に価 格 性 能 比 の

向上 に代 表 され る商 品 化 技 術 の流 れが あ る。構 成 要 素 の種 類 と数 が多 い だ け に,商 品 化途 上 にお け る

種 々 な選 択 の 良否 が利 用 者 に各 種 の 制 約 を投 げ か け る。

い わ ゆ る第3世 代 の ハ ー ドウ ェア に見 られ た商 品 化技 術 の特 徴 には汎 用 性 と互 換性 とが あ った 。 そ

れ ま で科 学 計算 用 と事 務処 理 用,あ るい はバ ッチ処 理 向 け とオ ン ライ ン ・実 時 間 処理 向 け とい った分

類 に従 って特 色 づ けが され て い たハ ー ドウ ェ ア を1つ の形 式 に ま とめ たの が,こ こで い う汎 用性 の骨

子 で あ る。企 業 内 で の コン ピ ュー タの 用途 が 当 時多 様 化 しつ つ あ った し,そ の 後 も多 様 化 の 路線 が 続

い た こ と を考 え合 わ せ る と,ま こ とに 時宜 を得 た もの で あ った と い え よ う。 メ ー カ ー も科学 計 算 向

けの ワー ド ・マ シ ン と,事 務 処 理 用 の入 出力 機 能 中心 の 機 械 を別 々 に製 作 す る とい った2重 投 資 を避

け る こ とが で きた 。最 近 で は技術 計 算 と事務 処 理 の間 の 差 は殆 ど無 くな った とい え る。 フ ァイ ルの扱

わ れ方 を例 とす る と,フ ァ イル の共 有,並 行 処 理 とい う先端 を ゆ く技 術 が両 者 か ら等 し く望 まれ て い

る。 浮 動 小 数 点 の 演算 の比 重 で両 者 の区 別 をつ け た時 代 も去 った。

一 方 互 換 性 は中央 処 理 装 置 ,入 出力 制御 装 置,フ ァイ ル装 置 な どの よ うに コ ン ピ ュー タ をシ ステ ム

構 成 要 素 に分 割 し,任 意 の組 合 せ を許 す とい う思 想 に もとつ く。 な か で もマ イ ク ロフ。ログ ラ ミン グ と

ROM(読 取 り専 用 記 憶)の 採 用 に よ って,命 令 セ ッ トが標 準 化 され,か っ 構 成 要 素 間 の標 準 イ ンタ

ー フ ェー ス が設 定 され た こ とに よ り,同 族 間 で の ソ フ トウ ェアの互 換 性 が得 られ た こ とは特 記 すべ き

で あ ろ う。利 用 者 に と って は,機 種 変換 に際 して再 プ ログ ラ ミン グの負 担 が 減少 す る とい う大 きな利

益 が 得 られ た ので あ る。

商 品 化技 術 にお け る最 近 の 話 題 は信 頼 性 の 向上 と,仮 想 記 憶 方 式 とで あ ろ う。後 者 は互 換 性 の延 長

と して と らえ るこ とが で きるの で,項 をあ らた め る こ と と し,信 頼 性 に先 ず 触 れ る こ と とす る。

信 頼 性 につ いて は,構 成 要 素 の デ ー タか ら計 算 され るシス テ ム全 体 のMTBFが 指 標 とな る。単 純

に計 算 す る と,素 子 の選 択 時 に全 てが 定 ま って しま い そ うで あ るが,そ こ に 自動 回復 機 能 が加 え られ

た。 原 理 は2点 あ り,ま ず 処 理作 業 の過 去 の一 時点 に お け る シス テ ム全 体 の状 況 を記 憶 して お いて,

いつ で も戻 れ るよ うにす る こ と,つ い で異 常 を生 じた部 分 を切離 して 他 の選 択 肢 を選 ば せ る こ とで あ

る。 自動 回 復 はソ ー ト作 業 の途 中 とい った マ ク ロな水 準 か ら,マ イ ク ロ ・イ ンス トラ ク シ ョンの特 定

サ イ クル とい った ミク ロな局 面 に至 る いろ い ろ な水 準 で実 用 化 されて い る。手 段 と して は マ ク ロな水
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準 で はOSに 組 み こまれ た ソ フ トウ ェ アが,そ の他 の 局面 で は マイ ク ロプ ロ グ ラム と,専 用 の ロジ ッ

ク回路 が用 い られ て い る。 信頼 性 の 向上 は単 に運 転上 の 問題 とい うよ りは,デ ー タ処 理 の多 重 化,複

雑 化 を背 景 と した,情 報 の 保全 の問 題 と して と らえ られ て お り,そ の重 要 性 は今 後 ます ます ク ロ ーズ

ア ップ され て ゆ くで あ ろ う。

仮 想 記 憶 方式 は タ イ ム シ ェア リン グに よ る共 同 利用 実 現 の 手 段 と して もて は や され て きた。 これ の

汎 用 シ ステ ムへ の導 入 には 次 の よ うな意 義 が あ る。 メ ー カ ーの 側 か らみれ ば 同一 の 仕様 に も とつ くソ

フ トウ ェアが 同族 の ハ ー ドウ ェア全 体 に共 通 して 使用 で きる とい う利 点 は大 きな もの が あ ろ う。 従 来

の ハ ー ドウ ェア にお け る互 換 性 の考 え方 は,あ くまで 同族 上 位 の 機種 に対 して で あ って,下 位 につ い

て は記 憶 容 量 な どの 問 題 が あ るた め適用 で きなか った 。 た め に同 じソ フ トウ ェア を主 記 憶 容 量 の グル

ニ プ ご とに重複 して 開 発 しな け れ ばな らな か った 。仮 想 記 憶 の 利 用 に よ り,主 記 憶 容量 とい う制 限 が

ゆ るめ られ,下 位 に対 す る互 換 性 が 得 られ るの で,今 後 は重 複 開 発投 資 の 問題 は大 巾 に改 善 され るで

あ ろ う。 利 用者 の側 にお い て は,ソ フ トウ ェア の開 発 ・保 守 に必 要 な マ シ ン ・タイ ム は比重 が大 き く,

ユン ピ ュー タ使 用 の 時 間 計画 を立 案 す る上 で苦 労 の種 とな って い た。 仮 想 記憶 方 式 は,平 均 的 な 利 用

者 の中 央 処 理装 置 の 実 効 利 用率 が数 十 パ ー セ ン トで あ る こ とを考 え る と,開 発 ・保 守 業務 と実 行 処 理

の並 行 処理 を十 分 可 能 に す る もので あ る。 一 歩 進 め て,事 務 処 理 に お いて もスケ ジ ュー ル され た 業 務

だ けで な く,・デ マ ン ド処理 に み られ るよ うに スケ ジ ュー ル に と らわ れ ない 問合 せ 処 理 や資 料 作 成 とい

った仕 事 が 行 な え る よ うに な る。

仮 想 記憶 方 式 は主 記 憶容 量 の制 限 をゆ るめ た もの の,フ ァイル 装置 や 入 出力 装 置 の種 類,設 置 数 か

ら くる問 題 を解 決 し たわ けで は ない 。装 置 の種 類 や数 につ いて は上 位 に対 す る互 換 性 しか 得 ら れ な

い。 仮 想 計 算機 の考 え方 は ソ フ トウ ェア に よ り一 般 的 な互 換 性 を得 られ る よ うにす る もの で,処 理 効

率 の問 題 さ えな くなれ ば将来 性 の あ る シス テ ム と思 う。

利 用 形 態 の動 向 はハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアの今 後 を予 想 す る上 で大 きな意 味 を持 って い る。 利

用 形 態 として特 に注 目 され るの は次 の3種 で あ る。

会 話 式 の処 理

デ ー タ ・ベ ー スの 利用 技 術

ミニ コ ンに よ る組 合 せ シ ス テ ム

会 話 式 処 理 の基 本 形 は,人 間 機 械 系 に お いて,コ ン ピ ュー タの処 理 速度 を人 間 の 思考 速 度 と同

期 させ る こ とに あ る。 タ イ ム シ ェア リング ・シス テ ムは1つ の 実 現方 法 で,か な り広範 囲 の応 答 条 件

に こた え られ る。 グ ラフ ィ ック ・デ ィス プ レイ に よ る図形 処 理 は別 の例 で あ るが,タ イ ム シ ェア リン

グ に お け る会 話式 処 理 と異 な り,多 量 の 内部 処 理 を1回 の や り と りで行 な わ な け れ ばな らな い の で,

現 状 で は価 格 性能 比 に問 題 が残 されて い る。

デ ー タ ・ベ ー ス の問 題 はよ く.宣伝 され て い るわ りに は理解 されて い ない よ うで あ る。 本質 的 に は ラ
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ンダ ム ・アク セ ス方 式 で はな い フ ァイル 装 置 を前 提 と して,そ れ 自身 で は フ ァイ ル所 有 者 の意 図 を お

し計 る こ とが で きな い オペ レー テ ィン グ ・シス テ ム(OS)が,ど の よ うな アル ゴ リズ ム に従 って働

け ば フ。ロ グ ラ ムの デ ー タか らの独 立 性 を維 持 した り,デ ー タ そ れ 自身 の安 全 を確 保 した りで き るか と

い う技 術 的 な 問題 点 が あ る。 さ らにデ ー タ を収 集 ・整 理 し,フ ァイル に記 録 した うえで ,管 理 して ゆ

く とい った面 にっ いて は まだ 安全 かっ 経 済 的 な手 段 はみ っ か って い な い。 しか し今 後 のOSに お け る

動 向 として最 も重 要 な テー マで あ るこ と は論 を侯 た ない 。

ミニ コ ン ピ ュー タ は利 用 シス テ ム に組 み こまれ る専 用 機 と して 発 達 して きた。 数 値 制御 ,プ ロセ ス

制 御,通 信制 御 な どを始 め と して,も の を作 り(make),運 び(move),検 査 す る(test)と い う広大 な

適 用 業 務 が切 り拓 かれ つ つ あ る。 ハ ー ドウ ェアの 純 売上 げ高 で汎 用 の コ ン ピ ュー タ と比 肩 され る よ う

}こな る 日 も近 いだ ろ う。 シス テ ム の部 品 と して の用 途 の他 に,専 用 機 と して,従 来 の汎 用 機 で は利用

し難 か った分 野 へ の発 展 が 考 え られ る。 デ ー タ通 信 と組 合 せ て,POS ,窓 口業 務 な どの分 野 が拓 か

れ る し,小 型 化,ワ ンチ ップ化 の方 向 で は イ ンテ リジ ェン ト ・ター ミナ ルへ の 応用 が本 格 化 しつ つ あ

る。

以上 利 用 形 態 を中 心 に コ ン ピ ュー タ の動 向 を うか が って きた が,利 用 技 術 の基 礎 とな って い るハ ー

ドウ ェア とソ フ トウ ェア につ いて 節 を改 めて 論 じて み よ う。

Aハ ■・・一 ド ウ ェ ア 技 術 の 動 向

ハ ー ドウ ェアの 話 題 は処 理 速 度 の 向上 策 と主 記憶 容 量 の 増 強
,そ して フ ァ イル装 置 ・入 出力 装 置 に

対 す る技 術 開 発 の3つ の分 野 にわ ける こ とが で きる。こ こで も レーザ ー や ホ ログ ラ フ ィ,非 破壊 型MO

S記 憶 素 子 とい った 先端 技 術 よ り6,商 品 化 技術 が 市 場 に出 廻 る コ ン ピ ュー タの方 向 を決 定 して い る
。

価 格 性 能 比 の 向上 は第1世 代 以来 一 貫 して追 求 されて きた テ ー マ で あ り,お そ ら く次 世 代 に お い て

もそ の ま ま踏 襲 され るだ ろ う。 世 代 間 で スル ー プ ッ トが2～4倍 とい う数 字 が 用 い られ た こ と もあ っ

tg。 最 近 で は世 代 の解 釈 が あ い ま い とな って お り,3.5世 代 とか3.75世 代 な ど とい う表 現 が 使 わ

れ て い るの で,そ れ らを同一 世 代 とす れ ば,世 代 内 で も価 格 性 能比 の 向上 が 続 け られ て い る こ と とな

り,向 上 比 率 の 定 義 は あ い ま いな もの とな る。

世 代 間 での 互 換 性(特 に適 用 業務 プ ログ ラ ムの上 方 向 互 換 性)は 利 用 者 の強 い要 望 が あ り,新 しい

ハ ー ドウ ェアの 設 計 条件 の1つ とな って い る。 これ は前 出の 同 族 間 の互 換 性 と似 て非 な る も の で あ

る。技 術 の進 歩 を取 り入 れ価 格 性 能比 を高 め よ う とす る と,い きお い新 しい 構 想 に も とつ くハ ー ドウ

ェ ア とな り,回 路 系 は互 換 性 を もた な くな る。 利用 者 の希 望 に応 え る方 法 と して 考 え られ たの が マ イ

ク ロフ。ログ ラ ム を主 体 と した模 擬 シス テ ム(エ ミュ レー タ と呼 ぶ こ と もあ る)で,こ れ と書込 み可 能

制 御 記 憶 の 組 合 せ が実 用 化 され て い る。tiイ ク ロプ ログ ラ ミング の技 術 を大 巾 に採 用 し て,1っ の

ハー ドウ ェア に何 種 類 か の命 令 セ ッ トを持 たせ ,他 機 種 か らの移 行 を容 易}ζ した例 も既 に あ らわれ て
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い る。 命 令 セ ッ トの 切換 え に よ り,標 準 の ハ ー ドウ ェ アをFORTRANジ ョブ 向 けや ,COBOL

ジ ョブ向 け に特 殊 化 す るの も容 易 で あ る。

論 理 ・演算 装 置(ArithmeticLogicUnit)の 高速 化 はハ ー ドウ ェア に課 せ られた 主 要 な テ ー マで あ

る。 ジ ョセ ブ ソ ン接 合素 子 を用 い て,10psecの ス イ ッチ ング時 間 を達 成 した とい う報 告 も出 され て い

る。 しか し この よ うな技 術 が 実 用 化 され るの は まだ 先 の話 だ し,ス ーパ ー コ ン ピ ュー タか らだ ろ う。

一 般 に 使 わ れ る コ ン ピ
ュー タ は半導 体,特 にLSI採 用 の恩 恵 を,小 型 化 に よ る設 置 所要 面 積 の減 少

と,MTBFの 向上 とい う二 面 か ら受 け るこ と とな ろ う。 回 路構 成 の 分野 で は従 来 スーパ ー コ ン ピ ュ

ー タを 中心 に開 発 され て きた技 術 が普 及 す るの が先 に な る
。高 速 化 技 術 の代 表 はバ ッフ ァ リン グ とパ

ラ レ リズ ムで あ る。

コン ピ ュー タの記 憶 装 置 は コス ト面 か ら何 種類 か のハ ー ドウ ェアに 分 か れて い て,階 層 構 造 を して

い る。 主 記憶 装置 は なか で も命 令 の イ メ ー ジ と,デ ー タ を収容 す る場所 と して 重 要 で あ る。 その サ イ

クル ・タ イ ムは半 導 体 の場 合 の数 百nsecか らコア ・メ モ リの数 千nsecま で種 々 な段 階が あ る。一 方

最 近 の大 型 機 で は命 令 の処 理 サ イ クル が基 本 サ イ クル で数 十 ～ 数 百nsecと 一 桁 速 い 。従 って その ま

ま動 作 させ る と演 算 回 路 に待 ちの 状 態 が生 ず る。待 ち時 間 を減 らす に は主 記 憶 装 置 か らフ ェ ッチ しな

けれ ば な らな い命 令 や デ ー タ を,主 回 路 と同程 度 に速 い バ ッ ファに先 読 み して お け ば よい 。 バ ッフ ァ

・メ モ リにはLSI
,薄 膜 な どが 用 い られ て い る。 所要 の命 令 や デ ー タが バ ッフ ァ ・メ モ リ中 に みつ

か る確 率 が ヒッ ト率 で,プ ログ ラ ムの 構造,OSの 構 造 な どに よ り異 な る。

バ ッフ ァの持 たせ 方 には上 述 以 外 に もい ろ い ろ あ る。 要 は命 令 の解 釈(1一 サ イ ク ル)と 実 行(E

サ イ クル)の それ ぞ れの 過程 で待 ち時 間 を無 くせ ば よい わ けだか ら,命 令 の 列 を収 容 して お くイン ス

トラ ク シ ョン ・バ ッフ ァ,ジ ャ ンプ に備 えて分 岐 の枝 に あた る命 令 を先 読 み して お くイ ン ス トラク シ

ョン ・バ ッフ ァ,実 行 に入 って デ ー タ を先 読 み して お くオペ ラン ト ・バ ッフ ァ,2以 上 の デ ー タを必

要 とす る命 令 に よ って,実 行 中 に惹 き起 こ され る待 ち時 間 の 間 に他 の命 令 の実 行 を可 能 とす る中 間結

果用 の バ ッフ ァな どが考 え られ る。1一 サ イ クル は通 常 マ シ ン ・サ イ クル で 終 るた め,解 釈 後 の命 令

が 中 間結 果 用 ス タ ック にた ま るよ うにで きる。 この よ うに命令 の実行 を時 間 的 に分 割 し,い くっ もの

ユ ニ ッ トの回 路 に受 け渡 して処 理 して ゆ く方 式 がパ イ プ ラ イ ン ・コ ン ピ ュー タで あ る。

命 令 に は論 理 演 算,固 定 小数 点 演 算,浮 動 小数 点 演 算,十 進 演 算 な ど性 質 の異 な る種 類 が あ る。E

－ サ イ クル で命 令 を分 類 し
,処 理 の種 類 に応 じて独 立 した回路 に処理 させ るよ うに した もの が,パ ラ

レル ・コ ン ピ ュー タで あ る。IBM360-85を 例 に とる と,固 定 小数 点 加 算 は1サ イ クル(80nsec) ,

浮動 小数 点 乗 算 は7サ イ クル と,1命 令 あた りの処 理 時 間 が異 な る。 演算 装 置 の数 を,遅 い 処 理 につ

い て は増 やす こ と に よ り,全 体 的 な効 率 を上 げ る こ とが で き る。

パ ラ レ リズ ム に は この他 に も種 々 な方 式 が あ る
。 マル チフ。ロセ ッサ に よ る多重 処 理,な か で も同一

の 形 式 の論 理 ・演 算 装置 を数 台連 結 す る シ ン メ ト リック ・マル チ プ ロセ ッサ は ,1つ の形 式 の コ ン ビ
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ユ一 夕 で得 られ る処 理能 力 の 巾 を広 げ るの に役立 って い る。

更 に理 想 的 な形 の マル チ プ ロセ ッサ として は論 理 ・演算 装 置 を ア レイ の交 点 に多数 配列 したILL

IAC-IV型 の もの が あ る。

パ ラ レ リズ ムはMIPS(1秒 間 に処 理 で き る命 令 数 を百 万 を単 位 と して 表 した もの)の 値 を上 げ

るた め に は有 効 で あ るが,全 て の 装置 を並 行 して動 作 させ る よ うな ソ フ トウ ェアが な い と,実 効MI

PSは 大 巾 に下 が る。単 に2台 の 処理 装 置 を連結 した場 合 で も,OSの 資 源 の ス ケ ジ ュー ル を行 う都

合 か ら,1台 しか 働 か な い時 間 が あ り,通 常 半数%～ 数 十%の オー バ ー ヘ ッ ド時 間 が あ る とい わ れ て

い る。 一 方LSIの 発達 に よ り,大 量 生 産 の 利点 が活 か せ るの で,価 格 性 能 比 の 向上 の た め に マル チ

プ ロセ ッサ等 は都 合 が よ い。

ハ ー ドウ ェ アの 第2の 話 題 は記 憶装 置,な か で も主 記憶 装 置 で あ る。高 速 化 が 進 む と,多 重 フ。ログ

ラム ミン グ を本 格 的 に利 用 しな い と,機 器 の 利用 効 率 は良 くな らな い。 その ため に は大 容 量 の主 記 憶

装 置 が必 要 とな る。

主記 憶 装 置 は ア クセ ス ・タ イ ム を小 さ くす るた め に,で きるだ け密度 の高 い記憶 素子 か ら構成 され

る こ とが望 ま しい。 密度 を高 め る と発 熱 量 の 関 係 か ら冷却 が難 し くな る。最 近 重 視 されて い るの は 消

費 電力 の少 な いMOS記 憶 素 子 で,近 い将 来 数 百nsec,10～20メ ガ バ イ トの主 記 憶 装置 が実 用 され

るこ とに な るだ ろ う。磁 気 コア メ モ リに は大 き さ,発 熱 両 面 か ら限 界 が あ り,IBM/360-91で は そ

の ため に最 大 容 量 が 制 限 され た とい う。

現 在MOS素 子 は速 度,消 費電 力 で優 位 に立 ちな が ら,磁 気 コ アや ワ イヤ ・メ モ リに コス トの 面 で

一 歩 を譲 って い る
。 しか しLSIの 技 術 は磁 気 バ ブル 素 子 と と もに,非 常 に進 歩 しつ つ あ り,近 い将

来 両 者 が最 も有 望 な記憶 素子 とな る こ とは 間違 い な か ろ う。

外 部 記憶 装 置 につ いて は磁 気 デ ィス クの 優 位性 は 当分 崩 れ そ うにな い 。対 抗 手 段 と して は 半 導 体

(LSI),バ ブル 素 子,電 子 ビー ム技 術,ホ ロ グ ラ ムな どが あ げ られ るが,高 速 ドラ ムの よ うに主記

憶 の 延 長 と して使 わ れ る部 分 が磁 気 バ ブ ル素 子 等 に代 る可 能 性 は あ って も,一 般 には磁 気 デ ィス ク が

フ ァイル装 置 の主 流 で あ る。 理 由 として は磁 気 デ ィス クに期 待 され る高密 度 化 の 予 測値 が非 常 に高 い

こ と,そ して実 現 の可 能 性 が あ るこ とが挙 げ られ よ う。

磁 気 デ ィス ク の記 録 密度 は第2世 代(1963)で5×104ビ ッ ト/平 方 イ ンチ で あ った もの が,第3

世 代 では(1965)22×104と な り,最 近160×104の もの が市 場 に出廻 って い る。 あ る予 測 に よ れば70

年 代 中 に この値 は更 に100倍 に で き る可 能 性 が あ る と されて お り,平 均 ア クセ ス時 間 は数 分 の1と な

る といわ れ る。

入 出 力装 置 で はデ ー タ ・エ ン トリ関 係 に紙 カー ドか らキ ー ・ツ ・テー プや キ ー ・ツ ・デ ィス クへ の

動 きが 目覚 ま しい。 一歩 進 ん で オ ン ライ ン ・シス テ ムに よ るデ ー タ ・エ ン トリが 使 わ れ るよ うにな る

日 も近 いだ ろ う。 鍵 盤入 力 がOCR等 の直 接 入力 に置 換 わ るに は,図 形 処 理 に関 す る技 術 の 進歩 が不
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可欠 で あ る。 日本 で は漢 字 や 書字 体 の 問 題 が あ るた め,今 後 の研 究 に待 つ とこ ろが 大 きい。 一 方 出力

側 で は漢 字 プ リンタや 漢 字 デ ィス プ レ イが 商 品 化 されつ つ あ り,大 量処 理 の分 野 で はCOM装 置が 普

及 して きてい る。

デ ー タ通 信 の 発達 とと もに 適用 業 務 の 機 械 化 に あ た ってTBS(タ ー ミナル ・ペ ー ス ト ・システ ム)

を前 提 とす る シス テ ム設 計 が 多 くな って きた 。端 末 装 置 と して は タイ プ ラ イ タ と鍵 盤 つ きデ ィス プ レ

イが 主 流 とな って い るが,宇 の種 類,入 出 力 の 編集 能 力 な どの面 で 制限 が強 す ぎ る。TBSの 本 格 的

な利 用 が始 ま る と と もに利用 者 か ら適 用 業 務 に適 した設計 を望 む声 が強 くあが った が,残 念 な が らメ

ー カ ー側 が充 分応 えて い る とは い い難 い
。 外 国 で は端 末 機専 門 の メー カ ー が増 え,業 務 に適 した端 末

装 置 が生 まれ つ っ あ る。 国 内 で は テ レタ イ プ端 末 が も と もと受 注 生 産 され て いた 歴 史 も手 伝 って,特

注 に よ って端 末 機 を業 務 に適 応 させ よ う とす る動 きが あ る。 いず れ に して もTBS発 展 の ため に喜 ば

しい こ とで あ る。 端末 装 置 その もの も,ミ ニ コ ンな みの 機能 を備 えた,い わ ゆ る イ ンテ リジ ェ ン ト ・

ター ミナ ルが 売 出 されて い る。生 産 管 理 用 や 銀 行用 の端 末装 置 の よ うに,多 数 の入 出力 装 置 をま とめ

て制 御 す る場 合 に は費 用 面 か ら も実 現 し易 い 。局 所 的 な 作業 や,中 央 シ ス テ ムの事 故 対 策 が組 込 め る

の で,近 い将 来 広 く使 わ れ る よ うに な るだ ろ う。

Bソ フ トウ ェア技術 の動 向

ソ フ トウ ェ アは シス テ ム ・プ ログ ラ ム と,言 語 プ ロセ ッサ を含 め た ユ ー テ ィ リテ ィ ・プ ログ ラム,

適 用 業 務 の プ ロ グ ラムの3分 野 に大 別 され る。第3世 代 は パ ッチ 処理 とオ ン ライ ン処 理 を組合 せ て,

多 重 プ ログ ラ ミン グの実 用 化 を図 って きた 時 代 で あ った 。綜 合 的 な シス テ ム と して特 徴 づ け られ る第

3世 代 のOSは,最 近 の3.5な し3.75世 代 の ハ ー ドウ ェア を迎 えて完 成 した感 が あ る。 日 本 に 於

い て も当初 は立 遅 れ が 目立 った 分 野 で あ ったが,第3世 代 の声 を聞 い て約10年,機 能 的 に は一 応諸 外

国 の シス テ ム ・プ ログ ラ ム と肩 を並 べ る とこ ろ まで来 た とい えよ う。残 るは利 用 者数 の差 か ら生 じて

い る問題,例 え ば処理 速 度 で あ る とか,モ ジ ュール 化 に み られ る遅 れ と,次 世 代 へ の 準備 とな る先 進

的 機 能 の追 加 量 とい った点 を こ くふ くす るこ とで あ る。

シ ステ ム ・フ。ログ ラ ムで の話 題 は前 出 の仮 想 記憶 ・仮 想 計算 機 の他 に,適 用 業 務 の 特性 に よ って,

OS自 身 を特 化 させ る技術 で あ ろ う。 利用 形 態 と して は会 話 式 シス テ ム,デ ー タ ・ベ ース ・シ ス テ

ム,従 来 型 の バ ッチ ・シス テ ムの3種 が あ げ られ る。

会 話 式 シス テ ム には,会 話 式 プ ロ グ ラ ム作 り,グ ラ フ ィック ・デ ィスプ レイ に よ る図 形処 理,電 話

計 算,テ キ ス ト ・フ。ロセ シン グ な どが入 る。 人 間 が処 理 の 内容 とかか わ り合 い を持 ち なが ら進 めて ゆ

く方 式 で あ る。 時 分 割 に よ るスケ ジ ュー リ・ン グ を動 的 に行 い,し か も応 答 時 間 を一 定 の制 限 内 に保 つ

必 要 が あ る。 イ ン フ ォメ ー シ ョン ・ユ ー テ ィ リテ ィを指 向 す るシ ス テ ムで,早 急 に満 足 で きる状 態 に

な る と は思 え な いが,着 実 に実 用 化 され て ゆ くで あ ろ う。MITのMULTICSは その よ い例 で,
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1964年 以来 約8年 の 開発 努 力 の末,や っと実 用化 の見 通 しが つ け られ た。 もちろ ん企 業 内 や局 限 され

た 目的 の た め に,小 規模 な シ ステ ム を,バ ッチ処理 と組 合 せ て 利用 す る例 は既 にい く らで もあ る。

デ ー タ ・ベ ー ス ・シス テ ム は,磁 気 デ ィス クの よ うな大 容 量 の フ ァイ ル を用 いて,適 用 業 務 の デ ー

タ ・バ ン ク をオ ン ラ イ ン(常 時利 用 可 能 の意)で き る こ と,デ ー タの 保 守 と検索 にTBSが バ ッチ処

理 と並行 して 使 え るこ と,の2点 を背 景 と して考 え られ て い る。OSの 技 術 と して は将 来 を先 取 りし

た もの で あ る。現 在 あ るシ ステ ムに はOSの 改造 を避 け て,ユ ー テ ィ リテ ィ ・プ ログ ラ ム と して開 発

した もの が多 い(MARK-ly,TOTAL,IMS/360な ど)。 しか しな が らバ ッチ処 理 で使 用 中

の フ ァイル に対 す る,端 末 装 置 か らの ア ク セ ス とい った事 態 を考 えた だ け で,現 在 のOSで は デ ー タ

の 安 全 を確 保 す るこ とが難 しい。 デ ー タ ・ベ ー ス ・シス テ ム は こ うした理 由か らシス テ ム ・プ ログ ラ

ムの 機能 と して最 初 か ら組 込 ま れ るべ き もの で あ る。

デ ー タ ・ベ ース の利 用 技 術 と,デ ー タ ・ベ ー ス を実 現 す るた め の技 術 は同 じ もの で は な い。 前 者 の

好 例 はCODASYLのDBTGが 研 究 した デ ー タ記 述 言 語 や デ ー タ操 作 言 語 で あ り,デ ー タ ・ベ ー

スが 存 在 し,誰 か が 保 全作 業 を して くれ る こ と を前提 に,適 用 業務 の フ。ロ グ ラ ムの中 で,ど うい う記

述 を して 利用 す るの が妥 当 か とい う立 場 に立 つ 。 残 念 な が ら言 語 や そ の プ ロセ ッサ の開 発 は,デ ー タ

・ベ ー ス ・シス テ ムの 開発 よ りは るか に容 易 だ 。 現 在直 面 して い る問題 は,莫 大 な人 と時 間 を要 す る

新OSに,ど こまで デ ー タ ・ベ ー ス ・シ ス テ ムの 機 能 を盛 り込 むか,デ ー タ の プ ロ グ ラムか らの 独立

性,デ ー タの 安全 確 保 に要 す るシ ス テ ム ・オ ーバ ーヘ ッ ドを ど こまで 認 め るか,プ ライ バ シーへ の影

響 を ど う処 理 す るか とい った諸 点 で あ る。

デ ー タ通 信 を利 用 して,フ ァイ ル ・ア クセ ス を行 な う利 用 シス テ ム,す な わ ちデ ー タ収集,フ ァイ

ル問 合 せ,フ ァイル更 新 な どの 利用 分 野 は多 か れ少 な か れ デー タ ・ベ ー ス ・シ ステ ムへ の成 長 が 見 込

ま れ る。 次 代 の コン ピ ュー タ利 用 で1つ の特 徴 を形成 す る とい って もい いす ぎで は な いだ ろ う。

バ ッチ処 理 シス テ ムで は価格 性 能 比 が,ソ フ トウ ェ ア を含 め た形 で 問題 とな る。 技 術計 算 の一 部 に

み られ るよ うな,中 央 処 理 装 置 の機 能 の 進歩 を素 直 に処 理 時 間 の短 縮 と結 び つ け られ る分 野 の,適 用

業 務 全 体 に対 す る比 重 は低 下 しつ つ あ る。 事 務処 理 の分 野 で は大 雑 把 に云 って4～8倍 の 能 力 増 加

(ハ ご ドウ ェア)が,ス ル ー プ ッ トで は2～4倍 に しか反 映 され な い。 原 因 とみ られ るの は入 出力 ・

フ ァイル 装 置類 のバ ラ ンス と,OSの オ ーバ ーヘ ッ ド,適 用i業務 プ ログ ラ ムの 設計 技 術 で あ る。 これ

らは直 観 的 には分 析 で き な い ので,実 験 デ ー タの 解 析,シ ミュ レー シ ョン技 法 な どに よ る実 証 的 な原

因 解 明 を必 要 とす る。 今 後急 速 な普 及 が み こま れ る仮 想 記憶 シ ステ ムは,言 己憶 容 量 の拡 張 とい う自由

1を プ ログ ラ マ に与 え るが,一 方 で は処 理 速度 の犠 牲 を強 い る可 能 性 が あ る。 従 って 今 後 は コン ピ ュー

タ を効 率 よ く運 用 す るた めに は,プ ログ ラ ム設計 法 を研 究 し,運 用 申 の プ ロ グ ラム につ い て も,時 々

ラン の状 態 を調 査 して,シ ス テ ムの バ ラン スの 良 否 を調べ る こ とが是 非 と も必要 とな るだ ろ う。

言 語 プ ロセ ッサ とユ ー テ ィ リテ ィの分 野 で は それ 程大 きな変 化 が あ る とは思 えな い。COBOL,
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FORTRAN,PL/1と い う言 語 の地 位 は保 た れ るだ ろ う。 言 語 の文 法 はCOBOLに デー タ ・

ベ ー ス処 理 機 能 を追加 した り,PL/1に デ ー タ通 信 や 会話 式 処 理 の機 能 を加 え る とい った動 きが あ

る よ うに,少 しず つ拡 張 され て ゆ くだ ろ うが,PL/1の 次 の言 語 が新 製 され ,か つ 大 巾 に受 入 れ ら

れ る とい う可 能 性 は少 な い。 手 続 き言 語 よ り も,言 語 関 係 の話 題 は問 題 向 け言 語 に移 って ゆ く気 配 が

濃 厚 で あ る。

問題 向 け言 語 には,利 用 分 野 ご とに個 別 に開 発 され る もの と,言 語 プ ロセ ッサ作 成 用言 語 の 系列 と

が あ る。前 者 に はAPTや 後継 プ ロ グ ラ ムの よ うに,世 界 的 な 規模 で 開発 が 行 な わ れて い る もの が 現

れ て い る。 今 後 種 々 な 利用 分 野 で研 究 ・開発 が 進 め られて ゆ くだ ろ う。 後 者 は トラ ンス レー タ ・ライ

テ ィング ・シ ス テ ム(TWS)と 総称 されて い る。既 に十 有 余年 の研 究 が 行 な わ れて い るが,実 用 の

域 には達 して い ない 。 早急 な製 品 化 を望 む の は まだ早 す ぎ るよ うに思 わ れ る。

ソ フ トウ ェア,中 で も適 用 業 務 プ ログ ラムで の 問題 は,プ ログ ラム の保 守 費用 で あ る。 業 務 内容 の

変 動,コ ン ピ ュー タ側 の進 歩 な どの 理 由 か ら,プ ログ ラ ムの寿 命 は意 外 に短 か く,手 直 しの周 期 は数

ケ 月～ 数 年 とい わ れ る。 プ ログ ラ ムの数 は年 々増 加 して ゆ くの で,保 守 費 用 は将 来 引続 き増 大 して ゆ

く。 当然 限 界 が くるわ け で,そ の 時点 か ら先 で は新 規 開 発 を中止 しな けれ ば な らな くな る。 この よ う

な 不本 意 な事 態 を避 け る手 段 と して 考 え られ て い るの が,前 述 の デ ー タの 独立 性 とい う技 法 と,簡 易

プ ログ ラ ミン グ ・シス テ ム で あ る。更 に一 歩 進 ん で,既 製 プ ログ ラム ・パ ッケ ー ジや,モ ジ ュー ル の

購入,タ ー ン ・キー ・サ ー ビスの 購入 とい っ た手 段 が と られ るよ うに な るの も遠 い こ とで は あ る ま

い 。
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1内 閣調 査 室 オ ン ライ ン情報 検 索 シス テ ム(内 調 シス テ ム)

Aシ ス テ ム開発の動 機 と背景

内閣調査室は政府の重要政策に関する情報の収集調査を任務 とし,こ れまでに収集蓄積された大量

の各種資料の整理だけでなく,情 報化社会といわれる情報洪水の中で,激 動する内外の情報と動向を

的確に把握するため,日 々入手される膨大な資料を迅速に整理,分 析することが必要とされている。

そしてこのような調査室の機能を十分発揮するため,収 集資料の処理方法の改善と能率 化 につ い

て,し ばしば組織的な検討が行なわれて来た。

a資 料処理の問題

当然のことではあるが,コ ンユピ一夕導入に当って,問 題点を明らかにするため,代 表的な処理機

能についてシステム化の条件を検討した。意思決定者に対する報告は,事 実の核心が簡潔な表現で示

されると共に,判 断評価の根拠が明瞭でなければならない。

したがって,ま ず第一に報告資料の処理機能では,資 料 はあらかじめ要点の整理されたものが,特

に準備 され,こ れを担当者の主観的な判断で抽出し,再 編集出来ることが望ましい。

第二に分析資料の検索 を行なう処理機能では,主 題に従って関係資料の一部分を抽出し,こ れを一

定の評価基準によって選択を行ないつつ,そ こで選択された資料に基づいてさらに主題を発展させ,

これに関係のある資料を編集のうえ出力す る。このため資料は,必 要に応じ事項単位に分割できるも

のであり,か つ主題の変化に対応できるように最初に選択された資料に附与 されている検索語群の内

一部をそのまま再検索の条件に用いて検索 し,こ の処理を繰返しながら検索の範囲を連鎖的に拡大又

は限定出来るものであることが望ましい。

第三に資料整備の機能では,資 料を情報の主題に応じて正確に提示すると共に,利 用者の事前の要

求によって,例 えば時系列的に,或 は主題毎に原資料を再編集 して,新 たな定型の資料群(た とえば

ベ トナム和平に関する新聞社説を日付順,主 題順に編集 したもの)を 作成する。このために,各 種の

出力編集処理が,随 時選択出来なければならないし,容 易に新 らしい編集形式の追加が行なわれる機

能を持たねばならない。

第四に保管機能では,資 料の所在や閲覧に可能な管理体制が必要である。特にマイクロ撮影処理の

併設は,コ ンピュータと索引面での連繋を行ない,相 互の機能を補充することが出来 る。

以上の諸機能をシステムに適用する場合に最 も困難な問題は,処 理目的に従い資料から情報を作成

する過程で利用者の資料に対する主観的な見方に差異があることと.組 織体 としては,資 料の共用が
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主張されながら,な お利用者は,専 用を望むことである。これらの問題を解決することが,シ ステム

設計上の必要な課題である。

b資 料の検索効率上の問題

資料を情報化するために,附 与される検索語は,一 般に資料整備や,保 管のための場合には,ほ ぼ

固定した基準で与えることが出来る。しかし資料利用者の立場の変化,基 本的な情勢の変化,他 資料

との関連事項の発生等によって検索語は,し ばしば変更を要するのである。

また,資 料利用者は,通 常は,新 らしい問題意識の下に収集資料を分類するものであって,そ のた

め情報処理の進展に伴い,必 然的に分類概念 も変化することになる。

これらの点か ら,検 索語体系は,簡 略な基本的共通分類系 と,利 用者毎の随時選定 される専用分類

系の共存が必要 となり,ま た検索語を容易に変更するため検索語ファイルは共通系専用系の階層構成

にすることが望ましい。資料利用者の責任の下に資料の作成 と管理が行なわれることは,時 宜に適 し

た資料の情報化の条件と考えられる。

Bシ ス テ ムの構 想 と効 果

aシ ス テ ムの 設計 思 想

(1)端 末 装 置 この シ ステ ムは,漢 字 を含 む 自然 語 に よ る もので あ る。伝 送 用 の 漢 字入 出力 端 末

装 置 は,直 接 この シス テ ム利用 者 に開 放 し,出 来 るだ け簡 易 な操 作 で 処 理 が 出来 る よ う考 慮 す る。 こ

の た め,デ ー タの入 力,質 問,回 答 等 の処 理 を,漢 字 に変 換 され た若 干 の コマ ン ド(命 令 語)に よ り,

コン ピ ュー タに誘 導 され る こ とに よ り,可 能 な よ うにす る。

大 量 の デ ー タ出力 は,指 定 に よ り機 械室 内 に周 辺 機 器 と して設 置 され る高 速 漢 字 出 力装 置 に よ り処

理 す る。 限 定 され た距 離 の 同軸 ケ ー ブル で接 続 され た,漢 字 デ ィス プ レー に よ り映 像 出 力 を行 ない,

場 合 に よ り,こ れ よ り質 問 入力,デ ー タの再 編 集 ま た は再 転 送等 も実 施 す る。

な お数 値 デ ー タの処 理 は,伝 送 用 として 漢字 入 出力 端 末 装 置 に併 設 した数 値 入 出 力 端 末 装置 よ り行

な うか,ま た は機 械 室 内で デ ー タ嵌 込 装 置 よ り,直 接 に入 力 して処 理 す る場 合 もあ る。

(2)シ ステ ム構 成 内調 シ ステ ムは,NEAC2200オ ペ レー テ ング シス テ ムMODIVの もと

で制 御 され るCRJE(ConversationalRemoteJobEntry)シ ス テ ム を基 本 と し,漢 字入 出力 端 末 装 置

等 の オ ン ライ ン会 話 処 理 の制 御 を行 な い,一 方 高速 漢 字 出力 装 置,漢 字 デ ィス プ レー 装 置 の制 御 の た め

FEKS(FrontEndKanjiSystem)漢 字 制 御 シ ス テ ムが追 加 され る。

MODIVモ ニ タの 制御 の下 にデ ィペ ンデ ン トプ ログ ラ ム群 は,オ ン ラ イ ンデ ー タ収 集 処 理,フ ァイ

ル メ イ ンテ ナ ン ス処理,オ ン ラ イ ンQA処 理 な どの 情 報 検索 プ ログ ラ ム,そ の他 の ジ ョブフ。ログ ラ ム

な どの アプ リケ ー シ ョン フ。ログ ラ ム,及 び言 語 処 理 プ ロ グ ラ ムや,ユ ー テ ィリテ ィプ ロ グラ ム な どの

サー ビス プ ログ ラ ムか ら構 成 され て いる 。
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情 報 検 索 プ ログ ラ ム は,内 調 シ ステ ムに お け る主 要 な業 務 プ ロ グ ラ ムで あ り,特 殊 な資 料 編 集 プ ロ

グ ラ ムや,数 値計 算,予 測 モ デ ル の処 理等 も実 施 され る。

bシ ステ ムの機 器 構 成 と管 理

(1)機 器構 成 機 器 の運 用 は,大 別 して3群 で 実施 され る。 第1群 は,伝 送 用 漢字 入 出力 端末 装

置 及 び,併 設 され る数 値 処理 端 末 よ り成 る。第2群 は,機 械 室 で 中 央処 理 装 置,付 加 記憶 装 置 を合 わ

せ,モ ニ タ関 連 プ ログ ラ ム約40万 ス テ ップ,ジ ョブ プ ロ グ ラ ム約15万 ステ ップの 処 理 を可 能 とす る容

量 を持 つ。 漢 字 プ リン タ,漢 字 デ ィス プ レー は共 に漢 字 制御 装 置 に結 合 す る。 集 団 デ ィス ク装 置 は,

8ス ピン ドル で,シ ス テ ム フ ァイ ル等2,デ ー タ フ ァイル4,用 語 管 理 フ ァイ ル1,障 害 予 備1よ り

成 る。 ま た磁 気 チー フ。装 置 は,デ ー タ収 集,フ ァイ ル メ イ ンテ ナ ン ス処 理,数 値 関 連 処理 な どに使 用

され る。第3群 は,漢 字 デ ィス プ レー装 置 及 び マイ ク ロ映 像 装置 よ り成 り,こ れ等 は,緊 急検 索,映

像面 で の 出力 編 集,入 力 デ ー タ の再更 正 入 力,特 別 な会 議 用 の 出力 処 理 な どに利 用 す る。 映 像 イ メー

ジ は何故 で も直 ち にハ ー ドコ ピー出 力 装置 に よ り出 力 出来 る。

(2)シ ステ ム管 理 この シ ス テ ムは,1973年1月 以 来稼 動 を開 始 し,現 在 シ ス テ ム はCRO・

VersionOの 段 階 で サ ー ビス体 制 は出来 て い るが,な お,業 務 の運 用 が 全室 的 に実 施 され て い る状

態 で は な い。 その た め,現 在 で の実 態 で あ るが運 用 の基 準 は,1日6時 間 の オ ン ライ ン処 理 に よ るデ

Tタ 伝 送 検 索 処理 と,2時 間 の セ ン ター バ ッチ に よ る共 通,専 用 フ ァイ ル追 加 更 新 修 正処 理 よ り 成

る。 現 状 で は,オ ン ライ ン処理 は漢 字 入 出 力端 末 の処 理 速 度 に規 制 され て,1端 末 で,情 報 検 索 要 求

1.5時 間(約10検 索),デ ー タ入力3時 間(校 正 処 理 をふ くめ5,000字),管 理 デ ー タ出力1.5時 間で あ

る。高 速 漢字 プ リン タ(ま た は,漢 字 デ ィス プ レー)の 出力 時 間 は,仮 に6漢 字 入 出力端 末 よ り60検

索要 求 が すべ て プ リン タで処 理 され て も,出 力 編 集上 の レコ ー ド数 の概 算20,000レ コー ド(1レ コ ー

ドの 構成 約30字)程 度 と考 え られ,僅 か20分 以 内 で可 能 で あ る。 そ の た め シス テ ム管 理 の 主要 な問 題

は,漢 字 入 出 力端 末 装 置 の効 果 的 な運用 に よ って い る。

C人 と シ ス テ ム の イ ン タ ー フ ェ ー ス

a会 話 処 理

シス テ ム の利 用 者 は,漢 字 入 出力 端 末 装 置 よ り,漢 字 基 本 コマ ン ド(命 令 語)を 送信 し,コ ン ピ ュ

ー タよ り出力 す る漢 字 メ ッセ ー ジに よ って,誘 導 され なが らジ ョブ処 理 を進行 させ る。 す な わ ち中 央

処 理装 置 と,端 末 との 間 に,多 重 通信 制 御 装 置 を介 して,一 定 の 基準 に従 った伝 送 制 御 手 順 に よ っ

て,端 末 と コン ピ ュー タの会 話 制 御 が行 な われ る。 な お 中央 処 理 装置 で2キ ャラク タ ーで1漢 字 を表

現 す るた め に,漢 字 プ リン タ等 のNEACコ ー ド体 系 と,SC-4000端 末 コー ド体 系 の変 換 処理 が行

なわ れ る。

情 報 検 索 は,ジ ョブ指 定 の コマ ン ドで 選択 され る。QA処 理 とい うサ ブシ ス テ ムの1つ で あ って,
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その他 コ マ ン ドの 指 定 によ りデ ー タ転 送 ・単 純 リス ト等 のサ ブプ ログ ラ ム をジ ョブ として 指定 す るこ

とが 出来 る。 また 情報 検 索 の場 合,MDAIVの 制御 下 で,必 要 な資 料 を収 集 して,各 プ ロセ ス が実 行

され るが,こ の時 関 係 フ ァイル の指定,編 集 形 式 の 指定 等 は,あ らか じめパ ラ メー タ と して受 渡 され

る。

5-1-1図 情報検 索処 理のコマン ドの関係
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b入 出力 装 置 の機 能

この シ ス テ ムは,漢 字 を含 む 自然 文 を取扱 って い るため,通 常 取扱 って い る 日本 語 その ま ま を使 用

して,情 報 検索 な どの シ ステ ムを利 用 出 来 る。 使 用可 能 文 字種 類 数 は約4,000字 で,こ の 内CO59符

号(全 国 新 聞 社 メ ッセ ー ジ送信 符 号)約2000,そ の他 固有 名 称,特 殊 文 字,外 国文 字 を合 わせ拡 張 文

字 約2000を 選択 採 用 して い る。

(1)漢 字 入 出 力端 末 装 置50ビ ッ ト/秒 の伝 送 速 度 で コ ン ピ ュー タに 接続 す る。 伝 送 制 御 用 として,

STX(ブ ロ ック始 符 号),ENQ(応 答 要 求)な ど8種,文 字 フ ァン ク シ ョン と して,ESC(コ ー

ド変 換),CAN(削 除)な ど4種 の機 能 を持 って い る。 任 意 の 間 隔 で 自動 復 改 し,復 改 コ ー ドが附

与 され,伝 送 時 に これ に よ って,ETBが 附与 され デ ー タブ ロ ック を形 成 す る。

(2)高 速 漢 字 プ リン タ装 置 制 御 部,文 字 発生 部,外 字記 憶 部 な どよ り構 成 さ れ る。 印字 速度 は

1600行/分 で静 電 記 録 紙,文 字 は24×24ド ッ トよ り成 って い る。 出力 形 式 は 自由 に決 定 出 来 る。

(3)漢 字 デ ィスプ レー 制 御部,表 示 部(映 像部),鍵 盤 入 力部(NEACコ ー ド),八 一 ドコ ヒ。

一部 か ら構 成 され る。現 在 の 画 像表 示 文 字 数 は21×21=441文 字 で あ る。

画 面 に表 示 され る回答 を見 て,必 要 な部 分 を削 除,追 加 等 に よ り再 編集 して 再 入 力 しデ ー タ更正 イ

メー ジ と して蓄 積 し,ま た はハ ー ドコ ピー として 取 り出す こ とが可 能 で あ る。 ま た マ イ ク ロ検 索 と併

用 す る と効 果 的 で あ る。

(4)マ イ ク ロ検 索 装置

コ ン ピ ュー タ 出力 の 回答 デ ー タに マ イ ク ロフ ィル ムの分 類番 号 コ マ番 号 が附 与 され て お り,内 容 の

選 択 を必要 とす る時 は,そ の 番 号 をキ ー と して 必 要 な フ ィル ム画 面 を直 ちに表 示 し,場 合 に よ り画 面

の ハ ー ドコ ピー を直 ち に出力 す る事 が 出 来 る。

D処 理 プ ロセスの概要

内調 シ ス テ ムの処 理 機 能 を大 別 す る と以下 の6機 能 とな る。

① デ ー タ収 集機 能(端 末 よ り入 力 デ ー タ作 成,入 力端 末 よ りデ ー タ の校 正 修正)

② フ ァイル メイ ン テ ナ ン ス機 能(追 加 フ ロー と して,入 力 済 デ ー タ の編 集 一 形 態 チ ェ ックー フ ァ

イル 登録,更 正 フ ロー と して 登 録 デ ー タ抽 出 確 認一 ファイ ル変 更 指 示入 カ ー 関 係 フ ァイ ル修 正)

③ 検 索 処 理 機能(検 索 デ ー タ作 成 入 カー 検索 処理 一 編 集処 理 一 回 答確 認 一 再 検 索 デ ー タ入 力 お よ

び出 力)

④ 用語 管 理 機 能(検 索 用 語 フ ァイ ル抽 出一 用 語 の変 更 指 示 入カ ー フ ァイ ル修 正)

⑤ マイ ク ロ検 索 機 能

⑥ 統 計処 理 機 能(関 係 デ ー タ入 カー バ ック グ ラ ン ド処 理 一 出力)等 で あ る。

aデ ー タ収集 機 能
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端 末 装置 よ り直 接 デ ー タ を伝 送 し,仮 伝送 フ ァイル に入 力 す る。 大 量 デー タの場 合 は,端 末 装 置 よ

り,オ フ ライ ン で デ ー タ を紙 テ ー プせ ん 孔 し,こ れ を セ ン ター バ ッチ で入 力 し,編 集 フ ァイル に収集

す る。入 力 資料 に よ って,デ ー タ の形 態 が 異 るの で,デ ー タ形 式 に よ り入 力 処 理 の プ ロセ スが 選 択 さ

れ 標 準形 式 に変 換 され る。 仮 伝 送 フ ァイ ルの デ ー タ をデ ィス プ レー,ま た は端 末 装 置 に 出力 し,校 正

修 正 処 理 を行 な った上,登 録 指 示 を行 な う。

bフ ァイル メイ ンテ ナ ン ス機 能

検 索 シス テ ムで は,検 索 の 対 象 とな る フ ァイル の 管 理 は,最 も重 要 な作業 で あ る。 この シス テ ムで

基 本 とな るの は デ ー タ フ ァイ ル,キ ー フ ァイ ル,辞 書 フ ァイル で あ り,こ れ 等 を常 に最 新 の 状態 に置

く処理 の成 否 如 何 が 問題 で あ る。 修 正 指 示 は フ ァイ ル に蓄 積 され た登 録 デー タの 登録 番 号 を指示,レ

コ ー ド構 成 の単 位 で,抹 消,変 更,追 加 等 を行 な う。 辞 書 フ ァ イル,デ ー タ フ ァイ ル の修 正 に伴 い,

キ ー フ ァイル 変更 イ メ ー ジが作 成 され,こ れ に よ って,キ ー フ ァイ ル を処 理 す る。 オ ン ラ イ ン可 能 な

処 理 は,修 正 指 示 の伝 送 まで と し,そ の後 の基 本 フ ァイ ル の変 更 は オ フ ライ ンで処 理 す る。

c検 索 処 理 機能

検 索 質 問 は,漢 字 端末 装 置 を使 用 して,オ ン ライ ン会話 処 理 で 行 な う。 そ の際 回答 の出 力 装置 を指

示 して,回 答 は いず れ か に 出力 され る。

回答 デ ー タの 出力 につ いて,デ ー タ は,情 報 処 理 の 単 位 と しての セ グ メン ト単 位 に 出力 指 示 をあ ら

か じめ行 な い,ま た,出 力 デ ー タ の編 集 形 式 が指 定 出来 るよ うに な って い る。利 用 者 は,目 的 に応 じ

て,出 力 セ グ メン トを指定 し,か つ 出力 全 体 を適 切 な方 法 で編 集 す る こ とが 出来 る。

なお漢 字 デ ィス フ。レーか らは,映 像 出力 の ほか に,こ れ に附 設 す るデ ィス プ レー入 力鍵 盤装 置 に よ

り質 問入 力 も可 能 で あ る。

各 種 出力 の過 程 で,マ イ ク ロ番 号 が指 定 され れ ば,そ の都 度 マ イ ク ロ検 索 を行 な うこ とが 出来 る。

d用 語管 理 機 能

検 索 に使 用 す る検 索語(キ ー ワ ー ド)に つ いて,こ れ らを体 系 的 に分 類 整 理 し,用 語 の相 互 関 係 を

フ ァイル に記 録 す る。 この 関係 は,階 層 的 関係,類 語 的 関 係,組 織 関 連 等,情 報 作 成 の過 程 で 常 に 変

動 す る要 因 を持 ってい る。 そ の た め この構 成 をすべ て固 定 化 す る こ とは,利 用 者 側 に対 して は,む し

ろ問 題 とな る。共 通 フ ァイ ル の た め の用 語 は,基 本 的 な階 層 関係 に留 め,主 と して,言 語 の類 語 関 係

を中 心 に管 理 され て い る。専 用 フ ァイル の た め の用 語 管 理 は,階 層 化 を重視 し,デ ー タの選 定 の効 率

化 を計 る と共 に,専 用 デ ー タフ ァイ ル の管 理 も行 な う こ とにな る。

e統 計 処 理 機能

情 報検 索 処 理 中 の バ ック グ ラ ン ド処 理 として,専 用端 末 か ら統 計 数 値 デ ー タ と,処 理 プ ロセ ス を指

定 して入 力 し,回 答 を出力 す る。 な お,処 理 の 中で セ ン ターバ ッチ に適 す る もの は,そ の時 間 帯 で処

理 す る。情 報 検 索 ジ ョブ と,数 値 処理 ジ ョブ の関 連 は,目 下 検 討 中 で あ る。
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5-1-3図 検 索処 理 フ ロー
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2北 海道庁 における客土積算 システム

A開 発動機 と背景

農 業 基 盤 整 備 に果 す客 土(5-2L1表)の 役割 は,北 海 道 の耕 地 の57%を 占 めて い る火 山灰,泥 炭,

重 粘土 等 の特 殊 土 壌地 帯(55万ha)の 土 性改 良(土 性,保 水,地 耐 力)を す る こ とで あ る。 その方 法

と して は,軌 道 あ るい は ダ ンプ トラ ックに よ り厚 さ に して3～6cmに な るよ うに,そ の 耕地 に適 した

土 壌 を運 搬 す る もの で あ るが,こ こで最 も大 切 な こ とは運 搬 に お け る積込 機 械 と運 搬 機械 の組 合 せ な

ど を含 め て設 計 者 の 個人 差 な ど を消去 し,適 正 な工 事 価 格 の積 算 を行 な う こ とで あ る。 この た めに は

待 ち行 列 型 シ ミュレー シ ョン(言 語EGPS－ 皿)の 手法 に よ る こ とが最 も適 当 な もの で あ る と考

え られ る。 な お作 業機 械 の 一 般 的 な能 力 の 算定 に お い て も,

Ω=(q/Cm)×E

Q:時 間当 り作業 量(m8/hr)

q:1回 の作 業 量(m3)

Cm:1回 の 作業 時間(hr)

E:作 業 効 率

とな って お り,こ れ に関 連 して積 込 機械 の旋 回角 度(A)に よ るサ イクル タイ ム も,

パ ワ ー シ ョベルCm=(0.067×A十11)/3600

バ ック ホ ウCm=(0.067×A十24)/3600

ドラ グ ラ イ ンCmニ(O.067×A+22)/3600

の よ うに算 定 式 に組 み入 れ られ て い る。

また運 搬機 械 の平 均 往復 距 離(L)mも 次 の よ うに組 み入 れ られ て い る。

ダ ン プ トラ ックCm=(0.005×L十8.5)/60

こ こで,積 算者 が確 か な 作業 効 率(E)を 与 えれ ば よ い こ ととな るが,次 の よ うな条 件 を満足 しな

けれ ば な らな い こ と を考 え合 せ る と,そ の 数値 を決 定 す る こ とは極 めて困 難 で あ る。

1)待 ち行 列 か らみ る組 合 せ 台数 の最 適 化 。

2)ダ ン プ トラ ックの経 路 が 砂 利道,舗 装 道,市 街 地,学 童路,国 道,そ の 横 断 お よ び右,左 折,

踏 切 待 ち,信 号 待 ち,等 複 雑 化 す る場 合 の －E－ の反 映 の具 体 化 。

3)工 事 実施 へ の最 適 化 の助 言 と実績 値 の フ ィー ドバ ック。
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B意 義,内 容,効 果

前述 の能 力 式 で は シ ョベル の場 合,ダ ン プ トラ ック を待 つ 時 間 を含 め た他 の条 件 を －E－ で 修 正

し,ダ ンプ トラ ックの場 合,8.5分 の 内数 で シ ョベ ル空 き を待 つ 時 間,積 込 時 間,放 下場 で の 放 下

時 間 を与 え,道 路 要 因 を－E－ で 修 正 す る。

シ ミュレー シ ョン は3つ の部 分 か らな る。

Aシ ョベ ル の 積込 時 間 分布 を作 る。

B道 路 時 間 分 布 を作 る。

CAとBに よ りダ ン プ トラ ックの必 要 台 数 を求 め,最 少 費 用 の場 合 の シ ョベル とダ ン プ トラ ック

の 組 合せ を発 見 す る。

こ こで,モ デ ル化 のた めの 細 分化 され た機 械 の動 きは,独 立 事象 で あ った り,条 件 の附与 で あ った

りす る。例 えば シ ョベ ル のバ ケ ッ ト(土 をす く う)時 間 は,土 質 の 硬軟 に よ り異 な るが,次 の動 きの

旋 回 時 間 は土 質 に無 関係 で あ る,こ とに客 土 の場 合,積 込 機 械 は土 取場 の土 質 と作 業 場 条 件 に よ り定

ま る。 山 の土 はパ ワー シ ョベル に よ り機 械 よ り高 い と ころ を掘 削 す る。川 の 土 は機 械 よ り低 い と ころ

を掘 削 す るた めバ ックホ ウか,ま た は ダ ン プ トラ ックが機 械 に近 づ けな い と ころで は桟 道 を敷 い て ド

ラ グ ライ ンを使 うこ と とな る。

道 路 時 間 の積 上 げ は,土 取 場 か ら放 下 場 まで の 経 路 を,道 路 の種 類 に よ り分 割 し,そ の 区間 ご と に

ス ピー ド分 布 を与 え,連 結 して 道 路 時 間 を求 め る。

1)シ ョベ ル の モデ ル 化

5-2-1表 客土地区の土性 の諸元(45年 度実施)

地 区 名

北

北

大

稔

高

美

富

村

斗

南

願

町

島

原

呂

中富 良野

中 央

妹 背牛北

　セ

(kg/m3)

1707

1524

1843

1781

1514

1495

1726.

1925

1822

1953

f

0.7

0.8

0.7

0.7

0.8

0.9

0.7

0.7

0.7

0.7

W(%)

32

55

25

22

31

39

'
36

25

30

34

WL(%)

65

67

41

33

56

60

58

33

40

42

WP(%)

19

25

14

18

19

24

31

20

20

28

Ip・WL-Wp

46

42

27

15

37

36

27

13

20

14

IL=W-WpI
p

0.283

0.714

0.407

0.267

0.324

0.417

0.185

0.385

0.500

0.429
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2)道 路 の モ デ ル化

分 割 され た ル ー トeと に 次 の10ケ の情 報 を与 え るこ とが で き る。

i距 離iv往 復 路 表示

ii徐 行 回数v・viiそ の 他 の 関数3ケ

iiiス ピー ド関 数viii～x行 先 ル ー ト3ケ

道 路 の ス ピー ド関 数 の 作成 は,分 割 点 や カ ー ブ等 で徐 行 を要 す る地 点 の前 後 そ れ ぞ れ100m点 に測

点標 を設 け,こ れ らの徐 行 区 間 外 が 道路 固有 の ス ピー ドを持 つ と考 え,予 め 測点 を記 入 した

デ ー タ シー トに その 通過 時 刻 を秒 単 位 で,ま た区 間 内 で対 向車 に よ って 徐 行 が 生 じた場 合 は そ の回数

を記入 した。

1つ の ル ー トにス ピー ド関 数,徐 行 関数 の 他 に3つ の関 数 を列 記 で き るが ,ル ー トへ の進 入 ロス,

退 出 ロス,そ の 他 の ロス と して 特 に,シ グ ナル セ ッ トや 踏 切処 理 を与 え るよ うに した。連 結(行 先)

ル ー ト番 号 で チ イ ン ニ ン グ して 土取 場 ～ 放 下 場 ま での 道 路 を作 る こ と とな るが
,放 下場 数 が 多 い(40

ケ以 下)場 合 に は これ らの 道 路網 の最 適 経 路 は,理 論上 ス ピー ド関 数 とそ の他 の 関数 に よ り最少 時 間

経 路 の ル ー ト連 結 を行 な う。

3)シ ョベル とダ ン プカ ー の モ デル 化

5-2-1図 シミュ レー ション部

働

口
(・n・T)

●

ぐ∋
4
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古

ぐ ト〉
■

ピ 〉
●

∈ 〉
●^

◇カ
●

ぐヅ
θ

雀 〉
⊂ら

START

M5KDI
≡ 一一 一 の計 算結 ※の

ス トア

ダンプの 走行時
間台数NN= 一 一3

積込時間

i:　
¥'≧ ♂

N

tt用 血1

変 ∫曲.ウi壷2|面 力.

N=N+2

変fヒ,e,t麦2回

NO

鴛 レ;

⑭ …ξ

、
N=N-5

..、 難 ンド、.

D】SKに
計算結果を_一
ストア

END

L

・・K叶
L

(・TA・T)
占

ぐ蘂 ・一
・1・ 一 卜

結合図

〈i-〉惜
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以上 の よ うに設 計 の 具 体化,客 歓 性 の あ る積 算 試 料(5-2-2図)の 導 出 をみ た が ス ピー ド関数 は む

しろ地 区独 自 の もの を採 用 す るこ とが望 ま しい。 ま た国 鉄 の ダ イヤ の セ ッ トな ど もこのEGPS－ 皿

で は容 易 に可 能 で あ る。 特 に学 童 路 に は再 徐 行 の ス ピー ド関 数 を与 えて 費用 の上 で 検討 され た工 事 仕

様 書 の作 成 も可 能 で あ る。.

5-2-2表 客 土 事 業 の 補 助 率 (後):後 進地域の こと

負担

国 費

道 費

地元 負担

道 営 客 土

水 田1畑1畑(後)

50

25

25

55

22.5

22.5

55

25

20

団 体 営 客 土

水 ・1畑 已(後)

40

2.5

57.5

55

45

55

40

5-2-3表 客 土 事 業 実 績

(北海道農地開発部)

＼ 区分、

年度 ＼

道 営 団 体 営

事 業 量1事 業 費 事 業 量 事 業 費

吻1千 円 泌1千 円

38

39

40

41

42

43

44

45

累

(昭 和22～37)

年

年

年

年

年

年

年

年

度

度

.度

度

度

度

度

度

計

17,621

2,097

2,219

2,635

2,614

2,423

2,925

2,965

3,153

38,652

4,551,870

928,161

1,180,798

1,241,465

1,396,045

1,608,299

1,915,147

2,037,047

2,267,249

17,026,081

35,912

1,425

1,958

1,763

2,557

1,928

2,164

1,655

1,555

50,917

3,423,166

268,735

366,206

403,078

559,469

411,615

520,282

491,722

497,433

6,941,706
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5-2-2図

小運搬用

デー タ

・h。、・L・,、Ch嚇,成
ER鼎

A

瀧烈

予算 内 訳香

(LIST-3)

地区別
一覧表

M5KD8

ファイル管理

シ ス テ ム 図 ・機 能

M5KD4:デ ー タ・チェツク

シ.ユ レ→(FORTRAN)
ヨン デ ー タM5KD5:面{真 田{!「

放下場 別運土鉦

DATA(FORTRAN)
CheckM5KD6:シ ミュレーション ・データ

のCARDCheck

輪:蒜 瓢_,結
代表ルートの平均時間

と標準偏差

な9礎 脇 ・・ベルの鰯 問と
入 力 標準偏差

(EGPS－ 川)

M5KD2:シ ミュレーションによる

8イ タレー ションの トラ

イアル能力の決定

〔EGPS-m)

SIMULAMsKD3:FORTRANとLINK
TJONに よるListout

(EGPS-・lll)

M5KD7:干 算計算

(FORTRAN)

M5KD8=フ ァイル管理

(FORTRAN)

5-2-3図 使用機 器構成

.

CONSOLE

MT#1

NEAC2200M400

・192KC

CARD

READER

1台

DISK .1

LINE

PRINTER
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5-2-4図

シ ョベ ル1～5台

目

ト ラ ッ ク 客 土 模 式 図

ダ ンプ トラ ック7～40台

＼
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3千 葉 県 が ん セ ン ターの病 歴 シス テ ム

Aは じめに

千葉県がんセンターでは医療システム,と くに病歴管理システムを中心としたEDP化 を目ざし,

準備を進めてきたが,そ の基本的なものは次のようである。センターは,県 民の福祉のため,臨 床及

び基礎医学の力を結集 してがん対策を強力に推進することを目的として設立され,47年11月 にオープ

ンしたが,こ のような地方 自治体による施設は高度な医療技術とともに,住民と密着 したきめの細かい

地域医療対策 ともいうべき使命を負わされている。したがって一般病院とは異な り積極的に県民の申

に入 り込み早期発見,早期治療によるがんの撲滅を推進して行かなければならない。それゆえ,診断,治

療,予后管理などの情報が施設内だけに止まらず,県民すべてを対象 とした処理が必要になってくる。

医療のEDP化,と りわけ病歴管理 システムのEDP化 は,そ の情報が複雑で,多 種多様でありな

がら,絶 対的に正確で迅速な処理が要求 されるものであり,そ の実現は待望 されてはいるが現在のと

ころ全国的にみて完成 されたシステムはほとんど無いといってよい。元来患者個人より発生す る情報

は1人1人 異なるものがあり,全 経過を記録するとなると,そ の分類だけでも容易なことではなく,

EDP化 による病歴管理はそれだけ複雑で多種のコード化が必要になるし,コ ー ド化し得ない ものも

当然出てくる。コー ドの数が増えればそれだけ入力の手間が煩雑になり,電 算機を知 らない素人の医

師にとって診療の合間にメカ作業を行なうことは非常に面倒な仕事になる。 しか も分類したデータの

中で使用するCodeは 非常に限定 され易い。したがって限られた種類のデータを数多 く扱 うようなコ

ンビ。ユ一夕の利用の方法から見ると全 く能率の悪いものになる。 しか もEDP化 しrこシステムに合わ

せて診療を行なうことは特殊な検査センターや人間 ドックのようなものを除けば臨床医にとって不可

能に近いと思われる。しかしながらますます複雑になる膨大な情報を正確に記録 保存し,必 要に応

じて検索を行なうことは将来電算機を利用する以外に方法は無いであろう。

Bシ ス テムの 目的

千葉県がんセンターが敢えて病歴管理システムのEDP化 に踏み切った理由は次のごときものであ

る。

1)対 象 とする疾病が,が んを中心とした悪性腫瘍に限 られているため重点を置いて処理できる。し

たがって全疾病を同じようなウェイ トで扱わなければならない一般診療病院や大学病院に比 し,情 報

の種類 も限られ処理 も楽である。
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2)悪 性腫瘍の場合,診 療を行なう側,受 ける側共に一生を通 じての正確な記録が必要であり,受 診

当初より予層管理まで長い経過を系統立てて記録しておく必要がある。現在使われている診療カルテ

で1人 の患者に生涯通 して用いることは診療上必要なことであって も,蓄 積 された内容は膨大なもの

となり,保 存にも検索にも不便になって くる。

3)が ん患者個人毎の記録 と共に,全 体としての県民の健康状態を知 り,早 期発見,早 期治療のため

の対策を推進 して行 く必要がある。

4)こ れからのがん治療は,治 療と共に社会復帰 も重要な課題であり,そ のためには患者の予層管理

や追跡調査を確実に行なう必要がある。

5)膨 大な病歴情報を充分に活用 し,将 来の研究や技術の進歩に役立てる。

6)国 や他県の関係機関 との情報交換に備える。

これらが主なる理由である。しかしながらこれを実現 させようとす るにはい くっかの困難な事項が

あった。主なるものを列記してみると,

1)コ ー ド化

当センターの目標のひとつである高度の医療技術 とい うことになると,各 専門の医師は最新の医学

的知識により情報の分類を行なわないと満足せず,全 体 として予め決められた分類 コー ド化は各専

門家から見ると極めて不満足なものとなり,診 療や研究にはあま り役に立たないという意見 もある。

また現在行なった分類が将来そのまま続いて使われるか否かという問題 もある。したがって各専門家

の意見を十分にとり入れ,し か も全体 として統一のとれたコー ド化を行なう必要がある。

2)入 力方法

約50人 の医師により病歴情報が発生するが,入 力 されるデータに誤 ま りは絶対にあってはならな

い。また入力の方法が複雑であって,診 療の妨げになってはならない。当センターでは電算機に素人

の医師でも自分の目で確かめながら記入でき,自 由な時間に書け,入 力までに介在する ミスを一切防

ぐ目的でOMRシ ー トを採用したが記入のための時間的ロスとマーク方法を徹底 させることは,多 忙

な日常診療に追われる臨床医にとってやはり大きな問題である。

3)出 力について

どの様な出力が欲 しいかと具体的にわからなかったり,決 められない場合が多い。これは多 くの医

師の電算機に対する理解が不足しているために もよるが,累 積されたデータを将来 どの様な形で使 う

かということは,そ の時点になってみないと分からないことが多 く,従 ってファイルの持ち方 も多 く

の用途に応じられるようにしておかなければならない。他にもい くつかの困難な問題はあるが主なも

のは以上の3つ の問題であり,他 はこれに付随して出てきたものである。

Cシ ス テ ムの構 成
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当初 の 電 算 機 の構 成 は5-3-1図 の如 く,FACOM230-25,CPUは32KBで,入 力 装 置 と して はO

MR(F6351B)1基,PTR(F749C)1基,出 力装 置 と して は,LP(F644K)を1基,更 に補 助 記憶

装 置 と して は,MT(F608K)2基,DP(F464)2基,DR(F628L)1基 を装 備 す る。

5-3-1図

F230-25シ ステム

中央処理装置

ノモリー32KB

COBOL,FORTRAN/
ファイル

チャネル

磁気テープ

チャネル

マルチプル

チャネル

・タイプライ タ装 置 光学読取装置 紙テープ読取装置 ラインプリン装置

D病 歴 管理 システ ム

シ ステ ムを5-3-2図 に示 す。 シス テ ム は患者 登 録 シス テ ム,デ ィク シ ョナ リー ・シス テ ム と一 体

とな り機能 を果 たす 。

1)入 力 シス テ ム(MINCに つ いて)

病 歴 情 報 はOMRシ ー トに マ ー ク されて入 力 され,シ ー トNo.と ポ ジ シ ョン よ りコー ドに変 換 して

フ ァ イル を持 つ わ けで あ るが,デ ー タ の種 類 が膨 大 で あ り,シ ー ト枚 数 は約110枚 に お よ び,し か も同

じ情 報 が 複数 枚 の シ ー トにの る こ とが あ り,1枚 の シー トに記 され るマ ー クの数 も1人1人 異 な る。

た とえ ば症 状 をマ ー クす る際 に あ る患 者 で は1ケ で済 み,他 の患 者 で は10ケ も必 要 で あ る とい う場合

が生 じて くる。 した が ってす べ て の デ ー タは シ ー ト上 の ポ ジ シ ョン で処 理 す るの で は な く1positiOn,

1codeと して扱 わ ない と収 容 し切 れ な くな る。 この 問題 を解 決 す るた め に富 士通 側 よ りMINCシ ステ

ムが 提 供 され,当 施設 で のOMRシ ー トの情 報 はす べ て このMINCに よ り入 力 を行 な って い る。MINC

は3つ の 機能 よ り構 成 され る。第1と してOMRよ り入 力 され た シー ト上 の マ ー クpositionに 対 して
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対応 テ ー ブル よ り索 引 し,そ の正 式codeに 変 換 す る。 第2に 変換 され たcodeが 各AREA内 で 医学 的 情

報 と して正 常 な もの か否 か を チ ェ ックす る。第3に 上 記2stepに お い て正 常 のDATAと して認 め られ

た ものの み をMTに 出 力 す る。上 記 シ ステ ムはdaily業 務 と して 行 な わ れ る。 な お,医 学 的進 歩 は 日

進 月 歩 で あ るた め,OMRシ ー ト上DATAも お のず と追 加 され ね ば な らな い の で,CONVERT用 テ

ー ブ ル も日毎 に追 加 変 更 を して行 か ね ば な らず,そ の 機能 も含 ん で い る。 上 記 に よ り出力 され たMT

に は中 央 検査 室 用DATAと 病 歴用DATAと が 同－MTに 入 って い るた め,こ れ を両 者 に振 り分 けて

処 理 す る。 現在 の とこ ろ上 記CONVERTSYSTEMま で はCATALOG化 され登 録 され て い る。

2)検 査 処理 シ ス テ ム

当 日分 の 検査 デ ー タの 一 部 は抽 出 され,デ イ リー 処理 と して 検 査 レポ ー トが 印刷 され る と共 にす べ

て の デ ー タは 累積 され デ ィテイ ル フ ァ イル と して 保 存 され る。

3)病 歴 処理 シス テ ム

病 歴 情 報 は多 種 にわ た り,数 多 く発 生 す るのでOMRの デザ イ ン上,項 目が す べ て1枚 に な る とは

限 らな い ため,同 科 で も複 数 に ま たが る と共 に,数 枚 の シ ー トに ま たが って,1人 の 患者 のDATAが

複数 枚 発 生 す る。 更 に 同一 日に多 数 の 患者 が来 院 す れ ば,そ れ らの デ ー タ を結合,累 積 して デ ィテ イ

ル フ ァイル を作 成 し,永 久 保 存 す る と共 に,一 部 を抽 出 して一 次 フ ァイ ル を作成 し,こ れ よ りX線 診

断 な どの 病歴 検 査,各 科 別 の用 途 に従 った専 用 サ マ リー,各 科 共通 に用 い られ る共 通 サ マ リー の フ ァ

イ ルが 作 られ,そ れぞ れ 帳 表 が作 成 され る。 ま た全 デ ー タの中 よ り,各 個 人 につ いて の,病 名 と治 療

歴 に関 す るデ ー タ が抽 出 され 病名 フ ァ イル と治 療 フ ァイ ルが 作 られ る。

4)デ ィク シ ョナ リー シス テ ム

コー ドに対 応す る20字 以 内 の英 字 の 正式 名 をデ ィク シ ョナ リー マ ス タ ーに 登録 し,出 力 す る時 に,

コー ドに よ り,こ の正 式 名 をデ ィク シ ョナ リー よ り引 い て印 刷 す る。

5)患 者 登録 シス テ ム

患 者 番 号 ・氏 名 ・生 年 月 日 ・住 所 ・本籍 ・既 応歴 ・家 族 歴 な ど を患 者 マス ター に登 録 して お く。病

歴 情 報 は,患 者 番 号 に よ って入 力 され フ ァイル され て い るの で,出 力 の時 必 要 な項 目 を患 者 マ ス ター

よ り抽 出 して 印刷 す る。

Eま とめ

千 葉 県 が ん セ ン ター の 病歴 管 理 シス テ ムの概 要 に つ いて 述 べ たが,こ れ は トー タル ・シ ス テ ム とい

って よい大 きな もの で あ り,こ れ を一 挙 に完 成 させ るに は,時 間 も費 用 も多 大 な もの がか か り,現 実

の問 題 と して は,サ ブ シス テ ム毎 の完 成 とい う方 法 を と らざ るを得 ない 。 したが って 利用 す る側 か ら

見 る と最 初 は不 満 足 な もの と考 え られ るが,実 際 に運 用 レ な が ら不 備 な 点 に修 正 を加 えなが ら完 成 し

て い った方 が,よ り実用 的 な シ ステ ム とな るだ ろ う。
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4電 電公社 のデータ通信 サー ビスの現状

Aは じめに

わが 国 に お け るデ ー タ通 信 シス テ ム は,1964年 の 国鉄 の 「み ど りの 窓 口」 や 日本 航 空 の座 席 予約 シ

ス テ ム に実用 化 されて 以 来,情 報 化 社 会 の進 展 と と もに年 々次第 に増 加 し,1972年9月1日 現 在 で,

お よ そ380シ ステ ムに達 して い る。(5-4-1図 参 照)

この うち,電 電 公 社 の デ ー タ通 信 シス テ ム は,1968年 に開 始 され た群 馬 銀行 の為 替 通 信 シ ス テ ムや

全 国 地方 銀 行 協 会為 替 通 信 シ ス テ ムに利 用 され て 以来,順 調 な伸 び を示 して い るが,全 体 の シ ステ ム

数 比 で は4.9%と な って い る。 な お,公 社 直営 シ ス テ ム は,そ の後4シ ス テ ム を加 え,1972年12月 末

現 在 で23シ ステ ム を稼 動 させ て い る。

以下 に,同 公社 の提 供 す るデ ー タ通 信 サ ー ビス の現 状 に つ いて 概観 す る。

Bサ ー ビスの種 類 と利用 状況

電 電 公 社 の デ ー タ通 信 は,ユ ーザ ーの 態様,シ ステ ムの性 格 か ら2つ の サ ー ビス に大 別 で き る。

1つ は,電 電 公 社 が あ らか じめ処 理 業務 の内 容 を定 め て,シ ス テ ム を計 画,設 計,建 設 し,希 望 す

る ユ ーザ ー に その シス テ ム ・サ ー ビス を提 供 す る レデ ィ ・メー ド型 の サー ビス で,不 特定 の一 般 ユ ー

ザ ー を対 象 と した もの で あ る。 これ に は科 学技 術計 算 サ ー ビス,販 売 在 庫管 理 サ ー ビス,電 話 計算 サ

ー ビスの3種 類 が あ り,第1表 に示 す とお り,1972年12月 末 現 在 で,そ れ ぞ れ3シ ス テ ム,3シ ス テ

ム,2シ ステ ムが稼 動 して い る。

他 の1つ は,特 定 の ユ ーザ ー や 利用 団 体 か らの要 望 を受 け て,そ の希 望 す る業 務処 理 シ ステ ムを電

電 公 社 が 設計 ・建 設 ・保 守 す るオ ー ダ ・メ ー ド型 の サ ー ビスで あ り,こ れ に は群 馬銀 行為 替 交 換 シ ス

テ ム な ど15シ ステ ムが稼 動'して い る。

(a)科 学 技 術計 算 シ ス テ ムの 利用 状 況

'科 学 技 術計 算 シ ステ ム(DEMOS … …DendenMultiaccessOn-lineSystem){は
,建 築 構 造設 計,

電 気 回路 解 析 な どの技 術 設 計 計算,LP,PERT、 シ ミュ レー シ ョンな どの経 営 科学 計 算,給 与 計算 な

どの事 務 計 算 な ど広 範 な デ ー タ処 理 業 務 を対 象 とした わ が国 最 初 の商 用 タ イ ム シ ェア リン グ ・シス テ

ム で あ り,大 型 コ ン ピ ュー タの共 同利 用 に よ る コス ト ・パ フ ォー マ ンス の向 上 をね らい として い る。

1971年3月 に東 京 で サ ー ビス を開 始 して以 来,そ の利 用 は順 調 に伸 び てお り,1972年12月 末 現 在 ,
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5-4-1図 自営 ・私設線 ・直営システムの推 移
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1966年
3月 末

1967年
3月 末

1968年
3月 末

1969年
3月 末

1970年
3月 末

1971年
3月 末

1972年
3月 末

1972年
9月1日

自 営 5 10 20 35 75 122 188 295 355
1

私設線 1 2 2 5 7 13 17 20 20

直 営 一 一 一 一 2 4 9 15 19

合 計 6 12 22 40 84 139 214 330 384

直営システム 一 一 一 一 2.4 2.9 4.2 4.5 4.9

の習1合(%) 1

1

(注)1.

2.

3.

自営 シス テ ム:ユ ー ザ ー が 自 ら設 置 した コ ン ピュ ー タ と電 電 公 社 の 通信 回線 と を結 合 させ た シス テ ム。

私 設 線 シス テ ム:ユ ー ザ ー が,コ ン ピュー タ と通 信 回 線 の いず れ も自 ら設 置 し,こ れ らを結 合 させ た シ

ス テ ム。(な お,本 シ ス テ ム数 は,現 在 判 明 し得 た もの の みの 数 で あ る)

直 営 シ ス テ ム:電 電 公 社 が,コ ン ピュ ー タ と通信 回線 を一 体 と した デ ー タ通 信 サ ー ビス として ユ ー ザ ー

に提 供 す る シ.ステ ム。

《
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5-4-1表 稼 動 中 の 公 社 直 営 シ ス テ ム
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(1972年12月 末 現 在)

特

定

ユ

1-

1ザ

い

i向

{け

,の

iサ

il'1

ビ

ス

・ テ ・ ∈ 象 業 ∋ セン・機⇒ 藷 嚇 「同職 隆 一ビス瞥

技 術 計 算 同 左

.J3050×2・ 東 京 ・

100b/、

1971.3

J3050×2 大 阪 1971.6

J3050×2 名'古 屋' 1972.8

J2060×2 東 京 1970.9

販 売 在 庫 管 理 同 左J2060×2大 阪200b/s1971.1

・J4050×2名 古 屋 1972.3

電 話 計 算 同 左
J3050×2東 京 1970.9

J3050×2大 阪 1971.3

群 馬 銀 ∋ 為 替 業 川 .・.?・3…1前 司 ・・⇒ ・968・・

全国地方鈴 齢 已 替 業 務 …5… 已 『 ・… 川 ・968…

運 輸 省1賎 瞳 劃 …5… 東 京1・ ・・…/・1・97…

静 岡 銀 行1為 ‥ ∋ …3…|清 水|・ ・⇒ ・97…

⊇ 道 銀 ∋ 預 舗 務1…35・ ・1木 ・ 幌1・ ・・… 川 ・97…

近 畿 柄 銀 行 ∈ 金 ・貸 付1…5…1大 阪 ・,・…/・1・97・ ・7

千 葉 銀 行 已 金 ・為 ∋ …35…1千 葉1・ ・・…/・1・97・ …

京 都信用金 離 『 預 金 業 ∋ …6… 東 京 ・・・…,・1・972・ ・

大阪府信用金離 会 ∈ 鑓 ∋ …6…/大 阪|・ ・… ∋ ・972・・

横 浜 銀 行 ∈ 糖 …・貸付1…6… 横 浜1・ ・・…/・i・972・ ・

鳥 取 農 ∋ 信用 ・購買 ・販売 …4…1鳥 取1・ …/・1・972・ ・

噸 髄 蛎1預 金 業 司 …5…1名 古 ⇒ ・;200b/sl・972…

東 亜 国 内 航 空 巨 席 予 ∋ …5…1東 京 …/・1・972.・ ・

静 岡 銀 行 預 金 業 務 い ・・・…1清 水1・ ・・…i・1・972…

大 生 相 互 銀 行1預 金 ・貸付 ⇒ …5…1東 京 ・・・…/・1・972・ ・2・

(注)こ のほか,万 国博覧会 管理運営 シス テムを1970年3月 か ら9月 まで,札 幌オ リンピック冬季大会管理運 ,

営 システムを1972年2月3日 か ら同2月13日 までの会期中実施 した。

東 京 ・大 阪 ・名 古 屋 の シス テ ム に291の 端 末(ユ ー ザ ー数260)が 接 続 され,そ の 需 要 はか な り根 強 い

もの が あ る(5-4-2表 ・5-4-2図 参 照)。 と くに,DEMOSの 利用 に は,即 時 処 理 と一 括 処 理(リ モ

ー ト ・バ ッチ)の2つ の形 態 が あ り,ユ ー ザー は処 理 業務 の性 質 に応 じて,コ マ ン ドに よ りそ のい ず

れ か を選 択 す る こ とがで き る。DEMOSに 備 え られ た ライ ブ ラ リー ・プ ロ グ ラ ムの利 用 は もちろ ん,

ユ ー ザ ー は処 理 しよ う とす る業務 の プ ログ ラ ム をデ ー タ宅 内装 置 か らユ ーザ ー 自身 が 自由 に作 成 で き
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5-4-2図DEMOSの ユ ー ザ ー ・端 末 数 の 推 移
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5-4-2表DEMOSの セ ンタ別 利 用 状 況 1972年12月 末

セ ンタ別

区分
東 京 大 阪 名 古 屋 合 計

1

ユ ー ザ ー 数 129 96 35 260

端 末 数 144 109 38 291

るな どの特 徴 が あ り,ユ ーザ ー の 評判 も良 く,各 地 で 申込 み を受 けて い る端 末 数 の 合計 は,約90(ユ

ーザ ー数 約70)を 数 えて い る。

都 市 別 の端 末 数 構成 比 は,東 京23区 内46%,大 阪 市25%,名 古 屋 市9%,そ の他,横 浜 ・京 都 ・神

戸 な ど周 辺 都 市 等 で あ る。

ユ ー ザ ー を業 種 別 にみ る と,建 設 業(60%)と 製 造 業(22%)が 圧 倒 的 に多 く,そ の他,銀 行 や 販

売 業,調 査研 究 部 門 とな って い る。

ユ ーザ ー の規 模 は,資 本金 で み る と,そ の平 均 は約38億 円,従 業 員約2 ,700人,年 商 額約360億 円 で

あ る。 な お,ユ ーザ ー 構成 の特 徴 は小 企業 か ら大 企 業 ま で非 常 に幅広 く分 布 して い る点 で あ る。 大 企

業 にお い て は,地 方 に散在 す る事 業 所,研 究 所 等 で の コン ピ ュー タ利用 や,二 次 的 な コ ン ピ ュー タ利

用 の 需 要 も増 加 して お り,こ の面 で のDEMOSの 利用 が期 待 され て い る。

よ く利 用 されて い る ライ ブ ラ リー は,骨 組 応 力解 析,骨 組 振 動 解析,シ ミ ュレー シ ョン,予 測 傾 向

分 析,基 礎 統 計 量 等 で あ る。
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と ころ で,電 電 公 社 で は,ハ ー ド ・ソ フ トの標 準 化 とシ ス テ ムの 経 済 化 を はか るデ ー タ通 信 用超 大 型

コ ン ピ ュー タの 開 発 をDIPS(DENDENKOSHAINFORMATIONPROCESS-

INGSYSTEM)計 画 と して 推 進 して お り,こ の最 初 の 利用 と してDEMOS用 に導入 す る予

定 で あ る。DIPSを 使 用 す るDEMOSを 同公 社 で は拡 張 型(EXTENDED)と してDEMO

S-Eと 呼 び,従 来 の シ ステ ム に く らべ 演算 速 度,記 憶 容 量,ラ イ ブ ラ リーな どの点 で 大 幅 な 向上 が

期 待 され,1973年 度 に は東 京 ・大 阪 で の サ ー ビス開 始 が 予定 され て い る。

(b)販 売在 庫 管 理 サー ビス

販 売 在 庫 管 理 サ 」 ビス(DRESSL・ ・…Dende亘Real・timeSales・managementSystem)は,販 売 ・

在 庫 ・仕 入 れ ・受 発 注 ・入 出金 等 を中 心 とす る管 理 業 務 を対 象 と した シ ステ ムで あ り,大 型 コン ピ ュ

ー タの 共 同利 用 を はか る こ とに よ って ,単 独 で シ ステ ム を持 つ こ とが 困 難 な需 要 層 に まで そ の利 用 を

拡 げた もの で あ る。

1972年12月 末 現 在,東 京 ・大 阪 ・名古 屋 の3シ ステ ムの509端 末(136ユ ー ザ ー)が 加入 し て お り

(5-4-3表 ・5-4-3図 参 照),利 用 の評 判 も良 く,各 地 での 申込 み端 末 数 は約1,000を 数 えて い る。

都 市別 の端 末 数 構成 比 は,東 京23区 内32%,大 阪 市28%,名 古屋11%,そ の 他周 辺 都 市 等 で あ る。

ユ ー ザ ー の業 種 別構 成 比 は,卸 売業53%,製 造業37%,そ の他 販 売 業 等 とな って い るが,卸 売業 と

製 造 業 で90%に も達 して い る。

ユ ー ザ ーの 規模 は,資 本 金 の平 均 で は,卸 売 業約4 ,500万 円,製 造 業 約1億 円,作 業 員 の平 均 は,

卸売 業約100人,製 造 業 約300人 とな って いて,中 小 企 業 での 利用 が多 い。

所 得 水 準,生 活 水 準 の向上 と と もに,顧 客趣 向 の多 様 化 の 傾 向 は商 品 の 取扱 点数 の増 大,商 品 寿 命

の短 縮 化 を もた ら して い るが,こ の よ うな 環境 の も とで 企 業 が発 展 して い くた め に は,従 来 以上 の キ

メ細 か な商 品 管理 が必 要 と され る。 また 中 小企 業 に おい て は,構 造 的 労 働 力不 足 か ら人 手 に頼 る こ と

が 徐 々 に 困難 にな って来 て い るが,DRESSは 大 型 コ ン ピ ュー タの共 同 利用,お よ び シス テ ム商 品

とい う2つ の 特徴 に よ って,資 金 不 足 ・人 材不 足 な どの 障 害 を除去 す る もの と して,中 小 企業 経 営 者

の人 気 を博 して い る もの と考 え られ る。

日常 の 業 務処 理 の ほか,ユ ー ザ ーが 良 く利用 して い る管 理 資料 は,担 当 者別 売上 日報,商 品 別 在 庫

一覧 表
,商 品別 売 上 管 理 月報,得 意 先 別 仕 入先 別 仕 入 管 理 月報,商 品 別 売上 管 理 月 報 な どで あ る。

電 電 公 社 で は,サ ー ビス ・エ リヤ の拡大 の要 望 に こた え,1973年 春 頃 まで に札 幌 お よび福 岡 にセ ン

タ を設 置 し,サ ー ビス を開始 す る予 定 と レて い る。

(c)電 話 計 算 シ ス テ ム

電 話 計 算 シ ス テ ム(DIALS… …DendenImmediateArithmetic&LibrarySystem)は,一 般 の 通
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5-4-3図DRESSの ユ ー ザ ー ・端 末 数 の推 移
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5-4-3表DRESSの セ ンタ別 利 用状 況 1972年12月 末

センタ別

区分
東 京 大 阪 名 古 屋 合 計

ユ ー ザ ー 数 57 55 24 136

端 末 数 221 211 77 509

語 用 に使 用 され るプ ッシ ュホ ン を端 末 機 として用 い,セ ン タを呼 び 出 して,四 則 演算 な どの 簡単 な計

算 か ら微 積 分,分 散 分 析 な どの 比較 的 複 雑 な計 算 まで,リ ア ル ・タ イ ムで処 理 し,音 声 で 回答 を行 な

うサ ー ビスで あ る。

現 在,東 京 お よ び大 阪 の2シ ス テ ムが稼 動 して い るが,サ ー ビス ・エ リア と して は,こ れ らの電 話

加 入 区 域 の ほ か,1972年10月30日 か ら東 京 の隣 接単 位 料 金 区 域(武 蔵 野 ・三 鷹 ・田無 ・調布 局 な ど)
,

同 年11月1日 か ら大 阪 の 隣接 単 位 料金 区域(千 里 ・山 田局 な ど),同 年12月27日 か ら横浜 の加 入 区域

と その 隣接 単 位 料 金 区域(横 須 賀 ・藤 沢 ・厚 木局 な ど)お よ び名 古 屋 の加 入 区域 とその隣 接 単 位料 金

区域(瀬 戸 ・春 日井 ・一 宮 局 な ど)で サ ー ビス が開 始 され る。 ま た,1973年 春 頃 まで に は京 都 ・神 戸

地 域 で サ ー ビ ス開始 が 予 定 され て い る。
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DIALSの ライ ブ ラ リー数 は,当 初51種 類 で,そ の 内 訳 は基 礎 計 算35種 類 応 用 計 算16種 類 で あ

ったが,1972年2月 に51種 類 の新 規 ライ ブ ラ リーの 追 加 が 行 な われ,現 在,基 礎 計 算45種 類,応 用 計

算57種 類 に な ってい る。 これ は当 初 の ライ ブ ラ リーが 基礎 計算 に重 点 を置 い てい たの に対 して,DI

ALSの メ リ ッ トを十 分 に生 か し,し か もラ イ ブ ラ リー が少 しで も多 くの人 に理 解 され利 用 され る よ

う応 用 計 算 の 分 野 に も力 を注 ぐ方 針 が採 られ た もの で,断 面 性 能や 電 気 回路 の 計算 の よ うに専 門 的 な

ものか ら,手 形 の割 引,金 種別 計 算 な どの一 般 事 務 計 算,不 快 指 数 の計 算 の よ うに レジ ャー 的要 素 の

もの まで広 範 囲 にわ た って用 意 され て い る。

実 際 の利 用 は,当 初 の予 想 に対 して伸 び悩 み 気 味 で あ るが,こ の原 因 と して は,数 字 以外 の入 力 が

ツ ー タ ッチ に な る こ と,出 力 に記録 が残 らな い こ と,多 彩 な利 用 方法 に対 す る ニー ズ とPR不 足 な ど

が 考 え られ,今 後 新 な た簡 易型 宅 内装 置 の 開発 や,よ り使 い易 い ライ ブ ラ リー の工 夫 と追 加 が必 要 と

な って い る。

(d)特 定 ユ ーザ ー の た めの サ ー ビス

1972年12月 末 現在 で,こ の種 の サ ー ビ ス と して稼 動 して い る シス テ ムは,第1表 に示 す とお り15シ

ス テ ム を数 え るに至 って い る。 この ほか 電 電公 社 で は,1970年3月15日 か ら約6ヵ 月 間 にわ た って 日

本 万 国 博 覧会 デ ー タ通 信 シス テ ム をピ また1972年2月 に は札 幌 オ リン ピ ック ・デー タ通信 シ ス テ ム を

提 供 し,そ の会 期 中,設 計 ・目標 どお りの高 い 信頼 性 を発 揮 して,そ の任 務 を無 事終 了 して い る。

また,現 在,シ ステ ムを受 注 し,設 計 を進 めて い る もの は,第4表 の とお り11シ ス テ ム で あ る
。

5-4-4表 特 定 ユ ー ザ ー 用 に サ ー ビス準 備 中 の シ ス テム 1972年12月 末

シ ス テ ム 名 適用 業 務(予 定)
サー ビス開始時期

(予定)

1.富 山県農 業協同組合データ通信 システム 貯金 ・購買・販諜 川 1972年 度

2.群 馬銀 行(総 合)デ ー タ通 信 シス テ ム 預金 ・鮒 ・縮 ㍊1 1972年 度

3.北 陸地区信用金庫協会 デー タ通信 システム
已 金・飼 葉 ∋ 1973年 度

4.全 国 銀 行 デ ー タ通 信 シ ス テ ム

已 替 業 務1 1973年 度

5.東 海地区信用金庫協会データ通信 システム
已 金 業 川 1973年 度

6.京 都 銀行 デ ー タ通 信 シス テ ム

1験 ・鮒 ・糖 葉川
1973年 度

7.百 十 四銀 行 デ ー タ 通信 シス テ ム 預金・鮒 ・糖 葉∋ 1973年 度

8.青 森 銀 行 デー タ通 信 シス テ ム
1為 替 業 ∋ 1973年 度

9.広 島相互銀行 データ通信 システ ム
已 金・鮒 ・糖 葉∋ 1973年 度

10.西 日本 相 互 銀行 デ ー タ通 信 シス テ ム
已 金・鮒 囎 業⇒ 1973年 度

11.東 京地方税理士会 デー タ通信 システム
已 務 会計業 ∋ 1973年 度
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わ が 国 デ ー タ通 信 の発 展契 機 の1つ と して,金 融 の シス テ ム化 が果 した役割 は大 きいが,電 電 公 社

の シス テ ムの ほ とん ど も,こ の発 展 動 向 と同様,バ ンキ ン グ ・シ ステ ムが 圧 倒 的 に多 い。

これ らの シス テ ムの 中 で,特 記 す べ き もの と して,ま ず 全 国 地方 銀行 協 会為 替 通 信 シ ステ ムが 挙 げ

られ る。 これ は全 国63行4100力 店 の 地方 銀 行 間 を横 断 的 に結 合 させ た世 界 に例 をみ な い全 国 的規 模 の,

シ ステ ムで あ り,1973年 上期 に サ ー ビス 開始 を予 定 して い る全 国 銀 行 デ ニ タ通 信 シス テ ムの 先駆 的 な

役 割 を果 した もの で あ る。 ま た,運 輸 省 の 自動 車 登 録 検査 シス テ ム は,全 国65陸 運 事 務 所 とセ ン タ間

を1200ビ ッ ト/秒 回線 で 結 び,自 動 車 に関 す る検 査 ・登 録 お よ び履 歴 情報 の一 元 的 管理 を オ ン ライ ン

・リア ル タ イ ムで行 な って い るが,こ れ らの本 来 業 務 の ほ か,自 動 車 の賦 課 徴 収 や 自動 車 販 売統 計 な

どに もその フ ァイ ル 内容 の利 用 が可 能 で,自 動車 情 報 の デ ー タバ ン ク と して幅 広 い 利活 用 の道 が今 後

に 開 か れて い る。

Cナ シ ョ ナ ル ・プ ロ ジ ェ ク ト関 連 デ ー タ通 信 シ ス テ ム の 推 進

近 年,わ が国 にお い て は,「 経 済成 長 の 追 求 」 か ら医療 ・教 育 ・行 政 ・公害 防 止 ・災 害 防止 ・流 通

・交通 な ど 「国 民 福 祉 の 向上 」 と 「社 会 開 発 」 へ の政 策 転 換 の 必要 性 が強 く叫 ば れて い る。 田中 首 根

の 日本 列 島改 造 論 で も触 れ られて い る とお り,新 しい政 策 の 中で,デ ー タ通信 が担 うべ き役 割 りは極

め て大 き く,多 くの 省庁 が1973年 度 の予 算 要 求 の 中 で人 間 福 祉 ・社 会開 発 型 の情 報 処 理 シス テ ムの 建

設 を計 画 して い る。

電 電 公社 に お いて も,1972年 度 早 々,米 沢 総 裁 の 発意 に よ り,今 日の わが 国 に お け る ナ シ ョナ ル ・

プ ロ ジ ェ ク トの選 択 と課 題 は,「 社 会 福祉 」 「社 会 開 発 」 へ指 向 して 実施 が図 られ な けれ ばな らな い

との 認 識 に立 って,こ れ を支 援 す るデ ー タ通 信 シ ステ ムの 推進 に主 力 を注 ぐ方 針 を固 めた 。

これ らナ シ ョナル ・プ ロ ジ ェ ク ト関 連 デ ー タ通 信 シス テ ムは,具 体 的 に次 の3つ に分 類 され る。

1.国 民 の 健 康 や安 全 の維 持 ・向上 のた め の プ ロ ジ ェ ク トに 関連 す る シス テ ムで,た とえば 医療 ・

保健 ・公 害 防 止 ・防 災 な どの シ ステ ム。

2.社 会 活 動 の 効 率 化 と国 民 生 活 の 向上 を 目指 す プ ロ ジ ェ ク トに 関連 す る シス テ ムで,た とえば 流

通 ・交通 ・都 市 開 発 ・教 育 ・行 政 な どの シ ステ ム。

3.コ ン ピ ュー タ能 力 の パ ブ リ ック ・ユ ー テ ィ リテ ィ化 を図 り,適 用 分 野 を広 めて 国民 の知 的 水 準

の 向 上 と産 業 活 動 にお け る知 的 付 加価 値 の 増 大 な どに寄 与 す る シス テ ムで,た とえば 各種 コン ピ

ュー タ共 同利 用 シ ス テ ム。

電 電 公 社 で は,こ の方 針 に基 づ き,1972年6月,社 内 に 「ナ シ ョナル ・プ ロ ジ ェ ク ト開 発 実 行委 員

会 」 を設 置 し,具 体化 可 能 なプ ロジ ェク トと して救 急 医療 情 報,行 政 情 報 ネ ッ ト ・ワー 久 地 方公 共

団体,公 害 情 報,遠 隔診 断,広 域 交通 管 制,診 療 報 酬 請 求事 務(レ セ プ ト)の 計7シ ステ ムにつ い て

部 会 を設 け,現 在 先行 的 な検 討(シ ス テ ム ・サ ー ベ イ)を 実 施 し,一 部 成 果 を挙 げつ つ あ る。
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しか しなが ら,ナ シ ョナル ・プ ロジ ェ ク ト関連 シ ス テ ムは技 術 シス テ ム と して の困 難 さに加 えて,

関連 分 野 が 複 雑多 岐 にわ た り,制 度 ・慣 習 面 で種 々複 雑 な 問題 をか か えて い る。

電 電 公 社 で は,各 界 各 分 野 と調 整 を図 りつ つ,国 の政 策 に積 極 的 に協力 し,早 期 実 現 に結 び つ けて

行 きた い と考 えて い る。

ま た,公 社 で は デ ー タ通 信用 標 準 型 超 大 型 コン ピ ュー タの 開発 を 目的 とす るDIPS計 画 を推 進 し

て お り,今 後 は このDIPSを 多 くの シ ステ ムへ 導 入 して い く こ とが 考 え られ るが,1972年5月,社

内 に 「DIPS導 入 推 進 委 員会 」 を発 足 させ,全 社 的 な体制 の も とに 円滑 な 導入 を はか って行 く こと

と して い る。

この2つ の 委 員会 は,い わ ば車 の両 輪 として 国民 生 活 向 上 の た め の デ ー タ通 信 を支 え る役 割 を持 つ

もの で あ り,こ の ほか に も,宅 内 や通 信 網 部分 に か か わ る実 用化 お よ び基 礎 的 研究 開発 が 進 め られ て

い て,こ れ らが 一 体 とな って,ナ シ ョナル ・フ。ロジ ェク ト支援 の デ ー タ通 信 に役 立 つ もの と期 待 され

て い る。

Dお わ りに

電電公社では,1972年8月 に,1973年 度から1977年度の期間を対象とした第5次5カ 年計画を発表

したが,こ の期間のデータ通信事業に対する投資額は5000億 円(こ れには民間等の自営システムに提

供 される特定通信回線の建設費用350億 円が含まれる)で あり,こ れは第5次5カ 年計画での全投資

額の約7%に あたる。計画期間中のシステムの建設は,科 学技術計算 ・販売在庫管理システム用に24

システム,顧 客の要望に応 じて個々に計画する特定利用者用に60システムが予定されており,公 衆通

信回線の一般への開放 とともに,益 々発展が予期される民間等の自営システムと相携えて,わ が国情

報化社会の形成に寄与することとなろう。
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5国 際 電信 電 話 株 式 会社(KDD)に お け るAUTOMEX

シス テ ム(国 際 メ ッセ ー ジ 自動 交 換 シス テ ム)

Aま えが き

公 衆 通 信事 業 にお け る電 子 計 算機 の応 用 分 野 の1つ に メ ッセ ー ジ(通 信 電 文)の 自動 交 換 が あ り,

KDDに お い て も国 際 公衆 電 報 の 自動 中継 シ ステ ム(TAS)の 導 入 に続 いて,最 近,AUTOME

Xシ ステ ム をKDD大 手町 局 舎 に設 置 し,こ れ に よ る利 用 者 ご との本 店 お よ び海外 支 店 相 互 間 の テ レ

タ イプ通 信 の 自動 中継 を行 な う国 際 オ ー トメ ックス ・サ ー ビス を国際 デ ー タ通 信 サ ー ビスの 一環 と し

て1973年3月 よ り開 始 した。

この シス テ ム は多 数 の利 用 者 に対 して,共 同 利用 形 式 に よ る利用 者 ご との メ ッセ ー ジ交 換 を提供 す

る もの で,わ が国 で は初 め ての もの で あ るが,本 シス テ ム利 用 の メ リ ッ トと して,従 来 利 用 者 が 自 ら

設 置 運営 す る交 換 シ ステ ムに比 べ て,中 継 に要 す る設 備,労 力,電 力 保全 な どの 諸作 業 が 省 け る。 ま

た この種 シス テ ム は諸 外 国 に お いて も5-5-1表 に示 す よ うに今後 多 数 運営 され る傾 向 に あ るの で,本

シ ステ ム利用 者 は,諸 外 国 にお い て これ らを利 用 す る こ とが で き,今 後 次第 に この よ うな方 法 で世 界

的 な 企業 内通 信 網 を経 済 的 に構 成 で き るよ うにな る。AUTOMEXシ ス テ ム は,す で に他 の シス テ

ム と接続 され てい る。

国 際 間 通信 で は時差 によ って 各 地 との通 信 が 終 日行 な われ るの で本 シス テ ム は連続 運 転 に耐 え る信

頼 性 の 高 い シス テ ムで あ る。 ま た共 同 シス テ ム にお け る通 信 の 機密 保 護 の た め異 企 業 間 の通 信 漏洩 を

防 ぐに 必 要 な設 計 が な され てい る。

B本 シス テムに よるサー ビスの概 要

利 用者 と して,国 際 間 で営 業 活 動 す る海 運 会 社,航 空 輸 送 会 社,貿 易商 社 な どが あ る。 国際 通 信 網

を構 成 す る には諸 外 国 の 公衆 通 信 事 業者 ま た は通 信 主官 庁 よ り回 線 を専 用 賃借 し本 シス テ ム に接 続 す

る。 諸 外 国 に お い て本 シス テ ム と同 種 の シス テ ム を利用 す る場 合 には,本 シス テ ム との 間 に専 用 回 線

を設 定 す る。端 末 での 使用 符 号 は第2国 際電 信 アル フ ァベ ッ トを用 い る。

利用 者 は端 末 よ り,所 定 の電 文 形 式 に従 って メ ッセ ー ジ を送 信 す る と,本 シス テ ムは一 旦 これ を受

信,蓄 積 した後,利 用 者 が指 定 す る宛 先 コー ドに従 って該 当出 回 線 に これ を再 伝 送 す る。本 シ ス テ ム

の標 準電 文 形 式 はMandatory(必 須)な い しOption(任 意)と して定 め られ て い るが,利 用 者 の 希

望 によ り予 め 変更 す る こ とが可 能 で あ る。主 なサ ー ビス 機能 と,使 用 条 件 はつ ぎの もの で あ る。
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5-5-1図AUTOMEX主 設 備 構 成 図
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(a)優 先 中継 順 位 扱 い

利 用 者 は至 急,急,普 通 な どの段 階 を設 定 し,自 己 の通 信 網 にお け る蓄 積 メ ッセ ー ジ間 の優 先 申継

を指 定 で き る。

(b)多 宛 先 同文 扱 い

1通 の メ ッセ ー ジ に32個 ま で の異 な った宛 先 コー ドを指 定 す る と,全 部 の宛 先 端 末 に各1通 の 同文

メ ッセ ー ジ を配 信 で きる。

(c)メ ヅ ヒー ジ ・コ ピー の再 送

利 用 者 は受信 済 みの メ ッセ ー ジ につ い て,受 信 通 過番 号 を指定 して その コ ピー の再 伝送 を受 け る こ

と が で きる。 その再 送 を受 け られ る対 象期 間 は メ ッセ ー ジ受 信 後7日 間以 内で あ る。

(d)メ ッセ ー ジの保 全

メ ッセ ー ジの 紛 失,不 達 を防 止 す るため,メ ッセ ー ジ の通 過番 号 の 自動 チ ェ ックが行 なわ れ る。 通

信 機 密 保 護 の た め の異 企 業 間 で の漏 信 防止 措 置 が とられ る。

(e)通 信 速度 の変 換

各 種 速 度 の 入 回 線 よ り到 着 した メ ッセ ー ジ を 出回 線 の 速度 に合 わせ て送 出す る。

(f)回 線 監 視

回線 状 態,端 末 等 の 自動 監 視 機能 を そな え る。 、

(9)課 金 情 報 の作 成

各 回線 ご との トラ ピ ック量,料 金 精 算 な どの管 理 レポ ー ト作 成 に必 要 な ログ ・テ ー プ を作 成 す る。

な お,電 文 形 式 不 全 の た め本 シス テ ムで 自動 処 理 で きない 異常 信 につ い て は利 用者 が予 め指 定 す る

端 末(イ ン タ ー セ プ ト端 末)に 転 送 し,人 手 によ る訂 正 を受 けた後,本 シス テ ム に再 伝 送 し,申 継 を

続 行 す る。原 則 として 国 内端 末 よ り発 信 の 異 常 信 は直 ち に発 信端 末 へ 返送 す る。

Cシ ス テ ム の 概 要

(a)シ ス テ ムの 構 成

本 シス テ ムの運 転 は1日24時 間,1週7日 間 の連 続 と し,こ れ に耐 え る信頼 性 を考慮 して,シ ス テ

ム 構 成要 素 が 障害 の場 合 に も各 種 の縮 退 運 転 モ ー ドに よ って サ ー ビス を維 持 で きる冗 長構 成 の並 列 予

備 方 式(ス タン ド ・パ イ方 式)を と って い る。

(1)計 算機 シス テ ム

2組 のMELCOM-7500電 子 計 算 機 シス テ ム を中核 と し,こ れ に シス テ ムお よ び構 成 要素 の切 替

えに必 要 な諸 装 置,シ ス テ ム監 視 の た めの管 理 席 な ど を加 えた5-5-1図 に示 す構 成 で あ る。計 算 機 の

性 能 は大 略 つ ぎの もの で あ る。
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コ ア ・メ モ リ

語 長(1ワ ー ド)

容 量

サ イ クル ・タ イ ム

(最大

32ビ ッ ト(4バ イ ト)

44KW(キ ロワ ー ド)

131KW)

950ns/バ イ ト

`
命冷 数1 89種

割 込 み1 224レ ベ ル

入 出力処理装置用 チ ャネル 最大8

(2)付 帯 設 備

通 信 回 線 関係 設 備 と して,各 種 継 電 器架,配 線 盤,監 視 ・試 験 設 備,切 替 架,そ の 他 よ りな る設 備

が あ る。

(b)容 量 と規 模

基 本 シ ステ ム につ い て 下記 の もの で あ る。

項 目 内 容

回 線 数

平 均 メ ッセ ー ジ長

最 繁1時 間 当 り入 メ ッセ ・一ージ数

展 開 率

1日 当 りメ ッセ ー ジ処 理 数

通 信 速 度

・24回線(㌶ ぽ ンタ内管理朋 回)

400字

4000通

1.5(入 メ ッセ ー ジ数/出 メ ッセ ー ジ数)

入 メ ッセ ー ジ4万 通(入 出 合計10万 通)

50ボ ー(含1/2,1/4),75ボ ー,200ボ ー

通 信 量 の 増加 に対 処 して,基 本 シス テ ム を回線 数,処 理 能力 と も約2倍 に拡 張 で きる。

(c)回 線網

本 シ ス テ ムに接 続 され る回 線 に は端 末 回線 と して,利 用 者 が メ ッセ ー ジ を 自由 に送 ・受 信 で きる ブ

リー ラ ン ニ ング 回線 と,シ ス テ ム よ り端 末 が制 御 を受 け るポ ー リン グ回線 が あ る。 また,他 の 交 換 セ

ン タ との接 続 回線 に つ い て は現在200ボ ー まで の セ ン タ間接 続 方 式 が用 い られ て い る。

Dプ ロ グ ラ ム 構 成

本 シス テ ムの ソ フ トウ ェア体 系 は,オ ン ライ ン系 で メ ッセ ー ジ中 継 処理 を行 な うオ ン ラ イ ン ・ソ フ

トウ ェア(RTCS),予 備系 で使 用 され るバ ック ア ップ ・ソ フ トウ ェ アな らび に シス テ ム運 転 の サ ポ

ー トお よ び各 種 装 置 の診 断 を行 な うサ ポ ー ト ・ソ フ トウ ェアの3つ に大 別 され る。

(a)オ ン ライ ン ・ソ フ トウ ェア(RTCS)

オ ン ラ イ ン ・シス テ ム全 体 の管 理 を行 な うエ グ ゼ ク テ ィブ,回 線,端 末 お よ び メ ッセ ー ジ の送 ・受

信 を管 理 す る通 信 サ ポ ー ト ・シス テ ム(TSS),メ ッセ ー ジ.の交 換 処 理 を行 な うメ ッセ ー ジ処 理 シ ステ
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ムよ りな る。5-5-2図 に詳細 構 成 図 を示 す 。

(b)バ ックア ップ ・ソ フ トウ ェア

予 備 系 全 体 の管 理 を行 な うバ ッチ処 理 モ ニ タ(BPU),言 語,ユ ー テ ィ リテ ィ処 理 の た め の処理

プ ログ ラ ム,待 機 運 転 用 の バ ッ『クア ップ ・モニ タお よ渉 オ ン ラィ『シ ・シ ステ ム ・ジ ェネ レー シ ョン用

プ ロ グ ラム,課 金 デ ー タ処 理 の た め の ユ ー テ ィ リテ ィ'・プ ロ グ ラ ムよ りな る。

5-5-2図 オ ンライ ン系 プログラム(PTCS)構 成図
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TSS:TelecommunicationSupPortSystem

ADSS:ActivityDistributorSubsystem

EPSS:ErrorProcessingSubsystem

SMSS:ServiceMessageSubsystem

RDLS:RetrievalDiscLoggingSubsystem

DPSS:DelayedProcessingSubsystem

(c)サ ポ ー ト ・ソ フ トウ ェ ア

オ ン ライツ ・シ ステ ム お よ びバ ック ア ップ ・シス テ ム運 転 の サ ポー トを行 な うス タ ン ド ・ア ロ ン ・

.ソ フ トウ ェア お よ び各 種 装 置 の診 断 を行 な うプ ロ グ ラム群 よ りな る診 断 プ ログ ラ ム よ り構 成 され る。'

E将 来の発展性

現在,多 くの国際通信利用者は国際専用通信網を独自に運営しているが,通 信量の増大による設備

の容量不足化,お よび機能の陳腐化,要 員の不足などの困難性が増大 しており,経 済性ある共同利用

システムによる問題解決が強く望まれている。 これらに応えるべ く,AUTOMEXシ ステムは運用

を開始 し,現 在順調に稼働している。

一方,最 近,従 来の通信需要に質的変化をもたらすつぎの外的条件が発生してお り,こ れ らに応じ

たシステム機能の拡充をはかる予定である。すなわち,本 サービスの対象利用者である貿易商社,海
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運会社および航空輸送会社では従来国際間のテレタイプ通信に依存 して来たが,最 近における ①貿

易関係書式の簡素化,標 準化,ADPの ためのコーデ ィングの進展 に よ る国際間物流システムの発

展,② 国際航空輸送業界におけるオンライン座席予約信号の伝送中継をはかる業界のデ ィジタル綜合

網の発展などによ り国際通信の需要が質的に大 きく変わるものと予想 される。これらに対しては利用

者の情報処理に適合する情報処理信号の伝送,通 信速度の多様化;セ ンタ間高速度通信と,高 速交換

方式などの本システムへの導入を今後はかる。

また遠い将来をみた場合,現 在各国で研究中の新 しい公衆データ交換網の実現に対し,本 サービス

を如何に適合させるかの問題があ り,い わゆる閉域利用グループ ・サービスとしてこれに吸収させる

こともあり得よう。諸外国の通信事業者,通 信主管庁 とも協力して,将 来 このような方向にそったサ

ービスへの移行 も考えられている。

5-5-1表 海外におけるメッセージ処理サービス一覧

サー ビ・提賭1サ ー ビ ・ 名1サ ー ビ・開始醐

RCA
AIRCON,ニ ュ ー ヨ ー ク,サ ン フ ラ ン シ ス コ,マ ニ

ラ

ニ ュー ヨー ク1967年

サ ン フ ラ ン シス コ1971年
マニ ラ1970年

ITT ARX
ニ ュ ー ヨー ク1967年

(第2シ ステ ム)1972年

C&W香 港 MSC 1969年

英 国 CollinsSystem(GPOの 認 可) 1963年

同 上 GPOシ ス テ ム 1973年 末予定

ラ ジ オ ・ス イ ス COMET 1972年

イ タ ロ ー カ ー ブ レ IRICON 不 詳

シ ン ガ ポ ー ル

＼

各通信主管庁にて

計画中

オ ー ス トラ リア

ス ウ ェ ー デ ン

西 独
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1

6日 本 国有 鉄 道 の コ ム トラ ック 1

1972年3月15日 に新 幹 線 が新 大 阪 ・岡 山 間 に延 長 した の を機 会 に,日 本 国 有鉄 道 で は コ ム トラ ック

(COMTRAC,ComputerAidedTrafficControlSystem)新 幹 線 に お け る列車 運 転 管 理 シス テ ム を

開 発 し た。

A開 発の目的

新幹線は,1964年10月 に開業 し,す でに8年 を経過した。 この新幹線の列車回数,輸 送人員は年々

増加し,開 業当初1日30往 復であった列車回数は,今 では200往 復を超えている。しか も昨年の岡山

までの延長によ り,新 幹線は太平洋ベル ト地帯を結ぶ大量輸送機関としての使命を果し,わ が国の経

済活動に大きく貢献 していることは広く認められている。

この貢献の一助 として,新 幹線の鉄道輸送の質的変化に迅速た対応できるように,新 幹線の列車の

運転管理をコンピュータ化したコム トラックの導入の効果があげられよう。

本システム開発の目的は,近 年国鉄が真剣に取 り組んでいる近代企業への脱皮の具体策のうち設備

の近代化による能率性の向上 と経済性の発展の一施策として実現 された。

即ち,ま すます複雑化 してゆく鉄道企業が社会の要請する輸送需要にこたえるとともに,激 化す る

輸送企業間の競争にもうち勝って,真 の近代企業 となり得るためには,業 務全般にわたって適正に反

省をし,合 理化できる業務にっいては設備の近代化を図るとともに合理化を積極的におし進める必要

が叫ばれて きている。 ・

このような状勢の中で,新 幹線の岡山延長が施行されかっ東北,上 越新幹線等 も決定の運びとなっ

た。

しかし,西 へ,北 へ,東 へと伸びてゆ く路線に対応した輸送拡大は,単 に高速,多 量 という定形的

な輸送方式だけでは満たされず,旅 客の量的あるいは質的な変化に対して機動的に順応できるような

体制をとる必要があったし今後 も益々要求されるものと思われる。

っまり,季 節や曜日,時 間帯などによって,列 車種別を含めて多様な列車パターンを設定するとと

もに,こ れを弾力的に運用した輸送を提供することにある。

このような要請に基づいて,複 雑化する列車輸送の管理に万全を期するためには,人 手に頼 るだけ

ではもはや不可能な限界にまで及び,計 算機を活用 して輸送資源の管理 と弾力的な運用を図るシステ
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ムを開発した。

BコA'ト ラ ック開発 の経過

1961年 に研究に着手 し実用化に至 った開発の経過は以下のとお りである。

1961年

PRC(プ ログラム進路制御装置)の 研究着手 0

1969年3月

第1期 実験システム完了

・同年4月

コム トラックのシステム検討開始

1970年3月

第2期 実験システム完了

1970年9月

コムトラックの建設計画決定 ・着手

1970年3月

第1期 実用 システム(東 京 ・岡山間)の うち進路制御系使用開始

同年11月

同上運転整理系使用開始

Cシ ス テ ムの機 能概要

本 システムの機能を要約すると`

a)与 えられたダイヤにもとづき,列 車の進路を設定する。

b)列 車運転状況と運転設備の監視を行ない,ダ イヤの乱れを検知する。

c)列 車ダイヤが乱れた時,ダ イヤの変更案 を所定の論理によ り作成し,運 転指令員の判断を支援す

る。.

d)基 本ダイヤと総局報(注1)から当日の運転ダイヤを作成する。

e)列 車運転実績および1部 設備の監視 と運転記録より各種の統計類を作成す る。

注:'1総 局報 とは1種 の業務指示書

、
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5-6-1図 機能の全体構成図

CTC'CPU接 合都 計則筏師 マンーマシン接合部

「(→CTCマ イクロ回醐 一"「

CTC制 御盤

(予測ダイヤの作成)

漣

現 場 設 備 電 源 設 備

新幹線東京 ・博多間の全列車を円滑に運転するため,そ の管制官とも言うべき専門家(運転指令員)

が東京駅構内の新幹線総合指令所に常駐 して,指 令業務を行なっている。これら指令業務が,コ ム ト

ラックを導入したことによりどのように改善されたかその違いを比較することにより本システムの機

能を示す。

a)進 路制御および運転整理

L列 車が順序 どおり運転されている場合

列車が駅に到着したりあるいは通過する場合には,そ の駅によって列車が入るホーム番線が 般ひか

り",く之こだま"等 の列車種別によって決められている。

これに合わせてポイント(転 てっ機)を 制御 して信号機に進行信号(緑)を 現示し列車を指定番線

に到着 させた り,通 過 させた りする業務を進路制御 という。

コムトラック導入前 これ等の業務は本質的に自動化 されておらず(1部 自動化),運 転指令員が常時

運転表示盤(デ ィスプレイ ・パネル)の 列車位置と列車整理ダイヤを注視し.必 要な時点に運転制御
,

盤のてこを操作 して行なっていた。

コムトラック導入後は,列 車追跡として停車場を含む前後5ケ 所の地点か ら取 り込んだ情報により.

列車位置,運 転状況を常時把握し,あ らかじめコンピュータが記憶 している列車の運転時刻および運

転順序とのつき合せにより,タ ー ミナル駅,中 間駅ともすべて進路を自動的に設定 している。

したがって,列 車が正常に運転 されている限 り,運 転指令員は進路構成に関する業務から解放され
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た 。

コン ビ。ユー タの処 理 は,あ らか じめ各列 車 の運 転 順 序 と進 入 ,進 出 ル ー トを コン ピ ュー タ に与 えて

お き列 車 追跡 に よ る列 車 位 置 の トレース に よ って 駅 の 入 口,出 口(場 内,出 発)で 進路 を設 定 す る。

岡 山開 業 に併 せ て 、""ひか り"は 更Wひ か り"ttAひ か り"ttBひ か り"の3種 別 に増 え,こ れ にt"こ

だ ま",掴 送"を 加 えて5種 別 とな った が,各 駅 の 進入,進 出進 路 の設 定 は 自由 自在 とな った
。

2.列 車が特定の駅間で乱れた場合

従来は列車が特定の区間で乱れると列車整理ダイヤを基に列車を回復させる対策を運転指令員が判

断 して駅長,運 転士への連絡(運 転士への連絡は無線電話による)を 行なうと共に進路設定を行なっ

ていた。

コム トラック導入後は,列 車の遅延が生じると,コ ンヒ。ユ一夕から運転指令員に警報が出されコン

ピュータとの対話がキ ャラクタ ・デ ィスプレイによ り開始 される。キャラクタ ・デ ィスプレイと指令

員 との間で行なわれる対話には,運 転指令員に異常を知 らせるもの,運 転指令員に判断を求めるもの

等4種 類が設定されている。'

3.全 線 が大 幅 に乱 れ た 場合

列 車 遅 延 の規 模 が 大 き くな る と,そ の影 響 が ター ミナ ル駅 に まで 及 び車 両 運 用(注2)を 変 更 す る必 要

が生 じる。

この よ うな場 合,運 転 整 理 の方 法 は,数 駅 を対 象 と した整 理 や数 箇 列 車 相互 間 の判 断 で な く
,事 故

発 生 箇所 か ら終 着駅 ま で の全 区 間 に亙 って,事 故 の影 響 を受 けた列 車 群 を対 象 と した大 局 的 な判 断 が

必 要 で あ る。

コ ム トラ ック導 入 前 は,こ れ らの事 態 に あ た る と整 理 ダ イ ヤ を基 盤 と した運 転 整 理 員 の手 作 業 によ

って い たが,導 入 後 は一 歩進 ん で コ ン ピ ュー タ の協 力 が加 わ った。

す なわ ち,運 転 指 令 員 と コ ン ピ ュー タ との対 話 に グ ラ フ ィ ック ・デ ィス フ。レイ を使 用 し画 期 的 な運

用 改 良 を図 った。

グ ラ フ ィ ック ・デ ィス フ。レイ に は,指 令 員 との 対 話 開始 時 刻 か ら3時 間45分 に亙 って全 区 間 の列 車

順 序,タ ー ミナル駅 の車 両運 用,車 両 枝 移 計 画 の 一部 等 を考 慮 に入 れ た一 定 の整 理 基 準 に基 づ く運 転

'整理案(予 測 ダ イヤ)が 提 示 され る。

運転 整 理 員 が,必 要 に よ り判 断,修 正 を行 な い,予 測 ダ イヤ を決 定 す る と その整 理 案 に 従 って進 路

制御 が 自動 的 に実 行 され る。

この よ うに,事 故 等 が 発生 す る とその 復 旧時 刻 を仮 定 して,事 前 に ター ミナル 処 理 を含 む広 範 囲 に

注:2車 両運用 とは限 られた車両 をいか に効率 よく使用 するか の計画 と実行
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亙 る整 理 パ タ ー ン を決 定 す るの で,迅 速,適 確 な運 転 整 理 が可 能 とな り,列 車 影 響 を最 小 限 に くい と

め る こ とが で きる。

b)運 転実 施 計 画 の作 成

毎 日運 転 す る列 車 ダ イ ヤの デ ー タ を コン ピ ュー タ用 に準 備 す る作 業 が 運 転実 施 計 画 の 作成 で あ る。

この方 法 と して,列 車 ダ イ ヤの 改 正 が行 なわ れ る6ケ 月 あ るい は1年 程 度 の周 期 で基 本 とな るデ ー

タ(定 期列 車,季 節 列車,臨 時 列 車 等 の発 車 時 刻,到 着 時 刻等)を 作 成 して コン ビ。ユー タに登 録 して

お く。

その 後,総 局 報 等 で 部 分 的 な訂 正 が 示達 され る と,そ の都 度 キ ャラク タ ・デ ィス プ レイで入 力 して

基 本 デ ー タ を訂 正 して,日 単 位 の コ ン ピ ュー タ用 ダ イ ヤが 用 意 され る。

c)統 計 処 理'

コ ム トラ ック に お いて は,コ ン ピ ュータ 内 に蓄 積 され て い る当 日運 転 情 報 によ り各 種 統 計 表 を 自動

的 に作 成 す る。

Dコ ム ト ラ ッ ク の シ ス テ ム構 成

a)シ ス テ ム設 計 へ の配 慮

1.信 頼 度 向上

コ ム トラ ック は,列 車 運 転 を直 接 制御 す る シ ステ ムで あ り,そ の た め可能 な 限 りの 安 定性 を確 保す

るた め,次 の よ うな設計 上 の配慮 が な され て い る。

(1)電 源 構 成

CVCFは,二 重 系 化 し二 次 側(ジ ェネ レー タ側)短 絡 故 障 の可 能 性 も考 慮 して,コ ン ピ ュー タi

系,コ ン ピ ュー タ2系 それ ぞ れ に別 ル ー トに電 力 を供 給 す る負 荷 分担 方 式 と した 。

(2)コ ン ピ ュー タの並 列 二 重 系運 転

制 御 系 は,シ ス テ ムの 運 転 停止 が許 され な い の で二 重 系運 転 と した 。 ま た,制 御 情 報 が正 確,確 実

にCTC(注3)に 伝送 され る よ う,入 力,出 力 の 同期 と照 合 を行 な うシ ステ ム と した。

(3)二 重 系制 御 装 置 出力 部 のバ ック ・ア ップ

二 重 系制 御 装 置 出力 部 は一 重 で あ る。 しか し,こ の部 分 の信 頼 性 に よ って シス テ ム の信頼 度 が お さ

え られ て しま う。

そ こで,こ の装 置 が故 障 した場 合 に は,こ の装 置 を使 用 しな くて もよ い よ うにバ ック ・ア ップ設 備

を設 け た。

注=3列 車 集 中 制御 装 置(CentralizedTrafficController)
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(4)CTC伝 送 回 線 の マイ ク ロ迂 回

CTC伝 送 回 線 の 信頼 度 を高 め るた め に マ イ ク ロ迂 回 構成 と した。

2.ソ フ トウ ェア

(1)シ ス テ ム ・プ ログ ラ ム と して,多 重 処 理 機 能,入 出 力制 御 機 能 お よび異 常 処 理 機 能 を備 え た オペ

レー テ ィン グ ・シ ステ ム を使 用 した 。

(2)二 重 系運 転 を円滑 に行 な うた め,オ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムの 管 理下 に動 作 す る二 重 系 管 理 プ

ロ グ ラ ムを新 規 に作 成 した。

(3)プ ロ グラ ム の作 成 能率 向上 の た め,で きるだ け標 準 サ ブ ル ー チ ン を作 成 した。

(4)フ ァ イル の効 率 を あげ るた め,多 重 リス ト構 造 と し,用 途 に応 じ,索 引方 法 として,二 次 索 引 テ

ー ブル方 式,ブ ロ ック分 割 方 式 を使 い わ けた 。

b)ハ ー ドウ ェア構 成

コ ム トラ ックは次 の3つ の部 分 よ り構成 され る。

5-6-2図 ハ ー ドウ ェア 構 成 図
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1.コ ン ピ ュー タ部

コ ム トラ ック の中 核 で,2組 の サ ブ シス テ ム(進 路 制 御 系 お よ び運 転整 理 系)よ り構 成 され る
。

(1)進 路 制御 系

ア 演 算 処理 装 置(CPU-CentralProcesserUnit)

CPUと して制 御 用 計算 機2台 を二 重 系 構 成 と して用 い て い る。

イ 二重 系 の運 転 管理

二 重 系 で運 転 され る演算 処 理装 置 間 に存 在 し両 系 の処 理 の 同期 ,処 理結 果 の 照 合 等二 重 系下 で の処

理 を管 理 す る二重 系制 御 装 置 を用 い た。 また,CTCへ の進路 出力 は二重 系 制 御 装 置 を介 して水 銀 リ

レー で構 成 す る レ ジス タ経 由 で 出力 す る設 備 と した
。

レジ ス タ には,バ ック ア ップ として二二重 系制 御 装 置 を経 由 しな いで直 接 出力 で き る予 備 レジス タ を

用 い て い る。

ウ 主 要 フ ァ イル

主 要 フ ァイ ル と して磁 気 ドラ ムお よ び磁 気 テ ープ を使用 し,磁 気 ドラ ムは デ ュアル ・ア クセ ス方 式

を採 用 した。

㈱ 当 日の列 車 に対 す る実 施 ダ イ ヤ を記 憶 す る フ ァイ ル 磁 気 ドラ ム

α)運 転 実 施 計 画 を記 憶 す る フ ァイル 磁 気 テ ー プ

(2)運 転 整 理 係

ア 演算 処 理 装 置(GPU・GraphicProcesserUnit)

GPUと して 図形 処 理 機能 を もっ た汎用 計算 機1台 を用 い デ ー タ交換 制 御 装 置 を介 して ,進 路 制 御

系 と結 合 して い る。

2.CTC～CPU結 合 部

CTC～CPU結 合 部 は,CTC設 備 よ りの 情 報 を進 路 制 御 系 へ送 りこむ入 力 部 と処理 され た結 果

をCTC設 備 へ送 る出 力部 よ り構 成 されて い る。

ア 入 力 部

コ ム トラ ックで 入 力 す る東 京 ・岡 山 間 の各 駅 か らの列 車 情 報(例 え ば
,列 車 の位 置 情 報,列 車 番 号,

列車 種別 等)を2台 の進 路 制 御 系 演算 処 理 装 置 に読 み こます た め に,リ レー で記 憶 し同期 を と って 接

点 で渡 して い る。

イ 出力 部

コ ム トラ ックか らの出 力(例 えば,進 路 設定 命 令)を 各 駅 に伝 送 す るた め に
,CPUとCTCの 受

渡 しをす る部 分 で,CTCの フ ォー マ ッ トに変 換 す る機 能 も有 して い る。

3.マ ン ・マ シ ン部

コ ム トラ ック の シ ステ ム機 能 の 重 要 な要 素 と して ,コ ン ピ ュー タ と人 間 との対 話,即 ち マ ン ・マ シ
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ン ・イ ン ター フ ェー スの確 立 が 挙 げ られ る。

そ こで,デ ィス フ。レ イ装 置 を存 分 に活 用 して その 効果 を上 げて い る。

コ ム トラ ックで は各 サ ブ シ ス テ ム に対 応 して,キ ャラ クタ ・デ ィス プ レイ とグ ラ フ ィ ック ・デ ィス

プ レイ を接 続 させ て い る。

(1)キ ャラク タ ・デ ィス プ レイ

進 路 制御 系 に接 続 され て お り,小 規模 の運 転 整 理 を行 な う時 コ ン ピ ュー ター 人 間 間 の情 報 交 換 の媒

体 として活 用 して い る。

(2)グ ラ フ ィ ック ・デ ィス フ。レイ

運 転整 理 系 に接 続 されて お り,広 範 囲 にわ た る整 理 用 ダ イ ヤ を運転 整 理 系 の もとで作 成 して い く時

コ ン ピ ュー ター 人 間 間 の情 報 交換 の媒 体 として 活用 して い る。

.(3)フ 。リン タ

キ ャラク タ ・デ ィス プ レイお よび グ ラ フ ィ ック ・デ ィスプ レイ に対 して1台 ず っ 組 み 合 わ せ,運 転

整 理 結果 の記 録,予 測 ダ イ ヤ作成 結 果 の記 録 な どに用 いて い る。

c)ソ フ トウ ェ ア構 成

両 サ ブ シ ス テ ムの プ ログ ラ ム機 能 の概 要 は以 下 の とお りで あ る。(5-6-3図)

5-6-3図 ソ フ トウ ェア構 成 図

進 路 別 別 系 運 転 整 理 系
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1.進 路制 御 系

(1)シ ス テ ム運 転 管 理 プ ログ ラ ム

コ ム トラ ックにお け る コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム全 般 の運 転 を管 理 す る もの で,二 重 系 運 転 の管 理,

コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの動 作 状 態 の 管理,計 算 機 シス テ ム の異 常 処理,回 復 処 理等 を行 う。

(2)進 路 制 御 プ ログ ラ ム

CTC情 報 を コ ン ピ ュー タ に と りこ み,こ れ に基 づ いて コ ン ピ ュー タ内 で列 車 の 追跡 を行 ない,進

路設 定 情 報 を送 出 す る一 連 の 処理 等 を行 うプ ロ グラ ムで あ る。

これ らの プ ログ ラ ムは二 重 系 運 転 を定 位 とす る。

(3)監 視 ・判 断 プ ロ グ ラ ム

主 に タ イマ ー に よ り一 定 周期 で起 動 し,列 車 の運 転 状 態,車 両 運 用 の状 態,設 備 の状 態 が正 常 か ど

うか 監 視 し,異 常 を認 めた 場 合 に は,キ ャラク タ ・デ ィス プ レイ,タ イプ ラ イ ター等 を介 して警 報 を

発 した り,一 定 の論 理 に基 づ く対 応 策 を作 成 した りす る。

(4)フ ァイ ル管 理 プ ログ ラ ム

予 測 ダ イ ヤ の実 行指 示,指 令 手 配 等 に よ る実 行 ダ イヤ フ ァイル 等 の書 きか え,進 路 制御 系 の フ ァイ

ルか ら運 転整 理 系 で の 予 測 に必 要 な情 報 の 切 り出 し,ダ ウ ン状 態 か らの フ ァイル の 回復 等 を行 う。

これ らの プ ログ ラ ム は二 重系 動 作 を定 位 とす る。

(5)モ ニ タ ・プ ログ ラ ム

列 車 の走 行 状 態,番 線 の使 用 状 態等 を編 集 し,主 に キ ャラ クタ ・デ ィス プ レイ を介 して表 示 す る。

(6)入 出力 制 御 プ ロ グ ラ ム

進 路 制 御 系 と運 転整 理 系 の デ ー タ授 受 の制 御,キ ャラク タ ・デ ィス プ レイお よび プ リンタ の入 出 力

制 御,オ ン ライ ン中 に発 生 した事 項 の ジ ャー ナル 用 磁 気 テ ー プへ の記 録等 を行 う。

2.運 転 整 理 系

運 転整 理 系 の プ ログ ラ ム は機 能別 に分 割 した15の モ ジ ュー ル で構 成 して い る。

(1)業 務 モ ニ タ ・プ ログ ラム

ダ イ ヤ予 測中 にお け る各 プ ログ ラ ムの 実行 管 理,デ ィス プ レイ装 置,進 路 制 御系 か らの割 込 管 理,

シス テ ム異 常処 理,進 路 制 御 系 との デ ー タ授 受 等 を行 う。

(2)フ ァイ ル作 成 プ ログ ラ ム

進路 制 御 系 で 作成 した実 施 ダ イヤ フ ァイ ルの デ ィス クへ の移 行 格 納 処 理,グ ラ フ ィ ック ・デ ィス プ

レイへ の表 示 の ため の必 要 情 報 の 切 り出 し,格 納 処理 等 を行 う。

(3)フ ァイ ル変 更 プ ロ グ ラ ム

予 測 結果 お よ び進 路 制 御 系 で発 生 した ダ イ ヤ変 更 に基 づ く,フ ァ イル の書 きか え,予 測 申 に お け る

予 測 ダ イヤ と実 行 ダ イ ヤ との 変更 点 の摘 出,グ ラフ ィ ック ・デ ィス プ レ イに表 示 す るた めの 編集 運
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5-6-4図

転 整理 員か らの 承 認 あ るい は実 効要 求 に した が った各 種 の 処 理 等 を行 う。

(4)予 測 ダ イ ヤ作 成 プ ログ ラ ム

予 測 ダ イヤ 作成 時 に動 作 す る各 プ ログ ラ ムの動 作 管 理,監 視処 理,エ ラー発 生 時 の 処 理,タ ー ミナ

ル お よ び中 間 駅 に 関す る予 測 ダ イ ヤの 作成 等 を行 う。

(5)修 正 ・情 報入 力 プ ロ グ ラ ム

予 測 開 始 時 に グ ラ フ ィ ック ・デ ィス プ レイか ら入 力 され る情 報 の 予 測用 フ ァイル へ の記 録,お よび

予 測 中 に グ ラフ ィ ック ・デ ィス プ レ イか ら入 力 され る修正 入 力 の 予 測 用 フ ァイル へ の記 入,こ れ に よ

る予 測 ダ イヤ の修 正 処 理等 を行 う。

(6)図 形 処理 プ ロ グ ラ ム

他 の プ ログ ラ ムか ら与 え られ た デ ー タ に基 づ き グ ラ フ ィ ック ・デ ィス プ レイ画面 上 へ の表 示処 理 を

行 う。
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[全 　 タ通信システム

Aま えが き

銀 行 にお け る内 国為替 取引(振 込,代 金 取 立,送 金)は,日 本 経 済 の成 長,取 引 の 広域 化,銀 行 振

込 の普 及 な どに と もな い近 年 著 しい増 加 を示 して い る。為 替 取 引 の 形態 として は 自行 本 支 店相 互 間 に

お い て行 なわ れ る本 支 店 為 替 と,他 の銀 行 との 間 に発生 す る他 行 為替 とに区分 され るが,後 者 にっ い て

は従 来,印 鑑 の 照 合,暗 号 電 文 の組 成,解 読 な ど複 雑 な 事務 処 理 を要 して お り,毎 日の膨 大 な 量 の為
〃

替 取 引 に は対 応 し得 な くな って 来 て い た。 この た め銀 行 間の 協調 と して 従来 か ら種 々 の事 務 の 改善,

合理 化 を進 めて 来 た が,そ の抜 本 的 な解 決 策 と して多 量 で 複 雑 な為 替 取 引 をよ り一 層 合理 的,か っ迅

速 に処 理 す る方 法 として全 国銀 行 デ ー タ通 信 シス テ ム(以 下,全 銀 システ ム とい う)が 採 用 され,19

73年4月 か ら稼 動 され て い る。

本 シス テ ムは全 国88の 銀 行(普 通 銀 行,信 託 銀 行,長 期 信 用 銀 行等)を 構 成 メ ンバ ー と して お り,

電 電 公 社 との 共 同 開発 に よ る もので 電 電公 社 の直 営 の シス テ ムで あ る。

本 シ ス テ ム は各銀 行 に タ ー ミナル 装 置 を設 置 し,中 央 の セ ンタ ー とター ミナル 装置 とを専 用 の伝 送

回線 で結 び一 大 ネ ッ トワー ク を形成 し,他 行為 替 の処 理 をオ ン ライ ン化 してい る もの で あ る。 本 シス

テ ムの稼 動 に よ り全 国 の約7,200か 店(1972年12月 末)の 支 店 は 自行 シス テ ム を通 じて,あ た か も1

銀行 の ネ ッ トワ ー クの ご と き様 相 を呈 す るこ ととな り,従 来 行 な って い た複雑 な事 務 は 不 要 と な っ

た 。 ま た,顧 客 へ の サ ー ビス面 につ い て は従 来 最長3日 ～4日 間 を要 して い た ものが,お お よ そ1時

間 程 度 に ま で短 縮 され,そ の効 果 は極 め て大 きい と され て い る。 シ ステ ム面 に っ い ての 評 価 もその 規

模 お よ び形態 か らい って 諸 外 国 に も類 をみ な い大 型 の プ ロジ ェク トで あ る とされ て い る。

なお,全 銀 シス テ ムの 発 足 と と もに,全 銀 シス テ ム設 計 の た め に重 要 な ス テ ップ とな った 全 国地 方

銀 行 デ ー タ通 信 シス テ ム は発展 的 に解 消 し,全 銀 シス テ ムに 吸収 され た 。

B適 用業務

本システムにおいては,加 盟銀行相互間の他行為替通信およびこれに付随する一般通信のメッセー

ジ交換を行なうとともに,加 盟銀行相互間において送受信 される為替報告の集計,処 理を行ない,銀

行間に生ずる為替貸借の決済資料の作成等を行なう。
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5-7-1表 通信種 目と適用為替種 目

通信種目 為 替 通 知 お よ び 取 扱 内 容

為

替

種

目

普通送金 ソ ウキ ン 普通送金取組案内

電信送金 ウナ ソ ウ 電信送金取組案内

国庫送金 コ ク ソ ウ 国庫金送金案内

振 込

(国庫金振込を含む)

プ リコ ミ

ウナ フ リ

サ キ ブ リ

普通扱の振込通知

至急扱の振込通知

先日付振込の振込通知

代金取立
ト リタ テ

イ ツ カ ツ

|
一件取立の取立手形入金報告および取立手形不渡通知

一括取立の取立手形入金報告および取立手形不渡通知

雑 付 替 ツケ カエ 雑付替通知(集 中取立資金 の付替,送 金の1年 経過未払分の資金返送な ど)

雑 請 求
セ イキ ウ

フ ワタ リ

雑請求通知(メ ール振込 の資金請求な ど)

雑請求通知(集 中取立 の不渡手形代 り金 および組戻手形代 り金の請求)

一 般 通 信 ツ ウ シ ン 内国為替取引に関連する通信および業務上の緊急連絡

(注)1.・.「ッウシン」は,全 銀 センターか らの一斉通信な どに も使用 する。

2.全 銀 システムの通信種 目には,上 記の ほか,全 銀セ ンターか らのエ ラー通報 に使用す る 「エラー」が

ある。

オ ン ライ ン業 務 の適 用 為 替種 目は別 表 の とお り,金 為 替 種 目 を対象 と して お り,こ の ほか オ フ ライ

ン業 務 と して各 種 の シス テ ム上 の管 理,還 元 資 料 を作 成 して い る。

Cシ ス テムの構成

本 シス テ ム は5-7-1図 の よ うに セ ン タ ー,タ ー ミナ ル装 置 お よび これ を結 ぶ専 用 の伝 送 回線 とか ら

構 成 され る。 と くに タ ー ミナ ル装 置 は経 済 性,高 速 性 を考慮 し,3種 類 の装 置 を用 意 し各 銀 行 のデ ー

タ量 お よび 自行 シス テ ムの状 態 に よ り選 択 し得 る こ とと な って お り,各 銀 行 と も同一 種 類 の タ ー ミナ

ル 装 置 を2台 以上 設 置 す る こ と とな ってい る。

セ ンタ ー と ターーミナル 装置 とを結 ぶ,伝 送 回線 の伝 送 方 式 は,200ビ ッ ト/秒 ,1,200ビ ッ ト/秒.

2,400ビ ッ ト/秒 お よ び4,800ビ ッ ト/秒 の いず れ・も全 二 重 コ ンテ ンシ ョン方 式 を採 用 して い る。

(1)セ ンタ ー設備

セ ンタ ー設備 は,東 京 の大 手 町 電 電 ビル別 館 内 に設 置 され て い る。
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セ ン タ ー設備 は処 理 能 力 と信 頼 性 を実 現 させ るた めす べ て を二 重 化 し次 の事 項 を基 本 と して設 計 さ

れ て い る。

a処 理 能 力 は,1976年 末 め デ ー タ量 を処 理 し得 る よ う コン ピ ュー タ をオ ン ラ イ ン系2セ ッ ト,オ

フ ライ ン系1セ ッ トを設 置 す る。

bシ ス テ ムの 信頼 性 を向上 させ るた め,回 線 制御 部 分 お よび 本体 装 置 部 にっ い て は待 期 予備 方 式

を採 用 す る。 ま た,周 辺 装 置部 につ いて は制 御 系 を二 重 化 す るほか,主 要 な装 置 にっ い て は予 備

機 を準 備 す る。

c電 力 設 備 に っ いて は ク レー マ方 式,予 備 エ ンジ ンお よび蓄 電 池 で構 成 し,必 要 な 信頼 性 を確 保

す る。

以 上 の よ うな基 本 的 な考 え方 に基 づ い て設 計 され て い るセ ン タ ー は,複i数 の接 続 系 に よ っそ 構 成

し,各 銀 行 の タ ー ミナル装 置 との回 線 は,そ れぞ れ の 系 に分 割 して 収容 して い るの で,オ ン ラ イ ン系

の い ず れ か が 障害 にな って も,処 理 能力 は低 下 はす るが,通 信 が 中 断 す る こ とな く,オ ン ラ イ ン業 務

を継 続 で き る。

また,障 害 にな った オ ン ラ イ ン用 回線 制 御 群 と本 体装 置 群 を直 ちに オ フ ライ ン用 と切替 え る こ とに

よ り,完 全 な 通信 状 態 に戻 す こ とが で きる。'

各 種 の フ ァイ ル にっ い て も二 重 化 構 成 とな って い る。 す な わ ち,障 害 回復 時 にす べ て の フ ァイル 復

元 の 基 礎 とな る情 報 を記憶 して い るチ ェ ック ・ポ イ ン ト ・フ ァイル は磁 気 テー プ装置 に よ る二 重 化 フ

ァ イル とな って お り,再 送 要 求 に応ず るた め当 日の 全取 扱 い電 文 を記 憶 す る交換 電 文 フ ァ イル,お よ

び シス テ ム フ ァイル は磁 気 デ ィス ク ・パ ックに よ る二 重 化 フ ァイ ル とな って い る とい うよ うに信 頼 性

を高 め て い る。

(2)タ ー ミナル装 置

本 シ ス テ ムの ター ミナル装 置 は,全 銀 シス テ ム と各 銀 行 の 自行 シス テ ム間 の イ ン ター フ ェイ ス を調

整 し,円 滑 に接 続 す る こ と を主 要 な機 能 と して い る。 接 続形 態 と して は オ フラ イ ン接 続 とオ ン ラ イ ン

接 続 とに分類 され,前 者 は デ ー タ宅 内 装置 に よ る紙 テー プ接 続 と中継 コン ピ ュー タに よ る磁 気 テ ー プ

接 続 で あ り,後 者 は申継 コ ン ピ ュー タに よ るオ ン ラ イ ン接 続 とが あ る。

aデ ー タ宅 内 装 置

デ ー タ宅 内装 置 は紙 テ ー プ に よ り接続 を行 な うが,セ ン ター とタ ー ミナル 間の デー タ伝送 回線

の伝 送 速 度 が1,200ビ ッ ト/秒 の場 合 に使 用 す る1,200ビ ッ ト/秒デ ー タ宅 内装 置 と,伝 送 速 度 が

200ビ ッ ト/秒 の場 合 に使 用 す る200ビ ッ ト/秒 デ ー タ宅 内装 置 の2種 類 が あ る。

この デ ー タ宅 内装 置 の基 本 構成 は2種 類 と もプ リン タ,紙 テー プ ・ リー ダ,紙 テ ー プ ・パ ン

チ,伝 送 制 御 装 置,お よ び変 復 調装 置 とか ら構 成 され て い る。 デ ー タ宅 内装 置 で は単 に電 文 を送

受 信 す るの みで は な く,加 盟 銀行 の 自行 シ ステ ム内 に お いて 使 用 して い る符 号 と全 銀 シ ス テ ム に
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お い て 使用 す る符 号 とが異 な る場 合 は,こ の デ ー タ宅 内装 置 に組 込 ま れ て い るFM(Fixed

Memory)を 介 して 相 互 に 変換 を行 な う。

b中 継 コ ン ピ ュー タ

申継 コン ピ ュー タは セ ンタ ー と 自行 シ ス テ ム との 間 を オ ン ライ ン接 続 とす る うえ に必 要 な シ ス

テ ム上 の責 任 の 分 界点 の 明確 化 お よび イ ン ター フ ェイ ス を合 わ せ る こ とを主 要 な機 能 と し て い

る。 申継 コン ピ ュー タの基 本 的 性 格 お よ び主 要 な 役割 は次 の とお りで あ る。

① 全 銀 シス テ ム と 自行 シス テ ム との 間の 責 任 の 分界 点 を示 し,シ ス テ ム運 用 上 の記 録 と して磁

気 テ ー プ に よ る送 受信 電 文 を記 録 す る。

② 大 量 の他 行 為 替 通信 の受 渡 し を行 な う。

③ 自行 シス テ ムの 尊重 と全 銀 シス テ ムにお け る処理 の統 一 の 必要 か ら,伝 送 符 号,伝 送 制御 手

順,伝 送 速 度,通 信形 式 お よ び電文 形 式 を相 互 に 変換 し,イ ン ター フ ェイ ス を合 わせ る。

④ 全 銀 シス テ ム と オ ン ライ ン通 信 時 間帯 が 相 違 す る と き,ま た は 自行 シス テ ムが障 害 とな った

と き等 に,オ ン ラ イ ン接 続 のバ ック ・ア ップ と して磁 気 テー プに よ るオ フ ライ ン代 行 を 行 な

う。

⑤ 自行 シス テ ム また は 全銀 シス テ ムの更 改 時 の 直 接 的影 響 を少 な くす る。

中 継 コ ン ピ ュー タの 機器 構 成(オ ン ライ ン接 続 の 例)は5-7-2図 の とお りで あ る。

5-7-2図 中継 コ ン ピ ュー タ ・オ ンライ ン接 続 の標 準 構 成
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Dシ ス テムの特色

セ ン ター設 備 の項 で既 述 した とお り,シ ステ ムの信 頼 性 を勘 案 した設 備 構 成 が 採 られ て い るが,シ

ス テ ムの特 色 と して挙 げ られ るの は,各 銀 行 に設 置 す るタ ー ミナル装 置 が それ ぞ れ 別 々 に セ ン タ ーの

オ ン ライ ン系 の コ ン ピ ュー タに接 続 され て い る点 で.こ れ を回 線 の分 割 収 容方 式 と呼 ん でい る。

5-7-3図 分割収 容方式

ター ミナ ル セ ン タ
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注)自 系統内収容の 出i‖ll回線障害時は他系統 転送(破 線)処 理 とす る。

5-7-3図 は分 割 収容 方 式 の説 明で あ るが.電 文 の 流 れ は,A銀 行 の ター ミナ ル装 置T,か ら送 信 し

た電 文 はセ ン ターC1に 入 り,B銀 行 の ター ミナ ル装 置T3へ,ま た タ ー ミナル 装置T2か ら送信 した

電 文 は ター ミナ ル装 置C2に 入 りタ ー ミナ ル装 置T、 へ そ れぞ れ 送 出 され る。 この場 合,受 信 側 の 回線

また は ター ミナ ル装 置 が 障害 の と きは破 線 に示 す よ うに他 系 転 送 ル ー トを経 由 して送 出 され る。 した

が って,こ の よ うな障害 の と きで もセ ン ター との 通 信 が 中断 す る こ とは ない 。

ま た,各 銀行 に設 置 され る全 銀 ター ミナ ル につ い て も中継 コ ン ピ ュー タ,デ ー タ宅 内装 置(200ビ

ッ ト/秒,1.200ビ ッ ト/秒 用 の2種 類)と 種類 が あ り、 接 続 形 態 も中継 コ ン ピ ュ'一タの オ ン ライ ン 接

続 の ほ か磁 気 テ ー プ接続,な らび にデ ー タ宅 内装 置 に よ る紙 テ ー プ接続 とい う'ように多 岐 にわ た って

い るの も特 色 の あ る ところ で あ る。

そ の ほか,本 シ ス テ ムが極 めて 大 型 の シス テ ムで あ る こ と も特 色 の一 つ とい え るが,そ の 処 理能 力

は最大1日100万 通,1時 間 当 り15万 通 の処 理 が 可 能 で あ り,こ れ はテ ス ト段 階 にお い て確 認 され て

い る。
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i8金 融機関の店舗外現金 自動支払機

わ が国 の金 融 機 関 に お い て,現 金 自動 支 払機 が初 めて 登 場 した の は,1967年12月 で あ るが,当 時 の

自動 支 払 機 は,オ フ ライ ン タ イ プで あ り,そ の た め,利 用 者 に交 付 され るカ ー ド(本 人確 認 用 の磁 気

カ ー ド)に 支 払 許 容 額 を設 定 す るな どの便 宜 的手 段 が 講 じ られ て い た。 預 金 の オ ン ライ ン と直 結 した

オ ン ラ イ ン タ イプ の支 払 機 が 開 発 され,本 格 的 に採 用 され 始 め た の は,こ こ1年 ばか り前 か らの こ と

で あ る。 金 融 機 関 に お け る コ ン ピ ュー タ リゼ ー シ ョンは 「オ ン ラ イ ン シス テ ム」 を柱 と して,近 年 目

覚 ま しい進 展 を遂 げ て い るが,オ ンラ イ ンの次 に来 る合理 化の 新 しい試 み(ポ ス トオ ンラ イ ン)の 一

つ と して,無 人 銀 行(ロ ボ ッ トバ ンキ ン グ)へ の ア プ ロー チが 開 始 され,無 人 窓 口機 の尖 兵 と して,

コン ピ ュー タ シス テ ム と直 結 した 自動 支払 機 が 開 発 され た ので あ る。

この よ うな,最 近 の動 向 を背 景 に して,1973年3月,大 蔵 当 局 は,現 金 自動支 払機 の金融 機関 店 舗

外 設 置 を試 行 的 に認 可 す る方 針 を打 出 したが,こ れ に よ り,従 来,店 舗 内設 置(一 部 店 外壁)に 限 ら

れ て い た支 払機 利 用 は新 しい局 面 を迎 え る こ と とな った。 当局 の示 す店 舗 外 の範 囲 は 「駅,空 港 な ど

公 共 施 設 の ほか,商 店街 デパ ー トな どの施 設 内 で あ って,現 金 自動 支 払 機 設 置需 要 の あ る場 所 」 とな

って い るが,当 局 の 方 針 を うけて,早 速店 舗 外 進 出 を 図 った都 市銀 行 の設 置場 所 をみ る と,下 記 の と

お り比 較 的設 置 条 件 が整 って い る と思 わ れ る有 名 デパ ー トに集 中 して い る。

三 井 銀行 一 三 越 本 店(東 京 ・日本 橋)

富 士 銀行 一 小 田 急本 店(東 京 ・新 宿)

三菱 銀行 一 伊勢 丹本 店(東 京 ・新 宿)

三和 銀 行 一 高 島 屋 日本 橋 店(東 京 ・日本 橋)

住 友 銀 行一 大 丸 東京 店(東 京 ・八重 洲 口)

東海 銀行 一 松 坂 屋上 野 店(東 京 ・上 野)

(金融 機 関 コー ド順)

現 金 自動 支 払 機 の 導入 目的 として は,① 窓 口事 務 の 省 力 化,② 顧 客 サ ー ビスの 向 上 が考 え ら れ る

が,店 舗外 設 置 の 場 合 は,特 に現 金 払 出 しの 簡 便 さ,時 間外 払 出 しサ ー ビス な ど,顧 客 サ ー ビス面 が

強 調 され,そ の利 用 方法 は,簡 単 で,広 く預 金 者 に便 宜 が提 供 され る仕組 み とな って い る。(処 理 手

順 例 別 図参 照)

しか し,現 時 点 で は,一 般 大 衆 の 店舗 外 自動 支 払機 に対 す るニ ー ズが 必ず し も明 らか で は な く,今
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5-8-1図 現金 自動支払機(オ ンライ ンモー ド)処 理手順の一例
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口 直結 して い るコンピュ
ー タの処理 内容

後,ど の よ うな態 様 で,進 展 し,国 民 生 活 に定 着 して い くか,そ の動 向 につ い て は,金 融 機 関 は勿 論

の こ と,週 休 二 日制 問題 等 とか らめ て,各 方 面 か ら注 目 され てい る。.
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9タ イム シ ェア リン グに よ る富 士銀 行 経 営 統計 照会 システ ム"FOCAS"

Aは じめに

ます ます流 動 的 で競 箏 条 件 の激 化 す る経 営 環 境 に対 処 す るた め に,富 士 銀行 はMIS開 発 の一 環 と

して 「富 士銀 行 オ ン ラ イ ン統計 照 会 シ ステ ム」(FujiOn・lineCorporateAccountingSystem,略 称

'`FOCAS")を 完 成 し
,1972年8月 よ り稼 動 を開 始 した。

富 士 銀 行 は既 にUNIVAC1108大 型 コ ン ピ ュー タ を主 力 機 と して 開発 を進 め て きた総 合 オン ラ イ ン

・シ ステ ム をベ ー ス と して,昭 和43年 以来 「経 済情 報 シ ス テ ム」 の 具体 的 展 開 を図 って きた が,特 に、

(1)経 営 管 理 の仕 組 み をあ るべ き方 向 に改 善 しな が ら,コ ン ピ ュー タを ベー ス とす る情 報 シス テ ム

の構 築 と,情 報 利用 を促 進 す る こ と。

(2)現 実 的 な開 発 ス テ ップ と して,ま ず 最 もニ ー ズの 高 い ミ ドル以 下 の 営業 活 動(PLAN-DO・SEE)・

を直 接 支 援 す る情 報分 野 を主 対 象 とす る こ と。

(3)事 務 の合 理 化 を主 目 的 と して 進 め て きた 総合 オ ン ラ イ ン ・シス テ ムに営 業 の 積 極 的増 進 と管理

の 効 率 化 に役 立 つ 情 報 処理 機 能 を補 完 す るこ との3点 を開 発 努力 の原 点 と した。

B"FOCAS"の 位 置 づ け

富 士 銀 行 の 情報 シ ス テ ム は事 務 集 中 処理 ベ ー スの合 理 化 を含 め た広 い意 味 で捉 え てい るが,そ の も

っ と も基 礎 的 な領 域 は,情 報 ニ ー ズ の変 化 と多 様 化 に応 え るよ うに,デ ー タ ・ベ ー ス化 す る こ とで あ・

る とい う認 識 か ら,特 に 「顧 客 情報 フ ァイル 」,「人 事 情報 フ ァイ ル」,基 礎 的 な 「管 理 統計 フ ァイ ル ⊥

の3つ を もっ と もフ。ライ オ リテ ィの高 いデ ー タ ・ベー ス と して構 築 して きた。

"FOCAS"は この よ うな基礎 的 な情 報 基盤 の成 熟 と並 行 して
,各 経 営階 層 に と って必 要 度 の高 い情 ・

報 を選 択,要 約 した コ ン ピ ュー タ ・フ ァイル を作 り,随 時情 報 を照 会,検 索 で きるよ うに した もの で

あ る。

これ に よ って,コ ン ピ ュー タ を マ ネ ジメ ン トに とって 一 層 親 しみ易 い もの に近 づ け る効 果 を もた ら

した。

C"FOCAS"開 発 の狙 い と特徴

"FOCAS"は 次 の2つ の 目的 か ら開 発 され た
。

第1は,マ ネ ジメ ン トへ の報 告 の質,内 容,タ イ ミング な どの 改 善,す なわ ち経営 管 理 の レベ ル ア
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ップ を支援 す る情 報 の提 供 で あ る。

第2の 目的 は,シ ス テ ム的 な 側面 と して 汎 用 フ ァイ ル ・マ ネ ジメ ン ト ・シ ス テ ム とCRTデ ィス プ

レイ の有 用 性 を実 地 に確 認 す る こ とに あ る。

この よ うな狙 いの も とに完 成 した"FOCAS"は 時 系 列 に蓄 積 され た各 種 の要 約 デー タ を

(1)情 報 の ユ ー ザ ー誰 もが,

(2)必 要 の 都 度専 門的 プ ロ グ ラマの 手 を借 りな くて も自分 で端 末 を操 作 す る こ とに よ り,

(3)タ イ ム シ ェ ア リン グで 利 用 で きる,

(4)パ フ ォー マ ンス を重 視 した シス テ ムで あ る こ とに大 きな特 徴 を有 して い る。

Dシ ス テ ムの基本構成

(1)機 器 の 構 成

"FOCAS"は 南 青 山の事 務 セ ン ター に設 置 され て い るUNIVAC1108と 本 店 各 部 に設 置 されて い る

M-340カ ラ ー ・デ ィス フ。レイ ・ユ ニ ッ トが オ ン ライ ン で接 続 され て い る。(5-9-1図 参 照)

(2)ソ フ トウ ェア の構 成

この シス テ ムはEXEC-T8の コ ン トロー ル の も とにFMS-8と い う汎 用 フ ァイ ル ・マ ネ ジ メン

5-9-1図 機 器 構 成

ト ・シス テ ム を使用 し,タ イ ム シ ェア リン グで稼 動 してい る。

そ の結 果,預 金 ・為 替 の オ ン ライ ン ・リアル タイ ム処 理 と各種 業 務 の コ ン カ レン トな バ ッチ処 理 の

上 に,更 に デ マ ン ド ・モ ー ドの"FOCAS"が 併 行 稼 動 す る こ とに な り,き わ め て密 度 の 高 い コン ピ ュ

ー タの使 い方 とな って い る。

検索 フ.ログ ラ ムはBIMS(日 本 ユ ニパ ック)を ベ ー ス に して,富 士 銀行 が 独 自に 開発 した"FOCAS'

を使用 して い る。(5-9-2図 参 照)
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5-9-2図 ソ フ ト ウ ェ ア の 構 成

こ の検 索 プ ロ グ ラム は,数 百 種 類 の 経 営 レポ ー トを分 析 してパ ター ン化 した もの で,次 の点 を留 意

して あ る。

(1)汎 用 性 … …ユ ー ザ ーが 欲 す るデ ー タ を 自由 な組 合 せ で提 供 で きる よ ラ会話 方 式 の 検 索 を基 本 と

して い るが,必 要 要 件 を一 度 に パ ラ メー タで 指定 す る オペ レー シ ョン も可 能 で あ る。

(2)簡 便 性 … … ユー ザ ーが い ちい ち プ ロ グラ ム を作 らな くて も,ス テ ップ を踏 ん で入 力 指 定 が で き

るので 誰 で も操 作 で きる。

(、)拡 張 性 … … デ ー タの 内容 力・変 わ って も検 索 プ ・グ ラ ム を変更 しな い で す む よ うプ ロ グ ラム とデ

ー タの 独立 化 を はか る。

また 定 常 的 な情 報 ニ ー ズ に つい て は プ ログ ラ ムNo.と 日付 を タ イプ イ ンす るだ けで 利用 で きるメ ニ

ュー方 式 の検 索 プ ログ ラム も用 意 して あ る。

Eデ ー タ ・ベ ー ス の 内 容

デ ー タ ・フ ァイ ル は基 本 的 に属 性 フ ァイル と計数 フ ァイル の2つ か ら構 成 され る。

'(1)属 性 フ
ァイ ル

地 域 コー ド ・本 部担 当係 コー ド ・開設 年 月 な ど営 業 店 の基 本 的 属性 を 保 有 し た 「店 別 属 性 フ ァイ

ル 」 と業 種 ・政 策 マー クな ど取 引 先 の基 本 的属 性 を保有 した 「取 引 先属 性 フ ァイル 」 か ら成 り,各 々

次 の計 数 フ ァイ ル と共 に使 わ れ る。

(2)計 数 フ ァイル
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計 数 フ ァイ ル は大 き く分 け て毎 日,計 数 の把 握 を必 要 とす る重 要 項 目を保 有 した 日次 デ ー タ ・フ ァ

イ ル,詳 細 デ ー タ を持 つ月 次 デ ー タ ・フ ァイル お よ び店 別 の 目標 額 を保 有 して い る 目標 フ ァイル の3

つ か ら構 成 され る。

各 々の フ ァイル の 中 は,5-9-3図 の よ うに多 くの サ ブ フ ァ イル か ら成 り立 ってい る。

5-9-3図``FOCAS"デ ー タベース概念 図

至

要'

計

数

フ
ァ

イ
ル

、

そ の他 会話 用 の メ ッセ ー ジ ・テ ー ブル,コ ー ドを カ ナ文 字 に交 換 す るデ ュー デ ィン グ ・テ ー ブル,

デ ー タ ・フ ァイ ル の定 義 づ け を して い るデ ィレク トリ イ ・テ ー ブ ル等 の フ ァイル を有 して い る。



248第5部 コンピューク適用業務の具 体例

F"FOCAS"の 利用方 法

"FOCAS"の 検 索方 式 は会 話方 式 とメ ニ
ュー方 式 の2種 類 あ る。

(1)会 話 方 式 の プ ロ グラ ム は,膨 大 な経 営報 告 を 機能 別 に分 析 した結 果,単 純 検索 ・比 較 検索 ・条

件 検 索 ・構 成 検 索 の4つ の検 索 パ ター ンに分 類 した。

A単 純 検 索 とは あ る条 件 を満 た した支 店 また は取 引 先 につ いて,必 要 とす る計数 を何 ら加工 す る

こ とな くア ウ トプ ッ トす る もの で,28種 類 の ア ウ トプ ッ ト ・フ ォ一一マ ッ トが プ ロ グ ラ ム上 用 意 して あ

り,ユ ーザ ー は フ ォー マ ッ ト指 定 す る こ とな く自動 的 に フ ォー マ ッ トが 構 成 され,ア ウ トプ ッ トす る。

B比 較 検 索 は特 定 店 間 の計 数 比較,特 定 項 目間 の計 数 比較 な ど を行 な い,そ の増 減額 や 伸 び率 を

21種 類 の フ ォー マ ッ トで アウ トプ ッ トす る。

C条 件 検 索 は特 定項 目に条 件 を与 え,そ れ を満 たす 営 業店 また は取引 先 を捜 し出 し,更 に順 位づ

けを して ア ウ トプ ッ トす る。

条 件 値 の設 定 の仕 方 も,残 高 に対 す る もの,増 減額 ま たは増 減 率 に対 す る も の な どを用 意 して あ

る。

D構 成 検索 は構 成 比 とか 寄与 率 を算 出 す るプ ロ グ ラムで,貸 出金 の 取引 構 造 を分 析 す る場 合 な ど

に使 われ る。

(2)メ ニ ュー方 式 の検 索 プ ログ ラ ム は トップ ・マ ネ ジメ ン ト向 きに作 られ た もの で,主 要 勘定 計 数

速報 な ど定 常 的 な ニ ー ズの あ る情報 を提 供 して い る。

GL`FOCAS"の 効 果

経 営統 計 の主 要 分野 をデ ー タ ・ベ ー ス化 した"FOCAS"を 本 部 プ ラン ニ ン グ部 門 お よ び一 部営 業 店

に設 置 して い るが,次 の よ うな効 果 をあ げ てい る。

(1)必 要 な情 報 を タイ ム リー に得 られ るこ と によ り情 況 を的 確 に把握 し,営 業 店 の指 導 が キ メ細 か

く行 な え るよ うにな った。

(2)時 系列 デ ー タの加 工 が 容 易 に な った こ とと アウ トプ ッ トの 範 囲 の 指定(条 件 づ け)が 簡 単 に で

きる こ とか ら,本 部 ス タ ッフの 省 力 化 に役 立 って い る。,

'`FOCAS"で は あ らゆ る属性 項 目 を キ ー に して情 報 の 選択 が で き,か つ年 月 日 を タイ プ イ ンす れ

ば,い つ の デ ー タ と も比較 す る こ とが で き るの で膨 大 な管 理 資料 を整 理 し,計 算 す る手 間 が省 け る。

㈲ 営 業 店 に お いて は,業 績 の変 動 要 因 を速 やか に トレー スで き る こ とに よ り,次 の打 つ手 が的 確

に な るな どの 成果 を あ げて い る。
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10第 一 生 命 の オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム

Aオ ンライ ン ・シズ テム導入 に至 るまでの背景 とその概 要

第一 生 命 の 事 務機 械 化 は,1964年 に は じま る第 一 次 シス テ ム転 換 によ り,従 来 の 単 な るカ ー ド ・シ

ス テ ムか らチー フ。・シ ステ ム との 併 用 へ と移 行 し,つ い で1970年,IBM360シ ステ ムの導 入 を機 に

第 二 次 シ ス テ ム転 換 に入 り,チ ー フ。お よび ラン ダ ム ・フ ァイ ル を基 と した事 務 処 理 シス テ ム をつ く り

あ げ て,事 務 の能 率 化 と省力 化 の 目的 を果 した。

生 命 保 険 の事 務 処理 は,そ の 契 約 の長 期 性 と同 質契 約 の多 数 集合 体 か らみ て,常 に長 期 に わ た る展

望 を もち,か つ 急 速 に膨 張 す る もの に対 処 し得 る シス テ ム でな けれ ば な らな い 。 ま た,一 般 に デ ー タ

処 理 と して の事 務 は バ ッチ処 理 が よ い場 合 と,リ アル タ イ ム処 理 が よい もの と2つ の形 式 に分 け られ

る。 しか し大勢 は後 者 に移 りつ つ あ り,や む な くバ ッチ処 理 に移 され て い る もの も,機 器 の開 発 とコ

ス トの低 下 等 に よ り,本 来 リアル タ イ ム処理 が望 ま しい もの は,こ の方 向 に移 行 し,通 信 回線 を利 用

し て リアル タ イ ムに処 理 す る方 向 で あ る。

900万 件 に の ぼ る保険 契 約 の内 容 をで き るだ け1つ の フ ァイル に集 中 して マス ター ・フ ァイ ル と し,

さ らに チー フ。・フ ァイル の 一部 を ラ ン ダ ム ・フ ァイル に収 録 して,契 約 保全 に関 す る 日常 業 務 につ い

て はIBM370シ ス テ ム を中 心 と して ダ イ レ ク ト ・ア ク セ ス可能 な マ ス ・ス トレー ジの 時代 に入 っ た。

こ れ と通信 回線 の利用 に よ り,契 約 者 サ ー ビスの 向上 ・中 間手 作 業 を省 略 した事 務 の迅 速 化 ・セ ー ル

ス マ ン活動 の バ ック ア ップ等 に偉 力 を発 揮 す ると同 時 に,公 衆 通 信 回線 を利 用 して現 時 点 で は不 可 能

な もの で あ って も今後 の技 術 開 発 に よ って解 決 の 期 待 で き る業 務 が数 多 く想 定 され る。

さて 当社 の オ ン ライ ン ・シ ス テ ムは端 末 機 の 設 置場 所,ア プ リケ ー シ ョン と も段 階 的 に レベ ル ア ッ

プ す る こ とを前 提 に設 計 され,次 の よ うな経 過 をた ど って き た 。

1971年3月 イ ン ハ ウ ス ・オ ン ラ イ ン

1971年10月 東 京 ・大 阪 ・名 古 屋 オ ン ライ ン

1973年2月 オ ン ライ ン第 一 次 拡張

1973年2月 か ら実 施 した オ ン ライ ン ・シス テ ム第 一 次 拡 張 の 内容 は5-10-1図 の とお りで,大 井 本 社

と東京 ・大 阪 を2,400bpsの 高速 回線 で結 び,東 京 ・大 阪 に はIBM2905集 配 信 装 置 を設 置 し,東 京 ・

大 阪 か らは さ らに各 々200bpsの 低 速 回 線 で各 地 の 主 要 都 市(支 社)と を結 び,各 主 要 都 市(支 社)に は

IBMの2740タ イ フ。ライ ター通 信 装 置 をお い て照 会 ・保全 業 務 を行 な うシス テ ムで あ る。

オ ン ラ イ ン ・システ ムの主 コ ン ピ ュー タ は大 井 本 社 に あ るIBM370-155シ ステ ム(バ ック ア ップ
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5-10-1図 オ ン ライ ン ・シ ス テ ム

低醤
線
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大 阪 回線

集配信装置

高速
回線 束

膓終酉己{言装 置

は370-165)で 現在 の イ ンハ ウス ・オ ン ラ イ ン(大 井 本社 内の オ ン ラ イ ン)を 骨 子 と して構 成 されて

い る。

Bオ ン ライン ・システ ム設 計 の前 提条 件

当社のオンライン・システムはコンピュータが大井本社(神 奈川県大井町)に ある関係から集配信

装置を用いた回線網 となっている。

(1)回 線網設計上の条件

電電公社の通信回線を通して端末機を接続するのに,設 置支社と大井本社を個別に1回 線ずつ結ん

だ直通方式では回線数が多 くなり費用 も嵩むので,回 線料金節約のため分岐方式(1回 線上で回線 を

分岐して数支社に端末機を設置する方法)が 採用された。現在の電電公社側の回線上の制限(途 中の

中継は2ケ 所までという技術上の問題)も あって,大 井本社から直接結べない支社がでてきたので集

配信装置が設置 され効率的なネットワークが組まれた。

(2)集 配信装置の導入

前述の条件の下で,全 国規模の回線網を敷設するため,IBM2905集 配信装置を導入 した。この装

置は大井本社のコンピュータ・センターと集配信装置間を一本の高速回線(2,400bps)で 結び,ま た

集配信装置と端末機間を低速回線(200bps)で 接続 して,コ ンピュータ ・端末機双方からの送 ・受信

をコントロールする機能をもっている。このIBM2905集 配信装置は最大30回線までの低速回線を接

続でき,か つ分岐方式がとれるので,少 ない回線数で拡張性のある回線設計が可能である。

(3)回 線網の規模
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回 線 網 の規 模 は最初 か ら全 支社 を対 象 とした もの で は な く,ア プ リケ ー シ ョンの 開発 とに らみ合 わ

せ て,全 国的 規模 に拡 大 可 能 な もの と して 設 計 した 。

(4)端 末 機 の 選 定

オ ン ラ イン ・シス テ ムは そ の利 用 形 態 に よ って,デ ー タ収 集 シス テ ム,メ ッセ ー ジ交 換 シス テ ム,

照会 応 答 シス テ ム等 に分類 され,そ れ ぞ れ シス テ ム に よ って端 末 機 も異 な る。 当社 の シス テ ム は照 会

応 答型 と して の端 末 機 使用 が主 で あ り,ま た銀 行 等 に比 べ て デ ー タの 量 も比 較 的 少 な い の で,IBM

の汎 用 端 末機 と して広 く利用 され て い る送 ・受 信 兼 用 のIBM2740型 端 末 タ イ プ ラ イ ター を選 ん だ 。

(5)端 末機 の設 置 基 準

端 末 機 の利 用 頻 度 につ い て は,当 面 保険 契 約 の 内容 に つ い ての 照 会 を主 体 と して,各 支 社 の 保有 件

数(現 在 約900万 件 で,1支 社 平 均9万 件 前後)に 対 して月 間 約2%の デ ー タ量 が あ る と想 定 され た。

こ こに い うデ ー タ量 とは支 社 窓 口で の 来社 処 理 とい う狭 い範 囲 に と どま らず,電 話 ・文 書 等 契 約者 ま

た は セ ール ス マ ンか らの 申 し出,照 会 はす べ て 何 らか の形 で端 末機 の利 用 が 必 要 で あ る とい う前提 の

下 で,契 約 の異 動 情 報 の実 績 お よ び支 社 の実 態 調 査 に基 づ い て算 出 した もの で あ る。 この2%の デ ー

タ量 は現 在 の処 理 件数 と比 較 す る とか な り多 い 件数 とな って い るが,一 般 に オ ン ライ ン開 始 後 は デ ー

タの急 増 を予 測 す るの が通 例 で あ る。

一 方 ,2740端 末 タ イフ。ラ イ ター の処 理 能 力 は,1時 間 当 り約40件(1件 当 りの所 要 時 間 約1分30秒

とした),1日 で240件 処 理可 能 で あ るが,シ ス テ ム の効 率 ・安 全度 を みて1台 当 り60%の150件 を限

度 と した。 従 って150件 に1台 の割 りで 端 末機 を設 置 した。 な お この設 置 に 当 って は,シ ステ ムの 中

で の 待 ち時 間 を考 え,計 算 は待 ち合 わ せ の 理論 に基 づ き,デ ー タ の発 生 はポ アソ ン分 布 と して算 出 し

た。

端 末 機 の設 置 は 東京 ・大 阪 ・名 古 屋 を は じめ 全国 各 支 社 か ら1日 のデ ー タ量 が100件 を超 え る支 社

を対 象 と した 。 ま た 同一 都 市 内 の支 社 は特 定 の端 末 機 を共 同 して利 用 し,さ らに隣 接 府 県 の支 社 も利

用 で き る体 制 を もった。(5-10-2図 参照)

Cオ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム の 内 容

(1)対 象とする業務

当面は契約者貸付およびその返済金の入金処理ならびに解約処理は試算までとし,そ の他計算事務

を主体とする契約保全事務に関す る必要な情報は直接支社の端末機に出力してスピー ド・アップをは

かることとした。

また保険料払込に関する現況照会,配 当積立金額その他必要な現況照会に対 して も回答するもので

ある。

(2)現在の照会件数
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支社 オ ンライ ン開 始 後 の現 在 の処理 件数 は

1日 平均1端 末 当 り

本 社 関 係(23端 末)3,000件130件

支 社 関 係(27端 末)1,200件45件

で あ る。

(3)オン ラ イ ン機 器 構成(5-10-3図 参 照)

1973年3月,IBM370シ ス テ ムの 導入 に伴 ない,オ ン ラ イ ン ・シス テ ムの 機 器構 成 を従来 の360シ

ス テ ムか ら370シ ステ ムに 切換 えた 。 ま た ラ ン ダ ム ・フ ァイル を3330型 大 型 集 団 デ ィス クに 変更 し,

照 会 応 答 時 間 の ス ピー ド ・ア ップ をは か る とと もに ア プ リケ ー シ ョン の拡 大 に対 処 し得 る シス テ ム と

した 。

回 線数 は2,400bps回 線2回 線200bps回 線32回 線 で あ る。

端 末機 は2740端 末 タ イプ ラ イタ ーが,次 の各 地 区 に配 置 され て い る。

東 京 本社 関係9台

大 井 本社 関係8台

5-10-1表

メ ッ セ ー ジ ・コ ン トロ ー ル

ワ ー ク 域

フ ァイル1/O

集配 信 装 置 の コ ン トロー ル

270X系 回線 の コ ン トv－ ル

メ ッセ ー ジの分 析

トラ ンザ ク シ ョン処 理 の スケ ジ ュー リ ング

セ ン ター ・オ ペ レー シ ョン

開 始 ・終 了 時 の処 理

エ ラ ー修 復

小 計

アプ リケ ーシ ョン

現 況 照 会

計 算 照.会

小 計

モ ジュ ー ル数

1

6

14

2

1

1

3

4

3

35

7

6

13

使 用 メモ リー

47K

15K

17K
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大 阪 ・名古 屋 関 係6台

支 社 関係27台

計50台

(4)プログ ラ ム構成

オペ レー テ ィン グ ・シ ス テ ム は現行 シス テ ム と同 様 で,使 用 して い る主 記 憶 装 置 の見 積 りは大 体次

の とお りで あ る。

なお 使用 言 語 は何 れ もア セ ン ブ ラー で あ る。

Dオ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム導 入 に よ る 変 化

(1)従来契 約 内容 変更 に関 す る諸 計算 事 務 は本 社 で集 中 して処 理 され て いた が,今 後 は支 社 の端 末 機

を通 して処 理 され るの で,本 社 計 算事 務 は コ ン ピ ュー タ に吸 収 され る と と もに処 理 は支 社 に 分 散 され

る方 向 で あ る。

また 保険 料 収 納 に つい て の 支社 事 務 の主 流 は余 り変 らな いが,契 約 内容 に つ い て の現 況 照 会等 従 来

支 社 か ら文 書 あ るい は電 話 で 照 会 して い た事 務 が 即座 に端 末 機 に 出力 され る。従 って本 社 で な け れ ば

回 答 で きな い もの につ い て もきめ細 か いサ ー ビス が可 能 とな った。

、 今後 の方 向 と して は新契 約 面 で の活 用,セrル ス マ ン活 動 の バ ック ア ップ。を強 力 に推 しす す め,そ

れ に よ り契 約 者一 セ ール ス マ ンー 支 社一 本 社 間 の コ ミュニケ ー シ ョン を一 層 緊 密 に し契 約 者 サ ー ビス

の 向上 を はか る と と もに顧 客 情 報 シ ステ ム を確 立 す る方 向 に あ る。

5-10-2図 回 線 網

/
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11頗 麟 麦 酒 株 式会 社 の オ ー ダー ・プ ロセ ッシ ン グ ・シス テ ム

麟 麟 麦 酒株 式 会 社 〔以下 キ リン ビール(株)と い う〕 で は,1972年11月10日 か ら,東 京 地 区 に お い

て,受 注 出荷,配 送計 画 製 品 需 給,販 売 情 報 に関 す る一 連 の オ ン ライ ン化 構 想 の 申 ,そ の第1ス ッ

プ を シス テ ム化 した。 、

A開 発動機 と背景

キ リン ビー ル(株)の 主 要 業務 は,ビ ー ル,清 涼 飲 料 の 製造 販 売 及 び輸入 洋酒 の販 売 で あ る
。 酒 類

の 製 造 販 売 は,酒 類 免 許 に 則 って な され る関係 か ら,商 品 の流 通 経 路 は,基 本 的 に,メ ー カー→ 特 約

店 → 小 売 店→ 消 費 者 とな って い る。 ビー ル,清 涼 飲 料 の 物流 の特 徴 の1つ と して,空 容 器 の 回収 が あ

る。 これ は,商 品 の 流 れ とは逆 に,消 費者 か らメー カー の方 向 に回 収 され る。 キ リン ビー ル(株)で

は,現 在,12の 製 造 工場 と13の 販 売支 店 を有 し,需 給 を まか な って い る。

昭 和30年 代 後 半 か ら,大 都 市 の 物 流事 情 が 悪 化 した こ とと も関連 して,メ ー カー が特 約 店 に代行 し

て,直 接 小 売 店 へ製 品 を配 送 し,空 容 器 を回 収 す る。 ま た,同 時 に,特 約 店 が 小売 店 か ら品 代 を回収

す るた めの 荷為 替手 形 の引 受 け業 務 を もメー カ ーが 代 行 す る こ とに な った(小 配 制 度 の 発生)。 そ の

た め,大 消 費都 市 に お け る メー カ ーの 日常 の業 務 処 理 量 は,飛 躍 的 に増 大 し,情 報 処 理及 び物 流 その

もの の合 理 化施 策 が な され て来 た。 一方,年 々 の販 売 量増 大 に伴 い,製 造 工 場 もマ ンモ ス規 模 の もの

が 新 増 設 され,経 営 計 画 面 に お いて も,需 要 予 測,需 給 計画,設 備 投資 計 画 等,経 営 計 画 諸 制 度 及 び

組 織 の改 善,確 立 が な されて い る。

コ ン ピ ュー タ の適 用 分野 と して,上 記 の よ う な,オ ペ レー シ ョナル とプ ラ ンニ ン グの 両 者 が あ る

が,こ こで は,販 売部 門(代 表 的 な販 売 支 店一 東京 支 店)に お け る受 注 か ら販 売情 報 処 理 に関 す るオ

ペ レー シ ョナル 情報 処 理 の オ ンラ イ ン化 を紹 介 す る。

従 来,東 京支 店 の オ ー ダエ ン トリー シス テ ムは,エ ッジ カー ド方 式 とテ レ タイ プ回 線 に よ る紙 テ ー

プ 送 信,日 常 の オペ レー シ ョナル な販 売情 報 処 理 は,本 社 の コ ン ビ。ユー タ に よ るバ ッチ処 理 が中 心 で

あ った 。

1969年 に至 り.シ ス テ ム機 器(1964年 頃設 置)の 買 い替 えの問 題 が 表面 化 した際 に,従 来 か ら提 起 さ

れ て い た い くつ か の 問題 を含 め,総 合 的 に シス テ ム改 善 を検討 す るこ と にな った 。い くつ か の問 題 と は,

(1)経 営 合 理 化 の一 環 と して オペ レー シ ョナル情 報 処 理 部 門 の(間 接)要 員 の 削 減 と事 務 の標 準 化

(2)配 送 効 率改 善 に よ る コ ス ト引 き下 げ(3)サ ー ビス水 準 の 向上,維 持(4)管 理 情 報 の質 の 向上

《5)既 存 エ ッジ カー ド方 式 の シス テ ム的 限 界 解消(将 来 注 文量 が さ らに増 大 した場 合 に要 員,機 器 を
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増 設 して も 自ず とシス テ ム的限 界 が 認 識 され た)等 で あ る。 当時,オ ンラ イ ン シス テ ムが 先 行 ユ ー ザ

ー に よ り紹介 され,1つ の構 想 として オ ン ライ ン化 を予 備調 査 し,結 論 と して そ れ を指 向 す る こ とに

な った。 東京 支店 とコ ン ピ ュー タ部 門 で オ ン ライ ン シ ステ ム委 員 会 を発足 させ,約10ケ 月 検 討 した 。

オ ン ラ イ ン シス テ ム委 員会 活 動 は,次 の3つ の分 野 を中心 に行 わ れ た。(1)受 注 出荷 シ ステ ム(2)

配 送 合 理 化 シ ステ ム(3)販 売 促 進,製 品 需給 シ ス テ ム。委 員会 は,1970年 暮 に,オ ン ラ イ ン シ ステ

ム導 入 を答 申 し,以 降,本 格 的 な導 入 準 備 に入 った。

B意 義,内 容,効 果

(1)意 義

オ ン ライ ン化 の意 義 は,シ ス テ ム設計 段 階 と具 体 的 な シ ス テ ム化(ア ウ トプ ッ ト)段 階 の2つ に つ

いて い え る。

シス テ ム設 計 段 階 で は,支 店 の業 務 担 当部 門及 び コ ン ピ ュー タ部 門 の両 者 が,従 来 の情 報 処 理 に拘

泥 され る こ とな く,あ くまで も合理 化 の観 点 か ら,情 報 を機 能 的 に見 直 した こ と,そ して質 的 向 上 を

考 えた こ とで あ る。 また コン ピ ュー タ部 門 に関 して は,技 術 的 な大 きな飛 躍 が な され た 。

具 体 的 な シ ス テ ム化 の段 階 につ い て は,先 に述 べ た よ うに第1ス テ ップの シス テ ム化 が な され た段

階 で は あ るが,従 来 の バ ッチ シ ス テ ムの 限界 を越 えて(改 善 して)ほ ぼ所 期 の効 果 を実 現 して い る と

考 え られ る。 コ ン ピ ュー タ費用 は増 大 した が,そ れ に見 合 う以上 の 省 力化,情 報 の量 ・質 ・適 時 性 が

改 善 され,業 務担 当部 門 での 業務 処 理 は ス マー トとな り,よ り機 能 的 とな った 。

(2)内 容

第1ス テ ップ で シ ステ ム化 され た範 囲 は,次 の3つ で あ る。

① 受注 出荷 指 図 シス テ ム

② 配 送計 画 シ ステ ム

③ 販 売速 報 シス テ ム

な お,今 後,オ ン ライ ン化 構想 の下 に,シ ステ ム化 を予 定 して い る分野 と して 次 の もの が あ る。

④ 製 品 需 給 速報 シス テ ム

⑤ 販 売 確 報 シ ステ ム

⑥ 製 品需 給 確 報 シ ステ ム

す で に シ ステ ム化 した3つ の サ ブ シ ステ ムに つ いて 簡 単 に説 明 して お く。

① 受 注 出 荷 指 図 シ ス テ ム

この シス テ ムの 機 能 は,次 の3つ に ま とめ る こ とがで きる。

,特 約 店 か ら電 話 また は テ レ ック スで 受 け た注 文 を ブ ラウ ン管式 オ ン ラ イ ン端 末 機(以 下
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2260端 末 機 とい う)か ら対 話形 式 で イ ン プ ッ トし,伝 票 形 式 に 編集 して,倉 庫 の オ ン ライ ン

端 末 機(以 下1050端 末機 とい う)へ 紙 テー プ送 信す る。 あ らか じめ曜 日別 又 は出 荷 日指 定 で

コ ン ピ ュー タ に フ ァイ ル されて い る注 文 も 自動 的 に倉 庫 へ紙 テ ー プ送 信 され る。 この オ ン ラ

イ ン化 によ り,支 店 の受 注 セ ン ター の約 半 日 の仕 事量 は コン ビ。ユ一 夕 に吸 収 され て しま った。

ii受 注 内容 の照 会 に対 す る即 時応 答 訂 正 処 理 及 び倉 庫 へ の 即 時伝 達 。2260端 末 機 か ら注文 フ

ァイル に イ ン ク ワ イ ア リー し,も し紙 テ ー プ送 信 済 の もの に つ いて 訂 正 を加 えた場 合 は,即

時 に倉 庫 の1050端 末 機 に訂 正 メ ッセ.一ジ を送信 す る。

iii倉 庫 で の 伝票,小 配手 形,出 荷 明細 表 の 自動 作 成 。

これ を実 現 す るた め,キ リン ビー ル(株)で は,特 殊 タイ プ ライ タ ー を開 発 し,手 形 と伝票 を

同時 に重 ね打 ち 出来 るよ うに した。 従 来,手 形 期 日,振 出 日,手 形 金 額 等 は,人 手 で ス タ ン

ピン グ して い たが,こ れ らの作 業 はな くな り自動 化 され た。

② 配 送 計 画 シス テ ム

ビー ル,清 涼 飲料 は瓶 詰 商 品 で あ り,ガ サぱ る。 重 量 もあ りま た 日 々大 量 の扱 い とな る。輸 送 費 の

原 価 に占 め る比 率 は高 い。 都 内 の 交通 規 制 も厳 しい 。 これ らの こ とか ら,配 送 効 率 を上 げ,得 意先 に

対 す るサ ー ビ ス水 準 を改 善 す る と共 に,コ ス トを引 き下 げ る こ とは メー カー の念 願 で あ る。従 来,物

流 面 に お け る合 理化 は,推 進 され て来 たの だが,オ ンラ イ ン を契機 に,情 報 面 か らの合 理 化 に アプ ロ

ー チ した。

1日 の注 文 デ ー タ が,出 荷 日の前 日に ま とま った段 階 で,全 体 として の 配 送 最適 解 を配 送 計 画 プ ロ

グラ ムで 解 き,そ の 解 を伝票 デー タ と は 別 個 に紙 テー プ で,各 倉 庫 の1050端 末 機 ヘ オ ン ラ イ ン伝送

し,倉 庫 で は,受 信 紙 テ ー プか ら,配 送 指 示 票 を打 ち上 げ,そ れ に基 づ いて1車 毎 の配 送 組 合 せ を行

な って 製品,容 器 の 出荷 回 収 を行 う。 従 来,配 送計 画 は,傍 系 運輸 会社 の ベ テ ラ ンが,各 倉 庫 で組 ん

でい た が,こ の シス テ ム化 によ り,こ れ らの 作業 を吸 収 し,ほ ぼ 目標 を達 成 す る段 階 に あ る。

③ 販 売 速 報 シス テ ム

この シス テ ム は,特 約 店 別,倉 庫 別,販 売 地 域 別 の受 注 状 況 また は販 売 実 績 につ い て,オ ン ライ ン

で即 時 照会 応 答 を可 能 にす る もの で あ る。 この シス テ ムの利 用 者 は,受 注 セ ン ター,製 品 需給,配 送 計

画,営 業倉 庫 の各 担 当者 と多 岐 に亘 る。 デ ー タ収集 が オ ン ラ イ ン化 され た こ とに よ り,実 績集 計 が約

半 日早 ま ると共 に,タ イ ム リー に アク シ ョンが とれ るよ うにな った。 例 えば,現 時 点 での販 売 実 績 ま

た は明 日の 出荷 見 込 を それ ぞ れ イ ンク ワイ ア リー 出来 る よ うに な った。

④ ～ ⑥ につ い て,

今 後,シ ス テ ム化 す る分 野 で あ るが,そ の 設 計思 想 は,基 本 的 に各 業 務機 能 を支 え る情 報 を洗 い直

し,管 理 基 準 を明確 に して,必 要 情報 を タ イ ム リー に提 供 す る もの に し た い と考 えて い る。 そ こで

は,オ ン ライ ン と従 来 の バ ッチ の良 さが 生 か され よ う。
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(3)効 果

オ ン ライ ン化 の 目標 な る もの は先 に述 べ たが,シ ス テ ム化 を行 った段 階 で,こ の効 果 は次 の よ うに

ま とめ られ よ う。

① 大 量,定 型 業 務処 理 か らの 人 間解 放

従来 の シ ス テ ムで は実 現 し得 なか った分 野 につ い て,オ ン ライ ン化 に よ り可 能 とな った 。 コン ピ ュ

ー タ費 用 は増 大 したが ,そ れ に見 合 う省 力化 は実 現 され,仕 事 が ス マ ー トにな った。

② 情報 の質 の向 上 と迅 速 化

必 要 とす る情 報 を即 時 に取 り出せ る よ うに な った こ とに よ り適切 に ア ク シ ョンが とれ るよ うに な っ

た 。 ま た,よ り科 学 的 な要素 を,オ ペ レー シ ョナル な情 報 に組 み込 む こ とが 可 能 とな った 。

③ 配 送効 率 向上 に よ るサ ー ビス水 準 改善 ・維 持 ・コス ト引 き下 げ

トー タル と して の配 送 距 離,時 間 の ムダ の 除去,そ れ に よ る車 の 配送 効 率 向 上 が な さ れ た。 さ ら

に,配 送 計 画値 を先 取 り出 来 る こ とに よ り,今 後,配 送 改 善 に活用 され よ う。

C他 の シス テム との関係

キ リン ビール(株)に お け る販 売 部 門 の 日常 定型 業 務 の コ ン ピ ュー タ化 は,こ こ に紹介 す る東京 支 店

を中心 に大 都 市 支 店 に 関 して 進 め られ て きた。 他 の中 小 支 店 に 関 して は,ミ ニ コ ン シス テ ムが導 入 さ

れ また は検 討 されて い る。 日常 定 型 業 務 の外 に,主 要 支 店 に関 して全 社 的 に販 売 統 計 業 務 を コ ン ピ ュ

'5-11-1図 販売業務 サブシステム関連 図

オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム

ピ ・・荷朋 ・・テ・
⊂
外

情

報
『

↓
販 売 実 績 速 報 シ ス テ ム

1配 送 緬 ・ ・ テ ・ 1製 品 需 … テ ・1

」
'

、

∫
,↓

Ψ

1・ 売 ・ 計 ・ ・ テ ・

ノぐ

ツ

チ
シ く

ス

テ
ム

/
輸 送 実 績 シ ス テ ム

;

1

…
'
`

、

1↓
、

小 売 店 販 売 統 計 シ ステ ム

'↓

、"
r;
1ド
'1

ψ ψ`

販 売 促 進 シ ス テ ム

'

会 計 情 報

''

＼
販 売 会 計 シ ス テ ム



"`・tt:259"

一 夕化(EDP化)し て い るのが 実情 で あ る
。

さて,東 京 支 店 に関 して は,1964年 頃 か ら,本 格 的 に コン ピ ュー タ化 が は じ ま り,現 在 は,販 売 会

計 に至i6
,r'連 の業 務 が コン ピ ュー タ化 され て い る。 従来 の これ らの バ ッチシ ス テ ム と,昨 年 シ ステ ム

化 され た オン ライ ン シス テ ム,さ らに そ の 中で の狭 義 の オ ー ダ ・プ ロセ ッシ ン グ ・シス テ ム(受 注 出

荷 指 図 シス テ ム)の 関連 は,5-11-・1図 に示 す通 りで あ る。

D人 と の イ ン タ ー フ ェP-・ ス

オ ン ラ イ ン シス テ ムの フ。ログ ラ ム は,す べ て ア セ ン ブ ラー で書 か れ て い る。 バ ッチ シス テ ムの プ ロ

グ ラ ムは,一 般 事 務 計算 の もの は,コ ボ ル又 は ア セン ブ ラー,数 理 計 算 の もの は フ ォー ト ラ ン で あ

る 。

オ ン ラ イ ン端 末 機 は,IBM2260型 デ ィス フ。レイ装 置 とIBM1050型 端 末 機 を使 用 して い る。 い ず

れ も,デ ー タイ ン プ ッ トま た は イ ン ク ワイ ア リーす る時 は,コ ン ピ ュー タ と対 話 形 式 で行 な うよ う設

計 されて い る。

2260端 末 機 は,受 注 セ ン タ ー に9台,業 務 部 門 に1台 設 置 され,2400BPS回 線2本 で コ ン ピ ュー

タ と接続 され て い る。 ∴.

1050端 末機 は,都 内10倉 庫 と横 浜工 場 に1～2セ ッ ト,受 注 セ ン ター に1セ ッ ト(タ イ プ ラ イ ター

の み)合 計16セ ッ ト設 置 されて い'る。 倉庫 の1050端 末機1セ ッ トの 構成 は タ イ プ ライ タ ー1台,紙 チ

ー フ。パ ンチ1台 で あ.り,大 きな 倉 庫(4倉 庫)に は2セ ッ ト設 置 され て い る。 回 線 は いず れ も2{〕OB

PSの もので あ る。 この ほか に,遠 隔 地 の工 場 とは,テ レタ イプ 回線 で結 びオ ン ライ ン伝 達 して い る。

Eト ラ ン ズ ア ク シ ョ ン 量

東 京支 店 の 販 売地 域 は,東 京,千 葉,埼 玉,茨 城,栃 木,群 馬,山 梨,長 野 の1都7県 で あ り約

110軒 の特 約 店 の本 店,営 業所 か ら受 注 し,配 送 して い る。 これ らの 製 品 需給 を ま か な う工 場 は,通

常5つ で あ る。都 内 の小 売 店 に は,前 述 した通 り,小 型 車 配 送 を行 な って お り,そ の対 象 店 数 は,約

8000で あ る。1日 の平 均 出荷 件数 は約3000,年 間 最 高7000程 度 とな る。 計 画 受注 制度 が 導 入 され,あ

1らか じめ特 約 店 か ら,曜 日指定 ま た は,出 荷 日指 定 の注 文 を受 けて い る。 そ の比 率 は,全 体 の注 文 件

数 の約60～80%に 当 る。 この制 度 にょ り,特 約 店 サ イ ドの発 注 業 務 の 合 理化 と,メ ー カー サ イ ドの 配

送 及 び,受 注 処 理 の 合理 化が な され て い る。

Fプ ログ ラム構 成

キ リン ビー ル(株)の コ ン ピ ュー タは,本 社 にIBMS/360M40(192K)1台 が設 置 さ れ て い る。

DOSBTAMで あ る。
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F1=104K,F2=22K,BG=42K,SPVR=24Kの3パ ー テ ィシ ョンで稼 働 し,F1を オ ン ラ

イ ン が使 用 して い る。

オ ン ラ イ ン シス テ ム は,7つ の タ ス クで 構成 され,そ の 内容 は,次 の通 りで あ る。

1.メ イ ン ・タス ク

2.タ ス ク ・デ ィスバ ッチ ャー

3.デ ィス ク1/0(1)

4.デ ィス ク1/O(2)

5.ラ イ ン1/0

6.メ ッセ ー ジ処 理(1)

7.メ ッセ ー ジ処 理(2)

各 タ ス クは,そ の属 性 に よ り常 駐,非 常駐 エ リアか ら成 り,プ ログ ラ ムは モ ジ ュール 化 さ れ て い

る。

プ ログ ラ ミング の標 準 化,効 率 化,容 易 性,メ イ ン テ ナ ンス を配 慮 して,ユ ーザ ー マ ク ロを多数 作

成 し,メ ッセ ー ジ処 理 プ ロ グ ラム で は,固 有処 理 の み コー デ ィン グ し他 はす べ て マ ク ロ処 理 す るよ う

設 計 して あ る。

シ ス テ ムの効 率,ミ スの 防止 の観 点 か ら,特 に メ ッセ ー ジ分 析 モ ジ ュール を用 意 し,エ ラー デ ー タ

は 読 み込 み の段 階 で チ ェ ックア ウ トす る こ とを考 えた 。 シス テ ム を稼 働 させ て み て,さ らに改 善す べ

き点 を見 出 して い るわ けだ が,基 本 的 な ス トラ クチ ャー につ い て は,ほ ぼ安 定 した と考 えて い る。

G全 体 の 機 器 構 成

シ ステ ム全 体 の 機 器 構成 は5--11-2図 の とお りで あ る。

●
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12東 芝商事株式会社 のTOPSALES
`

1開 発動機 と背景

商 品流 通 に対 す る問題 意 識 が 表面 化 したの は,1960年 代 の こ と で あ る が,現 在 で は,流 通 の概 念

が,取 引 流通,物 的 流 通,情 報 流 通 な どの言 葉 で 表 現 され,一 般 化 して い る。

東 芝 商 事㈱ で は,流 通業 務 の合 理 化,省 力 化 に よ る低 コス ト体 制 を実 現 す る'ため,高 度 の 情 報 シ ス

テ ムを確 立 す る こ とに よ って,流 通 機 構 を内面 的 に サ ポー トし,流 通 全 般 の 取引 形 態,販 売 経 路,配

送 施 策,在 庫 管理 な ど に関 す る近 代 化 を意 図 して,高 密 度経 済 圏 疋大 都 市及 びそ の隣 接 地 域)・を対 象

と した東 芝 商 品流 通 情 報 シス テ ム(通 称"TOPSALES")を 開発 した 。

:・ttエqshibagn・lineRrogrammed§ystemAided..:・ ・∵

:・ ∴.withthe.LatestInformation・,i.,.

foranEfficientSales',',.,

2 .意 義 ・ 効 果
,..,..,,

東 芝商 品 流 通 情報 シズ テム``TOPSALES"と して,オ ン ライ ン'1…}・'Vアル タ イム方 式 を採 用 す る'ごと

により・特吻 的髄 面における・①受注購 う醐 の剛 提供を主眼と鴎r
.㌘ トYT'1サ ゴ

スレベルの向上,② 人件費を含む流通費(特 に在庫管理費用)の 削減,③ 物流全域にわたる商品在庫

量の適確かつ即時把握,④ 更には受注処理の迅速化,⑤ 品切れ防止などが可能になった。その結果と

して商品流通総在庫の最適化維持を行うことがで きた。また,こ のシステムは,大 都市における1つ

の地区管理モジュールとして設計 したが,将 来は,本 店機構を対象にした本店管理モジュール,な ら

びに各地区管理モジュールを結合 し,全 国の高密度大都市 を網羅した,広 域流通情報 システムに拡大

す る前段階となっている。

ここでシステムの効果を定量的に把握することは困難であるが,そ の1例 として,運 用開始後約1

年経過 した現在で,商 品管理面において大幅に人員が削減された。

このシステムの運用に当っては,そ れぞれの条件によって,配 送センターの再配置などを行い,シ

ステムに含まれる種々の機能を徐々に拡充することが予定 されている。

3シ ステ ムの概要

本 シ ステ ムは,流 通情 報 セ ン ター に設 置 した コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム を中核 に,東 京 地 区及 び その
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周辺 に 散在 す る東芝 商 品 販 売部 門.と各 種 の 倉 庫 に設 置 した端 末 機器 を,電 電 公 社 の特 定 通 信 回線 で結

す ん だ,オ ン ライ ン ・リアル タ イ ム ・シ ステ ムで あ る。

この システ ムで処 理 す るの は,主 として 受注 か ら出荷 に至 るまで に必 要 ない く つ か の 業 務 で あ る

が,そ の他,商 品 が移 動 す るす べ て のケ ー ス に介 在 し,そ の情 報 を処 理 し,適 確 な指 示 を行 う。

この た め に,流 通情 報 セ ン ター 内 の コ ン ピ ュー タ シス テ ムに は,商 品 に関 す る在 庫,売 上 な どの諸

情 報 や,得 意 先,そ の 他 の情 報 を マ ス ター ・フ ァイル と して 一括 管 理 し.一 元 的 な リアル タイ ム処 理

を実 施 して い る。

即 ち,各 端 末 機 よ り入 力 した情 報 を厳 重 に チ ェ ックの上,直 ち に 各 種 の マ ス タ ー フ ァイ ル を更 新

し,出 力 情報 を伝 票 また は メ ッセー ジ と して 当該 端 末機 へ 出 力 す る。

4業 務内容

4-1受 注 出荷 業 務

各 受 注担 当者 が,注 文 デ ー タ を端 末機 か ら入 力 す る。 これ を受 信 した 中央 の コン ピ ュー タ ・シス テ

ム は,一 旦 磁 気 デ ィス クに フ ァイル し各種 チ ェ ックの後,磁 気 デ ィス ク上 の各 種 マ スタ ー フ ァイ ル を

その 注 文 デ ー タ に よ って更 新 し売 上 出荷 デ ー タ を作成 して,当 該 部 門 お よ び 当該 倉 庫 に そ れぞ れ 売上

伝 票,出 荷 伝 票 と して 伝送 出力 す る。

4-2在 庫管 理 業 務

本 シス テ ムで カ バ ー して い る全倉 庫 の在 庫 管理 を行 い,伝 送 ざお羅や 殆注 文 デ ー タを は じ め と し

て,す べて の 商 品流 通 情 報 に よ り,リ ア ル タ イ ムで更 新 を行 い,常 に最 新 の在 庫 状 況 を維 持 し,在 庫

レベ ル の調 整 を行 う。 この シ ステ ムで扱 う商 品 数 は,約40,000点 で あ る。

4-3売 上 実 績 把 握

取 り扱 い 全商 品 に対 す る売 上 実 績 を リアル タ イ ムで更 新 し,最 新 の売 上 状 況 を把 握 す る。 この 記録

は,後 述 の 照会 業 務 に も供 す る。

4-4入 出荷 管 理 業 務

本 シス テ ムで カバ ー した全 倉 庫 に対 す る入 荷 お よ び 出荷 に関 す る情報 を必 要 な都 度入 力 また は 出力

し,適 確 な入 出 荷業 務 を遂 行 す る。

4-5照 会 業 務

本 シス テ ムの 中央 の コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムが フ ァイ ル として維 持 して い る最新 の諸 情報(在 庫状

況,売 上 実 績 な ど)は,そ れ ぞ れ の部 門 の 端 末機 か ら照会 メ ッセ ー ジを入 力 す る こ とに よ り,リ アル

タイ ムで 応 答 す る。

4-6指 令 業 務

本 シス テ ム内 で発 生 す る 日常業 務 上 の統 一 管理 情 報(商 品項 目,得 意 先 項 目な ど)は,当 該 管 理 部
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門 よ り指 令 メ ッセ ー ジ として入 力 し,必 要 な 部 門 に通 知,あ るい は マ ス ター ・フ ァイ ルの 更 新 な ど を

行 う。

5シ ス テムの構 成

流 通情 報 セ ン ター の基 本 構 成 は,5--12-2図 の 通 りで あ るが,障 害 対 策 や バ ッチ処 理 業 務 との関 連

で,実 際 に は切替 ス イ ッチ を通 して接 続 して い る機 器 もあ る。 つ ま り切 替 可 能 な シス テ ムが もう1系

列 あ り,い わゆ るデ ュプ レ ックス ・シ ス テ ム を用 意 してい る。

5-12-2図TOPSALES機 器構成図
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200B/S 47DN-820

DN-520 200B/S 4

高速プ リンター 1200B/S 4

6人 と の イ ン タ ー フ ェ ー ス

6-1言 語

本 シス テ ム は,流 通 情 報 セ ン ター の処 理 組 織 と して,TOSBAC-5400計 算処 理 装 置 と,い わ ゆ る

フ ロン ト・エ ン ド ・プ ロセ ッサで あ るTOSBACDN-340通 信処 理 装 置 に よ り構 成 して い る。従 っ

て2つ の コン ピ ュー タの ソ フ トウ ェ アが必 要 とな るが,何 れ もベ ー シ ック ・ソ フ トウ ェア を含 めて 開

発 した。

これ は,ト ランザ ク シ ョン の性 格 を考慮 し,ハ ー ドウ ェア構 成 を可能 な 限 り小 さ くして,低 コ ス ト

の リアル タイ ム ・シス テ ム を実 現 す るた め の手 段 で あ る。(今 後 の 一般 的 な傾 向 と して は,ハ ー ドウ

ェア ・コス トの低 下 に伴 って,ソ フ トウ ェ アの開 発 費 が ハ ー ドウ ェア に置 き替 え られ て い く と考 えて

い る)
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この様 な ことか ら プ ログ ラ ム言 語 はア ッセ ン'プラー を使 用 し,独 自のOSを 開発 した6

6-2入 出 力機 器

本 シ ス テ ムで は,そ れ ぞ れの 用途 に応 じて,3種 類 の 端 末機 を使 用 して い る。

従 来 の シ ステ ムは,殆 ん どの 場合,汎 用 の 端末 機 を使 用 して,そ の 専任 オ ペ レー タに よ り運 用 して

い た。"「';.・ 一一 ご

しか し,入 出 荷 情報 を分 析 す る と,約6割 が注 文 関 係 で 占 め て お り,こ の注 文 関 係 の 情 報 が,容

易 に入 力 で きる こ とが キ ー ・ポ イ ン トと な る－eそこ で 主 力 に な る端末 機 と して,販 売 管 理 端末 装 置

(TOSBACDN-820)を 開 発 した 。-r .,

この 昧 機 は ・入 力 鑓 と してSD『(Sou「ceDFt4'9・llect・ ・)が 最 大3台 まで灘 可 能 で あ る・

ま た,商 品 の 補給 機 能 を持 つ倉 庫 は,多 量 の情 報 を一挙 に 出力 す るの で,高 速 端末 ライ ン ・プ リン タ

装 置 を設 置 した。',
ミ

ー 方 ,シ ス テ ム制 御 や マ ス ター フ ァイル の メ イ ン テ ナ ン ス を行 う部 門 で は,汎 用 の 端 末機(TOS

BACDN-52・)を 馴 し た ・ ・
,1,,・.'・

・" ・

,'『,"1

7プ ログラム構成
《

本 シス テ ムは,次 の4つ の ソ フ トウ ェアか ら構成 されて い る。

い い 一1
、:・}ぺ'1,i

TOPSALES

『'幽 　 ソ フ ト ウ エ ア

1 .1シ ス テ ム

1
MOSTAPSTCOST＼ 『'S'yST"い …

T-5400T-5400DN-340T-5400
{、

:い.i:・'・:"、.'一:tt,'"・ ・tt㌔tttシ:.'slL,苗 字'二Y'}:.'iF・'.・tt『 ・・,・=,t:.'・ ・.ξN＼ ＼tt,

17-11MOST(Multi-thrとadOperatingSYsterri・fdrTOPSALES)一'-1・-i・ ・、

.1オ ン ラ イ ン ・ リ ア ル ・タ イ 込 時 に 』DN－340と の 制 御 の や り`と'り,待 行 列 制 御 やT-5400の ～v-1ド ウ

ェ ァ お よ び ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・ プ ロ グ ラ ム の 管 理 制 御 な ど を 行 う オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・ シ ス テ ム 乏 シ ス

テ"A・ ジ ェ ネ レ ー タ で 構 成 し て い 観 主 な 機 能 は 次 の 様 で あ る 。 ∴tt、'∵ ・'1∴.1

』'1ωECS:(ExecutivざCofitrolSy3tem)
.∴・・i、・{:-il4t;1・.、:・;『'=tふ'ttい ・・tλ い:・:一:v」

(2)・FCS(FileControlSystem)・ 』 、 …'『1㍉:i:い ・ 一 、'∵ ∵ ・'i`:t-11■.・ ・1バ

(3)MCS(MessageControlSystem) 、v.・'・
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(4)CSS(ConsoleServiceSystem)一 .

(5)マ ク ロ 命 令

通 信 回線

200bps

2線 式

(または4線 式

変_
復 モ
調 デ
装 ム
置

5L12-3図'i'
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7-2APST(ApplicationProgramSystemforTOPSALES)

各 種 処 理 別 に約20の プ ロ グ ラ ム群 で構 成 し,オ ペ レー テ ィング ・シス テ ム(MOST)か ら渡 され る

受 信 デ ー タの チ ェ ック をは じめ と して,各 種 マ ス タ ー ・フ ァイ ル の更 新処 理 や送 信 メ ッセ ー ジ(伝 票)

の編 集 な どを行 う。

この他 ジ ャー ナル ・テ ー プの 作 成 や シス テ ムの 開 始,終 了,再 開 な どの運 用 メ ッセ ー ジ の処 理 も行

う。

7-3COST(CommunicationSystemforTOPSALES)

DN-340の すべ ての ソ フ トウ ェ アで あ り,通 信 制御,待 行 列 制御,T-5400と の 制御 の や り と り,

DN-340内 で の メ ッセ ー ジの編 集 とそれ ら を制 御 す る機 能 な どを分担 して い るe'

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

7-4

本 シ ス テ ム の オ フ ラ イ ン業 務 プ ロ グ ラ ム群,障 害 回 復 プ ロ グ ラ ム群,デ バ ッグ 用 シ ミ ュ レ ー タ な ど

か ら構 成 して い る 。

(1)SRPS(SystemRecoveryProgramSystem)

(2)FMPS(FileMaintenanceProgramSystem)

(3)APDS(ApplicationProgramDebuggingSimulator)

(4)BPPS(BatchProcessingProgramSystem)

MCR(MasterControlRoutine)

TCR(TimingControlRoutine)

LSR(LineServiceRoutine)

CCR(CommunicationControlRoutine)

CIR(ComputerInterfaceRoutine)

TER(TransactionEditRoutine)

DCR(DiscControlRoutine)

SYST(SystemSuppoftSystemforTOPSALES)

8運 用 につ いて

この シ ステ ムは,現 在,東 京 地 区 にお け る流 通 情 報 シス テ ム として運 用 して い るが,他 の地 区 にお

い て は,バ ッチ 伝 送方 式 に よ り,東 京,大 阪 また は福 岡 の各 管 轄 計 算 セ ン ター に て デー タ 収 集 を 行

う。 この デ ー タ をオ フラ イ ン処 理 に よ り売上 日報 等 に編 集 して,再 び各端 末 へ 伝送 出力 して い る。

これ らの トラ ンザ クシ ョンは,旬 報 あ るい は月 報 と して集 計 し,ま た経 理 処 理 シス テ ムの 基礎 デ ー

タ と して使 用 して い る。

現 在TOPSALESで 扱 って い る トラ ンザ ク シ ョンは,約18,000件/日 で あ り,最終 的 に は35・000件/日

まで の処 理 が可 能 で あ る。
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13ユ ニ ー 株 式 会 社 に お け るQ .Q.Q.シ ス テ ム

AQ.Ω.Ω.シ ス テ ム 開 発 の 背 景

小売 業 界 に お け る,多 店舗 化 の 傾 向 は,急 速 に押 じ進 め られ て い る。

多 店 舗 化 は,デ ー タ処 理 部 門 に対 して次 の様 な影 響 を与 えて い る。"

1)本 部 営 業 店 との遠 隔 化 。 ・-

2)本 部 営 業 店 との方 向 の 細 分化 。

3)取 引 き量 の増 大,お よび 管理 の細 分 化 に伴 う,デ ー タ量 の増 大 。

これ らの 一次 的影 響 に よ って,デ ー タ処 理 時 間 は増 大 し
,イ ン プ ッ トコス トもま 是,増 大 の一 途 を

た ど って い る。

と りわ け デー タ処 理 部門 と営 業 店 間 の デ ー タ,及 び レポ ー トは,片 道3日 間 以上 の 日数 を要す る結

果 とな って い る。

また カ ー ドパ ンチ委 託 会 社,及 び小 売 業 界 に お い て も,パ ンチ ャーの 人員 確 保,及 びパ ン チ ャー

の,健 康 問題 な どをか か え,先 行 きの見透 しは,暗 い 状 況 で あ る。

BQ.Q.Q.シ ス テ ム 開 発 の 目 的

1)デ ー タ処 理 部 門 と営 業 店 との ,処 理 サ イ クル を,小 型 コ ン ピ ュー タ によ るデ ー タ伝 送 ,及 び手

書 伝票 の ダ イ レク トイ ンプ ッ トに よ って短 縮 す る二

2)カ ー ドパ ン チ に要 す る費用 を手 書 伝 票 の ダ イ レク トイ ンプ ッ トによ って
,減 少 させ る。

一 次 的 に挙 げ られて いt・N的 は
,以 上 の2囎 で あ 。た が 渓 際 に は,デ ー タの誤 り証 な どが ,

デ ー タ発 生現 場 に近 くな り,訂 正 処 理 の迅 速 化 ,及 びデ ー タ精 度 の確 保 の効 果 も,期 待 され て い る。

一 言 す れ ば
,毎 日発 生 す るデ ー タ を迅 速 且 っ,完 全 に処 理 させ よ う とす る シス テ ムで あ り,Quick

andQuiteprocessingtoQuotidiandatasystemと 名 付 け愛 称Q .Q.Q.シ ス テ ム(サ ンキ ュウ シス

テ ム)と 呼 ん で い る。

Cシ ス テムの概要

本 シス テ ム は,H-8959手 書OCRに よ って,紙 テ ー プ に変 換 され た デ ー タ及 びOCRで 処 理 不 能

の デ ー タ を カー ドにパ ン チ した情 報 を超 小 型電 子 計 算 機HITAC-10に よ って伝 送 す るデ ー タ 伝 送

シス テ ムで あ る(5-13-1図)。
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支 局 側HITAC-10シ ス テ ムの端 末機(カ ー ド読 取 機 ま た は,紙 テ ー プ読 取 機)か ら,業 務 用 の デ

ー タ を読 込 み ,コ ー ド変 換 と,ラ ォー マ ッ ト変 換 を行 い,『1200BPS回 線 を通 じて,本 局 へ 伝送 し,

本 局側 で は,受 信 し た デ ー タ の コー ド変換 と,フ ォー マ ッ ト変 換 を行 った 後,磁 気 テー プに書 き込

む。

磁 気 テ ー プ はHITAC-8400で 処 理 され,・処 理 済 み の デ ー タ は磁 気 テ ー プ に落 と され,上 記 と同様

に,コ ー ド変 換 とフ ォー マ ッ ト変 換 を行 い な が ら,各 支 局 に伝 送 され る。

支局 で は,受 信 したデ ー タの コ ー ド変 換 と フ ォー マ ッ ト変 換 を行 い なが ら,ラ イ ン プ リンタ に 出力

され る。/

伝 送 方 式 は,4線 式半2重 相 互 起 動方 式 で あ る。

プ ログ ラム構 成 は・H-8959手 書OCR用 パ ラ メー タ,業 務 用 プ ログ ラム,HITAC-10デ 』 タ通

信 用 プ ログ ラ ム に大 別 され る。

OCR用 パ ラ メー タ は,伝 票 フ ォー マ ッ トの 情 報,お よ び オペ レー シ ョンの情 報 を,'パ ラ メー タ入

力 す るのみ で あ る。

ま た,業 務処 理 プ ロ グ ラム は,各 業 務 毎 に,HITAC-8400 ,COBOL、FORTRAN,ASSEMBLER

で 開発 して い る。

5-13-2図 プログラム構成図
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HITAC_10デ_タ 通 信用 プ ログ ラ ムは,メ イ ンプ ロ グ ラ ム,ラ イ ン プ ログ ラ ム・1/O制 御 プ ロ グ

ラ ム,デ ー タ処 理 プ ロ グ ラ ム,割 り込 み 解析 プ ロ グ ラ ム,メ ッセ ー ジ処理 プ ログ ラ ムか らな って い る。

〈5-13--2図)

1)メ イ ンプ ログ ラム(管 理 プ ログ ラ ム)

業 務 開 始,終 了 プ ログ ラ ムが含 ま れて いて,各 プ ロ グ ラ ム間 の連 絡 及 び ス ケ ジ ュー リン グ を行

う。

2)ラ イ ン プ ロ グ ラ ム(回 線 制 御 プ ログ ラ ム)

通 信 回線 を介 して,送 受 信 す るデ ー タの取 り込 み,バ ッフ ァ リング,ス テ ー タ ス管 理,制 御 符

号 の 送 出,回 線 状 態 の診 断 な どを行 う。

3)1/O制 御 プ ロ グ ラ ム

入 出力 装 置 の 状態 の検 出,入 出力 処 理,エ ラ ー処 理 な ど を行 って い る。

4)デ ー タ処 理 プ ロ グ ラ ム

カ ー ドコー ドか らJISコ ー ドへ の変 換,JISコ ー ドか らラ イ ン プ リンタ コ ー ドへ の 変 換 お よ

び,JISコ ー ドとEBCDIKコ ー ドの相 互 変換 を行 うコー ド変 換 フ。ログ ラ ム。

カ ー ド,紙 テ ー プ フ ォー マ ッ トを伝 送 フ ォー マ ッ トへ,伝 送 フ ォー マ ッ トを ラ イ ンプ リンタ フ

ォー マ ッ トへ お よ び伝送 フ ォー マ ッ トとMTフ ォー マ ッ トの 相 互 交換 を行 うフ ォー マ ッ ト 変換

プ ロ グラ ム。

お よび,本 局 よ り支 局へ の伝 送 に際 して デ ー タの振 り分 け を行 うデ ー タ振 分 け プ ロ グラ ム よ り

な っ て い る。i

5)割 り込 み解 析 ル ー チ ング ログ ラム。

通 信 回 線,各 種 端 末 装 置 及 び,ハ ー ドウ ェア上 の エ ラー等 の割 り込 み を,解 析 し,割 り込 み要

因 を メイ ン プ ロ グ ラ ムに連 絡 す る。

6)メ ッセ ー ジ処 理 プ ロ グ ラム

エ ラー メ ッセ ー ジ,及 び オペ レー シ ョンコ マ ン ドの処 理 を行 う。

Dシ ステ ムの運用

1)現 場における伝票起票'

H-8959手 書OCR用 の文字は,1回 の集合教育,1回 の個別現場教育の後練習帳の回収を週

、回行い:実 際。CRに 識 せた結果を鮒 して洛 人にフ・一ドバ ・クし・特}・諦 取 りの悪

い 個人 に は,個 人 指 導 に 出掛 け る とい う方 法 を取 った 。

OCR文 字 は,い カ∫に して も,通 常書 か れて い る文 字 と比 較 す る と,速 度 は遅 く,筆 圧 は高 い

事 が要 求 され るた め,現 場 に お いて は,従 来 立 って起 票 されて い た が,こ れ を機 会 に机 上 で起 票
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させ る事 に した。

H-89590CRは,鉛 筆 で の起 票 を原 則 と して い るが,現 実 問 題 と して,伝 票 類 が 消去 可 能 な

筆 記 用 具 で起 票 され る事 は希 少 であ る事 か ら,ボ ール ペ ンの テ ス トを依 頼 し,ボ テ とカ ス レの な

い製 品 を選定 して,ボ ール ペ ン で起票 して い る。

2)伝 票 の 移送

リジ ェク トの原 因 とな る折 り曲 げ,お よ び汚 れ を防止 す るた め,ビ ニ ール 製 の プ ラス チ ック板
't

.t

入 りの ケ ー ス を2地 点 間専 用 に用意 した。

3) .OCRに よ る読 み込 み

H'一・・89590C,Rは,読 み 込 まれ た デ ー タ は紙 テ ー プ に出 力 され て い る。 同機 は読 取 り不 能 文 字

に対 して,パ ラ メー タ に よ って,再 走 査,デ ィス フ。レイ な どの指 定 が 可能 で あ るが,本'シ ス テ ム

で は再走 査 な しの デ ィス プ レイ後 キ ー イ ンの方 法 を採 用 して い る。

4)伝 送

H-89590CRの ア ウ トプ ッ ト紙 テ ー プ,及 び誤 り訂 正 後 のパ ンチ カ ー ドはHITAC-10に ょ

って 読 み込 まれ,伝 送 用 コー ド(JIS),お よ び伝 送用 フ ォー マ ッ トに変 換 され,本 局 へ 伝 送 さ れ

る。 本 局 で は ・HITAC-10に よ って 受 信 され・MT用 コー ド・MT用 フ ォー マ ッ トに変換 され,

MTに 出力 され る。 出力 されtMTは, .HITAC-8400の イ ンフ。ッ トとして 業務 処 理 が な され,..

ア ウ トプ ッ トはMTに 改 頁,改 行,空 白情 報 等 の プ リン ト業 務用 の若 干 の デ ー タ変 換 が な され

て,書 き込 ま れ る。

HITAC-8400出 力 のMTは,HITAC-10に よ って 読 み込 ま れ前 述 と逆 の コー ド変 換
,フ ォ

ー マ ッ ト変 換 が な され て,支 局へ 伝送 され る。`

支 局 で は,伝 送用(JIS)コ ー ドか らラ イ ン プ リン タコ ー ド,お よ び伝 送 フ ォー.マッ トか らラ イ

ンプ リン タ フ ォー マ・ッ トに 変換 され,ラ イ ンプ リン タ に,出 力 され る。

回線 効 率 は実 測80%で あ るb't t;/t

5)障 害 時 対策 ,,・

OCR障 害 時 は,原 票 の 陸 送,ま た はカ ー ドパ ン チの外 注 で まか な う。 回線 系
,お よ びHITAC

-10の 障 害 時 は,OCR出 力 の紙 テー プ,パ ン チ カ ー ドの 陸送 で それ を まか な う。

6)今 後 の 問題

今 回 開始 した 業務 は,ユ ニ ー に お け る,仕 入 デ ー タの処 理 に 当 た る部 分 で あ るが ソ フ ト∴ ハ →

ド両 者 が,業 務 に関 係 な く使 用 可 能 な仕 様 に な って い るた め,今 後各 業 務 と も,Q .Q.Q.シ ス

テ ムで稼 働 させ て い く方 針 で あ るが,そ れ に伴 な うデ ー タ量 の増 大,及 び,多 店 舗 化 に伴 な う,

支 局 の増 設 な どは,現 在5支 局迄 の増 設 が 可 能 で あ り,回 線契 約 の変 更 と,若 干 の八 一 ドゥヰ ア

の 変 更 に よ って対 処 す る予 定 で.ある。
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14(株)岡 山丸果 生鮮食料品(青 果部)の 中央卸売市場にお

ける営業管理 システム

A.は じ め に

生鮮食料品中央卸売市場の青果部門において も,最 近の流通革命か ら,消 費者物価安定対策そして

市場整備計画,卸 売市場法の改正など中央卸売市場を取 りまく周辺の環境は目まぐるしく変化 してい

る。こうした現況から日々の需要動向を正確に把握分析 し,集 荷,販 売活動に積極的な経営合理化を

推進するとともに,更 に効率的強化を計る手段 として,(株)岡 山丸果では1971年12月 コンピュータを

導入することに決定 した。

B岡 山丸果の概要

岡山丸果は,1962年4月 に創立され,以 来岡山市を中心とする指定地域はもちろん,県 下の需要を

満たす新産都市指定地域市場の青果物卸会社として尽力 してきたが,現 在では資本金7,500万 円,従

業員100名,売 上高75億円余の実績をもつまでに至った。

Cコ ン ピュー タ導 入経 緯

岡 山丸 果 に お け るコ ン ピ ュー タ導 入 計画 は1967年 か らス タ ー トした。 せ りの結 果 大 量 に 発生 す'る販

売原 票 を整 理 ・計 算 して1日 の うち に仕 切 書 や請 求 書 を発行 しな けれ ば な らな い とい う商 慣 習 は,年

々著 しい事 務 コ ス トの増 大 を招 く結 果 とな り,こ れ を解 決 す る有 力 な 方法 として 当時 よ り,卸 売市 場

に もコン ピ ュー タが 使用 され は じめ たが,し か し同社 として は今 一 歩 コン ピ ュー タ導 入 に踏 み 切 れ な

い 問題 が あ った。 それ は,コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム の前 提 条 件 とな る,品 名 ・出 荷者 ・等 階 級 な どの

コー ド化 実施 に伴 う大 幅 な事 務 工数 の増 大,コ ー ドづ け作 業 の複 雑 さで あ った。 これ が大 きな抵抗 と

な って1970年 中断 す る こ とに な った 。

しか し,こ の 問題 を解 決 す る端 末 機 と して,1971年 目本 電 気 か らN6150キ ー セ ッ ト ・コ レ クタが 開

発 され た情 報 を入 手 した こ とに よ り再 び本格 的 なEDP化 へ の糸 口 をつ か む こ とに な った 。

DN6150端 末機選定理 由と効果

毎 回発 生 す る多 量 の デ ー タ(4,000件/日)を そ の 日 に処 理 しな けれ ば な らない 同社 に お いて は,デ

ー タの イ ンプ ッ トをい か に容 易 に,い か に安 価 に,い か に早 く正 し く行 うか が重 要 な ポ イ ン トで あ っ
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た。

特 に同社 で は,で き る限 り事 務 処 理 負担 を減 らし,営 業 本 来 の 仕 事 に 従事 して ほ しい営 業 員 に対 し

て,コ ン ピ ュー タ化 によ り新 た な コ ー ドづ け な どの 事 務 負担 をか けて はな らない こ とが前 提 条 件 で あ

った が,こ れ を完 全 に解 消 す るの が この端 末 機 で あ った 。

そ の結 果 は次 の よ うな効 果 が あ った 。

④ コー ドづ け な どの余 分 な作 業 を必要 とせ ず,現 業 か ら廻 され たデ ー タ を その ま まイ ンプ ッ トす

るこ とが で き るた め,現 業 の業 務 を変更 す る こ とな くス ムー ズ に コ ン ピ ュー タ化 が で きた。

◎ 専 門 の パ ン チ ャー を必 要 とせず,オ ペ レー シ ョンが 容 易 な た め,イ ンプ ッ ト要 員 の数 育 をほ と

ん ど要 しな い。

◎ コ ー ド ・イ ンプ ッ トと異 り,キ ーマ ッ ト ・ブ ック に該 当名 を登 録 す る こ とによ って,そ の該 当

す る ボ タ ンを ワン タ ッチ でパ ン チす るた め,誤 りが 少 な く,ま た ブ ック を交 換 す る こ とに よ り,

あ らゆ る業務 管 理 の イ ン プ ッ トに利用 す る ことが で きた。

Eコ ンピ ュー タ機 器 の概 要

機 器 構 成 は,メ モ リサ イズ,16KCの 中央 処 理 装 置,紙 チ ー フ。リーダ ー,高 速製 表 印字 装 置,4台

の磁 器 チ ー フo装置,4台 のN6150キ ーセ ッ トコ レク ター,そ れ に,荷 主,品 名 の 登録 の た めの イ ンプ

ッ トデー タ,修 正 の た めの イ ンプ ッ トデ ー タをパ ンチ す るニ ァ ック ラィ ター か らな って お り,中 央 処

理 装 置,お よ び周 辺 装 置 の稼 動 時 間 は,平 均12～13時 間/日 位 に な る。

5-14-1図NEAC－ シリーズ2200モ デル50機 器構成

紙 テー プ 入 力装 置 磁 気 テー プ装 置
N-2200

M50

16KCメ モ リ

ニ ア ッ ク ・

ラ イ タ

高速製表印字
装置

N6150

荷受 端 末機

N6150

荷 受端 末 機

N6150
/

荷受端末機
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Fシ ス テ .ム概 要

(1)シ ス テ ム構成

5-14-2図

送 り状

N6150荷 受端末機(4台)

NEAC－ シ1)一 ズー-2200

モ デ ル50シ ス ア ム

販売原票に基づいてN6150キ

ーセ ット・コレクタにより抵

テープを作成する。

この とき荷主 ・輸送区分'

荷印 ・品名 ・等級 ・階級は該

当するボタンを押すだけで容

易に入力でき、また買主'数

量 ・単価はテンキーにより高

速に入力される。

N6150キ ーセット・コレクタ

により、作成された紙テープ

を、NEAC-2200/501こ 書髭 ・

み込ませ、チェック、分類等

の処理 を行 ない仕切書、請求

書等の帳票を作成をす る。

如1弧 人 ・「往

及び金額+11at,12

怖L捌 ・日別
塊い眼び③鰍 計

単協別品種別
統計

その他統 計資料

{]:切{三F700～1500↓ 文/日

請求明細書180枚/臼

買掛金管理表

(モ テウレ75ンステム以降)

i

`

(2)イ ン プ ッ ト ・ア ウ トプ ッ ト ・シ ス テ ム に つ い て

岡 山丸 果 の シ ステ ムは,N6150端 末 機 を活 用 して イ ン プ ッ ト ・シス テ ム設 計 の 効 率化 を 計 っ て い

る。現 業 で の 日常 コー ドを全 面 的 に使 用 しな い こ とに よ り,イ ン プ ッ トの容 易 性,高 速 性,経 済性 を

ね らい,販 売 デ ー タ と して 必 要 な荷 主 名,便 名,控 除項 目な どの扱 い 区分,そ して 品 目,等 級 階級,

量 目は すべ て端 末機 の ブ ック に網 羅 し,該 当 す るボ タ ン を押 す よ うに 考慮 され た。 特 に荷主 にっ い て

は1万 件 に お よぶ 件数 につ いて,い か に して 限 られ た数 の ボ タン に対 応 させ るか が苦 心 され たが,'こ

れ は出 荷 回 数 の多 い荷 主 を優 先 的 に ブ ック に網 羅 して そ の他 はエ ッヂ ・カー ドを使 用 す る こ と と した。

④ 主な入力帳票類

荷主登録票 販売原票

販売原票修正票

品名登録票 送状修正霊 送 り状
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5-14-3図 当 システムにおけ る16150荷 受端末機の操作法準備過程

(

産

地

)

準 備 過 程 、

鶴 送 り 状
販売原票

(手振)

産地からの送り状に基づいて荷主.品

名鞭 販売願 に蔵 する.賊 願 は'

せ りに使用され.こ こで単価.買 主コー

ドが記入される。せ りが終了すると.再

び送り状と販売帳票の対応するものがお

のおのセットされ,記 入エラーのチェッ

クを行なう。

チェックを通過してはじめて販売原票

はN6150荷 受端末機で紙テープにデータ

変換される。原則としてN6150荷 受端末

機は,荷 受名や品名をコー ド化しなくて

すむように.キ ーマ.・ントといわるるブッ

クに該当名を登録してあり.又 頻度の少

ない例外的な荷主名は,エ ッジカードか

ら入力することにして.キ ーマットの機

能を補完している。

O荷 主 ・品名等を手根
に転載(於 荷受)

せ りにて

単価 ・買主
記 入

送り状と手根をセットする
(送 り状1枚 につき手板敷枚)
(於営業)

十
記入チェック

荷主名 キーマットに

登 録

YES

NO エッジカー ド

をセッ ト

N6150、

荷 受端末機

よりインプツト

ヒ

前述の端末機により紙テープに変換 したインプッドデータを基 として仕切書発行業務,請 求書発行

業務,売 掛管理業務,監 督官庁向統計資料,各 種統計資料め発行業務,が 行なわれる。さらに1973年

4月 からは買掛管理業務 も追加される予定である。

とくに,各 種統計資料 については,産 地の要望に応じた統計資料,あ るいは,自 社内の経営管理の

ための統計資料など,数 種類の統計資料を発行し,販 売促進のための参考資料として,よ り効率的な

営業活動を推進し,ま た実績の評価だけでなく,時 系列的な商品および産地動向の把握が容易にでき

るようになってお り,仕 切書を含むアウ トプット帳票にっいては,こ れを読む人が使いやすいように

設計されている。1

◎ 主な出力帳票類 い

仕切書 仕切金控除日計表 請求書 売上報告書 売掛元帳 品目別入荷数量及び金額集計表
ヒパ}

産地別入荷数量及び金額集計表 種目別日別取扱量及び金額集計表

このN4SOIDATAを 編集 して各々の管理資料の打出用磁気チーフ。が作成される。

G今 後の方向について

コン ピ ュー タに よ る処 理 を開始 して か ら1年 が経 過 し,モ デル ア ップ も実 現 され る現 時点 で,マ シ
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ンの処 理 能 力 を最 大 限 利 用 して,今 まで よ りいか に効 率 よ く処 理 を行 な うか とい う こ とが ,今 後 の 課

題 とな って い る。

同 社 で は,当 初 の 目的 は一 応 達 成 され た が,対 象 業 務 の 拡張 と と もに,さ らに充 実 した経 営 活動 を

行 な うた め に,N6150荷 受 端 末 機 の コ ン ピ ュー タ との イ ン ライ ン結 合,・また産 地 との ネ ッ トワー クの

形 成 な どの シス テ ムの 活用 が計 画 され て い る。

大 型 産地 にお い て は コン ピ ュー タの導 入 が 日一 日と計 られて い るが,デ ー タ通 信 に対 す る公 衆 通 信

回 線 開放 を期 して,産 地 との 情 報 ネ ッ トワー クの形 成 が 考 え られ て お り,こ れ が完 成 す れ ば,産 地 情

報 をい ちはや くキ ャ ッチ し,自 社 の販 売 計 画 に役立 て る と と もに,産 地 に対 して市 場 情 報 を,タ イ ム

リー に提 供 して 産 地 の 出荷 計 画 な どに役 立 て,ひ いて は生 鮮 食 料 品価 格 安 定 化 に役 立 て,ま た これ に

よ って イ ン ラ イ ン ・シス テ ムの 効果 が よ り一 層現 わ れ るの で はな い か と考 え られ て い る。

5-t4-4図 プ ロ セ ス ・フ ロ ー チ ャ ー ト

N1

送り状販売原票を磁気テープに変換する。

端末コー ド変換,等 級コー ド変換等をする.

惰罐 乳 パンチ

N1

PT・MTCONV

③ 、
「

修正伝票
バレ ア　プぴせンチ

|
N2

炉£論CHECK

N3

修正
PTMTCONV

/

‡三一嵩

1＼

READERRORのCHECK.

N2

DATAの 論理CHECK～ ジよび,Formatの 整理,

入力苔}`}の付加。

N3

修正伝票DATA(NEACWRITERでPUNCH)

を紙テープから磁気テープに変換する。

阜/(弘 か川
NZS

SORT

1

⑳ 、⑤,
/

N4

NAIA計 算

/1

畷 ⑤
1

#3

N4S

SORT

1

⑲ 、

NZS

端末マスタのマッチングのためにSORTす る。

SORTKEYD

:鷲=1、 。。。.,,

N4

端末マスタとDATAの マッチングを行なう(コ ード

変換)

アンマッチはLISTUP.

金額計算,重量計算等のメインの計算はすぺて行な

う.

N4S

DATA田 集のためにSORTす る。

SORTKEY1.入 力番号

`
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15機 関 故 障 シ ミュ レー タ シ ス テ ム

`

1本 システ ム製 作 の動 機

近 年船 舶 の超 大型 化,高 速 化及 び超 自動 化 に よ り,少 数 の乗 組 員 で 機 関 の適 確 な運 転操 作 が 要 求 さ

れ る。又 主 機 関 の高 馬 力 化 に よ り機 関 の運 転 操作 は複 雑 とな り,在 来 の エ ンジ ン モニ タ,起 動 シー ケ

ンス等 の遠 隔制 御 シ ステ ムが リレー回 路 を主 体 として 構成 され てい た 。 しか る に コ ン ピ ュー タの 出現 ・

に よ り,こ れ等 の制 御 が コン ピ ュー タ制御 に変 わ りつ つ あ り,コ ン ピ ュー タ搭 載 船 も出現 して い る。

主 機 関 の運 転操 作 に は,主 機 関 を含 む各 種 精 機 の 構造,原 理 は もち ろん の こ と,そ れ等 の 制 御 シス テ

ムにつ い て の知 識 が 要求 され る。 また,実 際 の機 関 を利 用 して 異常 状 態 を作 りだす こ と は 可 能 で あ

り,こ こに機 関 故 障 シ ミュレー タ の必 要 性 が あ った。 機 関 の運 転 操 作 を通 して 内燃 機 関 シス テ ムの理

解 とそ の制 御 プ ログ ラ ムの 構成.さ らに コ ン ピ ュー タ制御 の考 え方 な ど本 シ ス テ ムの教 育 的 意義 は大

で あ る と考 え る。

2シ ス テムの概要

2-1ハ ー ドウ ェア概 要

本 シ ステ ムは船 舶 の大 型 低 速 内燃 機 関(主 機 関)の 遠 隔 制 御室 を模 擬 し,主 機 関 及 び 関連 補 機 を対

象 に下 記 の機 器 か ら構 成 されて い る。

1.グ ラ フ ィ ックパ ネル

2.機 関 操 縦卓

3.教 官 卓

4.電 子 計 算機 及 び入 出 力装 置

2-1-1グ ラ フ ィ ックパ ネル

グ ラフ ィ ックパ ネル は,主 機 関,過 給機,及 び各 種 タン ク,弁,管 糸,ポ ンプ な ど を図示 し,管 糸

ご とに色 別 されて い る。 また,ポ ン フ。類 の ラ ンニ ング表 示 灯,機 関各 部 の タ ンク レベ ル ,温 度,圧 力

を示 す警 報表 示 ラ ンプ か ら構 成 され,各 警 報 表 示 ラ ン プ には サ ン フ。ル ・ナ ンバ ーが 記 され,機 関 の 運

転 状 態 を表示 す るパ ネ ル で あ る。

2-1-2機 関操 縦 卓

機 関 の操 縦 に際 して必 要 な操 縦 ダ イ ヤル,主 機関 及 び過給 機 の回 転 計,主 機 関 の 馬力 計,各 種 ボ ン
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プ の発 停 ス イ ッチ,教 官 卓 よ りの 指 令 に対 し応答 用 の テ レグ ラ フ,各 種 の警 報 表示 ラン プ,さ らに グ

ラ フ ィックパ ネル上 の サ ンプ ル 点 の デ ー タ を出力 す る数 値 表 示 器 及 び サ ン プル点 選 択 用 の2桁 の ロ

ー タ リー ス イ ッチ等 よ り構 成 され て い る。

2-1-3教 官卓

教 官卓 は,主 機 関 及 び過 給 機 の 回 転計,主 機 関 の馬 力計,各 管 糸 ご との警 報 表 示 ラン プ,機 関 操 縦

卓 へ の 指 令 の た めの テ レ グラ フ,ポ ンプ等 の ラ ンニ ン グ表 示灯,サ ン プル ナ ンバー 及 び その デ ー タ設

定 の た めの ロー タ リース イ ッチ等 か ら構 成 され,機 関操 縦 卓 へ の各 種 指 令 を発 す る ど と もに,機 関 の

状 態 を強 制 的 に変 更 させ る こ とが で きる。.

2-1-4電 子 計 算 機 及 び入 出力 装 置,

CPUはOKITAC-4300C型 で,サ イ クル タ イ ム0.6μs,幽IPL及 び乗 除算 機 構 付 の16ビ ッ ト

の ワ_ド マ シ ンで あ る。主 記 憶 容 量 は12kwで 本 シス テ ムで は約10.5kwを 使 用 して い る。

入 出 力 タイ プ ラ イ タは,132字/行,.印 字 ・紙 テ ープ読 取 り及 びパ ンチ機 構 付 で各1000字/分 の 速

度 で あ る。

教 官 卓,操 縦 卓,グ ラ フ ィックパ ネル との デ ー タの授 受 のた めのPIρ 装 置,さ らに磁 気 ド ラ ム

15-15-1図 最 小 機 器 構 成 図

主 記憶 ・装置

(MEM)

中央処理装置
(CPU)

プ ロセ ス

入 出力装.置

(PIO)

グラフ ィッ ク

パ ネル
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65kw,高 速 紙 テー プ読 取 り装 置,マ ー ク ・カ ー ド読 取 り装 置,オ フ ライ ンの カ ー ドさん孔 機 を 付 加

し,カ ー ドベ ース でJIS・FORTRAN7000レ ベ ル の使 用 可 能 な シス テ ム として情 報 処 理 教 育 と

して の利 用 を考 えた。(15-15-1図 参 照)

2-2ソ フ トウ ェ ア概 要

本 シス テ ム にお け る訓 練 項 目は,下 記 の 項 目で あ り,個 々 の訓 練 は単 独又 は連 続 的 に選 択 が 可能 で

あ る。

1.機 関 用 意 訓 練

2.起 動 操 作 訓 練

3.航 海 状 態 移 行操 作 訓 練

4.故 障対 応 訓 練

2-2-1機 関用 意 訓 練

機 関用 意 訓 練 と は,内 燃 機 関 を起 動 す るに あた り,各 管 糸 の 弁 の開 閉,ポ ンプ類 の運 転,暖 機 等,

機 関 の運 転準 備 をお こな う もの で あ る。

2-2-2起 動操 作 訓 練

船 舶 の入 出 港 に際 して,テ レグ ラ フ指 示 に従 って前 進,後 進 へ の起 動,停 止 をお こな い,ま た,起

動 ミス も強制 的 に起 こ させ るこ とが で き る もの で あ る。

2-2-3航 海 状 態移 行 操 作訓 練

これ は出 港 後,航 海 状 態 に機 関 を移行 させ るた めの油 の切 換,燃 料 加熱,起 動 空気 弁 閉 な どの操 作

をお こ な う もの で あ る。

2-2-4故 障 対 応訓 練

機 関 を航 海 状 態 す な わ ち定常 状 態 の もとで,機 関 の 運 転状 態 を監 視 し,教 官 卓 よ り異 常 や 故 障 を設

定 し,そ の 原 因 の究 明 と必 要 な対 策 操 作 等 を訓 練 す る もの で あ る。

3フ 。ロ グ ラ ム の 構 成 及 び 機 能

本 シス テ ム は モニ タ及 び17個 の タ ス ク よ り構 成 され,そ の 機能 は下 記 の とお りで あ る。

(5--15-2図 参 照)

3-1モ ニ タ

モ ニ タの機 能 は,入 出力 機 器 の制 御,割 込 み処 理,及 び各 タス ク の スケ ジ ュー リングで あ る。 割 込

み レベ ル は優 先 度 順 に0,1,2,3の4レ ベ ル で あ り,0は 電 源 異 常 な ど シ ステ ム の異 常 に使 用 さ

れ て い る。 周 辺 機 器 な どの割込 み レベル は3で あ り,本 シ ステ ムの各 タ ス ク は割込 み処 理 方 式 を と

り,レ ベ ル は2で あ る。 ま たス ター ト1か ら4の 各 タス ク及 び操 縦 ダ イ ヤル タ ス クは他 の タ ス クよ り

や や レベ ル が高 い 。
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3-L2タ ス ク

3-2-1イ ニ シ ャル タ ス ク

本 シス テ ム の稼動 開始 時 にお け る訓 練 の 選 択及 び そ の訓 練 の初 期 状 態 を設 定 し,各 タ ス クの 起 動 指

示 をお こ な う。

3-2-2ス タ ー ト1タ ス ク'
の

教 官 卓 テ レ グ ラフ タ ス クに対 して 処 理 開始 を要 求 す る。

3-2-3ス タ ー ト2タ ス ク

操縦 卓 テ レグ ラフ タス ク及 び表 示 タ ス ク に対 して処 理 開 始 を要 求 す る。

3-2-4ス ター ト3タ ス ク'

デffHタセ ・1タ ス ク・ 表 示 タス ク・ ス イ ・チ タス ク・ サ ンプ リン グ タス ク に対 し処 理 開 始 櫻 求

す る。

3-2-5ス タ ー ト4タ ス ク

15-15-2図 ソ フ トウ ェア構 成 図

モ タ

タイ770fト.タ 。ク

タイ プ イ ン ・タスク
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ス イ ッチ タ ス ク に対 して処 理開 始 を要 求 す る。

3-2-6操 縦 ダ イ ヤ ル タ ス ク ー

機 関操 縦 卓 の操 縦 ダ イヤ ル(MANODIAL)の 操 作 に対 して,教 官 卓 及 び操縦 卓 の主 機 回 転計

(MAIN),過 給機 回転 計(TURBO),馬 力計(BHP.)の 各 メー タへ の 出 力,操 縦 卓 の カ ム軸

表 示(AHま た はAS)の 点 滅,各 サ ンプ ル点 にお け る特 性 値 デ ー タの更 新 処 理 をお こな う。『..

3-2-7教 官 卓 テ レグ ラフ タ ス ク,

教 官 卓 テ レ グラ フの13個 の表 示 ラ ンプ兼 押 ボ タ ン スイ ッチ の操 作 に よ り,操 縦 卓 テ レグ ラ フの 前指

令 ラ ン プ を消灯 す る と と もに,指 令 に対応 す る指 令 ラ ンプ を点 灯 し,ブ ザ ー を鳴 らす 。 テ レグ ラ フ指

令 は操縦 ダ イヤ ル と一 致 して い な けれ ば 次 の テ レグ ラ フ指 令 は受 付 けな い 。 、

3-2-8表 示 タス ク

本 タ ス クは操 縦 卓 のUPPER,SET・VALUE,LOWER,ABNORMAL・RESET

の4個 の 押 ボ タン ス イ ッチ に対 して 動 作 し,UPPER,SET・VALUE,LOWERに 対 して

は,サ ン プル ナ ンバ を選択 す る ロー タ リス イ ッチSAMPLNO(2桁)を 読 み,そ の上 限 値,操 縦

ダ イ ヤル に対 応 す る現 在 値,下 限値 及 び そ れ等 の順 位 を光 電 式 数 値表 示器 に出 力 す る。 ま た,ABN

ORMAL・RESETの 押 ボ タ ン操 作 に よ りSAMPLNOを 読 み,そ の値 を正 常 値 に復 旧す る。

3-2-9操 縦 卓 テ レ グ ラフ タ ス ク

操 縦 卓 テ レ グ ラ フの13個 の表 示 ラ ンプ兼 押 ボ タ ンス イ ッチ の応 答操 作 に対 して,教 官卓 テ レグ ラ フ,

指 令 に対 応 す る ラ ンプ を点 灯 し,ブ ザ ー を停 止 す る。

3-2-10デ ー タセ ッ トタ ス ク ・

教 官 卓 のABNORMAL・SET,ON,OFFの ス イ ッチ操 作 に対 して,教 官 卓 のSAMPL

NO(2桁)及 びDATA(4桁)を 読 み,指 定 サ ン プル点 の デ ー タ を設 定 し た り,教 官 卓,操 縦

卓,グ ラフ ィ ックパ ネ ル の対 応 す る運 転 表 示 ラン プ等 の 点滅 をお こな う。

3L2-11サ ン プ リング タ ス ク

起 動 操 作 訓 練 以 後,操 縦 卓 のSAMPLE・STARTス イ ッチ を押 下 時 よ り,グ ラ フ ィ ックパ ネ

ル の 温度,圧 力,タ ンク レベ ル,ポ ン プの ラ ンニ ン グ表 示等 の サ ンプル 点 を順 次1秒 間 隔 で サ ン プ リ

ン グ し,機 関 の運 転状 態 を監 視 す る。 サ ンフoリン グ は サ ン プ リング ナ ンバ1か ら43ま で の該 箇 所 を順

次 表示 し異 常 が あれ ば該 箇 所 の ラ ンプoを点 灯 した ま ま として 警報 を鳴 らす 。 ま た異 常 が な けれ ば次 の

サ ンプ リン グ に移 る。 サ ン フ。リング に よ る処 理方 式 は以 下 の とお りで あ る。

A:圧 力 下 限 値比 較 一 異 常 低圧 の場 合,主 機 自動 停 止 とす る。

B:温 度 上 ・下 限値 比 較 ・ ・

C:温 度 上 限 値 比 較

D:圧 力 下 限 値 比 較
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E:ラ ン ニ ン グチ ェ ック

F:タ ン ク レベ ル チ ェ ック

3-2-12ス イ ッチ タ ス ク

操 縦 卓 の ス プ リング リター ン式 ス イ ッチ に よ る各 種 ポ ンプ の発 停 ・各 種 切 換 ス イ ッチの 操作 に よ り

各種 ポ ンプ の ラ ンニ ング表 示 や 切換 ラン プの 点滅 処 理 をお こな う。

3-2-13タ イ プ アウ ト及 び タ イ プ イ ン タ ス ク

教 官卓,操 縦 卓 の誤 操 作及 び シス テ ムの 異 常 に対 し,メ ッセー ジの入 出力 処理 を入 出力 タイ プ ラ イ

タか らお こなわ せ るた めの もの で あ る。

3-2-14各 訓 練 タス クlr

各 訓 練 時 に おい て,処 理 フ。ログ ラ ム側 の メイ ン と して 動作 す る もの で,各 訓練 申 の教 官 卓,操 縦 卓

の機 器 の操 作 に対 し各 タ ス クの処 理 結 果 を総 合 的 に監 視 し,必 要 に応 じて各 タス クに処 理 条 件 を付 加

す るて と に よ って 各訓 練 を遂 行 す る もので あ る。

4人 との イン ター フ ェイス及 び使用 言語

使 用言 語 は機 械 語 で約10.5kwで あ る。

人 との イ ン ター フ ェイ ス は,教 官卓 よ り訓 練 項 目 を選 択 す る。 指 令 は教 官 卓 テ レグ ラ フ よ り操 縦 卓

テ レ グ ラワ へ 該 当 指令 を ラ ンプ 表 示 す る と と もに ブ ザ ー を鳴 らす 。 操縦 者 は その指 令 に よ り必 要 な操

作 を操縦 ダ イ ヤル,操 作 ス イ ッチ な どに よ りお こな う。 これ らの操 作 に よ り,グ ラ フ ィ ックパ ネル,

操縦 卓,教 官 卓 に ラ ンプ及 び メー タ表 示 し,そ の操 作 の適 否 を知 らせ る。誤 操 作 の場 合 に は これ らの

ラ ン プ等 が点 灯 しな い 。異 常 状 態 は教 官 卓 よ り異常 デ ー タ を挿入 す る事 に よ り発 生 す る。 機 関 各部 の

状 態 はサ ンプ リン グタ ス ク によ り監 視 され,警 報表 示 ラ ン プ によ り異 常状 態 が 表 示 され る。 操 縦 者 は

その 異 常 値 を数 値 表 示器 に表 示 させ,そ の上,下 限 値,及 び他 の 関連 す る個 所 の デ ー タを調 べ,そ の

異 常 が 内 燃機 関 シ ステ ムに どの 様 に影 響 す るか,tま た異 常 の原 因 が何 で あ るか を考 え,ス ロー ダ ウ ン

等 必 要 な 操作 をお こな い,'そ の 異 常 個所 を リセ ッ トす る。異 常 設定 と して は,温 度,圧 力,ラ ンニ ン

グ表 示 な どで あ るが,そ れ らが 直 接原 因 とな る こ と よ りも関 連 的 に現 わ れ る場 合 が 多 く,異 常 設 定 に

対 して は これ ら関 連 個 所 の デ ー タ も挿入 す る必 要 が あ る。 ま た,遠 隔 制 御室 か ら,こ れ 等 の異 常 に対

処 す る に は限度 が あ り,む しろ 口答 で の説 明 が よ り重 要 とな る。

5結 び

以上概略的に機関故障シミュレータシステムの構成について記 したが,本 システム製作に当り,実際

の船舶の機関室全体の模擬ではなく,ま た各訓練における諸操作は実際の ものと異なる点 も多々有 る。

しかし内燃機関システムの概略的な理解には有効なシステムであろう。
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16日 本鋼管 の造船 図形処理 システムG-LOFT

日本鋼 管株 式 会 社 で は1969年 に グ ラ フ ィック ・デ ィス プ レイ装 置 を導入 し,造 船 にお け る図 形 処 理

の 合 理 化 の 問題 に取 り組 ん だ 。最 初 に実用 化 した ア ブ。リケ ー シ ョン ・フ。ロ グ ラ ムがG-LOFT(Graphic

Lofting)シ ス テ ムで あ る。現 在G・LOFTシ ステ ムは縮 尺 現 図 作 成 ・NC切 断 機 テ ー プ作 成 の た め・ 同

社鶴 見 造 船 所,津 造船 所 で稼 動 中で あ る。 また,今 秋 に は清 水 造 船所 で も採 用 され る予 定 で あ る。

AG-LOFTシ ステ ム開発 の背景

一 隻 の 船 は約5万 個 の部 材 か ら成 って い る。 この 部 材 の ほ とん どは鋼 板 や形 鋼 か ら切 り出 され る。

鋼 板 か ら部 材 を切 り出 す の にEPM(ElectroPrintMarking)やNC(NumericalControl)切 断 法 が

採 用 されて い る。EPMと は,部 材 の形 状 を10分 の1で 作 図 し,こ れ を拡 大 投影 して鋼 板上 に写 真 焼

付 け し,焼 付 け られ た 罫書 線 に沿 っ『て ガ ス切 断 す る方 法 で あ る。EPMで 用 い る10分 の1の 部 材 図

(縮尺 現 図)はNC作 図 機 で書 かれ る。NC切 断 法 は,作 図機 を動 か す 代 わ りに直 接鋼 板 を切 断 す る

方 法 で あ る。

従 来,こ れ らのNC機 器 を動 かす 紙 テー プ をコ ン ピ ュー タで作 り出す の にLOFTRANを 用 いて い

た。LOFTRANと い うの は 同社 で 開発 され た造 船用 図形 記 述 の た め のPOL(ProblemOriented

5-16-1図 タ ンカーの構造
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5-16-2図 タ ンカ ーの 内構 部 材

Language)で あ る。

LOFTRANの 採 用 に よ って,現 図 作業 が未 熟 練 者 で も行 な え るよ うにな り,精 度 的 に も向上 した

が,一 方 でパ ー ト ・プ ログ ラ ミン グ とい う新 た な 仕事 を生 み 出 した。 そ して,こ の パ ー ト ・プ ログ ラ

ミング の た めの 作業 量 は依然 と して現 図 の 中 で大 きい割 合 を占 めて い た。 また,パ ー ト ・プ ログ ラ ミ

ング を開 始 して か ら完 全 な結 果 を得 る まで の リー ド ・タイ ムは む しろ大 き くな る こ と さえ あ った。 こ

の こ とか ら現 図 作業 の再 検討 が待 たれ て い た 。

一 方
,大 型 コン ピ ュー タ の普 及 は急速 に進 み,各 種 の端 末 も従来 は一 般 ユ ー ザ ーの 手 の届 かな い所

に あ った もの が,比 較 的容 易 に使 え るよ うに な って 来 た。 特 に グ ラ フ ィ ック ・デ ィス プ レイ は,そ の

出 現 以 来CADの 道 具 と して 脚 光 をあ び,各 種 の アプ リケ ー シ ョンが 開 発 され て来 た 。 その1つ と し

て,グ ラフ ィ ック ・デ ィス プ レイ利用 に よ るNC工 作 機 の た め のパ ー ト ・プ ログ ラ ミン グ ・シス テ ム

NCG(NumericalControlGraphics)は 同社 の 注 目す る所 とな った。

G-LOFTは この よ'うに造 船 図 形処 理 を何 とか改 善 したい とい う強 い要求 を背 景 にNCGを 技術 的 な

足 が か り として 開発 され た もの で あ る。

BG-LOFTの 概要



一 』'289

a)操 作

G・LOFTで 用 い て い る グ ラ フ ィ ッ ク ・デ ィス プ レ イ はIBM225Pで あ る 。 ζq)機 械 はCRT,ラ イ

ト'ペ ン… ン ク・ ・ン ・キ ー漢 数 字 キ ー ・ボ ニ .ドか ら成 ・て い み ま たバ ス ト、・・ ン ピ ー

タ と して はIBMS/370M155を 利 用 レて い る。(}-LOFTで は ライ ト ●"'Z・ フ ァン ク シ ョン'キ ー

英 数 字 キ ーの 操作 を組 み 合 わせ てCRT上 に図 形 を作 り上 げて 行 く。 操 作 の種 類 と して は次 の よ うな

ものが あ る。

(1)図 形辣 の蟻 修 正・削除
.』一図形縣 当 ては・ふ 直線 円・醐 ・船継 造船朋

殊 図形,文 字列 な どが あ る。 これ らの 要素 を定 義 した り,修 正 した り,削 除す る。

(2)画 面 の操 作 画 面 に表 示 され て い る図形 を拡 大,縮 小,移 動 な どを行 な う。'・

(3)フ ァイ ルG・LOFTの 操 作 を通 じて,作 られ た 図形 を数 値 化 して デ ー タ ・べ、一 ス に フ ァイ ル

した り,す で に フ ァイル され て い る図 形 を検 索 して デ ィス プ レイ装 置上 に表 示 す る。

(4)モ ー シ ョン 図形 の定 義 は任 意 の順 序 で行 な って よ いヵ§,こ の 図形 をN
.C.f'E図機 で描 かせ た

り,NC切 断 機 で 切 断 す る場 合 に は,作 図 ま た は切 断 の順 序 を指定 す る必 要 が あ る。 モ ー シ ョンの操

作 を通 じて この 順 序 づ け を行 な う。 ㌧

(5)そ の他 画 面上 の 図形 要 素 を寸 法 的 に確 認 しだb;異 常 事 態用 め ヲ ェ ック ・'ポイ ン ト ・ リス

ター トな どの 機 能 も備 え てい る。 ・ 、 ・
、',・ ♪ -

:己16二3図V&,フ ァン ク シ,ヨ ン?キ ー ∴ ボ ご ドの 各 キ ー ¢)意 味 づ け を示 し た も の で あ る。 全 部 で32個 の

:・:t.・i』 ・5-16-3図 ・・フ・ア・ン ク シ ョン キ 』の 配 置 と意 味9「 『it」:・,t-

o㊦ ◎ ⑧

≠、 人'

⑤ ○ ④ ⑤ ㊦ ㊦

⑧ ⑤@s◎(∋

σ ⑤ ㊤ジo⑧ ㊦

⑧ ⑧ ◎ 、⑤ ○ ◎

○ ㊦::㊦ く⊃

f'1:
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5-16-4図G-LOFTオ ペ レー シ ョ ンの一 例

鶴 ペン ㍗ 忽 シ'ン キーイ・ ‥ ・ 考

ピゥクなし

β
‡:'

● 座標値を与えて点を足白

エ r' 万 1註記素徽

ち 駕

㊥
/ 2点 を口ぷ直観

,

'
(デ ○

2つ の円に槙†る直線σC

み ○
,て

R・'
・志 2つの直線に接する円

・ ●. ○ 3点 を通る円

#
㊦

冬

け 不要部分の切断

貨 「 今 不要部分の切断

㊥
FR目

ノ 漂 ㌫ 、、,

メ. ⑧ :二 夕 ㌫ ㌫:を与え

キー が あ り,そ れぞ れ に上 で述 べ た よ うな機 能 が 割 り当 て られ て い る。 例 えば,(点)と い うキ ー は点

を定 義 す'るの に使 わ れ る が,点 を定 義 す るに も,座 標 値 を与 えて 定義 した'り,2っ の 図形 要 素 の交 点

と して定 義 した りす るな ど色 々 の 方法 が考 え られ る。 これ らの 区別 は ライ ト ・ペ ン ・ピ ック に よ って

行 な わ れ る。15-16-4図 はそ の一一一例 を示 した もの で あ る。

b)プ ログ ラ ム

G-LOFTの プ ログ ラ ムは大 別 す る と

(1)画 面 に図 形 を表 示 した り,オ ペ レー タか らの割 り込 み を処 理す る フ。ログ ラ ム(GSP)

(2)交 点計 算 な ど図 形 計算 をす る プ ログ ラ ム

(3)図 形 デ ー タ を数 値 的 に表 現 す るた め のデ ー タ ・ス トラ クチ ャー を処 理 す るプ ロ グ ラ ム

(4)フ ァイル にデ ー タを登 録 した り,検 索 した りす る フ ァイル 管 理 プ ロ グ ラ ム

(5)(1)～(4)の プ ログ ラム を使 って 各 フ ァン ク シ ョン ・キ ー の機 能 を果 たす た め の フ ァ ン ク シ ョン ・

キ ー ・ル ー チ ン ー.

な どか ら成 り立 って い る(15[16-5図)。 ・プ ログ ラ ム を流 れ 図 の形 で表現 す る と15-16-6図 の よ うに な

る。 す な わ ち フ ァ ン ク シ ョン ・キ ー に対 応 した 独立 の機 能 別 の サ ブ ・プ ログ ラ ムの集 合 の形 に な る。

ヒ

す べ て の動 作 は ア テ ン シ ョン待 ちの形 で,'動 作 の選 択 は オペ レー タ に任 せ られて い る。



291

5-16-5図 プ ログ ラ ム構 成
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5-16-6図G-LOFTの 流 れ 図
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5-16-7図G-LOFTの フ ァ イ ル

船体形状
及び

船殼構造

図形

フ ァイル

→

←

GLOFT

シス テム

一 8nl本形オ犬

フ ァイル

↓
　 テ　 プ ソ"筏

…
　　れ　

国
c)フ ァイル

G-LOFTは2種 類 の フ ァイ ル を 中心 に運 営 されて い る。す な わ ち船殻 マ ス タ ー ・フ ァイ ル と図形

フ ァイ ルで あ る。船 殻 マ ス ター ・フ ァ イル は肋 骨 正 面 線 図,船 体表 面 上 の 各種 構 造 線 構造 上 の 基本

寸 法 な どを格 納 した フ ァイル で あ り,G-LOFTの オペ レー シ ョンを通 じて これ らの情 報 を取 り出す

こ とが で きる。 図形 フ ァイル は シ ス テ ムの 運 営 の 中核 にな るフ ァイ ル でCRT上 に作 り出 され 図形 の

デ ー タ構 造 が その ま まの形 で 格納 され て い る。 作業 を途 中 で 中断 した り,継 続 した り,あ るい は標 準

部 材 を フ ァイ ル して お き,こ れ を部分 修正 して 利 用 す る な ど利 用範 囲 は広 い。己 れ ら2?の フ ァイ

ル は,設 計 か ら生 産 現場 へ の数 値 によ る情 報 伝 達 の役 割 を も持 って い る。

Cシ ス テムの効 果,特 徴

G-LOFTを 使 う こ と に よ っ て 次 の よ う な 効 果 が 得 られ た 。

1)省 力 化.一 一1,.,.i
F

2)即 時処 理 化

3)オ ペ レー シ ゴンの 簡易 化

4)設 計 へ の適 用,ト ー タル ・シ ステ ムへ の足 が か り
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1LOFTRANの パ ー ト ・プ ログ ラマ は約25人 必 要 で あ
ったが,同 じ 仕 事量 を こなす の にG-LO

FTで は4人 ～5人 で 十分 で あ る。 また縮 尺 現 図 を作 るた め の リー ド ・タイ ム は極 端 に 少 な く な っ

t。15-16-8図 はLOFTRANとG-LOFTの エ ラー ・サ イ クル を比 較 した もの で あ冶 。図 か ら も

5-16-8図G-LOFrとLOFTRAN

岳

宏早 目プ

國

『

明 らか な よ うに,LOFTRANで は い ろい ろ の種 類 の エ ラー が あ り,ま た バ ッチ処 理 の た め エ ラ ー

修正 に1日 単 位 で 出図 の 遅 れ を きた した。G-LOFTで は オペ レー タがCRTの 前 に坐 って い る 時

・間 だ けが リー ド ・タ イ ムで あ り,エ ラー に よ る時 間 遅 れ が な い。 また オペ レー シ ョン は非 常 に簡単 で

あ るた め,習 熟 す るまで の期 間が 短 く,女 子 をオペ レー シ ョン に当 て て 効果 を上 げて い る。

G-LOFTは 当 社縮 尺 現 図 作成 用 に開 発 され た 。 しか し,実 際 に利 用 して み る と,現 図用 として の

・み で は な く,設 計 図 面 作 成用 に も非 常 に有 効 で あ る こ とが分 か った 。 従 来,雲 形 定規 を使 って 描 い て

・い た ,船 体 線 な どが船 体 形 状 フ ァイル か ら取 り出 した正 確 な数 値 情 報 によ り作 成 され るの で,正 確 な

設計 図面 が 能率 よ く作 図 で き るよ うに な った 。 しか も,設 計 がG-LOFTで 定 義 した 図面 の情 報 を数

値 の形 で フ ァイ ル して お き,こ れ を現 図 で取 り出 して 利用 す るこ とが で き るよ うにな った 。 この こ と

に よ って,設 計 と現 図 の間 の作 業 の重 複 を さけ る と同時 に,従 来 図 面 の み に た よ って い た設 計 か ら生 産

現 場 へ の情 報 の伝 達 が コン ピ ュー タ を媒 介 と して 数 値 的 に正 確 に伝 達 され るよ うにな った 。生 産 の 数

値 制 御化 が急 テ ンポ で進 みつ つ あ る今 日,図 面 のみ によ る情 報 伝 達 は 早 さ と正 確 さ・の上 で すで に限 界
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に あ る。 この意 味 で もG-LOFTは 単 な る現 図作 業 の改 善 の み な らず,デ ー タ ・ベ ー ス を中心 と した

、5-16-9図CADか らCAMへ の情報の伝達

設計-製 造
CADCAM

　
DATABASEi

r-一 一 一 一 一 一 一 一 ー ー 一 一 一 丁 一 一'■し

liI

ll

ll

[沿体形:り]⇒

GLOFT

↓

!

NC作 図

船体形状ファイル

↓

設計図面

図形ファイル

⇒[そ の他のアプリケー]酬

＼
⇒

l

t

l
」 ■.___一 一 ー 一 一 一 一 一 一 一 一 ー 一 一

1

o
↓

国
劇

CAD(ComputerAidedDesign))'CAM(Computer,AidedManufacturing)

り を与 え た 点 で 大 きい 意 味 を も って い る。

シ ステ ムへ の足 が か
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17富 士 通 株式 会 社 の教 育用 オ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ム

}A概 要

最近の目まぐるしい社会変動の中心的担い手 として電子計算組織は経済,科 学技術の分野に目ざま

しく普及発展し,そ の利用はますます高度化,拡 大化の一途 をたどっている。

このような背景から緊急かっ重要な問題として電子計算機を正 しく理解し,そ の利用に関して専門

的な知識と技術を有する要員を早急に育成する必要性が関係各界より叫ばれている。この要請に応え
コ ヒ

るた め情 報処 理 数 育 を円滑 に,か つ 効果 的 に行 な い,さ らに言語 教 育 の み な らず 教 育 の 運用 管 理 面 も

強 化 した教 育 用 オ ペ レー テ ィング ・シ ス テ ム(COLT;ComputerLanguageTrailingSystem)が 開

発 され た 。 以下COLTと 略 す 。

B目 的及び効果.

a)COLTは 情 報処 理 教 育 の た め のOS(OperatingSystem)で 運 用 の容 易 性,効 率 の向 上 を計 っ

て い る。

電 子計 算 機 の担 当者 の作 業 が 著 る し く軽 減 され る。

b)FORTRANソ ー ス フ。ログ ラム の入 力 に,マ ー ク カ ー ドが採 用 で きる。

従来 は,プ ロ グ ラム教 育 に関 す る最 大 の ネ ックは電 子 計 算 機 その もの よ り入力 方 法 に あ った 。 す

な わ ちカ ー ドパ ンチ マ シ ンが 少 な い た め に受 講者1人 が プ ロ グ ラ ム を完 成 す るの に デ バ ッグそ の も

の よ り,修 正 パ ンチ,デ ー タの作 成 に長 時 間 か か って い た。 また,マ ー ク カ ー ドは1枚 を何 回 も消

して使 用 可 能 な た め に,コ ス ト面 で の削 減 が 図 れ る。

c)教 育実 習 過 程 で の受 講 者 の プ ログ ラ ム エ ラー をタ イ ム リー一・に と ら えて個 人 別 エ ラー情 報 の 収集 が

行 な え るよ うに な った。

エ ラー情 報 の 収集 及 び解析 が容 易 に行 な え るの で,教 育 効果 を迅 速 に把握 で き る。 さ らに,教 育

面 の指 導 に反 映 で きる。

CCOLTシ ス テ ム の ポ イ ン ト

現 在学 校 ユ ーザ ー が導 入 して い る電 子 計 算 機 は,大 型 計 算 セ ン ター を除 くと中小 型 機 が 大半 を占 め

て い る。

現 ユ ー ザ ー の実 習過 程 か ら見 る と現 シ ス テ ムの 改 善点 は,次 の 通 りで あ ろ。
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① 輪 用 と して難 者 が よ り臓 に利用 で きる シ ス テ ・で あ る.と
。

② 教師は鶏 にょ禰 られ・情語 ら指緬 運甑 ・実習結集を願 、
せ、と、、,できるど

と。-tt_.『.,..

③ 実 習 費 用 の 削 減 を 計 れ る こ と。

④OSは 従 来 の ま ま 使 用 で き る こ と
。

以 上 の 概 念 を 示 す と5-・7-・ の ・,5-一・7-・の2図 の よ う}、な る
。

DCOLTシ ステ ムの説明

a)使 用システム

COLTはFACOM23・-25/35シ ステ・用オペ・一テ・ング ・システ・B。S(BATCH

OPERATINGSYSTEM)の 制御下で稼動する
。

b)COLTの 特徴と効果

(1)制 御文の簡略化

①BOSの 制御下で廻 する語 鰹 プ・グ・・とC・LT鞭 用 した語 魍 プ
。グラ。で

は,制 御文のカー ド枚数は1/4に 削減 される。

② 受講者が作成する制御文は次の1枚 である。'

(例) /SOCJB1234 ,JB1,1

JB1234・ … プ ロ グ ラ ム 名

!

日B1::::::撃 劉;二

② マ ー ク カー ドの採 用

①FORTRAN・ 一 ス プ ・グ … 制 敏 ・ デ ー タ のす べ て にマ ー ・ また はパ ンチカ,どち らカ、

②

③

一 方 が可 能 で あ る
。

マ ー ク カー ドは1枚 当 り7～8回 まで 修正 して使 用 可能 な の で
,パ ンチ カ ー ドの 、/4～ 、/5

の コ ス トの 削減 にな る。

FORTRANの 場 合 は・ 命 令文(D・
・G・ ・F・RMATな ど)は ・命令 ・マー ク方 式 で あ

るた め記 入 ミス が な くな る。

(3)1指 令 で連 続 処 理 。

① 最初のスター喉 作齢}・ より灘C・MPILE姻DRUN桁 なう
。

② 受講 のプログ・・がアボー トとな・て も自動的にラインプリンタの リ・パ
。一,の 読み

飛ばしを行なって次の受講者のプログラムから処理を続行する
。
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5-17-1の1図COLTに よ る 言語 教 育 パ ター ン(そ の1)

目 標 機 能 具 体 的 効 果 具 体 策

苛

、
制御文枚数%

パ ラメー タ方式

、
制御文の簡略化

制微 の ＼
ミスが少ない。
言己入が簡wノ

'

梨

一.
'

容

易

性

■

操作指令1回
(原則)

ア ボー ト時の無操作

、 オペ レーションの

省力化

オペ ミスの減少 ＼
1

オペ時間の減少 ノ
、

'

' '

、

ロギングの収集

成績情報の加工

、
教育分析情報の

提供

、 鱒 瑞 こ ＼-

7・一ぽ ・ノ
' '

指

導

効

果

∠ 』

!

、

鴫

'

、
マーク ・カー ド方式採用

%の 削減

、
実習資材の削減

余・費用・ 、

他への流用 ノ

`

L

'

く

.

♪

1

'

、
マー ク ・カー ド方式採用

表表紙裏表紙作成
通信教育の可能性

._晶.

、ゲ 。輔 。よる

量の拡大

、.
(

一.

一 つ へ
' 低

コ

ス

ト

一

'

、

一

会計情報の作成
▲ 計算機費用の管理

・・ター・理 ＼

の能靴 ノ
一

' ' ,
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'5 -17-1の2図COLTに よ る言 語 教育 パ タ ー ン(そ の2)

通信教育(自 宅,職 場) 学 校 パ ン チ 室 電算室(セ ンター)

1

■

:

:
:

1

.

i

l
F

…

,
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l
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l
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、一
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`
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∀
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、、'
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〔
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、'
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計

、

成績情報

r各種分析
一

、

/一
」「一

L情㌧ 一 /

/- '

、

成績分析
統計≠ 　 =同 一プログラムフロー
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三≡ 実習過程単位フロー
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③ 操作がより簡単になるので教師は処理時間中に受講者指導ができる。

(4)表 表紙 裏表紙を各受講者毎に作成する。

① 表表紙の頁が簡単に判明できるように最終行の右端にプログラム名を印刷することにより受講

者が区分けできる。(5-17-2図 参照)

5-17-2図
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② 裏 表 紙 に は,各JOBス テ ッフ。ご との会 計 情 報及 び コ ン ソー ル メ ッセー ジの2組 が 印 刷 され る。

前 者 はセ ンター の運 用 管 理 に役立 ち,後 者 は机 上 で処 理 状 態 の再 現 が で き るた めデ バ ッグ の手 助

け にな る。(5-17-3,5-17-4図 参 照)

5-17-3図

*ヰヰ榛*{椿 キ　 料一{**〔{一#*一 材端**ヰ粁¥,け罵噺持写方滝
一 本榔卓自署{一 ・一*料 林一 率酬*一 ー 一{承 牢}}ヰ 才判唱粁斡〔芋幹

…
F230BOSC乱 丁(JB〕23456)MCOUrtNGDETAtLlNFOIVtAＴEON

－*‡ 柊***一 ヰ木本*一 輪
OAT[13e4.20

i・ 。 ・。BNN・E

**{***材 端**㈱*榊}r⌒ 料亭

JOSSTEP.WWEPCS了ARＴ ＴlMEENDT|HEPROCESSTSMECRJTIMEH◎NlＴORTIMESHEET－一
:1;:1::1::蒜 脚::1:::;::;

:1ご:i誕56蒜 、T::1::::::

13●57・57

13.59t52

14.00.21

14.oo.43

OO,06.54

00.Ol,55

00,0et2S

OO.OO.21

:::1:

蒜

92(S)OOOOO・03

21(S)OOOOO・04

12(S}00001◆13

25(S)OOOOO.92

{+据 ㈱*皐

{5)

{S)1

(S)

cs}

事

JOBTOT.AしINFgRMAＴIO,ル

JO8卜 ↓AHε.・ …JB123456JO8了iME....・00HOsHO6SCρU

ENDS了ATLSS・.・NORnN.ENDLtSTACOUNT・..18SHEETS

』

TIH亡 ・・...ooe34585{S)4

一 　 一等料料一 一+}編{



300第5部 コンピュー タ適用業務の具体例

5-17-4図
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(5)処 理結果から成績情報を加工する。

① あらかじめ教師の制御文で指定 しておけば,連 続ジョブが終了した時点で各受講者の個人ごと

の処理内容および結果の状態が,一 覧表の形で出力される。(5-17-5図 参照)

5-17-5図
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② あ る任 意 の期 間(日 ・ 週 ・月 な ど)内 の累 積 情 報 を加工 す る こ とに よ り成績 分 析 リス トが得 ら
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ソ ー ス プ ログ ラ ム及 びデ ー タ はパ ック に ス タ ックす る。 なお フ ァイ ル は 自動 的 に確 保

デ ー タ は9種 類 スタ ック して お く こ とが で き る。 この機能 を使 え ば各 ソ ー ス フ。ロ グ ラム カ ー ド

の 後 ろ に デ ー タ カー ドを セ ッ トす る必 要 が な い 。

③ カー ドリー ダか らデ ィス クパ ックヘ ス タ ック した後 は,カ ー ドリー ダ は他 の コ ン カ レ ン トジ ョ

ブで 使用 可 能 で あ る。

④ ス タ ック後,自 動 的 にCOMPILEANDRUNを 行 な う。

(2)ロ ギ ング機 能

① 磁 気 テ ー プ又 は デ ィス クパ ックヘ デ ィテ ー ル情 報 を出力 す る。 た と えば制 御 文,コ ンパ イル及

び 実行 時 の エ ラー な どの情 報 が 出力 され る。

(3)セ レク ト/デ ィレー ト機 能

① ス タ ック フ ァイ ルの うち,必 要 な プ ログ ラ ム だ け を選択 してCOMPILEANDRUNが 行 な え

る。

逆 に,不 必 要 な プ ログ ラ ム を選 択 す る こ と も行 な え る。 この こ とは,ク ラス単 位 の 実習 を行 な

う時,各 受 講 ご との進 行 状 況 に合 わ せ て使 用 で き る。

(4)ア ップデ イ ト機 能

① 個 々 の プ ロ グ ラ ム単 位 で1ス テ ップ ご とに ア ップ デ ィ トが可 能 で あ る。
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これ に よ り.ソ ー ス カー ドのす べ ての枚 数 をカ ー ド リー ダか ら再 入 力 しな くて よ い
。

(5)セ イ ブ機 能

運 用上,時 間 切 れ や ダ ウ ン対 策等 の た め に ス タ ック フ ァ イル を磁 気 テー プ に待 避 させ る こ とが

可 能 で あ る。

(6)処 理 時間,ラ イ ン プ リン タ用紙 打 ち切 り機能

① 教 師 用 の 制御 文 で 行 な う。

② 処 理 時 間 の 指定 に よ り永 久 ル ー プ,ダ イ ナ ミックス トップ な ど を防 ぐこ とが で きる。

③ ライ ンプ リン タ出力 枚 数 を指 定 す る こ とに よ りムダ な 出力 を避 け る こ とがで きる。

Eむ す び

情報処理技術者に対する教育のあり方は,現 在はまだ未開の分野である。このシステムではその第

1ス テ ップとして言語教育と教育の運用管理を中心に考えられた。COLTで はまだまだ機能的に不

足 している点があるか もしれないが,今 後より充実される予定である。なお現状ではCOLTはF

ACOM230-25/35BOSで 扱えるが他の機種にも適用していく計画であるといわれる。



第6部 社 会 シス テ ム と

グ ロー バ ル ・シ ス テ ム



304第6部 社 会 シ ステ ム とグ ロー バ ル ・シス テ ム

第1章 社会 システ ムの展 開

コ ン ビ一 夕 を 中核 とす る情 報 処理 技 術 の 進 歩 が わが 国 の経 済 発 展 の原 動 力 と して大 きな 役割 を果 し

て きた こ とは論 を また な い とこ ろで あ る。 オー トメ ー シ ョンに,経 営 管 理 に,コ ン ピ ュー タ は絶対

とい って もよ い ほ どの力 を発 揮 し,そ の合 理 化 に貢 献 して きた 。現 在,わ が 国 で設 置 され て い る1万

7,…akの ・ ン ピ ・三 タの 多 くは・ ・ち レ耀 業 や 締 綱 の面 で使 わ れ て い る とい え る が・ 今 後

と も,コ ン ピ ュー タの 産業 経 済 の あ らゆ る発 展 の 原動 力 として の役 割 は ます ます 大 き くな る こ とは明

らか で あ る。

しか しなが ら,公 害 問 題 や 資源 問題 の 発 生 を契 機 と して,こ れ まで の 物質 重 点 の 産 業 の あ り方 につ

いて の反 省 が 行 な わ れ る よ う にな って きた 。 ま た これ と と もに,国 民 の 個人 の生 活 に お いて も,従 来

の 物 質 的充 足 の希 求 か ら,人 間 性 の追 求 とい った精 神 的 な もの の充 実 が 求 め られ るよ うに変 って きて

い る 。

コ ンピ ュー タ の活 用 に よ るt情 報化"に つ い て も,こ の よ うな時 の流 れ を反 映 して,こ れ まで の 生

産 や 経 営 の手 段 と して の 情報 化,い わ ゆ る"産 業 の情 報 化"か ら,個 人 の生 活 の 向上 に役 立 っ 情 報

化,い わ ゆ るtt生 活 の 情 報化"へ の変 化 が 必要 とい わ れ るよ うに な った 。

た しか に,わ れ われ の 生活 の領 域 で あ る社 会 には,行 政,教 育,交 通,医 療 な ど各種 の仕 組 み,即

ち社 会 シス テ ムが 存在 す るが,現 状 で,そ れ らが 全 く問題 な く,理 想 的 に動 か され て い る とはい い が

た い し,今 後 の省 力 な どに即 して,今 か ら,そ の対 応 を考 え な けれ ば な らぬ 点 も多 い 。 コ ン ピ ュー タ

の 活 用 に よ って,こ う した 社 会 シス テ ム にお け る問題 解 決 を 図 り,よ り合 理 的 な充 実 した市 民 の 生 活

を 実 現 して行 こ う とす る こ とは,現 在 の 国 民 の大 きな要 求 で あ る とい えよ う。 従 って,""生 活 の情 報

化"は,新 しい情 報 化 の方 向で あ り,こ の た めの シス テ ム技術 として の総 合 的 な 情報 処 理 技術 の開 発

こそ,今 日の課 題 で あ る とい え よ う。

情 報処 理 技 術 の社 会 シス テ ムへ の 活 用 は,問 題 を解決 し,生 活 の充 実,向 上 に役立 つ もの で あ る こ

と は勿 論 で あ るが,情 報 処 理技 術 自体 の 進 歩 の観 点 か らみ て も,非 常 に重要 な効 果 を もつ もの と考 え

られ る。

即 ち,① 大 規 模 シス テ ムの 開発 によ って,大 型 コ ン ピ ュー タ,周 辺 装 置,特 に通 信伝 送 系 装 置 な

ど,機 器技 術 の開 発,向 上 が行 な わ れ る。 ま た,こ れ らを総 括,制 御 す る ソフ トウ ェ アの 開発 が行 な

わ れ,そ の製 作 経 験 が 得 られ るな ど,情 報 処 理 技 術 の総 合 的 な進 歩 に役 立 つ 。
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②'ま た∴ これ らの 開発 を通 じ,ハ ー ドウ ェア ・メ ー カ ーの み な らず,ソ フ トウ ェ ナ業 者,調 査 機

関,シ ン ク タ ンク等 々多 くの 関 連機 関が 協 力 して,一 つ の 問 題解 決 に と り組 む とい うご とに な り,有

機 的 な産 業 の 結合 が 図 られ る。

③ こ うした シス テ ムの 実 践 に よ'って,国 民 に,情 報 化 め メ・リ ヅ トを認識 さぜ,情 報化 へ の コ ンセ'

ンサ ス を得 る こ とが で きる等 々 の効 果 を もた らす 。 しか しな が ら,一 方 で は,こ う した社 会 シス テ ム

へ の応 用 は,

(1)既 存 の 制度,習 慣等 との 間 に大 きな フ・リク シ ョン をお こさせ な い た め,そ の 開発 に は,充 分 に

コ ンセ ン サ ンス を得 る と共 に,ア セ スメ ン トを充 分 行 な う必要 が あ る。∴

(2)大 規模 な シス テ ムに お いて は,そ の 開発 に要 す る経 費 も巨大 で あ り,民 間 の み の力 で は 開発 に

と りか か る こ と もで きな い こ とが 多 い 。従 って,』これ に は,政 府,地 方 公 共 団 体等 に よ る充 分 な資 金

的 なバ ック ア ップが 必 要 で あ る。

米 国 にお け る情 報 処 理技 術 の発 展 に とら て,大 きな背 景 とな っ・て い るのが 宇 宙 や 国 防 とい うよ うな

政 府 プ ロ ジ ェク トで あ る こ とは よ く知 られ て い る と ころ で あ るが,わ が 国 で は これ に相 当す る大 規 模

な ナ シ ョナル ・プ ロジ ェク トが ない こ とが;日 米 の 情 報 処理 技 術 の 格差 の一 因 だ とい われ て い るが,

上 記 の よ うな諸 点 か らみ て も,こ うした社 会 シ ス テ ムへ の応 用 開 発 は,政 府 にお い て,最 も力 を入 れ

て行 われ るべ き もの で あろ う。

以 下,こ う した,社 会 シス テ ム関 連 の 開発 につ い て,通 産 省 が 実施,計 画 して い る プ ロ ジ ェク トか

ら,2,3の 例 を紹 介 して みよ う。

1生 活映像情報 システム
く

Aシ ス テ ム概 要 『 』..
`吟

生 活 映 像 情 報 シス テ ム と は,広 帯 域 の 同 軸 ケ ー ブ ル ・ネ ジ ト'ワニ ク によ る有 線 テ レ ビ(CATV)

に コ ン ピ ュー タ を結 合 す る こ とに よ り,双 方 向通 信 で,各 家 庭 の視 聴 者 と対 話 しなが ら映像 情 報 を主

と した各 種 の 情 報 提供 サ ー ビス を行 な うシス テ ムを い う。 一 ・"・ 一

この シス テ ムの行 な うサ ー ビス は,

○ リク エス ト ・テ レ ビ(利 用 者 の要 求 す るテ レ ビ ・プ ログ ラ ムを即 時 に供給 す る)

OCAI(コ ン ピ ュー タ によ る個 人 教 育)

○ リク エス ト ・デ ー タ(利 用 者 の知 りた い知 識,デ ー タ,ニ ュース 等 を即時 に提 供 す る)

○ テ レビ ・シ 旨 ッ ピジグ(利 用 者 の求 め る商 品 を テ レ ビ画面 を通 じ検査 した り,注 文 しだ りす る)
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○ フ ァ ク.シ ミ リ(利 用 者 の 要 求 に よ り映 像 情 報 の ハ ー ドコ ピ ー を し た り,フ ァ ク シ ミ リ新 聞 の サ ー ビ

ス.を 行 な う)`シ ..'

○ テ レ ビ放 送 再 送 信

○ 自主 テ レ ビ放 送(ロ ー カ ル ニ ュ 「 ス,チ ャ ン ネ ル 案 内,そ の 他)
ジ

○ リク エ ス トFM(音 楽 等)

○ 各種 の予 約(座 席予 約 等)

○ テ レメ ー タ(電 気,ガ ス,水 道 等 の メー タ の 自動 読 取)

○ 防犯,防 災(犯 罪等 の予 防,通 報 等)

○ キ ャ ッ シ ュレス(各 種 資 金 を現金 で扱 わず 決済 す る)

○ テ レ コ ン トロ ール(外 か らの 電 気機 器 等 の コ ン トロ.一ル)

この よ うな シス テ ムの実 現 によ る効 果 として, 一

①,社 会 の高 度 化 に と もな って量,質 共 膨 大 にな って い る情 報 の 中か ら,個 人 の求 め る情 報 を選 択

的 に得 る こ とが で き る。

② 知 的 領域 の拡 大 や,最 近 重 要 性 が 説 か れて い る生涯 教 育 が 期待 で き る。

③ 生 活 にお け る情 報 化 の実 現 。

④ 知 識 集約 産 業 の 中 核 の一 つ で あ る映像 情 報 産 業 の振 興 。

等 が あ げ られ る。,

B開 発 プ ロ ジ ェ ク ト

生 活 映 像 情報 シス テ ムの 開発 は,47年 度か ら53年 度 ま での7ケ 年 の プ ロ ジ ェク トとして 計 画 されて

い るが,そ の 開発 関係 の 経 費 は約40億 円 を予 定 され て い る。年 次 別 の計 画 は■

47年 度 シス テ ムの概 念 設計

48年 度 シス テ ムお よ び機 器 の詳 細 設 計

49年 度 機 器,ソ フ トウ ェ アの 開発 試 作 セ ンタ ー建 物 の建 設 開 始

50年 度 前 期 機器,ソ フ トウ ェア製 造 セ ン ター建 物,配 管路 完 成

、 後 期 シス テ ムの モデ ル タ ウ ン据 付,調 整

51年 度 シス テ ムサ ー ビス

52年 度" ,

53年 度 評 価 ●

C技 術 開発 ポ イ ン ト

生活に密着したシステムであるが,本 格的な双方向通信 ときわめて広いサービスを可能 とす るた
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め ・ 嫉 技 術 ・ 伝送 技 術 ・ ・ ン ピ ー タ技 術 ・ ソ フ トウ ・ア輸 醗 昧 イ ン トとな る主 な もの をあ;ロ
げ る と・{

① セ ン ター 設備

超 広 帯 域送 受 信 装 置,制 御 情 報 送 受 信 装置,オ ーデ オ ビ ジ ュアル 切 替装 置
,自 動 放 映 装置,ラ

ン ダ ム アク セス 自動 放 映装 置,自 動 放画(静 止 画)装 置
,フ ァク シ ミ リ送 信 装 置,管 理 室 モ 三 夕

装 置,TV再 送 信 装 置,自 主 放 送 装 置,自 動FM放 送 装 置'"t

⑨ 中継 伝送 路1,'

超 広 帯 域双 方 向性 幹 線 増 幅 器 お よ び分 岐 増 幅器"

4
③ 端末 器

端 末 分 配機,多 チ ャンネ ル メ モ リ付 テ レ ビ受 像 機,キ ー ボ ー ド,フ ァク シ ミリ受 信機,多 チ ャ

ン ネル 受 信機,防 犯 防 災検 出機 器,テ レメ ー タ,テ レ コ ン トロール 機器

④ コ ン ピ ュータ ソフ ト

シス テ ム総 括 用 オ ペ レ ー テ ィング ・シス テ ム
,通 信 制 御 プ ログ ラム,CAI用 プ ログ ラ ム,リ

ク エス ト ・デ ー タ用 プ ログ ラ ム,テ レビ ・シ ョッ ピン グ用 プ ログ ラ ム
,予 約用 プ ロ グ ラ ム,リ ク

エ ス ト'テ レ ビ用 プ ログ ラム・ テ レメ ー 媚 プ ・ グ ラ ム
・ 防犯 防 災 用 パ グ ラム,・ 。ク シ ミ リ

用 プ ログ ラム

⑤ 情 報 ソ フ トウ ェ ア

CAI用 ・ イク ・フ ・・ シ ・・CA・ 用VTRカ セ ・ ト;リ クエス ト ・テ ・ ビ厄TR・ セ
ッ

ト,リ ク エス ド デ 一夕 用 マイ ク ロフ ィ ッシ ュ,テ レ ビ ・シ ョッ ピン グ用 マイ ク ロ フ ィ ッシ 三

D実 施 主 体 と モ デ ル タ ウ ン

この シス テ ムは・生 活 に密 着 した もの で あ るmナ に渓 生 活 の 場 剛 ・充 分Cア セ ス ・Z…;必

要 で あ る。従 って,こ の開 発 計画 で も,後 半 の2ケ 年 間 に,実 際 の モ デル タ ウ ンに お いて シス テ ムサ

ー ビス を行 な ・て
・ ア セス ・ ン トす る こ と}・な ・て い る.モ デ ル タ ウン には ,公 募 に 垣 全 国、↓ヶ所

い.;

の候補地か ら・奈良県生馬肺 東生駒駆(近 鉄不動産㈱の醗)・ 測 れ
・
,決定 ・て呼ま

た・このシステム剛 こは・・ンピ・一夕 .・・一カー通 信機器・一か 渇 線・一チ,噸

機器メナ ・ソフ・ウ・ア㍊ 放送間 査広告会路 多 ・噸 の力の縫 が必要であ・.ご

れらを集め・このプ○ ・クトの醗 運営主体 とyて ・,47年5月(財)噸 嘩 システ・:醗 協 会

ρ髄 されたが・48年6月(社)多 摩・・「・9ン 生活情ea・,ステ冷酷 会社蹴 合,:一 本 似 て

(財)生 活 映 像 情報 シス テ ム開発 協 会 とな って今 日に至 って い る。
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2医 療機器 システム

A医 療 ζ情 報化 . .、,

,医療は人間の生命に関するものであり,健 康の保持は,幸 福な生活の基礎でもあるだけに,医 療の

充実に対する国民の期待はきわめて強い。しかしなが ら,.医師や医療施設の不足,そ の地域的偏在な

どの傾向が著るしく,年 々増大する医療需要に即応できず,医 療の混雑や診療拒否!無 医地区,予 防

医療の立遅れなどの問題はむしろ年毎に深刻化する方向にある。 一

こうした,医 療の問題に,情 報処理技術を活用し,そ の解決を図ろうとする試みは,近 年,欧 米諸

国において行われはじめている。わが国において も,主 として,病 院の事務処理など管理面か らコン

ピュータが導入されており,次第に,自動検査や,自動健診など高度の利用にその領域を拡げつっあるひ

通産省は,48年 度の予算要求に際し,医 療機器システムの開発と,そ のモデル地域における実験,

評価を行なう医療機器システム開発事業団め横目を出し,・国がζのためのシステム開発に取組むこと

を明らかにした。 .、"、'、

B医 療 機 器 シ ス テ ム の 開 発 構 想'一 一'"

この構 想 は,48年 度 予算 決 定 にお い て,事 業 団 の新 設 と.本 格 的 な 開発 プ;ジ ェク トの 開 始 は見 送

られたが・.シスみ の鉢 的あり方およびその端 腰 難?い て畷 醐 究としてスタゴ してい

る。その構想の概念は,当 面,現 在の医療の恩恵か ら見離され,医 療の供給整備が最 も急がれている

僻 地 無 医 地 区 に焦 点 をお き,救 急 医療 や 予 防 医療 等 を中 心 とす る医療 サー ビス を可 能 に す る機 器 シス

テ ムの 開発 を行 な う こ とに あ る。 この 開発 は プ ロ ジ ェク トとして,5～6ケ 年 間,総 経 費300億 円'と

い う大 規模 の もの として 策 定 されて い る。

こうしたシステムにおいて,技 術的に重要な点は,医 療上の情報,例 えば患者の生体情報などを・

適確に収集し,そ れを最適の方法によって伝送す る。 さらに,そ の情報の解析などの処理,貯 蔵,医

師による指示の伝達など,通 信伝送技術や情報処理技術をいかに結合し,医 療にいかに役立てて行け

るか に あ る。 したが って,こ の よ うな 開 発 は,単 な る フ ァク トリー で の試 作 とい う も(Dで は完成 され

得 ず,実 地 に お け る十 分 な経 験 を得 て,そ の ア セ ス メ ン トを経 て完 成 す る もので あ る。 したが って,

この開 発 プ ロ ジ ェ ク トで も,実 際 に モ デル 地 区 を選 び,そ こで の シス テ ムサ ー ビス を行 な う こ とが,

一 つ の重 要 な柱 とな って い る。 また人 命 に関 した 重要 な プ ロジ ェ ク トで あ り,そ の責 任 の あ り方 を 明

確 に し,さ らに,医 学 界 は じめハ ー ドう エア ・メー カ ー,ソ フ トウ ェア ・メー カー等 各 界 の 知識 を結

集 す るた め,政 府 の主 導 に よ る強 力 な プ ロ ジ ェク ト推 進 母 体 と して 事 業 団 の創 設 が必 要 と され た 。

通 産 省 は現 在,そ の基 礎 的 調査 研 究 を進 め て い るが,こ れ を基礎 として,さ らに この構 想 の実 現 を

進 め る様 子 で あ る。
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第2章 グ ロ ・一バ ル ・シ ス テ ム を め ざ し て'

1グv－ バ ル ・シス テ ム成 長 の背 景

[

、,戦後の世界の政治,経 済,軍 事の各分野において永い間単独優位の立場にあったアメリカ合衆 国

は,西 ドイツ連邦共和国や日本をはじめとする世界各国の成長 ・発展によって,そ の先進的地位は決

レて安泰でなく,む しろ海外における過剰 ドル問題を抱 えて,再 々にわたって ドル価値の切 り下げを

余儀な くされた。宇宙航空機産業の縮少,自 動車工業,石 油工業の低迷,農 産物の不振,国 内的イン

フレーションの進行,失 業問題の発生など,ア メリカ合衆国は,多 難な時代にあるのである。このよ

うな環境にあって,ア メリカは,西 ドイツおよび日本などのようにすでに著るしい経済発展をとげて

gる 自由諸国には,協 調の上に相互対等の自由通商ならびに発展途上国に対する援助の肩代 りを要求

U,ソ 連邦,中 華人民共和国など共産圏諸国との貿易拡大を強 く希 望 し,全 世界に向ってGO

GLOBAL計 画を着実に実施している。 とりわけ,か つて何等の政策ももたず,民 間の自由な開発

と商業活動に委ねていた情報産業をアメリカ政府は将来の最大戦略産業の一つと考え,積 極的にその

振興策を推進している。 ・、 ・,

このことはまた,ア メリカ以外の主要各国の政府ならびに民間企業に,・グローバルな視 野 に立 っ

て,政 策o)立 案 ・実行Jt技 術開発およびシステム設計を行 うことを促 している。

この節 で は,1973年6月 に ニ ュー ヨー クで 開催 され た世 界最 初 の最 大 の コ・ン ピ ュ一 夕会 議 お よ び展

示 の 内容 を要約 して 伝 え.る。

1973年6月4日 よ り8日 に至 る5日 間 に わ た って,ニ ュー ヨー ク市 に お いて1973年 全 米 コン ピ ュー

タ会 議 ・展 示会(73NCC:一 －The1973NationalComputerConference&Exposition)が 開 催 され

た 。73NCCそ の もの は電 子 計 算機 技術 全 般 と その 応 用,新 しい利用 方 法 と,そ れ が ユ ーザ ー産 業や

世 界経 済 に及 ぼ す影 響 を検 討 す るた め に,過 去20年 に わ た って 電子 産 業 界 の 主 要 な会 議 と して 開 か れ

て きた 春秋2回 の合 同電 子 計 算 機 会 議(SpringJointComputerConferenceお よ びFallJoint

ComputerConferencp)に 代 わ る もの と して ,ア メ リカ合 衆 国 の 全 デ ー タ処 理 界 を結 集 し,ア メ リ

カ情 報 処 理 学界 連 盟(AFIPS)が 中 心 とな って催 され た第1回 の全 国 的 会 合 で あ っ た。 ・

220の 団 体 が ニ ュー ヨ「 ク,・コ 旦 シ ア ムの展 示 に参 加 しt"625の 展 示 ブー ス に電 子 計 算 機 本体,ミ

ニ コ ン.電 卓 ,・特 殊 目的 の シス テ:ム,・デ ー汐 通 信 機 器,テ ス ト機 器,電 子 部 品,コ ンバ ー ジ ョン機 器,

ソ フ トウ ェ ア ・サー ビス,科 学 ・ビ ジネ ス 関係 出版 物,各 種 多 様 な周 辺 機 器 の展 示 ,説 明,応 答 が行

なや れ た。 会 議 ま103の セ ッシ ョン・ セ ミ
.t7・.催 物 か らな り・ 「手 法 と ア プ リケ ー シ ョン」 「科 学
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と技 術 」 の2部 門 に分 か れ て,講 演,研 究 発 表,パ ネ ル討 論 が熱 心 に行 わ れ た。

この会 議 はペ ン'ttルペ ニ ア大 学 ムLア 電気 工学 部 部 長 八 一 ヴ ィ ・L・ ガ ー ナー教 授(HarveyL.

Garner)を 総 司会 者 と し,「 手 法 と ア プ リケ ー シ ョン」部 門 は 「わ れ わ れの 時代 の コ ン ピ ュー タ と

時 間 と人 間 の 効 果 的利 用 」 をテ ー マ に,HISの 副 社 長 ロ>x'一 ト・W・ビー マ ー(RobertW.Bemer>

の下 に,利 用 可 能資 源 を分 析 し,将 来 の コ ン ピ ュー タ利 用 の た めの 要 員,機 器 へ の 資本 支 出 お よび 時

間 的要 素 を予 測 して い る。12の セ ッシ ョンで,a.イ ンス トレー シ ョン ・マ ネ ジ メン トを,管 理 上 の

諸 問題,経 済 効率 の高 い運 用,資 源 の 最 適 配分 な どの 点 か ら分 析 し,コ ン ピ ュー タ/コ ミュニケ ー シ

ョン産 業 の 規 制 の分 析,ソ フ トウ ェアの 法 的 保護,デ ー タの機 密 保 護,保 守 な どに 関 す る規 制 法 案,

ソ フ トウ ェ ア占 有権 と契 約,デ ー タバ ン ク とプ ライバ シ ー に関 す る研 究,個 人 情 報 の保 護,コ ス ト ・

パ フ ォー マ ン スの 測定,要 員 の 教育 な どが この セ ッシ ョンで討 議 された 。b.政 府 機 関 に お け る コ ン

ピ ュー タ の利 用 で は7つ の セ ッシ ョン か らな る都 市問 題 に関連 して,交 通管 制,犯 罪 分析,都 市 行 政

配 置 お よ び サー ビス,国 際 関 係 の シ ミュレー シ ョン,選 挙 制度 に お け る コン ピ ュー タ利用 な どが 検 討

され た。 さ らにc.産 業 関 係 で は,自 動 車 工 業 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 が と りあげ られ,コ ン ピ ュ

ー タ制 御 とデ ー タ処 理 技 術 に もセ ッシ ョンが 置 か れ た。 この 中 に は 自動 車 の故 障 診 断 シス テ ム,自 動

車 搭 載 用 コ ン ピ ュー タの利 用,消 費者 運 動,安 全性,排 気 ガス規 制 な ど 自動 車 産 業 へ与 え るコ ン ピ ュ

ー タ の イ ンパ ク トが 論 議 され た
。 ま たd.商 品流 通 シ ス テ ムに は3セ ッシ ョンが 割 り当 て られ,小 売

シ ス テ ム,広 告 お よ び マ ーケ テ ィング にお け る コン ピ ュー タ利 用,と りわ け,小 売 業 に お け る トー タ

ル ・コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの 利用 状 況 がPOSに 関 連 して大 き く と り上 げ られ た。e.一 般 的 な話

題 と して 「人 々 の た め の コ ン ピ ュー タ」 をテ ー マ に して,ポ ケ ッタ ブル ・コ ン ピ ュー タの イ ン パ ク

ト,音 声 応 答,人 間 とコ ン ピ ュー タ との 心 理 的 ・物 理 的 イ ン ター フ ェー ス な どが 検 討 され た。

「科 学 と技 術 」部 門 は,ユ ニ パ ックの コ ン ピ ュー タ科学 部長 カ ー ル ・ハ ン マ ー 博 士(Dr.Carl

Hammer)の 下 に,56セ ッシ ョンが開 催 され た 。 これ らの セ ッシ ョンは,a.コ ミ ュニ ケ ー シ ョン・ネ

ッ トワー ク お よ び ター ミナル,b.コ ン ピ ュー タ ・ア ー キ テ クチ ュア とハ ー ドウ ェ ア,c.情 報 処 理

とパ タ ー ン認 識,d.マ ネ ジメ ン ト上 の話 題,e.グ ラフ ィ ックス,f.教 育,9.シ ミュレーー一・シ ョン

お よ び プ ロセ ス コ ン トロール,h.ソ フ トウ ェ アに わ か れ,aで は ネ ッ トワー ク ・コ ン ピ ュー タの た

め に6セ ッシ ョン と と もに イ ン テ リジ ェン ト ・ター ミナ ル とその将 来 の発 展 を考 察 す るた めに7セ ッ

シ ョンが設 け られ,bで は,バ ー チ ュアル ・マ シ ン ・シス テ ム,ス トレー ジ ・シス テ ム,オ プテ ィカ

ル ・イ ン タ ー コ ネ ク シ ョンな どの 最近 の開 発 が 議 論 され,cに おい て は,同 形 デ ー タ の イ ン プ ッ ト方

式 か ら医療,航 空 機 の 操 従装 置 の診 断 な どに至 る広 い 分野 を あつ か って い る。dに お い て は,コ ン ピ

ュー タ運用 上 の パ フ ォ ー マ ンス の課 題 と資 源 の配 分,コ ンバ ー ジ ョンの 問題 点,デ ー タ ・ベ ー ス ・マ

ネ ジ メ ン ト,保 安,コ ン ピ ュー タが社 会 にお よ ぼす イ ンパ ク ト,多 国 籍 コ ン ピ ュー タ,家 庭 用 コ ン ピ

ュ・・一ータな どの将 来 の展 望 が検 討 され たbeに お い て は教 育,医 学,航 空 宇 宙 科学,工 学,建 築,美 術
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お よ び映 画 な どの 分 野 で の コ ン ピ ュー タ ・グ ラ フ ィ ック の応 用 が紹 介 され た。

2国 際 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム

企 業 の 国際 的 立 場 で の 活動 の増 大 に伴 い,国 際 間 の通 信 回線 の 利 用 お よ び グ ロー バ ル ・オ ン ライ ン

・シス テ ムを指 向 す る計 画 が 増 え る傾 向 に あ る
。 ア メ リカ ・ヨー ロ ッパ系 の多 国 籍企 業 は もとよ り,

わ が 国 を基 礎 とす る金 融,商 社,メ ー カー 等 の多 国 籍 企 業 の 活 動 もそ の例 外 で は な い
。 ・'

国 際 間 通 信 回線 の利 用 は,そ の形 態 か らみ て次 の3つ に分 類 す る こ とが で き る。

1.自 社 内 ネ ッ トワー ク

2.関 連 会 社 間 ネ ッ トワー ク

3.オ ンラ イ ン ・サ ー ビス を業 とす るネ ッ トワー ク

また,利 用 目的 と して は,さ らに次 の3つ に 分類 され る。

1.メ ッセー ジ通 信 を主 体 とす る もの

2..デ ー タ通 信 を主 体 とす る もの

3.双 方 の組 合せ で行 うもの

国 際 通 信 回線 の利 用 に つ い て は,未 だ稼 動 中 の 実 例 が少 い た め,ま た多 数 相 手 国 に 関 す るい くた の

細 か な 実状 が不 明な た め,そ の 計 画 に困 難 を感 ず るが,そ れ らを列 記 す る と,

/'

1.

2.

3.

4.

5.

国際通信回線利用上の規制

相手国の接続規準,モ デム,相 互接続,通 信品質

サブ ・センター設置上の地域条件

設置申請手続

保守対策

これ らの項 目 は,今 後 計 画 をす す め る にあ た って,実 例 を も と}と着 実 に解決 して い く必要 が あ る。

これ まで ど ち らか と云 うとわ が国 と ア メ リカ も し くは東 南 ア ジ ア との 間 の 国 際通 信 回線 の利 用 で あ

っ た もの が,今 後 は ヨー ロ ッパ 各 国 お よ び南 ア メ リカに も拡 張 され る もの と思 われ る
。

そ の意 味か ら,こ こに ご く限 られ た数 の代 表 的 な 国際 オ ン ラ イ ン ・シス テ ムの 実 例 にら い て 簡単 に

ふ れ る こ とにす る。

SWIFT計 画

ヨー ロ ッパ の い くっ か の 主要 銀 行 と北 アメ リカ の銀 行 間 で外 国 為 替 業 務 をオ ンラ イ ン ・リアル タイ

ムで処 理 す る目的 で 計 画 されて い る もの で,そ の 中 心 は ロ ン ドン に置 か れ る予 定 で あ る。現 在 企 画 の
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段 階 を 終 え,機 器 選 定 に 入 っ て い る 。

WWW計 画

この 名称 はWorldWeatherWatchの 略 で・ 国連 機 構 を通 し1計 画 され て い る もの で あ る。 世 采

中 の 各 国気 象 機 関 との 間 に気 象 情 報 の相 互 交 換 の た め の便 宜 を与 え るこ とを 目的 と して い る。 メ ッセ

ー ジ交 換方 式 と して ,標 準 的 な方 法 が採 用 され,通 信網 の構 成 形 態 と して ピラ ミッ ド形 の 階 位制 が採

られ る模 様 で あ る。 一 部 の 国 との 間 に は テ レタ イ プ を端 末 として 使用 す る こ とに な ろ う。 シス テ ムの

中 心 は この 場 合 もイ ギ リスが 考 え られ て い る。 現 在 の進 渉 状 況 は,最 終 企 画段 階 を終 え,シ ス テ ム検

討 申 とみ られ る。

COST11計 画

ヨー ロ ッパ の い くっ か の研 究 開 発 機 関 に設 置 され て い る電 子 計 算機 設 備 を通 信網 で結 合 し,コ ン ピ

ュー タ ・ネ ッ トワ ー クの共 同研 究 の 場 を提 供 す る こ と を第 一 義 的 目的 と して い る。 ヨー ロ ッパ共 同体

・を 中 心 と して ヨー ロ ッパ主 要 国 の政 府 が バ ック ア ップ して企 画 され て い る。 目的 の 申 に は コ ン ピ ュー

タ ・ネ ッ トに 関す る技 術 開発,知 識 交換,標 準 化 等 の 課題 が含 まれ て い る。 パ ケ ッ ト交 換 方 式 を指 向

して お り,さ しず め ヨー ロ ッパ 判ARPAネ ッ トと云 うこ とが で きよ う。 活 動 の 中心 はベ ル ギ ー一・もし

くは フ ラ ン ス とみ られ,進 捗 状 況 は関 係 国 政 府機 関 の 間の 合 意 に よ うや く到達 した段 階 で あ る。

ALlTALlA座 席 予 約 シス テ ム

電 話 級専 用線 を使 用 した航 空 座 席 予約 シス テ ムで あ り,ヨ ー ロ ッパ 各 国 の国 境 に沿 って分 岐 接 続 を

活 用 し た と ころ に特 徴 の あ る シス テ ムで あ る。 イ タ リア国 内各 地 は もとよ り国 外 と して ロー マか ら北

に 向 って,パ リー ロ ン ドン回 線,デ ュ ッセル ドル フー ブ ラ ッセ ルー ア ムス テ ル ダ ム回線,フ ラン ク フ

ル トー ミュンヘ ンー チ ュー リ ッヒ回線 の 他,衛 星 中継 お よ び海底 テ ー ブル 回線 に よ りニ ュー ヨー クの

サ ブ ・セ ン タ ー を結 ぶ こ とに よ り北 ア メ リカ(カ ナダ を含 む)も カ バー して い る。

イ ース トマ ン ・コダ ックNICシ ス テ ム

イー ス トマ ン ・コ ダ ック社 の 海 外 事業 部 ヨー ロ ッパ 地 区 め配 送 業 務 を オ ン ライ ン化 し,集 中処 理 す

る 目的 で 設 置 され た シ ステ ムで あ り,CPUセ ン ター は ス ウ ェー デ ンの ゴ ーセ ンバ ー グ(Gothenburg)

に あ る。 これ をNorthernInformationCenter即 ちNICと 名 づ けて い る。 この 国際 オ ン ライ ン ・

シ ス テ ムの 特徴 は,国 際 ダ イ ヤル によ り,電 話 交 換 回 線 を使 用 して い る ところ に あ る。 現 在,主 と し

て 北 ヨ ー ロ ッパ地 区 を カバ ー して お り,ベ ル ギ ー,オ ラ ンダ.デ ン マー ク,フ ィンラ ン ド,ノ ー ル ウ

ェ ー,ス ウ ェー デ ンが この 中 に含 まれ る。 さ らに ロ ン ドン,マ ドリ ッ ド,パ リ,フ ラ ン ク フル トが近

くすべ て カバ ー され る。

適 用 業 務 の 申 に は製 造 関 係 情報 は含 まず,配 送 情 報 のみ を取 扱 う。

端 末 機 として 各地 に.IBM1130を 設 置 して い る。 国 際 電 話交 換 回線 を利用 した この シス テ ム は極 め

て順 調 に稼 動 して い る。:,
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3MARK_m

Aコ ン ピュー タ利用 の新概念

GEの 情報 サービスは1965年,初 の商用 タイムシェア リング ・サー ビスMARK-1の 営業 開始以来既に8

年の歴史 を経 てい る。 この間GEは この分野で一貫 して積極策 をと り続 け,業 界の リーダーとしての地位 を確固た

るもの としたが,そ の根底には将来の コンピュータ利用があたか も電力や水道 と同様 にユーテ ィ リテ ィの形態へ と

発展す ることへの洞察が秘め られて いる。1970年 のコンピュータ ・メインフレームか らの撤退に際 して もこのス ト

ラタジーは不動であ り,一 層 この方 向への強化が 図 られた ととがそれ を物語 ってい る。

同社がTSSを 開発 して国際的情報処理業務 の実施に乗 り出 したのは次の ような考 え方 に基 い て い る。すなわ

ち,1905年 に全米 の民間企業は50,000に のぼ る自家発電装置 をもち,合 衆国の総電力消費量のおよそ1/2を占めてい

たが,そ れ以来電力供給方式に急激 な変化が もた らされ,今 日では 自家発電 は総電力 消費量の6%に 過 ぎず,大 部

分 はお よそ200の 大発電所によって供給 されて い る。ス タインメッッやスタンレイな どによって発電,送 電 に技術

革新が行な われ,高 度集 中発電設備が規模 によ る大 きな経済効果 をもた らし,高 電圧電送技術が電力の遠距離電送

を可能に し,ま た地方 の配電施設が最終需要者 に有効 に電力 を供給す ることがで きるよ うになったのであ る。

GEの 副社長 ジ ョージ ・J・ フィニィ(GeorgeJ.Feeney)を は じめとす る同社のスタ ッフは,今 日のコンピュ

ータ利用の状態が ちょうど初期の電力利用の状 態に似てお り,将 来の コン ピュータの利用 は今 日の電力利用 と同 じ

よ うに,大 型 システ ムを もつ情報サー ビス ・セ ンターか ら処理能力が供 給 され るとい う根本的な認識の もとに,国

内は もとよ りグローバルな国際的ネッ トワークの開発 に乗 り出 したのであった。 この『よ うなネラ トワークが創設 さ

れれ ば,第 一に少数 の大型 コンピュータ ・システムの利用,処 理手順 やソフ トウェアの標準化によ って経済性 を高

め,第2に 通信,コ ンピュータおよび端末技術 の改善 によって従来の コン ピュータ利用 に付 きものであった技術的

経済的 ネックを大 幅に解消 し,第3に 全国的企業,国 際企業 に対 して計算機利用業務の集 中化 を通 じて強力 な営業

的利益 を もた らす ことが できると考 え られたのであ る。企業規模が大 きくな るにつれて,在 庫管理,販 売活動,工

程管理,資 金計画な どのよ うな主要 な業務 を,全 国的にまた国際的に各地 に散在す るコンピュータ を集 中 して運営

す ることは,一 企業に とってます ます 困難にな って きつつ ある。確かにコン ビ三一タの集 中化によ ってその利用価

値 は増大す るものの,シ ステムのグ レー ドアップー 必然的 な仕事量 の増加 システムの一層の グレー ドアップ

とい う悪循環 か ら逃れ るすべ はな く,「 果 たして企業単位の大規模な コンピュータの運営か らどの ような利益が期

待で きるか」 とい う本質 的な疑問にぶつか るのであ る。

GEが ハー ドウェアの生産 を停止す る一方,自 ら大 電力会社 と同 じ立場に立つ情報 サービス業務 に重点化 したの

は このよ うなビジ ョンに基 いてい るのである。

む ユ ウ

.BGE情 報 サ ー ビ ス の 歴 史

,GE(GENERALELECTRICCOMPANY)は1964年 春,ダ ー トマ ス(Dartmouth)大 学 の 協 力 を得 て タ イ ム

シ 手 ア リ ング ・シス テ.ムの 開発 に着 手 した 。GEがGE225中 央 処 理 装 置 とDATANET-30通 信 制 御 装 置 を提 供
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し,ダ ー トマス 大 学 は ケ ム ニ イ(Kemeny)教 授 と カ ー ッ(Kurz)教 授 の 指 導 の もとにTSオ ペ レーテ ィ ング ・シス

テ ム と平 易 なTS専 用 言 語 と して のBASICの 開発 に取 り組 ん だ。1965年3月 に は業 界 で初 めて の 商 用 タ イ ム シ ェ・

ア リ ング が完 成 し,1965年 末 まで に は7ヵ 所 の セ ン ター(シ カ ゴ,ダ ラス,ク リー ブ ラ ン ド,フ ィー ニ ッ クス,ニ

ュっ ヨー ク,ス ケ ネ クタ デ ィ,ワ シ ン トン)が 稼 動 す るま で に発 展 し た。MARK～1は6マ イク ロセ カ ン ド,16

Kワ ー ド(20ピ ッ ト)の コ ア を持 つGE-235中 央 処 理 装 置 と,オ ペ レー テ ィン グ ・シ ス テ ム と通 信 回線 の コ ン トロ

ール を受 け持 つDATANET-30の ユ ニ ー ク な組 合 せ を採 用 し,信 頼 性,安 定 性 の 高 い優 れ た シス テ ム として 評 価 さ

れ た が,規 模 や 処 理 能 力 の制 約 上 ロー カルTSの 域 を出 な い こ と は明 らか で,よ り高 性 能 の シス テ ムの 開発 の 必要

が 認 め られ た。

GEは 早 く も1966年 に は再 びダ ー トマス 大 学 の 協 力 を 求 め,次 の シス テ ム と して のMARK-nの 開発 に着 手 し

第2段 階 を迎 え た。

MARK-Hは1967年 末 に は完 成 し,翌1968年 ニ ュー ヨ ーク,ク リー ブ ラ ン ド,ロ サ ンゼ ル ス で サ ー ビス が 開始

され,1969年 末 まで に は セ ン タ ーは全 米 で17を 数 え89都 市 に その サ ー ビス が拡 大 され た。

MARK-llは1マ イ ク ロセ カ ン ド,96Kワ ー ド(36ビ ッ ト)の コ ア を持 つGE-635を 中 央 処 理 装 置 と し,17ミ

リセ カ ン ド,783Kワ ー ドの磁 気 ドラ ムを コ ア ・エ クス テ ン シ ョンに 使 用 し,100Mキ ャラ ク タの 容量 を持 つDSU

204デ ィス ク を付 属 させ て い る。

さ らに 引続 いてMARK-RESOURCE,MARK-DELTA,MEDINETが 開 発 され た。

MARK-RESOURCEはMARK-Hと 同 じGE-635を 利 用 す るが,GCOS皿 をオ ペ レー テ ィ ング ・シ ス テ ム

とす る リモ ー トバ ッチ処 理 の提 供 を 目的 と した独 立 の シス テ ムで あ る。

MARK-DELTAはGE-605を 利用 す る高 度 なデ ー タ マネ ー ジ メ ン ト用 の シス テ ムで,MAP(Management-

Analysis-Projection)デ ー タバ ン ク も この シ ス テ ムに よ って実 現 した 。

MEDINETは ボス トンに セ ン タ ー を置 く 病 院経 営 の アプ リケ ー シ ョン専 用 の シス テ ム として 開発 が 行 な われ た。

6-2-1図

`ぺ1>Spe

1969年 に入 ってGEは 大 きな政策の転換 を行なった。 センターの統合 とネッ トワーク ・サー ビスが それであ る。'

その決定の背景 となった ものは第1に 集中化によ るメンテナンス ・コス トの低減,第2に バ ックア ップの効率 化と

安定性の増大,第3に コ ミュニケーシ ョン技術の発展 に伴 うデ ータ通信 のコス ト低下 と利用 の急増傾 向,第4に 科

学技術計算か ら事務 ・経営計算への需要移行傾向,と くに大手ユ ーザの出先機関を結 ぶ広域オ ンライン ・サ ービス
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の 需要 増 加 傾 向 な どが 明確 に 予 見 され た こ とが挙 げ られ る。'

この 目的 の た め にMARK－ 皿AXシ ス テ ムが新 た に開 発 され た 。 これ はMARK-Hの 通 信制 御 用 サ ブ シス テ ム

に 本質 的 な変 更 を加 えた もの で あ る。DATANET-30に 代 って セ ン トラ ル ・コ ンセ ン トレ ー タGEPAC4020が 採

用 され た。 これ は16Kワ ー ド,1.6マ イ ク ロセ カ ン ドの コ ア を持 ち;635と は メモ リ ・イ ン タ フ ェース ・チ ャ ンネ ル

で 接続 され,シ ス テ ムの す べ て の コ ミュニ ケ ー シ ョン を コ ン トロ ールす る役 割 を果 す もの で あ る。セ ン トラル ・コ

ンセ ン トレ 一夕 は8つ の リモ ー ト ・コンセ ン トレ一 夕 に接 続 し,そ の間 は2400bpsの 回 線 で 結 ばれ て い る。

リモ ー ト ・コ ンセ ン トレ ー タは8Kワ ー ド,0.9マ イ ク ロ セ カ ン ドの メ モ リを持 って い る。 リモ ー ト ・コ ンセ ン

トレ一 夕 は遠 隔 地 の ネ ッ トワ ー ク ・デ ィス ト リピ ュー シ ョン ・ポ イ ン トに無 人 で設 置 され る も の で,こ れ に よ り

MARK¶ め ネ'ッ トワ ーキ ング能 力 は技術 的 に大 き く拡大 され る こ と とな っ た。

1970年,従 来(D17セ ンタ ー は3セ ンタ ー に 統合 され,さ らに1971年 に は オ ハ イ オ州 ク リー ブ ラ ン ドの"ス ー パ ー

セ ン タ ー"に 完 全 に 一 本 化 され た。 同年 サ テ ライ トと海 底 ケ ー ブル を通 じて 先 ず ロン ドン に,さ らに ヨ ー ロ ッパ 各

国 に も国 際 ネ ッ トワ ー クが拡 大 され るに至 り,ア メ リカ,ヨ ー ロ ッパ を通 じて 約250の 都 市 がMARK-llに リンク

され,そ して1972年10月 に は従 来 のMARK-RESOURCEが 有 機 的 に組 み入 れ られ・ タ イ ム シ ェア リン グ と リモ

ー トバ ッチが 単 一 の シス テ ム で利 用 で き るMARK－ 皿 サ ー ビス が 登場 した。

1973年4月 に は サ テ ライ トを通 じて 日本 に もサ ー ビス が延 長 され た 。 日本 にお い て はMARK－ 皿 はMARK-H

ネ ッ トワ ーク ・サ ー ビス と呼称 され て い るが,シ ス テ ム は 同一 の もの で あ り,た だ リ モ ー トバ ッチ が正 式 には リ リ

ー ス され て い な い点 が 異 るだ け で あ る。

な お従 来 のMARK-DELTAやMEDINETも 既 にMARK－ 皿 シス テ ムに統 合 され ・・機 能 的 に も一 層 拡 大 さ

れ 高 度 化 して い る。 　 『 ・

CMARK-Mの 概 要

GEは1969年 には既 にGECOSmオ ペ レ ーテ ィン グ ・シス テ ム を使 っ た り モ ー トバ ッチ処 理 をMARK-RE-

SOURCEと 呼 ば れ る別 個 の シス テ ム を通 じて提 供 して い た 。 しか し なが ら,リ モ ー トバ ッチ を一 層 効 果 的 に利 用

す るた め に は会 話型 処 理 との 組 合 せが 必 要 で あ ると と もに,ま た一 方 会 話 型 タ イ ム シ ェ ア リ ング に と って も,よ り

大 型 の ジ ョブ を処理 す るた めに は リモ ー トバ ッチ との 連 結 が 不可 欠 と考 え られ た。GEは あ らゆ る タ イ プの コ ン ピ

ュ ータ処 理 を 同一 の シス テ ム を通 じて提 供 す る こ とが 今 後 の 情報 処 理 サ ー ビス の方 向で あ る こ とを予 見 し,着 々 と

その準 備 を進 めて い たが,そ の 具体 的 な表 わ れが1972年10月 に発 表 され たMARK－ 皿 サ ー ビスで あ る。

MARK－ 皿 は,技 術 的 にMARK-HのOSとGCOSM(Honeywell移 行 後,GECOS皿 か ら名 称 変 更)の

OSの 間 の イ ンタ ー フ ェイ ス を,実 用 的 かつ 容 易 に 行 え るよ う設 計 され て い る。 これ に よ り,ユ ー ザ は手 軽 で 使 い

易 いMARK-Hの 延長 と して,強 力 で経 済 的 な バ ッチ処 理 能 力 を も利 用 で きる よ うに な った ・ そ して ネ ッ トワ ー

クの 機 能 と合 わせ て,殆 ん どあ らゆ るタ イ プの 情 報 処理 が一 つ の シス テ ムーMARK－ 皿 に よ って 可 能 とな っ た わ

けで あ る。

MARK－ 皿 は基 本 的 にForegroundとBackgroundの 二 つ の部 分 か ら構成 され て い る。

Foregroundは いわ ばMARK-llの 会話 型 タ イ ム シ ェア リン グの 機 能 その もの で・ 以 下 の よ うな ジ ョブ を処 理 す

る。
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1.会 話 型 の プ ログ ラ ムの 作成 とデ バ ッ グ

2.プ ログ ラ ムの コンパ イル と実 行

3.Backgroundジ ョブの コ ン トロ ール ・フ ァイル 作 成

4.Backgroundジ ョブの 入 力,処 理 コ ン トロー ル,モ ニ タ リン グ

'5.フ ァイ ル ・コ ー ドや フ ォー マ ッ トの変 換

6.フ ァイ ルの 編 集

7.時 間 待 ち処 理(DeferredRun)

BackgroundはForegrondを 通 じて の み 処理 可 能 な,強 力 で経 済 的 な バ ッチの 機 能 で・ 会 話 型 で の コ ン トロー ル

が 可 能 で あ るた め 従来 難 点 で あ ったバ ッチ処 理 の オペ レー シ ョンの 複 雑 さを大 幅 に軽 減 す る こ と を可 能 に した 。

Backgroundの 処理 す るジ ョブ は下 記 の 通 りで あ る。

1.

2.

3.

4.

5.

バ ッチ ・プ ログ ラム のデ バ ッグ

パ ッチ ・プ ログ ラムの コ ンパ イ ル と実 行(GCOS皿 タ イ プ)

大 量 の デ ー タの コ ー ド変 換(BulkMediaConversion)

フ ァイル の編 集

その 他 ユ ー テ ィ リテ ィ ・ジ ョブの 処理

Foreground/Backgroundイ ンタ ー フ ェ イス

両 者 間 の イ ン タ ー フ ェイス は共用 の デ ィス ク を介 して 行 われ る。 これ は 共用 フ ァイル ・シ ス テ ムで は な く,両

シス テ ムを結 ぶ コ ミュニ ケ ー シ ョン ・チ ャン ネル(い わ ば メ イル ボ ッ クス)の 役 割 りを果 して い る に過 ぎな い。

デ ィス クの一 部 分 はForegroundに よ る書 き込 み とGCOS皿 に よ る読 み取 りの専 用 エ リアで あ り・ 他 の一 部

分 は これ と逆 の役 割 を受 け持 つ エ リアで あ る。 ..

Foregroundの 主 な特 長

利 用 モ_ド:通 常 の会 話 型 モー ドに加 えて,処 理 料 金 が 大 幅 に割 引 き さ れ るIndependentRun(時 間待 ち処

理)モ ー ド,広 域 で の 共用 フ ァイル へ の マル チ ・ア クセ ス を効 率 化す るSLEEP/WAKEモ ー ド。

プ ロ グ ラム.サ イズ:ソ ー ス プ ロ グ ラ ムはFIV,BASICと もに10,000行,1時 点 で扱 え るフ ァイル数 はFIV

で12,BASICで8。

オ ブ ジ ェ ク ト ・プ ログ ラ ムの制 限 は プ ライ ム ・タ イ ムで16K、 ワ ー ド,そ の 他 の 時 間 で32Kワ ー ド。.

使用 言 語:ANSIス タ ンダ ー ドFORTRANを 大 き く上 廻 る機 能 を備 えたFIV・ 高 度 の フ ァ イル処 理 機 能 ・

ダ ブ ル プ レ シ ジ ョンな どの 特 長 を備 えたBASIC,お よ びALGOL。

端 末 機種:市 販 のTS用 端 末 機 の殆 どが 接 続 で き,印 字 速 度 は10,15,20,30字/秒 を選択 可能,印 字 幅 は最

高158字,カ ナ ・キ ー も利 用 で き る。 ご く最 近120字/秒 も利 用 可 能 とな って い る。

ラ イ ブ ラ リ ・プ ロ グ ラ ム:各 種 サブ ル ー チ ン を含 め約700種 。

ア ド ミニ ス トレー テ イブ ・ユ ーザ:利 用 管理 者 を登 録 す る と同一 カ タ ログ 内ユ ー ザ の ユ ーザ 番 号 の登 録,パ ス

ワ ー ドの 変 更,各 ユ ーザ の 利用 状 況 の チ ェ ック な どが 可 能 とな る。
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'ジ ャ ー ナ リゼ ー シ ョン:ト ラ ンザ ク シ ョン を磁 気 デ ィス ク と磁 気 テ ープ に 同時 に 書 き込 み,ト ラ ブル の 際短 時

間 で の 回復 を可 能 とす る機 能 。

アー カ イバ ル:使 用 頻 度 の 低 い フ ァイル を磁 気 テ ー プ に移 す 指 示 を コマ ン ドで行 え る機 能 。

フ ァイル ・シ ェア リン グ:同 一 カタ ログ 内の ユ ーザ に種 々 の レベ ル で フ ァイ ル共 用 を許 可 す る機 能 。

Backgroundの 主 な特 長

プ ロ グ ラム ・サ イズ:オ ブ ジ ェ ク ト ・プ ログ ラ ムで通 常70Kワ ー ド,最 高150Kワ ー ドま で処 理 可 能 。1ワ ー

ド36ビ ッ ト。

使 用 言語1パ ッチFORTRAN,COBOL。

端 末 機:カ ー ドリーダ(900枚/分),カ ー ドパ ンチ(300枚/分),ハ イス ピー ドプ リンタ(1000行/分),Foreground

用 キ ー ボ ー ドプ リン タ。

テ ー プ処理:プ ログ ラ ムは磁 気 テ ー プか らデ ー タの 読 み取 りが可 能 で,大 量 の デ ー タ利 用 が で き る。

コ マ ン ド ・シス テ ム:ジ ョブの 開 始 や モ ニ タ リング は す べ てForegroundを 通 じ 会 話 型 で 処 理 で き る。

BACKコ マ ン ドと各 種 の デ ィ レク テ ィブ の 組合 せ で コ マ ン ドシス テ ムが 構 成 されて い る。 デ ィ レ クテ ィブの主

な もの として 以下 が あ る。

BRUN,BCREATE,BMODIFY,BPURGE,FCOPY;BCOPY,BEND,BEDIT,BSTATUS,,

MEDIA

MARK－ 皿 の その 他 の 特長

イ ンタ ープ ロセ シ ング:IBM360/307シ リーズ の イ ン'、ウス ・コ ン ピュ ー タにIBM2701/2703/2705デ ー タ

ア ダ プ ター を使 用 してMARK－ 皿 と直 結 す る こ とが 可 能 で あ る。 これ に よ りイ ンバ クス ・コ ン ピュ ー タの ロー

カ ル処 理 に加 えて,セ ン トラル フ ァイル に 各 地 か ら直 接 ア クセ スす るネ ッ トワー ク利 用 が 可 能 とな っ た。

リモ ー ト ・メ デ ィア ・サ ー ビス(RMS)全 米 の13ヵ 所 の サ ー ビス ・ポ イ ン トを通 じて大 量 の デ ー タ の トラ ン・

ス フ ァー を行 う こ とが で き る。 イ ンハ ウス ・コ ン ピ ュー タの 磁 気 テ ープ,パ ン チ カ ー ド上 のデ ー タ をGEシ ス テ

・ム,逆 にGEシ ス テ ム に保 管 され て い るデ ー タ をイ ン ハウ ス用 の磁 気 テ ー プ,パ ンチ カ ー ド,あ るい は ライ ン プ

リンタ ーに,必 要 に応 じて コー ド変 換 も可 能 で あ る。

ハ イス ピー ド ・サ ー ビス(HSS)IBM2780,DATA100,MDS2400な どの 高 速 ター ミナ ル を 使 用 して 回・

線 速 度2000ボ ー に よ るデ ー タ伝 送 サ ー ビス が米 国 内で 利 用 可 能 で,会 話 型 処 理 を伴 わ な い大 量 の デ ー タ処 理,会 話1

型 と組 合 せ た リモ ー トバ ッチ処 理 ・RMSな どに 利 用 され て い5。HSSは イ ンタ ー プ ロセ シ ング に も利 用 さnる 。

回線 速 度 は近 い将 来4800,9600ボ ーの 利 用 が 可 能 に な る と予 想 され る。

DMARK－ 皿 シス テ ムの構成

・6 -2-2図 の モ ザ イ ク型 の 図 形 はMARK－ 皿 シス テ ム の概 念 を象 徴 的 に表 現 した もの で あ る。

一 番外 側 の リ ング は30字/秒 端 末 機48台 を同 時 に処 理 す る能 力 を持 ち,デ ー タの バ ッ フ ァとセ ン トラル ・コ ンセ

ン トレ ー一・タへ の 高 速 で の ブ ロ ッ ク伝 送 を行 う役 割 を果 す リモ ー ト ・コ ンセ ン トレー タ(RC)を 表 わ す 。 幾つ か の

RCは 次 の リン グで あ るセ ン トラル ・コ ンセ ン トレー タ(CC)に 結 ば れ て い る。CCは 更 に デ ー タ を集 中 化 し,処
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廻 す るForegroundシ ス テ ムの 行 先 を指 定 して デ ー タを送 り出す 。3番 目の リン グはForegroundシ ス テ ム で,オ

ン ラ イ ンの計 算 処 理 を行 う と と もに ユ ーザ のBackgroundシ ス テ ムへ の ア クセ スの た め の リンクの 役 割 を も果 す 。

4番 目の リ ングはBackgroundシ ス テ ムで,バ ッチ処 理 と リモ ー トジ ョブ ・エ ン トリーの 仕事 を受 持 つ 。 中央 の

円形 は 将来 の 巨大 な容量 の記 憶 装 置 群 を表 わ して い る。 ・・

6-2-2図MARK－ 皿 構 成 図

EMARK－ 皿の利用 分野

GE情 報サ ービスはForegroundの 領域 だけで も既に従来の タイムシェア リング ・サー ビスの概 念を越 え,広 範

な分野 での利用 を可能 としてい るが,強 力 なBackgroundの 機能が加 わった現在その利用分野は一層拡大 し,従 来

いわば未開拓のまま残 されていた各種のアプ リケーションが次つ ぎに掘 り起 され ることが予想 され る。

MARK－ 皿の利用分野 としては大要以下の通 りである。

広域 オンライン

MARK-Mの カバーす る世界各地,あ るいは国内の主要拠点 を結 び,共 通のデ ータベースや プログラムの利用

にょって リアル タイムの高度 な情報処理が可能 である。 インハウスのオンラインと比較 して初期投資や専用 回線

料 の負担が無 く,信 頼性,安 定性に優れ,準 備期間 も大巾 に短縮 され る。 吟

く主 なアプ リケ ーション〉

オーダーエン トリー,在 庫管理,財 務報告 とその連結,国 際資金管理,予 算統制管理 な ど

会話型 の大型技術計算

ANSI,FORTRANを 上廻 る強力なFIV言 語の利用によって経営分析,工 程管理,各 種 シミュレーシ ョン,

数値制御 などの大型技術計算が即座に処理で きる。会話型処理の能力 を超 えるプログ ラムはINDや リモー トバ

ッチ処理が利用 可能である。
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デ ータ ベ ース ・マ ネ ー ジメ ン ト

MARK－ 皿 の強 力 な フ ァイル ・メ ン テ ナ ンス機 能 と巨大 な記 憶 容量,ForegroundとBackgroundの 間 の フ レ

キ シ ブル な フ ァイル の 互換 性 の活 用,イ ンハ ウス ・シ ス テ ム との連 結 なゼ に よ り高 度 なデ ー タマ ネ ー ジ メ ン トが

可能 で あ る。MARK－ 皿 の提 供 す る経 済 ・財 務 デ ータバ ンク"MAP"が そ の一 例 で あ る。

〈主 な ア プ リケ ー シ ョン〉

人 事 情 報,所 在 情 報,苦 情処 理,経 済 ・財 務 デ ー タベ ース な どの検 索,加 工 。

む す び

GEは 今 日既 に コ ン ピ ュー タ利 用 の あ り方 が,特 定 メ ー カ ーの設 け た制 約 か ら離 脱 を図 り,必 要 に応 じて 最適 の

ハ ー ドウ ェ アを選 択 し,利 用 上 の 一 層 の技 術 的 な進 歩 を達 成 すべ き時 代 に 入 って い る と信 じて い る。

その ため の情 報 サ ー ビス は少 数 の 巨大 な シス テ ム に よ り,常 時 オ ン ラ イ ンで,し か もグ レー ドア ップや 改 良 の 自

由 な,そ して24時 間 休 み な く,ど ん な タ イプ の ア プ リケ ー シ ョンで も世 界 の あ らゆ る場 所 で 低 コス トで 利用 で きる

もの で な けれ ばな らな い と考 えて い る。 これ が 正 し く コ ン ピ ュー タ ・ユ ー テ ィ リテ ィの 思想 で あ り,MARK－ 皿 を

ベ ース に 今後 メ ー カ ーの如 何 を問 わ ず バ ラエ テ ィの あ る へー ドウ ェア を と り入 れ,シ ス テ ムの改 善 を重 ね,GEは

グ ロ ーバ ル な視 野 に 立 って 一 歩 一 歩 その実 現 に 向 って 進 ん で行 く もの と考 え られ る。

6-2-3図MARK-IHシ ステ ム機 能概 念 図
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4総 合貿易情報 システム

は じ め に

近年,わ が国におけるコンピュータ利用の普及 ・高度化による情報化の進展には著 しい もの が あ

り,社 会,経 済のあらゆる分野へ浸透 してきている。特に,各 企業,各 業界における情報化の進展に

ともなって,'次第に広範囲な情報システムがいろいろな分野で考えられてきており,産 業活動の一層

の発展を図らた産業全体(官 公庁 も含む)に かかわる情報システム(一 種の社会システム的情報シス

テム)へ の開発力「熱心に検討されはじめてきている。

ここで紹介する総合貿易情報システムもそのひとっである。すなわち,貿 易取引での各業界に導け

る業務処理で同一 もしくは類似の情報についての交換,処 理が非常に多いところから,類 似 ・同一情

報を共有化することによって各業界にわたっている貿易取引を簡素化,迅 速化,効 率化することを狙

った大規模な情報システムである。

A国 際機関の活動

戦後,世 界貿易は急速に拡大 し,1970年 の世界貿易額は輸出2,790億 ドル,輸 入2,910億 ドルにも達

してお り,各 国とも大量輸送手段の開発を進めて きている。た とえば,海 上輸送にあっては大型高速

のコンテナ船,航 空についてはジャンボジェット機などが出現 し,貿 易貨物の大量高速輸送時代が到

来 しつつある。

このような状況にともなって貿易関連書類(「 インボイス」,「船荷証券」など)も 彪大な量となっ

てきている。 さらに,こ のような量的な増大ばか りでなく各貿易関連業界,各 企業によっておのおの

異った書式の書類が作成 されており,そ の業務処理の繁雑 さを倍加 させている。また,国 際貿易であ

るか ら,輸 出国,輸 入国相互に書類の授受が行なわれ,そ れぞれの国においても同様の事情であるた

め,そ の業務処理は非常な労力 を費や している。

しかし,各 書類に記載 されている内容は,ほ とんどが共通なものであり,各 書類の内容は,そ れら

の転記 されたものである。

このような事情から諸外国では,早 くから貿易業務の合理化が考えられてきてお り,と くにヨーロ

ッパにおいては,国 境が陸つづきの関係 もあって貨物自動車の相互乗入れ,関 税障壁の撤廃などの問

題によって早 くから多国間の貿易手続 きの簡素化,標 準化に多大な関心を持っていた。

⑩
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そ して,1956年,ス ウ ェー デ ンが世 界 に さ きが けて,貿 易 書 類 の簡 素 化,標 準 化 を達 成 し,隣 接 す

る ス カ ン ジナ ビア諸 国 が ス ウ ェー デ ン書 式 を採 用 す るに至 り,書 式 の簡 素 化,標 準 化 を国 際 的 に推 進

す べ きで あ る とい うス ウ ェー デ ン政 府 の提 唱 の もとに,1961年 ヨー ロ ッパ 経 済 委 員会(ECE)に イ

ギ リス,ア メ リカ合 衆 国 を加 えた ワー キ ン グ ・グル ー プ(専 門 家 グ ルー プ)を 設置 し,活 動 を開 始 し

た 。

2年 後 の1963年 に は,同 グル ー プ に よ って,貿 易文 書 の 標準 サ イズ を国 際規 格(ISD)のAサ イ

ズ と し,貿 易 文 書 の記 載 項 目の簡 素 化 を主 眼 と して分 析,研 究 した結 果,書 類 の作 成,照 合 な どが 合

理 的,能 率 的 に処 理 で き るよ うに記 載項 目 を定 め,書 類上 の配 列 を規定 した レイ ア ウ ト ・キ ー(記 載

項 目配 列 の ヒナ型)を 作成 した。 これ が,そ の後,国 際 貿 易書 式 標 準 化 の基 本 型 とな ったECEレ イ

ア ウ ト ・キ ー で あ る。

そ して,ヨ ー ロ ッパ 経 済委 員 会 は,こ のECEレ イ アウ ト ・キ ー を基 礎 に して各 国,各 国 際機 関 に

対 して 積極 的 に貿 易 書 式 の簡 素 化,標 準 化 を呼 びか け て きたが,さ らに,貿 易 手続 きの 簡 素 化 を推 進

す るた め に,1971年,従 来 の ワー キ ング ・グル ー プ(国 際 貿 易文 書 の簡 素 化 お よ び標 準 化 に 関す る専

門 家 グル ー プ)を 発展 的 に改 組 し,新 しい ワー キ ング ・グル ー プ(国 際 貿 易手 続 きの簡 素 化 に関 す る

作 業 部 会)を 設 置 し,貿 易 手 続 きの 自動 処 理 化(AUTOMATICDATAPROCESSING)を 推 進 し

て きて い る。 この作 業 部 会 の 目的 は,貿 易手 続 きの簡 素 化 を進 め る こ とに よ って 国 際 的 な貿 易 と輸 送

を促 進 し,電 子 あ るい はそ の他 の オー トマ チ ック ・デ ー タ ・プ ロセ ッシン グお よび デ ー タ伝 送 の効 果

的 な利 用 を開 発す る こ とに あ る。 この 目的 を達 成 す るた め に,下 部機 構 として,「ADP化 と コー ド

化 に関 す る専 門家 グル ー プ」 と 「記載 デ ー タ と ドキ ュメ ン テ ー シ ョン に関 す る専 門 家 グル ー プ」 の2

っ の 専 門 家 グ ル ー フ。を設 置 した。(6-2-4図 参 照)

第1回 のADP化 と コー ド化 に 関す る専 門 家 会議 は,1972年1月19日 か ら21日 まで ジ ュネ ー ブで 開

催 され,そ の 内容 は,

「短 期 的 に検 討 す る もの 」 と して,

① 国 際 貿 易 に お け るADP利 用 技 術 の現 状 とシス テ ム間 の イ ン ター フ ェイス の 問題 に関 す る こ と。

② 国 際 貿 易 に使 用 され て い るADP機 器 の分 類 を行 な い,各 関連 シス テ ム との両 立 性 を確 保 す る

こ と。

③ 国 際貿 易 にお け るADPシ ス テ ム とその オ ペ レー シ ョン,さ らに その コ ミュニケ ー シ ョンの方

法 に関 す る こ と。

④ 各 種 の 国際 貿 易 書 式 の代 表 的 サ ンプ ル ・リス トの 作成 お よ び各種 貿易 書 類 の ヘ ッデ ィン グ を リ

ス ト ・ア ップ し項 目 ご との整 理 に関 す る こ と。

⑤ 国 際貿 易 に使 用 され る国名 コー ドと貿 易 書 類 の コー ド記 入 欄 の規 定 に関 す る こ と。

⑥ 輸入 貨 物 通 関 の た め に税 関 が必 要 とす る詳細 な事 項 に関 す る検討 。
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6-2-4図ECEに おける国際貿易手続き簡素化活 動組織図

国際連合経済社会理事会

(ECOSOC)

∪
ヨーロッパ経済委員会

(ECE)

∪
貿易拡大委員会

(CDT)

∪

・完

年
末
改
組
)＼国際貿易文書の簡素化および

標準化に関する専門家グループ

国際貿易手続きの簡素化に関

するワーキング ・グループ■》

↓
ADP化 とコー ド化に関する

専門家グループ

記載データとドキュメンテー

ションに関する専門家グルー

⑦ 貿 易 用 語 の統 一 解 釈 を もた らし,国 際 的 に認 め られ るコー ドの 開発 に関 す る こ と。

⑧ 国 際 貿易 に お いて 広範 囲 に デ ー タ ・トランス ミ ッシ ョンお よびADPの 利 用 を可能 に す る こ と。

「長 期 に検 討 す る もの」 と して,

① 国 際 貿易 書 類 に含 まれ る情 報 を整理 し,有 効 利用 の可 能 性 を検 討 す る こ と。

② 国 際 貿易 の標 準 コー ドの開 発(既 存 コー ドとの 関 係 を含 め て)に つ い て。

③ 国 際貿 易 に用 い られ るコ ー ド(開 発 され た)の 公 表 と管 理 の た め の措 置 につ い て。

④ 国 際 的標 準 化 の 動 向 か ら貿 易 用 語 を再 検 討 す る こ と。

⑤ 国 際 貿 易 に お け る異 った 関係 当 事 者 間 で必 要 と され る通 信文 の数 と様 式 を定 義 し,そ の標 準 化

の 可 能 性 につ いて 検 討 す る こ と。

⑥ 国 際 貿易 に お け る各種 通信 媒 体(磁 気 テ ー プ,紙 チ ー フ。,パ ンチ カ ー ド)お よ び コ ン ピ ュー タ

間 の 直接 伝 送 の た め必要 とな る記 録様 式 を定義 す る こ と。

な どで あ る。

ひ きっ つ い て1972年4月 に第2回 が 開催 され,こ れ ら につ いて審 議,検 討 され て きた。 第3回 は,

1972年10月16日 か ら18日 ま で ジ ュネー ブで 開催 され,わ が国 も初 め て この会 議 に参 加 した 。
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第1,2回 会 議 で検 討 され た項 目以 外 に本 会議 で新 し く検 討 され た こ とは,・

① 商 品 記載 に 関す る八 一 モ ナ イ ズ ・コー ド(既 存 コー ドと連 係 の とれ た コー ド)の 開 発 に つ い

て 。

② 国際貿易にADP(自 動データ処理)を 適用することへの協力体制について。

③ 国際貿易における国別コードの作成に関する試案について。

④ 国際貿易書類へのコー ド化されたデータの記入位置について。

⑤ 書類作成における用語の使用方法およびその定義(紙 上記入用やADP用 など)に ついて。

⑥ISO(国 際標準化機構)の 銀行手続きに関する技術委員会について。

などであった。

同会議では,日 本の参加を非常に歓迎し,と くにわが国が貿易立国であ りかっ,コ ンピュータ利用

の先進国であることか ら,日 本の積極的な協力を期待しているとのことであった。

また,次 の2日 間(10月19日,20日)は,第2回 記載 デ ー タ と ドキ ュメ ン テー シ ョンの専 門 家 会議

が 開催 され,こ れ に もわ が国 は初 め て参 加 した 。

この会 議 で の 検 討項 目は,

① 輸 入 手 続 きの た め に税 関 か ら要 求 され るデ ー タ につ いて。

② 国 際 貿 易 に お け る語 法 の標 準 化 お よ び標 題 の定 義 にっ い て。

③ 国 際 貿 易書 類 の簡 素 化,合 理 化 の 可 能性 につ いて 。

④ ユ ニ ー ク ・リフ ァ レ ンス ・ナ ンバ ー(貿 易 書 類 にお け る一 貫 した 記載 参 照 番 号)に っ い て。

で あ った 。

以上 の よ うにECEに お け る専 門家 会 議 は,地 道 で は あ るが 着実 に貿 易 手 続 きの 簡素 化 を進 めて お

り,メ ンバ ー も,ECEの メ ンバ ー諸 国(米 国,ソ 連 を含 め た ヨー ロ ッパ 諸 国)以 外 に各 国 際機 関

(政 府 間 通商 諮 問 機 関 〈IMCO>,関 税 協 力 理 事 会<CCC>や 国 際 商 業 会議 所 〈ICC>,国

際 航 空 運送 者 協 会<IATA>,国 際標 準化 機 構 〈ISO>,国 際 海 運 会議 所 〈ICS>な ど)そ

して,特 別 メ ンバ ー と して の 日本 と カナ ダ とい うよ うに ほ とん どの 関連 諸 国 の関 連機 関が 参 加 して い

る。

そ して,こ れ らの諸 国,諸 機 関 は,ECEの 活 動 と連 携 を保 ち なが らそ れ ぞ れ 国際 貿 易 手続 きの簡

素 化 につ い て活 動 して い る。

また,ECEは,国 際 貿易 手 続 きに 関 す る各 国 の 情 報 を交 換 す る制度 を設 けて い る。 この制 度 の 内

容 は,

① 国際 貿 易,輸 送上 の手 続 き

② 書 類 作 成 上 の技 術 的 基 準,統 一 フ ォー ム と書 類 作 成

③ デー タ処 理.デ ー タ伝送 技 術,用 語 と コー ド
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④ 関 係 組 織 に関 す る質 問,種 々 の会 合,作 業 計 画

な どで あ り,こ れ らに関 す る情報 を各 国 か ら収集 し年4回,英 仏 露 語 に よ って 参 加 メ ンバ ー に配 布 し

て い る。

この ほか 貿易 手 続 きの 簡 素化 を推 進 して い る国 際 機 関 と して は,国 際 レベル お よ び各 地 レベル で の

意 志 疎 通 を図 るた めAdvisoryServicesonTradeDocumentaionを 設 けECEと 協 力 体 制 を と っ

て い る国 連 貿易 開発 会 議(UNCTAD),国 際 貿易 に お け る輸 入 手 続 きの合 理 化 を図 るべ く輸 入 ドキ ュ

メ ン トを検 討 して い るGATT,国 際 貿易 書 類 にお け る デ ー タ の コー ドに関 しECE専 門家 グル ー プ

と協 力 体 制 を とって い る国 際標 準 化 機 構(ISO),CommodityCodeTechnicalTeamを 設 け コ ン ピ

ュー タ化 を配慮 した 国際 貿 易 の 商品 コ ー ドの 体系 化 を図 って い る関税 協力 理 事 会(CCC)お よ びECE

と同様 の地 域 国 連 機 関 で あ る ア ジ ア極 東経 済 委 員 会(ECAFE)な どが あ る。

この よ うにECEを 中 心 と して各 国 際 機 関 で貿 易 手 続 きの簡 素 化 は推進 され て い るが,よ り具 体 的

な活 動 と して,先 進 諸 国 にお い て専 門 の 推 進 機関 が設 立 され て お り,各 国 の実 情 に あ った貿 易 情 報 シ

ス テ ムが 計 画,開 発 され て きて お り,一 部 には実 際 に稼 動 して い るシス テ ム もあ る。

B各 国専門機関の活動.

近 年,世 界 の 貿 易量 の 増 大 に と もな う業 務処 理 も著 し く繁雑 化 して きて い る。 そ の た め,貿 易 手続

きの 簡 素 化(シ ス テ ム化,ADP化)が 世 界 各 国 にお い て熱 心 に検 討 され は じめ て きて い る。 特 に,

ECEに お い て貿 易 手 続 きのADP化 が 検 討 され は じめて か ら急 速 に進展 して きて い る。

イギ リス

最 も早 くか ら活 動 を続 けて い る国 と して は イギ リス が あ り,ECE(ヨ ー ロ ッパ 経 済 委 員会)の 国 際

貿 易 書 式 標 準 化 ・統 一 化 運動 に協 調 し,1962年 英 国 商 務 省 の指 導 の もとにJLCD(JOINTLIAISON

COMMITTEEONDOCUMENTS)が 発 足 し,貿 易,通 関,保 険,金 融,運 輸 な どの各 業 種 にお

いて 用 い られ る書 類 の書 式 の標 準 化 ・統 一 化,さ らに書類 作 成 の 省力 化 を 目的 と して 研 究活 動 を行 な

い,1965年,B/L(船 荷 証 券)を 中心 と した8種 の貿 易 文 書 の書 式 を標 準 化 し,各 書 類 にお け る必 要

記 載 項 目 を整理 統 合 した一 枚 の マス ター ・ ドキ ュメ ン トに よ って一 回の 複 写((コ ピー)で8種 の書 類

が作 成 で きる方 法(One-runMethod))を 開発 した 。

(1)船 荷 証 券(BillofLading)

(2)税 関 申告 書(CustomsEntryForm)

(3)為 替 管 理報 告 書(ExchangeControlForm)

(4)ロ ン ドン港 施 設使 用計 算 書

(5)ロ ン ドン港 貨 物 搬入 届

⑥ 埠 頭 荷 役料 計 算 書
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〈7)原 産 地 証 明 書(CertificateofOrigin)

(8)保 険証 書.(CertifiρateotInsurance)

この ワソ ラ ン ・メ ソ ッ ドは ・ECEレ イ ア ウ ト ・キ ー と と もに国 際 貿 易書 式 標 準 化 の基 本 的 パ ター

ン とな って い る。

1965年 秋,英 国 政 府 は 「輸 出貿 易 書 式 簡 素 化法 」 を制 定 し,ECEレ イ ア ウ ト ・キ ー と ワソ ラ ン ・

メ ソ ッ ドの普 及 促進 を図 っ た。 そ して,1968年8月 に は,貿 易 手続 きの簡 素 化 を推進 す る た め官民 合

同の 機 関 で あ るNED(NationalEconomicDevelopment)に 国 際 貿 易手 続 き簡 素 化 委員 会(SITPRO

-SimplificationofInternationalTradeProcedures)と い う専 門 機 関 が 設立 され た
。

SITPROで は,国 際 貿 易 書 式 と それ に 関す る商 取引 お よ び 政 府 関 係 の手 続 きを電 子計 算 機 な どの

利 用 に よ って貿 易 業 務 の 簡素 化,省 力 化 を促進 させ るた め の研 究 活 動 を行 な い,1970年3月 に その成

果 を 「SITPROREPORT」 と して公 表 した。 この報 告 書 の刊 行 を契 機 と して 各 国 の専 門 機 関 が あ い

っ いで 設立 され,ま た,活 動 が 活 発 化 して きた ので あ る。

現 在,SITPROは,年 間予 算 約6,400万 円(全 額 政 府 予 算)で 活 動 して お り,活 動 の中 心 は,こ れ

まで の 貿易 文書 の書 式 標 準 化 ・統 一 化 か らADP化,コ ー ド化 の た め の研 究 活 動 へ と移
っ て お り,

アメ リカ と並 ん で国 際 的 に貿 易 手 続 きの 簡 素 化運 動 の リー ダ ー シ シフ。を と って い る。

ア メ リ カ

アメ リカ にお い て は・1964年AMMI(AmericaMerchantMarineInstitute)が 開発 したB/L(船

荷 証 券)を 中 心 とした5種 類 の 貿 易 文書0)ワ ン タ イプ ・シ ス テ ムに よ って貿 易 書 式 の標 準 化 ・統 一化

が 展 開 されて きた。

そ し て,1967年6月,サ ン フ ラ ン シ ス コ 海 運 取 引 所 の 提 唱 の も と に ,全 米 貿 易 関 連 業 界 の 有 力 者 で

構 成 さ れ たNCITD(NationalCommitteeonInternationalTradeDocumentation)が 設 立 され

た 。

NCITDは,当 初,ECEレ イ ア ウ ト ・キ ー と異 な った 独 自の統 一 書 式 を開発 し
,米 国 内 の標 準 書

式 とす べ く努 力 して い たが ・ECEと の協 調 関 係 を もっ べ く,1970年6月 ,ECEとNCITDと の 間

に レイ アウ ト ・キー の 相互 調 整 を行 ない,米 国 に お け る貿 易文 書 の 標 準書 式 は,ECEレ イ ア ウ ト ・

キ ー に準拠 す る こ と とな った 。

この よ うにNCITDが,米 国 の貿 易 書 式 の標 準 化 を推 進 して い るが ,地 方 で は,荷 主,輸 送 業 者,

銀 行 な どに お け る共 通 とな るデ ー タ項 目の コー ド化 や 様 式 の 標準 化 ・統 一 化 を 図 って い る専 門機 関 に

TDCC(TransmissionDataCoordinatingCommittee)が あ る
。

TDCCに おいては・内輪 送P>嚇 湾1醐 輸 趣 至 るまでの間で洛 業界・ 各企業が獺 の ド

キ ュメントを作成するため,そ れらの書類の作成による貿易貨物の滞留による損失 を防止すべ く研究

活動 してお り・ コー ドおよび様式の標準化からさらに進んで電子計算機の利用 による情報システム化
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へ と進 ん で きてい る。

また,米 国 運 輸 省(DOT)が,現 在 進 め て い る 「貨物 デ ー タ ・トラ ンス ミッシ ョン ・テ ス ト」(英

国 の ロン ドン空 港 に お け る電 子 計 算 機 と米 国 の ニ ュー ヨー ク空 港 に お け る電 子計 算 機 とを通信 回 線 で

結 び貿 易 貨 物 デ ー タ を相互 に伝 達 す る こ との試 み)に お け る貨 物 デ ー タ の作 成 な ど具 体 的 な 問題 にっ

い て検 討 して い る。

カナ ダ

次 に,わ が国 と同様 に,ECEの 正 式 メ ンバ ーで もな く,貿 易 手 続 き簡 素 化 運 動 が比 較 的 最近 推 進

されて きた 国 に カ ナ グが あ る。

1972年2月 カ ナ ダ政 府(商 務 省,運 輸省,税 関,調 達 庁,統 計 庁)の 指 導 の も とにCOSTPRO

(CanadianOrganizationfortheSimplificationo壬TradePROcedure)と い う専 門機 関 が設 立 さ

れ た(6-2-5図 参 照)。COSTPROに お いて は,1972年9月 に 第 一 回の 会 合 を開 き活 動 の狙 い を貿 易

書 式 の簡 素 化 と国 際 的 な調 和 や 最 新 技術(電 子計 算 機 に よ る情 報 処 理 技 術 な ど)を 活 用 して貿 易情 報

6-2-1表 各国における専 門機関

国 名 名 称
設 立
時 期

組織形態

英 国 SITPRO 1968年 官民合 同

仏 SIMPRO-FRANCE 1972年 〃

米 国 NCITD 1967年 民間非営利

カ ナ ダ COSTPRO 1972年 官民 合 同

オ ラ ン ダ SITPRONETH 1972年 〃

ス ウ ェー デ ン SwedishCommitteeonTrade 1956年 〃

Documents

香 港 HongkongSimplerTrade 1967年 〃

DocumentsWorkingParty

ベ ル ギ ー SIPROCOM 〃

6-2-5図 カ ナ ダCOSTPRO組 織 図
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8Directoro
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グルー プ グルー プ グループ
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の シス テ ム化 を行 な う こ とに よ って 貿 易 の拡 大 を図 る こ と と した 。

そ して,各 種 の 国 際 会 議 に は積 極 的 に参 加 し,バ ン ク ーバ ー 港 を中心 と し たSISPAC(貿 易 デ ー

タ ・セ ンタ ー構 想)の 計 画 ・開発 また,モ ン トリオ ー ル港 にお け る通 関 情 報処 理 シ ステ ム開 発 に対

して 積極 的 に サ ポ ー トして い る。 この よ うに国 内外 に わ た って積 極 的 に活 動 して い る。 ま た,カ ナ ダ

が わが 国 と事 情 が 似 て い る ど ころか ら相 互 に活 動 状 況 の報 告,情 報 交 換 を行 な う こ とは,わ が 国 の貿

易 情 報 シス テ ム化 の 推 進 に は,お お い に プ ラス とな るで あ ろ う。

その 他 諸 国

この ほか に は,専 門 機 関 として は非 常 に歴 史 が 古 い ス ウ ェーデ ンの(SwedishCommitteeTrade

Documents)が1956年 に設 立 され て お り,そ の活 動 はECEレ イ ア ウ ト ・キ ー作 成 に大 きな影 響 を お

よ ぼ した 。

また,フ ラ ンス のSIMPRO-FRANCE,ベ ルギ ー のSIPROCOM,オ ラ ンダ のSITPRONETH

や香 港,オ ー ス トリア な どで も同様 な機 関 が設 け られ て 活動 して い る。 さ らに共 産 圏 諸 国 に お いて も

ポ ー ラ ン ドや チ ェコ ス ロバ キ ア な どで も同 じよ うな動 向 で あ る。

以上 の よ うに,世 界 各 国 で 貿易 手 続 きの 簡素 化 につ い て専 門機 関 を設 立 し官民 合 同 で 国 際 協調 と国

内標 準 化 ・統 一化 を推 進 して い る(6-2-1表 参 照)。

今 後 わ が 国 に お いて も国 内 に お け る貿 易 手 続 きの簡 素 化(シ ス テ ム化,ADP化)の 推 進 活 動 を行

な う うえで も,さ らに,国 際 機 関 との協 調 関係 を保 持 す る うえで も,さ らに,国 際 機 関 との協 調 関 係

を保 持 す る うえで も,特 に,ECAFE(ア ジア極 東 経 済 委 員会)に お け る リー ダ ー シ ップ を と る うえ

で も,諸 外 国 に お け る よ うな 専 門機 関 の設 立 な どを含 め た体 制 を整 え る こ とが緊 要 な こ と と考 え られ

る。

C各 国 の シス テム開発状況

これ ま で述 べ て きた よ うに,各 国 際機 関,各 国専 門機 関 にお い て総 合 的 な 調査 研 究 が 進 め られ て い

るが,他 方 で は,各 国 の事 情,必 要性 に応 じて 具体 的 な 貿易 情報 シス テ ムが 計画 ・開発 され て い る。

その代 表 的 な もの に 空港 関 係 で は英 国 のLACES(LondonAirportCargoEDPSScheme)が あ

り,港 湾 関係 で は西 独 のSHIPS(SeaportHambUrgInformationProcessingSystem)が あ る。 以

下 その概 要 を述 べ る。

英 国 ロ ン ドン空 港 にお け るLACES

LACESは,英 国 ロ ン ドン ・ヒー ス ロー空 港 にお い て,英 国 税 関,航 空 会 社 、 航 空 貨物 代 理 店 に対

し コ ン ピ ュー タ に よ る国際 貿 易 航 空貨 物 の イ ンベ ン ト リー ・コ ン トロール(在 庫 管理)処 理 と通 関 業

務 の 自動 処 理 のサ ー ビス を行 な うオ ンラ イ ン ・リアル タイ ム(即 時処 理)シ ス テ ムで あ る。

この シス テ ムの 開 発 は,ヒ ー ス ロー空 港 を用 い て い る外国 線 航 空会 社 グル ー プの提 案 を 契 機 と し
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て,1966年 か ら約2年 にわ た って提 案 者 で あ る航 空 会 社 と英 国税 関 との共 同 フ。ロ ジ ェ ク トで調査 を行

な った。 この 調 査 に よ って シ ス テ ムの 実現 可 能 性 が 検討 さ れ,LACES開 発 プ ロジ ェク トが 発足 し

た。 この プ ロ ジ ェク トの 全 体 的管 理 とコ ン ピ ュー タ ・サ ポ ー トは,英 国郵 政 省 情報 処 理 サ ー ビス帰 －

NDPS(NationalDataProcessingService)一 が 担 当 し,大 型 国 産 コ ン ピ ュー タで あ るICLシ ス テ

ム4-72(記 憶 容量393キ ロバ イ ト)の 開 発 と併 行 して シス テ ム設 計,ソ フ トウ ェ ア開発 等 が行 な わ

れ,1971年8月 に稼 動 開 始 した 。

本 プ ロ ジ ェ ク トの構 成 は,6-2-6図 に示 す よ うに 「英 国 税 関 お よ び税 務 局 」「NDPS」 「代 理 店」「航

空 会 社 」 によ ってLACES運 営 委 員 会 が組 織 され,設 備,運 営,財 務,広 報 な どの 全 体運 営 を行 な

い,NDPSが 中 心 とな って,英 国 税 関,ICL(英 国 電子 計 算 機 国策 会 社),CSI(米 国 大 手 ソ フ トウ

ェア会 社CSCの 子 会 社)の ぞ れ それ に プ ロジ ェ ク ト運 営 事 務 局 が設 置 され た 。NDPSは,LACES

運 営 委 員 会 の全 体 的 運 営 お よ び事 務 作 業 全般 を担 当 し,英 国 税 関 は,自 動 化 ず る処 理 手 続 き等 を担 当

し,ICLは 大 型 コ ン ピ ュー タの開 発 を,CSIは そ の コ ン ピ ュー タのOS(OperatingSystem)な ど

の ベ ー シ ック ・ソ フ トウ ェ アの 開発 を担 当 した。

1966年 の基礎 調 査 か ら1971年 の稼 動 開 始 ま で の開 発 コス トは,調 査 分 析 費,コ ン ピ ュー タお よ び そ

の他 諸 施 設 か らな り,総 額545万 ポ ン ド(約43億 円)と な って い る。 また,現 在 の年 間 運用 コス トは,

165万 ポ ン ド(約13億 円)で あ り,今 後9年 間 は,年 額210万 ポ ン ド(約16億8千 万 円)と み な され て

い る。

この 年 間運 用 コ ス トは,本 シ ステ ムの利 用 者 が 次 の よ うに負担 して い る。

》 英 国 税 関〈9部 門 〉-66万 ポ ン ド(約5億3千 万 円),負 担 比 率40%

)航 空 会 社 〈19社 〉-56万6千 ポ ン ド(約4億5千 万 円),負 担 比 率34.3%

〉代 理 店 〈174社 〉-42万4・ ポ ン ド(約3億4千 万 円),負 担 比率25.7%

LACESは 次 の よ うな 設計 目標 に よ って 開発 が 進 め られ てい る。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

省力 化50%達 成

上 屋 増 築 スペ ー ス の50%減

税 関事 務 所 スA"・・一・ス の50%減

ドキ ュメ ン テー シ ョン の軽 減 化(積 荷 目録 の 撤廃)

業 務 時 間 内 の サ ー ビス 向上(1日 あた りの通 関 量 の増 大 化)

貨 物 の 流 れ の有 効 ス ピー ド250%ア ップ

利 用 者 に対 す る迅 速 な情 報提 供 サ ー ビス

通関 処 理 の 混雑 時(ピ ー ク時)の 解 消

マ ンパ ワーの 削減

有以 上 の よ うな 目標 の もとに現 在 稼 動 して い る処 理 の内容 は6-2-7図 に示 す とお りで あ るが,大 別 す
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6-2-6図LACESプ ロ ジ ェ ク ト構 成 図
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航空会社貨物処理英 国 郵 政 省
DP化 運営委 員会

英 国矛見開
及 び卑見務局

F-一 一
1

英 国オ見関
及び税務 局

一一一 一`

巴3描 豊l
LACES運 営委 員会

L______..一.■ ■■一 ー 一___一 ー 一____」

プ ロ ジ ェク ト
・ 運 営 事 務 局

(NDPS)

プ ロ ジ ェ ク ト

運 営 事 務 局(ICL)
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る と次 の2っ 処 理 を行 な って い る。"

〈 航 空貨 物 コ ン トロー ル処 理 〉

上 屋 に お け る在 庫 管理 を目的 と して お り,航 空 貨 物 の ス テ ー タス(何 時,何 処 に あ るか な ど)を 的

確 に把 握 し,通 関 条 件 と貨物 の流 れ を一 体 化 させ て い る もので あ る。 さ らに,航 空 会社 に対 して到 着

貨 物 の 在庫 状 態 を定 期 的 に レポ ー トした り,現 物 と書 類上 との 差 異 を随 時 レポー トす る。 ま た,こ の

処 理 は,3段 階 の ス テー タス に類 別 され,全 ス テ ー タス を経 な けれ ば 到 着貨 物 の 空 港外 へ の搬 出 はで

きない よ うに な って い る。

〈 通 関 処 理 〉

通 関 業務 の 自動 化 を 目的 と して お り,到 着貨 物 の 通 関 が 自動 的 に処理 され るか また は,税 関担 当官

の直 接 介入 を要 す るか が プ ロ グ ラ ム化 され て い る。 その方 法 は,「 書 類審 査 と現 物 検査 の 必 要 な も

の」,「書 類審 査 の必 要 な もの 」,「自動 的 に処 理 され る もの」 の3つ の チ ャン ネル に類別 して 処理 す る

もので あ る。 そ の ほ か関 税 の 計算 や全 貨 物 の 輸入 表,相 違,遅 滞 貨 物 一 覧表 な どが 作成 され る。

本 シ ステ ムの一 年 間 の 稼 業実 績 に よ る主 な 効果 は,従 来 の通 関 業 務 が2時 間 か か って い た もの が平

均6分 間 で 処理 され る。 到 着 貨物 の引 渡 しが72時 間 ほ ど要 して い たの が24時 間 以 内 で完 了す る,在 庫

ス ペ ー スが 半減,ペ ーパ ー ワー クの減 少 な どに よ る大 幅 な事 務 能 率 化 な ど各 関 係 者 か ら好 評 を得 て い

る。

今 後 の開 発 計 画 は,現 在 の シス テ ムに輸 入 貨物 の ク レ ジ ッ ト ・コ ン トロー ル と輸 入 会 計処 理 の 自動

化 を附 加 させ る こ とや,現 シス テ ムが輸 入 貨 物 の み を対象 と して い るの で,輸 出貨 物 を対 象 とした シ

ス テ ム の開 発 に着手 す る こと にな って い る。

西 独 ハ ン ブル グ港 に お け るSHIPS

SHIPSは,西 独 ハ ンブ ル グ港 に お け る諸輸 出入 業 務 に関 す るデ ー タを共 同利 用 す る こ とに よ って,

ドキ ュメ ン テー シ ョンの省 力 化 を図 る もので あ る。

この シ ス テ ムの 開 発 は,1968年 にハ ンブ ル グ港 の海 貨 業 者 が 中心 とな って 港 湾輸 出入 業 務 の コ ン ビ'

ユ一 夕利 用 に関 す る研 究 を行 な っ たの を契 機 と して,ハ ン ブル グ市 港 湾 局 が 中 心 と な っ て,ド ィッ

IBM,海 貨 業 者,港 湾 荷 役業 者,船 会 社 代 理店 な ど諸 関係 団 体 の協 力 の も とに1971年 に開 発 された 。

本 シ ス テ ムの 概 要 は6-2-8図 に 示 す とお り大 手 海貨 業 者,申 小海 貨 業 者,零 細 海 貨 業 者 が.IBM

デ ー タ ・セ ン ター の デ ー タ ・バ ン クにB/L(船 荷 証券)作 成用 の デ ー タ を入 力 し,B/Lそ の他 船 積

関 係 の 書 類 を 自動 作 成 す る もの で あ る。

そ して,本 シス テ ムの 機能 を大 幅 に拡 大 し,オ ン ライ ン ・リアル タイ ム化(即 時処 理 化)し た シ ス

テ ムRAPID(RealtimeApplicationforPortConsignmentInformationandDocumentation

ExportSystem)を 開発 中 で あ る。 この シ ステ ムは,海 貨 業者,港 湾 荷 役業 者,船 会 社代 理 店,港 湾

局 事 務 所 が 利用 す る もの で,デ ー タ ・バ ン クに集 中 蓄 積 され た輸 送 情 報 を共 同利 用 す る もので あ る。
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この システ ムの 開発 に よ って,こ れ ま で の書 類 の 自動 作 成 に加 えて,例 えば,新 しい流 通 チ ャン ネル

の 開拓 のた め の分 析 情 報 の提 供 や,新 港 湾 建 設計 画 策 定 の ため の情 報,政 府 へ の 統計 情 報 の提 供 な ど

の サ ー ビス も可 能 とな る。

以上 の よ うな貿 易 情 報 シス テ ムの ほか に,諸 外 国 に お いて 開 発計 画 の主 要 な シス テ ム と じて は次 の

よ うな もの が あ る。

仏 国 にお け る,LACESの 機 能 を拡 張 した 輸 出入 貨 物 のた めのSOFIAシ ス テ ム(開 発 期 間1968

年 か ら71年),

米 国 に お け る,米 国 内 の空 港,港 湾 をネ ッ トワー クで 結 び通 関 お よ び輸送 の効 率 化 を図 るAMPS

シ ステ ム(開 発 期 間1971年 か ら80年),

カナ ダ にお け る,バ ン クー バ ー 港 の輸 送 コン トロー ル な どを含 めた貿 易 デ ー タ セ ン タ構想 のSISP

ACシ ステ ム,

オー ス トラ リア に お け る,自 動通 関 シス テ ムお よ び税 関 情 報 提 供 サ ー ビス な ど を行 な うINSPECT

(1971年 開発 開 始),

な どが あ る。 この よ うに諸 外 国 の貿 易 情 報 シス テ ムは大 規模 な もの で あ り,開 発 期 間 も長 期 にわ た っ

て お り,政 府 の強 力 なバ ック ア ップ の も とに開 発 が進 め られ て い る。

Dわ が国関連業界の動 き

国際貿易手続 きの簡素化は,こ れまで述べてきたようにECE(欧 州経済委員会)を 中心 として国

際的に推進されてきているが,わ が国における貿易関連業界においても業界内,企 業内の事情に応じ

て貿易情報のシステム化が進められている。各業界の進捗状況は次のとお りである。

●海運業界の動 き

わが国の貿易関連業界で最 も熱心に貿易情報システム化を推進している業界の一つに海運業界(特

に大手船会社)が ある。

この業界における情報システム化の主な背景には,コ ンテナ船などの大量高速輸送船の就航にとも

なう船社業務の統一的合理化(船 腹やター ミナルの共同利用やコンテナの交換利用など)や 関係業界

との共通情報の利用(転 記作業の削減)な どが掲げられる。

これらの対策には,業 界団体である日本船主協会に設置され て い る 「情報システム専門委員会」

「船積書類合理化専門委員会」やその下部機構である 「船積書類合理化研究会」などの他に,11船 社,

2関 連業社で構成 している 「海運コー ド統一委員会」,コ ンテナ船対策を目的とした大手6社 で構成

している 「六社 ドキ ュメンテーション委員会」などが活動している。

活動の主な ものとしては,

一 帳票の統一化……B/L(船 荷証券)
,S/A(貨 物船積申込書),D/R(DochReceipt)は,ECE
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レ イ ア ウ ト ・キ ー に準 拠 して お り,M/F(船 荷 目録)は 国 際海 運 会 議 所 フ ォー ム に適 合 してい る。

その 他 国 内統 一 フ ォー ム と して コン テ ナ関 係 の 帳票 が あ る。

ニ コー ドの標 準 化 … …SITCに 準 拠 して い る品 目 コー ドの ほか に,主 な もの と じて荷 主 コ ー ド,通

関 業 者 コー ド,港 名 コー ドな どが研 究 ・開 発 されて い る。

三 共 通 情 報 の 共 同 利用 … …荷 主,海 貨 業 者 と共 同利用 す るた めの 書 類 の ワ ンラ イテ ング方 式 の尊 人

(D/R,M/RやB/L原 紙 の 同 時作 成)。 海 貨 業者 な どの 関 連業 者 に よ る プ リコ ーデ ィング の活

用 。所 管 官 庁 へ の報 告 を磁 気 テ ー プ に よ る転換(例 えば,運 輸 省 へ の 外航 貨 物 輸 送実 績 報 告 な ど)。

な どが 掲 げ られ る。 この よ うに業 界 内 外 に 対 して積 極 的 に情 報 シ ス テ ム化 を進 めて お り,わ が 国 の総

合 貿 易情 報 シ ス テ ム化 の一 つ の核 とな る業 界 で あ る とみ る こ とが で きるで あ ろ う。

● 商社 業 界 の動 き

わ が 国 の貿 易 関連 業 界 で最 も重 要 な機 能 を有 して い るの が,商 社 と呼 ば れ る輸 出入 業 者 で あ る。 こ

の よ うな形 態 は諸 外 国 に 例 は な く,わ が 国 独 自 の形 態 で あ り,そ の 情 報 シス テ ム化 は,総 合 貿易 情 報

シス テ ム形 成 の うえで最 も重 要 な もの で あ る と考 え られ る。

しか し,こ の よ うな重 要 な業 界 で あ りな が ら,界 業 全体 の情 報 シス テ ム化 はあ ま り進 ん で い な い。

この こ とは個 々 の商 社 の 情報 シス テ ム化 が 進 ん で いな い とい うこ とで は な く,逆 に どの業 界 の企 業 よ

り も企 業 内 の情 報 シス テ ム化 は進 ん で い る とい え るか も知 れ な い。 そ して,こ れ らの こ とは,商 社 の

機 能 の 多様 さ,複 雑 さか ら起 因 してい る もの と考 え られ る。

現在,業 界 と して は,商 社 の事 務 機 械 化 を推 進 して い る事 務 機械 化委 員 会 の な か で検 討 が 開始 され

て い る。 そ の た め,こ こで は主 要 商 社 の 動 きを紹 介 す る。

情報 シス テ ム化 の 主 な背 景 と して は,商 社 と くに総 合商 社 と して の機 能 が 多 様化,拡 大 化 す るに と

もな って,そ の事 務 量 も増大 し社 内業 務 の コン ピ ュー タ化 が 進 め られ,約 定 管 理,財 務,経 理 管 理,

為 替 管 理,資 金 管 理,物 流管 理 な どの経 営 管理 シ ステ ムか ら海 外 に ま で及 ぶ 情 報 ネ ッ トワー ク に よ る

情 報 収集 ・処 理 シス テ ムな どの よ うな 特 色 あ る情 報処 理 を有 して い る。 そ して,系 列 内 にお い て独 自

の 情報 ネ ッ トワ ー ク を形 成 しつつ あ る と ころ もあ り,わ が 国 の 総 合 貿易 情 報 シス テ ム化 構 想 との調 整

が 早 急 に望 まれ る業 界 の ひ とつ で あ る。

● 貨 物 保 険 業界 の動 き

日本 損 害 保 険 協 会 を中心 と して 情 報 シス テ ム化 が進 んで い る業界 が貨 物 保 険 業界 で あ る。 そ れ は,

現 在 の 保険 が単 独 保 険 の み で な く共 同 保 険,再 保 険 とい う保 険 制度 が あ るた め他社 との 密 接 な関 係 が

生 じ,業 界 内 の情 報 交換 が必 要 とな り情 報量 が増 大 し迅 速 ・的 確 な情 報 処 理 が必 須 とな って きた か ら

で あ る。

これ まで 損保 業 界 内 で 行 な った こ とは,

1コ ー ドの統 一 … … 外 国地 名 コ ー ド,通 貨 コー ド,国 内保 険 会 社引 受 分 類 コー ド.損害 種 類 コー ド,
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事 故 発生 用 具 コー ド。

2帳 票 の統一 … …共 同保 険 ・再 保 険用 保 険 証 券(英 国 フ ォー ム に準拠)

な どが掲 げ られ る。 しか し残 って い る損 保 業 界 の統 一 化 ・標 準 化 は業 界 内の み で解 決 がで きる もの で

は な く他 業 界 との関 連 性 が 大 きい た め業 界 を こ えた機 関 で の 検 討 を強 く希 望 して い る。'

● 銀 行 業 界 の動 き

国 内 にお け る業 界 内 の 情報 シス テ ム化,自 社 内の 情 報 シス テ ム化 は,わ が 国 の産 業 界 の な か で最 も

進 ん で い るが,国 際 貿 易 関係 につ いて はあ ま り進 ん で い な い の が銀 行 業 界 で あ る。

業 界 団体 と して は,全 国銀 行 協 会連 合会 が あ るが,こ れ ま で主 に国 内 取引 に関 す る標準 化,シ ス テ

ム化 を熱心 に進 めて きて い る。 その代 表 的 な もの に全 銀協 同 テ レ シス テ ムが あ る。 これ は1968年 頃 か

ら地 方 銀行 協 会 の 共 同 テ レへ の加 入 が検 討 され,1971年6月 に全 国銀 行 デー タ通 信 シス テ ム設 計 書 を

日本電 信電 話 公 社 が作 成 し,1973年4月 か ら実施 され て い る。 月 間取 扱 いデ ー タ量 は約800万 件 と予

想 され て い る。 この全 銀 協 共 同 テ レシ ステ ムで は,外 貨 決 済 が で きない 。将 来 の課 題 として 外貨 決 済

の 自動 化が 考 え られ,国 内 お よ び 国際 的 な 自動決 済 が で きるよ うな情 報 シス テ ムが望 まれ る。

そ して,総 合 貿 易 情 報 シス テ ム の形 成 に お い て,こ の 自動決 済 化 が実 現す る と情 報 シス テ ム化 の効

果 は幾 何 級数 的 に倍 加 され るばか りで な く,代 表 的な イ ン ター ナ シ ョナル ・キ ャ ッシ ュレス ・ソ サ エ

テ ィが 確立 す る こ と とな る。 この よ うに銀行 業 界 の貿 易 情報 シス テ ム化 は他 の業 界 の 情報 シス テ ム化

を促 進 しそ の効 果 を倍加 す る もの で あ り,積 極 的 な活 動 を期 待 す る もの で あ る。

● 航 空 会社 の動 き

わ が 国 の 国際 貿 易航 空 貨 物 を輸送 して い るの は,日 本 航 空(株)で あ る。 この 日本航 空 の よ うな 国

際 線 を もっ 航 空 会 社 で組 織 して い るIATA(国 際航 空 運 送 業 者協 会)に よ って 標 準 化 が推 進 され て い

る。 例 えば,AIR・WAY・BILLの 標 準 化 で あ り,こ れ は大 半 の 航 空 会 社 で は現 在 コ ン ピ ュー タ に

よ って 作成 され て い る。 このIATAに よ って定 め られ たAIR・WAY・BILLがECEレ イ ア ウ ト

・キ ー と一 致 して い ない ため そ の調 整 がECEの 場 に おい て特 別 委 員 会 が 設 け られ て検 討 され て い る
。

航 空 貨 物 を中 心 にす る情 報 シス テ ム化 は,諸 外 国 で は先 に述 べ た よ うに英 国 ロン ドン空 港 のLAC

ES,仏 国 オル リーー一空 港 等 のSOFIAな どが あ るが,こ れ らは いず れ も税 関 が 中心 とな って 計画 ・開

発 した もの で あ る。 これ に比 べ てわ が 国 に お け る航 空 貨 物 を中 心 と した 情報 シス テ ム化 は,遅 れ てお

り,現 在,計 画 ・開 発 され て い るの は,成 田空 港 にお け る 日本 航 空 内の 航 空貨 物 処 理 シ ステ ムJALT

OS(JALTerminalOperatingSystems)で あ る。

JALTOSは,荷 役 シス テ ム(MaterialHandiingSystem)と 情 報 シス テ ム(lnformationProces.

singSystem)と を結 合 した オ ン ラ イ ン ・リア ル タ イ ム処 理 の航 空 貨 物 管 理 シス テ ム で あ る。JALTOS

の 構成 シス テ ム には,貨 物 の 荷 さば き ・保 管 を 自動 化 した シス テ ムで.

[〉コン テ ナ取扱 い システ ム
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〉 ラ ン プ ・カー ト ・シ ステ ム

じ バ ル ク取扱 い シス テ ム

1>ト ラ ック ・ド ック ・シス テ ム

の4サ ブ シ ステ ムか ら成 って い る 「荷 役 シ ステ ム」 と貨 物 の取 扱 い に関 す る処 理 シス テ ム で,

[〉予約 情 報 シス テ ム

[〉輸 出入 情 報 シス テ ム

1>運 営 管理 システ ム

[〉マ イ ク ロ ・フ ィル ム ・シ ス テ ム

の4サ ブ シス テ ムか ら成 って い る 「情 報 シス テ ム」.とが あ る(6-2-9図 参 照)。

6-2-9図JALTOSシ ス テ ム構 成 図
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この よ うにJALTOSは,航 空 会 社 内 の 管理 シ ス テ ム とは い え,そ の水 準 は,r決 して諸 外 国 の 類 似

シ ス テ ム に劣 る もので は ない 。今 後,こ の シス テ ム に他 の シス テ ム(例 えば通 関 シス テ ム な ど)が,

イ ンタ ー フ ェイ ス を と って ゆ くの か,こ の シス テ ム とは別 に他 の シ ステ ム(英 国 のLACESの よ う

な)が 考 え られ るの か 明 らか で は な い。 しか し,少 な くと もJALTOSが 航空 輸 送 にお け る貿 易 情 報

シス テ ム化 推 進 の一 つ の核 とな る こ とは ま ちが い な い で あ ろ う。

以上 の よ うに わが 国 に お け る各 業 界 の動 きは必 ず し も国際 的 な動 向 に対 応 した もので は な い が,

1971年2月 日本 貿易 会 に貿 易 関 係書 式 標 準 化委 員 会(JCSETD),1972年5月 日本 情 報 処 理 開発 セ ン

タ ー に総 合 貿易 情 報 シ ス テ ム調 査 委 員 会(COTIS)が 設 置 され,活 動 を開始 して 以来 次 第 に業 界 内,

各業 界 間 に統一 化 の気 運 が で て きて い る。 そ して,こ れ らの情 報 シ ステ ム化 の 動 き を国際 的 な動 向 と
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どの よ うに して コ ンパ テ ィビ リテ ィ(両 立 性)を 見 出 して ゆ くか が 今 後 の課 題 とな るで あ ろ う。

E総 合 貿易情 報 システ ム形 成へ の アプ ロー チ

これ ま で みて きたよ うに,貿 易 情報 シス テ ム化 へ の活 動 は,国 際 的 にはECE(欧 州経 済委 員)を

中 心 に諸 国際 機 関,欧 州 先 進 国諸 国 の専 門 機 関 な どに よ って推 進 され て きて い るが,最 近,そ の活 動

に は次 の二 つ の方 向 が で て きて い る。

ひ とっ は,ECEレ イ ア ウ ト ・キー に基 づ く貿 易 関 係 書式 の簡 素 化 ・標準 化 ・統 一 化 か らADP化

へ の 適用 に お け る問 題 点 の抽 出 とその解 決 。

もうひ とつ は,貿 易手 続 きのADPシ ス テ ム化 とそ の た めの コー ドお よ び デー タエ レメ ン トの標 準

化 ・体 系 化 。

この よ うな 国 際 的 な動 向 と歩 調 を とるた め,わ が国 に お いて も専 門 の調 査 研究 会 が あい っ い で発 足

した 。

す な わ ち,ECEレ イ ア ウ ト ・キ ー に基 づ い て わが 国 の貿 易 関 係書 式 の簡 素 化 ・標 準 化 を図 って い

る貿 易 関 係書 式 標 準 化委 員会(JCSETD)が,1971年2月 に発 足 し,貿 易 手 続 き簡 素 化 を さ らに推 し

進 め た 国際 貿 易 の シス テ ム化 ・情 報 化 を図 って い る 総 合 貿 易 情報 シス テ ム調 査委 員会(COTIS)が

1972年5月 に発 足 して い る。 そ して,両 委 員会 の活 動 は,国 際 的 な2つ の活 動 方 向 と同様 な方 向で 互

い に分 担 ・協 力 しな が ら行 な わ れ て い る。

● 貿易 関 係 書 式 標 準 化委 員 会 の動 向

JCSETD(JAPANCommitteeforStandardizationofExternalTradeDocumentation)と して,

国際 的 に その 活 動 が知 られ は じめ て きて お り,そ の活 動 概 要 は次 の とお りで あ る。

貿 易 関 連 業 界(官 公 庁 も含 む)で 使 用 されて い る輸 出 関 係書 式 の標 準 化 と簡 素 化 な らび に書 類 作 成

の合 理 的 な省力 化 シ ス テ ムの 開発 を推 進 す るた め,

① 国 際 貿 易書 式 の基 本 的標 準 様 式 と して,ECE(欧 州 経 済委 員 会)が 制定 したECE・ レイ ア ウ ト

キ ー を導 入 した わ が国 の 輸 出 関係 書 式 の標 準 書 式 の 制 定

② 書 類作 成 方 法 として は,1回 の ダ イ ビン グ に よ って作 成 され る マス ター ドキ ュメ ン トか ら各 種 の

関係 書 類 が 複 製 され る ワソ ラ ン ・メ ソ ッ ド(One-RunMethod)

③ 委 員 会 は,本 委 員 会 の も とに,「 商 社 」,「船会 社 」,「海 貨通 関業 」,「 保 険 」,「 銀 行」 な ど を中心

とし た5っ の作 業 部 会 によ って 具 体 的 な作 業 が 進 め られ て い る。 これ らの部 会 で 関 係 書式 の標 準 化 に

つ い て 一年 間余 り検 討 が な され た 結果,ECEレ イ アウ ト ・キ ー に もとつ く標 準 様 式 と4種 の キー ド

キ ュメ ン ト,す な わ ち,「 イ ン ボ イス」,「 船 積 指 図書(S/1)」,「 船 積 申込 書(S/A)」,「 保 険 申込 書

(1/A)」 を ワ ン ダイ ビン グ によ って作 成 し,そ れ ら各 々 の キ ー ドキ ュメ ン トか ら関 連 業 界 の必 要 書 類

を複製 す る こ とが で き る とい うよ う に わ が 国 の 実 情 に適 した ワ ソ ラ ン ・メ ソ ッ ドの 開発 を試 みて い
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る。

④ 研 究 の 成 果 の試 み と して 標 準書 式 お よ び ワ ソ ラ ン ・メ ソ ッ ド方 式 を実 際 に適 用 す るた め,シ ミュ

レー シ ョン ・テス トを1973年 に実 施 し,そ れ に対 す る関係 者 へ の ア ンケ ー ト調査 を行 ない 分 析 す る こ

と と して い る。

この よ うに発 足 後2年 を経 ず して,い くっ か の 成果 を発 表 して きて お り,最 近 これ らの 作 業 を基 に

して,わ が 国の 貿 易 文書 の統 一 化 を図 るべ く委 員 会運 営 を強 化 して きて い る。

● 総 合貿 易 情 報 シス テ ム調 査 委 員 会 の動 向

COTIS(CommitteeonTradeInformationSystem)と して 国 内的,国 際 的 に積 極 的 に活 動 を行

な って きて お り,そ の活 動 概 要 は次 の とお りで あ る。

国 際 貿易 の進 展 に と もな い,貿 易量 は急 速 に増 大 して きて お り,取 引 流 通 面,物 的 流 通 面 に お い て

貿 易 情報 の 流通 が ます ます複 雑 化 ・多様 化 して きて い る。 この た め,貿 易 情 報 の シス テ ム化 が 図 られ

つ っ あ るが,各 企 業,各 業界 のみ で の部 分 的 な最 適 シス テ ム化 で は,全 体 の トー タル シス テ ム化 の 方

向 に おい て 必 ず し も最 適 で あ る とは限 らな い恐 れが あ る。

そ のた め,(財)日 本 情 報処 理 開 発 セ ン ター 内 に各 関 連 業 界,コ ン ピ ュー タ関 連 業界,政 府 機 関 な ど

の メ ンバ ー か ら構成 され る 「総合 貿 易 情 報 シス テ ム調 査 委 員 会 」 が設 置 され貿 易 情報 の シス テ ム化 活

動 を行 な って い る。

委 員 会 で の 研 究成 果 は,現 在 と りま とめ中 で あ るが,発 足 以 来10ヵ 月 足 らず の 日数 で 次 に示 す よ う

に精 力 的 な調 査 ・研 究 を行 な った。

① 商 社,船 社,保 険 会 社,銀 行,税 関,海 貨業,な どの 各 関連 業界 にお け る貿 易 情 報 シス テ ム化

の現 状 と問題 点 につ いて 検 討 し現 状 調 査 を行 な った。

② ドキ ュメ ン トを中心 とした 貿 易情 報 の流 れ を 分 析 し,シ ステ ム化 の 範 囲 と,レ ベ ル の フ レー

ム ・ワー クを作 成 した。

③ 各 ドキ ュメ ン トにお け るデ ー タエ レメ ン トを明 確 に し,各 ドキ ュメ ン トの 因果 関 係 を解 明 す る

とと もに,必 要 性,共 通 性,機 密 性 に 関 して 分 析 し,デ ー タ ・エ レメ ン トの 追加,訂 正,削 除 な

どにつ い て検 討 し総 合 貿 易情 報 シ ステ ム化 の手 順 と方 向 に つ い て の フ レー ム ・ワー ク を作 成 し

た。

④ 貿 易 情 報 の シス テ ム化 の 最 大 の要 件 の ひ とつ で あ るデ ー タ ・コー ドの標 準 化 ・体 系 化 につ い て

は,ISO(国 際標 準 化 機 構)やJIS(日 本 工 業 規格)な どの 現 行 の標 準 化体 制 との 関 連 を含 め て,

コー ドの標 準 化 ・体 系 化 の方 向 を検討 した。

⑤ECEな どの国 際 機 関 やSITPROな どの 専 門 機 関 な どにお け る 貿 易 情報 シ ス テ ム化 に つ い て

調 査 研 究 を行 な った。

⑥ 海 外 に お け る貿 易情 報 シ ステ ム化 の実 態 を調 査 す るた めCOTIS専 門委 員10数 名 で調 査 団 を編
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成 し約1カ 月 に わ た って調 査 を行 な った。 この 調 査 団 は,ECE専 門 家会 議 に 日本 で初 めて オ ブ

ザ ーバ と して 出席 し,非 常 な歓 迎 を うけた。 ま た,欧 州 諸 国 の 関係 機 関 を歴 訪 し,各 国 の貿 易 情

報 シス テ ム化 の現 状 な らび に今 後 の 方 向 な ど につ いて 調 査 し,海 外 実 態 調査 報 告 書 と して ま とめ

て い る。

この よ うに,わ が 国 の貿 易情 報 シス テ ムの ジ ェネ ラル ・サ ー ベ イ機 関 として,積 極 的 に調 査 研 究 を

行 な っ た結 果.次 に のべ る よ うな総 合 貿 易情 報 シ ス テ ムの 構 想 とそ の形 成 へ の方 策 を提 言 して い る。

総 合 貿 易 情 報 シス テ ム化 の方 向

これ まで 述 べ て きた よ うにわ が 国 にお け る貿易 情 報 の シ ステ ム化 は,最 近 よ うや く具 体 的 に進 展 し

は じめ て きて い る。

貿 易 業 務 は,20数 種 類 の書 類 と商 社,船 会 社,銀 行 な ど20を 超 え る業 界 に関 連 し て い る。 そ の た

め,貿 易 業 務 に お い て流 れ る情報 は,複 雑 か つ多 様 で あ る。 そ し て,貿 易 情報 の シス テ ム化 の基 本

は,こ の よ うに複 雑 化 ・多 様 化 して きて い る情報 をEDP化(コ ン ピ ュー タ に よ る情 報 処 理 化)す る

こ とに よ り貿 易 関 連 業 界 間 で共 通 とな る情 報 の共 有 化 を図 り貿 易 業務 を簡 素 化 ・効 率 化 させ る こ とに

あ る。

この よ うな貿 易 情報 シ ス テ ム化 の推 進 にあ た って は,全 体 的 な トー タル シス テ ム,い わ ゆ る総 合 貿

易 情報 シ ス テ ム と して,そ の 基本 分 析,概 念設 計 な ど に よ って 全 体像 を描 き,そ れ を構 成 す るサ ブ シ

ステ ムの機 能 的 特 性 や 開発 の緊 急性,実 現性 お よ び シ ステ ムの現 状 な どの 諸要 因や シス テ ム開 発 の手

順 お よ び プ ラ イ オ リテ ィー な ど を作 成 す る こ とに な ろ う。

この た め,貿 易 情報 の シ ステ ム化 で 最 も実 現 性 が あ り,メ リ ッ トお よ び波及 効 果 の 大 きい分 野 にっ

い て具 体 的 なパ イ ロ ッ ト ・シス テ ム を開 発 し,わ が 国 にお け る今後 の総 合 貿 易 情報 シス テ ム形 成 の促

進 を図 るこ とが 緊 要 で あ ろ う。 な お,こ の こ とに よ りわが 国 にお け る望 ま しい方 向 を見 定 め関 連 業 界

に対 し貿 易 情 報 シス テ ム化 の 必要 性 を認 識 させ 業 界 間 の イ ン ター フ ェイス を円滑 に とるな どの ナ シ ョ

ナル ・コン セ ンサ ス づ く りの契 機 と もな るで あろ う。

以上 の よ うな こ と を考 慮 に入 れ る とわ が 国 の総 合 貿 易 情 報 シス テ ムは6-2-10図 に示 され るよ うな4

つ の 貿 易情 報 シ ステ ムか ら構 成 され る こ とにな る。

す な わ ち,貿 易 取 引 お よ び その 管 理,金 融 な どの情 報 シ ス テ ムで あ る第1貿 易情 報 シ ステ ム,貿 易

取 引 活 動 と輸 送 活 動 とを結 びつ け た情報 シス テ ムで あ る第2情 報 シス テ ム,通 関 業務 を中 心 と した情

報 シ ステ ムで あ る第3貿 易情 報 シス テ ム,港 で 貨 物 の 種 お ろ しや 入 出 港 の 際諸 官庁 な どへ の 手続 き,

そ の た めの 管理 を中 心 とす る情 報 シ ステ ムで あ る第4貿 易 情 報 シ ス テ ムで あ る。

この よ うな4っ の貿 易 情報 シ ス テ ムは,そ れ ぞれ密 接 な関 係 を も6て お り,そ の シス テ ム開 発 に お

い て も,常 に,究 極 的 な総 合貿 易 情 報 シス テ ム との斉 合性 を確 保 す るた め必要 な連 携 ・調整 を図 らな

け れば な らな い。 そ して,将 来 本 格 的 な 総合 貿 易 情 報 シス テ ム(6-2-11図 参 照)を 実現 す るた め に必
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6-2-10図 総 合 貿 易情 報 シス テ ム構 成 図
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要 な方 策(パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ムの 開発 な ど)を 講 じな けれ ば な らな い 。

特 に,わ が国 の貿 易 情報 シ ステ ムの特 質 で あ る貿 易商 社 と船社 とを結 ぶ 情報 シ ス テ ム(第2貿 易情

報 シス テ ム)に つ い て は,現 在 関連 業 界 中 もっ と も情 報 化 が 進 ん でお り,そ の 間 の 情報 量 は最 大 で あ

りか っ 重要 で あ る。 また,パ イ ロ ッ ト ・シス テ ム と して も最 適 で あ る た め,こ の 間 の情 報 シス テ ム

(異 業 種 間 と しての)の 開発 を 目下 検討 中で あ る。

結 び

最後に,こ のような国際貿易におけるシステム化 ・情報化は,国 内外の開発動向か ら,6-2-12図 の

ような流れで推進されてゆ くものと予想される。すなわち,.総合貿易情報システム形成は,

① 各省庁,各 企業などの内部業務のEDP化

② 貿易文書の書式の統一化

③ コードの体系化

④ 貿易関連業務のEDP標 準化

⑤ データベースの確立

⑥ 国内データバンクの確立

●
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6-2-11図 総合貿易情報 システムネ ットワーク概略図

口
写

自社専甲7アイル

⑦ 国際 デー タバ ンク の確 立

と い う段 階 を た ど るで あ ろ う。 この こ とに よ って 国 際貿 易 手 続 きの 簡素 化 を図 り,さ らに は,'ト ー タ

ル ・シス テ ム と して の効 率 化 とそ の保 全 が 図 られ た完 全 なInternationalProductCycleの 確立 が可

能 とな って くるで あ ろ う。

しか し,現 実 に は,そ の 基盤 に も前 提 条 件 に な るコー ドお よび デ ー タエ レメ ン トの標 準 化 お よ び関

連 業務 の標 準EDPシ ス テ ム化 な ど と同 時併 行 的 に国 際 的 な 貿易 情 報 シス テ ム化 が 推 進 され る もの と

考 え られ る。

さ らに,こ の よ うな情 報 シス テ ム の実 現 に は,技 術上 の 問題 も さる こ とな が ら,各 業界,各 企 業 に

お け る制 度,慣 行 な ど の改 革 とい った基 盤整 備 を図 る こ とが緊 要 な こ と とな って くるで あ ろ う。

その た め,前 述 の貿 易 関 係 書 式標 準 化 委 員会(JCSETD)と 総 合貿 易 情 報 シス テ ム 調 査 委 員 会

(COTIS)の よ うな 貿 易 業界 全 体 にわ た る活 動,税 関,船 社,保 険 な どの各 業 界 につ い て の活 動 お よ

び各 省庁 内,各 企 業 内 で の 活動 な ど を ど う調整 して ゆ くの か,国 際的 な貿 易情 報 シ ステ ム化 の動 向 と

ど う調 整,協 調 して ゆ くの か な どの 問 題 が生 起 して くる。

他 方,貿 易情 報 の共 同 利用 とい うこ とか ら費 用 の 分担,デ ー タ の保 全,ソ フ トウ ェア の保 守,企 業

機 密 の保 護 な ど とい った運 用 面 での 問 題 も十 分 考慮 しな けれ ば な らな い。

したが って この よ うな諸 問題 に対処 す るた め に は,早 急 に専 門 的,機 能 的 な 組 織 を創 設 す る こ とな

ど の 体 制 の整 備,強 化 を図 る こ とが緊 要 な こ と とな ろ う。
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1行 政情報 案内 センターの研 究

1973年3月 行政情報システム研究所 「行政情報案内センターに関する調査研究報告書」よ

り抜奉

序 論

〔1〕 本調査研究の 目的

行政機関にお けるコンピュータ リゼーシ ョンの進展に伴 い,各 機関の保有す るデ ータの多角的かつ高度的な利用

が要請 されて きてい る。 これ は,す でに個別情報 システムにおけ るデータの収集 ・利用の段階か ら,他 の関連 す る

システ ムとの データ交換を必要 とす る段階に至 った ものと見 ることがで きる。

しか し,現 実 にはこれ を阻害す る要因 としてつ ぎのよ うな問題点が指摘 されてい る。

① デ ータの所在 が不明で ある。

② 手続が繁雑な ど時間が かか りす ぎる。

③ 事故防止,機 密保護 などの問題がある。

④ 実施 にあたっての コピーや コンバージ ョンな どが 問題 とな る。

また,政 府データの民間への提供 については,機 密性の ある ものは除 き,で きうる限 り民間提供の基本方針の も

とに検討が進 められ るべ きであるとされてい る。

一方 ,わ が国にお ける官民 を総括 した情報流通 ネ ットワーク ・シス テムの形成 に つ い て は,昭 和43年 にお ける

「NIS中 間報告書」以来,つ とにその必要性が とな えられてい るところで ある。 この 中で政府の果たすべ き役割

は多々 あるが,情 報 の流通の促進 に関す る環境整備の うちで も行政機関の保有す る情報 の提供体制の確立は重要 な

位置 づけを もつ もの といえよう。

このよ うな問題意識の もとに,行 政機関相互間のみな らず各界における情報流通 を促進す るための方策 として,

主 として行政機 関の保有す る情報の所在を案内サ ービス し,必 要に応 じてはコンバ ージ ョン ・サービスなど も行な

う機関 としての 「行政情報案内センター」を想定 した。

本調査研究は この 「行政情報案内センター」 の背景,役 割,機 能についての検討 を進めることとした。

〔3〕 要 約

第1章 わが国におけ る情報 システ ムの現状 と将来

本章では,は じめに行政機関,企 業における情報化 の進展 に対す る情報 システム化の現状 と将来の方 向性 につい

て,コ ンピュータ リゼーシ ョンを軸 として検討 を行ない,「 行政情報案内センター」構想の背景 を補足す る足掛 り

とした。

その結果,行 政機関の情報化,シ ステム化を促進す る要因 として,そ の主 な もの を列挙す ると次 の通 りであ る○

① 行政の多様化へ の対応
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② 多 目的な行政の斉合性の保証

③ 行政 にお ける機能の高度化

④ 行政需要の急速な変化への対応

また,こ れ らに対応す る要 因としては,

① コンピュータ利用による処理の迅速化,高 度化

② 上記① に必要 なデータ ・バ ンク ・システムの形成

③ 総合情報 ネッ ト・ワークの形成

④ 機能 ・組織,制 度面 での拡充

などが挙げ られ る。

また,企 業 にお け る情報流通 のシステム化は,初 期の定型的業務 による ものか ら,オ ペ レーシ ョナルな分野 での

MISが ほぼ達成 され るまでに至 った。・

さらに現在では,業 界団体 を中心 とす る情報セ ンターの設立,系 列企業や企業グループに よる情報 ネッ ト・ワー

ク ・システムの形成へ と,他 の情報シス テムとの結合 を図 る方 向に移行 して きてい ると判断で きる。

このよ うな背景 を基 として,情 報サービスを行 な う公共機関がい くつか設立 されて いる。一方,多 様化す る情報

需要 に対応す るデータの整備と検索 の技術,提 供すべ きサー ビスに対す る利用 者側 における対価支払意識 な どのい

くつかの問題点が挙げ られ る。 しか し,通 信回線 の解放 などによ り,こ の面におけ る民間の進 出 も充分想定 され る

ところであ る。

これ らの ことか ら,わ が国における官民 を包含す る総合的な情報流通の促進を図るためには,次 のよ うな基本的

条件 を充足す る必要が あるとい える。

① 個別情 報シス テムの機能の充実

② システ ム間の斉合性の確保(コ ー ド,ソ フ ト・ハー ドウ ェアの標準化 な ど)

③ 制度面の解決(デ ータの提供,対 価意識,機 密保護 な ど)

④ 情報産業(ソ フ ト・ハー ドウェア両面)の 育成 な ど。

第2章 省庁保有情報の流通 における現状 と問題点

1章 で述べた行政機関におけ る情報 システムについて,ど のよ うな形で情報 流通が なされて いるかにつ いて実態

調査 を行 ない,現 状把握,問 題点の検討な どの足掛 りとした。 さらに,公 益 ・特殊法人に対 して も同様 に実態調査

を試 みた。企業につ いては,既 存 各種資料よ り省庁(政 府)保 有情報の ニーズにつ いて検討 を行 なった。

この結果,情 報流通の阻害要因 としては

① 所在が不明確

② 手続 きが繁雑

などが挙げ られ,ま た公開 されて いる情報 の利用についての問題点 としては

① 適 時性 に欠 ける

② 一応性 に欠 ける

③ メッシュが粗い

などが あるといえる。 その他,技 術的な問題点 としては,"磁 気テ ープ交換 時にお けるコンバージ ョン"が 挙 げ ら

れ る。 さらに全体的 な もの として は,収 集,提 供体制の一 本化 を図る必要性があると判断 され た。
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第3章 情報サー ビス ・セ ンター実態調査

現在,既 に設立,稼 動 しているい くつかの情報 サービス ・セ ンターについて,収 集,提 供す る情報の分野,収 集

体制,加 工体制,提 供体制な どについて実態調査を行 なった。

調査結果 よ り次の ことがい える。

① 収集体制について は,定 常 的収集ル ー トによ るものが殆 どである。

② 加工 につ いては,生 データの状態 で提供す るものが多 い。海外情報について は翻訳 を行な っているものが多

い。

③ 提 供体制 については設立形態に もよるが,殆 どについて は会員への提供が主 である場合が多い。

④ 媒体 としては,機 関誌,報 告書あ るいは複写に よるものが多い。

などで ある。

また,現 状では,提 供サー ビスはその分野 が比較 的限 られてお り,需 要者 もあま り能動 的に提供 を求 めていない

ケースが多 く見 られ る。 したが って提供す る情報の価格について もその殆 どが公的機関で も あ る た め,コ ピー料

金,コ ン ピュータ料金 などの コス トを徴収 してい るにす ぎない。

一方,各 センターにおいては,現 状 にお けるサー ビス体制の拡大 を図 ると共 に,現 在構想 中である関連機関 も含

めて,情 報サービス ・セ ンター相互のク リア リング機能,ス ウ ィッチング機能の確立の必要性の認識が次第 に高ま

って来てい る。そのため多 くの既存機関にお いて ネッ ト・ワークの形成が検討 されつつ ある。

今後は,第1章,第2章 か らも理解 され るよ うに,政 府の保有す る情報の提供体制,と くに諸統計,マ クロ経済

情報の分野における確立が望 まれてい る。また,こ れに伴 い民間における高度な加工 を中心 とす る情報提供サービ

ス業への進出が期待 されて いる。

第4章 「行政情報案内セ ンター」の基本構想

本章 では,第 ・章～第3章 で把握 され斑 状およ珊 題点 さらには繰 像 などに基・・て 「行政情報案 内セ ンター」

の基本構想の策定がな されてい る。

行政 機関にお けるコンピュータ リゼーシ ョンの進展 に伴 い,各 機 関の保有す る業務データの多角的かつ高度的な

利 用が要請 されて きている。

しか し,情 報 流通の現状をデータ交換の促進 とい う観点か らみるな らば,つ ぎのよ うな問題 点 を指摘す ることが

で きる。

① デ ータの所在が不明である。

② 交換手続が繁雑 など時間がかか りす ぎる。

③ データの コピーや コンバージ ョンな どが問題 となる。

④ 価格 事故防止,機 密保護な どの問題があ る。

⑤ その他,記 述内容や コ「 ドの統一 など。

また,政 府データの民間へ の提供の要請 につ いて は,以 下の通 りである。

① 各種の政府データは,機 密性の あるものは除き,で きうる限 り民間提供の基本方針の もとに検討が進め られ

るべ きであ る。

② 提供 は原則 として有償で行 な うべ きで,そ のための対価な どについての検討を要す る。

③ 提供 にあた っては,一 次加工 を含 めてデ ータ作成機関が行な うζとが望 ましいが,相 互の便に資するた め.
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所在情報の提供を一括 して行 なう機 関を別途設 けることを考 える必要 があろ う。

以上述 べたよ うな内容 に対応す るために,

① 所在情報の提供 サービス を行な う。

② 情報提供に対 するあっせん窓口 となる。

③ データコンバージ ョンな どを行 な う。

な どを実施す る組織体 を想定 し,こ れ を 「行政情報案 内セ ンター」 と名付 け,以 下 にその 目的 と機能について設定

検 討を行 なった。

以下 について情報 流通の促進 を目的とす る。

① 省庁間

② 省庁 と地方公共団体

③ 省庁 と公益 ・特殊法人

④ 省庁 と産業界

⑤ ①～④の組み合わせ

また,「行政情報案 内センター」の機能 としては,

① サービス機 能(所 在情報提供 サービス ・情報斡旋 サービス,デ ータコンバー ジョン ・サー ビス,加 工サー ビ

ス)

② データバ ンク機能(収 集,加 工,蓄 積)

③ システ ム開発機能(主 として加工サービス を行な うために必要 なシステムの開発)

④ 調査研究機能(需 要調査,処 理技術の研究)

な どが挙げ られ る。

っ ぎに,セ ンターのネ ッ トワークについては,以 下の通 りである。

① 情報源 は,省 庁,省 庁 関係公益 ・特殊法人,地 方公共団体

② 取扱 い情報につ いて は,と くに分野 を限定 しない ことが望 ましいが,公 開可能な情報の みを扱 う もの とす

る。媒体は,文 献類お よびコンピュータ入出力媒体(磁 気 テープ,マ イクロフ ィルムなど)

③ 提供対象は行政機関,業 界団体,企 業,そ の他の行政機関以外 の機関 などであ る。

以上の基本構想に基 き,所 在情報案 内セ ンターの開発過程は,つ ぎの表の よ うに三つのス テップに分 けて考 える

ことが できる。

項目

開発過程

サービス形態

提 供方法)
情 報 源 収集方法 提供対象 取扱い情報

ス テ ップ1

(実施 時)
索引簿の配布 省 庁

原 票
(所在情報収

集票)
行政機関 磁気テープ

調査研究報告書

ス テ ップ2

(発 展 期)
検 索 サ ー ビ ス
(バ ッチ処 理)

地方 自治体情報
セ ンター 磁気 テープ

公益 ・特殊法人の一部

業界団体
文献の一部

ス テ ップ3

(完成 期)
検 索 サ ー ビス
(オ ン ラ イ ン)

その他の行政機関 オ ン ラ イ ン その他の機関 文献お よびコンピ
ュータ入 出力媒体
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ソ フ トウ ェアの評 価 に関 す る調査

1973年3月 目本情 報 処 理 開 発 セ ンタ ー 「ソフ トウ ェ アの評 価 に関 す る調査 報 告 書 」 よ り抜

2.原 価積上方式による新価格体系

2.1背 景

今回ユ ーザーを対象に行われ た調査結果に も述べ られているが,ソ フ トウェアハウスとユーザーとの間にソフ ト

ウェアに関す る価値判断の違いがあることがわかった。

そこで ソフ トウェアハウス として も,ユ ーザーの評価主義 とい う考 えを十分理解 し,技 術サー ビスの向上 を心が

ける必要があ る。

しか しなが ら,ソ フ トウェアハウスの健全な発展 を考 えた場合,原 価 を割 ったサー ビスを行 うことは,企 業 を否

定 す るもので ある。

そ こでソフ トウェア作成に関す る必要経費等を盛 り込んだ原価積上方式 による,マ ンパワー費の算 出基準を検討

した。

基準 マンパ ワー費を算出す るにあた り,tt人件費x技 術料率"を 設定 した。人件費の格付けに関 しては,経 験年

数 を尺度 とす るが,ソ フ トウェアハウス としては,ユ ーザーが必要 としている技術 を身 につ けたエンジニアを提供

す るよ う努力す る。

2.2基 準 マンパ ワー費設定

最初に人件 費の設定にあた り,マ ン ・パ ワーの格付 けについて,大 きくシス テム ・エ ンジニア,プ ログラマー,]

アシス タン トに分類 した。

1)格 付 け区分による人件費表

格 付 け 区 分 年 令1・ デ順 金(円/月)1人 件 費(円/・)

シス テ ム ・エ ン ジ ニ ア

プ ロ グ ラ マ ー

ア シ ス タ ン ト

27～35

25～30

～25

79,000～fo7,000

54,000～79,000

45,000～54,000

13,548～18,350

9,261～13,548

7,717～9,261

人件 費の算出方法 として は

人 件 費 一 モデル賃瓠(f+12)・ ・(円/・)

f… … …年 間 平 均 賞与(5・15ケ 月)
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a… ……中小企業の経営指標 として

「人件費の3倍 は付加価値を得 なければ企業の存続 は難 しい。2倍 が分岐点であ る」,と 言われ

.てい ることよ り,平 均2倍 を使用す る。

200… ……平均実稼動 日数(年 間)

又,技 術料率 に関 しては,職 種及 び受注形態(全 て ソフ トウェア'・ウスが行 う共 同開発マ ン ・パ ワー リース)…

…等 を考 え,次 のよ うな技術料率 を設定 した。

2)技 術料率表

新 規
シス テ ム

類 似
シス テ ム

システム設計

全 面 共 同 リース

2.5～4.52.0～3.51.5～2.5

2.0～4.01.5～3.51.5～2.5

プログラム設計

全 面 共 同 リース

2.0～4.02.0～3.01.5～2.5

2.0～3.52.0～3.01.5～2.5

コ ーデ ィ ング

1.5～2.0

1.5～2.0

オ ペ レ ー シ ョ ン

1.5～2.0

1.5～2.0

口)格 付 け区 分 と人件 費表 と ② 技 術料 率表 よ り基 準 マ ン ・パ ワー は

基 準 マ ン ・パ ワ ー=人 件 費 ×技 術 料 率

3)基 準 マ ン ・パ ワ ー表(A)

新

規

類

似

格 付 け 区 分

シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア

プ ロ グ ラ マ ー

年 令

27～35

125-・ ・

ア シ ス タ ン ト

シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア

プ ロ グ ラ マ ー

ア シ ス タ ン ト

～25

27～35

25～30

～25

トデル飴(円 ノ月)

79,000～107,000

54,000～79,000

45,000～54,000

79,000～107,000

54,000～79,000

45,000～54,000

人件 費(A)(円/日)

13,548～18,350

9,261～13,548

7,717～9,261

1・3・548-・8・35・

9,261～13,548

7,717～9,261

技製 率1灘 記 聞百
)

・15-…1・3・87・ 一 ・3・…

… 一 …1・8・522-・7…8

1.5～2.0 11,576～18,522

… 一 …1・7・ ・96-64'225

2.0～3.0 18,522～40,644

… 一 …|…576-・ ・522

4)基 準 マ ン ・パ ワー表(B)

1 格 付 け 区 分 年 令 モデル賃金(円/月) 人件費(A)(円/日) 技簡 率1灘 醐 ㌶
/百)

`

新

規

シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア 27～35 76,444～105,867 13,111～18,157 2.5～4.0 32,777～72,628

プ ロ グ ラ マ ー 25～30 69,427～89,255 11,907～15,307 … 一 …123…4-53・375

ア シ ス タ ン ト ～25 50,014～69,427 8,577～11,907 1.5～2.0 12,866～23,814

類

似

シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア 27～35 76,444～105,867 13,111～18,157 … 一 …126・222-63・55・

プ ロ グ ラ マ ー 25～30・ 69,427～89,255 11,907～15,307 … 一…1 23,814～45,921

ア シ ス タ ン ト ～25 50,014～69,427 8,577～11,907 … 一…1 12,866～23,814

※ この表 にお けるモデル賃金 は,人 事院給与局編 民間給与の実態(資 料編5.4)よ り1次 補間によって求 めた
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4.1開 発 コス トの と ら え方 と将 来 の方 向

ソ フ トウ ェ アの 開 発 コス トの と ら え方 と して は,一 般 的 に つ ぎの よ うな方 式 が と られ て い る よ うで あ る。今 回 の

ア ンケ ー ト調 査 に よ って も,一 般方 式 に準 拠 し,い ず れ の 方 法 を と って い るか,あ るい は全 く行 な って い ない か に

つ いて の 回 答 を求 め て い る。

・ス テ ップ計 算 に よ る コス ト見 積 り。 ・原 価積 上 げ方 式 に よ るコス ト見 積 り。 ・工 数方 式 に よ る コス ト見 積 り。

・その 他 の 何 らか の方 式 に よ る コス ト見 積 り。 ・コス ト見積 りを全 く行 な って いな い 。

上 記3方 式 お よ び そ の他,ま た は全 く行 な って い な い と,そ れ ぞれ 回答 した企 業 の 分布 状 態 はつ ぎの 通 り で あ

る。

1・ ス ト見鋤 方 式1(N-37)

ス テ ッ プ 方式

原価積上げ方式

工 数 方 式

そ の 他

見積 り算定 していない

8件二17.0%

13 27.7

17 36.2

0 0.0

9 19.1

(注)複 数方式の併用

(N=47)

9件(9/37=24.3%)

これ らの回答の中での開発 コス トの配分 を,大 きく3分 類 し,直 接人件費,機 械使用料,一 般管理費に分割 して

み ると,つ ぎのよ うな結果が得 られ る。

プ ・グ・・開発 の ・ス ・醐1(N-35)

平 均

最

最

大

小

直接人件費

43.7%

87

17

機械使用料

42.2%

78

5

一般管理費

14.1%

45

3

注)
人件費>M/C費16社

人件費=M/C費4社

人件費 くM/C費15社

た とえば,こ の数字 を5年 前,8年 前な どのそれ と対比で きれば興 味あ るトレン ドが検出で きそ うであるが,同

一基準で比較で きるデ ータが存在 しないので,分 析者の推定の域 を出 な い が,人 件費 と機械使用料 とのウ ェイ ト

が,こ れだけ早 い時点でほぼ同額 となる(平 均値ベ ースで)と は予測 し得 なか ったポイ ントではないか と思 われ る。

この種の傾向は,お そ らく今後 も加速度的に進展す ると考 え られ,人 件費 あるいは知的労働が コス トを大 きく左右
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す る方 向に向ってい ると考 えるべ きであろ う。

ソフ トウェアの開発 コス トについては,調 査対象企業のいずれにおいて も,何 らかの形 で見積 りが行なわれてい

るが,必 ず しも見積 られた予測値 と実績 データ との対比 は行 なわれているとはい えないよ うで ある。 しか しなが ら,

当初の見積 り時点 の数字 と,実 績値 との対比は,ほ ぼ定性的 あるいは,担 当者,責 任者の経験的なカンの レベルに

お いて一応の補足が行なわれて お り,こ れにつ いての アンケ ー トの 回答 も,予 想 され る結果であ るとはい え,コ ス

ト見積 りの困難 さを反映 して,面 白いデ ータが現 われてい る。つ ぎの表は,見 積 りの精度 と,そ の的中度 合につ い

ての回答各社のパ ターンである。

極 りの離 (N=28)

予想 を上 回る ものが

多 い

予想通 りにゆ く場合

が多い

予想 を下 回 ること

が多 い

予想範囲内で規模 を

縮小 してで もや る

23件 5 0 0

82.2% 17.8% 0% 0%

巨 想を上まわ・場合の上・わ・醸

平 均

最

最

大

小

最大の場合

2.24倍

3

1.5

平均的には

1.47倍

2

1.1

アンケー トでは,見 積 り精度の外れ方 を,コ ス ト面,時 間面の2要 素 を突 っ込 みで質問 してお り,開 発効率とい

う面か ら見たときの,時 間的要素のみを抽 出す ることが出来 ないのが残 念であ る が,現 状の一般 的パタ ーンとし

ては,う なずかれ る向きも多 いと思 われ る。

4.1.1ソ フ トウェア開発部門の実態について

ソ フ トウェア開発部門にお ける開発の実態について,要 員,年 間開発状況,開 発業務の内容,な どについてのデ

ータを追跡 してみると,つ ぎのよ うな結果 が得 られ る。

lED・ 細 腰 員1

SE/プ ログ ラ マ オ ペ レー タ キ ー ・パ ン チ ャ

平 均 31.1人 21.5人 10.4人

最 大213

最 小2

(注)管 理者 を含む平均 は78.5人

350

0

47

0
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これ らの要員によ。て,・ 年齢 醗 され るプ・グラ・の本数は・昭和46年 ・47年 の それぞれにおいてつ ぎの通

りで ある。

プ ログラム開発本数

平 均 本 数

最 大 本 数

最 小 本 数

昭和46年 度

(46/4-47/3)

173本

912

5

昭和47年 度

(47/4-47/12)

171本

850

3

ソ フ トウ.ア の醗 状況 を,当 初計画 と,そ の実績と・・う面で比較 したとき・プ ・ジ ・ク ト別醗 計画 と実績・

予算計画 と実績 との間 にかな りの ギ 。。プ槻 られ る.す なわ ち・予緬 では計画に合致 して いる(あ るいは・予

期 範囲内に鯉 や り納 めてい るとい う・とが)ケ ースが・か な り多いが・ プ・ジ・ク ト別計画の達厳

頒 で は,当 初計醜 下 まわると判断 されてい るケースが多 くな ・て いる・酬 ・醐 の緬 にお ける・予測 と実

績 とのギ ャップを示す1つ のデ ータ ともいえよ う。

計画と実績の比較 (N=42)

計画 を上回 っている

開発計画 と実績

(件)(%)

予算計画 と実績

(件)(%)

・1・ …1

計画通 りで ある 1 ・6138・ ・

・1

・1

・1・ ・5

1 ・・1

緬 ・下回・てい・1 ・9・・1 ・1

計 画はない

71.4

11.9

1
無 回 答

・6・・1 ・1

・1・4・ ・1 ・1

0.0

7.1

ソ フ トウ ェア 開発 部 門 にお け る業務 内容 を,ソ フ トウ ェ アの新 規 開 発,メ ンテ ナ ンス,修 正(バ ー ジ ョン ・ア ッ

プ)に3分 類 し,時 間(開 発 に 投 入す る時間)お よ び投 入 ・ス トを一 括 して 臓 して み る と・つ ぎの よ うなデ ー タ

が示 され る。

シス テ … ンジ ・ ア ・・ グの 業務 内容1・ 時 間 ま た ・ま・ ス ・) .

新規開発業務 メンテナンス業務 修 正 業 務

平 均

最

最

大

小

43.9%

80

20

34.9%

70

7

21.2%

77

0
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ソフ トウェア開発の業務 を,さ らに細分化 し,作 業内容別に分割 し,新 規 開発 の場合 と類似ソ フ トヴェアの開発

の場合 とを対比 した ときの投入 され る工数 ウェイ トはつ ぎの よ うになる。

プ・グ・・開発業務の作業内容1

新規 プ ログラム開発

のケ ース

調 査 分 析1 35件 62.5%

プ・グ・・設∋

コ ー デ ィ ン グ

テ ス ト・デ バ ッグ

ド キ ュ メ ン ト

メ ン テ ナ ン ス

3 5.4

4 7.1

10 17.9

2 3.6

類 似 プ ログ ラ ム開発

の ケ ー ス

12件 19.7%

t 7 11.5

11 18.0

16 26.2

1
2 3.7

7 11.5

8 13.1

(N=56) (N・=61)

4.1.2ソ フ トウ ェア 開発 コス トの把 握,賦 課 に つ いて

ソ フ トウ ェ アの 開発 コス トに つ い て は,ア ンケ ー ト回答 企 業 の う ち60%強 が ,何 らか の 形 で 把握 して い る とい う

回 答 を寄 せ て い るが,イ ンタ ビ ュー に よ る検 証 の結 果 で は,必 ず し も明 確 に把 握 して い る とい う印 象 は得 られ なか

った。かな り厳密な コス ト把握 を行な って いると見 られ る企業 において も,コ ス ト把握 が全社的な規模 でオーソラ

イズ されてい るとはいえず,ソ フ トウェア開発部 門にお ける試 算的な傾向が強 い。この問題は,前 項 のソフ トウェ

アの開発計画段階における開発コス トの見積 りと強 い関連 をもってお り
,計 画段階にお けるコス ト見積 りと,開 発

終了後の コス ト把握 とは,必 ず し も1:1の 対応 を示 して いないのが現 状である。今回の調査対象企業中
,わ ずか

に4社 において,予 測 コス トと実績 コス トとの掌握 を行 ない,予 実対比 の緒についた程度 であ る。 アンケー ト結果

によ るソフ トウェア開発 コス トの把握方式はつ ぎの通 りで ある。

開発 コス トの把握方式 (N=32)

業務部門毎に把握

プ ログラム毎に把握

出力情報毎に把握

把握 して いない

そ の 他

12件 37.5%

2 6.2

6 18.8

12 .37.5

0 0.0

開 発 コス トの 把握 レベ ル は,上 記 の通 りで あ るが,こ れ らの コ ス トを,エ ン ド ・ユ ーザ ーに対 して いか に 賦 課 し

て い るか につ い て は,具 体 的 デ ータ を得 るに 至 って は い な い。 イ ン タ ビ ュー に よ る トレ ース の過 程 で若 干 の 例 が 見

ら れ るが,ソ フ トウ ェ ア開発 部 門 で の エ ン ド ・ユ ーザ ー別 配 賦 の試 算 は行 な われ て い る と い えよ う。事 業 部 制 を採
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ってい る企業において も,事 業部別 ローカル ・シス テムの レベ ルにおいて事業部門での コス ト賦課 のケースは見 ら

れ るが,全 社 レベルでのソ フ トウ ェア開発 コス トは,本 社 管理費の申に埋没 してい るのが現状であ る。

しか しなが ら,将 来の方 向 として は,か な りの企業が ソフ トウ ェア開発部門の独立採算化 を指 向 して お り,ソ フ

トウェアを資産 として評価 しよ うとい う姿勢 も見 られ,開 発 コス トの位置づけ も明確化 の方向 をた どって い るとい

えよ う。

4.1.3ソ フ トウ ェアに よる開発コス トの投入状況

ソフ トウェア開発 の状況 を,コ ス トの投入量で眺めて みると,つ ぎのような結果が得 られ る。

醗 ・ス ・を最 腰 ・たプ ・グ・コ(N-・ ・)

業 務 面

件

%

生 産

13

43.3

販 売

14

1

財務会計

1

46・・1 3.3

人事労務

1

3.3

経営管理

1

3.3

これ を ソフ トウ ェアの レベ ル 別 に分 割 す れ ば,つ ぎの 通 りで あ る。

… ウ 。 アの ・ベ ル別 開 発 ・ス ・投 入 状 況1(N-・ ・)

開発段階面

件

集計計算段階

17

%1 56.7

管理段階1予 測調 段階

12

40.0

1

3.3

使用言語面では,言 語別 に開発 コス トの投入状況がいかに分布 して いるかについて も一応 のデ ータが得 られて い

るが,こ れ については,言 語の使用状況 との対比 をしなけれ ば,正 確 なデータとはいい難 い。開発 コス ト面 か らみ

た言語 の使用状況 とい う観点で ある程度 のデ ータとみなせ ば,つ ぎのよ うな結果が得 られている。

匡 脂 語別開発・ス・投入状況1・N-…

使用 言語

件

%

コ ボル

10

フ ォ ー トラ ン

1

34・51 3.4

アル コ ル

0

i 0

PL/1

0

0

アセ ン ブ ラ

15

その他

1・

・…1・ …

開発 コス トを最 も要 し なか った ソ フ トウ ェ ア とい う面 で は,つ ぎの よ うな 回答 が 寄せ 己れ て い る。
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件

%

3 1

・・.・1 3.7

4

14.8

1人 事労務

18

1 66.7

経営管理

1

1 3.7
,

調査対象企業の申で最大規模の ソフ トウェアは,ど の程度 の ものであ ったかを,ゾ フ トウェアのス テップ数,所

要工数の両面か ら把握 した ものが,つ ぎに示すデ ータである。 このデ ータだけか ら結論を下す ことは 危険 で あ る

が,ソ フトウェアの規模が大 きくな るほど所要工 数は加速度的に増大す る傾向 をみせてお り,大 規 模 ソフ トウェア

の開発 にお ける開発効率の向上が必要 となる背景 をな してい るとい えよ う。見積 りと実績 との乖離をなす1つ の要

因 をな してい ると思 われ る。 一

これ までに開発 した最大 のソフ トウェア

ス テ ッ プ数

10,000以 上

「10,000未 満'

14ケ ー ス

7ケ ー ス

↓

10,000ス テ ップ以 上 の14ケ ース につ い て

平 均

最

最

大

小

ス テ ップ数

74,500

400,000

10,000

工数(人 月)

380

3,600

12

ステ ップ/工 数

196

110

833

予 想 の 上 回 り倍 率 一 ・・平 均1.8倍,最 大3倍,最 小1倍

以上 は,ソ フトウェア開発に関す る直接的な開発 コス トに関す る諸 データで あるが,間 接的な開発 コス トの1例

を示せ ばつ ぎの通 りで ある。 ここでの間接 コス トの各項 目は,必 ず しも厳密 な定義づ けが行 なわれた もの で は な

く,あ くまで もケース ・ス タデ ィとして設定 した ものであ り,回 答企業 によっては とまどったむ きもあるか と思わ

れ ることを附記 してお くべ きであろ う。参考デ ータ としてみれば,そ れ な りのパターンを示 してい ることか ら引用

してみた。
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間蜘 な開発・スト1

潜在的にかな りの コス

ト負担だ と思 うもの

コス ト節減のため今後

積極 的に改善 してゆ く
合 計 %

1位 に

指 定

2位 以下

に指定
全 体 1位 に

指 定

2位 以下

に指定
全 体

転職 ・離職 を防止す るコス ト 0 0 0 0 0 0 0 0

転職 ・離職に よる損 失 3 4 7 0 2 2 9 2.8

要員管理 ・スケジュール管理 か
らくる費用

8 9 17 7 6 13 30 9.4

プログ ラム開発計画が不充分 な
ための ロス

9 12 21 9 13 22 43 13.4

効率の悪いプ ログラム使用 か ら
くる損失

4 17 21 5 14 19 40 12.5

外部機関の使い方の失敗 0 1 1 0 1 1 2 0.6

トップ及 び社 内 ユ ーザ ー との コ

ミュニ ケ ー シ ョン ・ギ ャ ップ
3 19 22 3 16 19 41 12.8

ドキ ュ メ ンテ ーシ ョン不 備 か ら

くる損 失
0 17 17 2 17 19 36 11.3

標準化の未整理からくる損失 3 19 22 5 20 25 47 14.7

要員の質量不足からくる損失 3 13 16 2 13 15 31 9.7

秘密 ろ うえいによ る損失 0 0 0 0 0 0 0 0

オペ レー シ ョン ・ミス に よ る損 失 5 16 21 5 15 20 41 12.8

|

ム

(N=320)
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3情 報処理 サー ビスに対す る需要構造

1973年3月 日本 経 営 情 報 開 発協 会 ・日本 情 報 セ ンタ ー協 会 「情報 処理 サ ー ビス 業 需 要構 造

調 査」 よ り抜奉

3.情 報処理サービス業調査結果の概要

〔1)回 答社の構成

ア 情報処理セ ンター

回答158社 の 内訳は下表の通 りであ る。

(回答社の構成)

資本金 ランク 1社 数 「売上高… 1社 数 1従 頻 数…1社 数

1千 万 円以下 56 5千 万円以下 43 20人 以下 40

～5千 万円 72 ～1億 円 23 ～40人 24

～1億 円 13 ～3億 円 53 ～60人 24

～3億 円 8 ～5億 円 13 ～100人 26

3億 円以上 5
～10億 円

10億 円以上
15

10
～200人 26『

不 明 4 不 明 1 200人 以上 18

合 計1・581合 ∋ ・581合 計 158

前年の調査結果(回 収124社)と 比較す ると,資 本金規模別では,5千 万円以下 が前年 は83.1%で あった魁 今

年 は80.9%,そ れ以上は前年調査が15・4%だ ったが,今 年は16・5%と なってお り
,前 年 と較べ るとやや構成的に変

って きてい る。

(資本金 ランク別 回答社比較)

[

＼
1千 万 円以下

～5千 万円

～1億 円

1億 円以上

前 年

67

57

10

15

44.9%

38.2

6.7

8.7

今 回

56

72

13

13

35.4%

45.5

8.2

8.2
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実数 では資本金1千 万円以下の小規模企業の 回答が減 り,

る。

売上規模 別では

1千 万円～5千 万 円の中規模 クラスの回答が増 えてい

一
1千 万 円以下

～5千 万円

～1億 円

～5億 円

～10億 円

10億円以上

4

26

23

55

7

8

3.2%

21.0

18.5

44.4

5.6

6.5

7

36

23

66

15

10

4.4%

22.8

14.5

41.7

9.5

6.3

5千 万 円～1億 円の クラスがやや減 り,5億 円以上の大規模売上げ社の 回答が増 えてい ることが判 る。

イ その他のセ ンタr..

回 答 は27社 で,前 年 調 査 回 収25社 と近 い 。..t..t-ttLt-tt...

回答社構成 は以下の通 り

(回答社の構成)

資本金・・川 社 数 売上規模・・列 柱 ⇒ 従業員数…1社 数

3百 万円以下 9 1千 万 円以下 一 20人 以下 5

・

～6百 万円 6 ～5千 万 円 9 ～40人 5

～1千 万円 5 ～1億 円 9 ～60人 2

～5千 万円 5 ～3億 円 8 ～100人 8

～1億 円 1 3億 円以上 1 ～200人 4

1億 円以上 1 200人 以上 2

不 明 1

合 計1271合 ∋271合 ∋27

前年 と比 較 す る と増 加 して い るの は 資本 金 規模 別 で は1千 万 円未 満の ラ ンク社,売 上 規 模 別 に は5千 万 円

～1億 円 の ラ ン ク社 とな って い る。

{2)顧 客数

情 報 処理 セ ンタ ーの 総 顧 客数 は11,564客 で,製 造 業 客4,156(約36%).非 製 造 客 は5,365(約46%).官 公

庁 ・団体 等 は2,043(約18%)と な って い る。
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(顧 客 構 成)

＼
製 造 業

非 製 造 業

官 公 庁 ・団 体

総 数

4,156

5,365

2,043

%
100.0

100.0

100.0

大 企 業 客

1,094

792

%
26.3

14.7

中 企 業 客 小 企 業 客

940

1,306

%
22.61,514

24.32,499

%
36.4

46.5

合 計11…641・ ・… 「 …S61・6・ ・12・2461・9・ ・14,・ ・3134・ ・

EDPS設 置客

827

1,037

259

%
19.9

19.3

12.6

2,12318.4

そ の他 の セ ンタ ー は顧 客 総 数758客,製 造 業 容179(26・3%),非 製 造 業 客 は288(37.9%)。 官 公 庁 ・団体 客

は291(38・3%)と な って お り,情 報 処 理 セ ンタ ー と較 べ る と官 公 庁 ・団体 顧 客 の 比 率 が 高 くな って い る。

、＼
製 造 ・ 業

非 製 造 業

官 公 庁 ・団 体

総 数

179

288

291

%
100.0

100.0

100.0

大 企 業 客

127

77

%
71.0

26.7

中 企 業 客

22

68

%
12.3

23.6

小 企 業 客 EDPS設 置客

3

122

%
1.7

42.3

%
11664.8

12744.1

1515.21

合 計17581・ ・…1・ ・4126・ ・1 ・・1・ …1…1・6・ ・十258134・ ・

1

{3)売 上 げ

情 報 処 理 セ ンタ ーの 売 上 げは,157社 合 計 で495億5,984万 円,1社 当 り平 均 は3億1,367万 円 とな る。(1社

不 明)

そ の他 の セ ン タ ーは28億3,318万 円 の売 上 げで セ ンタ ー 当 りは1億O,493万 円で あ る。

業 種 別売 上 げ は下 表 の通 り。

(業 種 別 売 上 げ)(単 位=百 万 円)

情報処理 センター そ の 他の セ ンタ ー 合 計

製 造 業

非 製 造 業
9、A▼9

官 公 庁 ・団 体

12,377

25,363

::10,319

%
25.7

52.7

21.5

1,243

1,371

.219

%
43.8

48.5

7.7

13,620

26,734

10,538

%
26.8

52.5

20.7

合 ∋ …5gl・ …1・833 ・…1・ ・8921・ …

(注)情 報処理 センターは業種別無 回答が あるため合計額 は少 な くな っている。

受託業務別売上 げを下に示す。
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(受託業務別売上 げ) (単位百万 円)

＼ ＼
、 -、

、 、
-

情報処 理セ ンター その 他 の セ ンタ ー 合 計
、

% % %

事 務 計 算 26,909 54.3 210 7.4 27,119 51.8

科 学 計 算 1,861 3.8 292 10.3 2,153 4.1

OR等 の 計 算 1,008 2.0 12 0.4 1,020 1.9

ソ フ トウ ェ ア 開 発 5,179 10.5 159 5.6 5,339 10.2

受 託 パ ン チ 4,950 10.0 L406 49.6 6,357 12.1

マシ ンタ イ ム 販 売 3,605 7.3 一 一 3,605 6.9

要 員 派 遣 2,691 5.4 720 25.4 3,412 6.5

コ ンサ ル テ ィ ン グ 972 2.0 一 一 972 1.9

教 育 等 272 0.5 一 一 272 0.5

そ の 他 2,112 4.3 33 1.2 2,145 4.1

合 計1・ ・55gl・ …1・8331・ …1・ ・3931・ …

(4)従 業員数

従業員総数(47年12月1日 現在)は17,709人,

職種別内訳 は以下の通 り,

1セ ン タ ー平均95.7人 で あ る。

(従業員職種別内訳)

'
＼ 情報処理 センター そ の 他の セ ン タ ー 合 計

、＼ 総 数1・ 社平均 総 数1・ 社鞠 総 数1・ 群 均

人 人 人 人 人 人
キ ー パ ン チ ャ ー 4,871 30.8 853 31.6 5,724 31.0

オ ペ レ ー タ 2,696 17.0 235 8.7 2,931 15.8

プ ロ グ ラ マ 4,553 28.8 470 17.4 5,023 27.1

営 業 部 門 807 5.1 81 3.0 888 4.8

間 接 部 門 2,407 15.2 93 3.4 2,500 13.6

役 員 574 3.6 69 2.6 643 3.5

合 計1・ …81・ …i・ …1…1・ …gl…

㈲ 人 件 費 ・レ ンタ ル

総 人 件 費 合計 額 は179億5,224万 円 で,総 売上 げの34.3%に 当 る。 レ ンタ ル は154億2,002万 円 で,29.5%に 当

って い る。

情 報 処 理 セ ン タ ーの 人件 費 は164億1,771万 円 で,人 件 費無 回答3社 を除 く総 売上 げの33・7%,1セ ンタ ー 当

りは1億0592万 円 で あ る。

'
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レン タル は151億8,941万 円 で,こ れ は 無 回答3社 を除 く売 上 げ の31・2%,1セ ン タ ー平 均 は9,863万 円 とな

って い る。・

その 他 の セ ン タ ーは,人 件 費 が15億3,453万 円 で,無 回 答1を 除 く売 上 げ の57.8%と な って い る。1セ ン タ ー

当 りは5,902万 円で あ る。

レンタ ル は2億3,661万 円 で,無 回答5社 を 除 く売 上 げの10.1%,1セ ンタ ー当 り1,048万 円 。

その 他 の セ ン タ ーの 業 務 内容 に要 員 派 遣 業 務 が大 きな%を 占 めて い るた め,人 件 費 比 率 が 高 い もの と思 わ れ

る。

{7)関 連会社 売上 げ

関連会社の売上 げは情報処理 センターが,183億5,742万 円(売 上 げの27%),そ の他のセ ンターは,6億

6,867万 円(23・6%)あ る。

両方 とも,か な り高い%を 占めて いる。 これは,我 が国の情報処理 サービス業 の体質 として,大 企業の コン

ピュータ室 か らのス ピンオ フの形態の コンピュータ ・メーカーが直接資本参加 して設立 されてい るセ ンターが

かな り多 いとい う性格か らきているといえよ う。特 に大手 といわれてい るところで は,i親 会社へ の依存高が高

いと一般 的にいえそうである。

4.情 報処理 サー ビス業の現状

調査 に現われ た情報処理サー ビス業の現状にっいて述べ る。

{1}回 答セ ンターの構成

資本金,売 上高,従 業員数 の相関 をとってみると,大 体 下表の よ うにま とめ られ る。

(情報処理セ ンター)

資 本 金 売 上 高 従 業 員 数

1千 万 円

以下

1千 万 円

～5千 万円

5千 万 円

～1億 円

1億 円

～3億 円

3億 円

以上

合 計

56

36.5%

72

46.8%

13

8.5%

8

5.2%

5

3.2%

154

100.0%

1億 円

以下

1億 円

～3億 円

3億 円

～5億 円

5億 円

～10億 円

10億 円

以上

合 計

66

42.4%

53

33.5%

13

8.2%

15

9.5%

10

6.3%

157

100.0%

40人

以下

40人

～100人

100人

～150人

150人

～200人

200人

以上

合 計

64

40.5%

50

31.6%

13

8.2%

13

8.2%

18

11.4%

158

100.0%

,ン

(注)資 本金 につ いては不明4社,売 上高不明1社 が あ り,そ れ を除 いた。
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(そ の他 の セ ンタ ー)

資 本 金1売 上 高1従 業 員 数

3百 万円

以下

9

33.3%

5千 万 円

以下

9

33.3%

40人

以下

10

38.4%

3百 万円

～1千 万 円

11

46.7%

5千 万円

～1億 円

9

33.3%

40人

～100人

10

38.4%

1千 万円

以上

7

25.9%

1億 円

以上

9

33.3%

100人

以 上

6

23.1%

合 計
27

100.0%
合 計

27
,

100.0%
合 計

26
.

100.0%

(注)従 業員数で不明1社 を除 く。

また従業員1人 当 り売上高(年)は,情 報処理セ ンターの平均 が333万 円,そ の他のセ ンターは162万 円とな

ってい る。情報処理セ ンター とその他のセ ンターとでは,業 務内容が異 な り,そ の他のセ ンターは労働力集約

型になって いるための相違 と考 えられ る。

回答者の従業員1人 当 り売上 げの構成 は次表の通 りで ある。

(従業員1人 当 り売上高の構成)

情報処理セ ンター そ の他 の セ ンタ ー

1人 当 り100万 円以下 7 4.6% 1 3.8

〃200万 円 32 21.2% 18 69.3%

〃300万 円 46 30.4% 4 15.4%

〃400万 円 31 20.5% 2 7.7%

〃500万 円 19 12.6% 1 3.8%

〃500万 円 以上 16 10.6% 一 一

」

合 計1・5・1・ …%1261・ …%

(注)情 報処 理 セ ン タ ーで7,そ の 他 の セ ンタ ー で1の それ ぞれ 不 明社 を除 く。

従業員数別,地 域別構成 は以下の通 りであ る。



3

(従業員数別構成)
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「＼
20人 以下

～40人

～60人

～100人

～150人

～200人

～400人

400人 以 上

情報処理セ ンター

40

24

24

26

13

1.3

9

9

25.3%

15.2%

15.2%

16.9%

8.1%

8.1%

5.7%

5.7%

その 他 の セ ンタ ー

5

5

2

8

3

1

1

1

19.2%

19.2%

7.7%

30.8%

11.5%

3.8%

3.8%

3。8%

合 計 158 100.0% 126 100.0%

(注)そ の他のセ ンター不明1社
～

(地 域 別 構 成)

ぐ

＼
東

北

東

関

甲

近

中

四

九

北 ・ 北海道

陸

京

菜

信 越

岐

畿

国

国

州

情報処理 センター

14

10

58

13

5

7

24

9

7

11

8.9%

6.3%

36.7%

8.2%

3.2%

4.4%

15.2%

5.7%

4.4%

7.0%

その 他 の セ ンタ ー

0

0

18

3

1

0

5

0

0

0

66.7%

11.1%

3.7%

18.5%

合 計 ・581・ …% 27 100.0%
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{2)売 上 ランク別に見た特徴

売上 ランク別に見 た社員数,顧 客数,平 均売上高を一表 にして下 に示す。

(情 報 処理 セ ンタ ー)

社 数
1社平均
社 員 数

1社 平均

売 上
社員1人
当 り売上

平 均
顧 客 数

顧客1社
当 り売上

社 人 万円 万円 客 万円
1千 万円以下 7 7 506 74 40 13

～5千 万円 36 13 2,894 218 70 41

～1億 円 23 47 8,521 181 32 270

～3億 円 53 63 17,799 282 48 367

～5億 円 13 127 40,018 315 136 294

～10億 円 15 193 72,701 377 89 818

10億 円以上 10 479 208,811 436 237 881

合 計1・571951・ ・36713331731428

(注)売 上 ランク不明1社 を除 く。社員数 は年間平均数

(そ の他 の セ ンタ ー)

～5千 万 円

～1億 円

～3億 円

～5億 円

9社

9

8

1

21人

51

90

250

3,856万 円

8,744

16,237

40,000

160万 円

173

158

160

43客

20

20

33

90万 円

471

817

1,212

合 計271651・ ぴ4931・621281382

情報処理セ ンターの場合 は,売 上規模が大 き くな る に つ れ て,お おむね社員数 も1人 当 り売上 げも,顧 客

数,1顧 客 当 り売上 げ も増 してゆ く傾向が はっき り現 われてい るが,そ の他のセンターは,売 上規模 とともに

上昇 す るの は社員数 と1顧 客 当 り売上げだけで,社 員1人 当 り売上げはほとん ど差 がない。 これはその他のセ

ンターの業務が,パ ンチ穿 孔,要 員派遣等 の人力に依存す る業務であ ることを示 しているように考 えられ る。}

{3}1人 当 り売上げ ランク別 の特徴

受託 業務別 に見 ると下表 のよ うに,各 ランクの特徴 がやや浮 び出 して くる。
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(受託業務売上構成 比)

(情 報処 理 セ ン タ ー)

計算業務 ソ フ ト開 発 受託 パ ンチ マ シ ンタ イ ム 要員派遣

100万 円未満 38.8% 2.8% 42.7% 0% 15.7%

200万 円 37.8 9.3 27.1 1.3 23.3

300万 円 62.3 8.2 14.5 5.8 6.4

400万 円 47.8 13.8 11.3 7.0 6.7

500万 円 56.4 13.0 5.1 16.2 1.9

500万 円以上 81.3 7.0 3.2 5.8 0.2

平 均1… 「 …1…1・ ・i・ ・

(注)計 算業務は事務計算,科 学計算,OR等 の計算の合計であ る。

(そ の 他 の セ ンタ ー)

100万円未満 74.1% 20.0% 一% 一% 5.9%

200万 円 16.9 3.1 53.0 一 27.0

300万 円 一 4.8 46.6 一 42.0

400万 円 66.0 30.8 一 一 3.2

500万 円 93.8 6.3 一 一 一

平 『 …1・ ・149・ ・1-1…

情報処理 セ ンターの場合,自 らも要員派遣サー ビス を受 けて いるセ ンターが ぼつぼつ出て きてい るので,厳

密 な意 味では生産性 を示す ことはいい難 い面 もあ るが,傾 向は掴み うると考 える。

きわめて顕著に出てい るのは,パ ンチ穿孔の売上 げ比率が,1人 当 り売上 げが低 いほ ど大 きい とい うことで

あ る。 また,前 年 の調査で も同様 であったが,従 業員1人 当 り売上げの高 いセ ンターは,計 算業務の売上 げ比

率が極度に大 きい点 が注 目され る。

その他のセ ンターの場合 は,従 業員1人 当 り売上げが100万 円か ら300万円の クラスに,パ ンチ穿 孔業務が集

中 してお り,1人 当 り売上 げの高いセ ンターは,計 算業務の比 率が非常に高 くなって いる。400万 円～500万 円

のセ ンターの計算業務 は全額科学計算であ る。

(4)人 件費 ・レンタル

情報処理セ ンターの人件費総額 は164億1,771万 円であ る。人件費の記入の ない社が3社 あるので,1社 平均

は1億0592万 円(売 上げの33.7%)で あ る。

その他のセンターは,15億3,453万 円の総人件費で,無 記入が1社 あるた め1社 平 均は5,902万 円(売 上 げの

57.8%)と なってい る。
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前 述 の よ うに,パ ンチ穿 孔,要 員 派遣 な ど人 力 に依 存 す る業務 が主 体 と な って い るため,人 件 費 比 率 が高 い

もの と考 え られ る。

レ ンタ ルに つ い て は,情 報 処 理 セ ンタ ーで 無 回 答 が4社 あ り,総 額151億8,941万 円 を154社 で割 る と1社 平

均 は9,863万 円(売 上 げ の31・2%)で あ る。月 額 約820万 円 とな る。

そ の 他 の セ ン タ ー5は 社 が レン タル 額 を答 えて い な い 。総 額2億3,061万 円 で1社 平均 は1,048万 円(売 上 げ

の10'5%)。 月 額 は87万 円で あ る。

従 業 員1人 当 り人 件 費 ・レ ンタ ル を次 表 に 示す 。

(情報処理 センタっ

1社 平均 1社 平均人件費 1社 平均 レンタル

社 数
売 上 ・社平均1・ 婿 均 ・社平均1・ 人鞠

万円 万円 万円 万円 万円
1千 万円以下 7社 506 390 43 473 55

～5千 万 円 36 2,894 1,216 81 1,112 74

～1億 円 23 8,521 3,078 79 2,011 52

～3億 円 53 17,749 6,631 85 4,413 57

～5億 円 13 40,018 15,079 100 10,768 71

～10億 円 15 72,701 24,203 113 21,545 101

10億円以上 10 208,811 64,456 127 77`395 153

合 計 ・平 均 ・1・571・ ・3671・ ・5921・ ・81・8631…

(注)人 件費,レ ンタルと も,そ れ ぞれの無 回答社を除いて,平 均 を出してい る。

人件費,レ ンタル ともに売上規模 の増大に従 って,従 業員1人 当 り額が増加 して いる。1人 当 り人件費が小

規模 センターほど低いのは,従 業員の職種構成の相違 による もの と考 えられ る。また レンタルにつ いては年商

5億 円までの 中規模 クラスまでは あま り差がないが,5億 円以上の大規模 センターになるとかな り増大 して く

ることが 目立 って い る。

〔その 他 の セ ンタ ー)

＼
～

～

～

～

5千 万 円

1億 円

3億 円

5億 円

社 数

9社

9

8

1

1社 平均
売 上

万 円

3,856

8,747

16,227

40,000

1社平均
人 件 費

万 円

2,313

4,782

10,657

15,000

同1人
当 り

万 円
99

93

104

60

1社 平均
レンタル

万 円

585

1,429

1,351

1,800

同1人
当 り

万 円
20

28

7

7

合計・平均1271…493i5…21 …1…481 17

(注)人 件費 ・レンタル とも無記入社 を除いて平均 を出 した。
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'1人 当 り人 件 費 ,レ ンタ ル と も売上 規 模 に ほ とん ど比 例 して いな い 点が,情 報 処理 セ ン タ ー と大 き く相 違 し

て い る。

【固 保 有 コ ン ピ
ュー ダ

調 査 回答158社 中,コ ン ピ ュー タ の機 種 記 入 の な い社 を除 き,155社 の 保 有 コ ン ピ ュー タの 合 計 は349セ ッ ト

で あ った 。1セ ンタ ー平 均2.25セ ッ トに 当 る。

この うち国 産 機 は255セ ッ ト(全 体 の73%)で,外 国機(94セ ッ ト27%)を 遙 か に凌 駕 して い る。

主 要機 種 セ ッ ト数 は 以下 の 通 り

FACOM87(24.9%)

HITAC63(18.1%)

IBM42(12.0%)

OUK39(11.2%)

NEAC'28(8.0%)

MELCOM;』27(ラ.7%)

USAC25(7.2%)

BURROUGHS'14(4.0%)

TOSBAC.11(3.2%)

UNIVAC5(1.4%)

(6)黒 字 セ ンタ ー と赤 字 セ ンタ ー

今 回 の 回答 社 中,黒 字 と答 えた社 は,情 報 処 理 セ ン ター106社,そ の 他 の セ ン ター21社,赤 字 と答 えた社 は

情 報 処 理 セ ンタ ーが47社,そ の 他 の セ ンタ ー5社 で あ った。

情 報 処 理 セ ンタ ーで は ほ ぼ7対3,そ の他 の セ ン タ ーで は8対2の 割 合 い で黒 字 会 社 が あ るこ とに な る。

・利 益 率 に つ いて は,情 報 処 理 セ ンタ ー で売 上 高 利 益 率 を 回答 した66社 の 平均 が7・73%,そ の他 の セ ンタ ーで

は,回 答13社 平 均 で6.6%で あ った 。

以 下,情 報処 理 セ ン タ ー とその 他 の セ ンタ ー とに分 けで,黒 字,赤 字 会 社 の対 比 を試 み る。

▽ 情 報 処 理 セ ンタ ー

ア 売 上 げの構 成

黒 字 セ ン ター の1社 平 均 売上 げ は3億1,400万P]で,こ れ に 対 して赤 字 セ ン ター は,3億2,786万 円 とや や多

い。

しか し業種別の売上 げを見 るとかな り大 きな差があ ち。

＼
製 造 業

非 製'造 業

官 公 庁

黒 字 セ.ンタ ー

30.4%

45.5%'>

24.0%

'赤

字 セ ジタ ー

16.2%

68.4%'

15.3%



366第7部 付 属 資料

赤 字 セ ン タ ーに お け る非 製造 業 売 上 げが きわ め て高 く,製 造 業,官 公 庁 が低 い こ とは 一つ の特 徴 で あ ろ う。†

イ 従 業 員 構成

平 均 従 業員 は黒 字 セ ン ター111人,赤 字 セ ンタ ー78人 とな っ て い る。 職種 別 に見 る と,黒 字 セ ンタ ー の キ ー

パ ンチ ャー の 比 率が 高 く,赤 字 セ ン タ ーで は セ ー ル ス と間接 部 門 が 多 い ことが 目立 って お り,オ ペ レー タ,プ

ロ グ ラ マ,役 員 は大 差 が な い。

(従業員職種別構成)

キ ー パ ン チ ャー

オ ペ レ ー タ

プ ロ グ ラ マ

営 業 部 門

間 接 部 門

役 員

黒 字 セ ンタ ー

35.5人

18.9

32.2

5.3

14.9

4.0

32.0%

17.0

29.0

4.8

13.5

3.6

赤 字 セ ンタ ー

16.1人

14.1

23.4

4.8

16.6

3.0

20.6%

18.0

30.0

6.2

21.3

3.8

合 計 111 ・・…178 100.0

ウ 人件 費 ・レ ン タル 比 率

人件 費 比 率 は黒 字 セ ンタ ーが36・8%,赤 字 セ ンタ ー は25.0%で あ る。 しか し,レ ンタル 比 率 は黒 字 セ ンタ ー

24.5%に 対 し,赤 字 セ ンタ ー は44.6%で,き わめ て大 きな対 売 上 比 を示 して い る。

結局,こ の レ ンタ ル負 担 が 赤 字 の原 因 と考 え られ ろが,社 員1人 当 りに換 算 す る と,人 件 費 が黒 字 セ ンタ ー

121万 円,赤 字 セ ンタ ー103万 円 で18万 円の 差 で あ るの に対 し,レ ン タル 額 は,黒 字 セ ン タ ー81万 円,赤 字 セ ン

タ ー184万 円 と100万 円 以上 の差 とな って い る。

これ は赤 字 セ ンタ ーが,売 上 げ に較 べ て や や大 きす ぎ る装 備 を持 ち,従 業 員 も経 験 の 浅 い若 年 層 を揃 えて い

る こ と,つ ま り創 立後 日が浅 い セ ンタ ーで あ る こ とを示 して い るよ うで あ る。

工 売 上 業 務 ・

下 表 の 通 りか な り大 きな相 違 が認 め られ る。

(売上高構成比)

黒 字 セ ン ター 赤 字 セ ンタ ー 全体平均

計 算 業 務

ソ フ ト 開 発

57.4%

12.0

68.4%

7.1

60.1%

10.5
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黒 字 セ ンタ ー 赤 字 セ ン タ ー 全体平均

受 託 パ ン チ

マ シン ・タ イ ム

要 員 派 遣

12.0%

7.6

6.6

4.0%

6.8

3.0

10.0%

7.3

5.4

黒 字センターは比較 的全業務にわたって コンスタ ン トに売上 げをあげているのに対 し,赤 字 センターはやや

計算業務に偏 っていることが判 る。

▽ その他のセ ンター

黒字セ ンターの売上げは1社 平均1億1,572万 円,赤 字 センターは7,460万 円とな っている。

顧客業種別売上 げは,下 記の通 り黒字センターが非製造業客売上げが大 きく,情 報処理 センターと全 く逆 とな

ってい る。

黒 字 セ ン タ ー 赤 字 セ ン タ ー

製 造 業

非 製 造 業

官 公 庁

42.8%

50.3

6.8

49.0%

38.2

12.7

受託業 務別の売 上 げ構成 をみると下表 の通 り,黒 字セ ンターは要員派遣業務の売上 げ比が高 い点に特徴があ る

よ うである。

計 算 業 務

ソ フ ト 開 発

受 託 パ ン チ

要 員 派 遣

黒 字 セ ン タ ー

16.6%

5.3

48.0

28.7

赤 字 セ ンタ ー

26.8%

7.6

59.4

6.3

全体平均

18.1%

5.6

49.6

25.4

情 報 処 理 セ ンタ ー とこれ もま た逆 に,赤 字 セ ンタ ー は各 業 務 に コ ンス タ ン トな 売上 げ をあ げ て い る。 黒 字 セ ン

タ ー は受 託 パ ンチ の比 率 が や や低 く,代 りに要 員 派 遣 で 大 き く差 をつ けて い る。

人 件 費 の 売上 げ に対 す る比 率 は,黒 字 セ ン タ ー49・0%に 対 し,赤 字 セ ンタ ー は87 ・3%の 高 率 と な って い る。 ま

た,レ ンタ ル につ いて も,黒 字7・4%,赤 字12・6%で,赤 字 セ ン タ ーの レン タ ル負担 は高 くな って い る。
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4農 協 に お け る コ ン ピュー タ利 用

1973年3月 財団法人農協電算機研究 センター 「農協の コンピュー タ利用に関

する調査報告」 より抜奉

n総 論

{1)設 置 団体 数 とセ ッ ト数

昭 和47年9月 末 現 在,設 置 団体 数 は151,設 置 セ ッ ト数 は176と 推 定 され る。 この うち,今 回の 調 査 で 回収 で き

た 調 査 票 は設 置 団体127,設 置 セ ッ ト数150セ ッ トで あ った 。

150セ ッ トの 型 別 区分 は小 型53セ ッ ト,35・4%:中 型(B)65セ ッ ト,44・0%:中 型(A)26セ ッ ト,17.3%:大 型

5セ ッ ト,3.3%で あ る。

{2}利 用 組 合 数

今 回の 調 査 に よ る と,昭 和47年9月 末 現 在,農 業 協 同 組合 にお い て何 らか の か た ちで業 務 の一 部 を コ ン ピ ュー

タ処 理 して い る組 合 数 は1,165で あ る。 これ は昭 和47年3月 末 の 総 合農 協 数 の 約5分 の1を こ え る。

そ の 内訳 は組 合 ・連 合 会 共 同利 用 に よ る もの(別 法 人 を含 む)958,組 合 共 同 利用68,組 合単 独 利 用63(調 査

票 未 回収22を 含 む),系 統外 計 算 セ ンタ ー委 託76で あ る。

〔3)レ ンタ ル料

JECC(日 本 電 子 計 算 機株 式 会 社)の 月 間 レン タル 料 に よ る型 別 区分 は小 型220千 円以 上880千 円未 満,中 型

(B)880千 円 以上2,220千 円 未 満,中 型 旬2,220千 円以 上5,220千 円未 満 で あ る。

これ に た い して 農 協 の 場 合 は,小 型463千 円～584千 円,中 型(B)1,297千 円～1,762千 円,中 型 ㈲2,236千 円

～3,136千 円 で あ る。

な お,買 取 り ・レン タル の 割 合 は買 取 り64セ ッ ト,42・7%に た い し,レ ンタ ル86セ ッ ト,57・3%で あ る。

(4}稼 動 時 間

利用 形 態 別 で は,月 間 平均 稼 動 時 間 は組 合 単 独 利 用181時 間,組 合 共 同利 用217時 間,組 合 ・連 合 会 共 同利 用

(オ フ ラ イ ン)303時 間 で あ る。 また連 合 会 単 独利 用 は208時 間,連 合 会 共 同279時 間 で あ る。

共同利用 をして いる場 合;組 合業務のために稼動 してい る時間の うち4割 か ら5割 強が信用業務 である。

ちなみに,コ ンピュータ白書 によると全産業平均の月間稼動時間は207時 間(バ ッチ処理のみ)で ある。

倒 業務別機械化組合数

利用組合数1,067(系 統外計算 センター委託組合76と,調 査票未回収22を 除いた数)の うち,定 期貯金 をfiン

ピュ一夕処理 して いる組合が一ーー－tS多く638組合,59.8%で あ り,っ いで当座性貯金503組 合,47.1%,以 下販売精

算業務195組 合,18,3%,人 事給与158組 合,14.8%の 順位 となって お り,購 買業務 を機械化 してい る組合 は1割

弱 である。(し か し,信 用事業中心の共同利用 をの ぞいた利 用形態では経済事業の ウェイ トが高 く,購 買業務 で
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も3割 以 上 の 比 率 に な る)

C6)要 員

型 別 で は小 型8.6人,中 型(B)21.7人 で ほぼ 全産 業 平 均 と匹 敵 す るが,中 型(A)は31.5人 で5.4人 少 な い。'

利 用 形 態別 で は組 合単 独 利 用7.0人,組 合 共 同利 用10.7人,組 合 ・連 合 会共 同利 用(オ フ ライ ン)32 .4人,連

合 会 単 独 利用18.9人,連 合 会 共 同 利 用20.0人 で あ る。 そ の 内訳 を職 種 別 に み る と,シ ス テ ム エ ン ジニ ア ・プ ログ

ラマ ー ・オ ペ レ ータ ー の合 計 が 組 合単 独 利 用 で3.4人 ,組 合 共 同 利用5.0人,組 合 ・連 合 会 共 同 利用13.6人 と な っ

て い る。 ま たチ ェ ッカ ー ・庶 務 ・そ の 他,管 理 職,普 及 指 導 員 を加 え た要 員 は組 合単 独 利 用1 .4人,組 合 共 同 利

用2・3人,組 合 ・連 合 会 共 同 利用(オ フ ラ イ ン)10.5人 と な って お り,利 用 組 合 が増 え るに つれ て チ ェ ッカ ーや

普 及指 導 員 を多 く必 要 と して い る。

(7}経 費

設 置 団 体 側 にか ぎ って み た月 間経 費 の 総 額 は全 体 平 均 で4,357千 円で あ る。 そ の 内訳 は コ ン ピュ ー タ と補 助機

器 の経 費 が51.4%,人 件 費 は27.8%で あ る。 これ らの 構成 割 合 は ほ ぼ全 産 業平 均 に準 じて い る。

利用 形 態別 で も っ と も低 いの は,組 合単 独 利 用 の1,806千 円 で,も っ と も高 いの は 組 合 ・連 合 会 共 同(オ フラ

イ ン)7,966千 円 で4倍 以 上 の 開 きが あ る。

参考 ま でに 共 同利 用 の ばあ い,こ の設 置 団 体 側 の経 費 を1利 用 団 体 当 りの 経 費 に換 算 して み る と,平 均 で お よ

そ200千 円か ら500千 円の あい だ に あ り,利 用 組 合 が ふ え る と負担 は軽 減す るとい う傾 向が うか が われ るが ,適 用

業 務の 範 囲 の ちが いや,補 助機 器 の設 備 費 の ちが い等 か ら必 ず し も数 字 上 だ けで 判 断が で きな い面 が あ る。

また 系 統 農協 の コ ン ピ ュー タ部 門 の 年 間1人 当 りの 人 件 費 は平 均852千 円 で あ る。 ちな み に全 産 業 平 均 の コ ン

ピ ュータ部 門の1人 当 り年 間 人 件 費1,224千 円 と な って い る。

{8}意 向調 査

回答 の あ っ た設 置 団体 の うち,5割 以 上 の 団体 が 要 員 の ロー テ ー シ ョンの難 し さと,そ の確 保 の 困 難 を訴 えて

い る。

一 方
,利 用 組 合 か らみ た コ ン ピ ュー タ利 用 の 効果 は,事 務 処 理 の迅 速 ・正 確 を8割 か ら9割 が あ げ,ま た 農 協

の イ メ ー ジ ア ップ にな った とい う回答 も6割 を こえて い る。

皿 各 論

1.コ ン ピ ュー タ利 用 状 況

ω 設 置 団体 数 ・セ ッ ト数 の推 移

系統 農 協 に お け る本 格 的な コ ン ピ ュー タ の導 入 は,連 合 会 で は昭 和40年 に始 ま り,組 合 で は2年 お くれ て 昭

和42年 か ら始 ま っ た。

全 国 農 協 中央 会 が 昭 和45年10月 末 現 在 で 調 査 した 結 果 に よ る と,コ ン ピ ュー タ を設 置 して い るの は 設 置 団体

93,セ ッ ト数99と 発 表 され て い る。(調 査 結 果 資料 に は122設 置 団体 ,129セ ッ トと記載 され て い るが,調 査 時

点 以 降46年 に導 入 す る こ とを決 定 ず みの もの,一 部 超 小 型 コ ン ピ ュ ータ も混 在 して い た の で,そ れ らを補 正 し

た 数 字 で あ る。)

今 回の 調 査 で 明 らか に な った の は,昭 和47年9月30日 現 在 で151(う ち未 報 告24)団 体 が コ ン ピ ュー タ を設

置 し,総 数 は176セ ッ トに た っ して い る。
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昭和45年10月31日 現 在

設置蹴 ぱ ㌶ 嘘 麗 麗。利用

計

… 数{㌶ ㌶ ㌶ 禦:。 共。利用

計

47

46

93

49

50

99

昭 和47年9月30日 現 在

76

75

151

79

97

176

この数字の推移は2年 間に系統農協におけるコンピー タ リゼーシ ・ンが急速}こ進展 した ことを物語 ってい

る。 これ を伸び率で みると,設 置団体において162.4%の 伸 びにたい し,セ ット数において177.8%と,セ ッ ト

数の伸 び率が上 まわってい るが,こ れ は後述す るよ うに複数の コンピュータを もっ設置団体がふ えて きたため

である。

前 回の調査に くらべて目立つのは,コ ン ピュータの導入において先行 していた経済連に対 し,信 連が45年 末

にだ され た 「組合金融 推進方策」において金融機能のシステ ム化 を打 ちだ した ことか ら急速に コン ピュータを

設置 し,経 済連 を上回 った ことで ある。すなわち,今 回の調査 では信連が設置団体 となってい るものは32,40

セッ ト,経 済連が設置団体 となって いる もの29,30セ ッ トとなってい る。 この数字には,信 連が参加 してい る

共 同利用,別 法人の和歌山,福 井等 を含んでいないので,そ れ らを加 えると39信連が コンピュータを設置 して

いることにな り,そ れ以外の4信 連 も48年度中に導入す ることに決定 し,47信 連中沖縄 を含 めた4信 連が残 さ

れて いるにす ぎない。

また経済連 において も信連同様,共 同利用や別法人 に参加 して いる ものや,昨 年9月 末以降秋 田,佐 賀等

4,5県 が導入 または導入の決定 をみてお り,当 面導入予定のない県は数県 と推察 され る。

{2}オ ンライ ン化

なお,こ の2年 間の出来 ごととして特記 しなけれ ばな らないことは,47年1月 東京都信連 による自営の オン

ラインシス テムが稼動 し,電 電公社直営のオ ンラインシステムが鳥取県中央 会で47年8月 か ら,富 山県中央会

で48年3月 か ら正式 にサービス を開始 したことであ る。 さらに48年 度か ら49年 度にかけて数県が オンライン化

を目途に検討 してお り,系 統農協に もオ ンライン化の波が押寄せて きたと考 えて もよい。

(3)利 用組合数の増加

2年 前の全国中央会の調査の時点で,組 合 ・連合会によ る共 同利用方式 は,北 海道中央会,東 京都 中央会

(46年6月 信連へ移管),福 井計算セ ンター,愛 知県信連,広 島県信連等にす ぎず,組 合共同利用 も水沢地区セ

ンター,甲 賀郡地区セ ンター,天 草地域連,あ つみ農協,伊 豆東農協等にす ぎなかった。 しか も,そ れぞれの

利用組合数 も組合 ・連合会共 同利用 も北海道 中央会の3地 区53組 合,東 京都 中央会の37組 合,愛 知県信連の数

十組合のほかは数 も少な く,組 合共 同利用 も天草地域連の15組 合 をのぞけば,い ずれ も2～3の 組合にとどま

っていた。 したがって,お よそ200前 後の組合がコンピュータを利用 していたにす ぎなかった と思われ る。

今 回の調査で明 らかになったのは,系 統内のコンピュータを利用 してい るケース は,1,026組 合であ り,系

統外計算 センターへ委託 してい るのは,利 用団体調査票が集まった ものだ けで76組 合 もある。 これ らに組合の

単独設置 の63を 加 えると,ア プ リケ ーシ・ンの広狭 を別 とすれば・実}・ …65の 組合が何 らかのかた ちで「aa

の業務 をコン ピュータによって処理 している とい う結果で あった。
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一 口 に1
,165と い って も,昭 和47年3月31日 現 在 の農 協 数5,762(農 林 省統 計 に よ る)か らす る と,約2割 強

と い う数 字 に な る。

連合会 ・組合別,型 別設置状況

大 型

3.3%

中 型(A)

0.7%

中型㈲

16.7%

中型(B)

12.0%

中 型

32.0%

連A

90(60.0%)

組A

60(40.0%)

小 型

8.0%

{6}設 備 経費i

1)利 用 形 態 別 ・型 別 レ ン タル料

利用形 態別,型 別 レンタル料(1セ ッ ト当 り/月)

(単 位:千 円)

型別区分

利用形態
大 型 中 型 ω 中 型 ⑧ 小 型

単 独 利 用(組 合) 一 一 1,297 463

〃(連 合会) 5,418 2,461 1,569 531

組 合 共 同 利 用 一 2,236 1,435 571

組合 ・連合会共 同利用(off) 一 3,136 1,740 584

連 合 会 共 同 利 用 一 2,480 1,762 一

ω 業務別機械化組合数

これ まで述べたことか ら,組 合の業務処理は信用業務の ウェイ トが高 いことが考察 され た。 そこで,系 統外

計算セ ンター委託76組 合 と未 回収22組 合 をのぞいた1,067組 合につ いて,業 務別にどれだ けの組合が コンピュ

ータ処理 しているかをみて みよ う
。

見やす く棒 グラフ化 した次頁の図 をみていただ きたい。一見 して分 るよ うに定期貯金 をのせて いる組合が群

をぬいて多 く638組 合で,59.8%を しめ る。 統計表 をみれ ば分 るが,処 理 サイクルは月 次処理が多 く,信 連 に
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よ るオ フ ラ イ ンバ ッチ処 理 が 急 速 に進 展 した ため で あ る。

っ いで 多 い の が 当座 性 貯 金(い わ ゆ る組 合 員 貯 金,営 農 貯 金 等 を含 む)の503組 合,47.1%で,以 下 販 売 の精

算 業 務195組 合,18・3%,人 事 ・給 与158組 合,14.8%と つ づ い て い る。

業務別機械化組合数

(組合)

200

100

0

503

638

91

116

178

104

1

146

11
19

1

'、

103102

92

45
53

19

1

】58

20

1
当
座
性
貯
金

定 定

期 期
貯 積

金 金

証

書

貸

付

そ 荷

の 受業

他 務

精 売

算 掛

菜 業

務 務

品

目

統

計

そ

の

他

予

約

受

注

未

収

金

在

庫

管

理

供

給

実

績

そ

の

他

共

済

共

通

経

理

人

妻
給
与

そ

の

他

信 用 業 務 販 売 業 務 購 買 業 務 その他 業務

注)信 用業務 のその他は,手 形貸付,利 用高配 当等 と,一 部 に組合員勘定 が含 まれてい る。

利用形態別平均経費の割合

組合単独利用(1,806+円)

業務費

10.5%

人件費

24.5%

設備費

65.0%

組 合共同 利用(2,672千 円)

業務費

9.2%

人件 費

27.0%

設備 費

63.8%
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表IIIの9利 用形態別平均 経費(月 額)(単 位:千 円)

利用形態

項 目

組合単独 組合共同
組合連合会共
同(オ フライ
ン)

連合会単独 連合会共同 全体平均

剛% 金川% 金司% 金川% 金額 % 金司%

固

定

費

人 件 費
'

442 24・5 721 27.0 2,204 27.7 1,428 33.0 1,703 33.9 1,211 27.8

設

備

コ ン ピ ュ ー タ 742 41.1 1,208 45.2 3,433 43.1 1,583
:

3β・6 1,881 37.4 1,884 43.2

補 助 機 器
:

295
ヒ

16.3 311 11.6「 503: 6.3 350 8.1 286 5.7 354 8.1

小 計 1,037

…

57.4
1

1,519
`

56.8 3,936 49.4 1,933
1

44.7 2,167 43.1 2,238 51・4

建 物 そ の 他 i38
口

188 7.0 782 9.8 310 7.2 301 6.0 356 8.2

合 計
F

1・175 65.0
ど

1,707 63.8 4,718 159.2

r

2,243 51.9 2,468 49.1

、

2,594 ・59.6

変動
費 業 務 費 そ の 他

: 189
10.5

…

241 9.2
1・044

13.1
158 1与・2 854 17.0 552 12.9

合 計 1,806
;

100・q 2,672 100.0 7,966 100.0 4,329 100.0 5,025 100.0 4,357 100.0

1設 置 団体 当 りセ ッ ト数

1

傷

1.12 1.b8 11 .5d
.1.02

1.00 『1
・1弩

要 員 数(人)
,

7・0

…

9.9 32.4 18.9 20.0 17.2

注1)設 備費 の なか の,:コ ン ビ=一 夕経 費 につ いて は,買 取 りの もの は取 得 価 格 の1/45で ,補 助 機 器 に

つ いて は買 取 り もQは 取 得 価格 の1/601計 算 しだ もの を各 々の 経 費 の欄 に入 れ た 数 字 で あ る
。

ll利 用 形 態 別 平 均 経 費 の 割合;
ll齢'船 会xm利用(7 ,96⇔,)、

`

1'人 件費

連合会単独利用(4,329冊)
連合会共同利用 〔5,025+n,
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コンピュータ利用上の問題点

※ 回答数一
回答数

股 間

事務 の標準化が行なわれて

いないの で効率が悪い

作業周期 に問題があ る

エラーデータの修正 に時間

が かか りす ぎる

インプ ットパ ンチに負担が

かかる

}事 務が繁雑で あるので機械

}化 ・に・・囎 が多い

季 節的な ピーク時に処理 が

困難 になる

デ ー タ チ ェ ック体 制 が 確 立

して い な い

回 答 総 数

組合単独

※

8

10

9

18

8

16

6

%

21.6

27.0

24.3

50.0

2!・6

43.2

16.2

37

組合共同

※

1

3

(1)

4

(5)

1

(7)

3

(8)

8

(5)

%

9.1・

27.3

(6.7)

36.4

(33.3)

10.0

(46.7)

27.3

(33.3)

72.7

0

(33.3)

11

(15)

組 合 ・連 合 会

(オ フ ライ ン)

※

9・

6
,

(169)、

13:

(170)

9

(141)

4

(07)

10

3

(159)

%

40.9

27・3

(62.6)

`

59.1

(63.0)

42.9

(52.2)

18.2

(58.1)

45.5

13.6

(58.9)

22

(270)

連合会単独

※

11

7

3

20

17

12

3

%

33.3

21.2

9.1

60.6

51.5

36.4

9.1

33

系統外計算
セ ンター

※

(8)

(21)

%

(17.0)

(44.7)

(9)

(55)

(8)

(19.1)

(29.8)

(17.0)

(47)

注)各 欄の下段()内 は利用団体の数字であ る。
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コ ン ピ ュ ータ を利 用 して みた 効 果

※ 回 答数

1

脚

,

.

「

'

v

i

l

.

IF

i

ー

「

l
l

.

1

1

1

ー
.

ー

,

ー
.

-

ー

.

ー
..
r

r
↓φ

ー

ー

1

形 態

回答数

設 問

組合員に対するサービスが

向上 した

人件費が節減 され た

人件 費以外の経 費が節減 さ

iれた|

業務処理が迅速 元正確に な

`

っ た

:

1

フ ァイ ル処 理 が 容 易 に な っ

:た

:

;
農 協 の イ メ ー ジ ア ップ に な

…
った}

,

|

経営状況の把握タ溶易にな

・たi

回 答 総 数

組合単独

※

9

10

2

36

5

10

9

41

%

22.0

24.4

4.9

87.8

12.2

24.4

22.0

組合共同

※

4

(4)

8

(7)

(1)

9

(18)

2

(6)

5

(5)

6

(6)

%

36.4

(20.0)

72.7

(35.0)

0

(5.0)

81.8

(90.0)

18.2

(30.0)

45.5

(25.0)

54.5

(30.0)

11

(20)

組 合 ・連 合会

(オ フ ライ ン)

※

5

(152)

(160)

(126)

25

(295)

8

(180)

11

(206)

14

(202)

%

20.0

(43.3)

0

(45.7)

(36.0)

100.0

(84.3)

32.0

(51.4)

44.0

(58.9)

56.0

(57.7)

25

(350)

連合会単独

※

7

9

33

4

3

13

%

21.2

27.8

0

100.0

33

12.1

9.1

33.4

系統外計算
センター

※

(13)

(23)

(1)

(64)

(20)

(16)

(22)
,

%

(17.3)

(30.7)

(1.3)

(85.3)

(26.7)

(21.3)

(29.3)

(75)

注)各 欄の下段()内 は利用団体の数字 である。
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日本経営情報開発協会第3回 研究

奨励金受賞研究 アー マ

1973年3月 日本経営情報開発協会

第3回(昭 和47年 度)研 究 奨励金受賞研 究

件

奨 励 金 の 部

名

〔医 療〕

{1}痛 風治療 にお ける医療 システムの開発及び臨床的
応用

② 子宮癌集 団検査 を目的 とした高速ス クー リング装
置の開発
一 ビデオ信号入力用高速度AD変 換 インターフェ
ースの開発一

〔公 害〕

(3)大 気汚染予測 システ ムの開発 に関す る研究

{4}公 害監視 シス テムの研究

旧 環境画像処理 のための フィー ド ・バ ック機能 をも
つ画像処理システム

〔都市開発〕

㈲ 都市開発及び都市防災計画のための メッシュ ・デ
ータ作成言語AMPSの 開発 と実用化

{7}大 都市におけ る災害避難の システム工学的研究

〔自由課題〕

{8}組 み合わせ情報数学 によるファイ リング ・システ
ムの実用化の研究

{9}ラ ボ ラ ト リー ・オ ー トメ ー シ ョン ・シス テ ム
ー実 験 デ ー タ収 集処 理 自動 化 の研 究 一

畑}部 品管 理 等 業 務 に お け る ミニ コ ン ピ ュー タに よ る

デ ー タ ・ベ ース シス テムの 開 発

⑪ConjointMeasurement法 を利 用 した評 価 関数 決

定 の た めの 計 算 機 シス テ ム の 開発

担 当 者

自治医科大学教授
御 巫 清 允(他2名)

関西医療検査大学校助教授
橋 本 良 夫(他4名)

早稲田大学教授
塩 沢 清 茂

富士通(株)部 長
岡 本 隆

京都大学助教授
長 尾 真(他1名)

大阪大学教授
岡 田 光 正(他2名)

東京理科大学
原 文 雄(他2名)

広島大学教授
山 本 純 恭(他7名)

青山学院大学専任講師
矢 頭 彼 介(他2名)

三井造船(株)社 長室情報 シス
テム部

卜 部 祀 之(他3名)

東京理科大学助教授
佐 伯 絆(他1名)

授与金(千 円)
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件 名

{12)

圃

04)

報 奨 金 の 部

石 油製品の需要構造 モデルの開発

SMAP4(土 地造 成分譲事業 シ ミュレーシ ョン
・モデル)

世界石油貿易 シ ミュレーシ ョン ・シス テム(WO
TS)の 開発 と事例研究

計14件

担 当 者

日本開発銀行
・設備投資研究所調査部

永井 純一 ・沢 隆明

日本開発銀行 宮島 章好他
三 菱地所 小池 裕他

セ ンチュ リー ・リサーチセン

ター(株)

授与額(千 円)

100

100

100

9,500
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CUDI調 査集計

コンピュータ利用状況調査

1

1・

2.

3.

4'

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

5年 後 の予想規模 とグレー ドア ップの実績 ・予定
d

コン ピュー タ ・セ ッ ト保有状況
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第4-2-1表 投 資規模 別'・5年 後予想 規模 分布:l
l.「i

(投資規模 とは,レ ンタル換算 月間機械設備費 をい う)

予 想 規 模

投 資 規 模

無

記

入

減

少

変

ら

な

い

2

倍

」3

倍

4

倍

5

倍

5

倍

以

上

わ

か

ち

な

い

合

計

3,333万 円 以 上
社数

%

0 0

.0

9

8.0

50

44.2

29

25.7

7

6.2

4

3.5

4

3.5

10

8.8

113

100.0

1

1,117～3,333万 円
社数

%

3 0

.0

6

3.4

79

45.4

49

28.2

9

5.2

7

4.0

7

4.0

17

9.8

174

100.0

・522～1,117万 円
社数

%

3 0

.0

10

4.2

118

49.4

58

24.3

16

6.7

9

3.8

16

6.7

12

5.0

239

100.0

222～522万 円
社数

%

8 1

.4

18

7.1

104

40.8

70

27.5

17

6.7

9

3.5

10

3.9

26

10.2

255

100.0

88～222万 円
社数

%

2 0

.0

15

6.6

109

47.6

57

24.9

11

4.8

11

4.8

6

2.6

20

8.7

229

100.0

22～88万 円
社数

%

1 0

.0

10

9.9

39

38.6

20

19.8

7

6.9

5

5.0

4

4.0

16

15.8

101

100.0

22万 円 未 満
社数

%

1 0

.0

5

38.4

2

15.3

2

15.3

1

7.6

1

716

1

7.6

1

7.6

13

[㎜'o

合 計
社数

%

18 1

.1

73

6.5

501

44.6

285

25.4

68

6.0

46

4.1

48

4.3

102

9.1

1,124

100.0

第4-2-2表 コン ピュー タ導入 経過年 数別 ・グレー ド ・ア ップ 回数 分布

(グレー ド・アップとは上級機種ぺの変換または上級機種の新設をいい,単なるシステムの増設は含まない)

ξ

入後経過年数
1 2 3 4

:
6 7 8 9

10

年
合

グレー ドデ
ップ回

年
目

年 ・

目

年
目

年
目

r5'年

目

,年

目

年
目

年
目

年
目

以
上 計

社数 66 166 186 104 77 27 18 7 4 4 659

第1回
% 10.0 25.2 28.2 15.8 11.7 4.1 2.7 1.1 .6 .6 100.0

.
ハ

社数 13 51
.

63 49 19 23 13 3 2 5 241.

第2回 プ

% 5.4 2L2
;

26.1 20.3
∫

7.9 9・『 5.4 1.2 .8 2.1 100.0

第3回
社数 13 17 15 161 10

1 『
5 4 6 5 99

. % 13.1・ 17.2 15.2 16.2 10.1 8.1 5.1 4.0 6.1 5.1 100.0

,

第4'回
社数 5

i
4 3

'1
.

」3 . 『
3 5 1 7 37

`

% 13.5 10.8 7.1
'2

.7 8.1 13.5 8.1 13.5 2.7 18.9 100.0

.

社数 0 3 2 0 1・ 2 0 2 5 2 }7

第 ポ回
% .0 17.6 11.8 .0 5.9 11.8 .0 11.8 29.4 11.8 100.0

社数 1 1 1 0 1 0 1 0 1 5 11

第6回
% 9.1 9.1 9.1 .0 9.1 .o 9.1 0 9.1 45.5

'
100.0

社数 98 242 270 170

1

111 …65 40 21 19 28 1,064.
合 計

% 9.2 22.7 25.4 16.0 10.4 6.1 3.8 2.0 1.8 2.6 100.0



第4-2--3表 業種別 ・こん このグレー ド・ア ップ予 定

予定年次 回 昭 昭 昭 昭 昭 そ 未
和 和 和 和 和 れ

答 48 49 50 51 52

年 年 年 年 年 以

. 数 に に に に に 降 定
業 種別

社数 5 2 2 δ 0 0 0 1
一 次 産 業 計

% 100.0 40.0 40.0 .0 .0 .0 .o 20.0

社数 458 149 109 62 23 8 5 102

二 次 ・産 業 計
% 100.0 32.5 23.8 13.5 5.0 1.7 1.1 223

社数 560 151 118 94 26 工2 11 148

三 次 産 業 計
% 100.0 27.0 21.1 工6.8 4.6 2.1 2.0 26.4

社数 85 24 12 11 3 1 1 33

公 務 計
% 100.0 28.2 14.1 12.9 3.5 1.2 1.2 38.8

全 産 業
.社数 1,1087 326 241 167 52 21 17 284

.
% 100.0「.' 29.4 2L8 15.1 4.7 L9 1.5L-... 25.6

社数 25 5 6 2 1 1 0 〕0

繊 維 工 業
% 100.0 20.0 24.0 8.0 4.0 4.0 .0 40.0

一. 」

社数 74 21 16 ]2 8 2 0 15

化 学 工 業
% 100.0 28.4 2L6 16.2 ]0.8 2.7 .0 20.3

社数 6 ...2 1. o 1 1 0 1
主 石油製品製造業

% 100.O 33.3 16.7 .0 16.7 16.7 .0 16.7

社数 23 14 4 1 1 0 0 3
・一法 ・・餌 業

% 100.0 60.9 17.4 4.3 4.3 .0 .0 13.0

電気機械器具製
社数 49 19 13 6 工 1 O 9

..造 藁 % '100 .0 38.8 26.5 12.2 2.0 2.0 ㌧0 18.49

な
輸送用機械器具 社数 48 14 18 8 2 0 . 1 5

製造菰 % 100.0 29.2 37.5 ]6.7 4.2 .0 2.1 10.4
.」

社数 ユ57 53 27 33 7 5 2 30

卸藁・ノ1廃業・商社
% 100.0 33.8 17.2 2】.0 4.5 3.2 L3 19.1

「

社数 89 25 ]6 22 7 3 2 14

金 融 業
% 100.0 28.1 18.0 24.7 7.9 3.4 2.2 15.7

藁 .

生命保険業(含 社数 4 2 o 1 0 0 0 1

代理黄 ・サービ
ス業) % 工00.0 50.0 ・

.0 25.0 、0 .o .0 25.0

損害保険業(含 社数 3 1 2 0 0 0 0 0

代地黄 ・サーピ
ス波} % 100.0 33.3 66.7 。0 .0 .0 .0 .0

祉数 10 2 4 2 0 0 0 2
電力 ・ガス事業

種 % 100.0 20.0 40.0 20.0 .0 .0 .0 20.0

広告 ・明豊・情報
社数 10 2 6 1 0 1 0 0

題供サービス業 % 100.0 20.0 .60.0 10.0 .0 10.0 .0 .0

情報処理サーピ 社数 87 ・22 22 工9 ? 0 2 15

スソフトウェア桑 % 100.o 25.3 25.3 21.8 8.0 .0 2.3 17.2
,

第4-2-4表 業 種別 ・型 別 ・保有セ ッ ト数 平均

型 別

.

彙 種 別

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中

型

A

,

中

型

B

小

型

超

小

型

ミタ
ニ1
コ
ン

三
1

そ

の

他

合

計

一 次 産 業 計 .0 2.0 1.0 1.0 L3 膓.0 .0 .0 .0 2.8

二 次 産 業 計 2.2 2.0 L5 1.6 1.5 L4 3.1 4.2 2.0 3.7

三 次 ・産 業 計 1.4 2.8 1.4 1.5 L2 L8 2.0 5.9
,

6.0

「

3.5

公 務 計 LO 1.0 2.8 2.0 LO 3.2 1.0 3.o .0 4.1

総 平 均 セ ッ ト数 1.4 2.1 1.5 1.6 1.3 1.7

、

2.0

■

5.4 3.6 3.6

主

な

黄

櫨

繊 維 工 業 .0 L5 1.3 1.2 2.3 L1 LO
一

.0 2.3
一 一,A

.0

化 学 工 業 .0 L2

,

1.2 1.8 1.5 L3 1ご0
…L3 ・

.0 3.2

石油製品製造業 .O 1.0 1.0 1.0 LO 1.0 ・9 .0

,一

.0 1.5

鉄 鋼 案 .0 2.1 2.7 L8 1.6 2.8 .0 1.0

舎

.0

、

6.0

電 気 機械 器具
製 造 案

2.0 3.6 L8 2.2 2.4 1.7 .0 8.6 .o 6.1

輸送用機械器具

製 造 案
2.5 1.8 L6 L6 1.9 L6 .0

一

3.0

、

2.O 4.0

卸業・小売業・商社 L5 2.4 1.3 1.3 1.1 1.5 3.5 3.8 1LO 2.7

金 融 藁 2.6 1.6 1.6 1.4 L1 L】 1.0 4.2 .0 2.5

生命保険藁(含 代

理藁・サービス案)
.0 2.0 2.0 L2 LO L5 .0 .0 .0 3.7

損害保険業(含 代

理業・サー ビス藁)
.0 LO 1.5 2.5 1.0 .o .0 .0 .0 2.8

電 力 ・ガ ス事 業 1.0 1.3 L7 2.0 2.0 .0 .0
P

.0 .0 3.1

広告 ・闘査 ・情報

提供サービス業
.0 1.0 1.0 LO L2 LO 、0 .o .0 L8

情報処理サービス

ソフ トウェア案
1.6 8.6 1.3 1.9.1 1.2 1.9 LO 2.0 、0 4.6

ω
oo
o

O
d
u
中

堅
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第4-2-5表 業種 別 ・セ ッ ト数分布

.セッ ト数

i 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 16 21 26 31 36 41 46 51

,.

合
、

1 1 1 1 1 1 1 1 以 ←

業 種 別
P

15 20 25 30 35 40 45 50 上 計

社数 2 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 b 0 0 0 0 0 0 0 6
一 次 産 業 計

% 33.3 16.7 16.7 16.7 .0 16.7 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 100.0

社数 80 118 166 35

9

10 31 4 3 4 0 11 3 1 2 1 2 0 1 1 473
二 次 産 業 計

% 16.9 24.9 35.1 7.4 2.1 6.6 .8 .6 .8 .0 2.3 .6 .2 .4 .2 .4 .0 .2 .2 〕00.0

社数 146 245 80 24 12 13 2 3 3 18 24 3 0 1 0 1 1 0 2 576

三 次 産 業 計
% 25.3 42.2 13.9 4.2 2.1 2.3 .3 .5 .5 ・3

.1 4.2 .5 .0 .2 .0 2 .2 .0 .3 100.0

社数 2 41 9 3 25 1 2 1 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 87
公 務 計

% 2.3 47.1 10.3 3.4 28.7 L1 2.3 1.1 1.1 .0 .0 .0 .0 .0 1.1 ,0 1.1 .0 .0 100.0

社数 230 403 256 63 47 46 8 7 8 18 35 6 1 3 2 3 2 1 3 1,142

全 産 業
% 20.1 35.3 22.4 5.5 4.1 4.0 .7 .6 .7 1.6 3.1 .5 .1 .3 .2 .3 .2 .1 .3 100.0

社数 11 8 4 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 26

繊 維 工 業
% 42.3 30.8 15.4 7.7 .0 .0 .0 .0' .0 .0 3.8 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .0 100.0

杜数 8 22 27 9 2 i 1 0 3 0 1 1 G 0 0 0 0 0 0 75

化 学 工 業
% 10.7 29.3 36.0 12.0 2.7 1.3 1.3 .0 4.0 .0 1.3 1.3 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

、

王
杜数 5 0 2 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

石油製品製造 業
% 7L4 .0 28.6 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

社数 0 6 3 2 0 6 0 0 1 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 23

鉄 鋼 業
% .0 26.1 13.0 8.7 .0 26.1 .0 .0 4.3 .0 2L7 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

社数 1 3 36 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1 50

電気機械器具製造業
% 2.0 6.0 72.0 6.0 2:0 4.0 .0 .o .0 .0 .0 .'0 .0 2.0 .0 2.0 .0 2.0 2.0 100.0

な
社数 8 12 ]4 5 2 2 1 0 0 0 2 2 1 0 0 0 0 0 0 49

輸送用機械器具製造業
% 16.3 24.5 28.6 10.2 4.1 4.1 2.0 .o .0 .0 4.1 4.1 2.0 .0 .0 .0 .0 ,0 ,0 100.0

社数 54 57 28 7 2 1 1 1 1 1 4 1 0 0 0 1 0 0 ・0 159

卸業 ・小売業 ・商社
% 34.0 35.8 17.6 4.4 1.3 .6 .6 .6 .6 .6 2.5 .6 .0 .0 .0 .6 .0 .0 .0 100.0

杜数 34 29 12 5 2 3 0 1 0 3 1 0 0 0 0 b 0 0 0 90

金 融 業
% 37.8 32.2 13.3 5.6 2.2 3.3 .0 1.1 .0 3.3 1.1 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

業

生命保 険業(含 代
社数 0 0 3 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4

理業 ・サービス業) % .0 .0 75.0 .0 .0 25.0 .0 .0 .0 .0 .01 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

損害保険業(含代 社数 1 1 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

理業 ・サービス業) % 20.0 20.0 40.0 .0 20.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 100.0

社数 1 5 3 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11

電 力 ・ガス 事 業
% 9.1 45.5 27.3 .0 9.1 .0 .0 .0 .0 9.1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

種

広告 ・調 査 ・情 報
社数 3 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ユ0

提 供 サー ビス 業 % 30.0 60.0 ]0.0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0
.

.0 .0 .0 .0 .0 。0 .0 100.0
,

情報 処理サービス
社数 25 24 15 8 1 0 1 1 0 0 12 2 0 0 0 0 1 0 '0 90

ソフ トウェア 業 % 27.8 26.7 16.7 8.9 Ll .0 L1 1.1 .0 .0 13.3 2.2 .0 .0 ,0 .0 L1 .0 .0 100.0
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第4-2-6表 システム別 ・型別 ・1社 当 り周辺機 器 台数 平均

シ
ス
テ
ム

機 種

型 別

外 部 補 助 メ モ リ 一般入出力機器 そ の 他
合

計

回
答
社

数

M
T
ド
ラ
イ
ブ

ド

ラ

ム

デ ツ
ィ之
ス ド
クラ
(イ
パ ブ

集
団'
デ
ィ
ス
ク

そ

の

他

カ
|
ド
R
/
P

.

紙

↑
プ
R/

P

ドト

キ リ
ユ

メ1
ンダ

ラ

膓
プ

膓
タ

C

R

T

入

出

力

機

そ

の

他

パ ッチ 超 大 型 20.8 4.0 18.8 4.0 .4 13.0 4.7 1.2 15.4 3.2 2.6 .6 89.0 15

大 型A 2L5 3.0 12.2 4.6 .1 7.1 7.0 .7 9.9 .6 26.0 .7 93.8 48

大 型B 9.2 .3 3.7 2.0 .0 2.6 1.7 .1 2.6 .1 2.9 5 26.4 129

中 型A 6.0 3 1.9 .3 .0 ].9 1.9 .0 L6 .0 2.1 .4 16.7
、

261

中 型B 3.3 .3 1.1 .0 .0 .8 1.5 .0 1.0 .0 1.5 .7 ]0.7 316

小 型 .5 .6 .3 .0 .0 .3 43 .0 .7 .0 .9 .5 86 263

超 小 型 .4 .2 .1 .0 .0 .5 4.9 ,0 .2 .0 .8 .1 7.4 43

ミニコンピュー ター .0 .0 .5 .0 .0 .7 1.7 .0 .5 .0 .7 .2 4.5 4

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 均 4.9 .5 2.1 .5 .0 ].6 2.7 .1 1.8 .1 2.7 .5 1811 1,079

リモート

バ ッチ

超 大 型 16.0 2.0 .0 3.0 .0 2.0 1.0 .0 6.0 .0 .0 .0 30.0 1

大 型A 7.4 1.2 5.4 1.2 .0 1.3 .1 .2 1.8 .8 2.1 .0 21.8 9

大 型B 5.7 .1 2.7 3.0 .0 4.2 1.7 .1 2.0 .0 .5 .1 20.3 8

中 型A 6.4 .7 1.0 .2 .0 1.2 2.0 .1 1.5 .0 .8 .0 14.2 7

中 型B 3.7 .6 .ユ .0 、0 .7 1.8 .0 1.0 .2 .8 ・0
.

9.2 8

小 型 .6 .3 .6 .0 .0 .6 4.0 .0 、6 .0 .6 .0 7.6 3

超 小 型 .0 .0 .0 1.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .P .0 1.0 1

ミニ コンピュー ター .0 .0 .0 .0 .0 .0 2.0 .0 .0 .0 .0 .0 2.0 1

そ の 他 .0 、0 .0 .0 .0 .O .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 均 5.4 .6 2.1 1.0 .0 1.7 1.5 .1 1.5 .2 1.0 0 15.5 38

リア ル

タ イム

超 大 型 13.1 9.7 6.3 4.2 .0・ 2.6 1.1 .0 3.0 1.4 1.7 .0 44.4 11

大 型A 10.9 2.0 8.0 3.1 .1 4.1 1.4 .0 3.6 6.2 1.2 4 41.6 41

大 型B 7.5 .4 3.7 1.6 .1 1.2 、8 .0 1.4 .9 2.6 .1 20.7 40

中 型A 2.8 1.0 2.4 .8 .0 1.2 .5 .0 .9 .1 5.5 4.5 20.1 17

中 型B .4 1.8 1.6 .0 .0 .7 3.8 .1 .8 .5 3.5 2.0 15.2 10

小 型 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

超 小 型 .0 .0 .0 .0 .0 ..0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

ミニコンピューター .0 .0 2.0 .0 .0 .0 1.0 .0 .5 .0 17.5 .0 21.0 2

そ の 他 、0 、0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 均 7.8 1.9 .4.9 2、.0 .0 2.3 1.1 .0 2」 2.5 2.7 .9 29.3 121

総平均 超 大 型 22.3 5.7 14.2 4.0 02 9.4「 7.2 0.7 11.9 2.3 3.1 0.3 82.2 38

大 型A 12.9 1.3 7.4 2.6 .0 3.6 7.0 .2 4.6 1.5 7.7 .5 49.9 228

大 型B 8.6 .7 4.4 .8 .0 2.6 3.6
'
.2 2.6 .4 2.9 .8 28.2 412

中 型A 5.9 、6 1.9 .7 .0 2.0 3.8 .2 2.0 .1 2.7 .3 20.6 178

中 型B 3.2 .5 1.0 .0 .0 .9 8.1 .1 1.3 、0 1.9 .8 18.3 175

小 型 1.7 .6 .6 .0 .0 .6 4.0 .0 L1 .1 .9 .7 10.7 75

超 小 型 .4 .4 .3 .0 .0 .3 5.9 、0 .4 .0 .8 .0 8.8 13

ミニ コンピュー ター 8.5 .O 4.5 .5 .0 2.0 9.0 .0 3.0 .0 5.5 1.0 34.0 2

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 、0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 均 8.1 .9 4.0 1.0 .0 2.4 5.1 .2 2.8 .5 3.4 .6 30.2 1,121
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業種 別 ・1セ ッ ト当 り月間総 管理 時間分布

(ラ ン+デ バ ッグ+ダ ウン+メ インテナ ンス)

総 管理時間

業 種 別

回

答

社

数

回 ト
答数
社
保
有

㌻

総

平

均

時

間

δ
O
H

未

満

一

〇一

:〇 五'以 ○

・蠕

満

三
〇

上

8
H

き
○

と
五

冒

言
○
1

三
〇

冒

三

8
一三

.五

R

三
五
〇
1
四
〇

旨

9
0
1
四
五

冒

塁
○
1
五

8
H

五
〇
〇
「五

五

9

五
五
〇
H

以
上

6 17 413.8 社数 0・ 0 0 2 0 1 0 0 2 0 1
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 33.3 .0 16.7 .0 .0 33.3 .0 ]6.7

469 1,644 364.0 社数 5
'13

49 32 95 80 35 52 36 37 35
二 次 産 業 計

% 1.1 2.8 10.4 6.8 20.3 17.1 7.5 11.1 7.7 7.9 7.5

566 1,971 307.ユ 社数 24 33 56 64 82 99 50 50 59 24 25

三 次 産 業 計
% 4.2 5.8 9.9 11.3 14.5 17.5 8.8 8.8 10.4 4.2 4.4

87 350 271.9 社数 2 1 4 8 22 30 14 2 0 1 3

公 務 計
.

% 2.3 L1 4.6 9.2 25.3 34.5 16.] 2.3 .0 1.1 3.4

1,128 3,982 327.9 社数 31 47 109 106 199 210 99 104 97 62 64
全 産 業

% 2.7 4.2 9.7 9.4 ]7.6 18.6 8.8 9.2 8.6 5.5 5.7

26 59 382.4 社数 0 0 5 5 4 4

,

ユ 1 0 3 3

繊 維 工 業
% .0 .0 19.2 192 15.4 15.4 3.8 3.8 .0 11.5 11.5

75 240 385.8 社数 1 0 7 6 13 10 4 7 2 ユ5 10

化 学 工 業
% 1.3 .0 9.3 8.0 17.3 13.3 5.3 9.3 2.7 20.0 ユ3.3

、 6・ 10 315.0 社数 0 0 1 0 2 1 0 1 ユ 0 0
王 石油製品製造業

% .0 .0 16.7 、0 33.3 16.7 .0 ユ6.7 16.7 .0 .0

23 138 412.〆' 社数 2 0 4 0 1 1 1 5 4 1 4

鉄 鋼 業
% 8.7 .0 17.4 .0 4.3 4.3 4.3 2L7 17.4 4.3 17.4

電気機械器具
50 237 343.1 社数 0 2 5 6 17 10 2 3 1 2 2

製造業 % .0 4.0 10.0 12.0 34.O 20.0 4.0 6.0 2.0 4.0 4.0

な
輸送用機械器

49 200 320.6 社数 1 0 3 1 13 15 13 0 1 0 2

具製造業 % 2.0 .0 6.1 2.0 26.5 30.6 26.5 .0 2.0 .0 4.1

卸業 ・小売業 ・
ユ57 414 306.2 社数 3 11 17 13 35 39 13 11 4 5 6

商社 % 1.9 7.0 10.8 8.3 22.3 24.8 8.3 7.0 2.5 3.2 3.8

88 218 311.8 社数 2 6 12 12 7 ユ5 9 9 ユ1 1 4

金 融 業 1
業 % 2.3 6.8 13.6 13.6 8.0 17.0 10.2 10.2 12.5 1.ユ 4.5

生 命保 険 業 4 15 300.4 社数 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0

(含 代理業 ・サ
一 ビス業) % .0 .0 .0 25.0 25.0 25.0 25.0 .0 .0 .0 、0

損 害保 険 業 5 ユ4 394.7 社数 0 0 1 0 0 2 1 0 1 0 0

(含 代 理業 ・サ
一 ビス業) % .0 .0 20.0 .0 .0 40.0 20.0 .0 20.0 .0 .0

10 34 367.3 社数 0 0 0 0 2 2 1 2 1 0 2

電力・ガス事業種 % .0 .0 .0 .0 20.0 20.0 10.0 20.0 10.0 .0 20.0

広告 ・調査 ・ 10 18 366.6 社数 0 0 1 1 2 2 0 1 2 1 0
情報提供サー
ビス業 %1 .0 .0 10.0 10.0 20.0 20.0 .0 10.0 20.0 10.0 .O

情報処理サー 89 408 420.2 社数 0 3 5 7 10 17 8 14 13 5 7
ピス ソフ トウ

1

エア業 % .0 3.4 5.6 7.9 11.2 19.1 9.0 15.7 14.6 5.6 7.9
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第4-2-8表 システム別 ・コ ン ピュー タ経 費平 均
(注)経 費合計 の記入のあった回答についての

集計で16の1～16の3表 とはサンプルが異なる。

ノこ ツ チ

リ モ ー ト パ ッ チ

'
リ ア ル ・ タ イ ム

パ ッ チ と リ モ ー ト ・バ ッ チ

パ ッ チ と リ ア ル ・ タ イ ム

リモー ト ・バ ッチ と リアル ・タイム

パ ッ チ と リ モ ー ト ・パ ッ チ と

リ ア ル ・ タ イ ム

総 均

保

有

社

数

258

9

33

13

798

8

15

ユ134

経

費

無

記

入

社

数

0

0

0

0

0

0

0

0

経

費

記

入

社

数

258

9

33

13

798

8

15

1ユ34

1

社

当

り
平

均

月

間(

経 千

費 巴

8,411.3

22,901令1

22,645.0

28,712.5

20,207.2

18,884.5

115,608.4

ユ8,965.8

1

㌻

占

♀

賀

塁6

5,130.3

17t175.8

11,322.5

8,887.2

4,755.3

6,568.5

9,126.9

5,186.2

セ

ッ

ト

数

423

12

66

42

3391

23

190

4147
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(1)(単 位:千 円)'

(注)16の1～16の3表 は経費の細目記入
のあった回答についての集計である。

経 費 名 機 械 設 備 関 係 }.

レ ン タ ル 料 償 却 費

回 人 C 周 周 靖
(

機 C 周 周 靖
A

機 総
P 辺 P 辺
u 装 辺 械

レ u 装 辺 械

⌒ 置 .

記 末 ン 〔 置 記 末 償
.

1

答 件 演主制

蠕御
装装装

(

除
記
憶
装

,

■

憶

装
装

タ
ル
料
小

演主制

竃竃

(

除
記
憶
装

憶

装
装

却

費

小 針

葉 種 別 数 費
置置置) 置

) 置 置 計
)

置置置
) 置

〉 置 置 註

0 金額 .0 。0 .0 ・.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
一 次 産 業 計

0//o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 、0 .0

22 金額 3,542.4 2,843.8 1.25314 1,656.8 667.7 6、42L8 20.5 14.5 6.? 30.0 71.8 1L754.2
二 次 産 業 計

. P

% 30.] 24.2 10.7 14.1 5.7 54.6 .2 .1 .1 .3 、6 100.0

三 次 産 業 計
292
」

金額 3,245.7 2,139.8 1,259.8 916.7 496.0 4,812.5 392.6
P

133.6 117.9 636.4 1,280.7 11,539.3

% 28.1 18.5 10.9 7.9 4.3 41.7 3.4 L2 LO 5.5 1Ll 100.0

公 務 言.卜
53 金額 2123L5 1,800.0 1,160.3 L213.6 104.9 4,279.0 62.0

、27
.9 49.6 6.8 146.5 7,753.3

% 28.8 23.2 15.0 15.7 1.4 55.2 .8 .4 、6 」 L9 1GO.0

667 金額 3,308.3 2,452.7 1,248.8 1,297.6 547.8 5,547.0 】86.7 67.7 58.8 293.6 607.0 11β42.2

総 平 均
% 29.2 21.6 1LO 11.4 4.8 48.9 ・1

.6 .6 ・
.5 2.6 5.4 100.0

19 金額 4,011.7 3,246.0 808.2 1,023.0 466.5 5,543.8 .0 .0 .0 30.7 30.7 10β48.4

繊 維 工 業
% 37.1 29.9 7.4 ,9.4 4.3 51.1 .0. .0 。0.

.3 .3 100.0

50 金額 4,280.8 3,429.1 1,978.1 11584.1 994.9 7,986.2 20.1 43.3 12.5 54.7 130.8 15,230.4

化 学 工 業 一

% 28.1 22.5 13.0 10.4 6.5 52.4 .1 .3 .1 .4 .9 100.0
.

、王 石油製品製造業
4' 金額 7,621.7 8,033.5 2,282.2 4,!26・2 2,990.0 17,432.0 .0 .0 .0 .0 .0 29β36.7

% 26.0 27.4 7.8 14.1 10.2 59.4 .0 .0 .0 .0 .0 100.0
. 「 ・ ・

19 金額 13.4870 11,308.73,591.1 9,045.3 L786.6 25173L9 、0 .0 .0 52.4 52.4 45,387.9

鉄 鋼 案
% 29.7 24.9 7.9 19.9 3.9 56.7 』 .0 .0 .1 .1 1GO.0

電気機械器具製
30 金額 L718.0 Ll4212 612.9 634.2 384.7 2,774」 23.3 1.6 .0 6.8 31.8 5,553.3

造業 % 30.9 20.6 1LO 11.4 6.9 50.0 .4 .0 .0 .1 .6 100.0

な
輸送用機械器具

・30 金額 4,586.8 5,II5.2 L990.0 3,200.2 1,191.7 11,497.2 104.8 375 22.0 .0 164.4 18,303.2

製造業 % 25.1 27.9 10.9 17.5 6.5 62.8 .6 ,2 .1 .0 .9 100.0

98 金額 2,239.8 1,660.4 1,196.2 556.4 452.0 3,865.1 .0 3.4 .0 34.8 38.3 7,629.6

卸業・小売業商社
ト

% 29.4 21.8 15.7 7.3 5.9 50.7 .0 .0 .0 .5 .5 100.0

64 金額 3、31L4 2,056.9 1,311.8 993.3 229.5 4,591.6 859.3 385.9 287.9 1,831.3 3,364.5 13,653.0

業 金 融 業
% 24.3 154 9.6 7.3 1.7 33.6 6.3 2.8 2.1 13.4 24.6 100.0

生命保険業倫代
・3 金額 2,532.0 2,089.6 2β65.3 666.6 721.0 6,342.6 266.6 .0 .o .0 266.6 11,566.0

理業・サービス業)
7

% 21.9 18.1 24.8
'5

.8 6.2 54.8 2.3 .0 .0 .0 2.3 100.0

損害保険業(含代
1 金額 5,481.0 2,900.0 L147.0 3,442.0 449.0 7,938.0 .o .0 .0 .0 .0 26,219.0

理業 サービス業) 1 % 20.9 ll.1 4.4 13.1 1.7 30.3 ..0 .0 ,.0 .0 .0 100.0

種
,7 金額 15,723:513,875.16,478.2 6,172.0 1,090.0 27,615.4 96.4 7LO .0 494.5 662.0 53,766.7

電力・カス事業
.

. % 29.2 25.8 12.0 1L5
1

2.0
. .5L4 .2

1

.1 .0 .9 1.2 100.0

広告・調査・情報
5 金額 2,162.0 1,746.8 666.2 1,034.4 L464.2 4,911.6 .0 .0 .0 .0 .0 6,489.4

「 提供サービス業
,

% 33.3 26.9 10.3 15.9 22.6 75.7 .o .0 .0 .0 .0 100.0
.

情報処理サ」ピ
46 金額

「P

21693.9 1,215.9 920.3 535.工 545.7 3,217.1 355.6 14.8 18.3 2.0 390.8 7,778.4

スソフトウェア業 % 34.6 15.6 1L8 6.9 7.0 41.4 4.6 .2 .2 .0 5.0 100.0
,
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第4-2-9表 の2業 種別 ・コン ピュー タ経 費月額平均(2)(単 位 千 円)

経 費 名 消 耗 品 な ど
保保 機合 総

業 種 別

守険

費費

械

設

備計

カテ

㌧・
紙質

髄質デ

笏 イ

兵乏

プ用

リ

ン紙

ト費

努
～●

曇

滑合

耗

品計
計

金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

金額 112.6 6,564.0 119.4 93.9 490.3 116.6 820.3 11,754.2

二 次 産 業 計
% 1.0 55.8 1.0 .8 4.2 1.0 7.0 100.0

金額 257.2 6β10.8 149.0 112.2 452.2 150.1 863.7 11,539.3

三 次 産 業 計
.

% 2.2 54.7 1.3 1.0 3.9 1.3 7.5 . 100.0
.

金額 63.6 4,159.8 129.5 113.9 352.8 88.9 685.1 7,753.3

公 務 計
% .8 53.7 1.7 1.5 4.6 1.1 8.8 100.0

金額 172.0 6,262.1 133.2 103.5 462.7 129.1 828.6 11,342.2

総 平 均
% 1.5 55.2 1.2 .9 4.1 L1 7.3 100.0

金額 63.8 5,628.0 ユ29.8 77.8 401.7 98.9 708.5 10,848.4

繊 維 工 業
% .6 51.9 1.2 .7 3.7 .9 6.5 100.0

金額 169.4 8,107.9 135.9 109.4 844.1 138.2 L227.7 15,230.4

化 学 工 業
% L1 53.2 .9 .7 5.5 .9 8ほ 工00.0

、 金額 0 17,432.0 325.2 145.0 932.0 320.0 1,722.2 29,336.7
王 石油製品製造業

% .0 59.4 1.1 .5 3.2 1.1 5.9 100.0

金額 373.8 26,158.2 311.3 220.2
'1

,565.0 172.0 2,268.6 45,387.9

鉄 鋼 業
% .8 57.6 .7 .5 3.4 .4 5.0 100.0

電気機械器具製 金額 31.2 2,843.8 78.3 48.4 215.7 64.7 407.2 5,553.3

造業 % .6 51.2 1.4 .9 3.9 1.2 7.3 100.0

な
輸送用機械器具 金額 68.2 11,729.9 214.8 134.7 651.4 224.3 1,225.3 18,303.2

製造業 % .4 64.1 L2 .7 3.6 1.2 6・7 100.0

卸 業 ・小 売業 ・
金額 132.8 4,036.4 140.4 63.0 410.4 94.4 708.3 7,629.6

商社 % 1.7 52.9 1.8 .8 5.4 L2 93 100.0

金額 424.8 8,195.1 143.5 161.0 564.1 253.6 1,122.3 13,653.0

金(融 ・業 1

業
% 3.1 60.0 1.1 L2 4.1 1.9 8.2 100.0

金額 395.1 28,672.5 946.2 671.2 2,761.8 386.8 4,766.2 53,76β.7

電力 ・ガス事業
,

% .7 53.3 L8 1.2 5.1 .7 8.9 100.0

生命保険業(含代 金額 118.3 6,727.6 261.3 223.3 1,288.0 43.6 1,816.3 11,566.0

理業 ・サー ビス業) % 1.0 58.2 2.3 1.9 11.1 .4 15.7 100.0

損害保険業(含代 金額 .0 7,938.0 300.0 ・550.0 1,500.0 350.0 2,700.0 26,219.0

種 理業 ・サー ビス業) % .0 30.3 1.1 2.1 5.7 1.3 10.3 100.0

広 告 ・調 査 ・情 報
金額 10.0 3.487・8 141.0 82.O 154.0 75.8 452.8 6,489.4

提供サービス業
% .2 53.7 2.2 1.3 2.4 1.2 7.0 100.0

情 報処理サービ 金額 160.6 3,925.8 120.3 106.2 277.0 124.5 628.2 7,778.4

スソフトウェア
% 2.1 50.5 1.5 1.4 3.6 1.6 8口 100.0
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コンピュ…:タ利用状況調査387

業種 別 ・コ ンピュー タ経費 月額 平均(3)(単 位:千 円)

経
外 注 費 そ の 他

4

.

委 さ プ そ 外 通 デ そ そ 総 他
ん 口

信
の か

ら
託 孔' グ 注

1
他 の 割

: 業 費 費 ラ
回. タ 連

り
か

タ 1

.計
■

ミ
、 の, 費 線

輸 絡 他 け

種
r 算

検 ン 合
使 費

合

ら
れ

孔 グ 用 送
な た

別
費 費 費 他 計 料 費 ど 計 計

費
用

a 一 次 産 業 計 金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 。0 .0 .0 .0 .0

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

1
二 次 産 業 計 金額 136.6 266.3 .0 62.7 465.7 234.8 36.9 207.5 479.2 11,754.2 467.1

% 1.2 2.3 .0 .5 4.0' 2.0 .3 1.8 4:1 100.0
'三 次 産

.業 計 金額 123.5 301.1 .σ 66.4 491.1 578.O 70.3 80.7 729.1 11,539.3 426.3

% 1.1 2.6 .0 .6 4.3 5.0 .6 .7 6.3 100.0

炉

公 務 計 金額 60.5 572.4 .0 71.1 704ユ .0 .0 170.1 170.2 7・7533 .3

% .8 7.4 .0 .9 9.1 .0 .0 2.2 2.2 100.0

総 平 均 金 額'124.8 305.8 .0 65.0 495.7 366.4 48.6 149.0 564.1 11,342.2 412.2
A

% L1 2.7 .0 .6 4.4 3.2 .4 1.3 5.0 100.0

繊 維 工 業 金額 '11 .7 912 .0 51.2 154.2 .240.3 '26
.5 120.1 387.0 10,848.4 432.1

% .1 .8 .0 .5 1.4 2.2 .2 1.1 3.6 100.0
'

化 学 工 業 金額 199ユ 372.5 .0 49.6 621.3 548.6 43.6 302.7 895.0 15,230.4 988.6

% 1.3 2.4 .0 .3 4.1 3.6 .3 2.0 5.9 100.0

石油製品製造 金額 920.0 727.5 .0 375.0 2,022.5 353.2 110.0 75.0 538.2 29,336.7 669.5

業 、% 3.1 2.5 .0 1.3 6.9 1.2 .4 .3 1.8 100.0

主
鉄 鋼 業 金額 195.7 1,672.ξ .0 132.3 2,000.ε 237.2 96 1,663.4 1,910.ε 45,387.ε 61.9

% .4 3.71 .0 .3 4.4 、5 .0 3.7 4.2 100.0

電気機械器具 金額 316.6 95.5 .σ 30.6 442.8 431 21.1 177.7 242.0 5,553.≡ 48.3

製造業
.

% 5.7 L7 .0 .6 8.0 .8 .4 3.2 4.4 100.0

な
輸送用機械器 金額 237.7 140.1 .0 173.9 551.7 316.6 52.0 118.1 486.8 18β03.2 631.2

具製造業 % ユ.3 .8 .0 1.0 3.0 1.7 .3 .6 2.7 100.0

卸 業 ・小売業 ・ 金額 128.8 345.2 .0・ 102.0 576.1 20.4 35.8 44.6 100.9 7,629.6 85.2

商社 % 1.7 4.5 .0 1.3 7.6 .3 .5 .6 1.3 100.0

業
金 融 業 金額 8LO 159.1 .0 9.6 249.8 652.5 160.9 50.3 863.7 13,653.C 2.5

% .6 1.2 .0 .1 1.8 4.8 1.2 .4 6.3 100.0

生命保険業(含代 金額 .0 600.0 .0 .0 600.0 6.6 .0 .0 6.6 11,566.〔 .0

理業・サービス業) % .0 5.2 .0 .0 5.2 .1 .0 .0 .1 100.0

種
損害保険業(含代

1

金額
.

4,90αq 4,000.C .0 600.0 9,500.C .0 100.0 500.0 600.0 26,219.〔 .0

理業・サービス業) % ]8.7 15.3 .0 2.3 ,36.2 .0 .4 1.9 2.3 100.0

電力 ・ガス事 金額 1.06τ0 2,140.〔 .0 2.0 3,209.0 .0 689.1 706.1 1β95.2 53,766.フ 212.4

業 % 2.0 4.0 .0 .0 6.0 .0 1.3 1.3 2.6 100.0

広告・調査靖 報 金額 120.0 217.4 .0 .0 337.4 31.2 9.8 8.4 49.4 6,489.4 164.4

提供サービス業 % L8 3.4 .0 .0 5.2 .5 .2 .1 .8 100.0

情報処理サービス 金額 76.8 205.4 .0 46.6 328.9 112.4 22.7 102.3 237.6 7,778.4 242.7

ソフトウエア業
'%

1.0 2.6 .0 .6 4.2, 1.4
'

.3 1.3 3.1 100.0
凸



第4-2-10表 業種別 ・1社 当 り月間経費対月商化(
注)コ ンピュータ経費合計と月商の双方とも記入

のあった回答についての集計である.

藁 種 別

回

答

社

数

1

警
♀
胃

嬰;

1
杜
当
り
平
均 言
月万

両 巴

平

均

1-
・1000

上

限

1一
1000

下

限

1-
1000

一 次 産 業 計 6 12β42.0 4,223.3 2.92 3.87 L50

二 次 産 業 計 469 18,191.3 4,184.5 4.34 975.60 .10

三 次 産 業 計 370(472) 18,921.4 10,723.2 1.76 3,492.50 .02

公 務 計

,

総 平 均 8碩949) 18,469.5 7,047.8 2.62 3,492.50 .02

主

な

薬

練

繊 維 工 業 26 11,033.2 4,491.8 2.45 27.35 .20

化 学 工 業 74 19,471.9

.

2、97L1 6.55 690.36 .59

石油製品製造業 7 】8.07L1 42」91.7 0.42 1L28 .10

鉄 鋼 業 23 39,120.3 7,655.9 5.10 15.21 .37

電 気機 械 器具
製 造 業

49 48,097.5

.

4,053.6 11.86 103.30 L38

輸送用機械器具

製 造 業
49 26,211.8 6.U4.7 4.28 193.47 .17

卸 業 ・小 売 業
・ 商 社

159 12,010.9 14,409.7 0.83 2】6.80 .02

金 融 業 (89} 40,756.4 (33,002.5)

生命保険藁(含 代

理業・サービス業)
〔3) 22.20L3 〔138,05L4)

損害保険業.(含代

理無 サービス業)
(4} 46,205.0 《6,102.3)

電 力 ・ガ ス事 業 U 60β99.0 141834.2 4.07 12.29 L34

広告 ・四五 ・情報

提 供サ ー ビス藁
10 10,003.8 2,728.1 3.66 892.85 1.15

情報処理サービス

ソフ トウェア業,
88 24,948.ρ 77.0 323.92 3,492.50 2.34

'

..一.　 「 ■ 「.'L..一...馳.一.一.一.'一..・ ・..、
,一..一 一

第4;2-11表 業種別 ・1社 当t)1従 業員 当 り月間経費
.(注)コ ンピュータ経口合計と従藁口数の双方とも

記入のあった回答についての集計であ、る.
「

＼

藁 種 別

回

答

社

数

1

曇

♀

習

‖孟

1
社

曽
鷺蓑

撚

平

均

月間経費/1人(千 円)

上

限

下

限

噛

一 次 産 業 計 6 12,342.0 5,574.5 2.2 8.8 1.0

二 次 産 業 計 471 18,388.9 3,533.6 5.2 266.6 .0

三 次 産 業 計 571 21.60L3 2,324.6 9.2 1,110.0 .0

公 務 計 85 7,852.6 4β37.9 L5 1,089.0 .0

噛

総 平 均 1133 19,膓85.4 3,033.0 6.3 1,110.0 .0

主

な

菜

種

繊 維 工 業 26 111033.2 5,635.8 輻9 14.4 .2

化 学 工 業 74 】9,471.9 2,682.5 7.2 M3.2 L2

石油製品製造藁 7 18,071.1 2,181.2 8.2 16.4 3.4

鉄 鋼 業 23 39,120.3 7,463.3 5.2 15.0 .3

電 気 機械 観兵
製 造 業

50 49,665.5 5,356.3 9.2 34.4 .9

輸送用機械器具

製 造 粛
49 26,211.8 5,440.7 4.8 1LO 、6

卸 粛 ・小 売 案
・ 商 社

159 工2,010.9 1,512.7 7.9 113.9 .6

金 融 食 89 40,718.5 L906.3 21.3 80.8 .2

生命保険業(含 代
理業・サービス案}

4 18,963.5 4,078.5 4.6 37.9 、1

損害保険業(含 代

理藁・サー ビス藁}
5 39.3732 2,295.4 17.1 22.0 8.0

電 力 ・ガ ス事案 11 60,399.0 13,202.7 4.5 7.4 L7

広告 ・調査 ・情報

提 供 サー ビス叢
10 IO,003.8 寸.41L9 7.0 402.5 .3

情報処理サービス

ソ7ト ウェア藁
89 24・787・7 112.5 220.1 75LO 37.9

■.一..-■ ・.・.L..　 .一..〒 ●.・w-'^.、L"^...一.^...、

◎o◎
oo
o

0

己

o'

一



第4-'2-12表 主 力機種別 ・1社 当 り要 員数平均

職 組 庶 'ぐ オ プ S 管 合 回

務 ン ぺ 口
計 答

そ チ レ グ 理
一 の ヤ 1 ラ 人 社

主 力 機 極 他 1 タ マ E 職 数 数

・ 人 数 31.1 33.1 37.2 48.8 37.8 14.8 203.0 35

超大型以下を保有
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 2.1 2.2 2.5 3.2 2.5 1

人 数 10.2 15.9 13.1 23.0 9.2 4.9 76.6 226

大型AO
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 2.0 3.2 2.6 4.6 1.8 1

人 数 4.1 10.2 4.7 7.6 4.0 2.3
7
33.0 413

大型B"
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合

1.7 4.4 2.0 3.3 1.7 1

人 数 3.1 8.4 3.7 6.3 2.8 2.1 26.6 174

中型A町
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 1.4 4.0 1.7 3.0 1.3 1

人 数 1.6 4.9 L9 3.4 1.9 L4 15.3 162

中型B"
管理者1に 対する他
の職楓の人数の勘合 1.1 3.5 L3 2.4 1.3 工

人 数 .4 3.2 !.4 1.9 .8 .8 8.8 70

小型"
管理.者1に 対する他
の職樋の人数の割合 0.5 4.0 1.7 2.3 1.0 1

人 数 .3 4.1 L2 1.0 .1 .4 7.3 14

超小0
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 0.7 10.2 3.G 2.5 0.2 工

人 数 L5 5.5 .0 3.5 2.5 2.5 ]5.5 2

ミニコンピュータ 〃
管理者1に 対する他
の職仙の人数の割合 0.6 2.2 L4 1ρ 1

人 数 .0 .O .0 .0 .0 .0 .0 .0、

その他のみ保有
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合

」

人 数 5.4 10.5 6.6 ユ0.8 5.4 2.9 41.9 1,096

総 平 均
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合

「

L8 3.6 2.2 3.7 L8 1

第4-2一 ユ3表 業種別 ・1社 当 り要貝数ilt均

口 種

業種別

庄
務
そ
の
他

パ
ン
チ
ャ
|

オ

ベ

.レ1

タ

プ
ロ
グ
ラ
マ

S

E

管

理

職

合
計
人

数

回

答

社

数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

一 次 産 察 計
・c 2.3 2.3 .0 8.3 8.3 2.8 . 3.0 9.1 .8 10.0 3.3 .0 3.3 1.8 .c 1'.817.1 1L6 28.8 6

二 次 巌 窟 計 .8 3.4 4.3 .0 10.2 】0.2 5.2 .9 6. 9.8 L6 11.5 5.8 .0 5.8 2.6 .c 2.6 24.5 16.3 40.8 470

三 次 産 貢 叶 2.5 4.3 6.9 .0 10.9 10.9 5.4 1.3 7.8 9.1 1:4 10.6 5.4 .0 5.5 3.4 .0 3.5 27」 18.3 45.4 543

公 口 詩 L2 Lo
「

2.3 ll 8.5 8.6 2.? .3 3、 7.9 .7 8.6 2.0 』 2. 2.0 、c 2.0 16.2 10.8 27.0 65

鯵 平 均' L7 3.7 5.4 .0 工O.4 10.4 5.6 1.0 6.7 9.3 L5 10.8 5.3 .0 5.4 3.0 .c 3.C 25.1 16.8 42.0L|01

主

』な

業

種
'

二

嬢 組 工・ 藁 .9 3.6 4.6 .0 ]L5 1L5 4, 1.3 5.4 7.8 1, 9.0 4.7 .0 4.7 2.4 .C 2.4 20.1 17.6 37.8 26

化 学 工 菰 .8 3.5 4.4 』 112 11.3 4.5 1, 5.6 6.3 1.2 7.5 5.3 .0 5.4 2.6 』 2.6 19.6 17.3 37.0 75

層

石油 製品製造 露 2.4 4.8 7.2 .0 4.8 4.8 2.7 2 3.o 8.8 1.8 10.7 10.2 .0 10.2 2.8 .c 2.8 27」 1!.8 39.C 7

鉄 鋼 菰 2.0 5.5 7.6 .0 [4.2 M.2 15.2 .3 166 27.0 7.4 詞.5 lL4 .0 1L4 6.0 .0 6.0 62.7

.

27.7 90.4 23

電気風情器具製造窺 1.6 7.2 8.7 .o 】7.8 豚.9 10.3 1.0 1L3 2ふ6 L6 お.2 】2.5 .0 12.5 52 .0 5.2 53.4 27.5 8LO 駈

輸送用即麟具製造業 1.1 3.5 4.7 .0 】5.7 15.7 7.8 1.2 9, 12.3 4.2 ]δ.6 6.7 .o 6.7 3.4 .c 3.4 3L5 24.9 55.4 49

卸氣・可殻 ・商社・ LO 3.5 4.5 ..c 8, 8」 3,c .9 3.〔 5.4 1.0 6.4 2.7 .0 2.7 1.7 .t 1.7 】3.9 13.7 27.6 〕58

金 融 案 2.5 6.4 9.c
'
.c 10.2 10.2 7.c 2.7 9.7 n.7 1.3 13,! 3.5 .1 3.7 4.3 .〔 4.4 29.3 ⑳.9 50.3 88

生命保険業{含代
理業・サービス業}

1.0 5.2 6.2 .c 13.5 13.5 6.2 .0 6.2 】3.o 1,c 14.0 9,c .o 9.c 3.2 、c 3.2 32.5 19.7 52.2 4

'

損害保険業'(含代
理窯 ・サービス剰 7.2 38.0 45.2 .0 2.C 2.0 LO 2.8 3.8 15.8 32 】9.0 9.6 .4 10.C 5.4 .〔 5.4 39.0 46.4 85.4 5

電力 ・ガス事業 8.3 6.7 15.c .c 47.7 47.7 21.8 3.7 25.5 28.7 2.9 31.6 14.9 、0 14.9 16.8 .0 16.890.6 6LO L5L? 1】

広告・目糞・情報
提供 サー ビス漢

.2 L4 1.6 .0 9.5 9.5 2.8 1.1 3.9 4.5 .7 5.2 2.4 ・9 2.4

「

2.2 」

、

2.3

「.

12」 12.8 24.9 10

情報処理サーピス
ソフ}ウ ェア真

,
4.7 8.0

1
]2.7 .0 25.0 25.0 14.4 2.1 16.5 20.9 3.ε 24.7 】O.2 .2

.
Io.4 5.7 .2 6.0 56」 39.4 95.6 88

噛

u

k'

μ

1

>

蝋二

ω
oo
o



第4-2-14表 業 種別 ・職種別 ・丹残業時間平均

職 槙一'.,一

業 種 別

庶
務
そ
の
他

ジ
チ

『

ズ.
レ
1
タ

ζ
グ

ζ

S

E

管

理

職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

一 次 産 業 計 .0 2.1 .0 5.3 30.2 5.0 29.5 10.0 17.3 .0 .o ,0

二 次 産 業 計 15.3 4.5 10.2 5.3

.

24.4 5.9 26.3 10.7 23.8 9.1 5.7 2.0

三 次 産 業 計 15.2 5.8 10.4 73 21.4 6.3 29.8 7.9 26.4 7.6 11.2 4r8

公 務 計 16.4 7.6 7.7 3.1 17.4 9.0 26.8 11.6 25.9 18.6 12.O .6

総 平 均 時 問 153 5.3 9.9 6.2 22.4 6.2 28.0 9.4 25.0

P

8.4 9.2 3.6

主

な

.

藁

菰

繊 維 工 藁 4.3 6.9 .o 4.7 5.5 4.2 13.0 5.7 9.7 .0
.

.7
'
.0

化 学 工 粛 10.2 4.8 12.0 3.5 24.3 4.8 23.5 5.0 18.9 9.6 2.0 .0

石 油 製品製造業 12.9 4.2 .0 3.6 23.2 .0 15.3 10.0 22.4 .0 2.5 .0

鉄 鋼 素 2L3 4.1 .0 8.1 16.5 6.2 32.9 23.7 25.6 ,0

■

2.0 .0

電気機械器具製造業 17.O 2.7 .0 4.7 27.3 3.9 27.7 7.9 29.0 .0 5.4 .0

輸送用機械器具製造藁 15.9

「

5.2 .0 5.1 32.2 7.6 27.0 6.9 22.2 10.5 Σ1.7 .0

卸業 ・小売秦 ・商社 6.7 3.2 24.0 4.9 30.0 5.9 27.9 7.9 20.8 2.0 8.9 .0

金 融 業 17.4 7.4 40.0 7.5 18.5 6.1 32.5 4.4 32.5 5.0 16.2 6.2

生命 保険 業(含 代
理 悲 ・サ ー ビス藁)

4.0 2.2 .0 3.7 2.4 ,0 10.7 10.0 8.0 .0 3.8 .0

損害 保険 藁(含 代
理 業 ・サー ビス藁}

4.1 L5

,

.0 .9 lLO 2.1 11.4 ,6 18.7 ,o 15.0 .o

他 力 ・ガ ス 事 業 8.6 3.2 .0 3.o 13.5 3.O 24.0 1.5 18.7 .o 4.5 .0

広 告 ・田 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス藁

L5, 2.0 .0 4.4 34.4 6.7 27.9 8.2 17.8 .o 6.1 .0

情 報 処理 サー ビス
ソ7ト もウ 昌 ア 菰

18.3 7.2 -2 .5 10.8 22.2 7.3 33.4 103 31.8 10.4 13.4 5.3

第4-2-15表 業 種別 ・職種別 ・年 令平均お よび月額給与平均

脚 鰹酒量温語器豊蓋譲ぽ㌫謬覆肇㌍合

職 種

薫 風 別

㌻
‡
1

柔

Y
タ

ζ

多
マ

S

E

年.
旬

給〒
事理

年
ω

給〒
与巴

年
齢

給手
写巴

年
齢

給〒
与巴

一 次 産 業 計 2L7 43.2 27.2 73.1 28.8 ?7.3 35」 100.2

二 次 産 業 計 21.0 49.8 22.4 59.1 24.8 67.6 29.6 87.7

三 次 産 粟 計 2L5 48.4 24.5 65.7 25.6 72.2 31.0 91.7

公 務 計 22.8 50.5

.

25.2 52.4 26.7 60.8 3L4 76.1

総 平 均 21.4 49.1 23.8 62.9 25.4 69.4 30.4 89.5

主

一

な

一 」

←-

「.・

藁

積

,.
'

繊 維 工 藁 20.7 48.5 21.5 59.9 26.0 75.4 32.0 108.3

化 学 工 業 2L4 54.9 243 64.3 24.9 67.3 29.6 89.3

一石 油製 品 製.造築

.

20.3 50.8 2L4 56.4 26.9 66.1 3L4 85.8

一

鉄 鋼 藁
ラw-L

20.4 45.8 20.7 55.7 23.8 63.2 28.1 83.6

.

電気機械器具製鹸 .
21.2 51.3 22.2 62.8 25.0 67.0 28.0 80.7

輸送願 磁誤製錬
..A.一

20.8
,.

47.4 22.1 58.4 24.0 66.8 29.0 81.8

卸案 ・小売桑・商社
'w-.一

20.8 56.9 22,8』 60.5 24.6 72.7 28.6 92.8

金 融 業 20.0 45.4 23.5 64.2 26.3 74.0 29.9 102.2

生 命 保険 粛(含 代
理業 ・サー ビス藻)

20.8
.

45.8 22.8 52.4 24.4 白 、7 28.9 85.S

損 害保 険 藁(含 代
理 桑 ・サー ビス藁)

2LO 47.8 24.1 59.2 24.8 64.2
.

31.7 92.7

'

,「

電 力 ・カス 卒 業
!'

2L9 44.3 27.2 65.1 28.7 69.5 33.6 90.6

広 告 ・調 査 ・情 報
、提 供 サ ー ビ ス 藁 22.4 49.5 23.9 59.4 26.8 ?0.9 30.6

.9『・。

情 報処 理 サ ービス
ソ7ト ウ ェ ア 案

21.79

|

44.7 23.1 63.2 24.7 70.4 27.6 85.7

一...一.--... ・.一 一...一 ・

ω
o
o

○
ご
o
一



第4-2-16表 業種別 ・職務手当平均

職 種

業 種別

回

答

数

無
記

人

数

8己
「

人

数

ジ

種
ま

垣

ζ
鉾ζ
巴

s

宇
E巴

一 次 産 業 計 6 5 1 LO .0 .0 .0

二 次 産 業 計 473 374 99 3.6 6.5 6.3 8.8

三 次 産 業 計 576 392 184 3.1 6.1 7.1 5.8

公 務 計 87 43 44 3.0 L7 1.8 1.3

総 平 均 n42 814 328 3.2 5.9 6.0 5.9

主

な

業

種

繊 維 工 業 26 24 2 2.0 4.O 8.0 10.0

化 学 工 業 75 58 17 8.0 9.9 13.2 14.9

石 油 製 品 製 造業 7 5 2 2.0 6.0 .0 ,0

鉄 鋼 業 23 20 3 1.6 .0 .0 、0

電気機械器具製造業 50 44 6 1.5
.

.0 .0 1.5

輸送用機械器具製造業 49 39 10 2.2 8.0 6.7 10.9

卸業 ・小売業 ・商 社 159 91 68 2.6 10.3 10.7 11.2

金 融 業 90 75 15 1.4 9.2 4.3 3.2

生 命 保 険 藁(含 代
理 業 ・サ ービス業) 4 1 .3 1.0 1.0 3.1 1.8

損 害 保 険 造(含 代
理 業 ・サ ービス蔀} 5 4 1 1.0 .0 .0 .0

電 力 ・ガ ス事業 ll 7 4 3.4 7.9 1LO .0

広 告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス 菰 10 4 6 4.5 6.4 .12.5 10.7

↑,●報 処 理」サ ー ビス
ソ フ ト ウ ェ ア 藁 90 40 50 3.4 5.4 5.8 10.8

第4-2-18衷 適用業務項目分布

.

辺用意務 生 在 哲 1呈 人 伎 企 広 そ
1回

小 合

理 事 術 回 告 答 .
・ .

・ . ` の

財 労 故 餌 宜 実

利用水準 産 庫 粛 務 務 針 査 伝 他., 徴 計 計

】971

年まで
263 4" 606 548 620 148 132 32 73 895

現し
% 4 49.3 67.7 61.2 69.3 16.5 14.7 3.6 8.2 100.0.

1,450

.・'

在た
まも
での
に

計算・集計
1972

年まで

%

129

23.2

195

35.1

2】1

38.o

266

47.9

206
・

37」

65

11.7

59

10.6

】4

2.5

42

7.6

555

100.0

(73.4〕

1,925
コ

・

ン

ピ
)971

年ま で
74 62 110 65 67 78 B2 5 15 253

(100,0;

ユ

ー
タ 解 析 ・予 測 ・

% 28.1 23.6 41.8 24.7 25.5 29.7 31.2 1.9 5.7 100.0
475

化 計画 1972

年 まで
49 46 86 39 40 31 40 8 8 212 (26.6;

% 23.1 2L7
「

40.6 18.4 18.9 14.6 18.9 3.8 3.8 1DO.0

今の 180 178 130 278 162 93 109 29 29 583 583

径も
三の

計 算 ・集 計
30.9 30.5 22.3 47.7 27.R 16.O 18.7 5.0 5.0 100.0 (50.8〕

1,148
年
間
に 捌 脚 280 255 184 112 181

、

31 23 565 565
〔100.0:

計
画

解析・干満 計画
「

36.5 38.9 49.6 45.1 32.6 19.8 32.0 5.5 4」 100.0 (49,21

延 べ 社 数 901 1,142 1,423 1,451 1,279 527 603 119 1go 3,073

% 29.3 37.2 46.3 47.2 41.6 17.1 19.6 3.9 6.2 100.0

第4-2-17表 要員に関する問題点の分布

'

問 題 点

職 種

教か
青る
に
手
間
が
か

敏な
青い
時
間
が
と
れ

他置
部転
門換
かが
ら難
のし
配い

菱
が
足
り

ε

スと確
ぺし立
.

ンてし
ヤのて
リ地 い

籏ξ

賃金

に問

題

変
る

残
業
時
間
が
長
い

定
着
率
が
低
い

そ

の

他

回

答

社

数
馳

記入数 144 56 307 259 109 133 36 199 20 708
パ ン チ ャ ー .

% 20.3 7.9 43.4 36.6 15.4 18.8 5.1 28.1 2.B 100.0

肥人数 142 127 212 161 179 94 227 32 13 670
オ ペ レ ー タ

% 21.2 19.0 31.6 24.0 26.7 14.0 33.9 4.8 1.9 100.0

記入数 380 182 372 271 307 135 217 13 8 880
プ ロ グ ラ マ

% 43.2 20.7 42.3 30.8 34.9 15.3 24.7 1.5 .9 100.0

ε己人数 411 164 332 275 328 107 95 3 6 753
SE

% 54.6 21.8 44.1 36.5 43.6 14.2 12.6 .4 .8 100.0
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第4-2-19ス ルー プ ットタイム別 ・1社1日 当 りジ ョブ数平均

業 種 別

回

収

総

数

ジ
ヨ
プ
無
記
人
数

ジ
ョ
ブ
2己
入社

数

一

分

以

内

三

分

以

内

五

分

以

内

一

〇

分

以

内

三

〇

分

以

内

一

時

間

以

内

三

時

間

以

内

五

時

間

以

内

五

時

間

以

上

合

計

一 .次 産 業 計
6 2 4 平 均

ジョブ数
%

1.5

4.7

4.0

12.6

1.5

4.7

8.7A
27.4

10.2

32.2

3.7

11.7

L7

5.4

.0

.0

.2

.6

31.7

100.o

二 次 産 業'計
473 77 396 平 均

ジョブ数
%

5.4

10.0

7.9

14.6

8.4

15.5

1].4

21.1

12.9

23.8

4.5

8.3

2.3

4.3

.5

.9

.4

.7

54.1

100.O

三 次'産 業 計
576 145 431 平 均

ジョブ数
%

6.5

14.4

7.8

17.3

7.1

15.8

7.5

16.7

9.2

20.4

3.4

?.6

2.1

4.7

.6

L3

.6

L3

45.0

100.0

公 務 計
87 34 53 平 均

ジ∋プ数
%

5.1

24.9

5.0

24.4

2.3

1L2

1.9

9.3

2.2

10.7

L5

7.3

1.4

6.8

.3

L5

.3

1.5

20.5

100.0

稔 平 均
1,142 258 脳 平 均

ジョブ数
%

5.9

12.4

7.6

16.0

7.4

15.5

s.9

18.7

10.4

2L8

3.8

8.0

2.1

4.4

.5

1.1

.5

Ll

47.6

ユ00.0

主

な

、

藁

捜

鐵 維 主 薬
26 2 24 平 均

ジョブ数
%

1.5

5.0

3.5

11.6

3.8

12.5

9.3

30.7

7.5

24.8

3.1

10.2

1.2

4.0

.0

.0

.0

.0

30.3

100.0

化 学 工 泰
75 12 63

平 均
ジョブ数

%

4.2

10.3

5.4

13.2

5.2

12.7

8.9

21.8

8.9

2L8

4.1

10.O

2.0

4.9

.6

1.5

L1

2.7

40.9

100.0

石油製品製造瑛
7 2 5 平 均

ジョブ数
%

12.4

11.2

32.0

28.9

19.4

!7.5

27.4

24.8

12.2

]1.0

4.6

4.2

LO

.9

工.6

工.4

.o

.0

UO.6

100.0

鉄 鋼 楽'
23 4 19 平 均

ジ9プ 数
%

2.4

5.6

8.1

18.9

3.7

8.6

7.7

ユ7.9

12.1

28.2

6.1

14.2

2.3

5.4

.0

.0

.1

.2

42.9

100.0

電気機械器具製造
造

50 9 41 平 均
ジョブ数

%

6.0

3.8

18.3

11.6

29.8

18.9

銅.0

21.6

54.4

34.5

8.7

5.5

3.O

L9

1.5

1.0

L4

.9

157.6

100.0

輸送用機械器具製

造業

49 11 38 平 均
ジョブ数

%

6.1

8.1

8.2

10.8

8.4

1L1

20.6

27.2

16.7

22.1

8.6

1L4

5.4

7.1

、7

.9

.5

.7

75.6

100.0

卸業・小売業・商社
159 27 132 平 均

ジョブ数
%

6.4

16.8

5.8

15.3

4.9

12.9

7.3

19.2

6.8

】7.9

3.0

7.9

、L6

4.2

.9

2.4

1.1

2.9

38.0

100.0

金 融 粛
90 16. 74 平 均

ジョブ数
%

6.9

14.2

10.1

20.8

7.2

N,8

8.1

16.7

8.9

18.3

3.8

7.8

L9

3.9

.8

1.6

.4

.8

48.6

100.0

一・

生命保険業(含 代

理藁・サービス藁)

4 2 2 平 均
ジ9ブ 数

%

.o

.0

.0

.0

,0

.0

L5

21.4

2.0

28.6

2.5

35.7

、5

7.1
,

.0

.o

.5

7.1

7.0

100.0

損害保険業(含 代

理業'・サービス粛}

5 0 5
平 均
ジョブ数

%

5.6

7.2

13.0

16.6

10.6

13.6

16.2

20.7

19.2

24.6

8.0

10.2

4.4

5.6

LO

1.3

.2

。3

782

100.0

一

電力・〃x事 業

.一 一.

】▲ 2 9 平 均
ジョブ数

%

23.5

19.2

23.2

18.9

18.6

15.2

19.1

15.6

23.7

19.3

7.6

6.2

6.3

5.1

.3

.2

.0

.0

122.6

100.0

広告 ・調査・情報

提供サービス藁.

10 1 9 平 均
ジョブ数

%

.0

.o

.0

.0

.0

.0

9.1

37.3

6.4

29.5

4.3

19.8

2.0

9.2

.5

2.3

.3

L4

21.7

100.0

情報処理サービス

ソフトウェア菜

go 32 58 平 均
ジョブ歓

%

6.3

10.6

6.6

1Ll

6.4

10.7

910

15.1

19.7

33.1

6.0

10.1

3.9

6.5

1ユ

1.8

.2

.3

59.6

100.0

第4-2-20表 菜1重別 ・使用言語比率平均

使 用官1蚕

室 種 別

シンボ リック
目 ‡吾e∂

コ ン パ イ ラ 言 語 θ∂
機
械
!吾
お
よ
ぴ
特
殊
曾
8吾

倒

回
答
tt
数

雰

目

窪

ア

セ

ン

ブ

リ

口

語

ジ

エ

ネ

レ

1

タ

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

一 次 産 業 計 37.5 、0 、0 5.5 40.0 .1 16.8 .o 6

二 次 産 業 計 28.9
』4

.1 .0 6.8 49.9 2.8 5.6 1.4 471

三 次 産 業 計 35.3 3.4 .4 1L6 40.5 L4 5.0 1.8 573

公 務 計 48.4 .8 ・P .7 32.2 2.5 4.2 10.8 87

稔 平 均 33.6 3.5 .2 8.8 43.8 セ.0 5.3 2.3 U37

主

な

※

題

繊 維 工 業 34.1 1.1 .0 7.3 46.8 4.0 4.S 1.9 26

化 学 工 業 22.9 L6 」 10.4 56.2 4.6 3.6 .0 75

石 油 製 品 製 造 業 40.1 .0 .8 11.1 32.1. 15・7 .0 .0 7

鉄 鋼 栗 32.9 2.6 .0 5.1 45.6 .0 8.9 45 23

電 気 機 械 器 具 製 造 業 27.4 3.5 .0 6.8 44.8 、2 16.5 .5 50

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 33.7 10.3 .5 9.6 36.6 3.4 4.8 .7 49

、

卵 黄 ・ 小 売 藁 ・ 商 社
ろ

36」 4.6 .3 .8 48.7 2.3 4.9 L9 159

金 融 業 60.8 2.8 、0 .4 24.1 1.0 9.6 1.1 60

生命保険業(含代理粟・サービス業) 80.0 .0 .0 3.O ユ7.0 .0 .0 .0 4

損害保険業(含代理業・サービス菜} 30.4 8.0 .o 3.0 47.6 .0 1Lo .0 5

電 力 ・ ガ ス 事 業 29.0 2.0 .0 13・0
.

49.9 5.7 .0 .1 11

広告 ・調査 ・情報提供サービス藁 28.3 L5 .0 6.2 47.5 7.6 .0 8.9 lO

情報処理サービスソフトウェア案 3L7 25 .2 5.8 50.9 .4 3」 3.9 90

ω
o
N

o
c

v
一



ng4-2--21表 プ ログ ラム開発 状況

共同開発 他 に 委 託

自 メ サ メ サ
1

そ 延 実 無 総

1
1
ピ | ピ 回 回

社 カ ス カ ス 記

| 機 1 機 の 答 答

開 と 関
と

に 関
に

入
社 社

共 共 委 委
発 同 同 託 託 他 数 数 数 数

記入数 585 30 12 7 9 1 644 616 526

管 理 業 務 処 理

% 95.0 4.9 L9 1.11 L5 ,2 104.5 100.0
. 層

記入数 875 42 18 15 27 3 980 908 234

事 務 処 理
% 96.4 4.6 2.0 1.7 3.0 .3 107.9 100.0

ア 記入数 163 25 4 6 4 3 205
'199

943

プ 予 測 問 題

リ

ケ

% 81.9 12.6 2.0 3.0 2.0 1.5 103.0 100.0

| 2己人数 104 13 5 7 3 0 132 129 1013

シ 最 適 化 問 題
ヨ

ン

% 80.6 10.1 3.9 5.4 2.3 .0 ▲02.3 100.0

.. 記入数 64 14 1 5 2

.

0 86 84 1058

プ ス ケ ジ ュ ー リ ン グ問 題
・

口 % 76.2 16.7 1.2 6.0 2.4 .0 102.4 100.0

グ

ラ 記入数 41 10 1 1 0 1 54 51 1091

ム 数 値 制 御 1,工42

% 80.4 19.6 2.0 2.0 .0 2.0 105.9 100.0

記入数 102 18 5 2 8 4 139 123 1019

そ の 他

% 82.9 MJ6 4.1 1.6 6.5 3:』3 113.0 100.0

記入数 183 50 5 64 3 3 308 277 865

ユーティ リティ ・プログラム

% 66.1 18.1 L8 23.1 1.1 L1 111.2 100.0

記入数 24 32 1 58 1 1 117 116 1026

OS

%
.20

.7 27.6 .9 50.0 .9 .9 100.9 100.0

・

記入数 23 11 3 59 3 3 102 98 1044
」

言 語 プ ロ セ ッ サ

% 23.5 1L2 3.1 60.2 3.1

'

3.1 104.1 100.0

P

記入数 39 8 0 5 1 1 54 54 1088

そ の 他
% 72.2 14.8 .0 9.3 Lg

I
1.9 100.0 100.0

bl4--2-22表 産業別 ・サー ビス機関 利用状況項 目分布

ト サ

1
ビ
ス

磯遊 関

利
用

業 音

別

回

収

総

数

牢

間

無

記

人

数

本

間

回

答

実

数

計

算

の

委

託

,ぐ

ン

チ

ン

グ

マ

シ

ン

タ

イ

ム

の

利

用

要
員教

亨
講
習
会

;
出席

要

員

の

派

遣

プ
ロ

グ

ラ

ミ

ン

グ

委

託

保

守

サ

1

ビ

ス

委

託

調
査
代
行
・

デ
|

タ
収

集

コ

ン
ビ

†
タ
室
運
用
代
行

そ

の

他

延

べ

記

入

数

一次産業計 6 3 3

100.0

記入数

%

2

66.7

2

66.7

1

33.3

1

33.3

0

.0

2

66.7

1

33.3

]

33.3

1

33.3

0

.0

11

366.7

二次産業計 473 166 307

100.0

記入数

%

70

22.8

212

69.1

44

14.3

148

48.2

62

20.2

46

15.0

76

24.8

7

2.3

15

4.9

4

1.3

68・1

222.8

三次産業計 576 235 3.10

100.O

記入数

%

68

20.0

226

66.5

63

18.5

147

43.2

55

16.2

78

22.9

118

34.7

10

2.9

21

6.2

6

1.8

792

232.9

公 務 計 87 25 62

100.0

記入数

%

9

14.5

42

67.7

7

11.3

33

53.2

5

8.1

7

11.3

29

46.8

1

1.6

o

.0

・

3

4.8

136

219.4

全 産 業 1142 430 712

100.0

記入数

%

149

20.9

482

67.7

115

16.2

329

46.2

122

17.1

133

18.7

224

31.5

19

2.7

37

5.2

13

L8

1623

227.9

第4-2-23表 産業別 ・サー ビス機関利用予定項 目分布

サービス機関
利用予定

項目

回

収

総

本
間
無
記
入

本
間
回

答
爽

計

算

の

委

ノぐ

ン

チ

ン

マ利
ン用
ン
タ
イ
ム

要会
員へ
敦の
育出
席

講

要

員

の

派

プ委
ロ託

zζ

ン

保

奪
L

妾

問 タ
査収
代集
'㌘

デ

コ室
ン運
ピ用
ユ代

1行
タ

そ

の

延
べ

記
入

産業別 数 数 数 託 グ の 習 遣 グ 託 1 | 他 数

6 4 2 記入数 1 1 1 1 1 1 0 0 1 0 7
一次産業計

〕00.0 % 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 .0 .0 50.0 .0 350.0.

473 177 296 記入数 54 186 48 144 101 85 56 17 60 4 755
二次産業計

100.0 % 18.2 62.8 16.2 48.6 34.1 28.7 18.9 5.7 202 1.3 255.0
.

576 253 323 記入数 53 189 70 136 91 84 83 25 53 2 786
三次産業計

100.0 % 16.4 58.5 21.6 42.1 28.1 26.0 25.7 7.7 16.4 .6 243.3

87 35 52 記入数 8 40 .9 26 8 13 21 1 4 0 130
公 務 計

100.0 % 15.3 76.9 17.3 50.0 15.3 25.0 40.3 1.9 7.6 .o 250.0

1142 469 673 記入数 116 416 128 307 201 183 160 43 118 6 1,678
全 産 業

lOO.0 % 17.2 61.8 19.0 45.6 29.8 27.1 23.7 6.3 17.5 .8 249.3
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394CUDI調 査集計

第4-3-1表 オ ンライ ン化社 におけ る業種 別 ・型別 ・1社 当 り保 有 セ ッ ト数 平均

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中.

型

A

中

型

B

小

型

超

小

型

ミ ユ
ニ
コ1

ン

ピタ

そ

の

他

合

計

一 次 産 業 計
.0 2.0 .0 1.0 1.5 LO .0 .0 .0 2.7

二 次 産 業 計 2.2 2.4 .1.7 2.2 2.2 1.6 1.0 4.8 2.5 4.6

三 次 産 業 計 L7 3.5 1.7 1.9 1.3 2.7 LO 11.0 .0 4.9

公 務 計 1.0 1.1 2.9 1.2 1.0 1.0 1.0 LO .0 4.1

総 平 均 セ ッ ト 数 1.7 2.9 1.8 1.9 1.8 2.1 1.0 6.9 2.5 4.7

主

な

業

種

繊 維 工 業 .0 1.5 1.4 1.2 4.6 1.0 1.0 .0 .0 3.2

化 学 工 業 .0 1.1 1.4 2.7 2.0 ユ.3 .0 1.3 .0 3.9

石 油 製 品 製 造業 .0 1.0 1.0 1.0 1.0 .0 .0 .0 .0 1.5

鉄 鋼 業 .0 5.6 2.5 1.6 1.0 .0 .0 .0 .0 7.0

電気機械器具製造業 2.0 4.5 4.6 4.2 4.7 2.8 .0 12.0 .0 11.3

輸送用機構・器具製造業 2.5 1.8 2.2 L7 3.0 2.2 .0 5.0 3.0 5.4

餌薬 ・小 売業 ・商業 2.0 2.0 1.4 1.2 1.0 1.0 1.0 1.0 .0 2.8

金 融 業 2.6 1.6 1.7 1.6 1.2 1.0 .0
'1

.5 .0 3.1

生 命保 険業(含 代
理 業 ・サービス業)

.0 .0 .0 .0 ;0 .0 .0 .0 .0 .0

損 害保 険業(含 代
理 業 ・サービス業) .0 .0 2.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 2.0

電 力 ・ガス 事 業 .0 1.5 .0 2.3 2.5 .0 .0 .0 .0 4.5

広 告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス 業

.0 1.0 .0 1.0 1.0 .0 .0 .0 .0 3.0

.情 報 処 理 サ ー ビス
ソ フ ト ウ ェ ア 業 L7 10.7 2.6 2.0 1.1 2.2 1.0 2.0 .0 8.0

、
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第4-3-2表 オ ンライ ン化社 におけ る システム別 ・型別 ・1社 当 り周辺機 器台数 平均

,

機 種

シ
ス
テ
ム
別 型 別

外 部 補 助 メ モ 目 一 般 入 出 力 機 器 そ の 他
合

計

回

答

社

数

M
T
ド
ラ
イ
ブ

ド

ラ

ム

デ ツ
ィエ
ス ド
ク ラ
(イ
パ ブ

集
団
デ
ィ
ス
ク

そ

の

他

1カ|

ド
R
/
P

..

紙

テ
|R
プ/

P

.ド ト

キ リ
ユ

メ1

ン ダ

ラ
イプ
ン リ

ン

タ

C

R

T

入

出

力

機

そ

の

他

パッチ用 超 大 型 2LO 4.1 22.5 4.3 .5 14.8 5.5 .5 17.5 4.0 3.1 .3 98.5 12

大 型A 2L3 4.1 ユ4.5 4.4 .1 7.4 7.7 .8 1・.gい9
「15

.3 .6 88.6 33

大 型B 10.0 .3 3.8 2.3 .0 2.3 2.0 .2 2、6「.・ 3.3 .3 27.5 66

中 型A 6.1 .3 1.8
.
.1 、.0 1.8 1.9 .0 1.51.・ 1.9 .1 16.2 77

中 型B 3.5 .3 1.4 .0 .0 .7 1.7 .1 1.1 .0 1.8 .5 11.5 80

小 型 .5 .8 .5 ・
.0 .0 、3 413 .0 .7 .0 1.1 .31g.・ 52

超 小 型 .0 .3 .0 .0 .0 .0 7.0 .1 .3 .0 .3 .ol8.1 6

ミニ コン ピュー タ .0 .0 、0 .0 .0 3.0 .0 .0 1.0 .0 2.0 .0 6.0 1

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 均 7.3 .9 3.9 1.1 .0
.

2.4 3.1 .2 3.0 .2 3.4 .3 26.4 327

リモー ト・

パ ッチ用

超 大 型 16.0 2.0 .0 3.0 .0 2.0 1.0 .0 6.0 .0 .0 .030.0
・ 1

大 型A 7.0 1.2 4.6 1.3 .0 1.2 .0 .0 1.3 .8 2.3 .・12・.1 8

大 型B 5.1 .0 2.5 3.4 .0 2.0 .4 ユ 2.0 .0 .0 .1 15.8 7

中 型A 5.5 .7 .0 .0 .0 1.0 1.7 .0 1.2 .0 .0 .0 10.2 4

中 型B 3.7 1.0 .0 .0 .0 .5 2.2 .0 1.0 .5 1.7 .・ い ・.7 4

小 型 LO .5 .0 .0 .0 .5 5.5 .0 1.0 .0 1.0 .・lg.5 2

超 小 型 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .・1.・ .0 .・1.・ .0 0

ミニ コ ンピュー タ .0 .0 .0 .0 .0 .0 2.0 .0 .0 .・1.・ .0 2.0 1

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .・1.・ レ ・1.・ 0

平 均 5.4 .6 2.1 L4 .0 L2 L2 .0 1.5 .3 1・・十 ・115・ ・ 27

リアル ・

タイム用

超 大 型 14.4 10.6 6.8 4.'5 .0 2.6 1.0 .0 3.1 1.4 L9 .0 47.2 10

大 型A 10.3 2.2 8.1 3.1 .1 3.7 1.4 .0 3.5 6.1 .3 .3 39.6 37

大 型B 8.3 .5 3.7 L4 .2 L2 .7 .0 1・6ド8 1.5 .ll2・.5 32

中 型A 2.6' 1.1 2.0 LO .0 1.4 .5 .0 .91.・ 6.5 5.5 2L8 14

中 型B 1.0 .5 3.0 .0 .0 .7 7.5 .0 1.0 .0 2.5 5.0 21.2 4

小 型 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ・ol.0 0

超 小 型 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .0 .・1.・ 0

ミニ コ ン ピュー タ .0 .0 4.0 .0 .0 .0 1.0 .0 1.0 ・・18・ ・ .0 14.0 1

そ の 他 .9 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 均 8.4 2.2 5.4. 2.2 .0 2.2 L2 .0 2.3 2.6 1.9 L1 30.5 98

総平均 超 大 型 27.7 8.3 19.81 5.5』 0.2 12.6 9..1 0.5 ・6.・13・5 4.6 0.2 108.9 24

大 型A 17.9 2.3 1L5 4.2 .1 5.1 5.7 、4 6,212.76」 .6 63.3 107

大 型B 10.4 .6 6.2 1.3 .q 2.1 3.9 .1 2.7 .9 3.1 1.0 32.9 136

中 型A 6.6 .7 1.6 1.0 .0 2.7 3.3 .3 2.5 .1 3.0 .4 22.7 49

中 型B 5.4 1.0 1.5 .0 .0 1.0 4.0 .2 Lgド1 4.0 .2 19.7 24

小 型 4.0 LO 1.3 .0 .0 1.4 3.1 .0 2.0 .311.5 .1 15.0 12

超 小 型 3.0 .0 1.5 .0 .0 2.0 16.5 .0 2・・1・ ・1.5 .0 25.5 2

ミニ コン ピュータ 13.0 .0 8.0 1.0 .0 4.0 16.0 .0 5.ol.O
l

8.0 .0 55.0 1

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 均 12.6 L6 7.5 2.2 .0 3.6 4.7 .2 4.5 1.3 4.0 ・6144.3 355・



第4-3-3表 業 種別 ・セ ンターCPUの 所 在

業 種 別

回

答

実

数

非

オ

ン

ラ

イ
ン

社

オ ン ラ イ ン 化 社

端Cる末P
シ

機uス
がにテ
白綾ム
社続
のす

端Cる
末Pシ
機Uス
がにテ
他接ム
社統
のす

継竿
機Cる
がp《
電Uテ
々にム
公接

延

べ

合

計

・一 次 産 業 計 杜数

%

3

100.0

1

33.3

3

100.0

0

.0

0

.0

3

100.0

二 次 産 業 計
社数

%

161

100.0

1

.6

136

84.5

13

8.1

】7

10.6

166

103.1

三 次 産 業 計
社数

%

〕64

100.0

6

3.7

145

88.4

22

】3.4

7

4.3

174

106.1

公 務 計
社数

%

11

100.0

12

109.1

9

8L8

2

18.2

1

9=1

12

109.1

全 産 業
杜数

%

339

100.0

20

5.9

293

86.4

37

10.9

25

7.4

355

104.7

主

な

藁

棟

繊 維 工 業
社数

%

11

100.0

0

.0

11

100.0

0

.0.

0

.0

11

100.0

化 学 工 業
社数

%

28

100.0

0

.0

25

89.3

0

.0

3

10.7

28

100.0

石油 製品製造 業
社数

%

4

100.0

0

、0

4

100.0

0

.0

0

.0

4

100.0

鉄 鋼 業
社数

%

5

100.0

0

、0

5

100.0

O

.0

0

.0

5

100.0

電気機械器具製造業
社数

%

18

100.0

0

.0

18

100.0

0

.0

1

5.6

19

105.6

輸送用機械器具製造業
社数

%

20

100.0

1

5.0

13

65.0

8

40.0

o

.0

21

105.0

卸業 ・小売翼い 商社
社数

%

39

100.0

0

.0

31

79.5

8

20.5

0

.0

39

100.0

金 融 業
社数

%

40

100.0

4

10.0

39

97.5

1

2.5

6

15.0

46

115.0

生 命保 険黄(含 代理 業 ・サー ビス業}

社数

%

0

、0

0

、0

0

.0

0

.0

0

.0

0

、0

損 害保 険 業(含 代
理 藁 ・サ ービス業)

杜数

%

1

100.0

0

.0

1

100.0

0

.0

0

.0

1

100.0

電 力 ・ガ ス 事 業
社数

%

4

100.0

0

.0

4

100.0

1

25.0

0

、0

5

125.0

広告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス 桑

社数

%

1

100.0

0

.0

1

100.0

0

.o

0

.0

1

100.0

情 報 処理 サービス
ソ フ トウ ェ ア 藁

社数

%

28

100.0

1

3.6

28

100.0

】

3.6

1

3.6

30

107.1

第4-3-4表 業 種別 ・セ ンターCPUの 複合利用状 況

業 種 別
.

回

答

実

数

白接
杜続
のす
Cる
Pも
Uの
に

抱接
杜絶
のす
Cる
Pも
Uの
に

電u
々(二

鐸
のる
Cも
Pの

nu
社に
と換
地枝社†

のる
Cも
Pの

社pの
とU
電に
々摸
公縫
社†
のる

…T聴 丁
とu
電に
々接
公"
社マ
ン㌔る

n公 姪
吐ほ†
このる
他Cも
吐Pの
とu
電に
々擾

社数 3 3 0

.

0 0 t、
'0

0
一 次 産 室 計

% 100.0 100.0 、0 .0 カ1
A

.0 .0 .0

仕数 161 131 12 13 † 一 、 0 0

二 次 産 藁 計 1
% 100.0 81.4 7.58.1.b 2.5 .0 .o

社数 ]64 135 1go3 7 0 0

三 次 産 菜 計
% 100.0 82.3 1L61,0 '1

.8 43 ,0 .0

「 総数 11 8 2!o 0 ハ 0 0
公 務 計

% 100.0
.

72.7

シ

18.21.0 、0 9」 .0 .0

世数 339 277 33 13 4 12 0 0

全 盛 藁
% 100.0 8L7 9.7 3.8 L2 3.5.、 .o .o

社数 11 11 0 0 0 0 0 0
繊 維 工 業 「

% 100.0 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社数 28 25 0 3 0 0 0 0
化 学 工 業

% 100.0 89.5 .0 10.7 ,0 .0 .o .0

主
石油製品製造業

杜数 4 4 0 0 0 0 o 0

% 100.0 100.0 0 0 0 0 0 0

社数 5 5 0 10 0 0 0 0
鉄 鋼 藁

% 100.0 100.O ,0 .0 .0 .0 .0 .0

桂数 18 ]7 0 0 0 1 0 0

電気機械器具製造業
% 100.0 94.4 .0 ,0 .0 5.6 .0 .0

な
輸送用機械器具製 社数 20 12 7 0 1 0 0 0

造業 % 100.0 60.0 35.0 .0 5.0 .0 .0 .0

卸業 ・小売業・商社
社数 39 31 8 0 0 0 0 0

% 100.0 79.5 20.5 .0 .0 .0 .0 .0

社数 40 35 1 0 0 6 0 0

金 融 業
簗 % 1∞.0 82.5 2.5 、0 .0 15.0 .0 ,0

9

生命保険藁(含 代
社数 0 0 0 0 0 0 0 0

理藁・サービス桑)
% .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

損害保険業(含 代 社数 1 1 0 0 0 0 0 0

理藁・サービス桑) % 100.0 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社数 4 3 o 0 1 0 0 0

種 電 力 ・・ガ ス事 案
% 100.0 75.0 .O ,0 25.0 .0 .0 .0

広告 ・調査 ・情報 社数 1 1 0 0 0 o 0 0

題 供サ ービス 業 % 100.0 100.0 .0 .0 .0 、0 .0 .0

情報処理サービス 世数 28 26 0 0 1 1 0 0

ソフ トウェア業
% 100.0 92.9 .0 .0 3.6 3.6 .0 .0

coo

Φ

o
己
o
一

結.

摯

令



第4--3-5表 の1業 種別 ・接 続CPU別 ・利用端 末機現況(1)

回 1祉 当 り 平 均 台 数 合

キタ C 金 マ 紙 キス 出 ン プ 子 りR そ

答
1イ
ポ プ

R 胞 シ
機 ン

テ
1

1ク
.

カ ブ
専 リ 動

モT
lタ

1ラ
ドイ

T

ア
関 〉用 プ

.

ツ
|

用 ン
プ タ

口 用 ト1
.こ 、

・ タ
イ ㌃ リ . りを 特 パ ナ の

実 プ ス ア | テ ン 含 ツル
リ プ ラ ダ 1 タ む ツ 殊 チ
ン
タ レ

1
ズ

パ
ン

プ
デ

)

; 端 S
M

数 / イ ・ チ イ イ タ 末 A 他 計

1回 答 社 数 2 ユ 0 1 0 3 o o 0 2 3

一 自社CPU 合 計 台 数 48 3 0 30 0 銅 0 0 0 53 168
1社 当り平均 16.0 i.0 ,o 〕0.0 ,0 11.3 ,0 .o .o 17.6 56.0

次 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 o o 0 o 0 0 0

産
!社 当}坪 均 .0 .o .0 .0 .o ,0 .0 .0 .o .0 .0

回 答 社 数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 o o

電々CPU 合 計 台 数 0 o o 0 o 0 0 0 0 σ 0
案 1社 当リ平均 .0 .0 .o .0 =0 .0 .o .o .0 .0 .o

回 答 社 数 3 2 1 0 1 0 3 o 0 o 2 3
廿 全CPU 合 計 台 数 48 3 0 30 0 鈎 o o 0 53 168

1社 当り平均 16.0 1.0 .o 10.0 .0 11.3 .0 .0 ,o 17.6 56.0.

回 答 杜 数
】25 49 0 59 0 42 0 o 4 57 136

二 自社CPU 合 計 台 数 3,231 誤8 0 1,163 0 498 0 0 26 885 6β51
1杜 当り平均 23.7 4.0 .o 8.5 .0 3.6 .o 、0 」 6.5 46.6

次
回 答 社 数 13 o 0 o 0 0 o 0 0 0 13

他社CPU 合 計 台 数 13 0 0 0 0 o o o 0 o 13

産

1社 当り平均 1.0 .0 .0 .D .0 .0 、0 .0 .0 .o 1.0

回 答 杜 数 6 0 0 3 o 0 o 0 0 8 17

電々CPU 合 計 台 数 18 0 0 3 o 0 o 0 0 8 29
業 1杜 当り平均 1.0 ,0 .0 .1 .0 .0 .0 .o .0 .4 1.7

回 答 吐 数 】61 145 49 0 62 0 42 0 0 4 65 166
計 全CPU 合 計 台 数 31262 図8 0 1,]66 0 498 o 0 26 893 6,393

1社 当1坪 均 20.2 3.4 .0 7.2 .0 3.0 .0 .o .1 5.5 39.7

回 答}t数 106 30 19 3↓
'1 21 0 8 29 16 145

三 自社CPU 合 計 台 数 51009 翻8 3,437 1,399 2 534 0 2,496 67 564 14,156
1且 当1}平均

糾.5 4.4 23.7 9.6 ,0 3.6 .0 17.2 .4 3.8 97.6

次 回 答 社 数 22 0 0 7 0 0 0 0 0 1 22

他社CPU 合 計 台 数 83 0 0 7 0 0 0 o o ユ5 105
1社 当り平均 3.7 、0 ,0 .3 ,0 ,0 .0 .o .0 .6 4.7

産
回 答 社 数 5 2 4 3 0 0 0 0 2 0 7

電々CPU 合 計 台 数 胡 4 68↑ 222 ① 0 o o 3 0 1,142
黄 1杜 当り平均 32.7 .5 97.7 3L7 .o .0 .0 .o ,4 .o 153.1

回 答 吐 数 1図 133 32 23 44 1 21 o 8 3] 17 174
計 全CPU 合 計 台 数 5β21 652 4,121 1,628 2 534 o 2,496 70 579 15,403

1社 当)}平均 32.4 3.9 25」 9.9 .0 3.2 .0 15.2 .4 3.5 '93.9

第4-3-5表 の2業 種別 ・接続CPU別'利 用端末機現 況(2)

「

回
「

1社 当 り 平 均 台 数 合

キタ .C 金マ 紙 キス 出 ン ブ 予 リR そ

答
1イ
ポプ
1ラ
ドイ

R

T

ア

散 シ
機 ン
関)
用

テ

|

プ

・

1ク

↓
1

カ ブ
専 り
用 ンプ

タ
口

約

用

モT

lタ

ト1
.ミ、

実

・ タ

ブ
`)

ン

タ

イ

ス
プ

レ

;
ラ
|ズ

り1

ダ
パ
ン

:
ア
|
プ
デ

りを
ン含
タむ)

;

ツ

特

殊

端

パ ナ
ツル
チ
S
M

の

数 / イ ・ チ イ イ タ 末 A 他 計

回 答 社 数 2 2 0 4 0 0 0 0 0 2 9

公 自社CPU 合 計 台 数 32 8 o 376 0 o 0 0 0 70 486
1社 当り平均 3.5 .8 .0 4L7 .o 、o .0 .o .0 7.7 54.0

回 答 辻 数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2

他社CPU 合 計 台 数 鈎 0 0 0 0 0 0 o 0 30 図
1社 当1}平均 17.0 .o .o .0 、0 .0 .0 .0 .0 】5.0 32.0

務
回 答 社 数 o 0 0 0 o

'0
o 0 1 o 1

取CPU 合 計 台 数 0 o 0 0 0 o o 0 1 o 1

1杜 当リ平均 .0 .0 ,o, .0 .o .0 .0 .0 LO .0 LO

回 答 社 数 11 4 2 0 4 0 0 o 0 1 4 12

計 全CPU 合 計 台 数 66 8 0 376 0 0 0 0 1 100 551
1社 当～呼 塩 6.0 .7 .o 34」 、0 .0 ,0 .0 、0 9.o 50.o

回 答 社 数 236 82 19 98 皇 66 o 8 33 77 293

全 自社CPU 合 計 台 数 81320 1,207 31437 2,958 2 】,066 o 2,496 93 1,572 21,161
1社 当1呼 均 28.3 4.1 lL7 10.1 .0 3.6 .6 8.5 .3 5.3 72.2

回 答 社 数 37 0 0 7 0 0 0 o 0 3 37

他社CPU 合 計 台 数 130 0 0 7 0 0 o 0 0 45 182
1社 当り平均 3.5 .0 ,o 」 .0 .0 .o .0 .o ▲.2 4.9

産
回 答 社 数 】1 2 4 6 0 0 o 0 3 8 25

電々CPU 合 計 台 数 247 4 684 225 0 0 0 0 4 8 1,172
1社 当り平均 9.9 」 27.3 9.0 .o .0 .0 .0 .〕 .3 46.8

回 答 社 数 339 284 別 23 111 1 66 0 8 36 88 355

案 全CPU 合 計 台 数 8,697 ],211 41121 3,200 2 1,066 o 2,496 97 】1625 22,515
1吐 出↓ぽ 均 25.6 3.5 12.1 9.4 .0 3.1 .0 7.3 .2 4.7 66.4

回 答 社 数 U 2 o 6 0 1 o 0 0 4 U

主 自社CPU 合 計 台 数 101 10 o 53 0 5 o 0 0 19 188
繊 ll{1当1坪 均1 9」 .9 .0 4.8 ,0 .4 .0 .0 .0 1.7 17.0

回 答 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

な 権 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 o 0 0 0 0 6
'-

0
1社 当り平均 ,0 ,0 .0 .0 ,o .0 ,0 .0 .0 .0 .o

【

案
工

!回 答 社 数

電,cpul合 計 台 数

0

0

0

0

0

0

・O

o

・o

o

0

0

0

0

0

0

'O

o

d
6

O

o
1社 当り平均 .0 ,0 .0 .0

'
.o .0 .o .0 .6 ・? .c

業 回 答 杜 数 11 11 2 0 6 0 1 0 0 0 6 11

種 全CPU 合 計 台 数 10」 10 o 53 0 5 o 0 0 19 188
1社 当リ平均1 9.1 .9 .G 4.8 .0 .4 ,o .0 .0 1.7 17.0

i

Y
"1

べ

＼'

ω
o
や



第4-3-6表 の'1業 種別 ・接続CPU別 ・5年 後の実用端末機予 定(1)

回 キ イ C 金 シ 祇 キ 出 プ プ 予 りT そ 合
1ブ R 融 ン テ | カ リ モ タ
ボ ラ 機) |

.

専 ン 約 ll

答
1イ
ドタ

T

ア
凹
用

ア

・

ツ

|
用 タ
ブ を 口 用

}ミ

・ ナ

テ イ ■ 11 ラ
1

リ含
ン む 特

パ ル
ツ の

実
ll

ン

ス

プ

ラ
|

1
ダ プ

ア
タ)

で
ツ 珠 チ

S
タ ズ パ

イ フ 靖 M
/ レ ・ ン ス イ A

数 タ イ マ チ ク ン タ 宋 R 他 計

回 答 社 数 1 2 o 0 0 1 0 0 o 1 2

一 自社CPU 合 計 台 数 120 124 0 0 0 30 0 0 0 120 394

!社当り平均 60.0 62.0 .0 .o .0 !5.o .o .0 .0 60.0 197.0

次

"

回 答 社 数 0 o o 0 0 0 0 0 0 o 0

他社CPU 合 計 台 数 0 o o 0 0 0 0 o o 0 o

1社当り平均 .0 .o .o .0 .o .0 .0 .o .0 .0 .o

産

坪 篠路 o 0 o 0 o 0 0 0 0 0 0

寛々CPU 合 計 台 数 0 G 0 o 0 0 0 0 o 0 0

泉 1吐出1坪均 .o 一.0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0

回 答 辻 数 2 1 2 0
.0

o 1 0 0 o 1 2

計 全CPU 合 計 台 数 120 124 0 o 0 30 0 0 0 i20 394

1杜当1}平均 60.0 62.0 .0 .0 .0 15.O .0 .0 .0 60.O !97.0

回 答 祉 数 103 田 0 31 o ♪7 0 0 9 39 118

二 自社CPU 合計 台数 4,869 2,483 0 1,m 0 757 0 0 61 1,359 10,650

工杜空押 均 41.2 21.D .o 9.4 .0 6.4 .0 .0 .5 11.6 90.2

次 回 答{t数 】2 0 0 o 0 0 o 0 2 0 14

他社CPU 合 計台数 12 0 0 o 0 0 0 0 4 0 15

1社当1坪均 .8 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .2 .0 L1

産
回 答社数 5 0 0 3 0 o 0 o 0 0 8

電々CPU 合 計台 数 322 0 0 3 0 o 0 o 0 0 325

菰 1杜当り平均 40.2 、0 .o .3 .o .0 .0
1
.0 .0 .o 40.6

回 答社 数 133 120 88 o 訓 o 37 o 0 11 39 140

計 全CPU 合 計合 歓 51203 2,483 0 1`114 o 757 o o 65 1β59 〕OI991

i社当秤 均 39.1 18.6 .0 8.3 .9 5.6 .0 .o .4 】0.2 82.6

回答社 敦 ?3 50 22 30 1 )5 0 3 32 11 m

三 自社CPU 合 計台 費 6,001 31709 4,581 1,938 loo 379 0 3,500 895 444 21,64S

1社当`,平均 白.0 33.4 42.1 17.4 .9 3.4 .0 3L5 8.o 4.0 1,gso
「

次 回 答 社2t 11 1 0 o 0 1 0 o 0 1 14

他社CPU 合 計台数 74 goo o 0 o 50 o o o 50 1,074

1社当り平均 5.2 64.2 .o .0 .o 3.5 .o .0 .o 3.5 76.7

産 .
回答 社数 4 2 "4

5 0 2 o 0 o 0 6

電々 cpo 合計 台数 ⑬ 60 1,650 464 0 4 0 0 0 0 2,738

倉 1社当り平均 933 100 2,750 773 .0 6 .0 .o .o .0 456.3

回答社数 122 88 53 25 35 1 18 0 3 32 12 131

計 全CPU 合 計 台数 6,635 4,669 6β31 2,402 100 433 0 31500 896 4鮪 25,450

1社当り乎均 54.3 38.2 5L8 19.6 .8 3.5 .o 28.6 7.3 4.0 20⑨.6

第4-3-6'表 の2業 種別 ・接 続CPU別 ・5年 後 の実用端末機予 定(2)

回 キ イ C 金シ 紙 キ 出 プ プ 予 ljT そ 合

答

1プ
ポ ラ
1イ
ドタ

R

T

ア

貼ン
酉〔
閃
用

テ

|

プ

・

…
ツ

!

力 【」
専 ン
用 タ
ブ を 口

約

用

モ タ

lI

ト ミ
・ ナ

÷ イ 亨
「} テ

1

り含
ンむ

特
パ ル
ツ の

実 リ
ン

ス

プ
ラ
1

|
ダ

プ
ア

タ)

A
? 殊 チ

S
タ ズ 'ξ

イ ラ 靖 M
/ レ

. ン ス イ A
数 タ イ ? チ ク ン タ 末 R 他 廿

回 答 壮 1 5 0 4 0 o o 0 4 2 7

自社CPU 合 計 台 数 10 2,230 0 472 0 0 o 0 212 100 3,02↓

公
1社当り平均 1.4 318.5 .0 67.4 .0 .0 .0 、0 釦.2 U2 432.0

回 答 杜 数 0 o 0 0 0 0 0 o 0 0 0

他吐CPU 合 計 台 数 o 0 0 o o o 0 0 o o 0

1社当1岬均 .0 .0 .0 .0 .o .o .0 .0 .o .0 .o
萄

回 答 社 数 0 0 o o o 0 0 0 o 0 o

重々CPU 合 計 台 数 o o 0 o 0 0 0 o 0 0 0

蹴 当f坪均 .o .o .0 .o .o .0 'o .o .o .o .0

計
回 答 杜 数 7 1 5 0 4 0 0 0 o 4 2 7

全CPU 合 計 台 数 1D 2,230 0 472 0 o 0 0 212 100 3,02」

1社当オ円 周 L4 318.5 .0 67.4 .o .0 .0 .0 30.2 14.2 432.0

回答社 数 178 145 2 65 1 53 o 3 45 臼 238

自社CPU 合計 台数 n,000 8,～{5 4,6S] 3,521 100 L166 0 3,500 L159 2,033 岱.716

全
1杜当帰 均 46.2 35.9 19.6 14.7 .` 4.8 .0 14.7 4.9 8.5 150.O

回 答 祉 数 23 1 o 0 o 1 o o 2 1 28

他性CPU 合計台 数 85 goo 0 o o 50 0 0 4 50 1、㎜

1社告1坪均 3.0 32.| .0 .o .o 1.7 .0 .0 .1 1.7 38.9

産
回答a数 9 2 4 8 0 2 o o 0 0 1.4

電々CPU 合計台数 882 60 1,650 467 0 4 0 0 0 0 3,063

1且当f坪 均 63.0 4.2・117,8 記.3 .o .2 .o .0 .0 .0 218.7

窯
回 答 社 数 264 2!0 14s 26 73 1 56 0 3 47 図 鋤

全CPU 合 計 台 数 1],968 91506 6,331 3,988 100 1,220 o 3,soo L173 2,083 39,869

1社当1坪 均 45.3 35.0 23.9 15.1 .3 4.6 .0 B.2 4.4 7.8 15Lo

回 答 社 数 5 4 0 2 0 3 o 0 0 0 5

土

田
自吐CPU 合 計 白 散

斑 当～坪均

85

17.0

43

8.6

o

.o

部

7.0

0

.0

19

3.8

0

.0

o

.0

0

.0

o

.0

182

36.4

回答社数 o o 0 0 0 o 0 0 0 0 o

な 推
他社CPU 合 計台数 o 0 0 o o o 0 o o 0 0

1社当り平均 .0 .0 、0 .o .0 .o .0 .o .o .o .0

窺 工 電々CPU

回 答社該

合爵 台数

o

o

0

0

0

0

0

0

0

0

o

o

0

0

O

o

O

o

0

0

O

o

1社当り平均 .0 .0 .o .0 .o .0 .o .0 .o .0 .0

伎

簾 全CPU
回 答社 数

合計台 数

5 5

85

4

43

O

o

2

35

0

0

3

19

0

0

O

o

0

0

0

0

5

1泣

1社当り.平均 17.0 8.6 .0 7.0 .0 3.8 .0 .0 .o 、o 蒲.4

ω
o◎
o

o
d
o
－
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第4-3-7表 業種別 ・速度 別 ・特 定通 信回線保 有現 況(含 私 設回線)

速 度 回 回 線 速 度
`

答 五 ビ ニ ビ 一 ビ ニ ピ そ 合
oツ ○ ツ

,ツ 、 ツ

実 ト ○ ト ニ ト 四 ト の

業 種 数
/
秒

/秒 ○/
○ 秒

○/
○ 秒 他 計

一 次 産 業 計
2 各 回 答 数

業 種 合 計
0

0

2

45

1

1

1

4

1

ユ1

5

61
〒社当り回線数平均 .0 22.5 .5 2.0 5.5 30.5

162 各 回 答 数 3i 132 80 30 14 287
二 次 産 業 計 業 種 合 計 286 1,397 183 125 90 2,081一社当 り回線数平均

1.7 8.6 1.1 .7 .5 12.8
169 各 回 答 数 51 111 86 18 1 267

三 次 産 業 計 業 種 合 計 2,624 3,208 2,059 78 2 7,971一社当リ回線数平均
15.5 18.9 12.1 .4 .0 47.1

23 各 回 答 数 17 10 14 0 0 41
公 務 計 業 種 合 計 929 200 309 0 0 1,438一社当り回線数平均

40.3 8.6 13.4 .0 .0 62.5
356 各 回 答 数 99 255 181 49 16 600

全 産 業 業 種 合 計 3,839 4,850 2,552 207 103 ユ1,551一社当り回線数平均
10.7 ユ3.6 7.1 .5 .2 32.4

11 各 回 答 数 0 11 2 4 0 17
繊 維 工 業 業 種 合 計 0 52 2 4 0 58一社当 り回線数平均

.0 4.7 .1 .3 .0 5.2
28 各 回 答 数 8 21 11 1 0 41

化 学 工 業 業 種 合 計 53 368 42 1 0 464
一 社 当 リ回 線数平均 ・

1.8 ユ3ユ 1.5 .0 .0 16.5
4 各 回 答 数 0 3 2 1 0

`6

石 油製品 製造 業 業 種 合 計 0 54 11 2 0 67
一社 当 り回線数 平均 一

.0 13.5 2.7 .5 .0 16.7
5 各 回 答 数 0 5 5 4 2 ユ6

鉄 鋼 業 業 種 合 計 0 75 9 ユ6 22 122
主 一社当り回線数平均 .0 15.0 1.8 3.2 4.4 24.4

電気機械器具製造
18 各 回 答 数 2 17 15 5 3 ・42

業
業 種 合 計 41 177 29 38 ]9 304一社当り回線数平均

2.2 9.8 1.6 2.1 1.0 16.8

輸送用機械器具製 21 各 回 答 数 8 12 8 4 1 33

な 造業
業 種 合 計 29 194 24 38 1 286一社当 り回線数平均

1.3 9.2 1.1 1.8 .0 13.6
39 各 回 答 数 4 35 14 0 0 53

卸業 ・小売 業 ・商社 業 種 合 計 25 468 103 0 0 596一社当り回線数平均
.6 12.0 2.6 .0 .0 15.2

業 金 融 業
43 各 回 答 数

業 種 合 計

13

589

18

1,150

38

1,736

3
`
]8

0

0

.72

3,493
一 社 当 り回線 数平均 ・

13.6 .26 .7 40.3 .4 .0 81.2

生命保険業(含 代
0 各 回 答 数 0 0 0 0 0 ・0

理 業 ・サ ー ビス業)
業 種 合 計
一社当り回線数平均 ・

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

O
l
.0

種
損害保険業(含 代 1 各 回 答 数 0 1 0 :0 0 11

理業 ・サニ ピス業) .
業 種 合 計
一社当り回線数平均

0

.0

39

39.0

0

.0

1

0

、0

0

.0

39

39.0
4 各 回 答 数 1 3 1 0 0 5

電力 ・ガス事 業 業 種 合 計 1 36 1 0 0 38
. 一社当り回線数平均

.2 9.0 .2 .0 .0 9.5

広 告 ・調査 ・情報
1 各 回,答 数 0 1 0 1 0 2

提供サービス業㎡P

業 種 合 計
一社当 リ回線数平均

0

.0

2

2.0

0

.0

2

1.0 .6
3

3.0

情報処理サ]ビ ス
29 各 回1答 数 4 18 14 7 0 43

ソフ トウ ェア業
層

業 種 合 計
一社当り回線数平均

760

26.2

329

11.3

111

3.8

7

.2

0

.0

1,207

41.6
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第4-3-8表 業種別 ・速度別 ・5年 後 の特定通信 回線保 有予定(含 私 設 回線)

回 回 線 速 度 合

答 吾 呂 二 「 そ

ピ oピ 己 ピ {巴 ピ

実 ツ ツ
o ツ c⊃ ツ の

ト ト ト ト

業 郁 数 /秒 /秒 /秒 /秒 他 §十

2 各 回 答 数 q 1 2 1 1

一 次 産 業 計 業 種 合 計 0 100 33 40 20
'193

一 社当り回線数平均 .0 50.0 16.5 20.0 10.0 96.5

135 各 回 答 数 20 81 80 45 18

二 次 産 業 計 業 種 合 計 190 1,991 789 559 191 3,720

一社当り回線数平均 1.4 14.7 5.8 4.1 1.4 27.5

131 各 回 答 数 23 67 99 60 31

三 次 産 業 計 業 種 合 計
一社当 リ回線数平均

2,012

15.3

2,830

2L6

4,482

34.2

1,044

7.9

220

1.6

10,588

80.8

18 各 回 答 数 0 5 16 0 0

公 務 計 業 種 合 計 0 41 3,789 0 0 3,830

一社当 り回線数平均 .O 2.2 210.5 .0 .0 212.7

286 各 回 答 数 43 154 197 106 50

全 産 業 業 種 合 計 2,202 4,962 9,093 1,643 431 18,331

一 社 当 り回 線 数 平 均 7.6 17.3 3L7 5.7 1.5 64.0

6 各 回 番 数 0 3 4 2 0

繊 維 工 業 業 種 合 計 0 60 31 4 0 95

一社 当り回線数平均 .0 10.0 5.1 .6 .0 15.8

27 各 回 答 数 2 16 19 ユ5 1

化 学 工 業 業 種 合 計
一社当 り回線数平均

10

.3

376

13.9

129

4.7

96

3.5

1

.0

612

22.6

、

王
4 各 回 答 数 0 1 3 2 0

石 油 製 品 製 造業 業 種 合 計 0 4 21 5 0 30

一社当 り回線数平均 .0 1.0 5.2 1.2 .0 7.5

5 各 回 答 数 0 5 4 2 4

鉄 鋼 業 業 種 合 計 0 223 46 80 50 399

一社当 り回線数平均 .O 44.6 9.2 16.0 10.0 79.8
}

電気機械器具製造
ユ5 各 回 答 数

業 種 合 計

0

0

13

327

11
168

4

70

2

22 587

業 一 社 当 り・回 線 数 平 均 .O 2L8 11.2 4.6 1.4 39.1

輸送用機械器具製

準業

17 各 回 答 数
業 種 合 計
一社 当 り回線数平均

7

7

.4

6

133

7.8

3

17

1・o

4

114

6.7

3

ユ2

.7

283

16.6

卸業 ・小 売 業 ・商
34 各 回 番 数

業 種 合 計
2

2

18

256

29

116

5

94

16

16 484

社 一社当 リ回線数平均 .0 7.5 3.4 2.7 .4 142

41 各 回 答 数 11 13 38 9 3

金 融 業 業 種 合 計 702 723 3,436 103 103 5,067

一 社 当 り回 線 数 平 均 17.1 17.6 83.8 2.5 2.5 123.5

業

生 命 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビ ス業)

O 各 回 答 数
業 種 合 計
一社 当り回線数平均

0

0

.0

0

0

.0

O
O

.0

0

0

.0

0

0

.O

0

.0

損 害 保 険 業(含 代
理 業 ・サ ー ビ ス 業)

1 各 回 答 数
業 種 合 計
一 社当 り回線数平均

0

0

.0

O
O

.O

1

100

100.O

O
O

.0

0
0

.O

100
100.0

2 各 回 答 数 0 ユ 1 2 0

電 力・・ガ ス 事 業 業 種 合 計 0 13 120 工1 0 144
一社当 り回線数平均 .O 6.5 60.O .5.5 .0 72.0

種

広 告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス業

0 各 回 答 数
業 種 合 計
一社 当り回線数平均

0

0

.O

0

0

.O

0
0

.O

0
0

.0

0
0

.0
0

.O

情 報 処 理 サ ー ビ ス
ソ フ トウ ェ ア業

21 各 回 答 数
業 種 合 計
一社当 り回線数平均

3

330

15.7

12

900

42.8

12
390

18.5

20

430
20.4

10

95
4.5

2,145

102.1



第4-3-9表 業種別 ・5年後の公衆通信回線保有予定
.

o

回

答

テ

レ

電 合

粛 憧

実

数

ツ

ク

. ス

話 計

0 各 回 答 数 0 0一 次 産 窺 肘
業 独 合 計 0 0 0
一 社 当 り回線数平 均

.0 ・.O .0

56 各 回 巻 数 38 37
二 次 産 講 計 業 檀 合 計 1,847 3,100 4,947

=- 一. 一 社 当り回線数平均
32.9 55.3 88.3

66 各 回 答.数 .52 ...38

三 次 産 業 計 業 種 合 計 1,100 2,445 3,545一 仕 当り画線数平均 ・16.6 37.0 53.7

0 各 回 答 数 0 0

公 務 計 藁 縄 合 計 0 0 0
一社 当 リ回線数平均 ,0 .0. .0

122 各 回 答 数 90 75
全 産 業 業 種 合 計 2,947 5,545 8,492一社 当 り同線数平均

.24.1 45.4 69.6

3 各 回 答 数 0 3

繊 維 工 業 薬 梗 合 計一一.0 20 20
. 」

.」
一 社 当 り回線数平 均

.0 6.6 6.6

9 各 回 答 数
1

7 2
化 学 工 業 禁 裡 合 計 108 6 114

9

一 社 当 り回線数平均 15.4 .7 12.0
王

3 各 回 各 級 1 3

石 油 製 品 製 造 菜 薫 煙 合 計 5 43 48一 社 当 り回線数平均 L6 14.3 16.0

2 各 回 件 数 2 2
鉄 鋼 業 業 種 合 計 36 38 ?4一 社 当り回線数平均 .18.0 ..19 .0 370,

11 各 回 答 数 9 11

電気機械器▲し製造業 築 穐 合 計 '900 1,840 2,740
・ ・ ."

一 社 当り回線数平均
8LB 167.2 249.0

な

囎送用機臓器～口乏5こ
寡

5 各 回 答 数
業 種 合 計

5

160

2
250 410一社 当 り回線数 平均

32.O 125.0 185.0
9

22 各 回 答 数 21 5
邦楽 ・小売藁 ・商社 類 檀 合 計 328 130 458一社 当 り回線数平 均

14.9 5.9
.

20.8

20 各 回 答 数 18 11

金 融 業
.

業 種 合 計 527 1,610 2,137一 社 当 り回線数平 均
26.3 80.5 106.8

業

.

三k命保険業(含 代理
鎚 ・サービス鋲)

0 各 回 答 数
菜 種 合 計
一 社 当1)回 線数平均

'0

0

.0

0

0

.0

0
.0

川ぶ保険業(含 代理
淀 サービス陶

1 各 回 答 敷
藁 撞 合 計
一 社 当り回線数平均

1

】0

10.0

1

30

30.0

40

40.O

.

0 各 回 答 数 0 O -

電 力 ・ガ ス事 業
-

業 種 合 計
一 社 当り回線数平均

0
、

.0、

0

.0

0
.0.

種

広告 ・罰査 ・情報提
供サー ビス叢

1 各 回 答 数
業 種 合 計
一社 当 り回線数 平均

0

0

.O

1
25

25.0
25

25.0

情報処理サービスソ
7ト ウェア叢

ユ6 各 回 客 扱
業 種 合 計
一社当り回線数平均

10

142

8.8

16

588

36.7

730
45.6

第4-3-10表 業種別 ・回線1日 実使用 時間平均

回 回 線 速 度

答 五ピ ニピ 一 ピ ニピ そ
Oツ oツ ㍉γ 〉ツ

実 卜 o卜 ニ ト 四 ト の

毒 種 別
・

歓
/秒 /

秒
○/
o秒

O/
o抄 他

2 各 回 答 数 0 2 1 1 1
一 次 西 桑 計

1社当り爽使用時間平均 .0 6.5 2.5 .5 2.5

「 146 各 回 答 数 29 118 59 28 13
二 次 産 業 計 ・

工社当`瑛使用時間平均
F

、7 33 2.1 、7 ,5

137 各 回 答 数 38 89 67 16 0
三 次 産 粛 計

「
..「-

1社当1〕実使用時間平均 L5 4.2 3.7 .4 .0

■一..

1 各 回 答 数 1 1 1 0 0
公 務 計

1社当り実使用時間平均 8.0 10.0 】0.0 0 0

266 各 回 答 数 68 210 i28 45 工4
総 平 均

1社当`}爽使用】時間平均 1.1 3.8 2.9 .6 .3

「 11 各 口 答 数 0 11 2 4 0
繊 樵 工 業

1社当り実使用時間平均 :o』
一-'315'

1.1
層1

.8 0

22 各 回 答 数 8 15 〕1 1 0
化 学 」工 業

1祉当`)実使用時間平均 1.4 3.3 2.7 .3 .0

主 石 油 製品製造業
4 各 回 答 、 数 0 3 2 1 0

1社当り実使用時間平均 .0 4.2 3.5 3.0 .0

5 各 回 答 数 0 5 4 4 2
鉄 鋼 業

1社当}}実使用時間平均 .0
A

2.6 2.4
.

L6 2.O

16 '各 回 答 数 工 16 13 4 2
電気機械器具製造業

1社当り爽使用時間平1二」 .1 4.5 4.6 1.5 L3

な 19 各 回 答 数 7 】0 4 3 1
槍送用概情器具製造業

1社当り実使用時間平均 1.4 2.5 1.3 .7 2

. 30 各 回 番 数 3 26 12 0 0
即実 ・小売業 ・商社

1社当り爽使用時間平均 .5 4.2 3.0 .0 .0

31 各 回 落 紙 9
「A.・ 】3 「.L-26 '.、3

0
金 融 業

藁 1杜当り実使用時間平均
2・2 3.7 6.0 ,7 .0

生命保険業(含 代
0 各 回 答 数 0 0 .0 O 0

理 業 ・サービス業) 1社当1,炎使用時間平心] ,0 ,0 .0 .0 .0

損害保険業(含 代 1 各 回 答 数 0 1 0 0 0

理 業 ・サー ビス業) 1杜当り実使用時間平均 .0 8.0 .0 .0 .0

4 各 回 答 数 1r. 3 .1 _0 0

種 電 力 ・ガ ス 事 業、

1社当り実使用時間平均 .7 3.5 .5 .0 .0

広 告 ・餌 査 ・情 報
1 各 回 答 数 0 1 o 1 .0

提 供 サ ー ビス 業1 1社当り実使用時間平均 .0 1.0 0 2.0 0

情 報 処理 サービス 27 各 回 番 数 2 1B 12 7 O

ソ フ トウ ェ ア 業
1社当り実使用時間平均 2 5.5 4.1 、5 .0

v!i

べ

k'

さ
一



、
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第4-3-11表 伝 送 コー ド

実 全 半 単 延

記
二 二

向

皿 重 べ

入
方 方 方

数 式 式 式 数

記入数 357 別 275 13 372

% 100.0 23.5 77.0 3.6 104.2

第4-3-12表 通信 制御方 式

実 ポ コ そ

ン

記
1

テ

リ ン の

入
ン シ

ヨ

数 グ ン 他

記入数 325 208 90 .27

% 100.0 64.0 27.7 8.3

第4-3-13表 テ レ ッ ク ス の伝 送 コー ド

実 」 C そ 延

記
1

C

I
べ

S
T

之
T

の 記・

入 =
!、 入
単 Nα

数 位 2 他 数
)

記入数 74 69 4 2 75

プ

% 100.0 93.2 5.4 2.7 10L4

第4-3-14表 交 流回線 の伝 送 コー ド

.

・

実 1 B E そ 延
、

B べ
記

C
S C の 記

入 D

入

数 0 D

I

C ・ 他 数

記入数 343 107 103 80 75 365

% 100.0 31.2 30.0 23.3 2L9 106.4

'



第4-3-1ら 主 業種別 ・トランザ クションSl2均字長 ・平均 および 一－t

最繁忙時 の1日 トランザ クション量

,

斐麸

平

均

字

数

変装

平 ト

;
均 ザ

多一'

。 ∴

記 　 .

入 ・

装

最 ト
鯖 ラン
忙 ザ

'時 ク

の シ
一 夕

日 数

一 次 産 業 計 2 130.0 1
.

3,500.0 1 5,000.0

二 次 産 業 計

P.・1・
・136 636.7 50 19,222.4 50

」

28,858.9

三 次 産 業 計
「"∵'.

134 480.2 60 66,613.7 60 116,018.4

δ 層

公 務 計

:".-'.r'

18

「

」

94.3 4 42,070.2 4 64,265.5

・
.鶴 平 均

i』

290
-■ 工

527.2

L

.

11『 44,606.3

. ;15 75,357.5

主

な

業

種

.

i

織 姫 工 業 11 120.0 6 7,19L6 6 12,458.3

'

:

化 学 工 業 24 178.6 11
「

.

4,501.0 11 8,】51.2.

石 油 製品製造業 4 ユ,552.7 2 4,035.0 2 7,550.0

鉄 鋼 ・ 業 5 200.0 2 351700.0 2 45,450.0

電気機械器具製造業 17 604.1 5 21.140・0 5 47β20.0

輸送用機械器具製造業 20 1,735.4 10 57,701.0 10 74・855・4
.

卸業 ・小売業 ・商社 23 1,304.0 6 15,933.3 6 32,066.6

金 融 業 41 工09.8 28 64,622.7 28 124,613.4

生命 保険 業(含 代
理 業 ・サービス業)

0
-」

.0 0 .0 0 .0

損害 保 険藁(含 代
理 業 ・サービス業) 1 350.0 0 .0 0 .0

電力 ・ガ ス 事 業 4 118.7 3 ㍉500.0 3 2,333.3

広告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス 業

.

工 80.0 .1

.AL
5,000.0

.1、

.「

8,000.0

「LLρ ・

情報 処理 サー ビス
ソ7ト ウ ェ ア 業

20

,

339.O 3 184,700.O ;"
、.7

292,933.3

第4-3-16表 業種別 ・5年後の平均 トランザクション量の増大予想

記 減 不 2 3 4 5 5 わ

..A 入
倍
以

か
ら
な

叢 種 別 数 少 変 倍 倍 倍 倍 上 い

社数 1 0 o 0 o o 0 1 0
一 次 産 業 計

% 100.0 .o .0 .0 .0 .0 .0 工00.0 .0

社数 51 o 1 16 13 4 2 8 7
二 次 産 業 叶

% 100.0 .0 2.0 3L4 25.5 7.8 3.9 、15.7 13.7

社数 60 0 4 12 12 5 8 15 3

三 次 産 業 計
% 100.0 .0 6.7 20.0 20.O 8.3 13.3 26.7 5.0

社数 4 o 0 1 2 0 0 o 1
公 務 叶

% 100.0 、0 .0 25.0 50.0 .0 .0 、0 25.0

杜数 116 0 5 29 27 9 工0 25 11
全 産 業

% 100.0 .0 4.3 25.0 23.3 7.8 8.6 21.6 9.5

社数 6 0 O 2 0、 0 1 2 1

繊 維 工 業
% 100.0 .0 .0 33.3 .0 .0 16.7 33.3 工6.7

社数 11 0 0 6 3 0 0 1 1
化 学 工 裏

% 100.0 .0 .0 54.5 27.3 .0 .0 9.1 9.1

主 石油 製品製造 業
社数 2 0 0 1

.

1 0 0 0 0

% 100.0 .0 .0 50.0 50.0 .0 .0 .o .0

社数 2 0 0 0 1 0 o 0 1
鉄 鋼 業

% 100.0 .0 .0 .0 50.O .0
.・0

.0 50.0

社数 5 0 0 1 2 0 0 1 1
電気機械器具製造粟

% 100.0 .0 .0 20.0 40.0 .0 .0 20.O 20.0

な
社数 10 0 1 2 2 1 o 3

F
1

輸送用機械器具製造業
% 100.0 .0 10.0 20.0 20.0 10.0 .0 30.0 10.0

社数 6 o 2 工 2 0 1 0 0
卸業 ・小売業 ・商社

% 100.o .0 33.3 ユ6.7 33.3 .0 16.7 .0 .0

杜数 28 0 1 5 3 3 4 11 1
金 融 業

業 % ユ00.0 .0 3.6 17.9 10.7 工0.7 14.3 39.3 3.6

生命保険業(食 代 社数 0 0 O 0 0 0 0 0 0

理 業 ・サービス業) % .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0

損害保険業(宮 代
社数 0 0 0 0 o 0 0 0 0

理 藁 ・サービス藁)
% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社数 3 0 0 0 0 0 0 2 1

種 電 力 ・ガ ス 事 業
96 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 66.7 33.3

広告 ・調 査 ・情 報 社数 1 0 0 0 0 1 o 0 0

F 提 供 サ ー ビ ス業 %
P

100.0 .0 、0 ,0 .0 100.0 .0 .0 .0

情 報 処理 サー ビス
社数 4 0 0 2' 0 0 2 o 0

ソ フ トウ ェ・ア 業
% 100.0 .0 、0 50.0 .0 .0 50.0 .0 .0

k'

Ψ
ぺ

K'

合
ω
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弗4-3-17表 の1 オ ンライン化社に おけ る業種別 ・コ7ピ ュ一 夕経費 月額 平均(1)

(単位:千 円)

経 費 名

.

機 械 設 循 関 係

1

回 人 `

レ ン タ ル 科.
'

償 却 費
総

C 周 周 靖 ( C 周 周 端 (

.P 辺 機 P 辺 機
答 件

u 装 辺 械 u 装 辺
械{

演主制
置
( 記

末 レ
ン

タ

{
演主制

『謹

(
記

末 償

却

数 費

算

装

除置
記

憶

憶

装
装

ル

料
ノト

算記御

装萎黄

除置
記

憶

憧

装

装 w

小 甜

菜『 種
置置置 装 計 置近近 装 計
} )

証 置
∨

}
)

置 孟
)

0 金額 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 ㌦0
一 次 産 業 計

% .0 .0 、0 .0 :0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

二 次 産 業 計
14 金額

%

5,738.9

28.1

5,閲5.5

24.9

1,975.3

9.7

3,249.5

15.9

ll292.0

6.3

11.1602.6
'

56.8

46.5

.2

30.5

.1

12.7

.1

44.2

'2

134.0

.7

20.410」'

100.0

87 金額 4,859.7 3,598.5 2,042.0 1,532.8 923.1 8,096.6 1,006.5 出2,7 343.2 2,00Ll 3,653.6 21,030.3
三 次 産 業 計

% 23.1 17.! 9.7 7.3 4.4 38.5 4.8 1二4 1.6 9.5 17.4 100.0

1・4 金額 4,324.2 3,602.9 L74L5 2,558.6 130.9 8,034.0 .0 .0 .0 7.9 7.9 151030.7
公 務 計

% 28:8 24.0 lL6 17.0 .9 53.5 .0 .0 ,0 .1 .1 100.0・

215 金額 529LO 4,387.3 1,987.1 2,509.8 1,067.2 9,951.5 43輻9 138.7 145.6 833.7 1,550.0 201310.8

総 平 均
% 26.1 2L6 9.8 12.4 5.3 49.0 2.1 .7 .7 4.1 7.6

,

100.0

繊 維.工 業
7 金額

%

8,339.7

36.5

7,3B8.2

32.3

1,387.1

6.1

2,043.5

8.9

1,ll8.8

4.9

11,937.8

52.2

.0

.0

.0

.0

.0

.o

.0

.0

.0

.0

22,860.4

100.0

19 金額 4,628.4 4」75,1 2,093.3 2,304.4
"1鋤7ig

,弱4.6 28.9 76.3 32.8 57.3 195.5 181029.4

、

化 学 工 業
% 25.7 23.2 11.6 12.8 7.7 55.2 .2 ..4 .2 .3 L1 100.0

ヨ三
.3 金額 8,562.3 81恨4.6 3,043.0 2,50L6 3,986.6 17,576.0 .0 ・

.0 .0 .0 .0 3G,215.6
石 油製品製造.某

% 28.3 26.6 10」 83 13.2 58.2 .0 ..0 .0 .0 .0 100.0
乏

5 金額 39,167.4 33,975.0 10,016.2 30,223.8 51488.4 79,703.4 .0 .0 .0 199.2 199.2 136,935.6
鉄 鋼 業

% 28.6 24.8 7.3 22.1 4.0 58.2 .0 .0 .0 .1 .1 loo.o

電気機械器具製謎
lo 金額

%

21681.3

27.6

1,952.8

20.1

904.2

9.3

1,092.7

11.3

μ9,5

4.6

41399.2

45.4

70.0

.7

5.0

.1

.0

.o

.0

,0

75.0

.8

・9
1698.8

100.0

な

輸送用機械額 製造 ・12 金額 8,136.9 9,940.5 31997.3 6,342.1 2,181.4 22,46L5 262.0 93.8 55.1 .0 411.0 35,314.0

、業 % 23.0 28.1 11.3 18.0 6.2 63.6 .7 .3 .2 .0 1.2 1〔り,0

22 金額 2,408.7 1.駒6.6 985.9 460.9 625.1 3,578.6 .0 .0 .0 7.0 7.0 7,512.4
卸業・小売業・商社

% 32.1 2G.1 13」 6.1 8.3 :47 .6 .0 .0 .0 .1 .1 24,608.8

28 金額 4,943.8 3,746.4 2,464.2 L750.8 367.0 81328.4 1,633.0 534.6 520.4 4,027.8 6,716.0 24,603.8
金 融 業

% 20.1 15.2 lG.0 7.1 L5 33.9 6..6 2.2 2.1 16.4 27.3 100.0
、業『

生命保険業(創 州

業・サービス業)

0
`

錨

%

.0

.G

.0

.0

.0

.o

.0

.0

.0

.0

1・o

.0

.o

.0

ざ0

|

ご0

.0

.b

.・0

.0

.0

.0

..0

,0

}賠 保険業(含代理 1 金額 5,48LO 2,900.0 1,147.0 3,442.0 449.0 7,938.0 .0 .0 .0 .0 .0 26,219.0

1 業 ・サービス劃 % 2G.9 1L1 4.4 13」 L7 30.3 .0 10 .0 .0 .0 100.0
■

電力 ・ガス事業
2 金額

%

ll,725.0

21..1

17,379.0

31.3

10,796.5

19.4

4,560.5

8.2

1,185.5

2.1

33,921.5

61」

337.5

.6

248`5

14

.0

.0

12L5

.2

707.5

L3

55,516.0

100.0
.

`

種 ` ` ・

広告欄 査・情報提 0 金額 .0 .0 .0 .0 .0 、0
i.0 iO .0 .0 .0 .0

供サーピ祥 ,

% .0 .0 .0 .0 .0
.

.0 '.0 ;0 ・P .0 .0
!・0

.

情報処理サーピスソ
`12

金額
`

2,igo.9 1,785.5 1,淑.0 ・604.6
.1
,457.5 5,351.8 9232

1

17ご0

}

22.8 .0 132.0 9β09.1

フトウエア業 % 23.5 19.2 16.2 6.5 】5.7 57.5 LO
【

.r

{2
'

.2
:

.0 1.4 100.0

、

.、
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第4-3-17表 の2オ ン ライン化杜 におけ る業種別 ・コンピュー タ経 費Ej額 平 均(2)

(単位:千 円)

経 費 名1 消 耗 品 な ど}
'

保 機 カ 磁
気

プ 電 消 総

守' 械
|

ド

テ

|

リ 力
耗

費
設

・ z ン
.

. 紙
カ

1
ト ー 品

備 テ ド 冷
保 ・ 用

険 合
1

プ

デ
イ 紙 房

合 辞

彙 種 名 費 計 費 ;
) 費 費 計

一 次 産 業 計
'金額

.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

% .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0

二 次 産 業 計
金額 243.0 11,938.5 171.2 134.8 783.2 161.7 L251 .・0

20,410.1

% 1.2 58.5 .8 .7 3.8 .8 6.1 100.0

三 次 産 業 計
金額 584.3 12コ97.8 181.1 206.4 672.5 272.5 ],332.6 21,030.3

% 2.8 58.0 .9 1.0 3.2 1.3 6.3 100.0

公 務 計
金額 14.0 8,056.0 326.9 228.7 775.2 157.8 1,488.8 ]5,030.7

% .1 53.6 2.2 1.5 5.2 1.0 9.9 100.0

総 平 均
金額 366.2 11,790.6 185.3 169.9 737.9 206.3 1,299.5 20,310.8

% 1.8 58.1 .9 .8 3.6 1.0 6.4 100.0

繊 維 工 業
金額 127.5 12,065.4 289.0 151.5 823.7 146.0 1,410.2 22.8604

% .6 52.8 1.3 .7 3.6 .6 6.2 ]000

化 学 工 業
金額

%

20L3

1.1

10β51.5

57.4

127.4

.7

139.3

.8

99L7

5.5

ユ49.7

.8

1,408.3

7.8

ユ8,029.4

100.0
、

王

石 油 製 品 製 造 業
金額 .0 17,576.0 300.3 193.3 576.0 293.3 1,363.0 3u,2】5.6

% .0 58.2 1.0 .6 1.9 1.0 4.5 100.0

鉄 鋼 業
金額

%

1,354.0

LO

81,256.6

59.3

802.4

.6

483.4

.4

4,655.0

3.4

97.2

.1

6,038.0

4.4

136,935.6

100.0

電気機械器具製造業
金額

%

43.7

,5

4,517.9

46.6

125.7

1.3

63.7

.7

373.7

3.9

120.7

1.2

683.8

7.1

9,698.8

ユ00.0

な
輸送用機械器具製造 金額 165.5 23,038.0 34LO 254.5 1.17615 369.4 2,141.6 35,314.0

業 %. .5 ・65
.2 1.0 .7 3.3 1.0 6.] ユ00.0

卸業 ・小 売業 ・商示
金額

%

5.7

.1

3,591.5

47.8

155.3

2.1

56.5

.8

517.7

6.9

6L6

.8

791.2

10.5

7,512.4

100.0

金 融 業
金額

%

838.6

3.4

15,458.0

62.8

215.8

.9

254.6

1㌧0

909.6

3.7

474.6

1.9

1β54.8

7.5

24,603.8

100.0

業
生命保険業(含 代理 金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

業 ・サー ビス業) % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

掘割呆険業(剖 曜 金額 .0 7,938.0 300.0 550.0 ユ,500、'0 350.0 2,700.0 26,219.0

業 ・サー ビス業) % .0 30.3 1.1 2.1 5.7 1.3 10.3 100.0

「

電 力 ・ガ ス 事 業
金額

%

432.0

.8

35,061.0

63.2

685.0

1.2

1,380.5

2.5

2,210.5

4.0

575.0

1.0

4,851.0

8.7

55,516.0

ユ00.O

種
広告 ・調 査 ・情 報提 金額 .0 .0 .0 .0 . ,0 .0 .0 ,0

供サ ー ビス業 % .0 .0 .0 .0 .0 .0 ↓0 .0

業報処理サービスゾ 金額 314.0 5,798.0 103.5 233.6 346.3 99.5 783.1 9,309.1

フ トウェア業 % 3.4 62.3 Ll 2.5 3.7 1.1 8.4' 100.0
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第4-3-17表 の3オ ン ライン化社 におけ るコン ピュー タ経 費月額平均(3)(単 位:千 円)

経 費 名 外 注 費 外 そ の 他 そ 総 他ら

委 さ検 プ ン そ 注 通値 デ輸 そ費
の ご

かれ
らた

託 ん孔 ロ グ 費 偲 のな 他 割費
計 孔費 グ費 の A 用 1送 他ど A り用

業 種 別 算費 亘
ラ

ミ 他

日

計

回

線料 タ費
連
絡

口

許 肝
か
け

金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

金額 277.5 419.7 .0 86.4 783.6 450.3 56.5 379.2 886.1 20,410.1 752.8

二 次 産 業 計
% L4 2.1 .0 .4 3.8 2.2 .3 L9 4.3 100.0

金額 213.5 419.7 .0 84.3 717.6 1,909.7 135.3 93.6 2,138.7 21,030.3 1,187.1

三 次 産 業 計
% 1.0 2.0 .0 、4 3.4 9.1 .6 .4 10.2 100.0

、

金額 29.9 875.4 .0 132・7 1,038.1 .0 .0 123.5 123.5 15,030.7 1.2

公 務 計
% .2 5.8 .0 .9 6.9 .0 .0 .8 .8 100.0

金額 235.5 449.4 .0 88.6 773.5 1,01L5 84.7 246.9 1β43.3 20,310.8 879.6

総 平 均
% 1.2 2.2 .0 .4 3.8 5.0 .4 1.2 6.6 100.0

金額 31.8 204.8 .0 139.0 375.7 581.0 38.4 155.7 775.1 22,860.4 1,172.8

繊 維 工 業
% .1 、9 .0 .6 1.6 2.5 .2 、7 3.4 100.0

金額 3422 433.0 .0 1.0 776.3 751.6 29.5 125.5 906.7 18,029.4 1,578.3

化 学 工 業
% 1・9 2.4 .0 .6 4.3 4.2 .2 .7 5.0 100.0

主 金額 1,226.6 303.3 .0 500.0 2.030:0 47LO 113.3 100.0 684.3 30,215.6 892.6

石油製品製造業
% 4.1 1.0 .0 L7 6.7 1.6 .4 .3 2.3 100.0

鉄 「 鋼 業
金額 744.0 4.415・6 .0 282.8 5,442.4 901.4 4.0 5,765.8 6,67L2 136,935.6 .0

% .5 3.2 .0 2 4.0 .7 .0 4.2 4.9 100.0

電 気 機械 器具 金額 950.0 170.0 .0 32.0 1バ52.0 100.0 40.O 523.8 663,8・9,698.8 140.8

製 造 業 % 9.8 1.8 .0 .3 11.9 1.0 .4 5.4 6.8 100.0

な

輸送用機械器具 金額 559.6 206.7 .0 288.9 1,055.3 775.5 119.9 217.5 1,112.9 35,314.0 561.0

「亀

製 足 業 % 1.6 .6 .0 .8 3.0 2.2 .3 .6 3.2 100.0

卸業 ・小売 業 ・
金額 45.4 569.9 .0 36.3 651.7 .7 43.9 34.0 78.7 7,512.4 148.5

商 社 % .6 7.6 .0 .5 8.7 .0 .6 .5 LO 100.0

金額 126.8 319.0 .0 22.0 467.9 1,487.2 356.6 96.0 1,939.9 24β03.8 412

金 融 業
業 % 、5 1.3 .0 .1 1.9 6.0 1.4 .4 7.9 100.0

生命保険業(含代 金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

理業・サービス業) % 10 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

損害保険業(含代
金額 4,900.0 4,000.0 .0 600.0 9,500.0 .0 100.0 500.0 600.0 26,219.0 .0

理業 ・サービス業) % 18.7 15.3 .0 2.3 36.2 .0 .4 1.9 2.3 100.0
.

種 電力 ・ガス事業
金額 3,734.5 137.5 . .0 7.0 3,879.0 .0 .0 .0 .0 55,516.0 .0

a

% 6.7 .2 .0 .0 7.0 .0 .0 .0 .0 100.0
・

広告 ・調査 情 報
提 供サ ー ビス業

金額

%

.0

.0

.0・

.0'

〆
.0

.0

.0

.0

.0

.O

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0
4

情報処理サービス
金額 8.3 69.8 .0 .0 781 421.5 16.0 21.3 458.9 9,309.1 85.0

ソ フ トウ ェア業 % .1 .7 .0 .0 .8 4.5 .2 .2 4.9 100.0
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第4-3-18表 オ ンライン化社におけ る業種別 ・1社 当 り月間経費対 月商 地

業 種 別

回

答

社

数

1}、 月 間 経 費/月 商

社
当

♀胃

‖;

杜
当
り

平(
均 百
月 万
商 巴

平

均

⊥
1000

上

限

1-
1000

下

限

⊥
1000

一 次 産 業 計 4 15β53.0 5,|63.4 2.97 3.41 2.43

二 次 産 業 計 151 34,699.0 6,153.9 5.63 193.47 .25

三 次 産 業2卜 58(105) 131180.1 1,056.6 12.47 1,267.97 .02

公 務21- 一 一 一 一 一 一

総 平 均 223(270) 29,755.1 4β10.3 5.97 1,267.97 .02

主

な

業

種

繊 維 工 業 11 17,207.9 8,378.7 2.05 17.07 .36

化 学 工 業 28 20,85Ll 3,378.9 6.17 30.92 】.63

石油製品製造業 4 231343.0 Hl182.1 2.08 2.85 .99

鉄 鋼 業 5 136,935.6 181603.0 7.36 〕5.21 1.38

電気 機 械器具

製 造 業
17

-
128,741.4 9,267.8 13.89 24.99 1.38

輸送用機械器具
製 造 業

21 501248.8 10,629.3 4.72 193.47 .78

卸業 ・小売業・商社 39 23,860.1 251833.6 、92 18.56 .02

金 融 業 (4り 77,399.2 (54.650,7) 一 一 一

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
(0) 一 一 一 一 ←

損害保険業(含 代

理業・サービス業) (1) 26,219.0 (5.054,6) 一

「

一 一

電 力 ・ガス 事業 4 64,743.7 22,542.6 2.87 7.73 1.34

広告 ・餌壷 ・情報

提 供 サー ビス業
1 58,324.0 16,735.4 3.48 3.48 3.48

情報処理サービス

ソフ トウェア業
28 48.1294 82.6 582.10 1,267.97 6.36

......一.

第4-3-19表 オンライ ン化社 における業種別 ・1杜 当1)1従 業員当 り月間経 費

.

業 種 別
-

回

答

社

数

1社

当
り
平
均
月

‖董

1
社
当
り
平
均
従業

量 ε

月 間 経 費/1人(千 円)

平

均

上

限

下

限

一 次 産 業 計 4 151353.0 7,186.7 2.1 8.8

.

1ユ

二 次 産 業 計 161 35,476.9 5,824.8

.

6.0 30.0 .2

三 次 産 業 計 169 531747.1 5,419.6 9.9 751.0 .2

公 務 所 22 13,974.4 7,232.0 1.9 160.6 .3

総 平 均 356 42,595.2 5,734.7 7.4 75LO 。2

主

な

業

種

繊 維 工 業 11 17,207.9 9》58L6 1.7 10.1 .2

化 学 工 業 28 20.85Ll 3」76.3 6.5 30.0 1.2

石油製品製造業 4 23β43.0 2,276.7 10.2 16.4 3.4

鉄 鋼 業 5 136,935.6 17,182.2 7.9 15.0 1.9

電 気機 械器具

製 造 業
18 1281616.6 111107.0 ll.5 29.5 .9

輸送用機械器具

製 造 業
21 50,248.8 9,485.2 5.2 8.8 .6

1

卸業・小売業・商社 39 23,860.1 21486.6 9.5 53.9 1.1

金 融 業 44 771399.2 3,237.6 23.9 80.8 .2

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
一 一 　 一 一 一

損害保険業(含 代

理業・サービス業)
1 26,2]9.0 2,187.0 lL9 1L9 】1.9

電 力 ・ガス事 業 4 64,743.7 17,528.0 3.6 6.9 1.7

広告 ・飼査 ・情報

提 供 サー ビス業
1 58,324.0 4,977.0 11.7 11.7 11.7

情報処理サービス

ソ フ トウェア藁
29 46,715.1 166.4 280.6 751.0 56.8

'「....一.}...← 一 ‥. ,..,.」 一.、.._.一=一'^一.一 ・ 一..'一 一."L

"
べ

＼

込o

べ

/



第4-3-20表 オンライ ン花柱 における主力機種別 ・1社 当 り要員数平均

主力機種

職 種

超大型以下 を保有 人 数

管理者1に 対する他の

職1皇の人数の割合

大型A " 人 数

管理者1に 対する他の

職種の割合

大型B 〃 人 数

管理者1に 対する他の

職種の割合

中型A 〃 人 数

管理者1に 対する他の

職種の割合

中型B

'

" 人 数

管理者1に 対する他の

職権の羽合

管理者1に 対する他の

職種の割合

超小型 〃 人 数

汗理者1に 対する他の

職種の割合

ミニ コ ン ピ ュ ー ク 〃 人 数

管理者1に 対する他の

職権の割合

そ の 他 の み1♀'{i 人 数

W理 者1に 対す る他の

職隠の割合

総 平 均 人 数

管理者1に 対する他の

職種の割合

務

そ
の

他

4Z.2

2,0

12.2

1.8

6,1

2,3

2.8

1,4

.7

O,5

.1

0.1

.0

3,0

0..7

9.3

1.9

!ぐ

ン

チ

ヤ

1

47.9

2.3

17.1

2,5

11.7

4,5

9.5

4.7

5,5

3.9

3,9

6.5

2.0

4.e

Il,o

2.7

]4.7

3.0

オ

ベ

レ

1

タ

50.1

2.4

19.6

2.9

6.4

2、4

4.0

2,0

3.0

2.1

.9

1.5

2.0

4.0

.0

12,5

2.6

プ

ロ

グ

ラ

マ

64.5

3,1

31.2

4.6

10.4

4、0

6.7

3.3

4.1

2,9

2.1

3.5

1.5

3.0

7。0

1.7

19.0

3.9

S

E

55,2

2,7

11.5

】.7

4.9

1.8

3.4

1,7

2.2

L5

1,0

1.6

.5

1.0

5,0

1.2

9.7

2.0

管

理

職

20.3

1

6.7

1

2.6

1

2.0

1

1.4

1

1

.6

1

.5

4.0

1

4.8

1

合

計

人

数

2SO.4

98.6

42.3

28,6

17.1

8,8

6.5

30.0

70.2

回

答

社

数

23

106

135

49

23

11

2

1

0

350

第4-3-21表 オ ンライン化社におけ るスループ ッ ト・タイム別 ・1社 当 「)ジョブ数平均

スループッ ト・
タイム

ピ ・ ・

回

収

総

数 ・

ジ
ョ

ブ
無
配
入

.数 一

ジ
9

プ
記
入
社
数

一

分

以

内

三

分

以

内

五

分

以

内

.δ

分

以

内

三
〇

分,

以

内

一

時

間

以

内.

三

時

間

以

内一

五

時

間・

以

.内

五

時

間

以

上

合

.

計

一 次 産 藁 計 4
7 え

2

・

平均ジョ7竃

%

3.0

5.4

8.0

14.3

3.0

5.4

16.5

295

17.0

30.4

5.5

9.8

2.5

4.5

.0

.0

.5

.・
.9

56.O

lOO.0

二 次 産 藁 計 162 26 136
鞠 ジョブ薮

%

12.5

12.3

14.1

13:9

16.1

15.9

22.5

22.2

26.0

25.6

5.9

5.8

3.1

3.1

.7

.7

.2

.2

10L4

100.0

三 次 産 業 計 170 31
.

139
鞠 ジ'プ浩

%

6=9

10.6

10.1

15.6

9.1

14.0

13」

L

20.2

15.9

245

4.9

7.6

2.7

4.2

.7

1.1

.9

L4'

64.8

100.0

公 務 計 23 5 18
鞠ジョフ数

%

8.8

26.4

10.7

32.1

C・7

11.1

3.0

9.0

2.9

8.7

1.8

5.4

L3

3.9

.2

.6

.3

・

.9

33.3
A
lOO.0

総 平 均 359 64 29ら
鞠ジョ7法

%

9.5

n.9

12.0

15.1

12.0

15.1

16.8

2L1

19.8

24.8

5.2

→

6.5

2.8

魑・

3.5

,7

,9

・1

.8

79.7

100.0

主

な

薬

種

繊 維 工 黄 11 1 10

当::1
5.6

1L2

5.9

11.8

17.2

34.3

11.8

23.6

4.6

9.2

L7

3.4

.1

.2

」L 50」

,2 100.0

化 学 工 桑 28 2 26
治,司8.3

% 15.9

8.1

t5.5

7.0

13.4

10.9

20.9

10.5

20.2

4.4

8.4

2.1

4.0

」

.2

.4

.8

52.1

100.0

石 油 製品製造桑 4 0 4
鞠 ジョ珊

%

15.5

1L7

40.0

30.3

21.7

16.4

32.7

24.8

14.0

10.6

5.0

3.8

LO

.8

.0

1.5

.0

.0

132.0

100.O

鉄 鋼 藁 5 2 3
鞠 ジョ市

96

,0

.0

1.3

L9

5.0

7.2

16.6

24.1

32.3

46.8

11.3

16.4

2.3

3.3

..0

.0

.0
,
.0

69.0

100.0

電気機械器具製造業 18 3 15

当 芸
35.8

9.7

7LO

19.3

80.2

21.8

「

139.6-L

37.9

16.0

4.3

5・3

1w

3.4

.9

.1

、0

368.4

100.0

輸送用機医器具製造
業 21 7 14

功 ジョフ蓋10.2

% 7.8

12.7

9.7

11.2

8.5

42.7

32.6

28.9

22.O

1L5

8.8

10・4

7・9

L7

L3

L4

ぷ1

馳131
、1

100・o

印章 ・小売業 ・商社 39 6 33
聯,方方

%

1.1

2」

7.9

15.4

6.4

12.5

15.1

29.4

10.8

2LO

3.3

6.4

'

ト8

3・5

2」

4.1

2.5

4.9

'5L◇

100.0

金 融 藁 44 8 36
平均ジ3フ当10.5

% t4.5

ls.2

2L1

1L2

15.5

】2.4

17.2

13.O

I8.0

5.6

7.8

2・8

3・9

.3

.4

1.8

L1

72.2

100.0

生命保険業(含 代理
業 ・サービス測 0 0 0

潤 ジョ7培

%

.0

,0

,0

.0

.0

,0

,0

.0

.0

.0

.0

.b

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.O

.o

損害保険業(含 代理
業 ・サー ビス業) 1 0 1

勅 ジョブ数

%

3.0

5.6

5.0

9.3

10.O

I8.5

20.0

37.0

10.0

18.5

2.0

3.7

2・0

3・7

Lo

l.9

.O

L9

54.0

100.0

電 力 ・ガ ス 事 業 4 0 4
鞠 ジョ7c

%

9.2

10.6

17.O

l9.5

10.5

12.1

15.0

)7.2

18.7

21.5

8.7

10.0

7・2

8・3

、5

.6

.0

.0

87.O

lOO.0

広告 ・調査 ・情報提供
サービス薫 1 0 1

鞠 ジ・7竃

%

.0

.0

,0

,0

.0

.0

60.0

42.9

40.0

28.6

25.0

17.9

15・0

10・7

.0

.0

.0

.0

140.0

100.0

情報処理サービスソ
7ト ウェア業 29 9 20

鞠 ジョ7穀

%

5.1

5.5

6.2

6.7

8.5

9.2
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コ ン ピ ュ ー タ関 係 団 体 名 簿(設 立年次順)

名 称

㈱電子通信学会

日本商工会議所

闇 日本能率協会

㈱経済団体連合

会

脚経営科学振興

財団

住 所

東京都港区芝公 園

21-1-5

機械振興会館

電434-8211

東 京 都 千代 田区 丸 の

内3-2-2

電211-4411

東 京都 港 区芝 公 園

3-1-22協 立 ビル

電434-6211

東 京 都 千 代 田 区大 手

町1-9-4

電279-141】

東京都渋谷 区千駄ケ

谷4-1-13

生協会館 内

電403-133]

　

㈹日本経営協会1東 京都渋谷区千駄ケ

ll谷4-1-13

代 表 者

会長

新川 浩

会頭

永野 重雄

会長

森川 覚三

会長

植村甲午郎

会長

金子佐一郎

会長

金子佐一 郎

設 立

1917年5月

1922年6月

1942年3月

1946年8月

1946年 岡 目

本事務能率

研究会 とし

て発足

1973年6月

名称変 更 ・

1949年6月

從 日本 事 務

事 業 内 容

1.出 版

○電子通信学会誌(月 刊)な ど

2.国 際会議 出席

OIEEE関 係 の会議な ど

3・ 講演会の開催

1.

2.

3.

4.

5.

地方商工 会議所計算セ ンター23ヵ 所

情報処 理に関す るコンサルタ ン ト業務

EDP導 入指導,経 営者,要 員教育

セ ミナー開催

各種情報処理研究会

1・ 調査,開 発

OEDPの 効 率 的 活用 に関 す る実 態調

査

2.EDPに 関 す る各種 セ ミナ ーの 開催

3.出 版 事 業

OEDPリ サ ー チ ・リポ ー ト(月 刊)

ほか

4.ス ラ イ ド作成

1・ 意見書の提出

○商法改正 に関す る要望書

○通信回線利用の改善について

○ 当面の情報処理 関係政策の進 め方 に

ついて

2.情 報処理 委員会(委 員長 ・井 深 大)

活動

3.出 版物

○電子計算機 を使用す る会計組織に関

す る内部統制質問書例示(案)に ついて

○電子計算EDP会 計実態調査結果

L経 営科学化 に関す る基礎的 ・応用的研

究

2.経 営 の科学化に関する情報資料の収集

および公開利用

3.経 営の科学化に優れた業績を有す る者

の表彰

4.経 営の科学化 に関す る研究 の助成

1.経 営 全般 に わ た るセ ミナ ー,講 習 会 の

開 催
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

生協会館内 能率協会 と 2.企 業 内教育への講 師の派遣,あ っせん

電403-1331 して発足 3.事 務機械化に関す る展示会の開催

1971年12月 4.文 部 省認定社会通信教育 の実施

名称変更 5.海 外への視察団の派遣

6.経 営 改 善 の ため の 研 究,調 査,診 断

從日本生産性本

部

東 京 都 渋谷 区渋 谷 会 長1955年3月

3-1-1郷 司 浩 平

電409-1111

1.各 種セ ミナー開催

2.第2回 金融機関情報処理研究大会開催

3.海 外視察 団派遣

○渡米電算機利用視察団

4.出 版事業

○ コンピュータ室の運用 と管理 など

5.ス ライ ド作成

㈹ 日本 オ ペ レー 東 京都 文 京 区 弥 生

シ ョンズ ・ リサ2-4-16

一 チ学 会 学 会 セ ン タ ー ビル

電815-3351

会長1957年5月

小野 勝 次

1.

2.

3.

国際会議開催予定

○国際OR学 会連合(1975)

出版

○経営科学(隔 月刊)JORSJ(季 刊)

研究発表会 ・講 演会の開催

エ レ ク トロ ニ ク

ス協 議 会

東 京 都 港 区新 橋1-1

-13

電591-7161

会長1957年7月

浜田 成徳

1.エ レク トロニ クス の研 究 開発 の た め,

国 家 的立 場 か らの 各種 対 策 の推 進

2.情 報 化 社 会 進 展 に 必 要 な る情 報 伝 達処

理 技 術 開発 の 総 合 対 策 の 推 進

00TCAと 共 催 の 第4回 コ ン ピュ ー

タセ ミナ ー開 催

○ 医 療情 報 処 理 機 器 の 開 発,な らびに

安 全対 策 の推 進 な ど

3.発 展 途 上 国 の エ レク トロニ クス 開発 を

推 進 す るた め の ア ジア ・エ レ ク トロニ ク

ス会 議 の 開 催 な ら びに ア ジア ・エ レ ク ト

ロニ クス 連 盟 活動 の推 進

4.各 種 研 究 会 活 動

5.出 版 活 動

OEIectronicsinJapan(英 文 年 刊)

○ エ レク トロニ クス ・ニ ュース(和 文

隔月)な ど

㈹ 日本電子工業 東京都港区芝公 園

振興 協会3-5-8

機械振興会館

電434-8211

会長1958年4月

小林 宏治

L

2.

3.

4.

調査

○電子計 算機 に関す る技術動向調査な
ど

海外調査 団派遣

O電 子計算機産業欧州調査団等

講演会 の開催

出版

○電子工 業海外情報(月 刊),電 子工業

月報(月 刊),日 本 の電子計算機,各
種調査報告書な ど
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈱情報処理学会 東京都港区芝公園

3-5-8

機械振興会館内

電434-8211

会長

尾見半左右

1960年4月 1.研 究,調 査

○ 設計 自動 化,デ ー タ ・ベ ー ス,マ ン

マ シ ン ・シ ス テ ム,医 療 情 報 処 理 な

どの研 究

OJIS原 案 作 成

2.国 際活 動

OIFIP,ISOな ど国 際会 議 へ の

出席

3.出 版

○ 情報 処 理(月 刊)

○ 電子 計 算 機 ユ ーザ ー調査 年 報 な ど

日本電子計算機

㈱

東 京 都 千 代 田 区丸 の

内3-4-1

電216-3681

社長

菅波 称事

1961年8月 1.電 子計 算 機 レ ン タル 業 務

2.調 査,出 版

○ 国際 電 子 計 算 機 ニ ュー ス(1回/2

ヵ月)

○我 国電 子 計 算 組 織 実動 状 況 調 査

(2回/年)

○全 国 計 算 セ ン ター お よ び ソ フ トウ ェ

ア開 発 企 業 便 覧(年 刊)

○調 査 季 報,コ ン ピ ュー タ ・ノ ー ト,

コ ン ピ ュ ータ ダ イ ナ ミッ ク レポ ー ト

θ行政情報 シス

テム研究所

東 京 都 港 区 西新 橋

2-5-17

レイ ンボ ー ビル 内

電580-6367

会長

山ロ ー夫

1964年2月

㈱行政事務

機械化研究

協会 として

発足

1970年7月

名称変更

1.研 究,調 査

○行 政 に お け るデ ー タベ ース に 関 す る

調 査 な ど

2.海 外 視 察 団 派 遣

○海 外 行 政ADP視 察 団(年1回)

3.セ ミナ ー開 催

OADPS研 修 会(年3回)

4.出 版

○行 政 とADP(月 刊)

脚機械振興協会 東京都港区芝公園

3-5-8

機械振興会館内

電434-8211

会長

土光 敏夫

1964年8月 1.機 械工業の構造 ・企業経営の分析な ど

の調査研究,内 外 機械工業の動 向調査な

ど

2.機 械工業の経営経済に関す る専門図書

閲覧サー ビス

3.機 械工業技術に関す る調査研究

4.受 託加工および受託試験業務

5.新 機械普及促進事業 およびシステム開

発事業

6.生 産管理技術に関す る調査研究

7.そ の他機械工業振興のための事業

(特)中 小企業振

興事業 団

東 京都 港 区 赤 坂1-

9-13

電584-0351

理事長

佐久 洋

1967年8月 1.中 小企業の経営者 ・管理者の啓蒙指導

事業

2.中 小企業 の電算機導入 に対す る助成

3.情 報処理 ・指導担当者の養成

4.小 規模事業者 に対す る記帳指導の機械
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名 称 住 所 代'表 者 設 立 事 業 内 閲

化推進
. 5.出 版 物

中小企業情報(月3回),中 小企業 辰興

新聞(月2回),調 査研究季報(年4回)

閲日本情報処理 東京都港区芝公園 会長 1967年12月 1.調 査

開 発 セ ンタ ー 3-5-8 難波 捷吾 ○産業別情報化進展に関す る調査NI

機械振興会館内 SL情 報産業調査な ど,

電434-8211 2.研 究,開 発

○ 統 計 予測 の た めの デ ー タ ・マ ネ ジメ

ン ト ・シス テ ムの 研究 な ど

3.海 外調査 団の派遣

○第4次 情報処理実態調査団

4.各 種 セ ミナ ー,講 習 会 な どの開 催

5,出 版

○米国,東 欧における情報処理の実態

な どi
F

EDPユ ーザ ー 東京都品川区南大井 会長 1968年8月 1.意 見書,要 望書の提出1

団体連合会 6-23-15 古 賀憲介 ○ 「機械化会計法人の帳簿要件等の改

日立製作所大森別館 (1973年8 正」に関す る国税庁試 案に対 して

内 月現在) ○給与関係 の源泉徴収票の無償交付に

電765-3111 つ いて

(1973年8月 現 在) 2.各 種JIS原 案 作 成 へ の 協 力

3.各 種 ア ンケ ー ト調 査 の 戊ミ施

㈲日本情報開発 東京都千代田区霞が 会長 1968年9月 1.調 査 研 究

協会 関3-2-5 植村甲午郎 日本経営情 ○遠 隔情報処理利用推進に関す る調査

霞が関 ビル 報開発協会 ○データ開発に関する研究

電581-640] として設立 ○ システム開発に関す る調査研究

1973年5月 ○会計 ・税 務に関す る調査研究

名称変更 ○医療などの情報化促進 に関す る調査

研究

○情報化関連市場予測

2.海 外調査団派遣

O遠 隔情報処理海外調査団

○欧米情報化特別調査団

3.情 報 化 国際 シ ンポ ジウ ム開 催

4.研 究奨励金の交 付

5.セ ミナ ーの 開 催

○ 長 期講 座,シ ンポ ジウ ムな ど

6.出 版
'

○ コ ン ピ ュー タ 白書(年 刊)な ど

㈲情報処理研修 東京都港区浜松町 理事長 1970年3月 1.上 級 情 報処 理 技 術 者(シ ス テ ム ・エ ン

セ ン タ ー

1
2-4-1 山内 二郎 ジ ニ アお よ び シ ニ ア ・プ ログ ラ マ ー),
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名 称

(社)ソフ トウ ェ ア

産 業 振興 協 会

㈲地 方自治情 報

セ ンター

閲関西情報セ ン

ター

㈹ 日本情報セ ン

ター協会

情報処理振興事

業協会

日 本 コ ン ピ ュ ー

タ ・ユ ー テ ィ リ

テ ィ協 会

住 所

世 界貿 易 セ ンタ ー ビ

ル

電435-6511

東京都港区芝公園

3-5-S

機械振興会館

電436-3938

東 京 都 千 代 田区 一 番

町25

電264-0691～5

大 阪市北区玉江町

2-2大 阪国際貿 易

センタ ービル

電448-6631

東京都千代 田区霞が

関3-2-5

霞が関 ビル

電580-1075

東 京 都 港 区 浜松 町

2-4-」

世 界貿 易 セ ン タ ー ビ

ル

電437-2301

東 京 都 千 代 田 区霞 が

関3-2-5

霞 が 関 ビル30階 私 書

箱125号

電509-5525

代 表 者

代表理事

服部 正

理事長

吉浦 浄真

会長

芦原 義重

会長

稲葉 秀三

理事長

北理 重雄

会長

藤井 丙午

設 立

!970年5月

1970年5月

1970年6月

1970年7月

1970年10月

1972年12月

事 業 内 容

情報処理部門の管理者お よび情報処理関

連教育者等の研修

2.IIASA(国 際応用 システム研究機

関 世界13カ 国参加の国際 シンクタン

ク)に 参加す る日本代表機 関として,1

{ASA日 本委員会の設置

1.ソ フ トウ ェ ア業 界 に関 す る問 題 の検 討

研 究,対 策

2.ソ フ トウ ェア市 場 の 調査

○ ソ フ トウ ェア需 要 構造 調 査 の 実 施

○ ソ フ トウ ェアの 価 値

○技 術 研 究 組 合 に 関 す る事 項

L調 査 ・研究

○ 国 と地 方 公 共 団 体 の 情 報 シス テ ムの

調 査 ・研 究

○ コ ン ピ ュー タ導 入 と利 用 運 営 に つ い

て の 調査 ・研 究

2.教 育 研 修事 業

3.出 版 物

○地 方 自治 コ ン ピ ュー タ(月 刊)な ど

L各 種 ソ フ トウ ェアの 開 発 と普 及

2.コ ン ピ ュー タ 要員 の 教 育

3'調 査、 研 究,開 発

4・ 要 望,意 見 書 の 提 幽

1.情 報処理 サービス業界 に関す る問題の

対策 の検討,研 究

2.意 見書,要 望 書の提出

3.調 査(需 要構造,事 故防止対 策等)

4.海 外調査 団の派遣(米 国情報 センター

視察団)'

5.出 版(会 報 」1PCA)

1.

2.

3.

4.

5.

プ ログ ラム開発資金に対 す る信用保証

汎用 プ ログラムの委託開発

プ ログラム調査 簿の作成

プ ログラムの販売及 び貸付け

海外調査

1、 コ ン ピ ュー タ ・ユ ーテ ィ リテ ィの推 進

・啓 蒙 活動

2.海 外 商 用TSS実 態 調 査 団 派 遣(年1

回)(デ ー タ通 信 利 用 経 験 者 か ら見 た実

態 調査)
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事

3、 サ ー ビ ス,

・TSSサ ー

者共同開発

4. 商 用 デ ータ

代表的発言機

5. デ ー タ通 信

施

6. TSS活 用

業 内 容

サ ー ビス,端 末 機 器 等 に 関す るユ ーザ

・TSSサ ー ビス提 供 者 ・メ ーカ との 三

商用デ ータ通 信ユーザの意見,要 望の

代表的発言機関 としての活動

データ通信の各種 実態調査,研 究の実

TSS活 用 に関 す る コ ンサ ル テ ィン グ



415

コンピュータ各社 の代表機種紹介

(区分ごとに社名ABC順)

1

富士通株式会社

株式会社 日立製作所

三菱電機株式会社

三菱事務機械販売株式会社

日本 シー デ ィー シー 株 式会 社

日本電気株式会社

日本 アイ ・ピー ・エ ム株 式 会 社

日本 エ ヌ ・シー ・アー ル株 式 会 社

日本 ユ ニパ ック株式 会 社

沖電気工業株式会社

高千穂交易株式会社

東京芝浦電気株式会社

416

417

418

419

420

421

422

423

424

425

426

427

■

アイ電子測器株式会社

中央電子株式会社

株式会社 北辰電機製作所

松下通信工業株式会社

ティアック株式会社

株式会社 内田洋行

株式会社 安川電機製作所

横 河 ・ ビ ュ ー レ ッ ト ・パ ッカ ー ド株 式 会 社

428

428

429

429

430

430

431

431



'
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富 士 通 株 式 会 社

本 社 事 務 所 東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内2-6-1古 河総 含 ピル 電 話03-216-3211

FACOMピ ル 東 京 都 港 区 西 新 橋3-21-8電 話03-437-5111

代 表 機 種

◇FACOM230シ リーズ

従来 の10/15/20/25/30/35/45S/50/55/60/75に,新 たに 仮想 記憶 方 式 を全 面 的に 採 用 ・強化 したFACOM230"8"

シ リーズ の,28S/28/38/48/58を 加 えて,一 層 多 様 化,高 度 化 す る社会 の要 請 に こた え る新 鋭 コ ン ピ ュー タ シ リー

ズ で あ る。

◇FACOM270シ リー ズ

FACOM270シ リーズ は,10/20/25/30か らな る科学 技 術 計 算,計 算 制 御 な どに と くに威 力 を発 揮 す る シス テ ム

で,リ アル タ イ ム機 能 を もち,小 型 か ら大 規 模 シス テ ムへ の 拡 張 が容 易 で,互 換 性 の あ るソ フ トウ ェア を完備 して

い る。

◇FACOM・U-200

科学 投 術 計 算 用 と して は もち ろん の こ と,特 に制 御 用 と して 機 織 な らびに 拡 張 性 に重 点 をお き,制 御 内容,制 御

対 象 と もに 幅広 い要 求 に こた え られ る多 目的制 御 用 コ ン ピ ュー タ であ る。

◇FACOM・R/R-E

科 学 計 算 用,デ ー タ収 集 用,デ ー タ通 信 端 末 制 御用 な ど広 範 囲 に わ た り 利 用 が 可 能 な ミニ ・コ ン ピ ュー タで あ

る。

◇FACOMmate

情 報処 理 教 育 専 用 コ ン ピ ュー タで,小 型 な が ら大 型機 並 みの 制御 用 プ ロ グ ラム を有 し,カ セ ッ トテ ー プ装 置,

OMRな ど各種 周 辺 装 置 も用意 され て い る。

1972年 の諸 活動

大 型 機FACOM230-45Sは,大 企 業 を は じめ 官 公 庁,学 校 等 か ら受 注 が 相 次 ぎ納 入 も順調 に推 移 し た。 また・

教 育 用 コ ン ピ ュー タFACOMmateは 高 等 学 校 向 けを 中心 に 伸 長 した 。

新 製 品 と して は,多 目的 制 御 用 コン ピュ ー タFACOM・U-200,小 型 で文 字 品 質 の す ぐれ た漢 字 プ リンタ'低 価

格 で 機能 の 豊 富 な ブ ラ ウ ン管 文 字表 示 装 置 な ど を開発 。

キ ャ ッシ ュデ ィス ペ ンサ は銀 行 に お け る窓 口業 務 の 簡 素化,省 力化 機 器 と して 国 内外 か ら多数 受 注 し た。 ま た,

キ ャ ッ シ ュ レス時 代 の 先駆 け と して,キ ャ ッシ ュ レス シ ョ ッ ピン グ シス テ ムの 試行 を,東 京 急 行 電鉄 ㈱,三 井銀 行

と と もに横 浜市 にお い て,ま た第 一 勧 業 銀行,ジ ャス コ㈱ と と もに 奈良 市 に おい て 開始 したが,い ずれ も所 期 どお

りの成 果 を あ げ た。

今 年 度 の 目標

自 白化 を ひか え,社 内体 制 の整 備 と販 売 力 の 強 化,新 技 術 の 開発 に 重点 を お くと1司時 に,海 外 に関 して は,各 地

へ の 拠 点 づ く りを更 に推 進 し,積 極 的 に市 場 開 拓 を展 開す る。
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株式会社 日 立 製 作 所

コ ン ピュー タ第一 ・第 二 事 業部

品 川 区 南 大 井6-23-15電 話03-765-3111

機電事業本部(制 御用)

千 代 田 区大 手 町2-6-2電 話03-270-211}

日立 の コ ン ピ ュー タ は,HITAC8000シ リーズ と総 称 され る超 大 型 か ら小 型 ま で の 汎 用 系 と ミニ コ ンの 代 名 詞

とな っ たHITAC1011,お よ び制 御用 のHIDICシ リーズ とに大 別 され,お の お のす ぐれ た ソ フ トウ ェア シス テ

ム にバ ック ア ップ され 多 くの 分 野 で活 用 され て い る。

代 表 機 種

■HITAC8800/8700シ ス テ ム

HITAC8800/8700シ ス テ ムは 物 理 的 な メ モ リ容 量 に制 限 され る こ とな くプ ロ グ ラム を組 む こ とが で き るバ ー

チ ャル メ モ リ方 式 や パ イプ ライ ン制 御,マ ル チ プ ロセ ッサ 方 式 を採 用 した 超 大型 コン ピ ュ ータ で あ る。

■HITAC8450/8350シ ス テ ム

パ ッチ処 理 は もとよ り,オ ン ラ イ ン処 理 ,リ モ ー トバ ッチ処 理 を一 元 的 に処 理 で き る。 ま た高 度 な マル チ プ ログ

ラ ミン グ機能,ジ ョブス ケ ジ ュ ー リン グ機 能 な ど に よ り,仕 事量 の増 大 に も対 処 で き,フ ァイル 資 源 の 最 大 限 の利

用 を可 能 に した 価 格 性 能 比 に優 れ た 中型 コ ン ピュ ー タ ・シス テ ム で あ る。

日HITAC8250シ ス テ ム

中 規 模 デ ー タ処 理 に適 した コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムで,価 格 は小 型 機 を狙 い機 能 は大 型 機 と同 等 の もの を有 す る

こ とを 目標 に開 発 され た シス テ ムで あ る。 本 格 的 な オ ン ライ ン ・シス テ ム を経 済 的 に構 成 で き,リ モ ー トバ ッ チ ・

ス テ ー シ ョン処 理 に も優 れ た 能 力 を発 揮 す る。

NHITAC8150シ ス 〉 ム

中 小規 模 デ ー タ処理 に適 した コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムで,約5MB～ 約40MBの デ ィス ク ・フ ァイル が 使 え るほ

か・ マ ー ク シー ト読 取 装 置 ・磁 気 テ ー プ装 置,オ ン ラ イ ン端 末 機 〈8150タ ー ミナ ル〉 を接 続 で き るな ど,小 さな大

型 機 と呼ぶ に ふ さわ しい機 能 を持 って い る。

■HITAC10Hミ ニ コ ン ピ ュー タ

ミニ コ ンの ベ ス トセ ラ ーの第2弾 と して 登 場 したHITAC1011は ,使 いや す さを 重 点設 計 にOEMは も とよ

り,シ ス テ ムコ ン ピュー タ と して 多 彩 な 分野 に活 用 で きる。 また豊 富 な ア プ リケ ー シ ョンが用 意 され て い る こ とな

ど・ 性 能 ・ 機能 どち らを とって も ミニ コ ンの代 表 機 と呼 ぶ に ふ さわ しい の が,こ のHITAC10Hで あ る。

國HIDICシ リーズ(制 御用)

HIDIC700・HIDIC500・HIDIC350 ,HIDIC150で シ リーズ とな って お り用 途 に応 じて 選 択 で き る。高 信

頼 性,優 先 割込 多 重 処理 機 能,ソ フ トウ ェア(モ ニ タ シス テ ム)が 充 実 して い るな どの 特 長 が あ り,多 方 面 に 活用

され て い る。

1972年 の 諸活 動

HITAC8150(4月 発 表) ,HITAC8250(7月)と も1号 機 を顧 客 向 けに 出荷 。HITAC8700×3台 が 国鉄

MARS105シ ス テ ム と して 稼 動 。 国 の大 型 プ ロ ジ ェ ク トを基 盤 に 生 れ たHITAC8800/8700マ ル チ プ ロセ ッサ シ

ス テ ムを組 み東 大 に 納入 引 続 き多 数納 入 した。 コ ン ピ ュー タ部 門が 大 森 に集 結(除 制 御用)し,一 方 シス テ ム 開発

研 究 所 が設 立 され た 。

1973年 の目標

開発力 の大巾強化を計 り,新 シリーズ機種の早期実現を目指す一方,よ り社会 ニーズにマ ッチした新 しい システ

ムを開発す るために従来 に も増 して総合 メーカとして培 った技術 をコンピュータを含めた システム産業に活用 し,

福祉社会の発展に貢 献す る。
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三 菱 電 機 株 式 会 社

本 社 東 京 都 千 代 田区 丸 の 内2-2-3(三 菱 電機 ピル)電 話03-218-3211(代 表)

代 表 機 種

シ ス テ ム ・シ リ ー ズ モ デ ル 特 長 概 算 価 格
(レンタル又 は買取)

MELCOM80

シ リー ズ

81/82/83/84 小規 模データ処理や部門管理用に最適 6,500～13,000千 円

86 容量1万 語 のデ ィス ク装置 を基本構成 として もち,
豊富な周辺機器が用意 されて いる。

7,500～13,000千 円

88 ICメ モ リを採用,シ ステムの拡張性 と同時動作
機能 を低価格 で実現 してい る。

8,500～20,000千 円

MELCOM3100

シ リーズ
10/20/40 デ ィス ク ・オ ペ レー テ ィ ング ・シ ス テ ムの 完備 し

た使 い易 く経 済的 な汎 用 中型 シ ス テ ム
1,200～5,000千 円/月

MELCOM7000

シ リー ズ

7500

7700

バ ッチ処理,リ アル タ イ ム処 理,タ イ ム シ ェア リ

ン グ,リ モ ー トバ ッチ処 理 の4次 元 に わた る高 度

の 多 重 利用 が可 能

4,000～20,000千 円/月

MELCOM70

ミニ コ ン ピ ュー タ
70 各 種 モニ タ や リアル タイ ムFORTRANの 完備 し

た 高 性 能 の ミニ コ ン ピ ュー タ
4,850～50,000千 円

MELCOM9100

シ リーズ 30F 技 術 計 算 とオ ン ライ ン ・ リアル タ イ ム処 理 に適 し
た高 性 能 シス テ ム

950～4,000千 円/月

MELCOM350

シ リーズ 30F
灘+㌶SIを 採用 した信級 と性能が高し'制 ・・,… 一・6・… 千円

最 近'の 動 向

・MELCOM80シ リー ズ

マル チ ビ リン グが 可 能 な モ デ ル88に 加 えて,1973年5月 に は,新 型 モ デ ルMELCOM86を 追 加 した 。 こ'nに

よ り,基 本 構成 と周 辺 装 置 とが適 用 業 務 に対 応 しつ つ 自由 自在 に接 続 可 能 な本 格 的"フ レキ シ ブル ・コ ン ピ ュ ー

ダ'が 実 現 した 。

・MELCOM7000シ リー ズ

各 界 の広 範 な 分 野 で利 用 され,例 えば,MELCOM75002台 に よ り,メ ッセ ー ジ ・ス ウ ィッチ ング を行 な う

国 際 専用 通 信 交 換(AUTOMEX)シ ス テ ム,MELCOM7700に よ る一般 のパ ッチ 処理 に加 えて,バ ッチ処 理

'の タニ ンア ラ ウ ン ド時 間 を 最 小 に し た"カ フ
ェテ リア方 式" .の処 理 を行 な う教 育 用 計 算 シス テ ムの 開発 納 入等

々 。'ソ ラ トゥ ェ ァ と して は,数 理 計 画 を行 な うFMPS,統 計 解 析 プ ログ ラムMSLを 開 発 した。

・MELCOM70ミ=コ ン ピュ ー タ

、二本 年 度 の 代 表 的 応用 例 ζ して は ・ フ ライ ト ・シ ュ ミレ一 夕・ シ ンク ロ トロ・ン制 御 装 置 等 数 台 のMELCOM

70を 複合 レ た マル チrミFti.ン ・:シス テ ム を開 発 し,納 入 し た。 マル チ コ ン ピ ュー タは,高 い性 能,信 頼 性ピ 拡

張 性 を有 し,今 後 も力 を注 い で行 きた い と考 えて い る。
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三 妻 事 務 機 械 株 式 会 社

本 社 東 京 都 中 央 区 八丁 堀2--6-1

八 重 洲 建 物 ピル 電 話03-552-4501

代 表 機 種

・MELCOM80シ リー ズ=MELCOM84/86/88

・G-50シ リーズ:Honeywell58

本 機 の 設 計思 想 で あ る仮 想 メ モ リ機 能 は,マ ル チ ・'プログ ラ ミン グ機 能,デ ー タ通 信 機 能 と一 体 とな って 優れ

た マル チ ワー クス テ ー シ ョン ・シス テ ム を実 現 し,本 体 で の処 理 と同 時 に,各 端 末 か らそれ ぞれ 独 自の処 理 が可

能 。 従 って デ ー タ ・ベ ース ・シス テ ムに よ る処 理 の効 率 化 に,そ して ハ イ ア ラ ーキ ー構 成 シス テ ム に その特 長 が

発 揮 され る。

・G-100シ リーズ:G-105/115/118/120/130

EDOSVの 開 発 に よ り,オ ン ラ イ ン ・プ ログ ラ ムとバ ッ チ ・プ ログ ラ ムの マル チ ・プ ログ ラ ミン グが可 能 とな

った 。 しか も優 れ た ハ ー ドウ ェア と ソ フ トウ ェア に よ りロ ー コス トでユ ーザ の要 求 に マ ッチす る効 率 的 シス テ ム

を可 能 に して い る。

・Honeywellシ リーズ6000i6025
,6030,6040,6050,6060,6070,6080

世界 の 大 型 機 市場 で圧 倒 的 シ ェ・アを持 つ この シ リーズ は ベ ー シ ック ・モ デ ル6025の 発 表 に よ り一 層 充 実 した 。

これ は 中型 機 な み の価 格 で 大 型 機 の機 能 が 得 られ る画期 的 な もの で,し か も上 位 機 種 との完 全 な互 換 性 に よ り処

理 の質 的,量 的 増大 に直 ちに対 処 で きる。

・周 辺 機 器 ・

一 マ ー クテ ー パ ー707/502(MarkCardtoPaperTapeConverter)
.

一 マ ー クス テ='シ ョン8000(MarkCardtoMagneticTape)

一 ダ イヤ デ ー タ エ ン ト リ(キ ー ツ ー テ ー プ)

-PERTEC3700COMシ ス テ ム

_MagneticMarkRead-punch(磁 気 マー ク読 取 装 置)・ ・、

そ の 他

本 年 度 の 目標

各種1/0装 置,ソ フ トウ ェア,・ア プリ ケ ー シ ョン ・パ ッゲ]ジ の 開 発,他 国製 品 の紹 介 に よ りわ が 国 の情 報 化 社

会 の 発展 を推 進 す る。 ∴ 層 ・:い ㍉'

、 ・ ぺ
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日本 シーデ ィー シー株式 会社

本 社 東 京 都 港 区西 麻 布4-15-21

電 言舌03-409-2431

代 表 機 種

CDCCYBERシ リー ズ:大 型 か ら超 大 型 まで の 最 新鋭 機 種 で,実 績 の あ る7600/6000シ リーズ の持 つす ぐれ た

機 能 に 加 え,"分 散 処 理"の シス テ ム ・フ ィ ロソ フ ィーの も とで バ ッチ処 理,TSS処 理 ・ オ ン ラ イ ン'リ ア ル タ イ

ト処 理 の 全 て を同 時 に こな し,デ ー タ通 信 に ょ る大 量 トラ ンザ ク シ ョン処 理 の ア プ リケ ー シ ョン に特 に その 機 能 を

潔 挿 す るコス ト ・パ フ ォー マ ンス に 秀 で た シ リーズ で あ る。

CDC1700/SYSTEM17シ リーズ:各 種 プ ロセ ス ・コ ン トロ ール,N/C群 制 御・ 実 験 デ ータ解 析 ・ リモ ー ト"

タ ー ミナ ル制 御 な ど幅 広 い分 野 で 利 用 され て い る高 速 高 信頼 性 の コ ン ピ ュー タ ・プ ロセ ス ・コ ン トロー ル用 標 準 イ

ンタ フ ェー ス1500シ リーズ をサ ブ シ ステ ム と して 有 して い る。

最 近 の 諸 活 動

1971年5月 に機 構,組 織 を改 め新 会社 と して 発足 して 以 来約2年,内 部 体 制 の拡 充 と と もにCDCの 大型 コ ン ビ'

ユ_タCYBER70を 中心 に販 売 活 動 を積 極 的 に 展 開 。 そ の結 果 と して1972年9月 高 速 制 御 用 コ ン ピュ ー タCDCSC

1700シ ス テ ムの ジ ェ ッ ト ・エ ン ジ ン ・テ ス ト ・シス テ ム用 ソ フ トウ ェ ア(JETS)を 石 川 島播 磨 重 工 業 ㈱ よ り受 注 し

た の を初 め,73年 度 に お い て は三 菱 重工 業 ㈱ 広 島 造 船所 よ りCYBER70モ デ ル73・ セ ンチ ュ リ'リ サー チ'セ ン

タ㈱ よ りCYBER70モ デル74を 相 つ い で受 注 。 さ らに 構 造解 析 プ ログ ラ ム"PASSAGE"を 日本 造 船 研 究 協 会 と

准 同 で 開 発 す るな どその 活 動 は増 々活 発 化 して い る。

ま た,日 本 シー デ ィー シ ーで は 各種 周 辺 ・端 末器 のOEM販 売 ・サ ー ビス を行 な って お り・73年8月 に お け る通

称"フ ロ ッ ピー ・デ ィス ク"と 呼 ばれ る超 小型 の フ レキ シ ブル ・デ ィス ク ・ ドライ ブお よ び高 密 度 高 速 性 を実 現 し

た ス トレ ッ ジ ・モ ジ ュー ル ・ドラ イブ の発 表 や その 他 シ ョー ・ル ー ム,リ 八 一 ビ ッシ ュ ・セ ンタ の 開設 な ど常 に ユ

ー ザ の各 種 要 求 に 即応 で き る体 制 を確立 して い る。

ソ フ トウ ェ ア:汎 用 オ ペ レー テ ィング ・シス テ ムSCOPEの 機 能 拡 充 と効 率 向上 に加 えて特 にTSS専 用 オペ レ

ーテ ィ ング ・シス テ ムKRONOSの バ ー ジ ョン ・ア ップが 行 なわ れ,さ らに高 い 汎 用性 と効 率 向 上が 図 ら れ た 。

KRONOSは 特 に デ ー タ ・マネ ジメ ン ト機 能 の 拡充 の 他 に,各 種 プ ロダ ク ト ・セ ッ トの 拡 充 が行 な われ ・ 簡 潔 な表

現 と厳 密 な構 文 を持 つ 数 学 的記 法 の会 話 型言 語APLや 各種 トラ ンザ ク シ ョ ン処 理 に便利 なTransactionSubsys-

temな どユ ニ ー クな プ ロダ ク トが 標準 ソ フ トウ ェ ア と して 提 供 され た 。 また,マ ン ・マ シ ン ・イ ンタ フ ェ ース の 向

上 を 図 るた め,従 来 よ りさ らに高 い性 能 を もつ グ ラ フ ィ ック情 報 シス テ ムGPGTが 開発 され た 。

ア プ リケ ー シ ョンウ ェア:デ ー タ ・マ ネ ジ メ ン ト用 言 語QUERY/UPDATEの 機 能拡 充 と と もに・ 新 しい 数 理

計 画 法 パ ッケ ー ジAPEX,生 産管 理 用 パ ッケ ー ジCOMMANDお よ びCBM,数 値制 御 用 言 語APTIVな ど・

各種 アプ リケ ー シ ョン分 野 で最 新 の 手 法 を取 り入 れ た 汎 用 パ ッケ ー ジが 多数 開発 され た 。

この よ うに して 日本 シ ーデ ィー シ ーは そ の みが きぬか れ た技 術 に創 造 的 な サ ー ビス を提 供 す る コ ン ピ ュー タ の ト

ー タル ・サ プ ラ イ ヤ ー を 目 ざ して い る。
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日 本 電 気 株 式 会 社

本 社 東 京都 港 区芝5-33-1

電 話03-454-1111

代 表 機 種.,

☆NEAC－ シ リーズ2200

(小 型 ～超 大 型,汎 用)

.小 型 か ら超 大 型 まで14モ デ ル を有 す る我 国最 大 の シ リーズ コン ピュ ータ と して,最 も多 くの納 入 実 績 を誇 って い

る。 各 モ デ ル間 に は ワ ン マシ ン概 念 が貫 かれ,必 要 に応 じて経 済 的 に シス テ ム を選 択 し,拡 張 で きる よ う周 辺機 器

及 びソ フ トウ ェア に完 全 な互 換 性 が 配 慮 され て い る。

☆NEAC－ シ リーズ3200

(小 型,デ ー タ通 信 網 用,制 御 用)

デ ー タ通 信,プ ロセ ス コン トロ ール,及 び広 範 囲 な環 境 制 御 シス テ ムな どの分 野 に 最 適 な シ ス テ ム コ ン トロール

コ ン ピ ュー タ で あ る。

☆NEAC－ シス テ ム100(超 小 型,汎 用)

伝 票発 行 業 務 か ら一括 デ ー タ処 理,マ ル チ ワ ー ク業 務 ま で広 範 囲 の 業務 に容 易 に適 用 で き るよ う9種 類 の基 本 シ

ス テ ムを 備 え た最 新 鋭 超 小型 機 で,こ の レベ ル の コ ン ピ ュ ー タ と し て は 我 国 で初 めて デ ータ通 信 機 能 を有 して い

る。

☆NEAC-1240D(超 小 型,汎 用)

☆NEAC-M4n(ミ ニ コン ピ ュ ータ)

☆NEACタ ー ミナ ル シ リーズ

1972年 度 の諸 活 動

☆ シス テ ムサ ー ビス の 向 上

多様 化 した市 場 の ニ ー ズ に対 処 して,シ ス テ ムサ ー ビス を 向上 させ るた め,コ ス トパ ー フ ォー マ ンス の 高 い シ

ス テ ム を積 極 的 に 開発 し,ソ フ トウ ェアの整 備 に努 め る と と もに,NEACの サ ー ビス 綱 の整 備,強 化 を 図 っ た

(NEACシ ス テ ム100,NEACM4n,財 務 会 計 パ ッ ・1一ジ等 各 種 ア プ リケ ー シ ョン ソ フ トの 開発,日 本 電気 フ ィ

ール ドサ ー ビス ㈱ の 発 足 ,日 本 電 気 ハ ネ ウ ェル イ ン フ ォメ ニ シ ョン シス テ ムズ㈱ の 発 足 等)

☆ マ ン マ シ ン コ ミュニ ケ ー シ ョン を追 求 した周 辺 端 末 装置 の 開発

新 型 漢 字 プ リンタ 「C-5220」,株 価 表 示 用 端 末,リ モ ー トOCR等 の発 売。

本 年 度 の 目 標

本 年 度 よ り発 売 を開始 したNEACシ ス テ ム100に み られ るよ うに,コ ン ピ ュ ータ と通 信 に 関 す る技 術 と経 験 を

結 集 して,ユ ーザ ーの 要 望 に即 応 す る シス テ ム開発 を進 め ると と もに,通 信 回線 の 開放 等 の 情 報 化 社会 の進 展 に 寄

与 す る シス テ ム(フ ァ ックス ライ ン シス テ ム,テ ックス ラ イ ン シス テ ム等)を 積極 的 に提 供 して 行 く。 ま た サ ー ビ

ス 体 制 の整 備,強 化 を図 り,ト ー タル シス テ ム サ ー ビス に 努 め る方 針 で あ る。
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日本 アイ ・ピー ・エ ム株式会 社

本 社 東 京 都 港 区 六本 木3-2-12

電 話03-586-1111

代 表 機 種

IBMコ ン ピ ュー タ の 中心 をな す の は,汎 用 のIBMシ ス テ ム/370で あ るが,'こ の ほ か,汎 用 の シス テ ム/3(モ

デ ル6,モ デル10,モ デ ル15の3種),セ ンサ ー ・ペ ース ・コン ピ ュー タ で あ るIBMシ ス テ ム!7な どが あ る。

IBMシ ス テ ム/370の 主 な特 徴 は次 の とお り。

治製 品 ライ ン は,』モ デ ル115か らモデ ル125,モ デ ル135,モ デ ル145,モ デ ル158サ ブ モ デル2,モ デ ル158,モ デ ル

168,モ デ ル195と,小 型 か ら超 大 型 まで完 備 して い る。

〉 上 記 各 モデ ル は,モ デ ル195を 除 きい ず れ も仮 装 記 憶 機 能 を備 えて い る。

1>モ デ ル115,モ デ ル125は 野 洲工 場(滋 賀 県),モ デル135,モ デ ル158(サ プ モデ ル2を 含 む)は 藤 沢 工 場(神 奈 川

県)で 国 産 して い る。

レ 補 助 記 憶 装置 として 高 速 ・大 容 量 のIBM3333/3330磁 気 デ ィス ク装 置,IBM3340磁 気 デ ィス ク装 置,IBM

3420,IBM3410磁 気 テ ープ 装 置,入 出 力 端 末 シス テ ム と してIBM3270情 報 表 示 シス テ ム,.'IBM3740デ ー タ ・

エ ン ト リー ・シス テ ム,IBM3211印 刷 装 置,IBM3600金 融機 関 通 信 シス テ ム,IBM3650小 売 業 ス トア ・シス

テ ムな ど周 辺 機 器が 豊 富 で あ る。

1972年 の 諸 活 動

IBMシ ス テ ム/370に 仮 想 記 憶機 能 を採 用 。新 モ デル と して モ デ ル168,モ デル158(サ ブ モ デル2を 含 む),モ デ

ル125を 発 表 した 。

仮 想 記 憶 機 能 は,主 記 憶 装 置 の容 量 の制 約 な しに,よ り大 き く,高 度 な プ ログ ラ ム を容 易 に開 発 す る こ とを可 能

に す るな ど,コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの総 合 的 な コス ト ・パ フ ォー マ ンス,な らびに シス テ ム ・スル ー プ ッ トを大

き く向上 させ る もの で あ る。

デ ィス ケ ッ トとい う新 しいデ ー タ 記録 媒 体 を使 用 したIBM3740デ ー タ ・エ ン ト リー ・シス テ ム を発 表 した 。

2000Kバ イ トの 主 記 憶容 量 を も ち,54+1秒 の サ イ クル ・タ イ ムで作 動 す る超 大 型 機,IBMシ ス テ ム/360モ デ

ル195を 東京 デ ー タ ・セ ンタ ーに 導 入,気 象 庁 の 天 気 予 報 計算 を は じめ,各 種 の大 量,高 度,複 雑 な委 託 計 算 業務

に 活用 を 開始 した 。

デ ー タ ・セ ン タ ーで は,リ モー ト ・コ ン ピ ュー テ ィ ング ・サ ー ビス と して,TSSの<CALL>と,遠 隔 バ ッチ

計 算 の<RJE>の 二 種 を東 京,大 阪 両 地 区 で発 表 した 。

ソ フ トウ ェアの 一 部 を有 償 化 した新 営 業 方 式 を全 面実 施 した 。

本 年 度 の 目 標

デ ー タ ・・〉'一ス/デ ー タ ・コ ミュニ ヶ ー シ.ヨン とい う新 しい コ ン ピ ュー タの 活用 原 理 を踏 ま えたIBMシ ステ ム1

370か ら さ らに多 様 な 可 能性 を ひ き出 すべ く,開 発,生 産,営 業,保 守 が一 体 とな って,顧 客 に 最高 の ト;タ ル 軌

サ ー ビス を提 供 し,わ が 国 の情 報 化 社 会の 進 展 に積 極 的 に寄 与 ・して ゆ く方 針 で あ る・。
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日本 工 ヌ ・シー ・アー ル株 式会社

本 社 東 京 都 港 区赤 坂1-2-2

電 話03-582-6111

代 表 機 種

◇NCRセ ン チ ュ リー ・シ リーズ

.同シリーズは映 瀬 処醗 助 能力や周辺紬 の種類が盤 であるととから,あ らゆる業種に醐 する.とが
出 来 る洞 性 に富 ん だEDP・ ・ テ ・・ その狙 ・・とす る と ・ろ はrr-・ ス ・ … パ ー ・ 。一 マ ンス」 碓 本 理

念 と して設 計 され た完 全 な … リー ・・ リーズ で あ る・現 在 泄 酪 国 か ら受 注 した ・・ テ ・は,,,。 。。。 。 ト。

代 表 モ デ ル

615"100(16KB～32KB) ・615『'01(・6K・-64K・)・615-2・ ・(32K・ 一 ・・2KB)
,・ ・5-25・(96K・rv2561〈B)、,

615-300(128KB～2048KB)セ ン チ ・ リ ー ・・ リ ー ズ の 醐EDPシ ス テ ・ と し て の 主 な 特 長 は 次
の 勤 で あ る 。

〈 ハー ドウ エ ア〉

① プ ロセ ・サ ーの性能 はい くつかの・デ・レに分れてい るが湘 互 または段 ・・テ ・への互難 鮪 し
てい る。

② 各種のI/oユ ニ ・ ト}よプ・セ ・サーの・デルに関係 な く・ ・モ・ ・ラ・・(嫡 の飾 方式)」・容易に連継

れ・1/0コ ン トロール装置によ りプ ロセッサーとの 同時平行処理が可能 である
。

③ 従来の システ ムに新 たに離 能蝶 団磁気 デ・ス ・を期 し
・ ・・… 麺 の適用 範囲楓 ・拡大 した。

〈 ソフ トウェア〉

'ン パ イ ラ として は ・COBOL・ .FORTRAN・BASICお よ びNEAT/3カ ・繍 され て い る.NEAT/3はPRO-

CEDUBEORIENTEDで あ りなが ら
・ 充 分 」MA・HIN・ ・RIENTEDの 面 ・瀧 ・れ た 効 率 の帥 ラ 。 ゲ →.

シス テ 三 で・ パ ンブ ラ'レ ベ ル お よ び マク ・ ・レベ ・レ呼 法 をふ くん で い る
.オ ペ レー テ,ン グ ・シ ス テ ・ は

1/oエ グ ゼ ク テ ・ ブを 中 心 に したペ ー シ
・ク な もの か らオ ・ ラ・ ・用,デ.ア 、レ・プ 。グ ラ・用 ,。 ル チ.プ 。グ

㌍ 用な ど培 先の条件に応 じて提供 され る・また・セ ンチ ・ リーのどの クラスに対 して も,す べ ての必歎 操作

を自動化す るために馴 され たユーテ ・リテ ・ ・ル ーテ ・ン群 鞭 用 して
,… ∵ プ・グ・・働 作 難 。 ら

れ るよ う工夫 されてい る。

〈アプ リケ ーションウェア〉

融 澗 ・ ・/M在 馴 … レー・を含む),噺 流通業総合システ・,製 造業総合 。 。 テ 。(NCR"。/,.

P/C)・ 理 服 配送 計画・舗 科学技術用 サブ・レーテ ・ン,蛎 用CIFな ど… 種類、、お瓢 鞭 服 アプ

リケー ションが準備 されて いる。

今 年 度 の 目標
し べ ぐ ロ げ ヂ ロ ロ ロ ヨ

ト一夕・レ'㌘ ・ 卿 嘩 綱 ・し新 鋭のセ ンチ ・・一 … 一ズ(・・5-… ,・・5-…,'・、5-2。。,、、5.

251・615-'og)に 加iT・ 更}こ同シ
,リニズ と≧ 肇 性のあ ・機顕 び入出力 鋼 辺機器の醗 を行 ない,情 報

化社会酎 応 したあ らゆる鰍 澱 で き・総合・一・一を指輌
・又剛 囲の業種 にわた・一 ケ 。 ・の騨

に対 し・ アプ リケ ーシ ・ン'パ ・ケージの開発を始 ・・して各 ・・ジ
・パ ・三 飴興 醐 一 ビ・を呵 す ・。
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日 本 ユ ニ パ ッ ク 株 式 会 社

本 社 東 京 都 港 区 赤坂2-17-51電 .話03-585-4111

代 表 機 種

ユ ニ パ ック で は,リ アル タ イ ム ・コ ン ピ ュー タUNIVAC490を 世 に送 り出 して 以 来,数 多 くの リアル タ イム'

コ ン ピ ュー タを発 表 して きた 。70年 代,タ イ ム ・シ ェ ア リング(TSS)時 代 に対 処 してUNIVAC1110汎 用TSS超

大 型 機 をは じめ とす るUNIVACコ ン ピ ュー タ の販 売 を行 な って い る。 また,一 方,小 型 機 か ら大 型 機 まで を含 む'

フ ァ ミ リー ・シ リーズ と し てOUKgOOOシ リーズ ーOUKg200,0UK920011,0UKg300,0UKg300H,

OUKg400一 お よ び 新OUKgOOOシ リーズ ーOUKg250,0UKg350.OUKg400H,OUKg7001,0UK

9700H－ の販 売,サ ー ビス を行 な って い る。

UNIVAC1110-1,1110一 皿,1110-IV:本 格 的 なTSS時 代 に 対処 して 設 計 され,会 話 型(デ マ ン ド),リ モー

ト ・バ ッチ,リ アル タイ ム,バ ッチ処 理 とい っ た あ らゆ る形態 の 処理 を,1つ の シス テ ムで 同一 時 間 内 にた が い に

影 響 を与 え る こと な くで き る汎 用TSS超 大 型 機 で あ る。

UNIVAC1110は,'、 一 ドウ ェア,ソ フ トウ ェ ア,周 辺 装 置 に お い てUNIVAC1106,UNIVAC110611,

UNIVAC1108と 完 全 な互換 性 を有 し,こ れ に よ りUNIVAC1100フ ァ ミ リー ・シ リーズ が 完成 した。 ま た,併

わせ て ア レ イ ・プ ロセ ッサ/入 出 力制 御 プ ロセ ッサ/通 信 制 御 プ ロセ ッサ の3種 の 専 用 プ ロセ ッサ もあ る。

◇UNIVAC1108:商 業用 マル チ ・プ ロセ ッサ ・シス テ ム と して,最 高3セ ッ トまで の 中 央 処 理装 置 を結 合 した シ

ス テ ム で は,完 全 に異 な る プ ログ ラム を 同時 並 行 処理 で き る汎 用 性の あ る超 大 型 機 。

◇UNIVAC110611:UNIVAC1106の マ ル チ ・プ ロセ ッサ ・シス テ ムで ・ 中央 処 理 装 置 を2台 連 結 した 「双 頭 の

コ ン ピュ ー タ」。 複 数,多 種 業 務 を同 時 に処 理 し,TSSに 要 求 され る フ ェイル ・セ ー フ機 能 を低 価 格 で実 現 した。

◇UNIVAC1106:製 造 業 界 で の,技 術 開発 の 向上,開 発 費 の低 減 化,経 営 合 理 化 の た めの 技 術 情報 シス テ ム(TIS)

の 中 核 とな る大 型 機 。優 れ た りアル タ イ ム機 能 は,マ ン ・マ シ ンの 思 想,ド ラ ム ・オ リエ ンテ ッ ド ・シス テ ムの思

想 な ど とあ い ま って 高 密度 の処 理 能 力 を持 つ 。

◇UNIVAC494:リ アル タ イ ム処 理 か ら,大 規 模 なTSSま で ユ ー ザ ーの 要 求 に応 じた有 機 的 オ ー ダ ー ・メー ド ・

シ ス テ ムが 構 成 で き,強 力 な パ フ ォー マ ンス を発 揮 す る。

◇UNIVAC418皿:中 型 機 で大 型 機 の設 計 思 想 を 持 つ 高 性 能 機 で,バ ッチ処 理 を始 め,リ アル タ イ ム処 理 を ひ と

つ の コ ン ピ ュー タで 同時 に行 な え る。遠 隔入 出力 装 置 群 の豊 富 さ とあ い ま って,適 用 範 囲 は広 い 。

1972年 の諸 活 動

コ ン ピ ュ ータ の利 用 技 術 開発 の 中枢 で あ る赤 坂 の本 社 ビル で は,東 洋一 の規 模 を誇 る総 合 デ ー タ ・セ ンタ ー を始

め,情 報 セ ンタ ー,教 育 セ ンタ ー が完 備 して い る。 ま た伊豆 エ グ ゼ クテ ブ ・セ ン タ ーは 開 設 後3年 目 を迎 え,ト ッ

プ ・マ ネ ジ メ ン トに対 す る コ ン ピ ュー タ教 育 は ます ます 好 評 を博 して い る。70年 代 －TSS時 代 に あ って,ト ヨ タ 自

工,石 川 島播 磨 重 工,三 菱 重 工 業,朝 日新 聞 な ど,TSS利 用 はす で に十 数 ユ ーザ ー一とな り日本 ユ ニ パ ッ クで もTSS

に よ る 自社 のMISの 推 進 をは か って い る。 ま た,10月 か ら商 用TSSサ ー ビス 「SHARE11」 を始 めた 。

昭 和44年 に設 立 した㈱ 日本 ユ ニ パ ッ ク総合 研 究 所 はい よ い よ充 実 し,コ ン ピ ュ ータ とそ の周 辺 の種 々 の問題 にっ

い て,積 極 的 な研 究 な らび に教 育 活 動 を行 な って い る。
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沖 電 気 工 業 株 式 会 社

本 社 東 京 都 港 区芝 琴 平 町10(新 膚 ノ門 ビル)

電 話03-501-3111

昨 年 度 の 活 動

① 新OUKシ リーズ(OUKg250,9350,940011,97001,970011)の 完 成,出 荷

②OKITAC-4300C,4500Cの 開 発,発 表

今 年 度 の 目 標

①OUK9000シ リーズ の拡 充

②OKITAC-4300,4500の ソ フ トウ ェ アの充 実

OKITAC-4300のRPG,OKITAC-4500のCOBOLな ど言 語 開 発 及 び 開発 済 の ソ フ トウ ェ アの機 能 の ア ッ

プに 力 を注 ぐ。

機 種 紹 介

◇OUKgOOOシ リーズ

OUK9000シ リーズ は,昭 和42年 の1号 機 出荷 以 来700余 台 の 納入 実 績 を誇 りその信 頼 性,高 速 性,安 定 性 は

完 壁 で あ る。

この実 績 を もとに 新OUKgOOOシ リーズ,OUK9250,9350,94001,97001,970011が 開 発,出 荷 され た。

OUKgOOOシ リーズ に は,1.1億 字/1台 の8440磁 気 デ ィス ク装 置,転 送 速 度320KB/秒 の磁 気 テ ー プ装 置,2000

行/分 の高 速 印 刷 装 置,カ ラ ー キ ャ ラ クタ デ ィス プ レ イな ど豊 富 な入 出 力 装置 が 接 続 され る。

◇OKITAC-4300C

OKITAC-4300Cは,科 学 技 術 計 算,プ ロセ ス 制 御,計 測 制 御 をは じ め,事 務 計 算 通信 回線 制 御 装 置 を介 して

ター ミナ ル ・コ ン ピ ュー タ として も使用 で きる広 範 囲 な 機 能 を備 えた ミニ ・コ ン ピ ュ ータ で あ る。 ソ フ トウ ェア と

して は,主 記 憶 装 置4K語 と入 出 力 タ イ プ ライ タで 使用 で き るア ッセ ン ブラ ー,BASICFORTRANIを は じめ,

JIS3000レ ベ ル の ・DISKFORTRAN,並 びにDOS(DISKOPERATINGSYSTEM)等 豊 富 な シス テ ムプ ロ

グ ラ ム,ア プ リケ ー シ ョン プ ログ ラム を有 して い る。

◇OKITAC-4500C

OKITAC-4500Cは,OKITAC-4000シ リーズ の 中 核 を なす シス テ ムで あ り,科 学 技術 計 算,プ ロセ ス 制御,

計 測 制 御 等 の 広 範 囲 な利 用 分 野 を もった 高 性 能 コ ン ピュ ー タで あ る。 ソ フ トウ ェ ア と して2つ のJOBを 同 時 に処

理 す るこ との で き るオペ レ ーテ ィ ング シス テ ムが あ り,JIS7000レ ベ ル のFORTRAN,コ ン トロ ール 用FORTRAN,

ア セ ン ブ ラ,科 学 技 術 計 算 及 び,プ ロセ ス 制 御,計 測 制 御 装 置 等 豊 富 な ア プ リケ ー シ ョン ・ラ イ ブ ラ リを備 えて お

り,'・ 一 ドウ ェア と して,リ アル タ イ ム処 理 に不 可 欠 な多 レベ ル 割込 機 能(24レ ベ ル),メ モ リプ ロテ クシ ョン,リ

アル タ イム ク ロγ ク等 の機 能 を持 ち,磁 気 ドラ ム,磁 気 テ ープ,磁 気 デ ィス ク,ブ ラ ウ ン管 デ ィス プ レイ,X-Y

プ ロ ッ タ等 の各 種 入 出 力装 置 を有 して い る。



426付 属'資i料

高 千 穂 バ ロ ー ス 株 式 会 社

代 表 機 種

本 社 千 代 田区麹 町 ・1-7電 話03-263-3211

バ 四 一ス の コ ン ピュ ー タはL/TC・TU・TDシ リーズ か ら700フ ァ ミ リーま で,オ ン ライ ン用 制御 コ ン ピ ュー

タ,端 末 機 を も含 めて,小 型 機 か ら大 型 機 ま で の レン ジ をす べ て カバ ー して い る。

◇L2000/L4000… … バ ロース の ユ ニ ー ク な設 計 概 念 で あ る高 速,高 性 能 デ ィス ク ・メ モ リTの 使 用 や 第4世 代 の

フ ァー ム ウ ェアの 優 れ た藻 能 を備 えて い る。L4000はL2000の 機 能 に加 えて,ア ウ トプ ッ ト帳 票 設計 を思 い の ま ま

の サ イズ,形 態 で 自由 に扱 え るワ イ ド ・プ ラテ ン,多 能帳 票 処 理 機 能 を備 えて い る。

◇L5000… … マ グ ネ テ ィッ ク ・レコ ー ド ・フ ァイ ル(磁 気 ス トライ プ ・デ ー タ ・フ ァイ ル)を 採 用 し・"MICROL

OGIC"フ ァー ム ウ ェ アを備 え,融 通 性 の あ る容 易 な プ ログ ラ ミン グに よ り,高 い シス テ ム効 率 を生 み 出す 。

◇L8… … … 高 速大 斑 ・モ リー}・よ る余裕 の あ るデ ー タ処 理 ・ カセ ・ トテ ー プに よ る騨 な フ ・イ ル・ 蹴 元 帳

に よ る容 易 な機 械 化及 び オ ン ライ ン/オ フ ラ イ ン 自由 な モ ー ド変 換等 に よ る総 合 小 型 コ ン ピュ ー タ。

◇TC500/TC700… …主 記憶 装 置 に 数種 類 の プ ロ グ ラ ム ・ロー ドが可 能 なの で,同 一 ター ミナ ル で数 種 類 の 業 務

の オ ン ライ ン処 理 が 可 能 で あ る。 オ ン/オ フ ラ イ ンの 切換 えが 容 易 に可 。TC700はTC500の 機能 に,金 融 機 関 向

けの 機 能 を 加 。

◇TC3500… … 大型 イ ン テ リジ ェ ンス ・タ ー ミナ ル で各 キ ース テ ー シ ョンの小 型 コ ン ピ ュー タ と して も,デ ィス プ

レイ ・タ ー ミナル,キ ー ボ ー ド,プ リン タ ー ・タ ー ミナル のCPUと して も使 用 出来 る。

◇DC・4・/TU7・ ・… …金 融 機 関 向 けの大 型 イ ンテ リジ ・ン ス ・プ ・セ サ ーでTU7・0通 帳記 帳 タ ー ミ、ナル を併 用 出

来 る。 自動 通 帳読 取 装 置,磁 気 カ ー ド読 取 装置 が デ ー タ入 力 の省 力 化 に力 を発 揮す る。

◇DC1000… …遠 隔地 に あ る周辺 機 器 を コ ン トロール し,端 末 機 とセ ンタ ー ・マ シ ン との イ ン タ フ ェイ ス を行 な う。

◇TD700/800… …世 界 で は じめ て商 品 化 に成 功 した プ ラズ マデ ・ス プ レイTD700は ・一厚 さ5㎝ の コ ンパ ク トな 画

面 で256字 表 示可 能 で あ る。TD800は 大 容量 表 示 デ ィス プ レイ で最 大1920字 表 示 出来 る。

◇B700… …700フ ァ ミリー ・シ リーズ 中,最 小 モデ ル のB700に は 中型 機 の 設計 概 念 を初 め て採 用 。"バ ーチ ャル ・

メモ リー",``オ ペ レ ーテ ィ ング ・シス テ ム",``ハ イ レベ ル ・ラ ンゲ ー ジ"等 の採 用 。

◇B1700… … 第4世 代 の コ ン ピ ュー タ と して世 界 で最 も斬新 な デザ イ ン とコス ト/パ フ ォー マ ンス の高 い拡 張性 の

あ るシス テ ムで あ る。 バ ロ ース特 有 のMCPは シス テ ムの 使 い 易 さ と生 産性 を高 め,と くにデ ー タ ・ベ ー ス ・シス

テ ム,オ ン ラ イ ン ・シス テ ムに威 力 を発 揮 し,ベ ー シ ックに マル チ プ ログ ラ ミン グ機 能 を持 つ 。

◇B27・ ・/B37・ ・/B47・ ・・・・… ダ ィ ナ ミ・ク ・マル チ プ ・グ ラ ミ・ グ}・よ る ・ス ト/パ フ'・一マ ンス を紘 的}こ 顕

した バ ロー スの 代 表 的 コ ン ピ ュ ータ で あ り,セ ル フチ ェッ キ ン グICメ モ リーを採 用 した新 鋭 コ ン ピュ1タ で,1

ン ライ ン ・シ ス テ ム,デ ー タ ・ベ ース ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ムに適 した コ ン ピ ュー タで あ る。

◇B5700/B6700/B7700… ・:・完 壁 な フ ェ イル ・ソ フ トによ り信 頼性 の 高 い タ イ ム シチ ア リン グ機 能 ・オ ン ラ イ ン機

能 を実現 した デ ー,タ ・ベ ー ス時 代 に対 応 す る最 新 鋭 大 型 汎用 機 。

◇TK70電 子計算機 高千穂交易製 ……米国バ ロース社 との20年 にわtる 経 験を通gて,商 社で ある高千穂交易PS

体得 した技術によ り,自 社開発 製造 した汎用小型電子計算 システムである。
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東 京 芝 浦 電 気 株 式 会 社

本 社 東 京都 千 代 田区 内 幸 町1-1-6

電 話03-501-5411

代 表 機 種 .'亨 …
l

TOSBAC-5600優 れ た オ ペ レ ーテ ィ ング シス テ ムGCOSと 強 大 で 高 い信 頼 性 を有 す る'、一 ドウ ェア とに よ り,
ロ 　 ヒ

処 理 形 態 の異 な る業 務 を効率 的 に 同時 並 行処 理 す る大 型 機 。,

TOSBAC-5400タ イ ム シ ェ ア リ ング,オ ン ライ ン処 理,高 度 なパ ッチ処 理 と いず れ に も 高 い 処 理 能力 を発揮 す

る。 この ほ か,中 型 機 と して はTCSBAC-5100,3400が あ る。

TOSBAC-1350小 型 なが ら カー トリッ ジデ ィス クを標 準 装 備 し,高 級 ビ リン グか らマ)レチ ジ ョブ処 理 まで 業 務 内

容 に応 じて広 範 囲 に適応 す る。 ほか に,小 型,超 小 型 機 と して は,TOSBAC-1500,1250,1200,1150,1100が あ る。

1972年 度 の主 な活 動

〈ハ ー ドウ エア>

TOSBAC-5600シ リーズ の拡 充 主 メ モ リ素 子 にMOS-ICを 採 用 した新 モ デル160,160Eを 開発,併 せ て シス

テ ムの 集 中 制御 監 視 装 置,多 量 入 出力 装 置,遠 隔端 末 装 置 等 を開発 し,信 頼 性操 作 性 の 向 上,オ ン ラ イ ン機能 の

強 化 を行 な った 。

TOSBAC-40Cを 開 発 豊 富 な命 令 体 系 と入 出力 チ ャン ネル を有 し,事 務 ユ ース か らプ ロセ ス 制御 ま で幅 広 い用 途

に 適 応す る高 性 能 機 。

〈ソ フ トウ ェ ア〉

オ ン ライ ン機 能 の充 実TOSBAC-5100に 問 い合 せ,リ モ ー トパ シ チ,デ ー タ集 配 信 を主 とす るオ ン ライ ンシス テ

ム,TOSBAC-3400に リモ ー トバ ッチ シ ス テ ム,DN-340に よ る オ ン ライ ン処 理 の 高速 化 等 の開 発 を行 な った 。

高速 化,効 率 運 用へ の対 処TOSBAC-3400に 高 速ALGOL,'TOSBAC-5400に オー トス ケ ジ ュー ラの開 発 な ど

を行 な った 。

アプ リケ ー シ ョンの分 野 で は,デ ー タベ ース の作 成,更 新,検 索 を行 な う汎 用 フ ァイル マ ネ ジメ ン ト,FILMAN,

非 線 型 計 画 法 の難 題 に取 組 ん だNLP,総 合 計 量 経 済 モデ ル プ ログ ラ ムTEMEST,シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 言 語

GPSS-Vな どの 開発 を行 な っ た。

〈シ ス テ ム〉

遠 隔端 末 装 置RTL30とTOSBAC-40と に よ るデ ー タ収 集 シス テ ムMDES/40,ド ッ トプ リンタ を利 用 した 自問

ラベ ル 印刷 シス テ ム'等を開 発 し,各 々ユ ーザ に納 入 した。 また,ビ ッグ プ ロ ジ ェ ク トとして は,新 都 市 交 通 シス テ

ム,海 上 コ ンテ ナ タ ー ミナ ル シス テ ム,自 動 倉庫 シス テ ム等 の 開 発 を進 めた 。

1973年 度 の 目標1

1.社 会 の ニ ーズ に即 応 す るバ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェ アの 開 発 を進 め,情 報 化 の進 展 に寄 与 す る。

2.s関 連 エ レグ トtiニ クス技 術 と連 携 し,東 芝 の総 合 力 を生 か した付 加 価 値 の 高 いシ ス デ ムの 完成 。

3.日 本 電気 ㈱ との 提携 に よ る新 ゴ ン'ピーユ三 夕 シ・リ・一ズ 開 発 の促 進 ○
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ア イ 電 子 測 器 株 式 会 社

東京都府中市白糸台2丁 目44番地 電 話0423-63-4611

代 表 機 種

機 種 名

AICOM-C4

AICOM-C4P

AICOM-C5

概 要

全IC化 した ミニ ・コ ン ピ ュ ータ で,お もに 科 学技 術 計 算,プ ロセ

ス制 御,各 種 デ ー タ集 録 処 理 な どを 目的 と して 作 られ て お り基 本 記

憶 容 量4K語 で,フ ォー トラ ン をは じめ豊 富 な ソ フ トウ ェア群 が 用

意 され て い る。

AICOM-C4の 姉 妹機 として パ ネル マ ウ ン トタ イ プに作 られ た もの

で,機 能 はC4と 同 等 で あ り,特 に シス テ ム コ ン ポ ーネ ン ト ・コ ン

ピ ュ ータ と して 最 も適 した構 造 とな って い る。

AICOM-C5は 最 新 の コ ン ピュ ー タ ア ーキ テ ク チ ュ アに 基 づ きア イ

電 子 が 持 て る技 術 の 総 力 をあ げて 開 発 した最 新 鋭 の ミニ コ ン ピ ュー

タで あ る。 強 名 な ソ フ トウ ェアお よ び豊 富 な ペ リ フェ ラル 装 置群 に

サ ポ ー トされ,無 限 の 可 能 性 を ひ め た コ ン ピ ュー タ で,こ の シス テ

ム は各 方 面 の デ ー タ処 理 ・制 御 に驚 異 の 目 を も って受 け入 れ られ て

い る。

価
(千円)

格

1,900

(本体のみ)

1,900

(本体のみ)

2,600

(本体の み)

中 央 電 子 株 式 会 社

東 京 都 八 王 子市 元 本 郷 町1-9-9電 話0426-23-1211

代 表 機 種

機種名

555

555S

555T

555M

555H

555SS

記 憶 容 量

4～16K語

4K語 固定

8K語 固定

4～32K語

4～32K語

8.25Kバ イ ト
～16Kバ イ ト

サ イ クル タ イ ム

2.4μS

2.OμS

1.5μS

1.2μS

0.8μS

3μS

特 長 と 応 用 例

汎用機,教 育用,制 御用,事 務計算用,科 学技術計算用等広範 囲
の利用実績 をもつ

自動 化 シス テ ム,自 動制 御 機 器 の シス テ ムコ ンポ ー ネ ン トと して

〃

直列演算 マルチプロセス方式,デ ータ集録処理,在 庫 管理,医 用
シス テ ム

並 列 演算,マ ル チ プ ロセ ス 方式,医 用,一 般 デ ー タ処理 事 務 用,

自動化機器等の制御用 として

自動 化 機 器,自 動 制 御 機 器 の シス テ ム コ ンポ ー ネ ン ト お よ び 大

型,中 型 シス テ ム の イ ン テ リ、ジ ェン ト ・ター ミナル と して

MCEC555シ リーズ は汎 用 機 の555を は じめ555S,555T,555M,555Hマ イ ク ロプ ロセ ッサ555SSと 豊 富 な 機

種 が 用 意 され て お り,ユ ーザ の 使用 目的,条 件 に よ って 効 率 の よ い機 種 の 選 定 が で きる。 それ ぞれ の 機種 に つ い

て ア プ リケ ー シ ョ ンシス テ ムの 実 績 が豊 富 で あ り,ユ ーザ の シス テ ム製 作 に あた って は常 に ユ ーザ オ リエ ン テ ッ

.ドを志 向 す る企業 方 針 に特 長 を もつ ミニ コ ン ピ ュー タ アプ リケ ー シ ョン シス テ ムの専 門 メー カ で あ る。
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株式会社 北 辰 電 機 製 作 所

本 社 東京都大田区下丸子3-30-1 題 言舌03-759-4141

HOCgOOフ ァ ミリー コ ン ピ ュー タ:1973年4月 に従 来 のHOC700計 算 制 御 シス テ ム に加 えて 発表 され た 最 新 鋭

の制 御 用 コ ン ピュ ータ で あ る。HOCgOOに は モ デル15お よ び25の 二 種 が 用 意 され,両 者 は完 全 に コ ンパ テ ィブ ル

な設 計 で あ る。

プ ロセ ッサ は高 速 単一 パ ス構 造(シ ス テ ム ・バ ス)と 汎 用 レジス タ を採 用 した フ レキ シ ブル な もの で あ り,制 御

用 コ ン ピ ュー タ と して不 可 欠 な プ ロセ ス入 出 力 装 置 は完 全 に ソ リッ ドス テ ー ト化,モ ジ ュール 化 され,プ ロセ ス と

の イ ンタ ー フ ェ ース は絶 縁 され5000点/秒 の ア ナ ロ グ入 力 が可 能 で あ る。

広 域 化す る シス テ ム の要 求 に対 してRINCS高 速 デ ー タ伝 送 シス テ ムが 用 意 され,最 大15の リモ ー ト ・ス テ ー シ

ョン を設 置 で き る。 プ ロセス ・オペ レー タ ・コ ンソ ー ルや タ イ プ ライ タ な どは,4組 式 で2『kmま で の距 離 に設 置 が

で き る非 同期 式 通 信 シス テ ムの ター ミナ ル と して接 続 が で き る。 デ ー タ入 出力 装 置 や補 助 記 憶 装 置 に は テ レ タイ

プ,紙 テ ー プ リー ダ,DECラ イ タ,ラ イ ンプ リン タな ど豊 富 な レバ ー トリを もって い る。

磁 気 デ ィス ク,DECテ ー プ,リ ア ル タ イ ム,オ ペ レー テ ィング ・シス テ ム と してORTOS3,プ ログ ラ ム開 発

用 と して デ ィス ク ・オペ レー テ ィン グ ・シス テ ム,DOSが 完 備 して い る。

HOCgOOで 特 筆 すべ き は各 種 の ア プ リケ ー シ ョ ン ・シス テ ムが整 備 され て い る こ と で あ り,使 用 者 は繁雑 な プ

ロベ ラ ミン グ をす るこ とな く容 易 に使 用 で き るよ うにな って い る。

松 下 通 信 工 業 株 式 会 社

本 社 横浜市港北区綱島東4-3-1 電 話045-531-1231

MACC-7/L

近 年 の ミニ コ ン ピュ ー タは,周 辺 機 器 の 制 御用,医 療 ・交 通 ・工 作 機 械 な どの 自動 化 シス テ ム用,事 務 処理 用,

さ らに はデ ータ通 信 の 回 線 制 御用 な ど,そ の用 途 は多 様 化 して い る。MACC-7/Lは,こ の よ うな ニ ーズ の多 様 化

に応 えて,電 子 技 術 の粋 を結集 して,高 信頼 性 を追 求 して 開発 した ミニ コ ン ピュ ー タで あ る。

◇ 主 な特長:シ ス テ ム化 が容 易,コ ス ト ・パ ー フ ォ ーマ ンス の 向上,多 機 能 を標 準 装 備,豊 富 な入 出力 機 器 の 充

実,処 理 速 度 の 高 速化,高 信 頼 性 の実 現,小 型 ・軽 量 化 設 計

◇ ハー ドウ ェ アの 性 能:語 長:16ビ ッ ト+1パ リテ ィ,ア ド レス 方 式:絶 対 ・相 対 ・イ ンデ ックス 修 飾 ・間接 ア,ド

レス修 飾,基 本命 令数:39,加 減算 時 間=1.6μS,記 憶 素 子:磁 気 コア,記 憶 容量:4kW～65kW,サ イ クル タ

イ ム:0.8μS,DMA,停 電 検 出 ・自動 再 起 動,プ ログ ラ ム ロー ド機 能,割 込:内 部3レ ベ ル

◇ ソ フ トウ ェア シ ス テ ム:フ ォー トラ ン,ア セ ンブ ラ,ユ ーテ ィ リテ ィ,モ ニタ,バ ッチ オペ レ ーテ ィ ング ・シス

テ ム

◇ 入 出力 装 置:タ イ プ ラ イ タ,紙 テ ー プ ・リー ダ,紙 テ ープ さん孔 機,キ ャ ラク タ ・デ ィス プ レイ,ラ イ ンプ リ ン

タ,磁 気 デ ィス ク,カ セ ッ トテ ープ 装 置,一マ ー ク ・カ ー ドリー ダ,デ ィ ジタ ル入 出 力 装 置,プ ロセス 入 出力 装 置
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テ ィ ア ッ ク 株 式 会 社 :'㌧

本 社 東 京 都 武 蔵 野 市 中 町3-7-3電 話0422-53-1111

.↑EAC_16コ ンポ ー ネ ン"ト'コン ピ ュー タ.'."・`='

特 長

1.基 本 ソ フ トウ ェア に シス テ ムの 規 模 に応 じた 数 レベ ルOS(オ ペ レ ー テ ィ ング シ ス テ ム)で あ る。

2.優 先 割 込 み レベ ル は4レ ベ ル12種 で,各 割 り込 み の優 先 順 位 づ け,ア キ ュ ム レー タの 退 避 な どは ハ ー ドウ ェ ア

で行 な う。 ・'・ ・

3.内 部 処 理 速 度 が 磁 気 コ ア を使 いな が ら も0.66μsecと 高速 。

4."デ ー タの や りと りを,直 接 メ モ リと行 な うDMAチ ャネ ル として,バ ース トモ ー ドの セ レク、タチ ャネル(2チ

。ネ ル)と マル チ プ レクス モ ー ドの マ・レチ プ レク サ チ ・ネ ル(・ チ ・ ネ・レ)を もち・ デ ー タ転 送 速度 を1×106語

/sec(max)と 極 め て高 速 。

5.2語 命令 に よ る16Kフ ル ア ドレ ッ シ ング:リ ロケ ー タ ブル な プ ログ ラムが 簡 単 に作 れ プ ロ グ ラム リロケ ー シ ョ

ンが 極 め て容 易 。 基 本常 駐 ロー ダが リンケ ー ジ機 能 。 イ ニ シ ャル プ ログ ラ ム ・ロ ー ド機 能 をバ ー 、ドウ ェ ア化 。

6.統 一 の とれ た イ ン タ フ ェー スが 完 備:TEAC-16コ ンポ ー ネ ン トコ ン ピ ュー タ は・ 今後 当社 の デ ー タ集 録処 理

シ ス テ ムDP-5000の 中央 処 理 装 置 と して 主 に 使用 され る。

株式会社 内 田 洋 行

本 社 東 京 都 中 央 区新 川2-4-7電 話03-553--3111

代 表 機 種

闘USAC-720/90:小 型 コ ン ピ ュー タ,パ ッチ処 理 専用 に 開発 され た コ ン ピ ュー タ。 主 記 憶 ・8.KB,16KB。 基

本 構 成 で ラ イ ンプ リン タ,モ ニ タ ・デ ィス プ レイ装 置 を接続 。 外 部 記 憶 と して,4.9MBの カ ー トリッ ジ磁 気デ ィ

ス ク難 接 続,他}・ カセ 。 トテ ー プ等 も接続 可 能.プ ・グ ラ・語}・ ・独 特 の 簡 易言 語rSIMPLE」 を.醗 ・

闘USAC-720/10:電 子 会 計 機,4KB,8KBの 主 記 憶,マ ル チ プ レ クサ ー チ ャネル か ら8本 の チ ャネ ル を通 し

て 入 出 力 装 置 を接 続,同 時動 作 機 能 を会計 機 分 野 に 持 ち込 ん で い る。 また,ダ イ レク ト ・イ ンプ ッ ト方式 を基 調 と

し,元 帳,同 時 記 帳 な どの伝 票 発 行 中 心 の シス テ ムで もあ る.。

田USAC-620:電 子 作 表 機,伝 票 発 行 等 に関連 す る事 務 処理 を効 率 よ く行 な うこ と を 目的 に開 発 されt,も の 。今 ま

で の ビ リン グ マ シ ンに は ない プ ログ ラ ムの 柔 軟 性 ・高 速 性 ・操 作 性 を備 え る。 また,ダ イ ナ ミ ック ・ご イ ク 『 ・プ

ロ グ ラ ミン グ方 式 を とうて い るの で,あ らゆ る コ ン ピ ュー タ.のイ ンテ リジ ェ ン ト,タ ー ミナル ζ して適 用 で き る。

記 憶 容 量 、64W,・28W,・92W,256W・ プ ・ グ ラ ・ス テ ・プ ・・28,256・384・5・2ス テ ・ プ ・演 算 制 御 素 子:

LSI,MS1,tC,ご 制 御 方 式:マ イ ク ロプ ログ ラ ム方式:プ ロ グ ラ.ム方 式:プ ログ ラ ムROM方 式:記 憶 素 子:IC・

ROM∴ 一 、...,,ミ..、t-、tt・ ∴,
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本 社 北 九 州市 八 幡 区 藤 田2346電 話093-641-3111

代 表機 種:Memoconシ リーズ

安 川 電 機 で は従 来 よ り小 型 制 御 用 計 算 機Memocon-16を 中 心 と して鉄 鋼 設 備 をは じめ各 種 プ ラ ン トの 制 御.管 理

に多 くの ユ ニ ー クな シス テ ム を提 供 し,ご 好 評 を いた だ いて い るが,今 回 さ らに新 シ リーズ として 〈Memocon_11>

シス テ ムを製 品 化 し,さ らに広 い 分 野 に わ た って 新 しい 時代 の ニ ーズ へ の 充 実 を は か って い る
。

◇Memocon-11

これ ま で大 型 計 算機 で しか 採用 され な か った 機 能 を経 済 的 に実 現 した超 小 型 制 御 用 計算 機 で,高 度 の 演算 処 理 機

能,充 実 した イ ンタ フェ イス な ど をは じめ ミニ コ ン と して充 分 な はん 用 性 を備 えて い る。

単 一 バス 方 式 を用 いた 斬 新 な構 成 で拡 張 性 に優 れ て お り,シ ス テ ム の多 量 化 も簡 単 に行 な うこ とが で き,8個 の

は ん用 レジス タ,ハ ー ドウ ェア ス タ ッ クな どの機 構 に よ り強 力 な命 令 体 系 とあ わ せて 各 種 リアル タ イ ム ・ア プ リケ

ー シ ョンが効 率 よ く実 現 で き る
。

最 近 ではMemocon-11に よ り放 電加 工 装 置 や シ ー ト材 傷情 報 収 集 装 置 な どユ ニ ー クな シス テ ム を開 発 して い る

が,今 後 と も豊 富 な シス テ ム技 術 を駆 使 して ます ます 必要 と な る 〈フ ァク トリ ・オ ー トメ ー シ ョン〉 の実 現 に努 力

・して い きた い
。

横 河 ビ ュ ー レ ッ ト,パ ッ カ ー ド株 式 会 社

本 社 東 京 都 八 王 子 市 高 倉町9番1号 電 話0426-42-1231

代 表 機 種

横 河cユ ー レッ ト・ パ ッカ ー ド(YHP)で はYOHPAC4100Aを 開 発 ,販 売 して 以 来,主 にデ ータ集 録 装 置 と

か・ オ ー トマ テ ィ ッ クテス トシス テ ム等 の シス テ ム コン ポ ー ネ ン トと して の コ ン ピ ュー タ と して ま たBASIC言 語

を使 用 して誰 れ に で も使 え る科 学計 算 用 と して評 価 が高 ま って きた 。再 に今 回 ,HP社 の2100Aミ ニ コ ン ピ ュ ータ

を国 産 化 し,ミ ニ コン ピュ ータ マ ー ケ ッ トへ の充 実 を はか って い る。

◇YOHPAC2100A

制 御 の 心臓 部 に マ イ ク ロプ ロセ ッサ を使用 した斬 新 な構 成 で本 体 内に4K語 か ら32K語(1語16ビ ッ ト)迄 内臓

で きしか も外 付 電 源 は 一 際不 要 であ る。 ま た拡 張 演 算 命 令,パ ワー フ ェ イル割 込,メ モ リパ リテ ィチ ェ ック お よ び

メ モ リ保護 が 標 準 仕様 に な って お りま た オ プ シ ョンで'・一 ドの フ ローテ ィ ング演 算 が可 能 に な って い る
。 しか も本

体 内 に141/Oチ ャネル が 外 付電 源 を使 用 せ ず 簡単 に接 続 出 来 る融通 性 の あ る入 出力 機 構 で あ る。 ま たT.S・S.,

RTE,DOS等 の ア プ リケ ー シ ョン ソ フ トが 完 備 して い る
。

今 後 の 目 標

YOHPAC2…Aは カテ ゴ リ として ↓ま ミニ ・ン に入 るが
,そ の 能力}押 型 機 以上 の ア プ リケ ー シ 。ンが 可 能 に な

っ た。 ま た コ ス トパ フ ォー マ ンス の す ぐれ たT ・S・S・へ の応 用,ミ ニ コ ンで は数 少 な い リアル タ イ ム シス テ ムへ の

応 用 な どを もって ユ ー ザ ーの 希 望 を充 分 満足 す る シス テ ム を提 供 して 行 く こと
,及 びPRE-SERVICE,AFTER_

SERVICEを 十 分 お こ な い,完 全 な シス テ ム を提供 して行 くこ とを 目標 とす る
。
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コ ン ピ ュ ー タ 白書1973定 価3,000円1973年12月20日 第1刷 発行

監 修 (財)日 本情 報開 発協 会 ・コン ピュー タ白書 委 員会

監修委員長 野田 信夫

専門委員長 新沢 雄ア

発 行 人 古河 潤

発 行 所 財団法人

発 売 所 株式会社

不 許 複 製

日本 情 報 開 発 協 会 禁 無断転 載

東京 都千 代 田区霞 が 関3-2-5霞 が関 ビル

電 話581-6401(代 表)(〒100)

コ ン ピ ュ ー タ ・エ ー ジ 社

東 京都 千代[日区霞 が関3-2-5霞 が関 ビル

電 話581-5201(代 表)(〒100)

印 刷 所 日 本 製 版 株 式 会 社 東 京都 文 京区大 塚5-25-16
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